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一

序

　

説

　

最近の地方財政の状況

最近の地方財政の推移

（－）昭和40年度の地方財政

経済の見通しと国の財政運営方針

　

昭和39年の半ばから進行していた経済の不況は、39年末から一層深刻の度

合を強めていたが、当初、昭和40年度の経済については、39年末から逐次金

融緩和措置がとられたこともあって、個人消費や個人住宅建設の堅調な伸びに

支えられて次第に上昇に転ずるものと見込まれ、40年度の経済成長率は実質

7.5％（名目11.0％）と想定されていた。

　

このような経済見通しのもとに、国の昭和40年度予算の編成にあたっては、

社会、経済の各分野、各地域にわたり均衡のとれた発展を期するため国民生活

の向上とその環境の整備、地域格差の解消等社会開発を積極的に推進すること

｡とし、限られた財源の範囲内でこれら重要諸施策を着実に推進するため、従来

通り健全均衡財政を堅持して予算の合理化とその規模の圧縮を図ることが基本

方針とされた。このような基本方針に基づいて編成された一般会計予算規模は

３兆6,581億円で、前年度当初予算に比べて4,027億円、12.4％の増加となっ

ているが、この伸びは過去５年のうちで最も低いものである。

２

　

地方財政計画

　

昭和40年度の地方財政計画は、このような国の財政運営の基本方針と同一

の基調のもとに、経費の重点化、効率化を図ることにより、健全均衡財政を堅

持しつつ、社会開発を推進し、地方行政水準の一層の向上を図ることを目途と

して、つぎの基本方針に基づき、前年度に比べて4,740億円、15.1％増加の３

兆6,121億円の規模で策定された。

　　　　　　　　　　　　　　　　

－１－



　

（１）地方税負担の軽減合理化を推進しつつ、地方財政の健全化と地方行政

水準の引上げを図るため、つぎにより地方財源を充実すること。

　　

ア

　

地方交付税率を0.6％引き上げて、29.5%とすること。

　　

イ

　

前年度に引き続き、住民税負担の軽減を行なうこととし、これによる

　

減収については、市町村民税臨時減税補てん債により補てんすること。

　　

ウ

　

新たに石油ガス譲与税を創設し、自動車税および軽自動車税の税率を

　

改定するとともに、法人税の税率引下げによる減収を回避するだめ住民税法

　

人税割の税率について所要の調整を行なうこと。

　

（２）経済の高度成長に伴って生じたひずみを是正し、調和のとれた社会Ｏ

発展を期するため、つぎにより社会開発を推進すること。

　　

ア

　

地域開発を促進して、地域格差の是正を図るため、新産業都市の建設

　

等の事業に対する国の財政援助措置を確立すること。

　　

イ

　

住宅、上下水道等の生活基盤施設の整備を促進するため、必要な地方

　

債を確保すること。

　　

ウ

　

過密化した大都市の再開発を促進するため、必要な地方債資金の増額

　

を図ること。

　　

エ

　

地方交付税制度を改正し、前年度に引き続き財政力の貧弱な地方団体

　

の財源を充実すること。

　

（３）その他地方公営企業等の健全化に資するため地方債の充実等所要の措

置を講ずること。

３

　

経済の推移と国の財政

　

さきにふれたように、昭和40年度の国の当初予算は、当初の経済見通しに

かんがみ、従来通りの均衡財政の方針によって編成され、予算規模もその伸び

はここ数年の最低にとどめられた。

　

一方､39年末から公定歩合の引下げをはじめとする金融緩和政策がとられて

きたが、経済の停滞は、昭和40年度に入ってからも回復のきざしをみせず、当

初経済見通しで予想された以上に深刻の度を加え、景気対策としては金融政策

だけでは不十分となった。
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こうした情勢を背景に、政府は公共事業費の支出促進、財政投融資対象事業

量の拡大等財政面からも積極的な景気回復策を展開することとなった。

　

しかし、40年９月期決算も減益に終り、国内の経済活動はおおむね停滞のう

ちに推移したため、税収は法人税を中心に伸悩みを続け、多額の税収不足が見

込まれるに至った。他方、公務員の給与改定、生産者米価引上げに伴う食糧管

理特別会計への繰入れ、災害対策等にかかる追加需要が発生し、これらに対処

するため編成された12月補正予算においては、追加財政需要に対しては既定･

経費の節減と税外収入の増加をもって対処し､税収不足に対しては「昭和40年

度における財政処理の特別措置に関する法律」によって臨時特例的に国債を

2,590億円（決算額1,972億円）発行して補てんすることとされた。

　

このような経済の推移の結果、昭和40年度の国民総生産は31兆3,448億円

となり、経済成長率は実質4.7％（名目10.3％）にとどまった。

４

　

地方財政運営の推移

（１）普

　

通

　

会

　

計

　

以上のような昭和40年度におけるわが国経済の動向は、地方財政にも深刻

な影響を及ぼすこととなった。すなわち、地方税収入は国税収入と軌を一にし

て伸び悩み、地方財政計画で見込んだ額に大幅な不足を生ずる見通しとなり、

また、地方交付税についても国税三税の減少に伴い大幅な落込みが必至となっ

てきた。一方、地方公務員の給与改定の実施、災害の発生等に伴い財政需要に

新たな増加要因が加わるとともに、国の景気回復策に即応して公共事業の早期

完全実施が強く要請された。

　

これらの事態に対処するため、40年11月っぎのような措置がとられた。

　

ア

　

地方税の減収対策として公共事業関係の地方債の枠を400億円増額する

こと。

　

イ

　

国税三税の減収に伴う地方交付税の落込みについては、これを減額せ

ず、当初予算計上額どおりとすること。

　

ウ

　

給与改定財源所要額については、300億円を「交付税及び譲与税配付金

- ３－



特別会計」において借り入れ、地方交付税として地方交付税の交付団体に配分

すること。

　

以上の措置と相まつて、地方公共団体側においても、経費の節約と財源の効

率的使用に努めるよう要請された。

（２）地方公営企業会計

　

地方公営企業については、昭和39年ｎ月行なわれた地方公営企業制度調査

会の中間答申の趣旨にのっとり、昭和40年度は単年度収支の均衡を目途とし

て、それぞれ実情に応じて料金の適正化、経営の合理化、負担区分の明確化の

措置が講じられた。

　

すなわち、40年１月以降６大都市のバス料金をはじめ、一部の中小都市の電

車､バス料金について改定が認可されたほか、40年度に入って150をこえる水

道事業が料金改定を行ない、病院事業については、40年１月より9.5％の社会

保険診療報酬の緊急是正が行なわれた。

　

一方、各企業においても経営合理化の諸措置が進められ、また、国において

もこれらの企業の再建を促進するため、経営合理化計画を策定してその再建に

努力する企業に対しては、資金繰りの緩和を図るための短期資金のあっせんを

行なった。このほか、最近、大幅に施設の拡充が行なわれている水道事業の資

金繰りの緩和を図るため、企業債の償還期限を政府資金については25年から

30年に、公営企業金融公庫の資金については18年から23年にそれぞれ５年延

長した。

　

なお、40年10月、地方公営企業制度調査会は、地方公営企業の基本的あり

方および財政再建方策について最終答申を行なったが、この答申に沿って制度

全般の改善および財政再建措置について所要の準備が進められた。

　

（３）国民健康保険事業会計

　

国民健康保険事業については、昭和39年度決算において、その財政状況が

著しく悪化したことにかんがみ、国民健康保険財政の立直しを図るため、39年

度療養給付費負担金等未精算分1n億円（国民健康保険組合分を含む。）が40
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年６月および８月に繰上げ交付されるとともに、臨時財政調整補助金として40

億円が９月に予備費から支出交付されたほか、12月補正予算においては、さ

きに繰上げ交付した39年度未精算分1n億円以外に、40年度分の不足を補う

ため療養給付費負担金60億円、療養給付改善特別補助金６億円、財政調整交

付金28億円および事務費負担金６億円、計100億円（国民健康保険組合分を含

む。）が追加計上された。

５

　

決算からみた昭和40年度の地方財政の特長

（１）普通会計の特長

　

昭和40年度の経済の推移と国の財政の動向は、地方財政にも大きな影響を

及ぼし、このため特に年度途中において一連の地方財源措置がとられたこと

は、すでにみたとおりであるが、こうした情勢が昭和40年度の普通会計の歳

入、歳出さらには収支にどのように反映しているであろうか。

　

さらに、ここ二、三年来その硬直化傾向が警戒されている財政構造は、昭和

40年度においていかなる変化を示しているであろうか。

　

これらの点に留意しながら、昭和40年度の普通会計決算にあらわれた特長

について概観するとつぎのとおりである。

　

ア

　

財政収支においては、表面上黒字が増加したが、これを支えた主な原因

は、地方税の減収対策としての公共事業関係地方債の大幅な増発や単独事業の

抑制などによるものであり、決して楽観は許されないこと。

　

昭和40年度の地方財政（普通会計）全体としての実質収支は478億円の黒

字で、前年度より黒字額が176億円増加したほか、財政調整基金積立金および

減債基金積立金が73億円増加している。

　

しかし、これは、地方公共団体において、昭和40年度のきびしい財政環境

の中で収支の均衡を保持するために、やむをえず、住民の生活に密着した道

路、下水道等の単独事業を抑制したこと（後述するように普通建設事業費のう

ち補助事業は19.1%伸びたのに対し、単独事業はわずか8.6％の伸びにとど

まつた。）、さらには、地方税の減収対策としての公共事業関係地方債385億円
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の追加発行、「交付税及び譲与税配付金特別会計」における300億円の借入れ

措置等の要因に支えられたものであり、必ずしも楽観すべきこととはいえな

い。特にこれらの要因のうち、地方税の減収対策としての追加地方債（発行額

385億円）が、かりに措置されなかったものとして収支計算をすると、40年度

の実質黒字額は93億円に過ぎず、前記積立金増加額を考慮しても単年度136

億円の赤字となったことになる。

　

なお、全体としての収支はこのように均衡を保ったが、赤字団体はいまだ３

都県、338市町村（前年度５都県、･371市町村）と全団体の１割を占めてお･り、

その赤字額も342億円（前年度372億円）にのぼつている。ことに大都市は６

市のうち前年度同様３市までが赤字で、その赤字は43億円（前年度60億円）

の多額であり、その他の都市においてもその２割５分に相当する133市､（前年

度137市）が赤字で、その赤字額も前年度と同規模の123億円を残している。

　

イ

　

財政規模の伸びを支える財源の中心が、従来の一般財源から、国庫支出

金および地方債に移ったこと。

　

昭和40年度においては、後述するように人件費等義務的経費の避け難い増

嵩に加えて、国の景気対策としての公共事業の完全消化の要請や社会保障の充

実等に伴う財政需要の増加に対処するため財政規模は伸び率14％をこえる伸

長を示したが、この伸びをまかなうべき増加財源の構成をみると、一般財源

の比率は41.1%に過ぎず、前年度の54.5%に比し著しい落込みを示してい

る。

　

従来は増加財源の半ば以上が一般財源によって占められていたのであるが、

昭和40年度に至ってこの従来の傾向に大きな変化を生じた反面、国庫支出金

と地方債の増加額だけで47.2% (前年度31.7%)と、従来の20％台から一躍

増加歳入の半ば近くを占めるに至っている。

　

このように財政規模の伸びを支える財源の中心が従来の一般財源から国庫依

存財源ないし地方債に変ったことが40年度決算における特長的な傾向といえ

るが、これは、地方税、地方交付税等一般財源が経済の深刻な停滞の影響をう

けて前年度対比で11.1％（前年度15.3％）の伸びにとどまつたこと、その反面、

国庫支出金が普通建設事業を中心に前年度対比17.6%増（前年度13.6%)と大
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きく伸び、地方債もまた、前記のような経緯による起債増発措置等もあって

49.2%増（前年度32.8%)と急増を示したことによるものである。

　

ウ

　

建設事業費においては、国庫補助事業を優先的に完全消化し、単独事業

は伸び悩んだこと。

　

普通建設事業費は、社会開発、地域住民の福祉向上等の見地からつとに公共

投資の拡充が要請されているときでもあり、地方公共団体としても近年その拡

充に力を入れているが、昭和40年度においても、普通建設事業費は前年度対

比14.7%増（前年度18.5%)とかなりの伸びを示し、歳出総額に占める比

率も30.2%となり前年度（30.1％）よりわずかながら高くなっている。

　

普通建設事業費のうちでは道路橋りようの伸びが普通建設事業全体の伸びの

20％を占めるほか、都市計画、住宅、農地、小学校、清掃等の伸びが著しい

が、これは、人口集中地域における都市施設の整備、農村地域における農業基

盤整備等の緊急性を反映しているものと考えられる。

　

ところで、普通建設事業費を補助と単独に分けてみると、補助事業費は前年

度対比で19.1％（前年度19.9％）の高い伸びを示しているのに対し、単独事

業費の伸びは8.6％（前年度16.0％）にすぎず、昭和40年度の普通建設事業

費の伸びが補助事業費の伸びに支えられたものであることがわかる。

　

すなわち、昭和40年度においては、国の景気回復対策を実効あらしめるた

め、地方公共団体に対して公共事業の早期完全消化が強く要請された。地方公

共団体はこれに応えて、財源の不足を地方債等で補いつつ、優先的に国庫補助

事業の完全消化に力をつくした結果、補助事業費は大幅な伸長をみた。

　

地方公共団体としては、補助事業の遂行とともに、たとえば幹線道路以外の

地方道の整備、小河川の改修、小規模土地改良事業、学校、下水といった住民

の生活に身近な単独事業を地域の実情に応じて積極的に実施する責務を負って

おり、またこれら単独事業に対する住民の要望はまことに強いものがあるが、

昭和40年度の財政事情のもとでは、補助事業を消化したうえで単独事業を十

分伸ばすまでの余力に乏しく、その結果前述のように単独事業の伸びは、補助

事業の伸びの半分以下にとどまった。

　

エ

　

人件費は、給与改定等のため、引き続き大きい増加を示していること。

　

。
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最近における社会経済の進展は国民生活水準の目ざましい向上をもたらした

が、それとともに住民福祉の向上を責務とする地方行政の内容の充実が強く要

請されている。地方公共団体はこの要請に応えて行政の質と量の充実に努力を

払っており、このため、一方において事務の機械化、他団体との共同処理、民

間に対する委託等その効率的遂行に努めてはいるが、教育関係職員、警察消防

職員など法令の規定に基づいて必然的に増員を余儀なくされている職員をはじ

め、清掃関係職員、保育所、老人ホーム等の施設関係職員など住民の日常生活

に密接な関係のある職員の増加は、住民生活水準の向上に応じてある程度避け

られない状態にある。

　

一方、民間給与水準の上昇に伴い、国、地方を通ずる公務員の給与改定が毎

年実施されており、通常の昇給と相まつて給与単価の上昇をもたらしているｏ

　

このような公務員数の増加と給与単価の上昇は、必然的に財政面における人

件費の増嵩を招き、人件費は昭和35～39年度では年率18％を超える伸びを示

しており、歳出中に占める比重も次第に高くなっている。

　

昭和40年度においても、39年９月から実施された給与改定の平年度化と40

年９月から新たに実施された給与改定の影響もあって、人件費の伸びは15.0％

と歳出総額の伸び(14.2%)を超えたため、人件費の歳出総額に占める比率は

36.7%となり、前年度（36.5％）よりさらにその比重を増した。

　

このように人件費の増嵩傾向はなお衰えていない。

　

オ

　

国民健康保険事業および地方公営企業に対する繰出しが引き続き多額で

あること。

　

国民健康保険事業に対する繰出金は75億円（前年度95億円）、交通、病院、

公共下水道等地方公営企業に対する繰出額（補助金、出資金、貸付金および繰

出金の合計額）は764億円（前年度669億円）である。

　

国民健康保険財政については、その改善合理化のための措置がある程度講じ

られたため普通会計からの繰出金は従前のようには増嵩を示さなかったが、な

お多額であり、しかもその大部分が財源補てんのためのものである。地方公営

企業に対する繰出しについては、普通会計との間の負担区分制度の確立にまつ

べき面もあるが、現実に繰出額が年々累増していることは、国民健康保険事業
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に対する繰出金とともに普通会計の財政運営を一層圧迫する結果となっている

ことは否定できない。

　

力

　

以上の歳入歳出諸要因により、財政構造はさらに弾力性を失なったこ

と。

　

これまでみてきたように、昭和40年度においては、歳入面で一般財源が著

しく伸び悩みの状態にあつた反面、歳出面においては、人件費が引き続き増嵩

を続けたほか、人件費と同様非弾力的かつ義務的性格の強い経費である扶助費

（増加率19.8%)および公債費（増加率14.9%)の伸びも大きかった。

　

このため、一般財源の伸びの大半がこれら義務的経費の伸びに費消される結

果となった。すなわち税、交付税等の一般財源は前年度に対して2,335億円

（前年度2,800億円）の増加にとどまつたが、この増加一般財源の74.1%にあ･

たる1,730億円（前年度1,567億円）までが義務的経費（人件費、扶助費、公

債費の合計額）に充当されている。

　

このことは、歳入面における地方債の比重の増嵩と相まつて、地方財政の構

造がさらに弾力性を失なったことを示すものである。

（２）地方公営企業の特長

　

昭和40年度における地方公営企業の経営の状況をみると、ここ数年来のわ

が国経済の発展、国民生活水準の向上、都市人口の増加等を背景に急速な伸展、

を続け、その数は昭和40年度末において5,955に達し、その経営規模（決算

における支出額）では同年度１兆503億円に達し、普通会計の決算規模の４分･

の１近くを占めるに至っており、地方行財政の中に占める比重の面からみて

も、また、民営も含めたわが国公益事業全体の中に占める比重の面からみて

も、まことに重要なものとなってきている。しかし、その反面、経営内容にお¬

いては、昭和40年度も赤字がさらに累増し、法適用企業（地方公営企業法を･

適用して企業会計方式を採用している事業）において、全体の３割にのぼる事

業が948億円（年間営業収益の26. 4%)に及ぶ累積欠損金をかかえている。ま

た、法非適用企業においても、全体の２割の事業が146億円の実質赤字（年間

営業収益の15.7%)をかかえており、この結果、地方公営企業全体の累積赤こ
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字は1,094億円（前年度780億円）に達し、はじめて1,000億円の大台を超え

るに至った。

　

この額は、昭和40年度における普通会計の赤字額342億円（赤

字の地方公共団体の実質収支）と比べて実に３倍以上になっており、もはや放

置し得ない段階に来ているといえる。

　

なお、昭和40年度の決算から地方公営企業の経営状況をみると、つぎの特

長を指摘することができる。

　

ア

　

昭和39年11月に行なわれた地方公営企業制度調査会の中間答申の趣旨

にのっとり、少なくとも単年度収支の均衡確保を目途として国および地方を通

じて諸般の措置が講じられたが、地方公営企業をとりまく環境はさらに悪化の

傾向にあったこと、地方公営企業の料金改訂が地域住民に及ぼす影響への懸念

等から適時に適正化をはかることが困難であったこと、さらに各地方公営企業

における経営合理化がなお不十分であったこと等を反映して、前年度と比べ

て、法適用企業の営業収益に対する単年度欠損金の割合（以下「単年度欠損金

此率」という。）および事業総数に対する単年度欠損金を出した事業数の割合

（以下「赤字事業数比率」という。）は、いずれもわずかながら好転したが、同

年度中に発生した単年度欠損金の額は、前年度を上回り、累積欠損金をさらに

増加させた。

　

イ

　

各業種別に収支の状況をみると、法適用の水道事業にあっては全体の約

３割にあたる事業が料金改訂を行ない、病院事業にあっては昭和41年１月に

社会保険診療報酬の9.5%引上げが実施されたこと等により、赤字事業数比率

では、水道事業が前年度の34.2%から24.3%へ病院事業が31.0％から24.9%

へと低下した。しかし、交通事業にあっては、全体の約６割にあたる都市のバ

ス事業および３都市の路面電車が料金改訂を実施したにもかかわらず、赤字事

業数比率では前年度の72.0%から75.0%へ、工業用水道事業にあってもこの

此率が34.2%から40.0%へと高まり、単年度欠損金の額では交通事業が前年

度の178億円を上回る185億円の赤字、工業用水道事業では単年度欠損金の額

（7億円）は前年度とほぼ同額であるが、他会計からの繰入れを考慮すれば実質

酌に収支は前年度より悪化している。

　

このように、水道事業および病院事業では前年度に引き続き赤字を出しつつ
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屯収支はやや好転のきざしをみせてきたが、交通事業および工業用水道事業で

は引き続き悪化しつっある。

　

ウ

　

経営主体別に収支の状況をみると、法適用企業で昭和40年度に発生し

た単年度欠損金323億円の約８割にあたる258億円は７大都市（東京都および

６大都市をいう。以下同じ。）分であり、累積欠損金総額948億円の８割近くに

あたる743億円が７大都市分である。また７大都市の赤字事業数比率および単

年度欠損金比率は、水道事業、交通事業および病院事業とも他の地方公共団体

と比べてきわめて高く、これらの比率を前年度と比較すると、水道事業および

病院事業は７大都市ではさらに悪化しているが、その他の地方公共団体ではや

や好転している。

　

エ

　

最近における地方公営企業の施設の大幅な拡充に伴い、その財源に充当

された企業債の元利償還額の急激な増嵩の結果、料金収入中に占める企業債元

利償還額の割合は、水道事業で38. 3% (前年度35.7%)､工業用水道事業97.8%

（前年度77.9%)、地下鉄86.0％（前年度80.2%)となり、いずれも前年度よ

りさらに高まっている。また、給与改定による職員給与費の増嵩の結果料金収

入中に占める職員給与費の割合は、交通事業では87.1％､病院事業では51.5%

となっており、特に交通事業のうち路面電車については、この割合が前年度よ

りさらに高まり、路面電車を経営する14都市のうち９都市までが100％を超

えていて、料金収入の全額を人件費にあててもなお不足するという状態に陥っ

ている。

　

以上にみるように、各業種によってもその度合は異なるが、企業債元利償還

額および職員給与費が地方公営企業の収支に大きな影響を及ぼしつつあり、今

後に問題点を残している。

（３）国民健康保険事業の特長

　

昭和40年度における国民健康保険事業（事業勘定）の実質収支は全市町村

を通じて120億円の黒字であったが、この額から財源補てん的な都道府県支出

金および他会計との間の繰入れ、繰出しを考慮した収支でみると、全市町村を

通じて13億円の黒字であり、赤字団体は、全実施団体の22.3%に当たる755
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団体、その赤字額は118億円となって、赤字団体数、赤字額とも前年度に比べ

てかなり減少することとなる。

　

これは昭和39年度に歳入されるべき療養給付費国庫負担金等精算額111億

円（国民健康保険組合分を含む。）が昭和40年度に持ち越されて歳入されたこと

および臨時財政調整補助金40億円が､予備費から支出されたことならびに昭和

40年度に総額100億円（国民健康保険組合分を含む。）の現年度分の補正が行

なわれたこと、以上両年度分の補正措置が重なって歳入が増加したことととも

に、昭和40年度にはこの数年著しい伸びを示してきた医療費の伸びがやや鈍

化した反面、保険税（料）負担の適正化について市町村が特に努力したためで

ある。

　

しかし、財源補てん的な都道府県支出金および他会計からの繰入れ等を考慮

した場合の収支の赤字団体数はなお755団体の多数をかぞえ、その赤字額も

118億円にのぼり、前年度の赤字額は、さきに述べた精算額が昭和39年度に

歳入されていたと仮定した場合には、134億円であるから、収支はあまり改善

されていないことになる。特に大都市および特別区は全団体が赤字であり、モ

の赤字額も大都市47億円、特別区39億円で、両者合わせて全赤字額の73％

を占めており、なかでも特別区は単年度20億円の赤字増加をきたしているこ

とは、今後における問題点である。

　

つぎに、昭和40年度の事務費決算額は155 1意円、これに対する国庫負担金

は88億円である。

　

事務費に対する国庫負担金については、漸次改善されつつ

あるが、なお問題が残されている。

（二）昭和41年度の地方財政

　

１

　

経済の推移と国の財政

　

昭和41年度の経済の当初の見通しとしては個人消費支出の増加や個人住宅

建設の堅調な伸びを期待されるものの、民間設備投資や在庫投資は40年度に

おける停滞のあとをうけて低水準にとどまるものと予想されるので民間需要は

総じてゆるやかな上昇にとどまるものと見込まれ、その経済運営にあたって
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は、公債発行を含む積極的かっ弾力的な財政政策により有効需要を喚起して景

気を回復に導き、あわせて経済、社会のひずみ是正を積極的に推進し、経済を

均衡がとれ安定した成長路線にのせることを基本的態度とした。この基本的態

度に基づき、昭和41年度の経済成長率は実質7.5％（名目11.3％）程度と想

定された。

　

この経済見通しと経済運営の基本的態度のもとに、昭和41年度予算の編成

にあたっては、当面の経済情勢に対処するため本格的公債政策を導入し、財政

が積極的に経済を主導する立場をとり、財政支出の増加と大幅減税の断行を通

じて有効需要を拡大して経済の安定成長へのすみやかな移行を期するととも

に、物価安定に努めつつ、社会資本の整備等長期にわたる安定成艮の基盤を培

養することを主眼とした。この基本方針に基づいて編成された国の一般会計予

算規模は４兆3,143億円で､前年度当初予算に比べ6,562億円、17.9%の増加

となっている。

　

さらに､予算の執行にあたっては､当時の経済情勢にかんがみ、公共事業の施

行を上半期に可及的に繰上げ実施して､有効需要の喚起拡大を図ることにより、

景気回復を早期に達成するとともに年度間を通じ安定的な成長を確保するよう

意図された。これがため、昭和41年２月内閣に「公共事業等施行推進本部」

が設置され、公共事業費等の支出促進が図られた。この結果、上半期中に促進

対象事業の75％の契約を完了し、当初の目標を相当上回る成果をあげること

ができた。また金融面においても、引き続き緩和基調が維持された。

　

これらの施策の効果もあって、鉱工業生産は予想を上回る拡大を示し、生産

者製品出荷も増加し、製品在庫率は低下するなど、経済指標は急速に回復のき

ざしをみせてきた。

　

このように、昭和41年度におけるわが国経済の回復は、

当初の予想を上回る足どりを示している。

　

なお、昭和41年度に入って各地を襲った台風等による災害の復旧、人事院

勧告に伴う国家公務員の給与改定、食糧管理特別会計への繰入れ、義務教育費

国庫負担金等の義務的経費の追加などの追加財政需要の発生に伴い、昭和41

年12月総額1,993億円にのげる補正予算が編成されたが､これに要する財源に

９いては、租税および印紙収入(1, 460億円）のほか、税外収入の増(169億
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円）、既定経費の節減(194億円）および予備費の減額(170億円）をもって措

置された。

２

　

国の財政政策の基調の変化と地方財政

（１）地方財政計画

　

昭和41年度における地方財政は、当初のきびしい経済の見通しに加えて、

国の公債政策の導入による公共事業費等の拡大と大幅減税の断行という国の財

政政策の基調の変化に伴い、歳入においては地方税および地方交付税の伸び悩

み、歳出においては公共投資の増大のほか社会保障の充実、昭和40年度に行

なわれた給与改定の平年度化等に伴う財政需要の大幅な増加が予想され、かつ

てない窮迫の事態を告げるに至った。

　

このような地方財政の状況に対処して、その財源対策として地方交付税の率

を2.5％引き上げたほかは、昭和41年度限りの措置として臨時特例交付金の交

付および特別事業債の発行などによって広急的に措置することとされた。ま

ﾌﾟこ、国の昭和41年度予算の編成にあたっては、特に国庫補助負担事業にかか

るいわゆる超過負担の解消のための措置が一部講じられることになった。

　

以上のような経緯を経て策定された昭和41年度地方財政計画は、国の財政

運営の基本と同一の基調に立脚し、現下の経済情勢の推移に即応して、経費の

重点化、効率化を推進することにより、財政の健全性を保持しつつ、公共投資

の増大、社会保障の充実等地方行政水準の一層の向上を図ることをその基本目

標とし、前年度に比べて5,227億円、14.5%増の４兆1,348億円の規模で策定

された。

　

昭和41年度地方財政計画の策定にあたってとられた基本方針はっぎのとお

りである。

　

ア

　

地方税負担の軽減合理化を推進しつつ、行政水準の引上げを図るため地、

方財源を充実すること。

　　

（ア）住民税所得割について諸控除の引上げを行なうことにより負担を軽

　

減するほか、個人事業税その他の税についても負担の軽減をはかること。
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（イ）国税および地方税の減税に伴う減収を補てんし、地方財源を充実す

　

るため、地方交付税率を2.5％引き上げて32％とするとともに、昭和41年

　

度に限り臨時地方特例交付金414億円を交付すること。

　　

（ウ）法人税の税率引下げ等による減収を回避するため、住民税法人税割

　

の税率等について所要の調整を行なうこと。

　　

（エ）土地に対する固定資産税および都市計画税について税負担の均衡化

　

を漸進的に確保するとともに、都市開発の促進に資するため、税負担の調整

　

措置を講ずること。

　

イ

　

経済の安定成長と均衡ある発展を達成するため公共投資の増大をはかる

ものとし、公共事業等の円滑な消化をはがるため地方債を大幅に増額するこ

と。

　

ウ

　

社会開発を推進し、地域格差の縮少をはかるため、辺地事業債を増額す

るとともに、地方交付税の傾斜的配分を強化すること。

　

エ

　

行政の広域的処理を推進し、行政の能率化を徹底することにより経費の

効率的使用を促進すること。

　

オ

　

国庫補助負担金制度の合理化をはかり超過負担を解消すること。

　

なお、つぎにより国民健康保険事業と地方公営企業の健全化を推進すること

により普通会計の健全化に資すること。

　

ア

　

国民健康保険の医療給付に対する国庫負担率を25％から40％に引き上

げるとともに事務費交付金を増額すること。

　

イ

　

赤字の地方公営企業の財政再建を促進するため再建債の発行等を認める

とともに、地方公営企業の経営基盤を強化するために必要な措置を講ずるこ

と。

（２）地方財政の推移

　

ア

　

普

　

通

　

会

　

計

　

昭和41年度に入ってからの地方財政の推移をみると第１に既述のような国

の景気対策としての公共事業の早期消化の方針に、公共事業実施の多くを担当

する地方公共団体も積極的に協力したことをあげなければならない。まず、昭
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和41年２月自治省に「公共事業等施行推進連絡本部」を設けて公共事業の施行

推進に関し国と地方の連けいを緊密にする体制を確立した。

　

そして国においては、地方債の早期許可、地方交付税等の繰上げ交付等によ

り地方公共団体における公共事業の早期支出の円滑化を図る方途を講じ、地方

公共団体側においては、その当初予算に積極的に公共事業関係予算を計上する

とともに、国の関係出先機関や金融機関の代表も含めた融資懇談会を設けて縁

故債の消化を図るなど国、地方一体となって公共事業の早期消化に努力した、

その結果すでにみたように上期中に目標を相当上回る成果をあげたのである。

　

つぎに年度中途において現年発生災害の復旧、地方公務員の給与改定等の追

加需要が発生したほか、第51国会に提出された地方税法の一部改正法案につ

いて国会において修正が加えられた固定資産税の免税点の引上げ等に伴う地方

税の減収（51億円）を補てんする必要が生じた。

　

現年発生災害については、その公共災害査定見込額は1,252億円（41年12月

現在）にのぼったが、台風４号等による災害をはじめとして、６月から７月ま

での豪雨等による災害、８月中旬の豪雨による災害、台風13号による災害､台

風24号による災害、台風26号による災害および北海道、東北地方の冷害につ

いて激甚災害の指定が行なわれるとともに、これら災害復旧に伴う地方負担の

増加に対して地方債を151億円追加したほか、特別交付税の配分等によって災

害復旧事業の施行に支障のないよう措置された。

　

つぎに、地方公共団体が41年９月１日から国に準じて地方公務員の給与改

定を実施する場合における一般財源所要額については国の補正予算に伴う地方

交付税の増加および義務教育職員等にかかる国庫負担金の増加のほか、地方税

の自然増収をもって措置した。

　

なお、景気の順調な回復に伴う国税三税および地方税の増収により、地方交

付税の補正額が給与改定所要額を20億円上回ることとなっだので、この額を

　

「交付税及び譲与税配付金特別会計」における借入金の繰上げ償還に充てるこ

ととした。

　

またヽ国会修正にかかる固定資産税の免税点引上げ等に伴う地方税の減収挿

てんに９いては臨時特例交付金中に新たに第３種特例交付金､（総額51億円）｡を
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設け、これを地方公共団体に対し交付することとした。

　

イ

　

地方公営企業会計

　

地方公営企業については、昭和40年10月に行なわれた地方公営企業制度調

査会の答申に基づき第51通常国会において地方公営企業法の一部が改正され、

地方公営企業の合理的、能率的な運営が行なわれるよう制度全般にわたる改善

を図るとともに、過去に生じた赤字を計画的に解消するため、財政再建に関す

る規定が新たに設けられた。これにより、地方公営企業法を適用している水道

事業、工業用水道事業（その建設にあたって国から補助金の交付を受けていな

いものに限る。）、軌道事業、自動車運送事業、地方鉄道事業、電気事業、ガ

ス事業および病院事業のうち実質上収支が均衡していないもので、昭和40年

度末において不良債務を有するものおよびこれに準ずるものについては、自治

大臣から財政再建企業としての指定を受け、モの財政再建計画について承認を

得た場合には、財政再建債の発行およびこれに対する利子補給等の財政援助措

置が講じられることになった。

　

この結果、164の地方公営企業にれら企業の不良債務の合計額は、約608

億円である。）から財政再建企業としての指定の申出が行なわれたが、これら

企業について所定の手続きを経て、モの財政の健全化を図るとともに、ここ数

年急速に増大してきた累積赤字の解消措置が進められることになった。

　

以上のほか、最近大幅な施設の拡充が行なわれている水道事業において、そ

の財源の大部分が企業債でまかなわれていることに伴い料金コスト中に占める

支払利息の割合が年々高まってきているので、公営企業金融公庫から貸し出さ

･れる水道事業債の利率について、昭和41年度以降の貸出分から年利７分３厘

を７分に引き下げることとした。

　

ウ

　

国民健康保険事業会計

　

国民健康保険事業については、昭和41年度から世帯主以外の被保険者の療

養の給付にかかる一部負担金の割合を50％から30％に引き下げることが法制

化され、これに伴い市町村の療養諸費に対する国の負担率が25％から40％に

改められ、これと関連して財政調整交付金の総額が療養諸費の10％から５％

に改められた。
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このほか、低所得被保険者の国民健康保険税負担の軽減を図るため、国民健

康保険税の減額対象基準額について、世帯主分を９万円から10万円に、世帯

主以外の被保険者１人について加算する額を２万５千円から３万円にそれぞれ

引き上げることとされた。

　

さらに、年度中途において、医療費の伸びが当初の見込みを上回ることが明

らかとなつだので、国の12月補正予算において療養給付費負担金43億円、事

務費負担金６億円、財政調整交付金６億円計55億円（国民健康保険組合分を

含む。）が追加計上された。

（三）昭和42年度の地方財政

１

経済の見通しと国の財政運営方針

　

昭和42年度のわが国経済は、前年度の景気上昇の後をうけて、個人消費支

出、企業設備投資、在庫投資等国内需要の堅調が予想され、鉱工業生産もかな

りの伸びが見込まれる反面、国際収支の先行きについては楽観を許さないもの

があるので、景気の行過ぎがないように、国際収支の動向を十分注視しつつ、

着実にして安定的な成長を堅持することが必要である。他方、わが国経済が均

衡のとれ安定した発展を持続して、効率の良い経済と充実した国民生活を実現

するためには、消費者物価の安定をはじめ、社会資本の充実、産業体制の整

備、農業、中小企業等の近代化、労働力の流動化等経済の体質強化と社会開発

の推進を図ることが必要である。

　

以上のような基本的認識のもとに、昭和42年度の経済運営にあたっては、

国民経済全体との調和を考え財政規模および公債発行額を極力抑え、景気に対

する財政の中立的な立場を堅持するとともに、物価や国際収支の動向に応じ

て、財政金融政策を中心とする経済政策の弾力的運用を図り、同時に民間経済

界の節度ある投資態度を期待することにより、現在の景気上昇を持続的な安定

成長に結びつけ、あわせて経済の体質を強化し、社会開発を推進することによ

９てヽ長期にわたる経済発展の基盤を整備し、国民生活の充実を図ることを基

本的態度とし、この基本的態度に基づき経済を運営することによって、昭和42
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吽レ３

牟度の国民総生産の規模はおおむね40兆9,500億円程度、その成長率は実質

9.0％(名目!3.4％)程度となることを期待している。

　

昭和42年度の国の財政運営にあたっては、この経済見通しと経済運営の基

本的態度にのっとり、国際収支の均衡と物価の安定を主眼として、景気に刺激

を与えないよう財政規模および公債、政府保証債の発行額を適正な限度に抑え

るとともに、零細補助金の整理統合、単価の合理化等により財政資金の効率化

を図りながら、限られた財源を住宅および生活環境施設の整備、社会資本の充

実、農林漁業および中小企業の近代化、交通安全対策、公害対策等の重要諸施

策に重点的に配分して、財政に課せられた役割を着実に実行することをもって

基本とし、これにより、民間経済の節度と相まって、公債発行を伴う新しい財

政政策の今後の弾力的運営の方向を確立し、もって長期にわたる国民福祉向上

の基盤を固めるものとしている。この基本方針に基づいて編成された国の一般

会計予算は４兆9,509億円で、前年度当初予算に比べ6,366億円、14.8%の増

加となっている。

２

　

地方制度調査会の答申

　

第11次地方制度調査会は、昭和41年９月に発足し、①行政事務の再配分を

行なうにあたり、これに対応する具体的な財源措置

　

②最近の地方行財政の変

貌に対処する地方財政のあり方

　

③国債発行下の地方財政の激変に対処して当

面とるべき措置の３点につき審議を続けてきた。このうち①、②については、

引き続き十分な検討を行なうこととされたが、③については緊急にその方向を

示すことが必要なためとりいそぎ検討を重ね､その結果を昭和41年12月に「地

方税財政に関する当面の措置についての答申」として総理大臣に答申した。

　

答中中主な事項は、つぎのとおりである。

（１）国債発行下の地方財源

　

ア

　

国が国債を財源としてその財政規模を拡大すれば、これに伴い地方歳出

が増加するにもかかわらず、これに対応する地方交付税や地方譲与税の増加は

望めず、地方財源に不足を生じる。
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これに関連して昭和41年度にとられた財源措置のうち特別事業債について

は、①公共事業等の半ば義務的な地方負担に対して財源補てん的な地方債を発

行することは妥当ではない。②一般財源として交付する場合と、特別事業債で

措置する場合とでは、団体間にアンバランスを生じる。③従来一般財源として

措置されたものを削って将来への負担を残すことは適当でない。等の理由か

ら、昭和42年度以降はこのような措置を廃止すべきである。

　

すでに発行され

た分の元利償還額については適切な財源措置を講ずる必要がある。

　

イ

　

国債発行下の財源配分については、あらかじめ国と地方の間に配分のめ

どを設けることが地方財政の計画的運営を確保するうえに適切である。この場

合過去の経験値から、特別な事情の変更がないならば国税および国債収入の合

算額の23％程度を地方に配分する財源のめどとすることが適当である。

　

（２）地

　　

方

　　

税

　

道路整備については、国、地方の負担すべき事業費に対する目的税源の割合

がそれぞれ85％、48％とその配分が著しく国に片寄っている。

　

このため、少くともそれぞれの事業費に対する目的税源の充当率が同程度に

なるよう国から地方、特に市町村に目的税源の移譲を行なう必要がある。

　

（３）以上のほか答申は

　

超過負担の解消と零細補助金の整理、都市過密対策事業等単独事業債の増

額と、公営企業債の利率引下げ、償還期限の延長等、施設の広域的経営その他

地方経費の効率化等をあげている。

３

　

地方財政措置

　

昭和42年度の地方財政については、景気の回復に伴い地方税および地方交

付税等について大幅な増収が見込まれるが、一般補助事業費、給与関係費、゛公

債費等国の財政に対応して必要とされる義務的な経費の増加のほか、地方道．

住宅、下水道、し尿塵芥処理等の国の長期計画に対応する事業や公共用地の先

行取得、都市過密対策、辺地対策等単独事業、地方公営企業の健全化に資する
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ための普通会計からの出資、繰出し等の増加に対処しなければならないため、

つぎの措置を講じることとした。

　

（１）昭和41年度に発行された特別事業債は、同年度限りで廃止すること。

　

（２）昭和41年度の臨時地方特例交付金第１種特例交付金をたばこ消費税

に移行させるため、たばこ消費税の税率を4.4％引き上げること。

　

（３）昭和42年度に限り、つぎにより臨時地方財政交付金を交付すること。

　

ア

　

第１種交付金（特別事業債の利子償還および第３種特例交付金の廃止に

伴うもの）

　

95億円

　

イ

　

第２種交付金（市町村の道路財源充当）

　

25億円。

　

（４）都市過密対策等のための単独事業、公営住宅建設事業、辺地対策事業

等について地方債を増額するとともに、公共用地の先行取得のための地方債の

枠を新設すること。

一

一 最近の地方財政の傾向と課題

　

（一）最近における社会経済の急速な変貌は、地方公共団体に対し、ますま

す複雑かっ広範にわたる役割を課しつつあり、これに伴い地方財政需要も急増

し、かっそのあり方も変容するすう勢にある。

　

すなわち、人口の移動に伴い過疎地域、過密地域、急速なる都市化地域等が

生じ、これが対策に迫られるとともに、地域住民の生活水準の向上ひいてはそ

の所得水準の向上を図るため地方公共団体の果すべき役割の増加等の現象が各

地に表面化してきている。これらの最近の問題に対処するためには、国、地方

を通ずる各般の施策を必要とすることはもとよりであるが、地方財政の面にお

いても、その解決に一層の前進が望まれるところである。

　

（二）最近の地方財政の状況を普通会計についてみると教育関係職員、警察

消防職員、社会福祉関係職員等法令の規定により設置を義務づけられまたは国

が設置基準を定めている職員をはじめ、清掃施設関係職員等住民福祉に密接な

関係のある事務に従事する職員は、住民生活内容の充実、向上に伴って増員を

余儀なくされ、相次ぐ給与改定による給与単価の上昇と相まって、人件費の増
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嵩を招いているほか、社会保障の拡充に伴う扶助｡費の増や社会資本の充実、｡地

域開発の推進等に即応する建設事業費の伸長は近年著しいものがある。

　

したがって、地方に与えられている既存の一般財源の多くが人件費、扶助費

等義務的経費に費消される結果、必然的に財政の弾力性は乏しくなっている。

　

それにもかかわらず、一国の施策に協力しつつ地域住民の負託に応えて公共施

設の整備等住民福祉行政を積極的に推進しな､ければならない立場にある地方公

共団体としては、積極的に財源強化の措置が講ぜられない限り、借入金に依存

せざるをえない。

　

このような地方財政の硬直化傾向は、昭和40年度の決算において一層顕著

になっていることはすでにみたところである。

　

さらに、昭和41年度においては、税収の､伸び悩みもあって。一国､債が発行さ

れたことに伴い、地方については、従来地方交付税の基準財政需要額に算入さ

れていた投資的経費を特別事業債に振り替えるという臨時応急の措置がとられ

た。その後、経済の好転により地方税収等についてかなりの増収を期待し得る

見通しとなり、さしあたって地方財政の運営に大きな支障はないものと見込ま

れる。

　

（三）しかし、国、地方を通ずる財政運営を円滑にし、地方財政に安定性と

計画性を持たせると同時に、すでにのべた最近における社会経済情勢の急激な

変動に対処して地方財政を真に住民の負託に応え得るようにするためには、国

と地方との間の税財源の配分ならびに地方財政の体質改善の方途についてさら

に検討を加えることが必要である。

　

一例をあげれば道路財源にっいてである。すなわち、最近地方道特に市町村

道についてもその整備が強く要請されるようになったことにかんがみ、これが

ための道路財源の増強について、検討する必要がある。

　

（四）以上の基本的問題のほかに、補助金合理化の問題がある。昭和42年

度の国の予算編成にあたって、前年度に引き続きいわゆる超過負担の解消を推

し進めるとともに、零細補助金の整理統合が図られたが、財源の効率的使用を

阻む壁を取り除くためばかりでなく、国と地方との間の行政姿勢を正す意味あ

いからも今後一層その徹底が図られなければならない。
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（五）反面、地方財政の真の健全化のためには、地方公共団体の財政運営に

ついてより一層の効率性が要求される。特に地方公共団体の行財政運営につい

て世上の不信や疑惑を招くことのないよう一層の厳しさが要請されなければな

らない。また、経費の合理化については、つねに留意すべきであるが、最近新

らたにっくられる施設等についてはその広域的経営、民間委託その他財政運営

の効率化について国の協力とも相まってさらに創意工夫をこらすべきである。

　

（六）地方公営企業については、さきにも述べたように、特に経営の悪化し

た企業の健全性の回復を図るため、昭和41年度において財政再建に関する制

度が確立され、およそ160の企業が計画的に不良債務の償還および累積赤字の

解消を進めることとなった。

　

しかし、地域住民の強い要請のもとに、地方公営企業は引き続き急速にその

施設の整備拡充を図らなければならないが、そのためには、企業自体において

経費の節減、料金の適正化等により内部資金の確保に努めるとともに、外部か

らの資金の供給、金利負担の軽減、資金繰りの緩和等財政的基礎の強化を図る

ための努力を続けていく必要があると考えられる。

　

（七）最後に国民健康保険財政については、昭和40年度および昭和41年度

で国が行なった財政改善措置、市町村における保険税（料）適正化の努力によ

ってかなりの改善をみた。しかし、大都市および特別区の財政状況は、なお極

めて悪く、特別区にあってはむしろ悪化の傾向にあることは、昭和40年度の

決算によって明らかである。これは、主として療養費所要額に見合う保険税が

確保されていないためである。

　

なお今後の国民健康保険財政については被保険者に低所得層が多い実情もあ

り、今後の医療費の動向如何によっては、大都市、特別区のみならず他の市町

村においても再び財政が悪化するおそれがあるので、さらに制度と運営両面に

おいて検討を続けていく必要があると考えられる。
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第一

　

昭和40年度地方財政の状況

地方公共団体の概況

　

（－）地方公共団体の数

　

昭和41年３月31日現在における地方公共団体（財産区および地方開発事業

団を除く。）の数は46都道府県、3,372市町村、23特別区および1,804一部事

務組合で、総計5,245団体である。

　

その内訳はつぎのとおりで、前年同期と比べると23町村減少し、109一部事

務組合が増加している。

区 分

普通地方公共団体

都
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都

　

町
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村
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市
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別
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合 計
計
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２
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２

　
　
　
　
　
　
　

２
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0
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6

　
　

０
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１
１

１

　

大都市は、地方自治法第252条の19第１項の指定都市で、大阪市、名古屋

市、京都市、横浜市、神戸市および北九州市である（以下同じ。）。

２

　

都市は、大都市以外の市である（以下同じ。）。

３

　

中都市は、人口（昭和40年国勢調査人口）10万人以上の都市であり、小都

　

市は人口10万人未満の都市である（以下同じ。）。

４

　

特別区は、東京都の23区である（以下同じ。）。

５

　

一部事務組合は、普通会計にかかるもののみである（以下同じ。）。
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なお、一部事務組合をその設置目的別に分けると衛生関係903 (98増加、う

ちじんあい処理組合およびし尿処理組合の増加97)、教育関係224 (9減少)、

民生労働関係87 (2増加)、土木関係85 (3増加)、消防関係51 (4減少)、そ

の他454 (19増加)となっている。

　

市町村数の推移は第１図のとおりで、町村合併促進法(昭和28年法律第258

号)の施行日の前日である昭和28年９月30日現在(285市、9,610町村、合計

9,895市町村)と比べると、約３分の２に相当する6,523団体が減少した(町

村の減少6,798、市の増加275)。
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市町村数の推移
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（ニ）人 口

　

昭和40年10月１日現在の国勢調査人口は9,828万人である。前回(昭和35

年10月１日)の国勢調査人口は、9,342万人であったので、この５年間に、

486万人、5.2％増加したことになる。

　

人口の増減状況を都道府県別にみると、増加したのは21都道府県、減少し

だのは25県となっている。

　

人口増加を示した都道府県は、茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈

川の関東諸都県、静岡、愛知、岐阜、三重の東海諸県および滋賀、京都、大

阪、奈良、和歌山、兵庫の近畿諸府県と太平洋岸に沿って連なっており、これ

らの都府県以外で人口が増加したのは、北海道、宮城、石川、広島の４道県の

みである。

　

茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川の１都６県の人口は2,621万

人であり、昭和35年国勢調査時に比べ321万人(14.0％)、毎年平均約64万

人０増加となっている。

　

つぎに、静岡、愛知、岐阜、三重の東海４県の人口は1,093万人で、この５

年間の増加は84万人(8.3％)、年平均約工7万人の増加となっている。

　

また、滋賀、京都、大阪、奈良、和歌山、兵庫の２府４県の人口は、1,578

万人で、この５年間の増加は175万人(12.5%)、年平均約35万人の増加とな

っている。

　

したがって、以上の３地域に毎年約n6万人が集中し、昭和40年国勢調査

時におけるこれら地域の人口は5,292万人となり、実に総人口の54％を占め

ることとなった。

　

一方、人口減少を示した県は、東北の宮城を除く各県(昭和35年国勢調査時

と比較して約23万人減)､中国の広島を除く各県(約17万人減)､､四国(約15万

人減)、九州(約53万人減)の全県等の25県で合計n7万人の人口が減った。

　

つぎに、市町村の状況をみると、東京都23特別区のうち、千代田区、中央

区等都心８区(約15万人減)、大阪市の中心部13区(約８万人減)における人

口減が目立ち、大都市の人口増加率は、東京都の区部7.0％、横浜市30.0％。
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名古屋市14.0%、京都市6,2％、大阪市4.8％、神戸市9.2%および北九州市

5.7％で横浜市を除くといずれも増加率は低い。一方、周辺都市の増加状況を

みると、東京周辺で５割以上増加した市は、東京都下では小平市（増加率99､1

％）をはじめとして調布市（72.0％）、小金井市(66.9%)、神奈川県では相模

原市(60.7%)、千葉県では習志野市(53.9%)、埼玉県の草加市(109.4%)は

実に倍以上の増加率を示している。大阪周辺では、大阪府寝屋川市(126.3%)

をはじめとして、吹田市(68.5%)、大東市（61.5％）、茨木市（60.2％）と続

いている。以上の人口動態を概括すると、大都市の中心部では人口が減少し、

その周辺都市で急増をみせ圏域を拡大しつつ、太平洋岸に沿って帯状に連なっ

て人口が集中してきたことがわかる。

ニ

　

普通会計決算の状況

　

（一）決

　

算

　

規

　

模

　

昭和40年度における地方公共団体の普通会計決算額を単純に合計すると、

　　

歳

　

入

　　

４兆6,495億円

　　

歳

　

出

　　

４兆5,366億円

である。

　

これを前年度と比べると、歳入5,962億円、14.7%、歳出5,723億

円、14.4%の増加である。
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単純合計決算額から地方公共団体相互間の重複額1,715億円を控除した純計

決算額は

　　

歳

　

入

　　

４兆4,780億円（前年度３兆9,109億円）

　　

歳

　

出

　　

４兆3,651億円（前年度３兆8,220億円）

である。これを前年度と比べると歳入5,671億円、14.5%、歳出5,431億円、

14.2%の増加で、歳入、歳出ともにその増加率は前年度を下回った。

　

決算規模の増加率の推移は第２図のとおりで、昭和36年度までは急激な上

昇を続けたが、昭和37年度になってその増勢は鈍り、昭和38年度も鈍化傾向

を続けた。昭和39年度になって落ち着きをみせ、昭和40年度もほぽ横ばいに
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第２図

　

地方財政規樅の増加率の推移

（増加率･％）
30

　

凡例－･一地方歳入規模

　

｜

　

=ご二駅％琵）ｎＨ

　　　　

一国民総支出

31 32

　

33

　

34

　

35

　

36

　

37

　

38

　

39

推移した。

　

決算規模の推移は第３図のとおりで、最近における財政需要の増嵩に伴い財

政規模は増加を続けており、昭和31～33年度の決算規模を100とした場合の

指数では昭和40年度は歳入323、歳出327となっている。
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45，

20，

10，

5，

(円)

第３図

その３

3,376

決算規模の推移

人口１人当り額

　　　　　　

45，

45「

（注）人口は、各年10月１日現在総理府統計局推計人口（35年度および

　　

40年度は国勢調査人口）による。

（二）決

　

算

　

収

　

支

１

　

実

　

質

　

収

　

支

　

地方公共団体の歳入歳出差引額（形式収支）は1,129億円（うち都道府県571

億円、市町村558億円）の黒字である。

　

この額から事業の繰越し等のために翌年度へ繰り越すべき財源651億円（う

ち都道府県359億円、市町村292億円）を控除した実質収支は478億円（うち･

都道府県212億円、市町村266億円）の黒字で、前年度より176億円（うち都
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道府県85億円、市町村91億円）黒字が増加した。

　

この実質収支を黒字団体と赤字団体とに分けると、つぎのとおりである。

区

　　

分

黒字団体

赤字団体

　

計
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市
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団体数
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計
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団体

　　

(1,697)

　　　

(1,595)

493

　

3μ00

　　

820

　

3,088

　　　　　　

(107)

　　　　

(107)
3

　

△115

　　

338

　

。227

　　

341

　

A 342

46

　　

(1,804)
212

　

3,395

　　

(1,804)
266

　

3,441

（注）（

　

）は、一部事務組合の数で、外書である。

478

億円

67４

　

(100)

　　

376

(1,695)

　

3､464

a 37２

30２

　

前年度の赤字団体５都県、371市町村、100一部事務組合のうち、３市町村、

２一部事務組合が町村合併および解散によって消滅し、埼玉県および富山県が

２億円および３億円の赤字を、126の市町村が22億円の赤字を、48の一部事

務組合が３億円の赤字をそれぞれ解消して黒字団体となり、一方、前年度の黒

字団体のうち、96の市町村が22億円の赤字を、57の一部事務組合が２億円

の赤字をそれぞれ出して赤字団体となった。

　

前年度に引き続いて赤字を出した団体は３都県（東京都、長野県および三

重県）、242市町村、50一部事務組合である。

　

このうち、三重県はさらに２千

万円赤字を増加して６億円の赤字を出し、東京都は２千万円、長野県は５億円

それぞれ赤字を解消したがなお103億円および６億円の赤字を残している。ま

た、89の市町村および21の一部事務組合はそれぞれさらに31億円および１億

円赤字を増加して66億円および３億円の赤字を出し、他方、153の市町村およ

び29の一部事務組合はそれぞれ49億円および２億円赤字を解消したもののな

お130億円および４億円の赤字を残している。

　

これらの結果、地方公共団体（一部事務組合を除く。）の90.1％（前年度

89.1％）に相当する3,100団体（前年度3,088団体）が黒字で、その黒字額は

820億円、同じく9.9% (前年度10.9％）に相当する341団体が赤字で、その

赤字額は342億円である。

　

これを前年度に比べると黒字団体は団体数で12団

体、黒字額146億円増加し、赤字団体は団体数で35団体、赤字額30億円減少
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した。

　

この実質収支を都道府県と市町村とに分けてみると、都道府県ではつぎのと

おりで、前年度と比べると黒字団体の黒字額が増加し、赤字団体の赤字額が減

少したため、全体としては85億円黒字が増加している。
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（注）赤宇団体は、40年度は東京都（赤字額103億円）、長野県（６億円）および三

　　　

重県（６厄円）、39年度は以上の３都県のほか埼玉県および富山県である。

　

また、市町村ではつぎのとおりで、全体としては前年度より91億円黒字が

増加している。

　

しかし、大都市は引き続き３団体が赤字であり、赤字額も17

億円減少したとはいえなお43億円の赤字を残しており、都市および町村の赤
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（注）大部市の赤字団体は、昭和39年度、昭和40年度とも大阪市（昭和40年度の赤

　　

字額33億円）、神戸市（２億円）および北九州市（８億円）である。
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字額はほとんど減少していない。

　

なお、昭和40年度においては、経済の不振に伴う地方税の減収対策として

の公共事業関係地方債385億円（うち都道府県350億円、市町村35億円）を追

加発行しているので、これを考慮した場合の実質上の収支は93億円の黒字で、

前年度より209億円黒字が減少することになる。これを黒字団体と赤字団体と

に分けるとっぎのとおりで、前年度に比べ黒字団体の黒字額が減少し、赤字団

体の赤字額が増加し、特に都道府県においては46団体の43.5%に相当する

20団体が赤字であり、都道府県全体でも赤字となっている。
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収支額

　

団体

　　

億円

　

26

　　

153

赤字団体

　　

20

　

△291

計 46

　

△138

　

市

　

町

　

村

　　　

計

　　　

前年度計

団体数

　

収支額

　

団体数

　

収支額

　

団体数

　

収支額

　　

団体

　　

億円

　　

団体

　　

億円

　　

団体

　　

億円
1,597)
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（100）
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376

　

ａ 37２

(1,804)

　

3,395

　　

(1,804)
231

　

3,441

　　

(1,695)

93

　

3,464 302

　

実質収支についてその推移をみると第４図のとおりで、昭和29年度の赤字

額649億円（うち都道府県264億円、市町村385億円）は、昭和30年度および

昭和31年度にとられた赤字棚上げ措置により、昭和31年度末には142億円

（うち都道府県33億円、市町村109億円）に減少し、以後昭和36年度までは

おおむね赤字が減少する傾向にあつたが、昭和37年度に増加傾向に転じ、昭

和38年度、昭和39年度と増勢を続け、昭和39年度末には372億円に達した。

昭和40年度においては、前述のとおり、地方税の減収対策としての地方債の

追加発行措置がとられたため一応赤字の増勢をくいとめることができたが、な

お342億円（うち都道府県n5億円、市町村227億円）の赤字を残している。
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２

　

単年度収支

第４図

　

実質収支の推移

　

昭和40年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いた単年度収支は

176億円の黒字(前年度84億円の赤字)である。

　

この単年度収支に、昭和40年度中の積立金の積立額144億円および地方債

の繰上償還額10億円を黒字とみなし、積立金のとりくずし額88億円を赤字と

みなして調整を加えた実質単年度収支は242億円の黒字(前年度64億円の赤
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字）である。

　

実質単年度収支の赤字団体数は1,983団体（都道府県７団体、市町村1,976

団体）で、全団体数の37. 8% (都道府県15.2％、市町村38.0%)を占めてい

る。その赤字団体数の内訳はつぎのとおりである。
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財政再建団体
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昭和40年度の実質収支が赤字である団体のうち、98市町村が地方財政再建

促進特別措置法による財政再建団体（法全部適用団体6、一部適用団体1、準用

団体91）として計画的な財政運営により赤字解消を進めている。昭和40年度

において実質収支が赤字である団体338団体のうち、累積赤字を解消しつつあ

る団体、すなわち単年度収支が黒字である団体は155で、このうちの63.2%

が財政再建団体である。

　

財政再建団体は上記団体のほか、昭和40年度の実質収支は黒字であるが、

昭和29年度末の赤字を財政再建債により棚上げして財政再建を行なっている

団体が13市町村ある。

　

したがって、昭和40年度末における財政再建団体は合計111市町村で、昭

和39年度より33団体減少したことになるが、これは、昭和40年度において

赤字を解消して財政再建団体でなくなったものが１県49市町村、昭和40年度
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に新たに財政再建計画が承認された市町村が17あった結果であり、これによ

り財政再建団体は市町村のみとなった。

　

なお、昭和41年度末において赤字を解消して財政再建団体でなくなると見

込まれるものは26市町村であり、一方、その原因は一様ではないがおおまか

にいって、歳入面からみれば一般財源の不足、歳出面からみれば事業の過大執

行あるいは経常収支率の悪化に伴う財政構造の硬直化等の理由により16市町

村が財政再建団体になると見込まれるので、昭和41年度末における財政再建

団体は差引101市町村と見込まれる。

　

なお、財政再建団体数の推移は、第５図のとおりである。
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財政再建団体数の推移
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歳入決算額の増減状況
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昭和40年度の歳入純計決算額は、４兆4,780億円（前年度３兆9,109億円）

で、前年度に比べると5,671億円、14.5%増加した。その内訳は、つぎのとお

りである。

　

歳入の前年度に対する増加状況をみると、対前年度増加率においては。地方

債が49.2%と前年度を16.4％も上回る伸びを示し、国庫支出金もまた前年度

を4.0％上回る伸びを示したうえ、繰入金、繰越金などが前年度を上回る伸び

を示したものの、地方税、地方交付税および地方譲与税が景気停滞等の影響を

受けてそれぞれ前年度より4.7％、9.3％、3.0％下回る伸びにとどまつたのに

加え、分担金・負担金・寄附金、財産収入、諸収入などの歳入も前年度を下回

る伸びに推移したため、歳入合計では、前年度の伸びを0.6％下回る伸びにと

どまつている。また、増減額構成比の前年度に対する比較をみると、地方税が

10.0％、地方交付税が2.9％、財産収入が1.0％、諸収入が2.3％それぞれ減

少しており、一方国庫支出金が7.2％、地方債が8.3％増加している。

　

歳入の構成比は、第７図のとおり七、前年度に比べ、地方税が1.2％、地方

交付税が0.4％減少し、一方、国庫支出金が0.6％、地方債が1.7％増加して

　　　　　　　

丿

　　　　　

。・

　

』
いる。このような傾向は、都道府県をはじめ各団体を通じてみられる傾向であ

る。
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歳入決算額を昭和31年度から昭和33年度までの平均規模を100とした場合

における指数でその推移をみるとつぎのとおりで、昭和36年度以降における

地方交付税の伸び、昭和40年度における地方債および国庫支出金の伸びが特

に目立つ。
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（１）概

　　　

況

　

一般財源の総額は、２兆3,427億円（前年度２兆1,092億円）で、前年度と

比べると、2,335億円、11.1％増加した。一般財源の内訳はっぎめとおりで、

都道府県、市町村ともに、地方税が前年度の伸びをかなり下回る仲びにとどま

ったのに加え、地方交付税および地方譲与税の伸びも前年度に及ばなかった

だめ、そめ伸びは、前年度に引き続き、かなりめ鈍化を示し、増加額において

すら前年度の増加額を下回る結果となっている。このため、前年度までは歳入

総額の増加額中に占める一般財源の増加額の比率はおおむね50％以上を占め

てきたが､40年度にいたり41.1％と50％を大きく割ることになった。このよ

うな一般財源の増加状況は、そのまま歳入構成に反映し、都道府県、市町村と

もに歳入総額に占める一般財源の比率の低下をきたしている。
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100.0

10.9

16.4

13.6

14.8

11.8

13.3

26.0

　

33.0

　

10.9

　

14.4

　

0.2

　　

0.7

　

17.4

　

91.6

10.9

　

15.8

　

12.3

　

19.6

　

37. 1

　

62.9

100.0

　

49.5

　

so. 5

100.0

11.3

22.2

16.4

（注）決算額構成比欄の（

　

）は、一般財源を100とした場合の比率である。

歳入増加額に占める一般財源増加額の比率
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％

１

　

さらに、これを市町村の種類別にみるとつぎのとおりで、すべての団体にお

いて、前述の状況をみせている。
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昭和31年度から昭和33年度までの平均規模を100とした場合における指数

および対前年度増減率の推移をみるとつぎのとおりである。

区

　　

分

　

31~33年度34 35　36　37　38　39　40
対　前　年　度　増　減　率

　　　　

平シ規模

　　　　　　　　　　　　　

34

　

35

　

36

　　

37

　

38

　

39

　

40

純

　

計

　

額

　

地

　

方

　

税

　

5,070 100 120 147 179 208 289 276 306 12､3　21.8 21.8　16.6 14.8 15.4 10.7

　

地方譲与税

　

284 100 115 127 160 108 124 154 176 0.8　10.7 25.7△32.2 14.3 24.0 14.7

　

地方交付税

　

1,975 100 131 158 203 247 294 337 376 15.7 20.0 29.2 21.3 19.2 14.6 11.6

　

計（十般財源）7,329 100 123 149 185 215 250 288 320 12.8 20.9 24.0　16.3 16.1 15.3 11.1

都道府県

　

地

　

方

　

税2,438 100 124 162 204 236 271 315 348 15.9　30.4 26.1　15.6 14.7 16.2 10.6

　

地方譲与税

　

275 100 114 127 160 106 121 145 166 0.3　11.3 25.7△33.5 13.8 19.9 14.5

　

地方交付税

　

1,349 100 133 157 199 242 286 321 357 18.7　17.8 26.8 21.8 18.2 12.1 11.2

　

計（丿投財源3 4,062 100 126 158 199 229 266 305 338 15.8　24.8 26.3　15.0 15.9 14.8 10.9

市

　

町

　

村

　

地

　

方

　

税

　

地方譲与税

　

地方交付税

　

計(一般財源)

2,632 1CX］117 133 155 183 210 240 266　9.0　13.4 16.9

　　　

9 100 144 138 170 180 223 428 502 13.6 <s4.4 23.8

　

626 100 127 159 214 257 312 373 419　9.5　25.0 34.2

3,267 100 119 138 167 197 230 266 296　9.1　15.8 20.8

17.7 14.8 14.4 10.9

　

5.4 24. 1 91.6 17.4

20.4 21.3 19.6 12.3

18.3 16.5 16.0 11.3

　

一般財源の増加率は、昭和36年度を頂点として逐年鈍化する傾向にあるが、

昭和40年度においては、この傾向が一層顕著となり、純計額で4.2％、都道府

県で3.9％、市町村で4.7%それぞれ前年度の増加率を下回つてしヽる。

　

（２）地

　　

方

　　

税

　

ア

　

収

　

入

　

状

　

況

　

地方税の収入額は１兆5,494億円（前年度１兆3,996億円）で、前年度と比

べると1,498億円、10.7％増加した。その内訳は、つぎのとおりである。

区

県
村
府
町
道
市
合

(参考) 国

分

税
税
計
税

　　

決

40年度

　　　

億円

　

7,823

　

7,671

15,494

32, 797

　　

算

　　

額

39年度

　

増減額

　　

億円

　　

億円

　

7,097

　　

726

　

6,899

　　

772

13,996

　

1,498

31,592

　

1,205

　

決算額構成比

40年度

　

39年度

　　

％

　

50.5

　

49.5

100.0

　　　

％

　

so. 7

　

49.3

100.0

　　　

－

対前年度増減率

40年度

　

39年度
-

　

％

　　　

％
10.I　　17.2

11.2

　　

13.6

10.7

　　

15.4

3.8

　　

15.6

（注）国税には専売納付金および地方譲与税にかかる特別会計分を含む。

　　　　　　　　　　　　　　　　　

― 45 ―

㎜

　

㎜㎜■ ･ ㎜ ■ ■ ･ ■

　 　

■ ・

　 　 　 　 　 　

㎜ ■ ■㎜ ･ ■ ・ ■ ■ ■

　 　

㎜

　

㎜

　

・ ㎜■㎜■

　 　　　　　　　　　

㎜■㎜

　

・

－

‥

　　

．_．

　

．＿

　

億円指数指数指数指数指数指数指数指数

　

％

　　

％

　

％

　　

％

　

％

　

％

　

％



　

また、法人の所得に関する諸税の増減状況はっぎのとおりである。昭和40

年度は、深刻な経済の停滞の影響を受けて、住民税は国税である法人税の税率

の引き下げの影響を回避するための税制改正が行なわれたにもかかわらず、事

業税とともにほとんど増加しなかった。そのため、地方税収入総額に占めるこ

れらの法人分の割合も前年度を下回っている。

区 分

住民税法人分

事業税法人分

法人税(国税)

(参考)法人所得

対前年度増減率

40年度

　　　

％

　　

１．０

　　

０．０

△４．９

△４．８

39年度

　　

％

　

8.9

　

9.9

13.0

　

8.1

決算額構成比

40年度

　　

％

　

8.9

19.7

28.3

10.5

（注）１

　

法人所得は、経済企画庁の国民所得白書による。

　　

２

　

法人所得の決算額構成比は分配国民所得に対する割合である。

39年度

-

　　

％

　

9.7

　

21.7

　

30.9

　

12.3

　

さらに、個人の所得に関する諸税の増減状況をみるとつぎのとおりであり、

個人所得の伸びを反映して、相当の伸びを示している。

区 分

住民税個人分

事業税個人分

所得税(国税)

(参考)個人所得

対前年度増減率

40年度

　　

％

19.4

13.7

21.2

14.9

39年度
-

　　

％

　

22.6

　

8.9

　

19.2

　

16.8

決算額構成比

40年度

　　

％

22. I

　

1.6

26.5

94.4

39年度

　　

％

20.5

　

1.6

25.3

92.9

（注）Ｉ

　

個人所得は、経済企画庁の国民所得白書によった。

　　

２

　

所得税および個人所得については、地方税との比較上１年前の計数である、

　　

３

　

個人所得の決算額構成比は、分配国民所得に対する割合である。

　

イ

　

道府県税の収入状況

　

道府県税の収入額は7,823億円(前年度7,097億円)で、前年度と比べると、

726億円、10.1％増加した。しかし、前年度が1,042億円、17.2%の増加で

あっだのに比べ、増加額、増加率ともに前年度をかなり下回った。

　

道府県税収入総額の構成比では、事業税が最も大きく42.2%を占め、以下
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％

15.6

21.4
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9.8

　

8.9

　

9.9

59.8

　

9.1

16.8

27.2

11.4

　

4．５

39.4

39.7

　

2．０

11.1

17.2

道府県民税の22.5%、軽油引取税の8.3%、自動車税の7.0％等の順になって

いる。

　

道府県税の各税目についてその増加状況をみると、自動車税が税率の引上げ

等もあって著しい伸びを示しており、そのほか個人事業税、道府県たばこ消費

税などが前年度を上回る伸びを示しているが、道府県税収入の大宗を占める法

人事業税がほとんど増加をみせず、道府県民税も前年度の伸びをかなり下回る

伸びにとどまっている。
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道府県税収入の増加状況
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市町村税の収入状況

　

市町村税の収入額は7,671億円（前年度6,899億円）で、前年度と比べると

772億円、11.2%増加した。

　

しかし、前年度が825億円、13.6%の増加であ

っだのに比べ、増加額および増加率ともに前年度を下回った。市町村税の税目

別内訳はっぎりとおりで、電気ガス税を除きすべての税目においてその伸びｶ1

鈍化している。
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地方税の徴収成績は、地方公共団体の努力にもかかわらず前年度の徴収率を

0.2％下回った。
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超過課税等の状況

　

市町村における超過課税の状況はっぎのとおりで、市町村民税個人分におい

て、団体数、増収額ともに著しく減少している。なお、道府県においては、超

過課税を行なっている団体はない。
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（注）団体数の（

　

）は、超過課税実施団体数の市町村総数に対する比率である。
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法定外普通税

道府県における法定外普通税の状況は、つぎのとおりである。
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市町村における法定外普通税は、つぎのとおりである。

区 分

商品切手発行税

広

　　

告

　　

税

文化観光施設税

　
　

の

犬
そ
合

税
他
計

　　

団

　　

体

40年度

囃
。
。
。
1
1
5
1
5
1
5
1

　

数

39年度

体
1
7
3
4
6
1

団

　
　
　
　
　

―

　
　

―

　　

収

　　

入

40年度

円
9
2
3
2
8
4

　

7
5
0
2
4
0

万
２
２
２

　
　
　
　

８

百

　

額

39年度

円
9
9
6
7
4
5

　

7
4
3
6
5
8

万
２
２
１

　
　
　
　

７

百

　

（３）地方譲与税

　

地方譲与税の決算額は501億円（前年度436億円）で、前年度と比べると65

億円、14.7%増加した。その内訳は、つぎのとおりである。
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14.7

39年度

　　　

％

　

20.2

115.0

　

24.0

　

地方道路譲与税は、都道府県および大都市の区域（大都市を包括する府県に

あっては、当該大都市を除いた区域）内に存する一般国道および都道府県道の

延長および面積にあん分して譲与されるが、前年度の地方交付税の不交付団体

に対しては、あん分によって算出した額から一定額を控除する譲与制限の措置

がとられている。この譲与制限の状況は、つぎのとおりである。なお、大阪市

は、前年度より地方交付税交付団体となっだので、大都市についての該当団体

はない。
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(４)地方交付税

'地方交付税の決算額は7,432億円(前年度6,660億円)で、前年度と比べる

と772億円、ｎ.6％増加した。

　

地方交付税の算定基礎はっぎのとおりで、昭和40年度から地方交付税の率

が0.6％引き上げられて、29.5%とされた。

　

また、昭和40年度においては、国の12月補正予算において国税三税が減額

されたことに伴い、地方交付税については、約500億円の落込みが生ずること

となったが、地方財政の当時の状況にかんがみ、この落込み分は、国の一般会

計において補うこととし、昭和40年度の当初予算に計上された地方交付税の

総額をもって昭和40年度の地方交付税の額とする旨の特例措置が講じられ(昭

和40年度分の地方交付税の特例等に関する法律(昭和40年法律第154号))、

さらに、昭和40年度に行なわれた地方公務員の給与改定のための所要財源と

して、300億円を交付税及び譲与税配付金特別会計において借り入れ(昭和40

年度における財政処理の特別措置に関する法律(昭和41年法律第４号))、そ

の額を地方公共団体に交付すべき地方交付税の額に加算し、普通交付税として

交付することとされた。なお、この300億円については、昭和41年度から昭

和47年度までの７年度間において償還し、その利子は、国の一般会計におい

て負担することとされている。
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地方交付税の交付状況は、つぎのとおりで、道府県については、普通交付税

の交付、不交付団体数は、前年度に比し変動はないが、市町村においては交付

団体が18団体減少し、不交付団体が12団体増加した。
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３

　

その他の歳入

（１）国県支出金

　

国庫支出金の決算額は１兆898億円（前年度9,267億円）で前年度に比べる

と1,631億円、17.6%増加した。国庫支出金の内訳はつぎのとおりで、普通

建設事業、義務教育にかかるものの割合が大きい。増加額については、前年度

に引き続き普通建設事業にかかるものの増加が著しい。
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市町村の歳入決算における都道府県支出金は1,014億円(前年度818億円)

で、前年度に比べると196億円、24.0%増加した。

　

その内訳はつぎのとおり

で､都道府県支出金決算額構成比は普通建設事業に対するものが50.2%、災書

復旧事業に対するものが14.8%を占めている。
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区 分

国庫財源を伴うもの

　

児童措置費負担金

　

老人福祉費負担金

　

普通建設事業支出金

　

災害復旧事業支出金
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の

　　　

他

　　

合
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決
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33.9
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24.0

　

11.6

　

(２)地

　　

方

　　

債

　

地方債の決算額は3,140億円(前年度2,104億円)で、前年度と比べると1,036･

億円､49.2%増加した。

　

地方債の発行状況を、その発行目的別および借入先別にみるとっぎのとおり

である。

　

借入先別においては、市中銀行および保険会社その他の金融機関からの借入

額の増加率が著しく高くなっている。政府資金の増加率も前年度を上回っては

いるが、前記市中銀行等からの借入額の伸びにはるかに及ばなかったため、昭

和40年度の地方債発行額中に占める市中銀行等からの借入額の比率の上昇と

相対的に政府資金の比率が低下する結果となっている。
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合

　　　

計（発行額) 3,408 2,201 1,207 100.0 100.0 100.0 100.0　54.8 34.9

　

（３）使用料、手数料

使用料、手数料の決算額は1,272億円（前年度1,083億円）で、前年度と比べ

ると189億円、17.5%増加した。使用料、手数料の内訳は、つぎのとおりで

ある。
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入

　　

金

　

繰入金の決算額は315億円（前年度308億円）で、前年度と比べると７億

円、2.3％増加した。繰入金の内訳は、つぎのとおりである。
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く５）繰

　　

越

　　

金

　

繰越金の決算額は1,057億円（前年度1,036億円）で、前年度と比べると21

億円、1.9％増加した。

　

この繰越金のうち、純繰越金は656億円であり、前年

度641億円より15億円増加し、また、前年度からの事業の繰越しに伴うもの

は401億円で、前年度395億円より６億円増加した。

　

（６）その他の収入

　

その他の収入の決算額は4,672億円（前年度4,219億円）で、前年度に比べ

ると453億円、10.7％増加した。その他の収入の内訳はっぎのとおりで、建設

事業の伸びに対応する分担金、負担金、中小企業等の貸付金の増加に伴う貸付

金元利収入の増加が著しい。また、寄附金および受託事業収入が前年度の決算

額を下回ったのが目立つ。

　　　　　　　　　

決

　　

算

　　

額
区

　　　

分

40年度39年度増減額

　　　　　　　　　　　　

億円

　　

億円

　　

億円
財

　

産

　

収

　

入

　

1,010

　　

96２

　　

48

財産運用収入

　　

130

　　

123

財産売払収入

　

880

　

839

分担金、負担金

寄

　　

附

　　

金

諸

　　

収

　　

入

延滞金、加算金

および過料

　

７

４１

372

　　

290

　　

82

269

　　

294

　

△２5

3,021

　　

11２

預

　

金

　

利

　

子

　　

95

貸付金元利収入

　

1,556

受託事業収入

　

180

収益事業収入

　

513

雑

　　　　　

入

　　

565

　

合

　　

計

　

4,672

2,673

　　

348

０

　

7
6
7
6
7
9

1

　

8
5
8
2
0
1

1

　
　
　

3
1
4
5
2

　
　
　
　
　
　

１

　
　
　
　
　

４

２

　

８

200

７
７
Ｃ
Ｏ

Ｃ
Ｏ

　
　
　

８
５
５

　
　
　
　
　
　
　

４

△

決算額構成比

　

４0

　　

39

　　

％

21.5

　

2.8

18.8

　

8.0

　

5.7

64.7

　

２．４

　

２．0

33.3

　

3．９

u.o

12. 1

100 ０

－58－

増減額構成比

　

40

　　

39

　　

％

　　　

％

22.8

　

10.5

　

2.9

　　

1.4

19.9

　　

9.1

　

6.9

　

18. 1

　

7.0

　

△5.5

63.3

　

76.9

　　

２.6

　　

0.5

　　

2.1

　　

1.9

　

32. 1　43.9

　

4.4

　

△1.5

　

10. 1　19.2

　

12.0

　

12.9

100.0

　

100.0

対前年度
増減率
40

　　

39

　　

％

　　

％

16. 1　5.0

　

1.6

　

5.2

14.5

　

4.9

　

9.1

　

28.3

　

4.7△8.5

70. 1　13.0

　　

％

11.6

　

8.6

12.0

24. 1

u.o

19.3

△0.8

　

2.0 i 4.6

　

0.9

　

9.9

　

7.0

　

52.2

　

14.6

　

31.2

　

3.8△3.5

　

14.6

　

15.0

　

20.3

　

27.7

a 1.0　11.5△1.2

100.0

　

10.7

　

17.2



　

(四)歳出の状況

　

１

　

日的別歳出の概況

　

昭和40年度の歳出純計決算額は４兆3,651億円(前年度３兆8,220億円)で、

前年度と比べると5,431億円、14.2%増加した。その目的別内訳はつぎのとお

りで、警察費のみが全額都道府県の経費である。
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決算額構成比を前年度と比べると、引き続き衛生費および土木費がその比重

を増している。

　

決算額構成比を団体別にみると、都道府県では教育費、土木費、農林水産業

費、警察費および総務費が上位を占めており、教育費および土木費の構成比が

高く両費目で52％となっている。一方、市町村では土木費、教育費、総務費、

民生費および衛生費の順に高く、都道府県に比べ総務費、民生費および衛生費

の割合が高い。
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さらに、市町村を団体別にみると、大都市における土木費、特別区における

教育費および一部事務組合における衛生費の構成比が他の団体のそれに比して

非常に高い割合を占めており、また公債費の構成比が各団体を通じて前年度に

比して高くなっているのが目立っている。
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決算額の増減状況は第11図のとおりである。

　

増加額5,431億円のうち教育

費(1,306億円）と土木費(1,192億円）との費目で増加額全体の46.0% (前年

度49.8%)と約５割を占めており，続いて総務費613億円（11.3％），農林水

産業費534億円（9.8％）および民生費421億円（7.8％）の順となっている。
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目的別歳出決算額の増加状況

　

つぎに、増減率について前年度と比べると農林水産業費、総務費、公債費お

よび災害復旧費が前年度の増加率を上回っており、特に公債費の伸びが著し

しヽ。

　

主な経費について、その増加額の内容、理由等をみると、おおむねっぎのと

おりである。
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目的別歳出のうち主なものについてみると、つぎのとおりである。
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民生費の内容と財源

　

民生費の決算額は3,084億円（前年度2,663億円）で、前年度と比べると42!

億円、15.8%増加した。

　

民生費の目的別内訳は、つぎのとおりである。
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％
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10.7

　

13.4
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12.2

　

14.3
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6.7

　

5.5

　

16.1△4.3　34.7△12.4

　

11.5

　

15.0△18.0

　

14.6△14.3

　

21.5

100.0 100.0　100.0 100.0　11.9　22.1

　

（イ）社会福祉施設の状況

　

昭和40年12月31日現在における主な社会福祉施設の状況は、つぎのと

おりである。

区

　　　

分

　　

ｔ人鮑裟ｎ

　　　　　　　　

施

　　　

設

　

護

　

施

　

設

箇所数（箇所）

専任職員（人）
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5,342

105

907

弱
施
薄
護
神
援
精
者
設

　

29

545

婦人保護

施

　　　

設

-

　　

53

　　

２30

社会福祉法
人による社
会福祉施設
-

　

428

　

1､402

　

ウ

　

児童福祉費の状況

　　

（ア）児童福祉費の内容

　　

児童福祉費の決算額は787億円（前年度658億円）で、前年度と比べると

129億円、19.5%増加した。

　

児童福祉費の性質別内訳は、つぎのとおりである。
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％
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対
増
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減
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率
3
9
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Ｉ

　

Ｃ
Ｏ

％
４
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2
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19.0

　

28.I

15.2

　

27.4

22. 1　39.0

20.0 153.2

22.5△12.4

19.5

　

28.9

　

（イ）児童福祉施設の状況

　

昭和40年12月31日現在の主な児童福祉施設の状況は、つぎのとおりで

ある。

区

　　

分
産
設
助
施

ろ
あ
施

盲
う
児
設

神
弱
施

精
薄
児
設

　

育

　

保
所

体
自
児
設

し
不
由
施

養護乳児教護児童その
施設院

　

院

　

館

　

他

箇刄漕

　

279 6,907　78　42　40 487　50　88　40　54 412　14

専任賢

　

1,108 36,617 1,665　657 2,268 1,239　487 1,297　728 1,213 1,136　２20

エ

　

生活保護費

　

（ア）生活保護費の内容

　

生活保護費の決算額は1,489億円（前年度1,264億円）で、前年度と比べ

ると225億円、17.8%増加した。

　

生活保護費の性質別内訳は、つぎのとおりである。
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（イ）被保護者の推移

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一

　

昭和40年度における被保護人員は１ヵ月平均160万人（前年度168方人）

で、保護率は人口1,000人につき16.3人（前年度17.5人）である。被保護

人員および保護率の推移をみると第12図のとおりで、被保護人員も保護率

も前年度に引き続いて大きく減少している。

　　　　　　　　　　　

第12図

　

生活保護の推移

被
保
護
人
員

(千人)

1,800

０

1,599

16.3

ｊ

　
　
　

保
護
率

％
1
9

　
　

旧

ｊ

32 39

　

被保護者の扶助種類別の状況について、昭和31～33年度平均規模を100

とした場合の指数でその推移をみるとつぎのとおりである。
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生活扶助の支給基礎となる生活保護基準は、東京都標準４人世帯当りの昭

和39年４月１日の基準は16,147円であったが、昭和40年４月１日から４

人世帯当り18,084円（ただし、従来、乳幼児加算は生活保護基準の枠外にあ
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（ウ）生活保護施設の状況

　

昭和40年12月31日現在における生活保護施設の主なものは、つぎのと

おりである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ヽ一

（注）生活保護基準は、昭和38年３月31日までは東京都標準５人世帯当りの基準

　　

であり、38年４月１日以降は同４人世帯当りの基準である。

－69－

つたが、一般基準に統合され今回18, 204円となっている。）に改定された。

これは12.0％引き上げられたことになる。

　

生活保護基準改定の推移をみると、第13図のとおりである。

　　　　　　　　　

第13図

　

生活保護基準改定の推移
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区 分

　　

救護施設更生施設覧泊提貴馬療保蜃

箇所数（箇所）

専任職員（人）
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3２1

授産施設

1
5
4
5
4
3

オ災害救助費

　

（ア）災害救助費の内容

　

災害救助費り決算額は20億円（前年度36億円）で、前年度と比べると16

億円、44.5%減少した。

　

災害救助費の性質別内訳は、つぎのとおりである。

　

区

　　　

分

物

　　

件

　　

費

扶

　　

助

　　

費

補

　

助

　

費

　

等

普通建設事業費

モ

　　

の

　　

他

　

合

　　　

計

　

決

　　

算

　　

額

　

決算額構成比増減額構成比

40年度39年度増減額

　

40

　　

39

　　

４0

　　

39

億円

　　

億円

　　

億円

　

3

　　　

7

　

△

　

４

　

６　　□

　

△11

　

３

　

６

　

２

　

５

　

４

２０

２
５

　

5

36

-

　　

％

　　

％

16.6

　

17.9

27.7

　

47.8

10.2

　

5.8

23.2

　

14.6

△

　

1

　

22.3

　

13.9

△16 100.0 100.0

　　　

％

　　

％

　

19.5

　

17. I

　

72.8

　

62.2

　

0.3

　

2.8

　

3.8

　

20.3

　

3.6△2.4

100.0 100.0

対
増Ｖ
40

度
率
3
9

　　　

％

　　　

％

△48､4

　

215.3

△67.8 1,346.5

△2.4

　　

53.3

△11.7

　　　

－

△U.4

　

△10.9

△44.5

　

251.7

　

（イ）災害救助法の適用状況

　

昭和40年度における災害救助法の適用都道府県数は延29道府県（前年度

35府県）、適用市町村は延215市町村（前年度148市町村）である。

　

昭和40年度中の主な災害としては、つぎのようなものがあった。
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（２）衛

　　

生

　　

費

　

ア

　

衛生費の内容と財源

　

衛生費の決算額は2,827億円（前年度2,418億円）で､前年度と比べると409

億円、16.9％増加した。

　

衛生費の目的別内訳は、つぎのとおりである。
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衛生費の性質別内訳および財源内訳はつぎのとおりで、性質別では扶助費、

財源では国庫支出金の増加が著しい。
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15.6

16.9

　

0.2

19.8

26. 1

35.3

20.9

31.3

22］
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-
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イ

　

衛生施設等の状況

　

昭和40年度における衛生施設等の状況はつぎのとおりで、診療所病床数は

35年以降毎年減少しているが保健所とその他の病床数は増加している。

区 分

保健衛生施設

　

保

　

健

　

所(箇所)

　

公営病院病床数(床)

　

公営診療所病床数(床)

　

公営隔離病舎

　

病

　　

床

　　

数(床)

保健衛生水準

　

平均寿ぐ1

　

出生率(人口千人対比)

　

死亡率(人口千人対比)

　　

伝染病死亡率

結

　

核

　

死

乳

　

児

　

死
(出生千人

亡

　

率

罵者

25年

　

30年

　

35年

　

36年

　

37年

　

38年

　

39年

　

40年

704

　　

783

　　

･793

　　

796

　　

803

　　

810

　　

817｡･｡ 821｡

　

116,984 161,636･169,092 176,916 184,295 190,078 194,395

　　　　

8,089

　

9,141

　

8,791

　

8,636

　

8,587

　

8,218

　

7,794

　

－

　

12,898

　

15,924

　

15,868　16,230　16,594　16,870 r7,058-

58.0

61.5

28, 1

10.9

2.02

1.464

　

60. 1

　

63.6

　

67.8

　

19.4

　　

7.8

　

0.75

0.523

　

39.8

　

65.4

　

70.3

　

17.2

　　

7.6

　

0.46

0.341

　

30.7

　

66.0

　

70.8

　

16.9

　

7.4

　

I-■･

　

0.40

0.295

　

28.6

　

66.2

　

71.2

　

17.0･

　　

7.5

　

0.38

･0.292

26.4

　

67.2

　

72.3

　

17.2

　

7.0

　

0.31

0.242

　

23.2

　

67.7

　

72.9

　

17.6

　

6.9

－･･a

　

0.31

0.235

　

20.4

67.7

73.0

18.5

　

7.1

　

0.28

0.226

18.5

　

（注）保健衛生施設は年末の計数、保健衛生水準は年平均の数字である。

　

ウ

　

公衆衛生費

　

公衆衛生費の決算額は958億円（前年度846億円）で、前年度と比べると112,

億円、13.3%増加した。

　

公衆衛生費の性質別内訳は、つぎのとおりである。

区 分

　

決

　　

算

　　

額

　

決算額構成比

40年度39年度増減額

　　

40

　　

39･

増減額構成比箔ちjf

40

度
率
3
9

人
物
扶
補

普通

出
の

繰
そ

合 計

金
他

億円

　　

億円
5
4
7
４
5
7
6
8

1
5
1
2
7
8
8
5

2
1
2
1

　
　
　
　
　

９

190

141

169
2
9
5
0

0
7
9
7

－

△

　

△

億円

　

２5

　

13

　

48

　

２2

４

８
６
２

　
　

－
―

　
　
　
　

Ｉ

　　　

％

　　

％

　

22.4

　

22.5

　

16. 1　16.7

　

22.6

　

20.0

　

12.9

　

12. 1

　　

7.9

　

9.4

　　

9.1

　

11.2

　　

9.0

　

8.1

100.0 100.0
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40

　　

39

　　　

％

　　　

％

　

22.4

　

37.9

　

H.6

　　

3.6

　

42.8

　

47.6

　

19. 1　46.7

A 3. 3　25.9

a 6.9こ111.6

　

14.3

　

49.9

100.0

　

100..0

　　　

％

　　

％

　

13.3

　

20.8

　　

9.3

　

2.3

　

28.5

　

32.2

　

21.0

　

65.3

△４.8

　

39｡4

△8.1 a50A

　

23.1 160.･9

　

13.3

　

11.4

　

件

　　

費

　

件

　　

費

　

助

　

費

助

　

費

　

等

建設事業費

■ａｒ

　

・
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エ結核対策費

　

結核対策費の決算額は483億円（前年度394億円）で、前年度と比べると89

億円、22.3%増加した。

　

結核対策費の性質別内訳はつぎのとおりで、扶助費の増加が注目される。

区 分

費
費
費
等
他

　
　
　

’
費

件
件
助

　

の

　
　
　

’
助

人
物
扶
補
そ

合 計

　

決

　　

算

　　

額

　

決算額構成比増減額構成比

　

対前年

40年度39年度増減額

　　

40

　　

39 40　　39　増40減

億円

　　

億円

　　

．億円

5
3
7
6
3
4

　
　

2
2
3

　
　

9

　
　
　
　
　

3

　
　
　

。
3

7
2
7
5
2
3

　
　

２
１
３

　
　

８

　
　
　
　
　

４

　
　
　
　

４

　

２

△1

90

△1

△1

％

　

５

　

－

　

％　　　％　　％　　　％
１．３

　　

２．１

　

２．5

　

35.7

　

４.5

　

5.9

86.5 32.8

　

7.1

　

9.2

　

0.4

　

0.8

89 100.0100.0

度
率
3
9

　　

％

15.8

　

i2. 0　2.3　A 7. 6　3.0

102.8 123.2　27.7　12. I

　

△２.4△31.0

　

△5.9△19.6

　

△0.5

　

3.0

　

△16.5

　

46.7

100.0 100.0　22.3　7.B

　

オ

　

保

　

健

　

所

　

費

　

保健所費の決算額は255億円（前年度227億円）で、前年度と比べると28億

円、12.4%増加した。

　

保健所費の性質別内訳は、つぎのとおりである。

区 分

人

　　

件

　　

費

普通建設事業費

そ

　　

の

　　

他

　

合

　　　

計

　

決

　　

算

　　

額

　

決算額構成比増減額構成比

40年度39年度増減額

　　

40

　　

39

　　

４0

　

39

　

15

　

27

255

　

21

227

i円

　　

％

　　

％
24

　

83.6

　

83.0

△2

　

5.8

　

7.7

　

6

　

10.6

　

9.3

28 100.0100.0

　　　

％

　　

％

　

88.7

　

93.0

　

△9.7

　

6.6

　

21.0

　

0.4

100.0100.0

度
率
3
9

限

　　

％

　

13.2

△15.7

　

27.9

　

12.4

％
５

　

1
8
13.5

0.6

16.2

ヵ

　

清

　　

掃

　　

費

　

'(７)‥清掃費の内容"

　

清掃費の決算額は1,131億円(前年度951億円)で、前年度と比べると180

億円、18.9%増加した。

　　　　　　　　　　　　

‘

　　　　　　

'゙

　

清掃費の性質別内訳は、つぎのとおりである。ノ

　　　　　　

……
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区

件
件

　
　

助

人
物
補

普通建設事

　

補

　

単

出
の

繰
そ

合

分

費
費
等
費
助
独
金
他

　
　
　

業

　
　
　
　
　
　
　

計

　

決

　　

算

　　

額

　

決算額構成比増減額構成比

40年度39年度増減額

　

４0

　

39

　　

40

　

39

億円

　　

億円

　　

億円

　　

％

　　

％

336

　　

２83

179

　　

153
5
6
7
9
6
8

　

1

8
6
3
2
9
6
5

　
　

2

　

1
1

　
　
　
　
　

9

7
2

　

1
1

　

4
3

　

1

1
2
4
8
0
7
3

1
3

　

－
－

　

１

　
　

１

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

Ｉ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

―

　

53

　

29.7

　

29.7

　

26

　

15.8

　

16. 1

　

32

　

10.4

　

8.9

　

56

　

28.4

　

28.0

　　

4

　

12.4

　

14.4

　

52

　

16.0

　

13.6

　　

8

　

9.2

　

10.1

　　

5

　

6.5

　

7.2

180 100.0 100.0

　　　

％

　　

％

　

29.6

　

20.2

　

14.0

　

10.8

　

17.8

　

13.2

　

31.0

　

23.7

　　

2.2

　

20.2

　

28.8

　

3.5

　　

4.6

　

27.2

　　

3.0

　

4.9

100.0 100.0

度
率
3
9

眼

　　

％

　　

％
18.8 26.5

15.4 25.8

37.7

　

82.4

20.9 35.1

　

2.8

　

75.6

40.2

　

8.5

　

8.6 473.5

　

8.0

　

26.8

18.9

　

44.3

　　

なお、清掃費のうち一部事務組合の決算額は116億円で、純計額の10.3％

を占めている。この構成比を前年度（9.0％）と比較すると、1.3％増加してお

り、清掃事業の共同処理が進んでいることを示している。

　　

（イ）し尿処理施設およびごみ処理施設の状況

　　

昭和41年３月31日現在のし尿処理施設およびごみ処理施設の状況は、つ

ぎのとおりである。
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し

　

尿

　

処

　

理

　

施

　

設

　　　　　　　　　

ご

　

み

　

処

　

理

　

施

　

設

　　

区

　　　　　

分

　　　　

40年度39年度

　　

区

　　　　　

分

　　　　

40年度39年度

年間総排

　

出

　

量㈲(千Ic030,394 25, 645年間総排出量倒(千t)　16,250 14,378

年

　

間

　

収

　

集

　

量㈲(千kl)22, 336 19,439年間収集量CB)(千t)　13,540 11,966

収集率(B)/(A)×100(％)

　

73.5

　

75.8収集率(B)/(A)×100(％)

　　　

83.3

　

83.2

㈲のうち衛生処理量(Ｃ)(千kl) 16,743 12,843 (A)のうち衛生処理量助(千t) 6,450 5,762

　

下水道マンホール投入(千kl) 2,009　1,939　焼却施設(千t)　　　　　6,167 5,5671
と謁瑕器騨にこにこ

ご

肖ｲtmmmmci-0 283 195

　

し

　

尿

　

浄

　

化

　

槽(千kl) 2,300　1,375

衛生処理率助/㈲×100(％)

　

55. 1　48.8　衛生処理率(C)人A)×100(％)　39.7　40.1

（３）労

　　

働

　　

費

ア

　

労働費の内容と財源

74－



　　

労働費の決算額は917億円（前年度862億円）で、前年度と比べると55億

円、e.3%増加した。

　

労働費の目的別内訳は、つぎのとおりである。

区 分

失業対策

そ

　　

の

合 計

　

決

　　

算

　　

額

　

決算額構成比増減額構成比

40年度39年度増減額

　　

40

　　

39

　　

４0

　　

39

費
他

億円

　　

億円

　　

億円

　　

％

　　

％
686

　　

643

　　

43

　

74.8

　

74.6

231

　　

219

　　

12

　

25.2

　

25.4

917

　　

862

　　

55 100.0100.0

Ｆ
’
９

刀対
増

　　　

％

　　

％

　

77.4

　

57.7

　

22.6

　

42.3

100.0100.0

労働費の性質別内訳および財源内訳は、つぎのとおりである。

区 分

性質別内訳

　

人

　　

件

　　

費

　

失業対策事業費

助
独
他

　
　

金

　
　
　
　

計
訳
出

　
　

の

　

内
支

　
　
　
　
　

ヽ
庫

補
単

　

合
源

　
　

そ

　
　
　

国

　
　
　
　
　

財

その他特定財源

一般財源等

　

合

　　　　

計

　

決

　　

算

　　

額

　

決算額構成比増減額構成比

40年度39年度増減額

　

40

　　

39

　　

40

　　

39

　

億円

　　

億円

　　

億円

　　

％

　　

％

　　　

％

　　

％

111

6４3

519

1２4

163

917

332

　

93

４9２

917

6
5
4
1

9
0
9
1

　
　

６
４
１

161

862

326

　

89

４47

862

　

％

6.5

5.6

6.3

　　

％

　

６．9

16. 1

　

9．１

度
率
3
9

ヅ

％

15

　

12. 1　11.1

38

　

70. 1　70. 1

25

　

56.6

　

57.3

13

　

13.5

　

12.8

　

2

　

17.8

　

18.8

55 100.0 100.0

　

6

　

36.2

　

37.8

　

4

　

10.1

　

10.4

45

　

53.7

　

51.8

55 100.0100.0

27.9

　

H.7

　

15.8

69.0

　

49.4

　　

6.2

45.1　35.0　　5.0

23.9

　

14.4

　

Ｈ.7

　

3.1

　

38.9

　　

1.1

100.0 100.0　　6.3

　

10.5

　

12.0

　　

6.7

　

27.3

　

82.8

　

60.7

100.0100.0

　

１．７

　

４．1

10. 1

　

6．３

％

　

9.5

　

6.2

　

5.4

10.3

20.8

　

9.1

　

２．７

28. 1

10.8

　

9．１

イ

　

失業対策費

　

（ア）失業対策費の内容

　

失業対策費の決算額は686億円（前年度643億円）で、前年度と比べると

43億円、6.5％増加した。

　

失業対策費の性質別内訳は、つぎのとおりである。
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区 分

人

　　

件

　　

費

失業対策事業費

　
　
　

の

補
単

　

合

　
　
　

そ

助
独
他

計

　

決

　　

算

　　

額

　

決算額構成比増減額構成比

40年度39年度増減額

　　

４0

　　

39

　　

40

　　

39

召
0
5
4
1
2
3

－
２
０
９

　

－

　

－

　

４

億

　

６
４
１

　
　

６

円
0
3
9
4
3
6

　

3
4
1
2

　

1
8

億

　
　

６
５
１

　
　

６

億円

　　

％

　　

％

　　

4

　

4.4

　

4.2

　

38

　

93.7

　

94.0

　

25

　

75.6

　

76.7

　

13

　

18. 1　17.3

　　

1

　

1.9

　

1.8

　

43 100.0 100.0

区

　　

％

　　

％

　

7.7

　

3.4

　

89.3

　

85.7

　

58.2

　

60.7

　

31. 1　25.0

　

3.0" "10ﾌﾞ9

100.0 100.0

（イ）失業対策事業紹介対象者等の推移

失業対策事業紹介対象者等の推移は、つぎのとおりである。

度
率
3
9

眼

　　

％

12. 1

　

6.2

　

5.0

11.8

15.6

　

6.5

　

％

5.6

6.2

5.4

10.3

59.3

　

6.9

分麗⌒ﾏ3錫34年度35年度36年度37年度38年度39年度40年度

霜114111業(月平均)(千人) 331

失対吸収人員(日平均)(千人) 241

　

う

　

ち一般失対(千人) 202

平

　　

均

　　

賃

　　

金29Z

月，平均就労日数(日) 21.0

348

　　

35２

　　

350

258

　　

240

　　

233

　

218

　

306

21.5

　

200

　　

198

　

334 386

21.5

　

21.5

　

342

　

230

　

203

　

425

22.0

6
3

　

7
3
6
6
6
2

2

　

－
－

　

５

６

　

4
6
4

2
9

　

1
9
1
8
5
0

6

　

3
3
8

２

　

1
0
5

3

　

２
２
４

22.0 22.0 22.0

　

（４）農林水産業費

　

ア

　

農林水産業費の内容と財源

　

農林水産業費の決算額は3,728億円（前年度3,194億円）で、前年度と比べ

ると534億円、16.7%増加した。

　

農林水産業費の目的別内訳はつぎのとおりで､一畜産業費と農地費は引き一続き

前年度を上回る伸びを示している。
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農
畜
農
林
水

区 分

　　

業

　

産

　

業

　　

地

　　

業

　

産

　

業

合

　　　

計

費
費
費
費
費

　

決

　　

算

　　

額

　

決算額構成比増減額構成比

　

対前年

40年度39年度増減額

　

40

　

39

　　

40

　

39増40減

　　

億円

1.274

　　

243
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農林水産業費の性質別内訳および財源内訳はつぎのとおりで、性質別では普
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億円、10.8％増加した。

　

農業費の性質別内訳は、つぎのとおりである。
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畜産業費の決算額は243億円（前年度203億円）で、前年度と比べると40億

円、19.2%増加した。

　

畜産業費の性質別内訳は、つぎのとおりである。
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農地費の性質別内訳はつぎのとおりで、普通建設事業費の増加が著しい、
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林業費の決算額は698億円（前年度607億円）で、前年度と比べると91億

�、15.0％増加した。林業費の性質別内訳はつぎのとおりで、普通建設事業費

の増加が著しい。
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（ア）水産業費の内容

　

水産業費の決算額は363億円（前年度318億円）で、前年度と比べると45

遼円、14.3%増加した。

　

水産業費の性質別内訳は、つぎのとおりである。

79－



区

件
件

　
　

助

人
物
補

分

普通建設事業費

助
独
轄
他

　
　
　
　

計

　
　

直
の

補
単
国

　

合

　
　
　

そ

　

決

　　

算

　　

額

　

決算額構成比増減額構成比

40年度39年度増減額

　

40

　　

39 ４0　　39

対
増Ｖ
40

億円

　　

億円

　　

億円

　　

％

　　

％
8
2
４
3
4
9
0
1
8

4
２
1
0
6
3

　
　

３
１

　
　
　
　
　
　
　

２
１

　
　
　
　
　

3

4
4
5
4
２
２
0
6
3

5
2
1
3
9
4

　
　

３
６

　
　
　
　
　
　
　

２
１

　
　
　
　
　

３

　

6

　

14.8

　

15. 1

　

2

　

6.6

　

7.0

　

1

　

4.2

　

4.4

31

　

64.5

　

63.8

28

　

52.8

　

51.5

　

3

　

11.5

　

12. 1

　

0

　

0.2

　

0.2

　

5

　

9.9

　

9.7

45 100.0100.0

　　　

％　　％　　　％

　

13.2

　

12. 1　12.6

　　

3.7

　

3.4

　　

7.6

　　

3.7

　

5.9

　

12. 1

　

69.0

　

74.6

　

15.5

　

62.2

　

49.5

　

17.3

　　

6.9

　

25.0

　　

8.1

△0.1

　

0.1

　

A 7. 4

　

10.4

　

4.0

　

15.3

100.0 100.0　14.3

度

率

39

　　

％

14.0

　

8.2･

26.4

21.9･

17.3,

45.8

15.2

　

6.6

18.1

　　

(イ)漁港の現況とその整備状況

　　

昭和41年３月31日現在の漁港数４､２,７７８港で、その内訳は第１種漁港･

　

2,202港(40年３月26日現在2,195港)、第２種漁港408港(405港)、第3･

　

種漁港94港(94港)および第４種漁港74港(74港)である。

　　

昭和41年３月31日現在の漁港施設の現況および整備状況は、つぎのとお;

りである。
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商工費の性質別内訳および財源内訳はつぎのとおりで、性質別では前年度･に。

引き続いて貸付金の増加が目立っている。また、財源では地方債と諸収入の聴

加が著しい。

　　　　　　　　　　　　　　　　

一皿_７

　　

㎜■･㎜■･

ゝ

Ｗ

●

-

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●



性

区

人
物
補

質 別

件
件

分

内

助

　

費

訳
費
費
等

普通建設事業費

貸
そ
付
の

　

決

　　

算

　　

額

　

決算額構成比増減額構成比

　

対前年

40年度39年度増減額

　

40

　

39

　　

40

　

39増40減

億円

　　

億円

　　

億円

助
独
金
他

　　

合

　　　　

計

　

１

財

　

源

　

内

　

訳

　

使用料、手数料

分担金、負担金、
寄附金

.地

　　

方

　　

債

･諸

　　

収

　　

入

その他特定財源

一

合

1
6
4
9
8

　

1
1

　

9
0

3
6
6
2
2
0
5
5
0

．
ｒ

　
　

l
l

　
　

1
9

　
　

5

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

1

8
6
4
5
4
1
3
9
5

4
6
7
2
2
0
6
6
4

－

　
　

Ｉ
Ｉ

　
　

１

　

０

　
　

６

　

26

　　

２4

　　

9

　　　

8

　

４3

　　

18

89２

　　

Z90

128

　　

133

般財源等

　

5４7

　

5２7

計

　

1,645

　

1,500

17

　

１０

△４

△４

％ ％

　

9.0

　

8.8

　

4.0

　

4.4

10.6

　

10.9

　

7.6

　

8.6

　

1.5

　

1.9

　

6.1

　

6.7

112

　

64.6

　

63.4

　

10

　

4.2

　

3.9

145 100.0 100.0

％ ％ ％

度
率
3
9

％

　

Ｈ.6

　

8.6

　

12.8

　

19.3

　　

0.1

　

3.9

　

0.3

　

16.9

　　

7.0

　

15.4

　

6.2

　

30.6

・2.6

　

12.3 a 2. 9　30.9

△2.9

　

3.5

　

14.7

　

44.5

　　

0.3

　

8.8

　

0.4

　

27.6

　

76.8

　

76.3

　

H.7

　

24.8

　　

7.1△15.5

　

17.5△41. 1

100.0 100.0　9.6　19.8

　　

2

　

1.6

　

1.6

　　

1.1

　

2.1

　

6.6

　　

1

　

0.5

　

0.5

　　

0.6

　

0.6

　

9.8

　

25

　

2.6

　

1.2

　

17.7

　

2.8 144.2

102

　

54.2

　

52.7

　

70.3

　

65.0

　

12.9

△5

　

7.8

　

8.8

　

△3.7

　

2.5△4.0

　

20

　

33.3

　

35.2

　

14.0

　

27.0

　

3.8

145 100.0100.0　100.0100.0　9.6

26.9

23. 1

62. 9

25.7

　

4.8

14.6

19.8

　

（６）土

　　

木

　　

費

　

ア

　

土木費の内容と財源

　

土木費の決算額は9,083億円（前年度7,891億円）で、前年度と比べると

1,192億円、15.1％増加した。

　

土木費の目的別内訳はつぎのとおりで、増加率では、前年度に引き続き道路

偏りよう費および都市計画費が伸びたうえに住宅費の伸びが著しい。
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土木費の性質別内訳および財源内訳は、つぎのとおりである。

　

性質別では、普通建設事業費において補助事業費の増加率が大きかったが、

単独事業費は逆に鈍化した。財源では地方債および国庫支出金の増加が著しい

反面、一般財源等は伸びが低かった。
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道路橋りよう費

　

（ア）道路橋りよう費の内容

　

道路橋りよう費の決算額は3,387億円（前年度2,992億円）で、前年度に

比べると395億円、13.2%増加した。

　

道路橋りよう費の性質別内訳はつぎのとおりで、単独事業費の伸びの低下

が注目される。
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（イ）道路の現況

昭和41年３月31日現在の道路の状況は、つぎのとおりである。
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第14図道路の

　

現況

（ウ）橋りようの現況

昭和41年３月31日現在の橋りようの状況は、つぎのとおりである。
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（エ）道路橋りようの整備状況

　

昭和40年度において行なわれた道路橋りようの整備状況は、つぎのとお

りである。
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（ア）河川海岸費の内容

　

河川海岸費の決算額は1,218億円（前年度1,118億円）で、前年度と比べ

ると100億円、8.9％増加した。

　

河川海岸費の性質別内訳はつぎのとおりで、補助事業費がかなり伸びたの

に対し、単独事業費と国直轄事業費の伸びは低下した。
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（イ）河川施設の状況

　

昭和40年度において地方公共団体が行なった堤防および護岸の新設なら

びに改良延長は、つぎのとおりである。
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（ア）港湾費の内容

　

港湾費の決算額は683億円（前年度621億円）で、前年度と比べると62億

円、9.8％増加した。

　

港湾費の性質別内訳は、つぎのとおりである。
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（イ）港湾施設の現況とその整備状況

　

昭和41年３月31日現在における港湾総数（管理者数）は1,059港で、う

ち特定重要港湾15港、重要港湾80港、地方港湾964港である。

　

これらのうち地方公共団体の管理する施設の昭和41年３月31日現在の現

況および昭和40年度において行なわれた港湾施設の整備状況は、つぎのと

おりである。
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40年度の新設改良
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都市計画費の決算額は2,117億円（前年度1,718億円）で、前年度と比べ

ると399億円、23.2%増加した。

　

都市計画費の性質別内訳は、つぎのとおりである。
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7.6
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度
率
3
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％
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1
2
69.6

27.2

25.6

31.a

　

8.0

20.6

26.3

　

(イ)都市計画の状況

　

昭和41年１月１日現在において、都市計画区域に指定されている市町村

の数は561市(東京都23区を１市として計上)、814町村(町村総数0

28.9％、前年同期772町村27. 2%)合計1,375団体(市町村総数の40.7%、

前年同期1.333団体39.3%)である。

　

昭和40年度における都市計画事業の進捗状況は、つぎのとおりであるが、

事業量を前年度と比べると、墓地(74. ＼%増)、区画整理(54.5%増)およ

び市街地改造(40.2%増)の各事業が伸びている。

　　

区

　　　　　

分

区画整理面積（千が）

市街地改造面積（千㎡）

街路新設改良延長

　

（km）

駐車場面積（千m2）

41年３月31日現在

　　

進捗率

　

事

　　　　　　　　　

(Ｂ)/(Ａ)ｘl00
計画㈲

　

実施済(Ｂ)

　

817,309

　

451,912

　　

3,777

　　　

1,261

27, 705

　　　

591

都市下水路延長

　

（km）

　　

4,8!7

都市公園面積（千m2）
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墓

　

地

　

面

　

積（千m2）

　

24,430
（参刄余IE盃嗇§F（千m2)
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104,337
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757､599
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ヵ

　

住

　　

宅

　　

費

　

（ア）住宅費の内容

　

住宅費の決算額は1,279億円（前年度1,013億円）で、前年度と比べると

266億円、28.2%増加した。

　

住宅費の性質別内訳は、つぎのとおりである。

区 分

　　

決

　

算

　

額

　　

決算額構成比増減額構成比

40年度39年度増減額

　

40

　

39

　　

40

　

39

億円

　　

億円

　　

億円

　　

％

　　

％

人

　　

件

　　

費

　　　

48

維持補修費

　　

35

普通建設事業費

　　

1,008

助
独
金
他

　
　

付
の

補
単

　
　

貸
そ

合 計
１

783

２２5

1２8

　

60

２79

―
－

　

4
0
4

4
3
0
3
7

　
　
　
　
　

８
６
１

92

　　

45

1,013

　　

7

　

3.7

　

4』

　　

4

　

3.8

　

3.0

204

　

78.8

　

79.3

153

　

61.2

　

62.2

　

51

　

17.6

　

17.1

　

36

　

10.0

　

9.1

　

15

　

4.7

　

4.5

266 100.0 100.0

　　　

％

　　

％

　

２.5

　

2.6

　

1.9

　

3.3

　

76.8

　

76.6

　

57.4

　

68.0

　

19.4

　

8.6

　

13.4

　

20.8

　

5.4△3.3

100.0 100.0

度
率
3
9

限

　　

％

　　

％

16.4

　

10.4

16.2

　

18.9

25.3

　

16.2

24.1

　

18.8

29.7

　

7.8

38.5

　

49.2

31.7 a 9.7

26.2

　

16.9

　

（イ）公営住宅等の整備状況

　

昭和40年度において行なわれた公営住宅等の整備状況は，つぎのとおり

である。

公

改
そ

区

営
第
第
良
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・

　
　

の
合

住
１
２
住

の賃貸

分

宅
種
種
宅
宅

　
　
　
　

住
計

（ｱ）消

　　

防

　　

費

40年度

建設戸数

一

　　　

戸

　

62, 182

　

25,394

　

36,788

　

4,373

　

2,872

　

69,427

　

40年度末管理戸数

木造住宅

　

非木造住宅

　　　　　

戸

379, 102

187,623

191,479

　　　

537

　

46, 648

426,287

　　　　　

戸

415,529

231,135

184,394

　

21,949

　

18,285

455,763

　　

計

-

　　

戸

794,631

418,758

375,873

22,486

64,933

882,050

ア

　

消防費の内容と財源

消防費の決算額は668億円（前年度580億円）で、前年度と比べると88億
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円、15.3%増加した。

　

消防費の性質別内訳および財源内訳は、つぎのとおりである。

区 分
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費
費
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７
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88.4

88 100.0100.0

　

69.8

　

69.5

　

11.3

　

6.8

　

12.7

　

8.6

　

6.2

　

15.1
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83.7
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度
率
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程

％ ％

16.6 20.4

13.6

　

9.0

12.0

　

9.2

13.6 51.9･

15.3 18.5

53.8

　

3.２｡

　

6.2 21.6

13.7 43.5

15.3 17.4

15.3 18.5

　

イ

　

消

　

防

　

職

　

員

　

昭和41年４月１日現在の消防職員数は51,649人（前年同期48,931人）であ

るが、そのうち消防職（消防長、消防吏員および常勤の消防団員）は49, 434人

となっている。

　

ウ

　

消防施設の状況

　

昭和41年５月31日現在の消防ポンプ等の保有状況はっぎのとおりである

が、前年同期と比べると化学車、はしご付消防ポンプ自動車および救急車の増

加が目立っている。
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区 分

消防ポンプ自動車

はしご付消防ポンプ自動車

カ
カ
ポ
学
防
線
急
の
火

動
動

－

　
　

用

　
　
　
　
　
　
　

他

弓
型

　
　
　
　
　
　

の

手
小
腕
化
消
無
救
そ
消

ン
ソ
ポ
ポ

ソ

消

　

防

プ
プ
プ
車
艇
車
車
車
栓

41.5.31現在

　　

40.5.31現在

16,586

　　　

151

　

8,796

51,862

　

3.596

3
3
0
1
2
9

5
3
2
7
4
3

－

　
　

－

　

５
１
８

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

Ｉ

　

タ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１
４

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

６

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

５

16,221

　　　

1２4

　

比

増減数

-

　

365

　　

27

1,429

l､672

　

較

増減率

　　

3.3

4 19.5

　

93.7

　　　

0

△

　

8.4

　

21.7

　　

､6.2

　　

9.0

　

2.3

21.8

518,065

　　

46,774

　

Ｈ

10２

　

67

　
　
　
　
　

△

9
3
1
9
5

7
3
3
6
7

　
　
　
　
　

1
4
0

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

－

2
4
0

7
7
8

50,190

　

4,468

　

a

10,225

　

△1,429

　　

△14.0

　

（８）警

　　

察

　　

費

　

ア

　

警察費の内容と財源

　

警察費の決算額は1,827億円（前年度1,594億円）で、前年度と比べると233

億円、14.6%増加した。

　

警察費の性質別内訳および財源内訳は、つぎのとおりである。
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都道府県の警察職員のうち、警視正以上の階級にある地方警務官（定員320

人）は国家公務員であるが、それ以外の地方警察職員のうち、警察官について

は、警察法施行令でその定員が定められており、昭和41年４月１日現在の定

員は153,390人（前年同期147, 410人）である。

　

昭和41年４月１日現在の地方警察職員は172,891人（前年同期167,297人）

で、そのうち警察官は150,320人（前年同期145, 249人）で、前年度と比べる

と、5,071人、3.5％（前年度3,348人、2.4％）の増加となっている。

　

（９）教

　　

育

　　

費

　

ア

　

教育費の内容と財源

　

教育費の決算額は１兆1,499億円（前年度１兆193億円）で、前年度と比べ

ると、1,306億円、12.8%増加した。

　

教育費の目的別内訳はつぎのとおりで、中学校費および高等学校費の伸びが

鈍化している。
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教育費の性質別内訳および財源内訳はっぎのとおりで、人件費の占める割合

が逐年高くなり、教育費増加額に占める割合が78.1%となったため、これを

うけて決算額構成比は教育費全体の70％に達した。
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イ

　

教育関係職員

　

昭和41年４月１日現在における教育関係職員は95万7,000人（前年同期94

万6,000人）で，そのうち教員は74万8,000人（前年同期74万3,000人）で

ある。

　

ウ

　

小

　

学

　

校

　

費

　

小学校費の決算額は4,333億円（前年度3,822億円）で，前年度と比べると

511億円, 13.4%増加した。

　

小学校費の性質別内訳は，つぎのとおりである。
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中学校費の決算額は2,742億円（前年度2,525億円）で、前年度と比べると

217億円、8.6％増加した。

　

中学校費の性質別内訳は、つぎのとおりである。
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義務教育教員数等の推移

　

昭和41年４月１日現在の小学校および中学校の教員数および児童生徒数の

状況はつぎのとおりで、前年同期と比べると、教員数では小学校において2,233

人増加し、中学校において3,625人減少している。また、児童生徒数では、小

学校において19万2,000人､中学校において38万4,000人がそれぞれ減少し、

小学校では昭和34年、中学校では昭和38年以降逐年減少の過程にある。
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（注）40年は41年５月１日現在、39年は40年５月１日現在。

　

小・中学校における教員数および児童数の推移をみると、第15図のとおり

である。

　　　　　　　　　　　　　

第15図

　

小・中学校教員数等の推移
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ヵ

　

義務教育学校施設の現況とその整備状況

　

昭和41年５月１日現在の小・中学校の施設の現況および昭和41)年度におけ

る施設の整備状況は、つぎのとおりである。

　

校舎不足面積の割合は小学校6.4％(前年同期7.1％)、中学校8.8% (10.7

％)、危険校舎の割合は小学校15.0% (15.2%)、中学校5.8％(5.4％)となっ

ている。
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（注）施設の現況中、40年度は41年５月１日現在、39年度は40年５月１日現在。

キ高等学校費

　

（ア）高等学校費の内容

　

高等学校費の決算額は2,163億円（前年度1,981億円）で、前年度と比べ

ると182 ft円、9.2％増加した。

　

性費別内訳はつぎのとおりで、普通建設事業費が前年度に引き続き減少し

ている。一方、人件費は教員数の増(9,659人、7.2％）、給与改定等の影響

により高等学校費増加額のほとんどを占めた結果、その決算額構成比におい

てさらに比率を高めている。
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（イ）教員数および生徒数等の推移

　

中学校卒業者の高等学校への進学率および高等学校生徒数の推移をみる

と、進学率は逐年上昇の傾向にあり、昭和31～33年平均53.6%から昭和

41年５月１日現在74.1%に達している。

　

昭和41年５月１日現在の教員数および生徒数の状況はっぎのとおりで、

前年同期と比べると教員数においては2,668人増となり、逐年増加している

が、生徒数は１万２千人減となった。生徒数は昭和37年以降急激な増加を

示してきていたが、昭和41年においては減少している。
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進学率は。国立、公立および私立の全体の率で、当該年度の高等学校入学

　　　

者数を前年度中学校卒業者数で除して得た率である。

　　

２

　

進学率の（

　

）は、公立学校のみである。

　

（ウ）高等学校施設の現況とその整備状況

　

昭和41年５月１日現在の高等学校の施設の現況および昭和40年度におけ

る施設の整備状況は、つぎのとおりである。
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高等学校教員数等の推移
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ク社会教育費

　

（ア）社会教育費の内容

　

社会教育費の決算額は319億円（前年度263億円）で、前年度と比べると

56億円、21.3%増加した。

　

社会教育費の性質別内訳は、つぎのとおりである。

－97

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

34U

　

339

　　　　　　　　　　　　　　　　　

310

　　　　　　　　　　　　　　

268

　　　　

生徒数

　　　　　　　　　

ぶ7

　　　　

230 230 232　　　　　144

9
224　　　　　　　　　　　134

　　　　　　　　　　

224

　　　

121

ｒ

ﾌﾟﾌ

101 103
108

Ｉ

　　　　　　　　　　　　　　　　　

㎜㎜

　

㎜

　

■■

　

■

「

｜

１

！



区 分

費
費

件
件

人
物

普通建設事業費

　
　
　

の

補
単

　

合

　
　
　

モ

計

助
独
他

　　

決

　　

算

　　

額

40年度39年度増減額

億円

　　

億円

　　

億円

124

　　

106

　　

18

5
7
5
2
6
6

　
　

２

　
　

２

　
　

5

9
4
4
0
4
3

5
6
２
4
3
２
6

４
1
9
2
0
9

6
9
2
6
4
1

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

３

決算額構成比

　

40

-

　　

％

　

38.7

　

20.2

　

28.4

　

9.0

　

19.4

　

12.7

100.0

　

39

-

　　

％

　

40.5

　

22.5

　

24.2

　

9.1

　

15. 1

　

12.8

100.0

増減額構成比

　

40

　　

39

　　

‘％

　　　

％

　

30.5

　

14.8

　

9.3

　

47.7

　

48.0

　

18.3

　　

8.5

　

36.8

　

39.5△18.5

　

12.2

　

19.2

100.0

　

100.0

湛VS

40

　

39

-

　

％

　　

％

16.0

　

2,6

8.8

　

16.8

42. 1　5.4

19.9

　

38.0

55.5△7.7

20.2

　

11.3

21.3

　

7.3

　

（イ）社会教育施設の現況

　

昭和41年３月31日現在において地方公共団体が管理する社会教育施設の

主なものの設置数は、つぎのとおりである。
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ヶ保健体育費

　

（ア）保健体育費の内容

　

保健体育費の決算額は437億円（前年度361億円）で、前年度と比べると

76億円、21.3％増加した。

　

保健体育費の性質別内訳は、つぎのとおりである。
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(イ)義務教育学校の給食実施状況

　

昭和41年５月１日現在の公立小学校および中学校における給食実施状況

は、つぎのとおりである。
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（ウ）体育施設の現況

昭和41年３月31日現在において地方公共団体が管理する体育施設の主な
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ものの設置数は、つぎのとおりである。
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性質別歳出の概況
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(１)概

　　　

況

　

昭和40年度の歳出純計決算額４兆3,651億円(前年度３兆8,220億円)の性

質別内訳は，つぎのとおりである。
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歳出決算額の構成比は第17図のとおりで、人件費の構成比が最も高く、普

通建設事業費がこれに続き、両者で歳出総額の66.9% (前年度66.6%)を占め

　　　　　　　　　　　

第17図

　

性質別歳出決算額の構成

　　　　　　　　　　　　　　　　

匝亘蕩］

圧隻亘］

-』廸堕飽昆

　

｢重‾範司

匝二二亘］

― 101 ―

　　

ご

　　

戮物

　

j.9

　　　

48う愈万4o繋宍

　　　

1.0

　　　　　

i (100.0%)＼I2,917.2　4.3

　　　　

諒恕(100.0%) ;i2.

　

ブ

　　　　

S頴?2兆.386Bffi円｀.17.3

　　　　

゛防ぎ
:､..39年度　　　　　　　4.6

4.6

　　　

48.1'収脳

　

29､5‾

　

．

　　　　　　

･゛‘

　　　

fM. 4. 1.0

　

よ_≧≪』鄙ア|＼4ｺ

　

ｰ-

　　　　　

医蚕T司

　

39.4勿．＿。Ｊと

＼

　　　

4o'りEE
t6'
4ojS5

6.0

　　　　

鱗濡8悶ｔ２ｕ

　　　　

im. (100.･隅M22J　6.1

　　　

39.6‘lg‘･

　

39年度＿ 2.6

　　　　　　

一一

　

一一一

　　　　　

j

　

35.6一一

　　

。
U

　　　

庶彩折乙一口

、‥

　　　　　　　　　　　　　　　　　

投資的経費35.I

公債費3･5

　　　　

。義

　

’‘’

　　　　　

災害復旧事業費3.3
　

　　

経惚贈χ事業;30,2/　嗣　　　物件費6.7

　　

費他誌夢詣麗

　

・

　

諭

　　　

そ巡函ﾆI

　　

'45.8昌丿印脂ｒ　ヤ　　その他19.5

yVVヰ　

公債費3.5
へ

　

務4

　

F;゜普SSSS＝

　　

皿

・‾‾‾‾的

　

S

j面面］

　　

経費皿額笏

　　

「葡元昭

1.5

　　　　　　　

32.

　　

，

　　　　

1.3

　　　

3･･ /25.V 5.456≪HVL ＼28.8

　　　　　

isii:¥

　

(100.0%)「5.

　　　　　

肥
|
淵謳･5.

　　　

30.8;a:゛;;‘39年度13.泌9..3

1.5‘

　　　　　　　

32,3　　　　　　　　1.5

4.2

　　

39.9 ’　　　　　6.1

4｡8

　　　　　　　

・ 35j　　　　　　3.j

趾

　　　　　　　

29.4

　　　　　　　　

3.1

　　　　

n. 3MMyio年度　　　　　　　　8.9

　　　　　

128./ 3.83<≪円

　　　　　

洽勁:(100.0%)「3. 22.1

　　　　　

圓昌儡13･

　　　　

41.521S 39年　9･1 23.0

　

9.2

　　　　　　　

1

　　　　　　　

32

　

4.5

　　　　　　　　

35.5

　　

二言

　

ぐ:

　　

I笏;6謳乃

　

上迎

　　　

●

　　　

:･

　　　

な゜

　　　　　　

2.4

　　　

38.3 j:影印　40年　９７

　　　　　

''■J (100,0%) V4.4＼'^'≫-・

　　　　　

A 100.0%) 7|On

　　　　

3訓鸚3

　

39年度

　

6.7 25.2

　　　　　

.

　

-32.3

　　　　　　　

.･

　

y

　　

胆回戮言

　　　　　　

萍‾蔀薗

4.1

　　　　　　　　

笏溺厨
L_7^

8.9

　　　　

.こ:j:::..

　　

30,4=≪　　　　3.5

　　　

4･,6?8. 6' 4Mian　　　　　7.7

　　　　　

ぎEﾖﾐぷ:?(100.0%) V5. 122.8

　　　　　

G践淵紹「4. 22.3　7.9

　　　　

41.6^:ﾐｮW
39年度　　　　　　3’9

　　　　　　　　

ｙ」丿2遊順司’

　　　

L5

3.9

　　　　　　　　

，延６ｌｓ



ている。

　

各経費の構成比を前年度と比べると、人件費(0.2％)、扶助費(0.3％)、普通

建設事業費(0.1％)、積立金(0.1％)および前年度繰上充用金(0.1％)が高く

なり、物件費(△0.2％)、維持補修費(△0.1％)等が低くなっている。

　

前年度に対する増加状況をみると、人件費および普通建設事業費のうち補助

事業費、扶助費および公債費の増加が著しく、普通建設事業費のうち単独事業

費の伸びが鈍化している。

　

歳出のうち主なものについて昭和31～33年度の平均規模を100として、そ

の推移を指数でみるとっぎのとおりで、投資及び出資金・貸付金、普通建設事

業費、扶助費・補助費等および人件費の伸びが著しい。
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（２）義務的経費および投資的経費の状況
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２01
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316

12２

　

144

　

179

　

２16

　

248

　

286

　

327

　

歳出のうち義務的な性格のきわめて強い経費である人件費、扶助費および公

債費の合計額（以下「義務的経費」という。）と、普通建設事業費、災害復旧事

業費および失業対策事業費の合計額（以下「投資的経費」という。）とについて

決算額構成比、増減額構成比および増加率の推移をみると、つぎのとおりであ

る。
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決算額構成比では、昭和37年度までは逐年投資的経費が上昇し、義務的経

費が低下してきていたが、昭和38年度以降投資的経費はほぼ横ばいに推移し

ているのに比べ、義務的経費は上昇している。

　

昭和40年度における義務的経費および投資的経費について団体別にみると、

つぎのとおりである。
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第18図

　

義務的経費および投資的経費の推移

　　　

その２構成比の推移
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(３)一般財源の充当状況
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が。一般財源の各経費への充当状況をみるとつぎのとおりで、義務的経費に

55.4% (前年度53.3%)、投資的経費に21. 7% (22.1%)充当しており、義務的

経費に対する一般財源の充当割合は前年度より2.1%その比重を高めている。

　

また、昭和40年度の一般財源の増加額2,335億円(前年度2,800億円)の充

当状況をみると､義務的径費に74.1% (56.0%)、投資的経費に18.0％(24.1％)

充当している。
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昭和40年度の人件費の決算額は１兆6,025億円（前年度１兆3,940億円）

で、前年度と比べると2,085億円、15.0％増加した。

　

これを団体別にみるとっぎのとおりで、決算額構成比では、大都市および中

都市を除く全団体とも前年度よりその比重を高めている。特に都道府県におい

ては歳出総額の40.9%でもっとも高く、市町村よりも10数％も高い地位を占
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－106－

めている。これは、制度上、義務教育関係職員および高等学校教育職員ならび

に警察職員の給与を都道府県が支弁しているためである。

　　　　

‥‥‥‥‥

　

また、増減率では、大都市および中都市を除く全団体において依然として歳

出総額の伸びを上回る伸びを示している。なお、特別区・一部事務組合の増加

率が前年度を上回っているのは、特別区においては昭和40年度から生活保護

に関する事務等民生行政事務が大幅に東京都から特別区に委譲されたごと、一

部事務組合においては組合数が増加したためである０
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過去10年間における人件費のすう勢をみると第19図･のとおりで、昭和38

年度以降逐年歳出構成比が高まっている。
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人件費がこのように増加した原因は、主として昇給、人事院勧告に基づく国

家公務員の給与改定に準ずる地方公務員の給与改定の実施（昭和40年度におい

ては、昭和39年９月実施の平年度化分と昭和40年９月実施の初年度分）およ

び教育職員、警察職員等地方公務員の数の増加による職員給の増加ならびに退

職金の増等によるものである。

　

人件費の細目および財源内訳は、つぎのとおりである。すなわち、人件費増

加の最大の原因は職員給の増加にあるが、その構成比および対前年度増加率は

前年度をそれぞれ下回っているのに対し、退職金のそれらが前年度を著しく上

回っているのがめだっている。しかして、これを反映して人件費に充当された

財源内訳においても、地方債（地方財政再建促進特別措置:法に基づいて退職手

当の財源に充てるために起したいわゆる退職手当債）の伸びが著しい。これ

は、地方公共団体が一般財源の鈍化する財源事情のもとで、職員の新陳代謝を
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図るため退職手当の財源を地方債に求めたことをものがたるものである。ま

た、国庫支出金は総額の17％を占めている。

　

これは義務教育職員に対する国

庫負担金、農業改良普及員等の国庫補助職｡員に対する国庫補助金が国から支出

されているためのものである。
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一般職員の職員給（１兆3,256億円）の団体別・部門別内訳は、つぎのとお

りである。
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職員給の部門別構成
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地方公務員の数

　

地方公共団体の普通会計で給与を支弁している職員数は、昭和41年４月１

日現在で198万人（前年同期194万6,000人）で、前年同期と比べると３万

4,000人増加した。

　

増加数の内訳では教育部門が１万1,000人の増で圧倒的に多く、ついで警察

部門の6,000人の増となっており、これらで増加数の半分を占めている。
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地方公務員の数の推移をみるとつぎのとおりで、昭和33年５月１日現在に

此べ、清掃職員を中心とする衛生部門、保育所等の民生部門、高等学校教員お

よび学校給食職員等の学校職員ならびに警察消防職員の増加が著しい。
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物件費の決算額は2,934億円（前年度2,655億円）で、前年度と比べると279

億円、10.5％増加した。

　

歳出総額に占める割合は前年度よりやや下回っているが、増加率では前年度

を上回っており、特に市町村の伸びが著しい。

　

物件費の内訳は、つぎのとおりである。
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および教育施設等住民福祉に直結する公共用施設の維持管理に要した経費が圧

倒的に多い。

　

（４）扶助費、補助費等
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によるものである。結核対策費については、医療費の伸びおよび診療報酬改定

の平年度化による増である。
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35

　

10.8

　

11.2

　

8.6

　

14.7

　

15.2

　

90

　

17.0

　

16.0

　

22.4

　

10.4

　

27.7

　

70

　

16.4

　

16.2

　

17.4

　

29.7

　

21.2

404 100.0 100.0 100.0 100.0　19.8

103

　

48.6

　

53.1　25.5　53.2　9.6

301

　

51.4

　

46.9

　

74.5

　

46.8

　

31.3

　　

％

15.1

27.4

12.1

43.5

19.7

19.8

19.7

　

また、団体別に扶助費の増加率をみると、都道府県が9.6％(前年度19.8%)

と著しく前年度を下回っているのに比べ、市町村のそれが31.3% (19.7%)と

前年度を大きく上回って伸び、都道府県より21.7%も上回る大きな伸びを示

している。これは、昭和40年度において、東京都・特別区間における大幅な

事務配分の改正がなされ、生活保護に関する事務が東京都から特別区に委譲さ

れたこと等が主な原因となっている。
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イ

　

補

　

助

　

費

　

等

　

補助費等の決算額は1,794億円（前年度1,566億円）で、前年度より228億

円、14.6%増加した。

　

補助費等の内訳は、つぎのとおりである。

区

　　

分

40

箭

年

　　

度

纂市町村単合純純

　　　　　　　　

億円

　

億円

　

億円
負担金、寄附金

　　

76

　　

186

　

262

補助、交付金

　

1,128

　

464

　

1,592

そ

　

の

　

他

　

204

　

450

　　

654

39

　

年

　　

度

生

－
億円

H

一

　

聚

　

863

　

216

合

　

計

　

1,408 1,100 2,508 1,794 1,153

嘉ぶIF7健舎

　

151

　

91

　

242

　　

110

（５）普通建設事業費

増減額

　

増減率

市町村単合純純生単純純計単純純計

億円
164

36４

328

856

　

78

　

億円

　

億円億円
ゼト

イ

E

2,009

　

1,566

　

499

　　

188

Ｆ

　

８

　
　

８

　
　
　

２

　
　

２

億

　

２

　
　

２

　

１

54

％

　

　
6

　
　

1
4

＾
　
o

r
-
.
i
m
'

　

ｍ
一
2
9
2
0

円

　

Ｉ

24.8 14.6

　　

28.6

　

ア

　

概

　　　

況

　

普通建設事業費の決算額は１兆3,190億円（前年度１兆1,495億円）で、前

年度と比べると1,695億円、14.7%増加した。

　

これを補助事業費、単独事業費および国直轄事業負担金に分けてみるとつぎ

のとおりで、決算額構成比においては、補助事業費が前年度より高くなった

ほかは、いずれも前年度より低くなった。増減額構成比においては、補助事業

費が75.0％と増加額の大部分を占めている。

　

また、増加率では、補助事業費

が前年度に引き続いて高い伸び（19.1％）を示しており、反面、単独事業費の

伸び（8.6％）の鈍化が著しい。

　

つぎに、普通建設事業費に充当した財源についてみると、昭和40年度にお

いては地方公共団体が国の施策に沿って公共事業の完全実施を要請され、これ

がために地方債資金の枠の増額が図られたこともあって、地方債の伸びが特に。

めだっている。
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区

　　　　　

決

　

算

　

額

　　

決算額構成比増減額構成比対前年度
分

　　

40年度39年度増減額

　　

40

　　

39

　　

40

　

39 40
i

事業費内訳

　

補助事業費

　

単独事業費

　

国直轄事業負担

　

金

　　

合

　　　

計

財

　

源

　

内

　

訳

　

国庫支出金

分担金、負
金、寄

　

附

財

　

産

　

収

地

　　

方

担
金
入
債

その他特定財源

一般財源等

　

合

　　　

計

　　　

億円

　　

億円

　　

億円

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　

7,921

　

6,651

　

1,270

　

50.0

　

57.9

　

75.0

　

61.6

　

19.1

　

19.9

　

4,719

　

4,346

　　

373

　

35.8

　

37.8

　

22.0

　

33.4

　

8.6

　

16.0

　　　

550

　　

498

　　

52

　

4.２

　

４.3

　

3.0

　

5.0

　

10.4 21.8

13,190 11,495　1,695 100.0 100.0 100.0 100.0　14.7　18.5

　

4,173

　

3,439

　　

734

　

31.6

　

29.9

　

43.3

　

34.4

　

21.4 21.9

　　

453

　　

411

　　

42

　

3.4

　

3.6

　

2.4

　

4.0

　

10.1

　

21.0

　　

309

　　

338

　

△２９

　

２.4

　

3.0△1.7

　

3.4 ^ 8.6　22.5

　

2,172

　

1,470

　　

702

　

16.5

　

12.8

　

41.4

　

13.8

　

47.8

　

20.2

　　

914

　　

947

　

△33

　

6.9

　

8.２△1.9

　

8.2 a 3.5　18.4

　

5,169

　

4,890

　　

279

　

39.2

　

42.5

　

16.5

　

36.2

　

5.7

　

15.3

13,190 11,495　1,695 100.0 100.0 100.0 100.0　14.7　18.5

　

普通建設事業費を都道府県と市町村とにわけてみるとつぎのとおりで、増加

率は都道府県14.0%、市町村15.8%と前年度に引き続いて市町村が高くなっ

ている。市町村においては補助事業費、単独事業費とも前年度の伸びを下回っ

ているものの19.8％、13.2%とかなりの伸びを示しているのに対し、比較的

公共事業部門の多い都道府県においては補助事業費は、前年度を1.5％上回っ

て19.4%と高い伸びを示したが、単独事業費は前年度を7.3％も下回りわず

か2.6％の伸びにとどまったことが注目される。
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区 分

県
費
∴昌都

　

単独事業費

　

国直轄事業負担

　

金

　　

合

　　　

計
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町

　　

村

　

補助事業費

　

単独事業費

　

国直轄事業負担

　

金
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計

　　

決
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額

　　

決算額構成比増減額構成比対前年

40年度39年度増減額

　

40

　

39
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増40減

度
率
3
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億円

　　

億円

　　

億円

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

5,482

　

4,598
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68.2

　

65.2

　

89.5

　

72.6

　

19.4

　

17.9

2,060

　

2,008

　　

52

　

25.6

　

28.5

　

5.4

　

18.7

　

2.6

　

9.9

　　

495

　　

444

8,037

　

7,050

2,742

　

2,288

2,847

　

2,514

　　　

56

　　

54

　　

249

　　

233

5,894

　

5,089

　

51

　

6.2

　

6.3

　

5.1

　

8.7

　

11.4

　

23.2

987100.0100.0100.0100.0

　

14.0

　

15.8

454

　

46.5

　

44.9

　

56.4

　

49.4

333

　

48.3

　

49.4

　

41.4

　

47.3

　　

2

　

1.0

　

1.1

　

0.2

　

0.6

　

16

　

4.2

　

4.6

　

2.0

　

2.7

805 100.0100.0100.0100.0

19.8

　

24.8

13.2

　

21.2

　

1.6

　

11.2

　

7.2

　

12.0

15.8

　

22.2

　

イ

　

普通建設事業費の目的別内訳

　

普通建設事業費の目的別内訳はつぎのとおりで、住宅費、都市計画費および

農地費の伸びが著しい。
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8.5

　

59

　

4.2

　

355

　

204

△39

　

330

　　

21

　　　

2

　

203

　　

73

　　

31

　

166

　

121

　　

13

△46

　　

26

　　

52

　

111

　　

49

　　

56

△

　

7

14.4

　

7.6

　

0.6

15.7

　

2.1

　

0.5

　

7.5

　

3.8

　

1.8

15.3

　

5.4

　

3.4

　

3.7

　

0.7

　

2.1

　

4.5

　

3.1

　

2.4

　　

％　　％　　％

55.5

　

59.5

　

60.5

21.0

　

19.8

　

8.9

　

5.6

　

4.3

　

3.5

13.4

　

20.9

　

7.0

　

12.0

　

1.0△2.3

15.1　19.5

2.2

　

1.2

0.5

　

0.1

24.8

　　

％

　　

％

15.8 20.5

13.9 22.7

4.8

　

9.3

　

9.2
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11.9 26.6
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6.3
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16.3
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27.2
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7.6

20.2
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0.7

　

0.9△0.4
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△

　

3
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4.1 A 0.3　5.４△0.8

11,495

　

1,695 100.0100.0 100.0 100.0　14.7

34.8

35.1

34.0

18.7

39.0

　

2.8

25.6

18.5

　

なお、普通建設事業費の目的別内訳を、都道県と市町村とに分けてみると、

つぎのとおりである。

　

都道府県では土木費の構成比が最も高く、ついで農林水産業費、教育費り順

となっている。また、前年度と比べると土木費において住宅費、農林水産業費

の農地費、林業費および衛生費における清掃費の増加率が高い。

　

市町村においては土木費の構成比が最も高く、ついで教育費、農林水産業費
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の順となっている。前年度と比べると、河川海岸費、林業費。水産業費、社会

教育費および総務費において大きな伸びを示しているほかはいずれも前年度の

伸びを下回っている。

　

(都道府県)
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補助事業費の内訳

　

補助事業費の決算額は7,921億円（前年度6,651億円）で、前年度と比べる

と1,270億円、19.1％増加した。

　

補助事業費の目的別内訳はっぎのとおりで、都市計画費、農地費および林業

費の伸びが前年度を大きく上回っている。
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単独事業費の内訳

　

単独事業費の決算額は4,718億円（前年度4,346億円）で、前年度と比べる

と372億円、8.6％増加しているが、前年度の増加(601億円、16.0％の増）に

比べると増加額、増加率ともに著しく減少している。

　

単独事業費の目的別内訳は、つぎのとおりである。
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普通建設事業費の推移

　

普通建設事業費を補助事業費および単独事業費に分けて、その増加率等の推

移をみると、第23図のとおりである。
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国直轄事業負担金の状況

　

国直轄事業負担金の決算額は550億円（前年度499億円）で、前年度と比べ

ると51億円、10.4%増加した。

　

国直轄事業負担金の目的別内訳は、つぎのとおりである。
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災害復旧事業費の決算額は1,445億円（前年度1,284億円）で、前年度と比

べると161億円、12.5%増加した。

　

災害復旧事業費の事業別内訳および財源内訳はつぎのとおりで、国庫補助を

受けて行なう災害復旧事業費が全体の85％を占めている。

区 分

　

決

　　

算

　　

額

　

決算額構成比

40年度39年度増減額

　　

40

　　

39

億円

　　

億円

　　

億円
事業別内訳

　

補助事業費1,232

　

単独事業費

　

187

国轄事業負担金

財

　

国

　

地

ｎ
ム
。

　

内
支
方

合
源
庫

その他特定財源

一般財源等

合
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1、４45
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8
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3

8
2

3
7
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4
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9
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126

　　

114

計

　

1,445

　

1,284
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39

15
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69

　

5
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161

％ ％

　

85.2

　

87.6

　

13.0

　

11.5

　　

1.8

　

0.9

100.0 100.0

　

65.2

　

67.6

　

23.4

　

20.8
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8.7
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100.0 100.0
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-

　

％

　　　

％ ％

　　

％
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100.0
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0.8
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43.5
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7.1

　

42.6

100.0

　

100.0

イ

　

災害復旧事業費の目的別内訳

災害復旧事業費の目的別内訳は、つぎのとおりである。
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区 分
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額
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％
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31.1 140.1
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0.8

　

ウ

　

年災別災害復旧事業の進捗状況

　

国庫補助を受けて行なう災害復旧事業および国直轄災害復旧事業の進捗状況

は、つぎのとおりである。
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区 分

補

　

助

　

災

　

害

　

昭和38年災害

　

昭和40年災害

合

　　　　　　　

計

　　　　　　

昭和40年度末までの
復旧所要

　　

実

　　　

施

　　　

額
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－

　

5.8

56.5

43.0

　

（ア）失業対策事業費

　

失業対策事業費の決算額は694億円（前年度658億円）で、前年度と比べる

と36億円、5.5％増加した。

　

失業対策事業費の事業別内訳および財源内訳は、つぎのとおりである。

区 分

事業別内訳

　

補助事業費

　

決

　　

算

　　

額

　

決算額構成比

40年度39年度増減額

　　

40

　　

39

億円

　　

億円

　　

億円

570

特

5
5
8
8
4

　
　

リ

般
口
ヵ

　

単独事業費

　　

合

　　　

計

財

　

源

　

内

　

訳

　

国庫支出金

　

その他特定財源

　

一般財源等

　　

合

　　　

計

12４

694

325

　

19

350

69４

（8）公

　　

債

　　

費

ア

　

概

7
2
5
1
8

　
　

7

4
6
8
1
5

　
　

１

５
４

　
　

１
６

　
　

３

23

23

　

0

13

36

８

2２

　

△

　

3

319

658

31

36

％ ％

　

82. 1　83. 1

　

69.8

　

70.2

　

12.3

　

12.9

　

17.9

　

16.9

100.0100.0

増減額構成比

　　

40

　　

39

　　

％

　　

％

度
率
3
9

年
ヽ
前
減
対
増
４
0

％ ％

　

64.2

　

68.4

　　

4.3

　

4.3

　

64.0

　

73.8

　　

5.0

　

5.5

　

0.2乙５．４

　　

０．１ざ２．0

　

35.8

　

31.6

　

11.7

　

11.0

１００．0100.0

　　

5．５

　

５．３

　

46.7

　

48.2

　

21.4

　

13.8

　

2.8

　

3.3

　

△7.2

　

5.5

　

50.5

　

48.5

　

85.8

　

80.7

100.0100.0

　

100.0100.0

― 125 ―

　

2.5

△11.9

　

9.8

　

5.5

l.5

9.0

9.0

5.3

　

昭和39年災害

　

昭和40年災害

直

　

轄

　

災

　

害

　

昭和38年災害

　

昭和39年災害

-



‘公債費の決算額は1,539億円（前年度1,340億円）で、前年度と比べると199

億円、14.9%増加した。

　

公債費の細目および財源内訳はっぎのとおりで、利子支払額が17.8% {前年

度12.7%)と大きな伸びを示し、公債費総額に占める割合が前年度よりもさら

に高くなった。
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公債費と一般財源等どの比較

　

公債費のうち転貸債にかかるものおよび一時借入金利子を除いた公債費の一

般財源に対する割合は、つぎのとおりである。
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公債費等の推移をみると、第24図のとおりである。

　　　　　　　　　　　

第24図

　

公債費等の推移
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地方債現在高の推移は、第25図のとおりである。
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（９）積

　　

立

　　

金

　

積立金の決算額は288億円（前年度222億1円）で、前年度と比べると66億

円、30.2%増加した。

　

決算積立金に歳計剰余金処分による積立金を加え、この額から積立金のとり

くずし額を差し引いた昭和40年度の積立金の純積立額は138億円|（都道府県

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

i
50億円、市町村88億円）である。

　

なお、積立金の積立額およびそのとりくずし状況は、つぎのとおりであるｏ
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Ｈ

　

昭和40年度末の積立金の現在高は936億円（前年度798億円）で、その目的

別内訳は、つぎのとおりである。
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437

　

64

297

798

この積立金の現在高を歳出規模等と比べると、つぎのとおりである。
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区

　　

分

積立金現在高
一
歳出規模

積立金現在高
一
一般財源

積立金現在高
一
地方債現在高

　

40

都道府県

％
７

３．4

6.９

年 度

市町村

-

　　

％

　

2.6

　

4.9

　

7.0

積立金の現在高の推移は、第26図のとおりである。

　　　　　　　　　　

第26図

　

積立金現在高の推移

　

39

都道府県

　

％

1.7

3.3

7.6

年

　

度

市町村

　

％

2.４

４.3

7.0

　

（10）投資及び出資金、貸付金

　

ア

　

投資及び出資金

　

投資及び出資金の決算額は213億円（前年度217億円）で、前年度と比べる

と４億円、1.8％減少した。

　

投資及び出資金の目的別内訳は、つぎのとおりである。
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昭和40年度末の投資及び出資金の現在高は1,010億円（前年度末814億円）

で、前年度と比べると196億円増加した。

　

なお、これに基金の運用によるものを加えると、その現在高は1,015億円

(819億円）で、前年度末と比べると196億円増加した。

　

その内訳は、つぎのとおりである。
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貸付金の決算額は1,800億円（前年度1,611億円）で、前年度と比べると189

億円、11.7%増加した。

　

貸付金の目的別内訳は、つぎのとおりである。
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昭和40年度末の貸付金の現在高は2,090億円（前年度1,796億円）で、前年

度末と比べると294億円増加した。

　

なお、これに基金の運用によるものを加えると、その現在高は2,168億円

（前年度1,862億円）で、前年度末と比べると306億円増加した。

　

その内訳は、つぎのとおりである。
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(11)繰

　　

出

　　

金

　

繰出金の決算額は385億円(前年度383億円)で、前年度と比べると２億円、

0.5％増加した。

　

繰出金の繰出先別内訳および繰出目的別内訳はっぎのとおりで、公営企業会

計(法非適用の公営企業会計および準公営企業会計)に繰出金総額の71％に当

たる274億円が繰り出されている。また、国民健康保険事業会計に対する繰出

金は75億円で、前年度より20億円減少したが、その繰出目的をみると当会計

の事務費財源および赤字補てんのためのものが圧倒的に多く、依然としてその

繰出額は多額である。
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なお、地方公営企業のうち法適用の公営企業に対する繰出は地方公営企業法

により、補助金、出資金および貸付金として経理されることとなっているが、

これらを法非適用の公営企業および準公営企業に対する繰出金とあわせて地方

公営企業に対する繰出の状況をみるとっぎのとおりで、繰り出した総額は764

億円（前年度669億円）で、前年度と比べると95億円、14.4%増加した。
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0.6a7.7

　

2,3△34.7

　

25

　

32.5

　

33.5

　

26.4△31. 1　H.3△18.8

（五）決算と地方財政計画額との比較

　

昭和40年度の純計決算額(歳入４兆4,780億円，歳出４兆3,651億円)と地

方財政計画額(当初計画額３兆6,121億円)とを比べると，決算額が歳入8,659

億円，歳出7,530億円それぞれ計画額を上回った。

　

昭和40年度決算額と地方財政計画額とを科目別に比べると，つぎのとおり

である。
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区 分

　

与
付
出

方
譲
交
支
方

　

方
方
庫

地
地
地
国
地

　　

歳

決算額

　　

億円
税15,494

税

　　

501

税7,432

金10,898

債

　

3,139

使用料、手数料

諸

　

収

　

入

　

等

1,272

6,044

　　　　　　　　　

入

計画額

　

比

　

較

　　

億円

　　

億円

14,948

　　

546

　　

528

　

a

　

27

7, 132　　300

9,910

　　

988

1,630

　

1,509

　　

705

　　

567

1,268

　

4,776

区 分

費
費
費
費
費

経
経

　

多
経

匹
ご
烈

i
i
-
^
Ｓ
Ｖ
-

与
般

　

持
資

給
一
公
維
投

　

直轄事業負担金

　

補助事業費

　

単独事業費

地方交付税の不交付
団体における平均水
準をこえる経費

　　

歳

決算額

一一一

　　

億円

16,024

10,066

　

1,539

　　

693

15,329

　　

576

9,847

4,906

計画額

出

比 較

　　

位円

　　

億円

13,072

　

2,952

　

7,421

　

2,645

　

1,335

　　

204

　　

902

　

△

　

209

13,113

　

2,216

　　

539

　　　

37

　

7,594

　

2,253

　

4,980

　

△

　

7４

278

　

△

　

278

歳入合計44,780 36, 121　8,659歳　出　合　計43,651 36, 121　7,530

（注）１

　

地方交付税の不交付団体における平均水準をこえる経費については、決算

　　　

額では各項目に含まれている。

　　

２

　

上の表に掲げる計画額のほかに、当初計画策定後歳入において地方税504

　　　

億円、地方譲与税28億円、国庫支出金（節約にかかる分）14億円の計画額減

　　　

少要因があり、一方歳出において給与関係経費689億円、災害復旧事業費584

　　　

億円、一般行政経費（給与改定に伴うもの）12億円の計画額増加要因があり、

　　　

これらの財源としては地方交付税300億円、国庫支出金504億円、地方債550

　　　

億円および諸収入等（積立金のとりくずし）67億円、ならびに既定経費の節

　　　

約4LO億円によって措置された。

（六）資金収支の状況

　

昭和40年度の普通会計における一時借入金の借入れおよび返済の状況はつ

ぎのとおりで、前年度より借入額は増加した。

区 分

第1・4半期

第2・4半期

第3・4半期

第4・4半期

出納整理期

合

　

40

　　

年

　

度
aS道

　

市町

　　

計
?県

　

村

　　　

”

億円

　　

億円

　

億円

772

　　

909 1,681

720

　　

602 1,322

875

　

1,029 1,904

585

　　

969 1,554

　

－

　　　

－

　　

－

　　

入

39年
度

　　

億円

1,476

　　

992

1,680

1、846

計2,952 3,509 6,461　5,994

詐

-
億円
1,028

　　

933

1,318

1,244

　　　

57

4,580
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億円

575

返

　

年

市町

村

-

　

億円

　

33４

　　　　　　　

済
度

　　　

39年

　

38年

　

計

　　

度

　　

度

億円
909

748

　　

582 1,330

599

　　

596 1,195

911

　

1,258 2,169

　　

119

2,952

　　

739

　

858

3,509 6,461

億円
809

896

816

円
６
０
４

　

９
０
８

億
４
８
６

2,425

　

1,824

1,048

　　

776

5,994

　

4,580

一一一一一
一

一一一
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昭和40年度における普通会計(総計)の４半期別収支状況は、つぎのとおり

である。

区 分

40 年

　　

度

都道府県

　　

市町村

　　　

計

　　　　　　　　　　　

億円
収

　　

入

　　

額

　

第１・４半期

　　

6,123

　

第２・４半期

　　

5,829

第３・４半期

第４・４半期

出納整理期

　

合

支

　　

出

計
額

　

8,386

　

7,505

　

2,712

30,555

第１・４半期

　　

5,409

第２・４半期

　　

5,707

第３・４半期

　　

8,540

第４・４半期

　　

7,026

出納整理期

　　

3,767

合

　　　　

計

　　

30,449

億円 億円

　　　　

(26.2)
5,626

　

14,012

　　　　　

(24. 3)

　

5,504

　

13,009

　　　　　

(10.7)

　

3,022

　

5,734

　　　　　

(100.0)

22,934

　

53,489

　　　　　　

(16.9)

　

3,600

　

9,009

　　　　　　

(18.8)

　

･4,283

　

9,990

　　　　　　

(25. 9)

　

5,757

　

14,297

　　　　　　

(23. 5)

　

5,484

　

12,510

　　　　　

(13.9)

　

3,663

　

7,430

　　　　　

(100.0)

22,787

　

53,236

39 年

　　

度

都道府県

　　

市町村

　　

計

億円

　

5,330

　

4,933

　

7,075

　

6,778

　

2,518

26,634

4,549

4,942

7,407

6,666

3,073

　

億円

　　

億円

　　　　

(19.7)

3,903

　

9,233

　　　　

(18.9)

3,933

　

8,866

　　　　

(25.7)

4,965

　

12,040

　　　　

(24.3)

4,591

　

11,369

　　　　

(11.4)

2,814

　

5,332

　　　　

(100.0)

20,206　46,840

４

　
　

４

　
　

０

　

３

　
　

４

９

　

７

　
　

４

　
　

３

　
　

１

２

　
　

７

　
　

０

　

７

　
　

３

３

　
　

３

　

５

　
　

４

　
　

３

26,637　　20,155
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ぐ
１
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Ｉ
ぐ

　

１
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ぐ

（注）収入は、歳入、歳計現金貸付金回収金、他会計借入金および一時借入金借入

　　

額の合計額であり、支出は、歳出、歳計現金貸付金、他会計借入金返済金およ

　　

び一時借入金返済額の合計額である。

　

月別の資金収支の状況および収支に含まれる地方税、国庫から支出されるも

のならびに一時借入金の借入れおよび返済状況をみると、第27図のとおりで

ある。
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資金収支の状況
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L
n

-
^

Ｃ
Ｏ

c
ｓ
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(億円)

その３

　

市

　

町

　

村

（七）国と地方の租税収入と財政支出の実質的配分

　

１

　

国民の租税負担と地方税

　

昭和40年度の租税総額は４兆8,291億円（前年度４兆5,588億円）で、前年

度と比べると2,703億円、5.9％増加した。

　

これを国税と地方税とに分けるとつぎのとおりで、前年度と比べると国税は

1,205億円、3.8％、地方税は1,498億円、10.7％増加した。

区 分

税
税
税
税
計

　
　

県
村

　

方
府
町

　
　

道
市

国
地

　
　
　

合

　

決

40年度

-

　　

億円
32,797

15,494

　

7,823

　

7,671

48,291

算

39年度

-

　

億円

31,592

13,996

7,097

6,899

45, 588

額

　　

決算額構成比増減額構成比

増減額

　　

４0

　　

39

　　

40

　　

39

　　

億円

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

1,205

　

67.9

　

69.3

　

44.6

　

69.6

1,498

　

32. 1　30.7　55.4　30.4

　　

726

　

16.2

　

15.6

　

26.8

　

17.0

　　

772

　

15.9

　

15.1　28.6　13.4

2,703 100.0 100.0 100.0 100.0

　　

％

　

3.8

10.7

10.2

Ｈ.2

　

5.9

　

S

15.7

15.4

17.2

i3.6

15.6

　

租税の国民所得に対する割合（租税負担率）はらぎのとおりで、前年度と比

べるとその負担率は総額で0.9％、国税で0.9％それぞれ低くなっている9∧
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国
地

合

区

方

県
村

府
町

道
市

分

税
税
税
税
計

4０

　

年

　

度

　　

％

13. 1

　

6,2

　

3.1

　

3.1

19.3

39

　

年度

　　

％

14.0

　

6.2

　

3.1

　

3.1

20.2

　

２

　

租税の実質的配分

　

租税総額に占める国税と地方税との割合はそれぞれ67.9%および32.1％で

ある。しかし、国は国税として徴収した額の一部を地方交付税、地方譲与税お

よび国庫支出金として地方公共団体に交付し、地方公共団体は地方税として徴

収した額の一部を国直轄事業負担金として国に納付している。このような関係

を調整して国と地方との間の租税の実質的な配分状況をみると、収入の割合と

は逆転して、地方公共団体69.6%、国30.4%となっている。

　

国と地方との間の租税の実質的な配分状況の推移は、つぎのとおりである。

6
7
8
9
0

3
3
3
3
4

区

年
年
年
年
年

分

３

　

純

　

計

　

規

度
度
度
度
度

　　

租

　

税

国

　　

税

　　

％

71. 1

69.3

69.2

69.3

67.9

内

　

訳

地方税

-

　　　

％

　　

28.9

　　

30.7

　　

30.8

　　

30.7

　　

32. 1

　

実質的配分

国

　　　

地

　　

方

　　

％

　　　　　

％

　

39.5

　　　　

60.5

　

35. 1　　　　64.9

　

34.3

　　　　

65.7

　

34.8

　　　　

65.2

　

30.4

　　　　

69.6

模

　

昭和40年度における国（一般会計、交付税及び譲与税配付金特別会計、公共

事業関係の５特別会計の７会計の純計）と地方（普通会計）の歳出の純計規模

は、６兆3,011億円（前年度５兆5,759億円）で、前年度と比べると7,252億

円、13.0％増加した。

　　　　　　　　　　　　　　　　

－139－

-

－

匹一一一一一一一



地

　
　

重

区

　

国

　

地

純

国

方

計

　

凶十(μ)

　

複

　　

額

か

方

ら
か
計

地
ら

分

3
　
＠
　
Ｓ
　
Ｓ

方へ

国へ

36年度

　　

億円

21,645

23,911

45, 556

10,660

10,279

　　

381

(C)-(D) 34,896

37年度

-

　

億円

26, 447

28,874

55,321

12,710

12,264

　

446

42,611

38年度

-

　　

億円
31,389

33,088

64, A77

14,849

14,321

　　

528

49,628

39年度

-

　　

億円
34,524

38,220

72,744

16,985

16,363

　　

622

55,759

40年度

-

　

億円
38,883

43,651

82,634

19,523

18,831

　

692

63,011

　

この純計歳出額を最終支出者としての国と地方とに分けるとつぎのとおり

で、前年度と比べると国は1,891億円、10.4％、地方は5,361億円、14.3%そ

れぞれ増加した。

区

　　　　

実

　　　　　　　　　　

額

　　　　

31～33年度平均を100と

分

　　　　　　　　　　　

3早男葦38年39年40年

　　

36年度37年度38年度39年度40年度

　

度

　

度

　

度

　

度

　

度

　　　　　　　　　　

億円

　　

億円

　　

億円

　　

億円

　　

億円
純

　

計

　

規

　

模34, 896 42,611 49,628 £5,759 63,011　170　208　242　272 30ｱ

　　　　

国

　　　

11,366 14,183 17,068 18,161 20,052　158 197 237 252 278

　　

国

　　　

11,366 14,183 17,068 18,161 20,052

（国の構成比%) 32.6　33.3　34.4　32.6　31.8

地

　　　　　

方23, 530 28, 428 32,560 37,598 42,959

（地方の構成比%) 67.4　66.7　65.6　67.4　68.2

（八）地方財政の財貨サービス購入

177

　

－

　

－

　　

一

　

一

　

－

214

　

245

　

282 323

　

－

　　

一

　

一

　

昭和40年度の国民総支出は31兆3,448億円(前年度28兆4,071億円)で、

前年度と比べると２兆9,377億円、10.3％増加した。

　

昭和40年度の政府の財貨サービス購入額を国民総支出との対比でみるとつ

ぎのとおりで、中央、地方を通じて財貨サービス購入額の増加率は国民総支出

のそれを上まわり、その結果前年度と比べると、これらの額の国民総支出に占

める比重は増大している。ことに、政府の財貨サービス購入額の増加額が国民

総支出の増加額に占める割合は32.0％(前年度19.3%)と前年度に比してその

寄与の度合の向上は著しいものがある。
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区

　　　

分 4０年度

　

39年度

　

増減額

　　　　　　　　　

億円

　　

億円
国民総支出313,448 284,071

　

讐腐交財貨サ‾ビ

　

64,185　54, 777

中
地

央

　

31,845

　

26, 565

方

　

32,340

　

28,212

実額構成比

　

４０

　　

39

増減額構成比

　

40

　　

39

　　

億円

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％
29,377 100.0 100.0 100.0 100.0

　

9,408

　

20.5

　

19.3

　

32.0

　

19.3

　

5,280

　

10.2

　

9.4

　

18.0

　

7．9

　

4,128　10.3　9.9　14.0　11.4

　　

％

10.3

17.2

19.9

14.6

　　

％

14.9

14.9

12.2

17.5

　

昭和40年度の地方の財貨サービス購入額の内訳は、つぎのとおりである。

　

普通会計の資本形成の伸びが前年度を上まわつているため、これに支えられ
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普通会計は普通会計歳出額（地方公共団体の純計額）から地方公共団体が

　

最終需要者として購入したものといえない支出額（中央財政との重複、扶助

　

費等）を控除したものである。

２

　

非企業会計とは地方公共団体の会計のうち病院、公共下水道、国民健康保

　

険、公益質屋、農業共済の各事業にかかる会計である。

３

　

企業会計とは、地方公共団体の会計のうち普通会計にも非企業会計にも属

　

さない会計である。

　

地方公営事業決算の状況
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地方公営企業の概況

（１）概 要
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事業数および経営規模

　

この数年来、地方公営企業は、その数においても、また、その規模において

もめざましい伸展をみせているが、昭和40年度も前年にひきっづき大幅な伸

びをみせた。

　

まず、事業数では、前年度の5,798事業から5,955事業へと昭和40年度に

おいて157事業、2.7%の増をみせ、昭和35年度の4,771事業に比べるとこの

５年間で約25％増加しており、毎年おおむね200ないし300の事業が新しく

増加してきている。

　

昭和40年度においてとくに大きな伸びをみた事業は、上

水道事業(増加事業数51)、観光施設事業(同40)、宅地造成事業(同27)であ

り、他の事業ではわずかの増にとどまった。
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このような事業数の増加とならんで、建設投資の額もここ数年急速に.増大し
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ており。昭和40年度は4,863億円で対前年16.3%増、昭和35年度に比べて

約３倍に増加し、特に上水道、下水道および地下鉄等の都市の生活環境整備の

事業については伸びが著しい。
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また、経営規模（決算における支出額）もここ数年、年々おおむね２割から

３割という増加テンポをたどっており、昭和40年度は前年度の8,956億円か

ら１兆503億円へと、はじめて１兆円の大台にのり、対前年17.3%の増、昭

和35年度に比べると約３倍となっている。
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地方公営企業の経営規模の推移

区 分

道
道
通
気
ス
院
道
備
成
設
等

　

水

　
　
　
　
　

水
整
造
施

水
用

　
　
　
　
　

下

　
　
　
　

場
計

　

業

　
　
　
　
　

共
湾
地
光

上
工
交
電
が
病
公
港
宅
観
市

40年度

　

㈲

-

　　

億円

　

2,787

　

483

1,490

　

384

　　

72

1,592

1.000

1
0
1
3
3

1
6
6
6
0

3
7
1
４
5

1

　
　
　
　
　

０

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

39び

-
Ｊ;

　

462

1ご

回

5
3
6
6
6

1
４
0
5
5

2
5
1
3
9

1

　
　
　
　
　

８

対前年度増加額

　　

(A)－CB)

円
8
1
8
8
8
5
4
6

　

7
5

　

7
7

　

1
2
9

　
　
　
　

1
0
9
1
5
0
4

億
４

　
　

１

　
　
　
　

２
２

　
　

２

　
　

１
５

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

WI
％
６

　

Ｕ
３
Ｃ
Ｏ
―
.
l
O
v
Ｄ
＼
Ｏ
Ｃ
Ｔ
v
O
O
V
―
'
C
O

　
　

－

　

・

　

Ｉ

　

Ｉ

　

儡

　

・

　

自

　

Ｉ

　

Ｉ

　

Ｉ

　

Ｉ

　

一

　
　

7
4
5
2
2
5
5
7
0
1
0
7

　
　

－

　
　

―

　
　

。
１
１
２

　
　

4
5
3
1

　

また、職員数では総数27万人に達し、昭和35年度末に比較して、約３割の、

増加となっている。

第28図

　

地方公営企業の事業数

　　　　

の推移
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第29図

　

地方公営企業の建設投

　　　

資額の推移
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募30図地方公営企業の経営規

　　　

模の推移

急 急

第31図

　

地方公営企業の職員数

　　　　

の推移

|| 孟 急

イ

　

各事業の状況

地方公営企業の各事業別の状況は、つぎのとおりである。

　

(ア)事業数では、簡易水道事業2,000(地方公営企業全体の33.6%)が

最も多く、つづいて上水道事業l,260(同21.2％)、病院事業796 (同13.4%)、

と畜場事業481 (同8.1％)、宅地造成事業340 (同5.7％)、観光施設事業289

(同4.9％)、公共下水道事業178 (同2.9％)、交通事業174 (同2.9％)、港湾

整備事業132 (同2.2％)、その他の事業305(同5.1％)となっている。
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事業数でみた地方公営

　　　

企業の状況
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第34図

　

経営規模でみた地方公

　　　

営企業の状況

第35図

　

職員数でみた地方公営

　　　　

企業の状況
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電気4,209人

　

(1.6%り

　　

(イ)建設投資額では、水道事業1,336億円(地方公営企業全体の27.5

　

％)、つづいて港湾整備事業782億円(同16.1%)、公共下水道事業753億円

　

(同15.5%)、宅地造成事業554億円(同11.4％)、交通事業412億円(うち地

　

下鉄320億円)(同8.5％うち地下鉄6.6％)等となっている。

　　

(ウ)経営規模では、上水道事業2,787億円(地方公営企業全体の26.5%)、

　

病院事業1,592億円(同15.2%)、交通事業1,490億円(同14.2%)、港湾整

　

備事業1,311億円(同12.5％)、公共下水道事業1,000億円(同9.5％)がと

　

くに大きく、これら５事業で全体の８割近くを占めている。

　　

(エ)職員数では、最も多いのは病院事業10万人で、ついで交通事業7

　

万５千人、水道事業５万４千人、公共下水道事業１万１千人等の順となって

　

おり、病院、交通および水道の３事業で全職員の９割近くを占めている・

　

ウ

　

地方公営企業の普通会計に対する地位

　

この結果、地方公営企業が地方公共団体の行政の中で占める地位は、ここ数

年来急速に高まり、決算規模では普通会計の純計決算規模(歳出総額)に比べ

て４分の１近くに、また、建設投資額でも普通会計の普通建設事業費の約４割

にヽ職員では、普通会計職員(教育、警察および消防職員を除く。)の約３割

に達し、年々その比率が高くなってきている。
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大都市の地方公営企業の占める地位

　

地方公営企業において、東京都および横浜市、名古屋市、京都市、大阪市、

神戸市、北九州市（以下「七大都市」という。）の占める地位は、事業数ではわ

ずかであるが、経営規模（上水道、交通、病院、工業用水道および公共下水道

のみで比較）では約２割、職員数では約３割を占めており、また、これらの都

市において普通会計に対する地位は､決算規模では、普通会計に比べて約５割、

職員数では約８割となっている。
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全公益事業の中で占める地位

　

っぎに、地方公営企業が公私営を含めた全公益事業の中で占める地位は、つ

ぎのとおりである。

　　

（ア）上水道事業は、事業数1,271のうち、民営ｎを除いた1,260が公

　

営である。

　　

（イ）工業用水道事業は、全部公営である。

　　

（ウ）軌道事業および地方鉄道事業は、年間輸送人員で全体の約２割５分

　　　　

が公営である。

　　

（エ）自動車運送（乗合）事業は、年間輸送人員で全体の約２割５分が公営

　　　　

である。

　　

（オ）病院事業は、病院数で全体の約１割４分、病床数で全体の約２割が

　

公営である。

　　

なお､このほか公共下水道事業や簡易水道事業は全部公営で占めているが、

　

電気事業やガス事業は公営の比重は小さく、電気が約3％（年間発生電力量）、

　

ガスが約5％（年間ガス供給量）となっている。
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府県営公営企業の伸展

　

従来、地方公営企業は、上＝下水道、電車、バス事業等のように、住民の日

常生活に密接に結びつき、したがってその経営主体は住民に最も身近な市町村

において行なわれる傾向が強かったが、最近では地域開発のための各種の地方

公営企業や経済圏の広域化に伴い広域経営を必要とする地方公営企業が府県に

おいて相ついで開始され、ここ数年の間にその事業数、事業量とも急速な伸展

をみせている。

　

現在、府県が行なっている主な事業をみると、

　

（ｉ）地域開発等の産業基盤整備のための事業（工業用水道事業、港湾整備

　　

事業、宅地造成事業等）

　

(ii)水源の確保等広域的、総合的観点からその計画と経営が必要とされる

　　

事業（広域水道事業、広域公共下水道事業等）

　

(iii)市町村の段階ないしその能力では困難であるため、府県の段階におい

　　

て実施することが望ましいと考えられる事業（基幹病院、特殊専門病院、

　　

有料道路事業等）

　

等であるが、ほとんどの府県において、平均3～4のこれらの事業を実施し

　

ており、そのための経営組織として企業局等の特別の部局を設けているとこ

　

ろが多い。

　

キ

　

経理体制の整備

　

昭和40年度末において、地方公営企業法を適用して企業会計方式を採用し

ている事業（以下、「法適用企業」という。）の数は1,260事業であり、前年度

末の1,171事業に対し7.6％（89事業）の増加をみせ、地方公営企業の総事業

数に占める比率において、前年度の20.2％から21.2%へとその比重を高めて

いる。

　

昭和35年度の法適用企業数(402事業）に比べるとわずか５年間で約３倍に

増加したことになり、地方公営企業の経理体制が急速に整備されつつあること

がわかる。法適用企業の割合を事業別にみると、上水道事業38.3%、工業用水

道事業72.2%、交通事業51.7%、電気事業79.1%、ガス事業84.5%、病院事

業42.7%となっている。
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(２)経

　

営

　

状

　

況

ア

　

損益収支

　

(ア)このような地方公営企業の伸展の反面、その経営状況はここ数年来

急速に悪化の傾向をたどってきたが、昭和40年度においても、法適用企業

で新たに単年度赤字323億円(前年度299億円)が生じ、この結果、累積欠損

金は前年度の659億円から948億円と、年間営業収益の26.4%に達するに

いたった。

　　　　　　　　　

法適用企業の収支状況
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営業収益には、受託工事収益を含まない。以下、各収支状況の表において

　

同じ。
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主要法適用企業の総収益対総費用比率の推移
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いまこれを前年度と比較すると、昭和40年度は水道、交通、病院等の事

業においてある程度料金および社会保険診療報酬の改訂が行なわれたこと等

を反映して､全体として単年度赤字事業数の割合は前年度の34.4%から29.3

％へと低下し、また、単年度赤字もその額においては若干増加したが、営業

収益に対する割合では、前年度の9.7％から8.7％へとわずかに低下し、ま

た単年度の経営状況をあらわす総収益対総費用比率も、これまで年々低下し

てきたのが、昭和40年度は各事業ともおおむね横ばいの傾向を示し、これ

までの赤字増加のすう勢は全般的にはわずかながら鈍化したといえる。しか

し、累積欠損金は依然として増大しており、累積欠損金の営業収益に対する

割合は前年度の21.4%から26.4%へとさらに高まった。

　

(イ)事業別にみると、交通７割５分、工業用水道４割、上水道および病

院２割５分の各事業が単年赤字を出しており､単年度赤字額323億円のうち、

交通185億円(全体の57.3%)、上水道88億円(同27.2%)、病院21億円(同

6.5％)、公共下水道10億円(同3.1％)、工業用水道７億円(同2.2%)であ

り、営業収益に対する単年度赤字額の割合は、交通23.9%、上水道8.0％、

病院2.2%、工業用水道7.9%となっている。また､累積欠損金の額では、総

額948億円のうち交通613億円(全体の64.7%)、上水道212億円(同22.4%)、

病院55億円(同5.8％)、公共下水道28億円(同3.0％)、工業用水道19億円

(同2.0％)であり、営業収益に対する累積欠損金の割合は、交通79.1%、
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累積欠損金の事業別内訳とその推移
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総
総

　

純

公共下水道24.6%、工業用水道22.7%、上水道19.3%、病院5.7％等とな

っている。

　

（ウ）経営主体別にみると、単年度赤字額のうち約８割は七大都市分であ

り、累積欠損金においてもその８割近くが七大都市分となっている。前年度

と比較すると、概して七大都市は経営悪化の度合が一そう強まっているのに

対し七大都市以外では一般に赤字増加の度合がやや鈍化している。
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料金の改訂と資本費および人件費の上昇

　

昭和40年度は、前年度にとられた｢公共料金の１年度据置措置｣が緩和さ

れたことに伴い、上水道では154事業(全体の30.1%)、バスでは23事業(同

48.9%)、路面電車では３事業(同21.4%)、工業用水道では15事業(同20.8

％)が料金改訂を実施し、また、病院事業についても、昭和40年１月より社会

保険診療報酬の改訂(9.5％)が実施された。

　

しかし、他方、給与改訂による人件費の増加および施設の建設拡充に伴り資

本費の増加がコストの上昇の大きな圧力となっていることが注目される。
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資本費の上昇傾向

　　　

(l)料金収入に対する企業債元

　　　　

(2)料金収入に対する支払利息
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（ア）企業債元利償還額の料金収入に対する割合は、上水道38.3%、工業

用水道97.8%、地下鉄86.0％、公共下水道96.1%でいずれも前年度に比べ

てその比重を高めている。また、支払利息の料金収入に対する割合は、上水

道27.2%、地下鉄60.9%、工業用水道54.3%、公共下水道73.4%となって

おり資本費の急激な増こうが目立っている。

　

（イ）人件費の料金収入に対する割合は、法適用企業の平均では46.2%

であったが、交通は87.1%、病院51.5%、上水道37.5%で前年度に比べる

と横ばいないし若干低下している。しかし、交通事業のうち路面電車にっい
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ては、前年度の111.8%からさらに高まって123.1%となっており、料金収

入の全額を人件費に充ててもなお不足という状態になっている。
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料金収入に対する職員給与費の割合
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ウ

　

建設投資とその財源

　

地方公営企業の建設投資は、ここ数年、年率２割ないし４割程度の伸びを示

しており、昭和40年度においては4,863億円（前年度より681億円増）となっ

ているが、これをまかなう財源としては事業によっても異なるが、おおむね５

割ないし９割が企業債となっている。このため、建設投資の急速な伸びを反映

して、企業債の額は、昭和35年度の965億円（許可実績）から昭和40年度に

は3,678億円（ほかに交付公債281億円）へと４倍近く増大し、とくに上水道

は3,4倍、地下鉄は４倍に伸びている。

　

なお、昭和40年度末の企業債現在高（法非適用企業分を含む。）は１兆4,844

億円であり、前年度末１兆2,157億円に対して2,687億円22.1%の増である。

これを事業別にみると、上水道が最も多くて4,920億円（全体の33. ＼%)つづ

いて港湾整備1,860億円（同12.6%)、交通1,641億円（同ｎ.1％）、電気1,622

億円（同10.9％）となっている。
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企業債現在高の事業別内訳
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資本構成の変化
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法適用企業の資産総額は、昭和40年度においてはじめて２兆円をこえるに

ｔヽたったが、前述のような企業債の増大の結果、昭和40年度末の貸借対照表

　　

第41図

　

地方公営企業め貸借対照表

　　　

第42図

　

自己資本構成比率の推移
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企業憤現在高
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では、借入資本金が資産総額の半ば以上に相当する額に達し、自己資本金わ

はずか20.7％（前年度22. 5%)となっている。　この結果、自己資本構成比率

（でJJVWVX100）は昭和30年度の67.9%から35年度42.4%、38年度28.8

％、39年度25.8%、40年度24.3%と急速に低下している。

　

なお、固定資産の取得が長期資本（自己資本金十借入資本金十固定負債）に

よって全額まかなわれないで、一時借入金等の短期資金（流動負債）の回転に

よってまかなわれている部分があり、このため固定資産対長期資本比率

自己
が交通127.5%、ガス103.2%、病

院102.0％、水道100.6％となっており健全な状態とはいえない。

　

オ

　

資本的収支と資金不足の状況

　

急速に増大する建設投資の財源である企業債の大幅な増加を反映して、昭和

40年度の資本的支出においては建設改良費および企業債償還金が増加した(前

年比15.8%および25.9%増)反面、損益収支の悪化のため内部資金を充当で

きる割合I(Jy回vyｘ100)が前年度の10.2%から9.3％へとさらに低下し、

資金不足額は282億円(資本的支出に対して6.4％)に達している。

　

この資金

不足額は結局一時借入金等の短期資金によって措置されているわけであるが、

とくに水道107億円(資本的支出の7.8％)、交通87億円(同17. 4%)の資金不

足が目立っている。
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事業別法適用企業の資本的収支方状況

区 分

　

全事業水
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5

　

1

　　

64

　

13

　　

7

　

10

　

53

4,422

　

1,309

　　

337

　

498

　

224

　　

23

　

174

　　

521 1,336

　　　

(B)/(A)×100%

　　

71.8

　

84.9

　

71.9

　

90.2

　

73.1　57.5　50.3　61.9 55.1

(注)内部資金には繰越工事資金は含まない。以下｢資本的収支の状況｣の表におい

　　

て同じ。

　

ヵ

　

他会計からの繰入れの状況

　

一般会計または他の特別会計からの繰入金は、法適用企業および法非適用企

業をあわせた全体では前年度の612億円から706億円へと94億円、15.4%増

加し、このうち損益収支に対しては収益的収入の5.3%にあたる267億円、資

本的収支に対しては資本的収入の8.4％にあたる438億円が40年度において

一般会計等から繰り入れられている。

　

キ

　

法非適用企業の経営状況

　

企業会計方式を採用していない地方公営企業は4,739事業（ただし、年度途

中で法適用企業となったものを含む。）であるが、これを実質収支でみると

3,824事業（全体の80.7％）が黒字（78億円）、915事業（同19.3%)が赤字

(146億円）となっている。

　

いまこれを法適用企業の総収益対総費用比率にほ

ぼ相当する比率（「収益的収入」の「収益的支出に企業債償還金を加えたもの」

に対する比率）でみると、全事業平均では116.4% (前年度115.4%)であり。
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事業別にみると100％以上のものは宅地造成229.4%、港湾整備132.6%、観

光施設103.5%、ガス152.5%、簡易水道106. ＼%、交通(主として船舶運航)

115.1%、病院102.4%、電気106.8％、上水道104. Woであり、100％未満の

ものは工業用水道64.9%、公共下水道85.2%、と畜場87.0％、市場94.5%と

なっている。

２

　

事業別状況

（1）水道事業（上水道事業および簡易水道事業）

ア

　

事

　　

業

　　

数

　

(ア)昭和40年度末の水道事業の事業数は、3,260 (法適用企業506、法

非適用企業2, 754)で、前年度より55事業、1.7%増加した。事業別では、

上水道1,260、簡易水道2,000であり、経営主体別では、都道府県営13、大

都市営6、市営772、町村営2,41〇、一部事務組合営59となっている。

　

(イ)都市人口の増加、１人当り使用水量の増加に対応して水源を市町村

内に求めることが次第に困難となり、このため水源の確保とその合理的配

分、経営の合理化等の見地から水道事業については市町村の区域を超えた広

域経営として府県営または一部事務組合営がふえてきている。

イ

　

経営規模および利用状況

　

(ア)給水人口および給水量についてみると、最近における都市人口の増

大、生活水準の向上による水使用量の増加、農漁村地域への水道普及を反映

してひきっづき大きな伸びをつづけており、給水人口は昭和40年度末6,353

万人で対前年318万人、5.3％の増、給水量は48億1,000万立方米で、３億

100万立方米、6.7%の増となっている。これを昭和35年度と比べると給水

人口は約３割の増、給水量は５割以上の増をみせ、１人当り使用水量の増加

を反映して給水量の増加が給水人口のそれを上回っている。

　

このような伸展により、水道普及率(鸞Jyﾔy(j回ﾖ)は昭和30年度の322

％から40年度には68.4％へと２倍以上に伸びている。

　

なお、昭和40年度末の給水人口および給水量について、上水道と簡易水
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道との分担割合をみると上水道5,643万人(全体の88.8％)、簡易水道711

万人(全体の11.2%)であり、給水量は上水道45億4,400万立方米(全体

､の94.5%)、簡易水道２億6,600万立方米(全体の5.5%)となっている、

　

(イ)このような給水人口および給水量の急速な伸びに対応して、水道施

設の建設拡張も、ここ数年来急速なテンポで進められ、昭和40年度の建設

投資額は1,420億円となっており、対前年199億円、16.3％の伸びをみせ、

その増勢テンポは平均して対前年比おおむね２割ないし３割の率となってい

る。しかも、この増加する建設投資額のうち約５割にあたる約700億円は東

京周辺(東京、埼玉、千葉、神奈川)、大阪周辺(大阪、兵庫)および名古屋

周辺の三大工業地帯に投下されており、昭和35年度におけるこの地帯への

投下額が全体の約３割の比重であっだのに比べると年を追ってこれらの地域

の比率が高まってきている。

　　　　　　　

水道事業の建設投資額および企業債の増加状況

　

区
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616

　　

759

1,010

1,221

1,420

伸長率40/35

　

(35=100)

　　　　

274.1

（注）法非適用企業を含む。
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なお、この建設資金としては、企業債1,149億円(80.9%)、自己資金128

億円(9.0％)、その他143億円(10.1％)となっている。

　

(ウ)以上のようなめざましい建設投資の増加によって、水の需給関係は

漸次改善の方向に向い、とくに昭和40年度は経済界の不況による工場用水

の需要の減退および全国的に夏場のピーク時が低温であったため需要の伸び

がやや鈍化したことも原因して昭和39年夏にみられたような断減水、給水
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制限等の事態はみられなかった。

　

しかし、最大稼動率[二]ﾀjkで回回しｸﾞ:×100)は1012％と前年度(1003％)

にひきっづき100％を超え、ピーク時には施設能力を超える配水が行なわれ

ている状態となっている。とくに七大都市においてはこの率が119.5%であ

り、今後における給水量の増加のすう勢を考えるならば施設の建設は今後と

も続けることが必要であると考えられる。

ウ

　

経

　

営

　

状

　

況

　

(ア)法適用企業の状況

　　

(ｉ)損益収支

　　

昭和40年度において単年度赤字を生じた事業数は122事業、全体の

　

24.3%であり、昭和37年度以降３割台をつづけていた赤字事業数比率は

　

４年ぶりに２割台に低下した。しかし、累積欠損金、不良債務のある事業

　

数は、依然として前年度と同様約３割５分を占めている。

　　

これを赤字額でみると、単年度赤字額は前年度の79億円から88億円へ

　

とわずかに増加しているが、このうち８割近い66億円は東京都の赤字

　

であり、これを別にすれば、単年度赤字額は前年度の33億円から21億円

　

へと減少している。

　　

なお、これとともに累積欠損金の額は前年度の137億円から212億円

　

に、不良債務の額は145億円から240億円へとそれぞれ増加しているが、

　

東京都を別にすれば累積欠損金の額は前年度の75億円から83億円へと８

　

億円の増(対前年ｎ.3％増)、不良債務額は95億円から114億円へと19

　

億円の増(同19.6%の増)にとどまっている。
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建設中の事業は含まない。
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規模別に収支状況をみると、七大都市および給水人口５万～10万未満の

団体を除いて、いずれも前年度との比較では、赤字を出しつつも収支はや

や好転している。七大都市の収支状況が特に悪いのは、主として東京都の

収支悪化を反映したものであり、給水人口５万～10万未満の団体の場合

は、料金改訂を行なった企業が比較的少なかったためであるとみられる。

　

(ii)料金の改訂状況

　

昭和40年度は、昭和39年度にとられた「公共料金の１年間据置措置」

が緩和されたのに伴い、法適用上水道の約３割にあたる154事業において

料金改訂が実施された。

　

このほか、昭和40年度中に料金改訂の議会の議

決を終り、昭和41年度より実施する予定のものが38事業ある。

　

なお、水道料金（家庭用）は、10m8当り最低100円から最高660円（平

均約250円）までとその格差が大きいが、概して最近建設された小規模町

村の水道事業ほど高くなっている。
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(iii)資本費と人件費の上昇

　

このように各都市においてあいついで料金改訂が必要とされてきた主な

原因は、最近における急激な水道施設の拡充に伴い、減価償却費、支払利

息等いわゆる資本費が年々急速に増大して、コスト上昇の大きな要因とな

ったためである。企業債元利償還額の料金収入に対する割合は前年度の

35.7%から36.4%へと、支払利息の料金収入に対する割合は前年度の

25.1%から27.2%へといずれもやや上昇している。

　

このような状況は７

大都市及び給水人口15,000未満の小規模水道においてとくに大きく、企

業債元利償還額の料金収入に対する割合は約４割にたっしている。

　　

第43図

　

企業債元利償還額の料金収入に対する割合(法適用企業)
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（注）人口区分は、給水人口による。

　

（iｖ）資本的収支

　

資本的支出の額は1,309億円で、うち建設改良費1,189億円であったが

これをまかなう財源として企業債1,010億円が充当されているが､昭和40

年度は景気対策の一環として水道事業にも企業債の追加増額が行なわれた

こと等もあり、資本的支出の財源構成において企業債の比重が前年度76.2

％から77.2%へとやや高まった。

　

他方、内部資金を充当した割合は低下

し、資金不足額は107億円（資本的支出の8.2％）となった。

　

また固定資産対長期資本比率は100.6％（前年度99.8%)と100％の線を

超えたが、東京都（106.1％）を除けば98.9%であり、固定資産の一部を
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一時借入金等の短期資金の回転によってまかなっている状況がうかがわれ

る。なお、流動比率がはじめて100％を割り、資金繰りが極めて苦しくな

ってきていることを示している。

　　　　　　　

水道事業の資本的収支の状況（法適用企業）

区 分

資

　

本

　

的

　

支

　

出

　

建

　

設

　

改

　

良

上

企業債償還

そ

記

の
計

財 源

費
金
他

金
金
債

資
資
業

部
部
企

　
　

ち

内
外
う

　　　

他会計出資金

　　　

他会計借入金

　　　

他会計補助金

　　　　

計

差引資金不足

決

　　

算

　　

額

40年度
-

　

億円

1,189

　

109

　

11

1,309
-

　

億円

　

125

1,077

1,010

　　

7

　　

9

　　

2

1,202
-

　

107

39年度

-

　

億円

1｡007

　

115

　

14

1,136

一

　

億円

2
1
6
6
2
3
4

1
5
6

　
　

1

　
　

6

1
9
8

　
　
　
　

0

『

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

ト
り

　

構

　　

成

　　

比

40年度

　　

39年度

　　

％

　　　　

％

90.8

　

8.4

　

0.8
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100.0
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0.2

100.0
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8.２

　

9.8

　

83.7

　

76.2

　

0.6

　

0.9

　

0.2

100.0
-

　

6.5

対前年度

増減率
-

　

％

　

18.1

△5.2

a 21.4

　

15.2
-

　　

％

　

11.6

　

13.2

　

16.6

　

16.7

△25.0

△33.4

　

15.2
-

　

48.6

(注)内部資金には、繰越工事資金は含まない。

　

(イ)法非適用企業の経営状況

　

法非適用の水道事業については。上水道事業の564事業(72.6%)が黒字

(11億円)、213事業(27.4%)が赤字(20億円)であり、簡易水道事業は1,977

事業のうち1,751事業(88.6％)が黒字(９億円)、226事業(11.4％)が赤字

(６億円)である。収益的収支比率は、上水道では104.9% (前年度101.5％)、

簡易水道では106.1％(前年度103.0％)となっており、全般的には経営状況

は前年度よりややよくなっている。

（２）工業用水道事業

ア

　

事業数、施設利用率および建設投資額

昭和40年度の工業用水道の事業数は72(法適用企業52、法非適用企業20)、
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地点数では116地点、給水会社数では1,436社を数えており、これらを前年度

に比べると事業数では７事業（10.8％）の増、地点数では13地点（12.6％）Ｏ

増、給水会社数では239社（20.0％）の増となっている。また、これとともに。

年間総配水量も17億6,000万立方米となり、前年度の13億9,000万立方米よ

り３億7,000万立方米(26.6%)の増加をみせている。

　

経営主体別では、都道府県営35、大都市営5、市営26、町村営2、一部事務

組合営４となっており、全体のほぼ半数が都道府県営である。

　

つぎに工業用水道（法適用企業及び法非適用企業）の建設投資の状況をみる

と、昭和37年度および38年度においてはいずれも対前年６割ないし８割の増

という大きな伸びをみせたのに対し、昭和39年度は対前年6.1％増とわずか

な伸びにとどまり、さらに昭和40年度は投資額343億円（前年度より15億円

の減）で対前年4.3%の減という結果をみせている。施設利用率をみると昭和

40年度において１日配水能力780万立方米に対し、１日平均配水量は490万立

方米と約６割にすぎず、多くの工業用水道がかなり先行投資の状態にあること

を示している。また、将来の工業用水需要に備えて水利権を確保するため、ダ

ム等の建設について行なわれる先行投資が地域によっては相当な額にのぼり、

これが工業用水道の財政の大きな負担となっている。

　

イ

　

経

　

営

　

状

　

況

　　

（ア）損益収支

　　

工業用水道については、昭和40年度においては、建設中のものを除き、

　

45事業のうち18事業（全体の40.0％）が赤字（７億円）であり、前年度の赤

　

字事業数の比率(34.2%)に比べてさらに増加をみせている。また、赤字額Ｏ

　

営業収益に対する割合は単年度赤字では8.1％であるが、累積欠損金（19億

　

円）では23.4% (前年度24.6%)におよんでいる。なお、工業用水道に対し

　

ては、昭和40年度において一般会計等から８億円（収益的収入の6.9％、前

　

年度は６億円）の繰り入れが行なわれているので、これらの繰り入れがない

　

ものとしてみればさらに赤字が大きくなる。また、四大工業地帯、新産工特

　

地区、その他地区に分けて経営状況をみると、四大工業地帯と新産工特地区

　

では約半数の事業が赤字になっているのに対しその他地区では赤字事業数は
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２割以下にとどまっており、また、単年度赤字額は新産工特地区では営業収

益に対して12.2%、つづいて四大工業地帯9.1％、その他地域は1.9％と

なっている。

区

工業用水道事業の収支状況（法適用企業）
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（注）（

　　

）内は事業数を示す。事業数には建設中の事業は含まない。

対前年度

増減率

-

　　

％

　

54.3

　

52.5

32.8

　

3.7

37.2

△16.7

　

44.7

　　　

％

　　

5.8

△

　

1.6

△10.2

　　

2.0

　　

（イ）資本的収支

　　

資本的収支においては、前年度からひきつづいた経済界の不況を反映して

　

建設投資額が前年度の318億円から296億円へと6.7％の減を示し、その財

　

源である企業債の額も前年度の229億円から213億円へと8.5％の減少をみ

　

せた。

　　

また、一般会計等から資本的収支への繰入額は20億円で、資本的支出額

　

の5.8％であり、前年度の9.0％に比べて減少しているが、これは建設投資

の減少に対応するものとみられる。なお、施設の建設拡充に伴い、資本費の増

加が著しく、企業債元利償還額の料金収入に対する割合も前年度の77.9%か

ら97.8%へと急激に高まり経営の苦しさを示している。
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(ウ)法非適用企業の経営状況

　

法非適用の工業用水道事業については、20事業のうち14事業が現在建設

中であるが、実質収支では17事業が黒字(8,000万円)、３事業が赤字(2,000

万円)となっている。

　

なお、稼動中の事業の収益的収支比率は、前年度の

84.0%から64.9%に低下し、経営状況は悪化している。

(３)交

　

通

　

事

　

業

ア

　

事業数および経営規模

　

(ア)公営の交通事業は、昭和40年度末において六大都市(東京都、横浜

市、名古屋市、京都市、大阪市、神戸市をいう。)をはじめとして全国で174

事業(バス51、路面電車13、地下鉄3、トロリーバス4、索道０－プウェイ

等)31、モノレール２(建設中１を含む)、その他の軌道及び地方鉄道9、船舶

61)を数え、年間輸送人員は46億人、一日平均約1,250万人(うちバス650

万人、路面電車420万人、地下鉄140万人)に達しているが、このうち920

万人(全体の73.6%)は六大都市によって占められている。

　

なお、経営主体別では、都道府県営7、六大都市営19、市営74、町村営

69、一部事務組合営５となっている。

　

(イ)交通事業は最近における都市人口の増加、都市圏の拡大、それに伴

う通勤人口の増大と通勤の遠距離化などにより急速な伸展と変ぼうをとげて

いるが、このような情勢の変化に対応して公営交通にもっぎのような変化が

あらわれている。
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公営交通事業の業種別事業数の状況
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（ｉ）バス事業に対する需要の増大と効率の低下

　

バス事業の輸送人員は、昭和35年度の17億1,000万人から40年度には

23億6,000万人と５年間で約４割増加し、これに伴い車両数(11,000台）

も約４割の増強が行なわれ、また走行粁（４億3,600万粁）も昭和35年度

に比べて３割強の増となっている。

　

しかし、その伸長率は最近２年間において急速に鈍化し、とくに輸送人

員は昭和40年度は前年度に比べて逆に1.0％低下するという結果をみせ

ており、この傾向はとくに六大都市において顕著である。

　

また最近の路面交通の渋滞により、効率の低下現象が急速にあらわれ、

大都市での一日一車当り走行粁は昭和35年度以降この５年間に5％程度

低下をみせており、とくに六大都市では10％近くもの低下をみせている。

　

(ii)路面電車の斜陽化

　

路面電車は、路面交通が混雑してきたことにより効率が著しく低下した

うえに、さらに地下鉄やバス事業が伸びたことによって、その利用度は

年々急速に低下してきている。すなわち、乗客数は昭和35年度の19億人

から38年度17億5,000万人、39年度16億4,000万人、40年度15億

5,000万人と減少し、とくに六大都市の路面電車は地下鉄への乗客の移行

や路線の一部が撤去されたことによってこの傾向が著しく、35年度の8
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割前後に減少してきている。しかし、大都市以外では、昭和35年度を

　

100とした場合40年度は102.4であり、‾大都市のよう廠傾向はまだ現わ･

　

れていない。

　　

(iii)地下鉄の建設

　　

大都市の路面交通が混雑してきたことにより、地下鉄の急速な建設整備

　

が要請されてきているが、現在、東京、大阪、名古屋、神戸の４都市にお

　

いてその建設が急がれている。

　　

これらの地下鉄の建設が進むにっれて、その年間輸送人員は昭和35年

　

度の２億6,000万人から40年度には５億1,000万人と伸びており、１日

　

平均140万人と増大してきている。

　　　　　　　　　　　　　　　　

･･=♂

　　

なお、地下鉄建設に投下された資金は、昭和40年度320億円であり、

　

前年度(284億円）より13％伸びている。

イ

　

経

　

営

　

状

　

況

　

（ア）法適用企業の状況

　　

（ｉ）損益収支

　　

昭和40年度において、単年度欠損金を生じた事業数は92事業（年度途

　

中で廃止した２事業を含む。）のうち69事業で、前年度と同様、全体の７

　

割を超え、都市別にみると六大都市は全部が赤字となっている。また、累

　

積欠損金をかかえる事業数は86事業で全体の約９割に達している。

　　

つぎに、これを赤字の額でみると、単年度欠損金は185億円で前年度O

　

177億円をさらに上回り、この結果、累積欠損金も前年度の438億円から

　

613億円へと、不良債務額も428億円から581億円へと増大した。

　

これを

　

営業収益に対する割合でみると、単年度欠損金の比率は前年度の25.4%

　

から23.9%へと若干低下したが、累積欠損金比率は前年度62.9%から

　

79.1%に、不良債務比率は前年度61.5％から75.1%へとそれぞれ高まっ

　

てきている。
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交通事業の収支状況（法適用企業）
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なお、交通事業の経営悪化は、とくに六大都市において著しく、累積欠

損金総額613億円のうち、544億円（全体の88.7%)は六大都市分であり、

また対前年増加率においても六大都市が４割をこえているのに対し、これ

以外の都市では３割前後となっている。

　

また、累積欠損金が営業収益を上回ることとなった都市は、東京都、横

浜市、北九州市等７都市（前年度８都市）である。つぎに各事業別にみる

と、バス事業については47事業のうち38事業が単年度赤字であり、都市

別では六大都市は全部赤字、八都市（電車とバスを兼営する都市をいう。

以下、同じ。）では７都市、その他都市では33都市のうち25都市が、赤字

をだしており、その単年度欠損金は66億円（前年度73億円）となってい

る。この単年度欠損金の営業収益に対する割合は六大都市のバス事業にお

いて２割にのぼっているが、八都市及びその他都市はいずれも１割以下と

なっている。

　

路面電車については六大都市は全部、八都市では１市を除いて７市が赤

字であり、単年度欠損金は前年度の73億円から97億円へと３割を超える

　　　　　　　　　　　　　　

－168－



増加をみせたことになり、この結果営業収益に対する単年度欠損金の割合

は、六大都市でほぼ６割に達しているが、八都市は１割をやや上回る状盤

にとどまっており、路面電車の経営悪化が六大都市にっいてとくに著しい

ことを示している。

　

地下鉄事業については、東京都、名古屋市及び大阪市の３都市ともひぎ

っづき赤字であり、一般会計から28億円の繰入れが行なわれてもなお、

単年度欠損金18億円（前年度28億円）を生じている。

　

なお、営業収益に

対する単年度欠損金の割合は16.9%となっている。

　

第44図

　

交通事業の累積欠損金

　　　

第45図

　

都市別にみた累積欠損金

　　　　

の都市別内訳と推移

　　　　　　　　　

の営業収益に対する割合の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

推移（交通事業）

総額613億円

-

[
>
Ｊ
６
　
４
　

％
0
0

　

9
0

　

－

40

30

35

i8.

76.

97.9

37

　

(ii)料金改訂とその状況

　

昭和40年度は「公共料金の１年間据置措置」が緩和されたことに伴い、

六大都市バス事業の料金をはじめ各都市において料金の改訂が行なわれ

た。すなわち、昭和40年１月以降41年３月までの間にバス事業では全体

の約６割にあたる31事業が、路面電車では全体の約３割にあたる４事業

が、地下鉄では１事業が料金改訂を実施している。
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しかし、このような料金改訂が行なわれたにもかかわらず、昭和40年

度においてもなお前年度を上回る単年度欠損金を生じている。

　　　　　　　

バス、路面電車および地下鉄の収支状況
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（注）事業数には年度途中で廃止した３事業を含む。

　　

(iii)人件費と資本費の高騰

　

交通事業の職員給与費は、ここ数年来毎年の給与改訂によって年々上昇

　

しているが、料金収入に対する職員給与費の割合は昭和40年度はバス料

金の改訂が行なわれた事情もあり前年度とほぽ同率の87.1%にとどまっ

た。

　

しかし、事業別にみると路面電車事業は前年度111.8％からさらに

123. ＼%へと高まり、９事業においてこの率が100％を超えていて、料金

収入を全額人件費にあててもなお不足という状態になっている。
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なお、バス事業は前述の料金改訂もあったため前年度よりやや低下して

80.5％に、地下鉄事業は前年度と同じ51.3％になっている。

　

次に、これを都市別にみると、バス事業の場合六大都市は93.9％(前年

度94.5%)で、八都市74.1% (前年度71.8%)、その他都市66.5％･(前年

度68.5％)となっている。

　

職員給与費の割合がこのように高くなっだのは、一つには料金が前述の

ように相当長期間据置かれコストの上昇に見合った料金改訂が遅れたとい

うことにあるが、一方職員数が多く、手当を含めた平均給与がかなり高

く、また年令構成も高いなどの問題点をかかえており、今後思い切った改

善合理化を講ずることが当面の課題であると考えられる。

　

地下鉄事業については、支払利息の負担が毎年高騰し、料金収入に対す

る割合は６割を超え、これに企業債償還元金を加えると８割近く(79.2%)

第46図

　

交通事業における職員給与

　　　　

費の推移（事業別）（料金収入

　　　　

に対する職員給与費の割合）

65.

路面電車 ｜目

第47図

　

バメ事業における職員給与費

　　　　

の推移（都市別）（料金収入に対

　　　　

する職員給与費の割合）
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資

上

に達し、企業経営上非常に大きな負担になっている。

　

（iｖ）資本的収支

　

っぎに、資本的収支においては、以上のような損益収支の悪化を反映し

て資金不足87億円（資本的支出の17.4％）を生じ、前年度の37億円（資

本的支出の8.3％）に比べてさらに悪化した。

交通事業の資本的収支の状況(法適用企業)
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なお、このような損益収支及び資本的収支における資金不足を反映し

て、一時借入金の額は昭和40年度において433億円(前年度314億円)、

営業収益に対する割合は55.9% (前年度45. ＼%)に達し、また、これにと

もない不良債務額も前年度428億円から581億円と35.9%の増加を示し、

営業収益に対する不良債務額の比率は前年度61.5％から75.1%に高まっ

ている。この結果、資金繰りと支払能力の状況をあらわす流動比率吟おい

ても17.6％(前年度19.6%)と著しい低下を示している。

　

また、固定資産対長期資本比率は127.5% (前年度123.6%)で100％の
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線をかなり上回り、固定資産の一部が一時借入金の短期資金の回転によつ

　

てまかなわれている状態を示している。

　

(イ)法非適用企業の状況

　

法非適用の交通事業については、その大部分は渡船等の船舶運航事業およ

び索道事業(ロープウェイ)であるが、84事業のうち52事業(61.9%)が

黒字(2,000万円)、32事業(38.1%)が赤字(３億円)である。

　

事業別にみると、船舶運航事業は54事業のうち33事業が黒字(2,000万

円)、21事業が赤字(１億円)、索道事業(ロープウェイ)は20事業のうち14

事業が黒字(400万円)、６事業が赤字(２億円)である。なお、自動車運送事

業は、６事業のうち４事業が赤字(1,000万円)、軌道事業は４事業のうち１

事業が赤字(1,000万円)である。

(４)電

　

気

　

事

　

業

ア

　

事業数および経営規模

　

(ア)昭和40年度末の電気事業の事業数は43事業(法適用企業34、法非

適用企業9)であり、経営主体別では都道府県営31、市営2、町村営9、一

部事務組合営１である。なお、都道府県営31事業(建設中の１事業を含む。)

及び市営１事業は九電力会社へ卸電気事業であるが、町村営と一部事務組合

営の電気事業には、特定地域における小規模な一般電気事業として経営して

いるものが８事業ある。

　

(イ)昭和40年度末の発電所数は143 (法適用企業125､法非適用企業18)

でこのうち10は内燃力発電所である。発電能力は最大出力164万kｗ、常時

出力31万kｗであり、前年度と比べると発電所は１地点増(水力10地点増、

内燃力９地点減)、発電能力は最大出力28.2% (36万kｗ)、常時出力5.6%

(2万kｗ)とそれぞれ増加している。

　

また､昭和40年度中の発生電力量は､59億ｋｗＨ､販売電力量は58億kwH

で、前年度と比べると発生電力量は25.1%、販売電力量は24.6%の増加と

なっている。なお、このほか建設中の発電所が10地点であり、また昭和40
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年度の電源開発調整審議会において新規に建設が認められたものが91地点
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=(最大出力９万kｗ)である。

　

なお、九電力会社や電源開発会社はほとんど

電気事業単独の施設であるのに対し、公営はその64.1%が治水、農業との

共同事業であり、水道や工業用水道と共同して行なわれるものまで含めると

全体のほぼ９割は他との共同事業となっている。

イ

　

経

　

営

　

状

　

況

　

(ア)電気事業のうち法適用企業については前年度と同じく34事業のう

ち31事業(全体の91.2%)が黒字(19億円)、３事業が赤字(３億円)である。

黒字の事業における純利益は前年度の黒字額(19億円)とほぽ同額であり、

総収益対総費用比率も108.8％で収支状態は地方公営企業の中では最も良

好である。

　

(イ)料金については、都道府県営及び市営の電気事業は九電力会社への

卸売で、40年度末現在ｋｗＨ当り平均３円56銭(最高５円87銭、最低２円

21銭)である。料金体系は定額制をとるところが40.7%、従量制が6.5％、

一部定額、一部従量制が52.8%となっている。料金契約期間は最少１年、

最長40年であるが、10年契約が最も多い。

区
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(ウ)費用の面では、減価償去p費および支払利息が費用中の74.5%を占

､めているが、建設投資額は漸次低下の傾向をみせており、38年度の201億

円から39年度は171億円、40年度は156億円と年々１割から２割近い減少

を示し、これに伴って支払利息の費用中に占める割合も昭和35年度の53.3

｀％から、39年度49.3%、40年度48.1%と低下している。

　

(エ)資本的支出においては、資金不足額はわずか３億円(資本的支出の

1,5％)あるが、固定資産対長期資本比率は95.6% (前年度96.4%)、流動

比率は264.1% (前年度284.2%)で資金的には健全な状態にあるといえる。

　

(オ)法非適用の電気事業については、９事業のうち６事業(66.1%)が黒

字(400万円)、３事業が赤字(1,400万円)であり、収益的収支比率は前年

度の103.5%から106.8％と向上している。
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（５）ガ

　

ス

　

事

　

業

ア

　

事業数および経営規模

　

(ア)昭和40年度末の事業数は71(法適用企業60、法非適用企業11)で･

前年度の70事業より１事業増加した。経営主体別では、県営2、市営39、

町村営29、一部事務組合営１であるが、地域的には天然ガスの豊富な新潟

(事業数27)、秋田(同8)、山形(同1)、千葉(同6)及び新潟一東京間の天炊

ガスパイプライソ沿いにある長野(同1)、群馬(同3)、埼玉(同1)の７県に

全事業数の６割(販売量62.0％)が集っている。

　

(イ)公営、民営を含めた全体のガス事業中に占める公営の地位をみる、

と、事業数では公営が３割を超える比重を示しているが、需要家戸数及びが'

ス販売量においては公営は全体のわずか4.2%に過ぎない。しかし、民間大

手３社(東京ガス、大阪ガス、東邦ガス)を除けば、公営はガス販売量で紛

２割、需要家戸数で２割弱を占め、地方中小都市におけるガス事業としては。

かなりの比重を示している。とくに天然ガスを原料とするガス事業について･

は公営7、民営３の比率となっている。

　

(ウ)昭和40年度末の公営ガスの供給戸数は28万2,000戸であり、供給

量は１億1,500万㎡(lO.OOOkcal/㎡換算)で、前年度(１億1,300万m8)に

比べて約200万㎡、1.5％増加した。

　

また、ガス原料は購入によるもの60.5%、自家生産によるもの39.5%で･

あるが、後者の場合、原料別には石炭系ガス19.1％(前年度34.9%)、石廊

系ガス72,0％(前年度55.5%)となっており、石炭系ガスからコストの低れ。

んな石油系ガスヘの転換がはかられ、前年に引き続き急速に体質改善が進ん

でいる。なお、ガスの供給先としては、家庭用51.9%、工業用25.6%、商

業用16.2%の順となっている。

イ

　

経
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(ア)ガス事業のうち、法適用企業については60事業のうち39事業(仝=

体の65.0％)が黒字(２億円)、20事業(同33.3%)が赤字(１億円)であるが。
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累積欠損金および不良債務のある事業は、前年と同様約半数に達している。

　

また、赤字額の営業収益に対する割合をみると、単年度欠損金比率2.4%

（前年度2.5％）、累積欠損金比率8.1％（同7.9％）、不良債務比率14.7% (同

15.5%)であり、経営状況は前年度とほぼ同様である。

　　　　　　　　　　

ガス事業の収支状況（法適用企業）
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率

累積欠損金比率((ａ)/(ｃ)×100)

不良債務比率((b)/(ｃ)×100)

総収益対総費用比率
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３
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％
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7.9

　

15.5
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対前年度
増減率

　　　

％

　

21. 1

　

21.6

　　

9．6

　

15.6

　

21.6

　　

6．8

　

18.6

-

　　　

％

△

　

２．７

　　

０．２

△

　

０．８

△

　

０．４

（注）（

　

）は事業数を示す。なお建設中の事業は含まない。

　

（イ）費用の面では職員給与費が費用中に占める割合の伸びが目立ち、

昭和40年度は19.7%を示し、また、支払利息、減価償却費等の資本費も年

々わずかずっ上昇し、費用中に占める割合は、40年度は22. Wo (支払利息

9.3%、減価償却費13.6%)となっている。反面、原材料および購入材料費

吐、ここ数年来、急速に進んできた石炭ガス系から石油ガス系への原料転換

のため、また最近開始した事業はコストの低い天然ガスであること等を反

映して費用中に占めるこれらの割合は35年度の44.1%から40年度には

･30.3％に低下してきている。

　

（ウ）資本的収支においては資金不足４億円（資本的支出額の16.1％）を

生じ、流動比率は78.0%であり、また固定資産対長期資本比率は103.2%

‘で、固定資産の一部が一時借入金等の短期資金の回転によってまかなわれて

いる状態を示している。
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区 分

資本的支出

　

建設改良費

　

企業債償還金

　

そ

　　

の

　　

他

　　　

計

上 源
金
金
債

財
資
資
業

i
l
n
t
i 部
心

　

内
外
う

　　　

他会計出資金

　　　

他会計借入金

　　　

他会計補助金

　　　　

計

差引資金不足

ガス事業の資本的収支の状況(法適用企業)
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比
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％

　　　　

％
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21.6

　

3.0

100.0

-

　　

％

28.3

55.5

45.3

　

0.9
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0.1

100.0

-

　

16. I

78.9

19.3

　

1.8

100.0

-

　　

％

22.5

69.3

56.4

　

0.5

　

2.8

　

0.3

100.0

-

　

10.1

対前年度

増減率

-

　

％

7
3
2

2
2
7

　
　
　
　
　

Q
）

7｡6

-

　

％

　

33.2

a 13.0

△17.3

　

100.0

　

118.1

a 57.1

　

7.6

-

　

71.4

　

（エ）法非適用のガス事業については、11事業のうち５事業が黒字(2,00〇･

万円）、６事業が赤字(6,000万円）であり、収益的収支比率は前年度の･

106.8％から109. Z%へと若干向上している。

(６)病

　

院

　

事

　

業

ア

　

事業数および経営規模

　

(ア)地方公共団体の経営する病院事業は、昭和40年度末において、事

業数にして796 (法適用企業340、法非適用企業456)で、前年度より３事業、

0.4%増加し、病院数は1,021を数えている。経営主体別にみると、都道府

県立229病院(46都道府県全部)、指定都市立31病院(六大市全部)、市立｡

266病院(232市)、町村立394病院(394町村)、一部事務組合立101病院(91

組合)となっている。

　

また、規模別にみると、都道府県立病院では約３割が300床以上の大病院

であり、市町村立病院(組合立病院を含む。)では５割までが100床未満の小｡
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規模病院となっているが、このことは、自治体病院が医療体系の中核的機関

として高度の設備を備える基幹病院や、民間資本の投下が期待できない不採

算地区における病院としてきわめて重要な役割を担っているものとみること

ができる。

　

(ｲ)つぎに、民間病院を含めた全体の病院の中に占める自治体病院の地

位をみると、各地域における基幹病院はその８割近くが都道府県立または市

立によって占められており、また、町村にあっては自治体病院のある町村の、

うち８割までは同一町村内に民間病院が存在しないという状況である。

　

な･

お、特殊疾病病院については伝染病院は自治体立がほとんど全部を占めて牡

り、結核病院の病床数では自治体病院分が２割近く、精神病院の病床数では。

１割を占めている。

　

(ウ)病床数、患者数について前年度と比較すると、病床数では前年度の･

17万6,825床から18万3,197床と6,372床、3.6％増加したが、取扱患者一

数では１日平均36万9,000人(入院14万4,000人、外来22万5,000人)で

前年度に比べて3,900人(入院3,700人、外来200人増)、1.1%の増(入院1

2.6％増、外来0.1％増)となっている。

　

なお、病床利用率{大湊N}§IU4rｘ100)は78.6% (前年度83.9%)であ･

り、外来入院比率(ｸj回U§llｘloo)は128.1%となっている。

　

採用点数表別についてみると、全体では甲表採用病院が４割５分となって

いるが、100床未満病院では８割４分が乙表採用となっている。

　

また、基準看護(完全看護)の実施状況は全体では約５割となっており、

200床以上の病院にあっては８割７分、400床以上の病院では殆んど全部に

近い実施率であるが、50床以上100床未満病院では２割、50床未満の病院。

では殆んど実施されていない。なお、基準給食の実施率は８割強、基準寝具

(患者が寝具を持参しなくとも入院できる体制)の実施状況は８割で、年々整

備が進んでいるのがみられる。

　

(エ)地方公営企業法を適用している病院数は昭和40年度末において523

病院であり、全体の５割を超えるにいたった。経営主体別にみると、都道府

　　　　　　　　　　　　　　　

－179－



県立にあっては、法適用病院が８割近くに達している｡゛)に暫し、町村立廊院

にあっては２割にとどまっている。

イ

　

経

　

営

　

状

　

況

　

(ア)法適用企業の状況

　　

(ｉ)損益収支

　　

病院事業のうち、法適用病院については、昭和40年度において単年度

　

黒字を出した事業数は340事業のうち256事業(全体の75.3%、38億円)、

　

赤字を生じたものは85事業(同24.7^、21億円)であり、昭和37年度の

　

赤字事業数比率45.2%、38年度の40.0％、39年度の31.0％に比べて次

　

第に好転してきている。

　　

営業収益に対する単年度赤字額の割合は2.2％となっており、この比率

　

は前年度と同じである。これを経営主体別にみると、府県立が2.1%、市

　

町村・組合立が1.7%に対し、七大都市立だけが6.2％と高くなってい

　

る。

　　

これは前年度と比べると市町村・組合立は2.3%から1.7%へと比率が

　

低下して改善の方向へ進んでいるが、府県立はほぽ横ばいであり。七大都市

　

立は2.3%から6.2％へと悪化している。なお、市町村・組合立の病院に

　

あっては、単年度収支の改善はかなりはかられているが、累積欠損金比率

　

はなお7.3％となっており、また不良債務比率も15.3％にのぽっている。

　

これに対し、府県立の病院は一般会計等からの繰入れとも相まって過去の

　

累積欠損金、不良債務の額は極めてわずか(1.8％)にとどまっている。

　　

規模別に経営状況をみると、概して小規模病院の財政状態が苦しく、

　

100床未満の病院では５割近くの病院が赤字となっており、単年度欠損金

　

の営業収益に対する割合は100床未満が１割前後(一般病院平均2.2%)で

　

あり、総収益対総費用比率においても100床以上は100％を超えている

　

(一般病院平均101.9％)のに対し、100床未満では100％の線を割ってい

　

る。

　　

なお、病院の種別でみると、結核病院の経営状態が特に悪く、収益的収。

　

支に対して営業収益の16.3%にあたる額が繰り入れされているにもかか
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総
総
純
純
累
不
営

赤
累
不

わらず、赤字病院数の比率は約５割となっており、単年度赤字額の営業収

益に対する割合は4.0％、総収益対総費用比率は97.9%となっている。

また、精神病院にあっては一般会計等から営業収益のｎ.6％（一般病院

平均は4.3％）に相当する額が繰り入れられている結果、決算の上では一

応赤字病院数の割合は18.2%、単年度欠損金比率は1.3％、総収益対総費

用比率は101.2％となっている。

　　　　　　　　　

病院事業の収支状況（法適用企業）
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１

対前年度

増減率

　

％

22.5

21.9

45.9

27.0

33. 1

△１．7

　

23.9

-

　　

％

△６．３

　

０．４

△２．５

-

　

０．５

（注）（

　

）は、事業数を示す。

　

収益の面では、昭和40年度は前年度にひきっづき約２割の伸びをみせ

　

たが、その内容をみると患者の増はわずか0.6％であるのに対し、患者１

　

人当り診療収益は昭和40年１月に実施された社会保険診療報酬9.5％の

　

緊急是正等を反映して19.3%の増となっている。

　

つぎに、一般会計等からの繰入額は、法適用および法非適用の全病院で

みると、40年度は131億円で前年度(125億円）と比べて６億円の増加にと

どまっており、また１床当り繰入額では７万2,000円となっている。

　

(ii)人件費比率の上昇と経営の合理化

　

費用の面では、人件費が給与改訂等によって前年度にひきっづいてさら

に増加したが、営業収益に対する割合では診療報酬の緊急是正が行なわれ
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たこと等により前年度の51.3％から50.3％へとやや低下した。

　

いまこれを黒字病院と赤字病院に分けてみると、黒字病院平均では

47.9%で前年度49.2%に比べて低下してきているのに対し、赤字病院の

平均は58.0％で前年度56.2%より高まってきている。

　　　　　

営業収益に対する各費用比率の推移（法適用企業）
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また、病院の規模別、種類別にみると100床未満の小規模病院および

結核、精神の特殊病院において人件費比率がとくに高く、50床未満は

64.0％、50床以上100床未満では54.2%、結核病院は68.4%、精神病院

は63.6%となっている。

　

(iii)資本的収支と資金不足

　

資本的収支の状況をみると、資本的支出額に対して13億円(資本的支出

額の7.3％)の資金不足額を生じているが、前年度の16億円(同10.2％)に

比べるとかなり改善をみている。

　

また、固定資産対長期資本比率は102.0％(前年度103.5％)となお100％

の線をやや上回り、固定資産の一部が一時借入金等の短期資金でまかなわ

ている状況にあり、流動比率も100％の線を割って92.1%(前年度87.4%)

となっているが、いずれも前年度と比べて若干改善の方向に向っている・

　

(iｖ)病院設備の近代化と建設投資

　

医学技術の進歩、疾病構造の変化、国民生活水準の向上に対応して病院

設備の整備近代化が年々急速に進められているが、昭和40年度における

建設投資額は、法適用企業、法非適用企業をあわせた全病院で209億円

(前年度190億円)であり、また、その財源としては56.6%にあたる118
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億円が企業債によってまかなわれている。

　

なお、昭和40年度において病院施設（面積）の66.6％（前年度65. 4%)

が耐火構造となっており、また患者１人当り償却資産の額も年々大幅に増

加し、病院における医療機械設備、検査施設等の整備がかなり進んできた

ことを示している。

　　　　　　　

病院事業の資本的収支の状況（法適用企業）

区

本
建
企
そ

資

上

分

　

的

　

支

設収良

業債償還

　　

の

　　

計

記

　　

財

　

金

40年度

出
費
金
他

源
金
金
債

　　　　

他会計出資金

　　　　

他会計借入金

　　　　

他会計補助金

　　　　　　

計

差引資金不足

Ｅ

　

１
４
４
口
C
O

^

6
5
2
2
8
6
1

3
２
7
3

　
　
　
　

６

　
　

１

　
　
　
　
　
　
　

１

13

額

39年度
-

　

億円

2
5
3
0

3

　

Ｉ

　

Ｉ

　

６

１

　
　
　
　

１

21

3
6
8
7
8
4

2
7
2

　
　
　
　

4

－

　
　
　
　
　
　
　

―

16

　

構

　

成

　

比

40年度

　　

39年度

　　

％

　　　　　

％

　

81

　

10

　

7

100

7

8

5

0

20.5

72.3

44.6

18.3

　

4.6

　

3.3

92.8

7.3

　

82.7

　

9.3

　

8.0

100.0

13. 1

76.7

47.9

17.8

　

4.3

　

4.9

89.8

-

10.2

対前年度

増減率

-

　

％

　

8.8

28. 7

　

3.0

10.2

　

72.2

　

3.8

　

2.7

　

13.8

　

17.6

△24.5

　

12.3

-

△18.8

　　

（ｖ）法非適用企業の病院の経営状況

　　

法非適用の病院事業については、500事業のうち346事業（全体の69.2

　

％）が黒字（14億円）、154事業（同30.8％）が赤字（16億円）であるが、

　

前年度と比べると赤字事業数比率は35.2%から33.1％へと減少し、収益

　

的収支比率は101.7％から102. AP/oへとやや改善をみせている。

（７）公共下水道事業

ア

　

事業数および経営規模

　

（ア）昭和40年度末の事業数は178事業（法適用企業25、法非適用企業
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153)で、前年度(173事業）より５事業(2.9^)･増加した。経営主体別では、

都道府県営2、大都市営6、市営’掬O、町村営10である。

　

（イ）昭和40年度末の公共下水道事業の排水面積は８万2,000ヘクター

ルで前年度（７万3,000ヘクタール）より12.3%増加し、現在排水人口では

1,404万人で、前年度(1,316万人）に比べて6.7％増加した。

イ

　

経

　

営

　

状

　

況

　

（ア）公共下水道事業のうち、法適用企業については25事業（うち建設中

1）のうち17事業（70.8％）が黒字（３億円）、７事業(29.2%)が赤字（10億

円）であり、累積欠損金は28億円（このうち27億円(96.4%)は七大都市

分）で、営業収益の32.0%(前年度24.6%)に達している。

　

なお、不良債務額は前年度の11億円から24億円へと大幅に増加し、不良

債務比率も前年度の14.1%から26.8%へと急激に高まってきている。

　

（イ）収入の面では、現在料金を徴収している事業数は、法適用企業と法

非適用企業をあわせた全事業178のうち103事業（全体の57.9%)であり、

前年度の94事業（全体の54.3%)に比べてやや増加してきている。また、

総収益中に占める料金収入の割合も前年度の39.2%から40年度ぼ42.6%

と高まってきているが、雨水処理負担金等の他会計からの繰入金（92億円）

が40.2%という大きな比重を占めている。

　

（ウ）費用の面では、最近における公共下水道事業の急速な施設拡充を反

映して支払利息、減価償却費の増加が著しく、これらが費用全体に占める割

合は前年度の47.6%から50.6％（うち支払利息31.4%)と５割を上回って

｀いる。

　

（エ）なお、最近における公共下水道に対する社会的要請の高まりを背景

としてヽここ数年来建設投資額は急速に増加しているが、法適用企業および

法非適用企業をあわせた全体でみると昭和40年度の建設投資額は753億円、

対前年150億円、24.8%の増加となっている。これを昭和35年度の205億

円と比べるとヽこの５年間で４倍近い伸長をみせたことになる。

　

なおヽこの財源をまかなう資本的収入の財源構成をみると、企業債54.8

％ヽ国庫補助金18.5%、他会計繰入金18.9%、その他の財源7.8％となっ
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ている。

　

(オ)法非適用の公共下水道事業については153事業のうち136事､業

(88.9%)が黒字(２億円)、17事業(ｎ.1％)が赤字(５億円)となっており、

収益的収支比率は85.2％となっている。

（８）その他の地方公営企業

　

ア

　

事

　　

業

　　

数

　

地方公共団体は、前述の事業のほか各種の事業を行なっており、その事業数

は昭和40年度末において1,361(法適用企業153、法非適用企業1,208)となっ･

ており前年度末(1, 276)より85事業、6.7％増加した。

　

事業別では、港湾整備事業(132)、市場事業(75)、と畜場事業(481)、観光施

設事業(289)、宅地造成事業(340)等がその主なものである。

　

経営主体別は、都道府県営108、大都市営25、市営724、町村営478、一部

事務組合営26である。

　

イ

　

経

　

営

　

状

　

況

　　

(ア)港湾整備事業は、法適用企業(建設中の３事業を除く。)13事業のうヽ

　

ち９事業(69.2%)が黒字(17億円)、４事業(30.8％)が赤字(４億円)であ･

　

り、総収益対総費用比率はn1.2％と経営状況は良好である。法非適用企粟

　

では116事業のうち103事業(88.8％)が黒字(11億円)、13事業(11.2％)、

　

が赤字(７億円)であり、収益的収支比率は132.6%となっている。

　　

(イ)市場事業は、法適用企業５事業のうち１事業のみが赤字(3,000万

　

円)であり、総収益対総費用比率は100.1％となっている。法非適用企粟

　

は、70事業のうち60事業(85.7%)が黒字(２億円)、10事業(14.3%)が赤:

　

字(１億円)であり、収益的収支比率は94.5%となっている。

　　

(ウ)と畜場事業は、法適用企業４事業のうち２事業が黒字(1,000万円)･

　

２事業が赤字(1,000万円)であり、総収益対総費用比率は100.0％となっ

　

ている。法非適用企業は、477事業のうち402事業(84. 3%)が黒字(２億

　

円)、75事業(15.7%)が赤字(４億円)であり、収益的収支比率は87.0％

　

となっている。

　　　　　　　　　　　　　　　

― 185―



　

(エ)観光施設事業は、法適用企業では62事業(建設中の２事業を除く、)

のうち41事業(66.1%)が黒字(３億円)、21事業(33.9%)が赤字･(２億

円)であり、総収益対総費用比率は103. ＼%となっいる。

　

法非適用企業では、227事業のうち157事業(69.3%)が黒字(２億円)、

70事業(30.1%)が赤字(５億円)であり、収益的収支比率は103.5%とな

'つている。

　

(オ)宅地造成事業は、法適用企業20事業(建設中の４事業を除く。)の

うち19事業(95.0%)が黒字(５億円)で、１事業が赤字(１億円)となっ

ており、総収益対総費用比率は108.5%となっている。法非適用企業では、

316事業のうち223事業(70.6％)が黒字(24億円)、93事業(29.4%)が赤

字(８億円)であり、収益的収支比率は229.4%となっている。

　

(ヵ)その他の事業は、法適用企業40事業(建設中の３事業を除く。)のう

ち31事業(77.5%)が黒字(35億円)、９事業(22.5%)が赤字(4,000方円)

を生じており、総収益対総費用比率は117.7%である。

　

法非適用企業は、造林の１事業のみで黒字(6,000万円)となって､おり、収

益的収支比率は169.0％となっている。

　

･（二）国民健康保険事業

　

１

　

概

　　　

況

　

昭和40年度における国民健康保険事業は、鹿児島県の十島村、三島村およ

び秋田県の大潟村を除いた全市町村において実施されており、その実施団体数

紅3,385団体（大都市6、都市553、町村2,80〇、一部事務組合3、特別区23）

‘である。

　

これらの団体のうち直営の診療所（病院を除く。）を設けている団体

吐1,015団体（都市186、町村827、一部事務組合2）である。

　

国民健康保険事業の被保険者数、受診率および１人当り医療給付費の状況に

ついて健康保険と比較すると、つぎのとおりである。
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国
健

区 分

　　

被保険者数

　　　　　

受

　

診

　

率

　　　

１人当り医療給付費

40年度36年度

　

増減40年度36年度増減40年度36年度増減

　　　　　　　　

千人

　　

千人

　　

千人
民健康保険43, 233 46,809△3,576

　

康

　　

保

　　

険

政府管掌被保険者分ロ,702

　

9,755

政府管掌被扶養者分12,030 10,231

組合管掌被保険者分7,326

　

5,629

組合管掌被扶養者分9, 128　7,994

1,947

1,791

1,697

L、134

　　　

件

334.6

563.0

392.7

541.3

452.2

　　　

件

　　

件

257.9 76.7

　　　

円

　　

円

　　

円

4,653 1,735 2,918

472.6 90.4 17,284 8,398 8,886

331. 1 61.6　3,459 1,818 1,641

523.4 17.9 13,42アフ,567 5,860

408.7 43.5　4,023 2,256 1,767

（注）１

　

受診率とは、被保険者数（被扶養者数）100人当りの受診件数（療養の給

　　　　

付の診療費のみ）である。

　　　

２

　

１人当り医療給付費とは、保険者負担額である。なお、保険者負担割合は政

　　　　

府（組合）管掌被保険者分は10割、同被扶養者分は５割であり、国民健康保

　　　　

険被保険者分はＺ割（ただし、昭和43年１月までは、７割と５割が混在し

　　　　

ている｡）である。

　　　

３

　

組合管掌健康保険の被扶養者分１人当り医療給付費には、家族療養付加金

　　　　

を含めていない。

　

２

　

事

　

業

　

勘

　

定

　

（１）事業勘定の歳入決算額は2,393億円（前年度1,723億円）で、前年度

と比べると670億円、38.9%増加した。また、歳出決算額は2,270億円（前年

｡度1,787億円）で、前年度と比べると483億円、27.0%増加し、歳入の増加額

が歳出の増加額を上回った。

　

歳入および歳出決算額の内訳は、つぎのとおりである。
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区 分

　

決

　

算

　

額

　　

決算額構成比

　

増減額構成比

40年度39年度増減額40年度39年度40年度39年度

　

億円

　　

億円

　　

億円

　　　

％

　　　

％

　　　

％

　　　

％

歳

　　　　　

入

　

保

　

険

　

税（料）

　　

832

　

国庫負担金1,396

　　

事務費負担金

　　

88

623

889

　

65

209

507

　

23

34.7

58.3

　

3.7

36.2

51.6

　

3.8

31. 1

75.5

　

3.4

38.8

56.8

　

2.2

％

33.5

57.0

34.8

雲養萱付雲

　

873

　

584

　

289

　

36.5

　

33.9

　

43.1　30.9　49.6

％

22.8

23.6

n.2

18.8

歳

lg Rc m ll　　296　　204　　92　12.3　H.8　13.8　14.4　45.4　26.9

翁鵜ぽ

　

・

　

15

　　

58

　　

3.0

　　

0.9

　　

8.6

　　

5.0

　

384.5

　　

一

芸付giim m　15　11　4　06　07　0.5　?.8 284　－

　

臨時財政調整

　

補
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金
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の

　

他
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のそ
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険
療
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総
保

他
計
出
費
費
費
他

　
　
　
　

付
諸

　　

40

　　

11

　　

50

　　

70

　　

45

2,393

　

1

保健施設費

のそ
合

他
計

　　

176

1,941

1,909

　　

3２

　　

43

　　

110

１

１

0
1
9
1
3

　
　

1

1
3
8
9
２

　
　

４

　
　
　
　
　
　
　
　
　

７

　
　

１

540

9
1
9
7

0
3
3
6

5

2,270

　

1,787

Ｏ

　

1
9
9
6
0

　
　

5
1
0

4

　
　
　

－
１

　

４
７

　
　

３
０
０

　
　
　
　
　
　
　

△

　

△
″
０

　
　
　
　

４
４

　　

1

　　

4

　

43

483

７

　

5
1
9
0
0

　
　

8
5

1

　

0
2
2
2
0

　
　

7
5

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

0

　
　
　
　

8

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

－

　

84. 1

　　

1．４

　　

１．９

　　

４．8

100.0

　　　

－

　

０．5

　

1.8

　

5．２

　

５．2

100.0

　

7.9

　

86.2

　

84.5

　　

1.7

　　

2.2

　　

3.7

100.0

　　

5.9

　　

0.2

　　

2.9

　

△2.9

　

△6.6

100.0

　　

7.４

　

82.9

　

82.8

　

0.1

　

6.9

　

8.8

100.0

　　　

－

　

0.5

　

1.3

　

7,7

　

△4.6

100.0

　

3.5

　

92.6

　

91. 1

　　

1.5

　　

1.0

　　

2.9

100.0

　

12.3

　

14.8

　

64.7

　

14.2

△22.0

　

34.5

△48.9△13.1

　

38.9

　

20.9

25.4

26.0

26.5

　

2.7

10.8

63.8

27.0

U.2

31.4

31.5

23.5.

ii.a

19.?

28.6

　

（２）国民健康保険税（料）の決算額は832億円（前年度623億円）で、前

年度と比べると209億円増加しており、被保険者１世帯当り額は7,803円（前

年度5,918円）で、前年度より1,885円、31.9％の増加となっている。総所得

金額等の段階別に被保険者世帯数および国民健康保険税（料）の状況をみると、

つぎのとおりである。
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区 分

９万

　

円

　

以

　

下

　

の

　

も

　

の

９万円をこえ

　

15万円以下のもの

15万円をこえ

　

20万円以下のもの

20万円をこえ

　

30万円以下のもの

30万円をこえ

　

40万円以下のもの

40万円をこえ

　

50万円以下のもの

50万円をこえ

　

70万円以下のもの

70万円をこえ100万円以下のもの

100万円をこえ150万円以下のもの

150万円をこ

　

え

　

る

　

も

　

の

合

　　　　　　　　　　　　　　　

計

世帯数
一
千世帯
2,370

1,442

1,418

　

2,211

　

1,405

　　

840

　　

685

　　

352

　　

160

　　　

96

10,979

　

帯

構成比

％
６
１

　

１
３

　

２
１

　

12.9

　

20. 1

　

12.8

　　

7.7

　　

6.2

　　

3.2

　　

1.5

　　

0.9

100.0

　　

保険税（料）

　

金

　

額

　

構成比

　　

百万円

　　　

％

　

4,578

　　

5.3

　

5,437

　　

6.3

　

7,594

　　

8.9

　

16,275

　　

19.0

　

13,890

　　

16.2

　

10,494

　　

12.3

　

10,874

　　

12.7

　

7,508

　　

8.8

　

4,978

　　

5.8

　

4,048

　　

4.7

85, 676　100.0

１世帯当り

保険税(料)

　　　　

円

　

1,932

　

3,771

　

5,356

　

7,362

　

9,883

12,496

15,865

21,302

31,203

42, 122

　

7､803

　

一方、療養諸費の決算額は1,909億円（前年度1,509億円）で、前年度に比

べると400億円増加しているが､I対前年度伸び率ぼやや鈍化して26.5％であ

って、前年度の31.5%を下回っており、保険税（料）の伸びの33.5%をかな

り下回っている。

　

また、国庫負担金については、昭和39年度を初年度とする４ヵ年計画によ

る世帯員の７割給付引上げおよび昭和40年１月に行なわれた医療費9.5％の

緊急是正の財政措置と｡して、_｡前年度に引き続いてそれぞれ療養給付改善特別補

助金および特別療養給付費補助金が交付されたが、このほかに昭和39年度療

養給付費国庫負担金精算額等111億円（国民健康保険組合分を含む。トおよび

臨時財政調整補助金40億円が歳入され、40年度分100億円（国民健康保険組

合分を含む。）の補正が行なわれたので、全体として対前年度伸び率は57.0%

になった。

　

（３）事業勘定の実質収支は全市町村を通じて120億円の黒字マあ？だが、

この額から財源補てん的な都道府県支出金および他会計繰入金を控除し、財源

補てん的な繰出金を加えた収支は、13億円の黒字である。これを黒字団体と赤

字団体とに分けてみるとっぎのとおりであり、前年度に比べて黒字団体が増加

し、赤字団体は755団体に減少し、全実施団体の22.3%になったが、その赤

字額は依然としてn8億円と多く、特に大都市および特別区は前年度に引き続
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き全団体が赤字であり、その赤字額も大都市は47億円、特別区は39億円にの

ぼつている。

区 分

　

40

　

年

　

度

団体数

　　

収支額

　

39

　

年

　

度

団体数

　　

収支額

　

比

団体数

　

較

収支額

　

団
団

都
字
字

　

黒
赤

大

都

町

字
字
黒
赤

黒
赤
部
黒
赤

　
　

一

特

黒
赤

　

黒
赤

　
　

合

団
団

　

団
団

組

団
団

　

団
団

　

団
団

市
体
体
市
体
体
村
体
体
合
体
体
区
体
体
計
体
体

体
６
一
6
5
3
0
6
’
一
ｔ
m
　
　
2
2
7
8
3
2
1
2
3
一
2
3
8
5
3
0
5
5

　

億円

a 4Z

　　

－

4 47

5
7
2
4
4

3
5
2
6
7

　
　
　
　
　

△

△ 10

0
0
0
9

　
　
　
　
　
　
　

3

　
　
　
　
　
　
　

△

　　

－

△39

　　

13

　

131

△118

体
６

　

一

　

6
3
6
7
3
2
1
3
1
2
3

　
　
　
　
　
　

5
3
1
2
4
8

　
　
　
　
　

2

団

　
　
　
　
　

５
１

　

４
8
0
7

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

２

　

１
１

　　

23

3,408

1,179

2,229

　

億円

△60

△60

△71

　　

6

△77

△29

　　

14

△43

０
０
０

ａ

　
　

△

△25

　

－

△

　

△

△1

△

　

－

　

－

２70

270

3
0
3

2
8
0

　
　

１
２

１

１

一

一

・25

　　　　

－

△185

　　

△

　

23

　　

20

　　

1,450

△205

　　

△I、474

△

Ｅ
1
3

　

。
1
3
0
6
5
1

－

5
5
9
3
6
0
3
3０
０

0

14

△14

　

198

‐
8
7

－

　

３

　

直

　

診

　

勘

　

定

　

直診勘定の歳入決算額は118億円（前年度115億円）で、前年度と比べると

､3億円、3.3％増加し、歳出決算額は120億円（前年度116億円）で、前年度に

比べると４億円、3.4％増加した。

　

歳入および歳出の決算額の内訳は、つぎのとおりである。
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区

　　　

分

歳

　　　　

入

　

診療収入

　

他会計繰入金

そ

　

の

　
　

務
業
の

合
歳
総
医
そ
合

他
計
出
費
費
他

計

　　

決

　　

算

　　

額

40年度39年度増減額

億円

　　

億円

　　

億円

92

10

16
１１８

1
9
0
0

6
3
2
2

　
　
　
　
　
　
　

－

―
－

　

３
５

　
　

0
8
8
6

9

　

１
１
１

　
　
　

６
３

　

１
１

　
　
　
　
　
　
　
　

１

　
　
　
　
　
　
　

１

△１

　

３

　

３

1

1

2

４

決算額構成比

　

40

　　

39

　

％

　　　

％

　

78. 1

　

8.5

　

13.4

100.0

　

50.6

　

32.3

　

17. 1

100.0

　

79. 1

　

9.9

　

11.0

100.0

　

51.2

　

33.0

　

15.8

100.0

　　　

％

　

47.2

a34. 1

　

86.9

100.0

　

33.2

　

10.2

　

56.6

100.0

％ ％ ％

　

88.5

　

2.0

　

19.0

△5.6△11.3△7.5

　

17. I　25.7　28.4

100.0

　

3.3

　

16.6

　

58.5

　

42.5

△1.0

100.0

　

２.2

　

15.7

　

1.0

　

18.0

12.2△0.8

　

3.4

　

13.4

　

直診勘定の実質収支は３億円の赤字であり、この額から他会計との間の繰入

れ、繰出しを考慮した収支は12億円の赤字(前年度は13億円の赤字)である。

　

この収支を団体別にみると、つぎのとおりである。

区 分

市
体
体
村
体
体
合
体
体
計
体
体
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団
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団
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団
団
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団
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字
宇
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黒
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収支額

　

-〒W-I■㎜㎜㎜■㎜■■

　

■aj･.㎜㎜

体
6
0
6
7
9
8
2

　

1
1

　

5
0
5

　

8
7
1
2
6
5

　
　
　
　
　

1
4
7

団
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０
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４

△

　

８

　　

６

△１４

△

　

０

　　

０

△

　

０

△１２

　　

６

△１８

　

3 9

　

年

　

度

団 体 数

　 　

収 支 額

- - ･ ■ J 　 ㎜ ■ ■ ㎜ ㎜ ･ ㎜ ■ ㎜ ･ ㎜ ■

１
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１
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0
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△

　

△

　

△

１
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１
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（三）その他の事業

　

１

　

収

　

益

　

事

　

業

　

（1）施行団体数

　

昭和40年度における収益事業（競馬事業、競輪事業、小型自動車競走事業、

モーターボート競走事業および宝くじ事業の５事業をいう。）の施行団体の数

は、499団体（前年度499団体）で、その内訳はつぎのとおりである。

区 分

業
業

事
事

馬
輪

競
競

小型自動車競走事業

モーターボート競走事業

宝

　

く

　　

じ

　

事

　

業

　

合

　　　　　　　

計

　

昭

　

和

　

40

　

年

　

度

都道府県

　

市町村

　　

合計

皿
1
6
Ｈ
3
２
4
6
7
8

団体

137

団体

153

2
8
4
２
9

1

　
　

7
5
9

２

　
　
　
　
　

4

1
5
２
6
1

0

　
　

７

　
　

２

２

　
　
　
　
　

４

　

昭和39年度

都道府県

　

市町村

　

合計

　　

団体

　　

団体

　　　

団体

　　

!0

　　

143

　　　

153

1
3
２
6
２

1

　
　
　
　

４
７

1
5
2
6
7

0

　
　

７

　
　

２

２

　
　
　
　
　

４

212

　

8

7
4
5
2499

　

（２）経

　

営

　

状

　

況

’昭和40年度における決算額は歳入4,493億円、歳出4,384億円で、前年度

（歳入3,423億円、歳出3,351億円）と比べると、歳入1,070億円、31.3%、

歳出1,033億円、30.8%の増加となっている。

　

この決算額を各事業別にみるとつぎのとおりで、決算規模は競輪事業が歳入

歳出ともに伸びが鈍化したが、その他の事業は前年度を上回る伸びを示しておI

り、ことに競馬事業の伸びが大きい。

。この結果、収益事業の中に占める割合において、競輪事業は前年度に引き続

いて最高を占めているが、その比率は前年度より5.6％低下して50％を割久

一万方、競馬事業は5.3％増加して25.1%を占めるに至っている。
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歳

区 分

事
事

馬
輪

競
競

入

　　

決

　　

算

　　

額

40年度39年度増減額

業
業

億円

　　

億円

　　

億円

1,126　　679

2,204

　

1,872

小型自動車競走事業

　　

２79

　　

205

モーターボート
競

　

走

　

事

　

業

宝

　

く

　

じ

　

事

　

業

　

合

　　　　　

計

　　

合

　　　　　

計

歳

　　　　　　

出

　

競

　

馬

　

事

　

業

　

競

　

輪

　

事

　

業

　

小型自動車競走事業

モ
競
宝

一ボ
事
一タ
走
一

く
じ 事

ト
業
業

859

　　

645

　　

25

4,493

　

3

　

２2

4２3

1, 101　　665

2, 146　1,831

　　

271

　　

２00

　　

8４1

　　

633

　　　

25

　　

22

　

447

　

332

　　

74

　

214

　　　

3

1.070

436

315

　

71

２08

　　

3

決算額構成比

40

　　

39
-

　

％

　　　

％

増減額構成比

40

　　

39
-
％

　　

％

対前年度

増減率
40

　　

39
-
％

　　

％

　

25. 1

　

49. 1

　

6.2

　

19. 1

　

0.5

100.0

　

19.8

　

41.8

　

21.5 65.8 28.3

　

54.7

　

31.0

　

49.8 17.7 22.7

　

6.0

　

6.9

　

6.7 36.1 29.4

　

18.8

　

20.0

　

21.7 33.2 30.6

　

0.7

　

0.3

　

0.3 13.6　9.3

100.0 100.0 100.0 31.3 25.5

25.1　19.8　42.2　21.7 65.6 28.3

49.0

　

54.6

　

30.5

　

49.8 17.2 22.5

　

6.2

　　

6.0

　

6.9

　

6.6 35.3 28.9

19.2

　

18.9

　

20. 1　21.6 32.9 30.0

　

0.5

　　

0.7

　

0.3

　

0.3 13.6 10.3

合

　　　

計

　

4,384 3,351 1,033 100.0 100.0 100.0 100.0 30.8 25.3

（注）宝くじ事業の計数は純益金のみで，実際の消化額は40年度58億円，39年度52

　

億円である。

　

昭和40年度における実質上の収支（歳入歳出差引額から翌年度へ繰り越す

べき財源および他会計からの繰入金を控除し、他会計への繰出金を加えた額）

は612億円（前年度449億円）の黒字であり、前年度と比べると163億円、

36.4%収益が増加している。

　

また、昭和40年度における収益率は、14.2% (前年度13.7%)で、前年度に‘

比べ0.5％向上している。

　

この実質上の収支および収益率を各事業別にみるとつぎのとおりで、各事業

とも収益が増加し、収益率が向上している。
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1
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3
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３
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０
　

C
Ｏ

ａ
Ｏ

Ｌ

　

Ｉ

　　　　　　　　

(6)

449

　

13.7

　　

1,022

　　

163

　

0.5

　

（注）宝くじ事業の（

　

）は、消化額を外書してある。

　

さらに、昭和40年度における決算額を科目別にみるとつぎのとおりで、歳

入においては車馬券等売上金が前年度を上回る伸びを示し、入場料も50.8%

という高い伸びを示した。一方歳出においては開催費が前年度を6.8％上回る

伸びを示し、交付金も前年度を大きく上回る伸びを示した。

　

車馬券等売上金および入場料の増加額は1,030億円で、開催費および交付金

の増加額887億円を143億円上回り、前述の収益の増加に大きく寄与した。
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５
６
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３
９
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0.1

　

2.0

　

1.6

100.0

　

0.3
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0.1

　

0.6

　

1.4

100.0

対前年度
増減率

49

　　

39
-
％

　　

％

50.8

　

16.9

31.1

　

26.1

78.9

　

0.0
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（３）他会計への繰出金の状況

　

昭和40年度において収益事業会計から他の会計へ繰り出された額は、50＆

億円（前年度395億円）で、前年度と比べると113億円、28.9%増加した。

　

各事業別にこの繰出額をみるとつぎのとおりで、競輪事業が263億円で首位

を占め、競馬事業が109億円でこれについでいるが、特に競馬事業における繰

出額の増加が著しい。
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113 100.0100.0100.0 100.0　28.9　26.0

　

収益事業会計から他の会計へ繰り出された収益金の使途状況を各事業別にみ

るとっぎのとおりで、普通会計への繰出額は503億円、公営事業会計への繰出

額は５億円となっている。

　

この普通会計への繰出額503億円のうち、土木費に充当された額が201億円

で最も多く、教育費に充当された額が141億円でこれにっいでいる。

　　　　　　

収益金
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競馬事業109(100.0) 3(2.3) 4(3.7) 37(33.9) 12(11.0) 38(34.9)2(1.8)13(11.9)〇(0.0)

競輪事業263(100.0) 8(3.0) 21(8.0) 108(4□) 8 (3.0) 62(23.5) 3(1.1) 51(19.3) 2(0.9)

に自ね28(100.0)
0(0.0) 0(0.0) 17(60.7) 2 (7.1) 4(14.3) 0(0.0) 5(17.9) -( -)

lijぷ--+:-
83(100.0) 2(2.4) 5(6.0) 31(37.3) 3 (3.6) 26(31.3) 0(0.0) 13(15､7) 3(3､7)

宝くじ事業25(100.0) 0(0.0) 2(8.0) 8(32.2) 0(0.0) 11(44.0)1(4.0) 3(12.0) -(-)

　

合

　

計508(100.0) 13(2.6) 32(6.3) 201(39.6) 25 (4.9) 141(27.8) 6(1.2) 85(16.7) 5(1.0)
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２

　

公益質屋事業

　

（１）事

　　

業

　　

数

　

昭和40年において公益質屋事業を経営した市町村は454団体で、その事業

数は622である。

　

事業数の推移は、つぎのとおりである。
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一一

事

　

業

　

数

昭和35年度

　　　

848

（２）経

　

営

　

状

　

況

36

831

37

807

38

756

39

7０6

40
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昭和40年度における公益質屋事業の歳入決算額は27億円（前年度31億円）、

歳出決算額は26億円（前年度29億円）で、これを前年度と比べると事業数が。

減少したことを反映して、歳人が10.5％、歳出が9.8％それぞれ減少してい

る。

　

この歳入歳出決算額の内訳は、つぎのとおりである。
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’つぎに、公益質屋事業を実施した453の市町村について、その収支状況をみ

るとつぎのとおりで、実質上の収支（歳入歳出差引額から翌年度へ繰り越すべ

き財源および他会計からの繰入金を控除し、他会計への繰出額を加えた額）は

１億1,700万円の赤字で、全体の57.2%に相当する259市町村が赤字を出し

ている。

2 ぶ こ j し ｰ － －
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３

　

農業共済事業

　

昭和40年度の農業共済事業の実施市町村は、922団体（前年度828団体）

で、前年度と比べると94団体増加した。

　

農業共済事業の決算規模は歳入93億円（前年度58億円）、歳出85億円（前

年度51億円）で、前年度に比較し歳入35億円、60.3％、歳出34億円､67.5%

の増加で、歳入歳出ともに増加額および増加率が前年度を上回っている。

　

この歳入歳出決算額の内訳は、つぎのとおりである。
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第
一

一

地方財政計画

昭和41年度の地方財政の状況

（一）地方財政計画の策定方針

　

昭和41年度の国の予算編成に当っては「昭和41年度の経済見通しと経済運

営の基本的態度」にのっとり、公債政策の導入による財政支出の増加と画期的

な大幅減税の断行を通じて、積極的に有効需要の喚起拡大を図り、景気の早期

回復と経済の安定成長への速やかな移行を期するとともに、社会資本の整備等

長期にわたる安定成長の基盤を培養することを主眼とし、

　

（１）住宅および生活環境施設の整備、社会保障の推進、産業基盤の充実と

国土保全の強化、農林漁業中小企業等低生産性部門の近代化、物価対策の強化

等の重要諸施策を重点的に推進するため、

　

（２）既定経費の節減合理化に努めるとともに、新規の経費は、緊要なもの･

に限定するほか、機構の新設および定員の増加を厳に抑制すること等により、

財政資金の効率的な運用を図り、

　

（３）財政投融資については、民間資金の活用を図りつつ、その重点的・効

率的運用に配意することを財政運営の基本とした。

　

昭和41年度の地方財政計画は、現下の経済情勢の推移に即応し、このよう･

な国の基本と同一の基調に立脚して、経費の重点化、効率化を推進することに

より、財政の健全性を保持しつつ、公共資本の増大、社会保障の充実等地方行

政水準の一層の向上を図ることを目途としてっぎの基本方針に基づいて策定さ

れた。

　

１

　

地方税負担の軽減合理化を推進しつつ行政水準の引上げをはかるため、

地方財源を充実する。

　　

（１）住民税所得割について諸控除の引上げを行なうことにより負担を軽

　

減するほか、個人事業税その他の税についても負担の軽減をはかる。
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(２)国税および地方税の減税に伴う減収を補てんし地方財源を充実する

　

ため、地方交付税率を'2.5％引き上げて32％とするとともに、昭和41年度

　

に限り臨時地方特例交付金414億円を交付する。

　　

(３)法人税の税率引下げ等による減収を回避するため、住民税法人税割

　

の税率等について所要の調整を行なう。

　　

(４)土地に対する固定資産税および都市計画税について、税負担の均衡

　

化を漸進的に確保するとともに、都市開発の促進に資するため、税負担の調

　

整を講ずる。

　

２

　

経済の安定成長と均衡ある発展を達成するため公共投資の増大をはかる

屯のとし、公共事業等の円滑な消化をはかるため地方債を大幅に増額する。

　

３

　

社会開発を推進し、地域格差の縮少をはかるため、辺地事業債を増額す

るとともに、地方交付税の傾斜的配分を強化する。

　

４

　

行政の広域的処理を推進し、行政の能率化を徹底することにより経費の

効率的使用を促進する。

　

５

　

国庫補助負担金制度の合理化をはかり超過負担を解消する。

　

なお、次により国民健康保険事業と地方公営企業の健全化を推進することに

より、普通会計の健全化に資する。

　　

(１)国民健康保険の医療給付に対する国庫負担率を25％から40％に引

　

き上げるとともに事務費交付金を増額する。

　　

(２)赤字の地方公営企業の財政再建を促進するため再建債の発行等を認

　

めるとともに、地方公営企業の経営基盤を強化するため必要な措置を講ず

　

る。

（ニ）地方行財政制度の改正

　

このような策定方針に基づいて地方税法、地方交付税法等が改正された。モ

の概要はっぎのとおりである。
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１

　

地方税法の改正

（１）道府県民税および市町村民税

　

①

　

個人の道府県民税および市町村民税については、基礎控除を10万円（従

来は９万円）に、扶養控除を配偶者が前年中に５万円をこえる所得を有する場

合の第１人目の扶養親族については６万円（従来は５万円）に、その他の扶養

親族については４万円（従来は３万円）にそれぞれ引き上げ、新たに配偶者控

除を設け、その控除額を８万円としたこと。

　

また、専従者控除の控除限度額を青色申告者については10万円（従来は８

万円）に､､白色申告者については６万円（従来は５万円）に、それぞれ引き上

げたこと。にの改正に伴い、個人の道府県民税に係る税額控除の特例は廃止

したこと。）

　

障害者、未成年者、老年者または寡婦についての非課税範囲を前年の所得

24万円（従来は22万円）までとし、その他退職所得を分離課税して現年課税

とし、その税率は標準税率をもって法定税率としたこと。

　

②

　

法人の道府県民税および市町村民税については、国税である法人税の税

率引き下げの影響を回避するため、道府県民税法人税割の標準税率を5.8％

（従来は5.5％）に、制限税率を7％（従来は6.6％）にj

　

また市町村民税法人

税割の標準税率を8.9％（従来は8.4％）に、制限税率を10.7％（従来は10.1％）

に改めたこと。

　　　　　　　　

、

　

さらに、道府県民税および市町村民税の法人税割の課税標準である法人税額

は、租税特別措置法の規定による法人税の税額控除前の法人税額とし、また、

いわゆる粉飾決算の場合における法人税の更正に基づく法人税割の更正によひ

減少する法人税割については、５年間繰越控除を行なうこととしたこと。

　

（２）事

　　

業

　　

税

　

①

　

個人事業税の事業主控除を25万円（従来は24万円）に、専従者控除Ｏ

控除限度額を青色申告者につい､ては10万円（従来は８万円）に、白色申告書
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4こついては６万円（従来は５万円）にそれぞれ引き上げたこと。

　

②

　

法人事業税については、農事組合法人の行なう農業については非課税と

し、いわゆる粉飾決算の場合における取扱いは、道府県民税および市町村民税

･の場合に準ずることとしたこと。

　

（３）不動産取得税

　

非課税｡の範囲を拡大し、課税標準の特例を設け、さらに農地等の生前贈与に

ついて租税特別措置法の規定による贈与税の納期限の延長が認められる者にっ

･いては、贈与税の例によって納期限の延長を認めるとともに、贈与者または受

傭者が死亡したときには、その納税義務を免除し、また、土地の取得後1年以

I内にその土地の上に住宅を新設した場合において適用､される土地の不動産取得

税の減額については、１年以内を２年以内に延長したこと。

　

（４）娯楽施設利用税

　

ゴルフ場にかかる娯楽施設利用税の標準税率を600円（従来は400円）に引

-き上げ、その税収入額の６分の１に相当する額をゴルフ場所在市町村に対して

r交付することとしたこと。

　

（５）料理飲食等消費税

　

免税点を引き上げ、また奉仕料についての控除等を定めたこと。

　

（６）鉱

　　

区

　　

税

　

石油および可燃性天然ガスの鉱区に対する税率を従来の３分の２に引き下げ

｀たこと。

　

（７）固定資産税

　

①

　

農地以外の土地については、昭和41年度以降の各年度分の固定資産税

額が、当該土地の評価額の昭和38年度分の評価額に対する上昇率の区分に応

じヽ前年度の課税標準額に次の表に定める負担調整率を乗じて得た額によって
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譚定した税額をこえる場合には、当該土地の固定資産税の額は、前年度分の課

襄標準額に当該負担調整率を乗じて得た額によって算定した税額としたこと。

昭和38年度分の評価額に対する上昇率

３

　　

倍

　　

未

　　

満

３倍以上８倍未満

８

　　

倍

　　

以

　　

上

負担調整率

　　　　

1.1

　　　　

1.2

　　　　

1.3

　

②

　

農地については、当分の間、昭和38年度分の課税標準額によって算定

した税額を限度とするものとしたこと。

　

③

　

土地にかかる昭和42年度の固定資産税の価格は、原則として、当該土

｡地の昭和39年度の価格に据え置くものとしたこと。

　

④

　

土地にかかる免税点を３万円（従来は２万４千円）に引き上げたこと。

（国会における審議の過程で政府原案に修正が加えられ、免税点を土地にあっ

ｰては８万円、家屋にあっては５万円（従来は３万円）、償却資産にあっては30

.万円（従来は15万円）にそれぞれ引き上げられた。）

　

⑤

　

非課税の範囲を拡大し、課税標準の特例を設けたこと。

　

（８）都市計画税

　

①

　

農地以外の土地については、昭和41年度から昭和43年度までの各年度

･分の都市計画税に限り、当該土地の評価額の昭和38年度分の評価額に対する

｡上昇率の区分に応じ、前年度の課税標準額に次の表に定める負担調整率を乗じ

て得た額によって算定した税額をこえる場合には、当該土地の都市計画税の額

君、前年度分の課税標準額に当該負担調整率を乗じて得た額によって算定した

税額としたこと。

昭和38年度分の評価額に対する上昇率

３

　　

倍

　　

未

　　

満

３倍以上８倍未満

８

　　

倍

　　

以

　　

上

－203－

負担調整率

-

　　

1.3

　　

1.6

　　

1.9

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

－



　

②

　

農地については、当分の間、昭和38年度分の課税標準額によって算定

した税額を限度とするものとしたこと。

（９）電気ガス税

非課税範囲を拡大したこと。

　

以上による地方税の増減収は地方税法の改正による減収451億円、国税の改

正に伴う減収36億円、合計減収見込額487億円に対し、増収見込額179億円

で、差引308億円の減収見込みとなっている。

　

２

　

国有資産等所在市町村交付金及び納付金に関する法律の改正

　

対象固定資産に新たに空港を加え、交付金算定標準額は、当該固定資産の価

格の10分の５の額としたこと。

　

３

　

地方交付税法の改正

　

（１）地方交付税の総額を所得税、法人税および酒税の収入額の32％（前年

度29.5%)に引き上げたこと。

　

（２）昭和41年度から昭和44年度までに限り、人口が急激に減少した地方

団体にかかる基準財政需要額の算定について、補正係数の算定方法について特

例を設けることができることとしたこと。

　

（３）所得割にかかる道府県民税および市町村民税の基準税額の算定基礎を

改めたこと。

　

（４）史跡、名勝等である土地に対する固定資産税を課税免除し、または不

均一課税した場合において、当該課税免除等に伴って減収となる額は、基準財

政収入額となるべき額から控除する特例を設けたこと。
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４

　

昭和41年度における地方財政の特別措置に関する法律の制定

　

（1）臨時地方特例交付金

　

①

　

昭和41年度に限り、地方公共団体に対して、臨時地方特例交付金414

億円を第１種特例交付金240億円および第２種特例交付金174億円として交付

することとしたこと。

　

②

　

第１種特例交付金は都道府県分70億円、市町村および特別区分170億

円とし、昭和40年３月から昭和41年２月までの間にその区域において日本専

売公社が売り渡した製造たばこの本数であん分して交付することとしたこと。

　

③

　

第２種特例交付金は基準財政需要額が基準財政収入額をこえる都道府県

に対して、財源不足額であん分して交付することとしたこと。

（２）昭和41年度分の基準財政需要額および基準財政収入額の算定方法の

　　

特例

　

①

　

公共事業費の地方負担に要する経費の財源として地方債が大幅に増額さ

れることに伴い、投資的経費にかかる基準財政需要額の一部を地方債に振り替

えるため関係事項の特例を設けたこと。

　

②

　

その他若干の単位費用の引き上げおよび基準財政需要額の算定方法の合

理化をはかったこと。

５

　

地方公営企業法の改正

　

（１）法律適用事業の範囲を拡大したこと。

　

（２）企業会計と一般会計等との負担区分の明確化を図ったこと。

　

（３）水道事業、工業用水道事業、軌道事業、自動車運送事業、地方鉄道事

業、電気事業、ガス事業および病院事業を再建対象事業とし、昭和40年度の

赤字企業は財政再建計画に基づいて財政再建債を起こすことができることと

し、当該財政再建債の利子支払額の一部を補給することとしたこと。

　

（４）財務に関する改正規定は、昭和42年４月１日から施行することとし
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たこと

　

６

　

首都圏及び近畿圏の近郊整備地帯等の整備のための国の･財政上の

　　

特別措置に関する法律

　

（１）国は、関係都道府県に対し4整備計画等に基づく国の直轄事業または

国庫補助事業で、住宅、道路、港湾等基幹的な施設の整備にかかるものに要す

る経費のうち、当該都道府県の通常の負担額をこえる負担額の支出の財源に充

てるため発行を許可された地方債について、そめ利子支払額の一部を補給する

こととしたこと。

　

（２）国は、関係市町村に対､し、整備計画等に基づく住宅道路下水道、教育

施設および厚生施設等基幹的な施設の整備にかかる国の直轄事業または国庫補

助事業について、当該市町村の負担額が標準的な負担額を超過する場合におい

ては、当該超過負担額および当該市町村め財政力を勘案して国の負担割合を最

高25％引き上げることとしたこと。

以上のほか、地方財政に関連する主な制度改正は、つぎのとおりである。

１

　

厚

　

生

　

関

　

係

国民健康保険法の改正

　

①

　

世帯主以外の被保険者の療養の給付にかかる一部負担金の割合を30％

（従来は50％）に改めたこと（昭和40年１月から４ヵ年計画で段階的に実施し

てきており、昭和43年１月から全団体実施）。

　

②

　

市町村の療養の給付および療養費の支給に要する費用に対する国の負担

率を40％（従来は25％）に改鑓）だこと。

　

③

　

調整交付金の総額を市町村の療養の給付および療養費の支給に要する費

用の見込額の5％（従来は10％）に改めたこと。

　

④

　

市町村が徴収する保険料その他国民健康保険法の規定による徴収金につ

いて滞納処分を行なうことができることとじたこ･と。
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２

　

農

　

林

　

関

　

係

　

農林近代化資金助成法の改正

　

農業近代化資金の融資対象を拡大し、償還期間を15年以内から20年以内に

据置期間を３年以内から７年以内に延長したこと。

　

３

　

通

　

産

　

関

　

係

　

（1）中小企業近代化資金助成法の改正

　

①

　

中小企業高度化資金の貸付対象を拡大するとともに、国は都道府県に対

し貸付事業に必要な資金の一部を補助することができるものとし、および償還

期間を10年（従来は７年）に改めたこと。

　

②

　

国は都道府県に対し、中小企業共同工場貸与事業に必要な資金の一部を

貸し付けることができるものとし、また、中小企業共同工場の譲渡の対価の支

払期間または貸付期間を13年以内としたこと。

　

（２）産炭地域振興臨時措置法の改正

　

産炭地域における鉱工業等の振興を促進する等の必要がなお存続している実

情にかんがみ、法律の有効期間を５年延長したこと。

　

ノ

　　　　　

・

　

４

　

建

　

設

　

関

　

係

　

（１）海岸法の改正

　

政令で定める地域にかかる海岸保全区域における直轄の海岸保全施設の新

設、改良または災害復旧に要する費用について、国の負担割合を３分の２（従

来は２分の１）に引き上げたこと。

　

（２）都市開発資金の貸付けに関する法律の改正

大都市における都市機能の維持、増進のために行なわれる事業の用に供され
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べるき土地を地方公共団体が先行的に取得する場合において、これに必要な資

金を国が貸し付けることとしたこと。

　

（３）住宅金融公庫法の改正

　

公庫は賃貸住宅または分譲住宅の事業主体に対し、住宅の建設資金にあわせ

て幼稚園等の建設に必要な資金（ﾆﾋ地資金を含む。）を貸し付けることができ

ることとし、また、宅地造成の事業主体が新住宅市街地開発事業またはこれに

準ずる大規模な事業を行なう場合には、土地の取得造成資金にあわせて、道

路、下水道等関連公共施設等の整備に必要な資金を貸し付けることができるこ

ととしたこと。

　

(-4)日本住宅公団法の改正

　

公団の業務範囲を拡大して、公団の住宅建設および宅地造成に関連して必要

となる公共の用に供する施設の整備、賃貸その他の管理および譲渡を行なうこ

と等を加えたこと。

　

（５）住宅建設計画法の制定

　

建設大臣は、昭和41年度以降の住宅建設５箇年計画を策定することとし、

都道府県は国の住宅建設５箇年計画にもとづいて当該都道府県の住宅建設５箇

年計画を作成し、関係行政機関は計画の実施に関連して必要となる公共施設お

よび公益的施設の整備に関し、相互に十分な協力をしなければならないこと。

　

（６）国土開発縦貫自動車道建設法の改正

　

従来東海道幹線自動車道建設法等各法に定められていた高速自動車道路を統

合整理して高速自動車道路網を計画的に建設することとし法律の題名を「国土

開発幹線自動車道建設法」に改め、上記各法は廃止したこと。

（７）交通安全施設等整備事業に関する緊急措置法の制定

国家公安委員会および建設大臣は昭和41年度以降３箇年間の交通安全施設
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等整備事業３箇年計画を策定し、これにもとづいて道路管理者が行なり交通安

全施設等整備事業に要する費用については国の補助または負担の特例を次のと

おり定めたこと。

　　　

指定区間内の一般国道のさく等の設置

　　　　　　　

２分の１

　　　

指定区間外の一般国道の交通安全施設等整備事業

　　

２分の１

　　　

その他の道路の交通安全施設等整備事業

　　　　　　

２分の１

　

（８）流通業務市街地の整備に関する法律の制定

　

都心地区に流通業務施設が過度に集中しているため流通機能の低下、自動車

交通の渋滞をきたしている大都会の機能の回復を図るため、都道府県知事は流

通業務団地を造成することとし、国は当該事業の実施に必要な資金調達等につ

いて配慮するものとしたこと。

５

　

文

　

部

　

関

　

係

（１）公立高等学校の設置、適正配置及び教職員の定数の標準等に関する法

　　

律の改正

　

①

　

高等学校生徒の減少が著しい府県については、昭和41年度の入学者か

ら法律の本則どおり50人編成を標準とし、教職員定数の標準の算定の基礎と

なる生徒数の補正減を行なわないこと。

　

②

　

前項の府県ほど生徒数の減少が著しくはないが、所定の率以下に減少す

る府県については、昭和41年度の入学者につき53人を標準とし、教職員定数

の標準の算定の基礎となる生徒数の補正減を100分の６としたこと。

　

（２）義務教育諸学校施設費国庫負担法の改正

　

国庫負担の対象とする公立の小中学校の屋内運動場の工事費の算定方法を、

当該学校の児童生徒数を基準とする方法から、学級数を基準とする方法に改め

たこと。
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６

　

労

　

働

　

関

　

係

　

雇用対策法の制定

　

国および都道府県は、他の法令の規定にもとづき支給するものを除くほか、

労働者がその有する能力に適合する職業につくことを容易にし、および促進す

るため、求職者その他の労働者または事業主に対して職業転換給付金を支給す

ることができることとし、国は都道府県が支給する職業転換給付金に要する費

用の一部を負担することとしたこと。

７

　

そ

　　

の

　　

他

　

（１）首都圏近郊緑地保全法の制定

　

近郊緑地のうち無秩序な市街地化のおそれが大きく、かつ、保全効果の著し

い土地の区域を近郊緑地保全区域および近郊緑地特別保全地区として指定し、

都県は保全地区域内において建築物の新築等土地の形質変更、木竹の伐採その

他の行為に規制を加えて保全することとし、当該保全に要する費用は都県の負

担とし、国はその費用の一部を補助するものとしたこと。

　

（２）防衛施設周辺の整備等に関する法律の制定

　

①

　

自衛隊等（自衛隊と安保条約にもとづく駐留米軍）の特定の行為により

生ずる障害を防止し、または軽減するため、特定の公共施設等についての必要

な工事または学校、病院等の防音工事を行なう地方公共団体その他の者に対

し、その費用の全部または一部を国が補助するものとしたこと。

　

②

　

防衛施設の運用により、その周辺地域の住民の生活または事業活動が著

しく阻害されていると認められる市町村が、その障害の緩和に資するため、生

活環境施設または事業経営の安定に寄与する施設の整備について必要な措置を

とるときは、その費用の一部を国が補助することができるものとしたこと。
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（三）地方財政計画の概要

１

概

　

昭和41年度の地方財政計画の規模は４兆1,348億円で、前年度に比べ、

5,227億円、14.5%増加した。この増加額および増加率は国の一般会計予算の

増加(6,562億円、17.9%)を下回っている。

　

昭和41年度の地方財政計画の内訳は、つぎのとおりであるが、歳入面では

地方税、地方譲与税および地方交付税の極端な伸びの鈍化と国庫支出金および

地方債が著しく増加したこと、また、歳出面では、国庫予算における景気浮揚

のための公共事業費の増大に対応して投資的経費の増加が大きくなっているこ

とおよび社会保障費等国庫補助負担金を伴う一般行政費の増加が著しいことが

特色となっている。

区 分

　

地

　　　

方

　　　

税

　

地

　

方

　

譲

　

与

　

税

歳臨時地方特例交付金

　

|

地

　

方

　

交一付

　

税

　

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　

地

　　　

方

　　　

債
入使用料・手数料

　

1

雑

　　　

収

　　　

入

　

合

　　　　　　　

計

計

　　　

画

　　　

額計画額構成比増減額構成比

41年度40年度増減額

　

41

　　

４0 ４1　　40

　　

億円

　　

億円

　　

億円

　　

％

　　

％

15,741 14,948　　793　38. I　41.4

　　　

567

　　

528

　　　

414

　　　

0

　

7,467

　

7, 132

11,958

　

9,910

　

2,895 ｡1,630

　　　

817

　　

705

　

1,489

　

1,268

41,348 36, 121

　

給与関係経費14,679

　

一，般行政費8,275

j

公

　　

債

　　

費1,476

　

維

　

持

　

補

　

修

　

費

　

1,013

　

投資的経費15,728

出不交付団体における‘

　　

・

1

詔Ｐ゛９｡゛177

　

合

　　　　　

計41,348

13,072

　

7,393

　

1,335

　　

902

13、141

　　　

39

　

1.4

　

1.5

　　

414

　

1.0

　　

0

　　

335 －18.0　19.7

2,048

　

28.9

　

27.4

1,265

　

｡7.0

　

｡４.5

　　

02

　

2.0

　

2.0

　　

221

　

3.6

　

3.5

5,227 100.0100.0

1.607

　

35.5

　

36.2

　　

882

　

20.0

　

20.5

　　

141

　

3.6

　

3.7

　　

10

　

2.４

　

２.5

2,587

　

38. 1　36.3

　　

％

　　

％

　

15.2

　

43. 1

　

0.7

　

1.6

　

7.9

　

6.4

　

16.5

　

39.2

　

27.8

　

24.2

　

6.9

　

2.1

　

1.5

　

4.3

　

2.6

100.0 100.0

　

30.7

　

39.0

　

16.9

　

20.0

　

2.7

　

4.1

　

2.1

　

2.3

　

49.5

　

34.6

　　

皿皿 - - 1 - r

　 　

¶ I . = ･ = ゝ a a

　 　

■

　 　

■

2 7 8

　

△ 1 0 1

　

0

.

4

　

0

.

8

　

△ 1

.

9

対前年度
増減率

41

　　

40

　

％

5.3

7.４

　

４.7

20.7

77.6

15.9

17.4

14.5

12.3

11.9

10.6

12.3

19.7

　　

％

IS. 8

16.8

12.3

15.3

25.0

u.o

11.0

15. 1

16.5

14.7

16.8

13.9

J4. 3

○△36.3

　　

0

36,121　5,227 100.0100.0　100.0100.0　14.5　15.！
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２歳入の状況

　

（１）地

　

方

　

税

　

昭和41年度の地方税収入見込額は！兆5,741億円（道府県税8,051億円、市

町村税7,690億円）で、前年度（１兆4,948億円）に比べ793億円（道府県税

231億円、市町村税562億円）、5.3％（道府県税3.0％、市町村税7.9％）の増

加となっており、前年度の増加率（15.8％）に比べると増加率は著しく鈍化し

ている。

　

これは、前年度からの景気の停滞が反映して自然増収が極めて少なかったこ

とと、国、地方を通ずる大幅な減税が行なわれたことが大きく影響しているも

のである。

　

昭和41年度においては、地方税負担の現状にかんがみ、地方財政の実情を

考慮しつつ、住民負担の軽減、合理化をはかる方針のもとに、住民税の諸控除

の引上げ、個人事業税の事業主控除等の引上げ、料理飲食等消費税の免税点の

引上げ等によって住民負担の軽減を行なう一方、固定資産税および都市計画税

の負担の調整、ゴルフ場にかかる娯楽施設利用税率の引上げ等によって住民負

担の合理化が行なわれた。

　

なお、地方税の収入見込みの状況はっぎのとおりである。

区 分

昭和40年度当初収入見込額(Ａ)

自

　　

然

　　

増

　　

収

　　

額(Ｂ)

　　

(Ｂ)/(Ａ)×100

　　　　　　

(％)

(同上の前年度の率)

　　　　　

(％)

税制改正による増減額ぺＣ)

昭和41年度収入見込額

　　

(Ａ)十(Ｂ)十(Ｃ)

　　　　　

(Ｄ)

増

　　　　

減

　　　　

額

　

(Ｄ)－(Ａ)

道府県税

-

　

7,820

　　

365

　　

4.7

(15.5)

乙k134-

8,051

　　

２31

市町村税

　　　

合

　　

億円

7, 128

　　

685

　　

9.6

(15.0)

4 123‘｀

7,690

　　

562

計

　　

億円

14, 948

　

1,050

　　

7.0

(15.2)

△257

15,741

　　

793に
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昭和41年度の税目別収入見込額はつぎのとおりである。

区 分

道

県

税

市

町

　
　

村

　
　

税

税
税
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業
府道
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入
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普
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小
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猟
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民
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税
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計
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税
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電

　

気

　

ガ

　

ス

そ
普
都
そ
目
合

の他普通

小
画
的
小

税
計
他
税

通
市
の
的

税
税
計
税
税
計
計

（２）地方譲与税

　

収入見込額

41年度

　

40年度

　　

億円

1,819

3,331

　　

333
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741
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2,880
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825
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7､450

　　

億円
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△
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△

　
　

△

4
5
４
0
0

0
4

　

4
9
5

3

　

４

　

５
４
１

３

　

一

　

７
｛

　

６

　
　
　

１

　
　

１

7, 116　｡134
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－

　　　

3

　　　

－

　　

704

　　　

－

7,820

　

a 134

2,800

　

△２18

2,685

　　

742

　　

541

　　

170

5,938

4
6
0
8

7

　

1
9
2

－

　
　

―
－

　
　
　
　
　
　
　

７

４

　

6
0
0

2
1

　

４
９

２

　
　

２
６

　
　
　
　
　
　
　

７

69

△

△

３

　

一

152

　

29

　　

29

ａ 1２3

額
合

　

然
分

減

　

収

　

自
増

△

億円

17４

　

77

　

32

　

50

5
6
8
8
7

　

一

　

７

３
０

　
　

２
３

　
　

３

　
　

ｌ

　
　

e
n

365

２98

1
3
9
3
４
1

3
8
3
1
6
2

2

　
　
　
　
　

６

　

－

　

21

685

計

-
億円

8４

対

増
前年

　

減
41

-

　

％

4.8

6 117 A 3.4

　　　

29

　

9.5

　　　

50

　

0.2

　　　

18

　

3.4

　　

106

　

21.6

　　　

24

　

17.4

　　

194

　

6.7

　　　

37

　

5.3

　　　

0

　　

0

　　　

37

　

5.3

　　

231

　

3.0

　　　

80

　

2.9

　　

300

　

11.2

　　　

83

　

11.2

　　　

36

　

6.7

　　　

13

　

7.6

　　

512

　

7.4

　　　

50

　

28.7

　

50

56２

26.3

　

7.9

度
率
4
0

　　

％

24. I

　

7.1

33.9

10.7

26.2

58. 1

　

8.6

16.2

21.3

　　

0

21.2

16.6

22.4

10.2

11.7

　

8.0

22.3

15. 1

11.5

23. 1

12.4

15.0

　

昭和41年度の地方譲与税収入見込額は567億円（前年度528億円）で、前

年度に比して39億円、7.4％増加している。

　

地方譲与税の内訳はうぎのとおりであるが、このうち、石油ガス譲与税の増

加率が高いのは、前年度が初年度（計画上は２ヵ月分計上）であったことによ

るものである。

― 213 ―

1

1

1

」



区 分

　　　

収

　

入

　

見

　

込

　

額

41年度’

　

40年度……

　　

増減額

対前年度増減率

　

41

　　　　　

40

地方道路譲与税

特別とん譲与税

石油ガス譲与税

合

　　　　　

計

3
8
6
7

1
3
1
6

5

　
　
　
　

５

Ｓ
3
9
ニ
一
一

１
２
９

△

　

Ｉ
C
Ｏ

　　

5.８

４

　

２.6

　

300.0

　　

7.4

14.7

34.5

　　

－

16.8

　

〔３〕臨時地方特例交付金

　

臨時地方特例交付金414億円は、昭和41年度における地方財政対策として、

単年度限りのものとして計上されたものであって、第１種特例交付金（240億

円）と第２種特例交付金(174億円）とに分けられている。

　

第１種特例交付金は、住民税の減税に伴う減収額の補てんに充てるため、都

道府県分70億円、市町村および特別区分170億円をその区域内の製造たばこ

の売渡し本数にあん分して交付し、また･、第２種特例交付金の174億円は、地

方交付税の交付団体である道府県に対して、昭和41年度分の普通交付税とあ

わせて普通交付税の配分方式により交付するものである。

　

（４）地方交付税

　

昭和41年度の地方交付税は7,467億円(前年度7,132億円)で、前年度に比

べて335億円、4.7％の増加にとどまつている。

　

なお、国税および地方税の減税に伴う減収を補てんし地方財源を充実するた

め交付税繰入率を2.5％引き上げ(引き上げによる増分586億円)32％とされ

た。
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地方交付税の積算の基礎はつぎのとおりである。

区 分

国

　

税

　

三

　

税

地

　

方

　

交

　

付

　

税

　

㈲×繰

　

入
{。

　

。

前年度からの繰越分

借入

合

金返済分

凶
剛
率
分
ｓ
　
ｓ

計(Ｂ)刊:c)-(D)

{に
（注）昭和４0

税
税

付
付
交
交

41年度

-

　

億円

23, 456

7,507

7,506

　　

1

　　　

－

　　

40

7,467

7,019

　　

448

40年度

-

　

億円

24, 138

7,162

1
2
1
4
1

　

こ
こ
一
一
一
一
一
一

　
　
　

年度の地方交付税の最終額は、7,432億円である。

（５）地方債計画

増減額

円
２

　

５
５

　

０

ｃ
　
^
ｏ

e
n
4
3
8
<
1

　

10

335

315

　

20

　

昭和41年度の地方債計画の総額は6,707億円（前年度4,849億円）で、前

年度に比し1,858億円、38.3%と大幅な増加を示している。

　

昭和41年度においては、公共事業の消化を促進するとともに、一般的な財

源の不足に対処するための特別事業債1,200億円および赤字を生じている地方

公営企業の再建整備を促進するための公営企業再建債200億円が新たに設けら

れたことが、増加を著しくしているものである。

　

なお、特別事業債は、一般補助事業、公営住宅建設事業、義務教育施設整備

事業、災害復旧事業、直轄事業および下水道事業の増額充当分として配分する

ものである。
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区 分

一般会計債

準
公
特
合

公営企業債

債
債
計

業
方
企
地
営
別
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金
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額

　　

計画額構成比

41年度40年度増減額

億円

　　

億円

　　

億円
1,445
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1,034
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－
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－
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54

　　

458
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％

21.6

15.4
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79. 1
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％
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2.7
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39.7

　

H.8
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－
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57.6

42.4

63.4

36.6
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9.4

　

21.7
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38.3

　

21.7

25.6

60.4

22.0

21.3

　

このうち，地方財政計画の歳入に計上したものは，一般会計債1,445億円

（前年度1,394億円），特別地方債の一部250億円（前年度236億円）および特

別事業債1,200億円の合計2,895億円（前年度1,630億円）で前年度と比べる

と1,265億円> 77.6%の増加であり，その内訳はつぎのとおりである。
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-

　

％

　

3.7

△

17.9

23.3

　

9.8

　

7.2

20.8

33.3

　　

0

22.5

　　

0
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増減額構成比
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３歳出の状況

　

昭和41年度の地方財政計画額の規模は､前年度と比べると5,227億円、14.5

％増加しているが、主なものの増減状況はつぎのとおりである。

区

給与関係経費

　

給

　

与

　

費

分

　

恩

　

給

　

費

一般行政経費

　

国庫補助負担金を伴うもの

　　

増

　

減

　

額

総

　

額

　

一般財源

　

億円

1,607

1、581

　

２6

882

664

　

?房補助負担金を伴わない

　　

218

公

　

債

　

費

　　　　　　　　　　

141

維持補修費

　　　　

.

　　　　

111

投資的経費

　　　　　　　

2,587

　

直轄事業負担金

　　　　　　　　

71

　

国庫補助負担金を伴うもの

　

1,747

?老補助負担金を伴わない

　　

769

地方交付税の不交付団体にお
Wiる平均水準をこえる必要経

合
-
(注)

計

　

△101

5,227

　

億円
1,363

1、337

　

26

4Ｈ

193

２１８

１

11４

111

283

　

71

４４3

増

　

減

　

事

　

由

人事院勧告に基づく増

昇給等に基づく増

人員増に基づく増

その他

生活保護費

結核医療費

児童保護費

精神衛生費

その他

普通建設事業費

災害復旧事業費

失業対策事業費

769

　　

普通建設事業費

　　　　

災害復旧事業費

　

△101

3, 181

増減事由欄の（

　

）は、一般財源の増減額を示す。
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億円･

1,001 (826)･

　

400(333)

　

60 (60)

　

120(118)

225 (45)

36

　

（7）

57 (13)

63 (15)

283(113)

1,464(393)

　

269 (47),

　　

14

　

(3);

　

758(758)･

　　

11 (11)･
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-



　

４

　

地方財政計画策定後における地方財政措置

　

昭和41年度地方財政計画の策定後において、給与改定が行なわれたことお

よび激甚な災害が多発したことなどにより、地方財政についてつぎの措置が講

じられた。

　

（１）給与改定の実施

　

昭和41年８月12日国家公務員の給与改定について人事院勧告が行なわれ

（俸給表の6.0％引上げ、扶養手当および通勤手当の増額等）、同年９月１日か

ら給与の改定が実施されたが、地方公務員についても給与改定をこれに準じて

行なう場合の所要額は569億円（特定財源108億円、一般財源461億円）と見

込まれた。

　

この一般財源所要額461億円（交付団体分343億円、不交付団体分118億円）

については、地方税等の増255億円のほか、地方交付税の増288億円（地方交

付税の調整減額の復活分を含む。）によって措置された。

　

なお、昭和41年12月第53回国会において成立した国の補正予算第１号に

おける（国税三税の収入見込増1,020億円）地方交付税の増加額は326億円で

あったが、このうち20億円は昭和40年度分の借入金の返済にあてられたの

で、昭和41年度中に配分された地方交付税の額は306億円で、うち288億円

が普通交付税、18億円が特別交付税である。

　

（２）地方税収入の減収補てん

　

第51回国会において成立した地方税法の一部改正(昭和41年法律第40号)

については、国会における審議の過程で固定資産税の免税点の引上げ等につい

て政府原案に修正が加えられ、その結果地方税の減収51億円が見込まれてい

たが、国の補正予算第１号により、これが減収の補てん分として第３種特例交

付金51億円が交付されることとなった。これに伴い、昭和41年度の臨時地方

特例交付金の総額は465億円となった。

　

なお、この第３種特例交付金は、市町村および特別区の区域の人口によるあ
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ん分方式によって昭和42年１月に配分され、また収入額の75％の額は基準財

政収入額に算入された。

　

（３）災害発生に伴う地方債計画の修正

　

昭和41年中に発生した災害のうち主なものはつぎの表に掲げるとおりであ

るが、これらの災害については、それぞれ激甚災害の指定が行なわれ、当該災

害について同表に掲げる指定事項について措置がなされた。

　

災

　　　

害

　　　

名

　　　　

指

　　　

定

　　　

事

　　　

項

　　　　

参

　　　　　

考

昭和41年台風第４号、

　

農地等の災害復旧事業

　　　　　　　　　

北海道、岩手、宮

同年６月中旬から７月

　

水防資材費

　　　　　　　　　　　　　　　

城、福島、茨城、

までの豪雨等による災

　

農地、農業用施設等の小災害債の元利補

　

新潟、石川、鹿児

害

　　　　　　　　　　

給

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

島

　

（８月15日政令288号）農作物災害

昭和41年８月中旬の豪

　

農地等の災､害復旧事業

　　　　　　　　　

岩手、宮城、福

雨および同年台風13号

　

農地および農業用施設等小災害債の元利

　

島、群馬、山梨、

による災害

　　　　　　

補給

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

静岡

昭和41年台風24号およ

　

公共土木施設災害復旧事業等

び台風26号による災害

　

農林水産業共同利用施設災害復旧事業

　

（10月20日政令353号）公立社会教育施設災害復旧事業

　　　　　　　　　　　

私立学校振興会の業務の特例

　　　　　　　　　　　

公営住宅建設事業

　　　　　　　　　　　

小災害債の元利補給

　　　　　　　　　　　

農作物災害

北海道、東北地方冷害

　

農作物災害

　　　　　　　　　　　　　　

’北海道、青森、岩

　

（11月28日政令375号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

手、秋田

（注）「参考」の欄に掲げた県名は、激甚災害に対処するための特別の財政援助等に

　

関する法律第８条の規定により、天災融資法による融資についての特例措置が講じ

　

られる団体を示す。

　

‘'現年発生の公共災害の被害査定見込額は、1,252億円(昭和41年12月現在)

　

と見込まれるが、このうち昭和41年度施行分の所要額については、地方債計

｡画に151億円が追加計上され、特別交付税の配分とあわせて措置された。
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５

　

地方制度調査会の答申

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一

　

昭和41年９月６日発足した第11次地方制度調査会において、昭和41年度

から国があらたに国債を発行したことに伴い必要とされる措置および最近にお

ける社会経済情勢の変化に伴う地方行財政のあり方等を中心として検討がなさ

れていたが、昭和41年12月８日内閣総理大臣に対し「地方税財政に関する当

面の措置について」の答申が行なわれた。

　

答申の全文は、つぎのとおりである。

　

地方税財政に関する当面の措置についての答申

　　

は

　

し

　

が

　

き

　

当調査会は、さきに、第９次および第10次の調査会において、行政事務再

配分について、その基本方針を明らかにするとともに、その方針に基づく具体

案について答申したが、これに対応する財政上の具体的措置については、引き

続き次期の調査会においで検討されるべきものと述べた。

　

当調査会は、本年９月以降

１

　

行政事務の再配分を行なうにあたって、これに対応する具体的な財源措置

　

を検討するとともに、あわせて

２

　

最近における社会経済情勢の変化に伴う地方行財政の変貌に対処する地方

　

財政のあり方について、根本的な検討を加えることとしたが、なお、

３

　

昭和41年度から新たに国が国債を財源とする新施策をとることとしたこ

　

とに伴って生じた地方財政の急激な変動に対処して当面緊急にとるべき措置

　

を中心として具体的な検討を行なうこととした。

　

これらの３つの問題は相互に関連があるのであるが、１および２については

地方財政に関する基本的な事項にふれる点が多いので、その重要性にかんが

み、引き続き、充分検討を行なうこととした。

　

３については、昭和41年度に

おいて臨時応急の措置が講じられたことおよび国債の発行がなお継続される見

とおしにあることにかんがみ。当面緊急に処理すべき事項として、検討を行な

いヽその成案を得たので。ここに答申する。
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第１

　

国債発行下の地方財源

１

　

国債発行が地方財政に与えた影響

　　

国は、昭和41年度において、当面の経済情勢に対処するため、従来の均

　

衡財政主義を転換し、主として公共投資の財源を公債によることとし積極的

　

に有効需要の拡大をはかり、経済の安定成長へのすみやかな移行を期するこ

　

ととした。而して、今後も国債発行は継続される見込みである。

　　　

・

　　

従来、国の財政がその歳出面において、公共事業費、社会保障費、給与費

　

等を増加すれば、必然的にこれらの経費は、地方財政における負担増を招い

　

たのであるが、他方また歳入面においては、国税の自然増収は、地方交付税

　

や地方譲与税の増収をもたらし、地方財政は、その増加需要に応じてきた。

　　

これは、国は国税として国民の租税負担のうちの約７割を徴収するが、地

　

方は地方税としてその約３割を徴収しうるに過ぎないところから、国と地方

　

との実質的な財政需要に応ずるため、国は、地方財源の保障と調整をかね

　

て、国税として徴収した額のうち一定の割合を、地方交付税および地方譲与

　

税として地方に交付しているためである。したがって、国の均衡財政の下に

　

あっては、国と地方との間には、地方交付税制度を中心として一つのバラソ

　

スが保たれてきた。

　　

しかるに、国の財政が、国債財源によってその財政規模を拡大する場合

　

は、それに関連して地方歳出の増加が生ずるにもかかわらず、これに対応す

　

る地方交付税や地方譲与税の増加は望めない。このため、国債発行に関連し

　

て生ずる地方財源の不足に対しては、従来になかった何らかの特別の措置が

　

必要と認められる。

２

　

昭和41年度の地方財源措置の概況

　　

昭和41年度の地方財政には、国債発行に関連して国と地方との財源の配

　

分関係に変動が生じたことを主たる原因として、おおむね2,469億円の財源

　

不足が見込まれることとなった。これに対し、次のような財源措置がとられ

　

た。

　

（1）地方交付税の率の引上げ(29.5%を32％に2.5％引上げ）により
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（2）臨時地方特例交付金により…………………………………………414億円

（3）特別事業債の 200億円

　

(4)固定資産税等の増徴および節約による自己努力により…………269億円

　　

これらの措置のうち、(1)の地方交付税の率の引上げは、国税の減税に伴う

　

地方交付税の減収を補てんするための措置として、恒久的なものとされ、(2)

　

の臨時地方特例交付金のうち、第１種特例交付金249億円は、昭和42年度

　

以降たばこ消費税の増額による恒久措置に移行することとされた。しかし、

　

第２種特例交付金174億円は、昭和41年度限りの臨時の一般財源として交

　

付されたものであり、(3)の特別事業債の発行もまた、昭和41年度限りの応

　

急の措置であった。

　　

したがって、昭和42年度以降は、すみやかに、このような不安定な臨時

　

的措置を適正な財源措置に改めることが、国、地方を通ずる財政運営を円滑

　

にし、地方財政に安定性と計画性を失わしめないようにする所以であると考

　

えられる。

３

　

特別事業債

　　

昭和41年度にとられた財源措置のうち、特に特別事業債については問題

　

がある。特別事業債は、公共事業費にかかる地方負担額のうち、従来地方交

　

付税を通じて一般財源で措置されていた額の一部を地方債財源に振替えるこ

　

とにより一般財源の不足を補てんしたものであって、次に掲げるような観点

　

から、明年度以降は継続すべきでない。

　

(1)地方債は、過去において苦い経験をなめたように、､公共事業等の半ぱ義

　　

務的な地方負担に対して、財源補てん的な意味において発行されることは

　　

適当ではない。地方債は、本質的には、各団体の特性に応じ、単独事業や。

　　

公営企業等のような本来地方債をもって財源とすることが適当である事業

　　

について積極的に発行さるべきものである。

　

(2)現行の地方交付税制度のもとで一般財源として交付される場合と、特別

　　

事業債で措置される場合とでは、個々の団体についてみれば、財源措置額

　　

に大きなアンバランスを生ずる6一般的にみれば、貧弱団体ほど不利とな

　　

り、適当でない。
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（3）特別事業債は、従来地方交付税制度によって一般財源によって措置され

　　

てきたものに代えてとられたものであり、このような応急臨時の措置によ

　　

り地方の既存の一般財源を削って将来への負担を残すことは、地方財政の

　　

本質および現況にかんがみ、適当ではない。

４

　

国債発行下の財源配分

　

（1）国債発行に伴う地方財源不足に対してはあくまでも地方交付税および地

　　

方譲与税によって措置すべしとする意見もある。しかし、国の国債発行は

　　

臨時の措置であるので、地方についてのみ、そのすべてを恒久的な財源の

　　

みによって措置すべしとするのは、適当とは考えられない。

　　　

財源配分を行なうにあたっては、国は、特別事業債のごとき措置による

　　

ことなく、地方団体に配分すべき財源を、一般財源をもって措置すべきで

　　

ある。この場合国税の減税に伴う地方交付税の減収に相当する分について

　　

は、地方交付税の率の引上げによって補てんすることが適当である。その

　　

他の所要財源については、たとえば、特例交付金のごとき措置によって配

　　

分されることが適当である。

　

（2）国は予算編成を行なうにあたっては、あらかじめ、国と地方との財源配

　　

分のおおよそのめどを立て、国地方を通じての円滑な財政運営を確保しな

　　

ければならない。特に国債発行に伴って、国と地方との財政の関連に大き

　　

な変動が生じている現在においては、この間の配慮を欠くことは、地方の

　　

財政運営に先行きの不安を与え、その計画的な運営を阻害するのみなら

　　

ず、ひいては国の施策の実行にも好ましからぬ影響を与えるおそれがある

　　

といわなければならない。したがって、国と地方との間の財源の配分にっ

　　

’いて、地方の歳入および歳出についての推計によってその所要額を決定す

　　

ゐ方法のみによらず、別途何等かのめどを設定しておくことが適切である

　　

｡と考えられる。

　　　

この場合、たとえば過去十ヶ年間において、国が国税収入の中から、地

　　

方へ配分した財源（地方交付税および地方譲与税）の額は、国税収入の

　　

23％程度であった。

　

昭和41年度においては、国債の発行に関連して地方

　　

歳出の増加があったことにより、地方交付税の増加の外に臨時地方特例交
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付金および特別事業債による臨時措置がとられたが、地方交付税、地方譲

与税に、第２種特例交付金および特別事業債を合わせて考えると、その総

額は、国税と国債の合算額に対し過去と同様な率を示していることにかん

がみ、明年度以降においても、特別な事情の変更がないならば、国税およ

び国債収入の合算額に対しこの過去の経験値を適用した程度の額を、国か

ら地方に配分される財源のめどと考えることが適当である。

　　　

第２

　

昭和41年度の特別事業債の事後処理

　

昭和41年度において発行された特別事業債は、前にも述べたとおり、昭和

41年度限りのものとさるべきである。

　

しかも、特別事業債が、地方交付税の･

基準財政需要額を削減し、地方交付税による一般財源賦与の代替として配分さ

れたものであることにかんがみ、その元利償還額については、適正な財源措置

を行なう必要がある。

　　

第３

　

地

　　

方

　

税

　

昭和42年度の地方財政は引続き困難な状況にあると考えられるので、地方

税については、減税を実施しうる余地はきわめて乏しく、むしろ地方税源の充

実、強化をはかる必要があると考えられる。

１

　

道路の整備について、最近、国道から地方道へ重点が移行しており、道路･

　

整備計画の改定とも関連し、地方団体の道路に関する財政需要は、今後まず

　

ます増大するものと認められるので、地方団体の道路目的財源を充実する必、

　

要がある。しかるに現行の道路整備五ヶ年計画においては、国が負担すべき

　

事業費に対する特定財源の割合は85％を超えているのに対し、地方団体が･

　

負担すべき事業費に対する特定財源の割合は48％に過ぎず、道路目的財蒙

　

の配分は国に著しく片寄っている。少くともそれぞれの事業費に対する目的ヽ

　

財源の割合が同率となるよう、国と地方団体間における道路目的財源の配分

　

割合を変更する必要がある。このため、国から地方団体特に市町村に道路目

　

的財源の移譲を行なうともに、道路整備計画の改定とも関連し軽油引取税筝

　

の増強について必要な措置を講ずべきである。
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２

　

地方自治を確立するためには、地方団体が必要とする経費の財源は、でき

　

るだけ地方税をもってまかなうことが望ましく、地方税源の充実をはかるべ

　

きである。これがためには、所得税からの住民税への税源の移譲、住民税の

　

均等割の税率の調整、消防施設の充実に必要な税制上の措置、市町村特に大

　

都市に対する税源の充実、市町村交納付金の合理化等税源配分の合理化、た

　

ばこ消費税課税標準の算定方法等について、検討する必要がある。

　

なお、租税特別措置等による国税の減税の影響が自動的に地方税に及ぶこ

とはできるだけ避けるよう措置することが必要と考えられる。影響遮断を行

ない得ないため地方税収入に減収を生ずる場合においては、国においてその

補てんの措置を講ずべきである。

　　　

第４

　

超過負担の解消と零細補助金の整理

１

　

超過負担の解消

　

（1）現行国庫補助負担金の補助単価、補助対象数量および補助対象範囲が実

　　

情にそぐわないため、地方団体は多額の超過負担を余儀なくされている。

　　

その額は、昭和41年度において331億円を解消する措置がとられたが、

　　

なお、1,000億円をかなり上回るものと見込まれる。

　　　

超過負担が生ずる原因としては、地方団体の補助金に対する態度にも問

　　

題があり、そのすべてが国の責任であると断定することはできないであろ

　　

うが、主要な補助負担金についてその単価、基準等をみれば明らかに現状

　　

にそぐわないものがあることは否定できない。

　

（2）超過負担の解消を期するためには公正、妥当な基準を設定することが肝

　　

要である。その場合、補助単価等は国が自ら事務事業を実施する場合の単

　　

価、大部分の地方団体の実績の平均等をめどとして適正に決定すべきであ

　　

る。また、超過負担の解消を確保する方法の一つとして、補助条件の緩和

　　

等についても、あわせて検討すべきである。

　

（3）超過負担を生じている補助負担金のうち、国民年金事務取扱交付金、国

　　

民健康保険事務費補助金、農業委員会補助金、および統計調査事務職員委

　　

託費等については、その性格上、本来地方団体の負担はありえないもので
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あるので、その完全な解消がはかられるべきであり、また、保健所運営費

　　

補助金、農業改良普及事業費補助金、公営住宅建設費補助金および公立文

　　

教施設整備費補助金等については、地方団体の財政に与える影響がきわめ

　　

て大きいので、特に重点的にその解消をはかる必要がある。

２

　

補助金の整理および統合

　

（1）いわゆる零細補助金は、租税の効率的な使用と地方財政の自主性の強化

　　

の見地から、委託費を除いては、整理すべきである。この場合、その実効

　　

を期するためには、一定金額以下のものについては、原則としてすべてこ

　　

れを整理することが適当であり、たとえば都道府県については、差し当

　　

り、１団体１件;（補助金の流用が禁止される最終単位）50万円以下のもＯ

　　

については、これを廃止すべきである。

　

（2）同一ないし類似の補助目的のために支出される補助金については、これ

　　

を統合し、彼此流用を認めることによってその実効を高めるべきである。

　

（3）同一補助目的の範囲で地方団体に事務事業の選択を認めることが適当な

　　

補助金については、いわゆる「メニュー化」を積極的に推進すべきであ

　　

る。なお、統合された補助金について依然として細目にわたる流用禁止等

　

の指示がなされているものもあるので、これらについては早急に是正措置を

　

講ずべきである。

　　　

第５

　

地

　　

方

　

債

　

地方債については、現行地方財政法第５条の規定の適否、地方債発行限度Ｏ

基準の設定の是非、地方債の発行条件の改善等を､めぐって基本的な問題があ

り、これらの点については今後ひきっづき検討することとするが、当面次の諸

点について配慮する必要がある。

１

　

地方債は、公共事業費の地方負担額の財源に充てることはできるだけ避

　

け、地域の特性に応じて地方団体が自ら選択する都市過密対策事業、公共月l

　

地先行取得事業、辺地対策事業等の単独事業や公営企業に重点を置いて、大

　

幅に増額さるべきである。

２

　

財政投融資計画およびその政府資金に占める地方債のシェアーは、いずれ
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も近年低くなっているが、国民大衆の資金の集積である政府資金は、その性

　

質上、地方団体の事業を通じて地域的にひろく還元されることがもっとも適

　

当であると考えられるので、これらの地方債のシェアーを拡大すべきであ

　

る。

３

　

上下水道事業、交通事業等公営企業の国民生活における重要性および公営

　

企業経営０現状にかんがみ、公営企業債の利率の引下げ、償還期限の延長等

　

をはかるべきであり、とくに償還期限については、適正な料金算定の上から

　

も、できるだけ施設の耐用年数に近づけることが必要である。このため公営

　

企業金融公庫資金についても、この際その融資条件を改善するよう十分配意

　

すべきである。

　　　

第６

　

地方経費の効率化

　

地方団体においても経費の効率化をはかるべきことは当然であり、その実効

を期するためには、解決を要する多くの問題があるが、差しあたり、下記のよ

うな事項について、これを推進すべきである。

１

　

上下水道、清掃施設、病院、火葬場等の施設については、その広域的経営

　

を促進することが適当である。このため、国においても、広域的経営を行な

　

おうとするこの種施設に対しては、地方債の高率充当、国庫補助金の優先配

　

分等の措置を講ずべきである。

２

　

地方団体の事務事業のうち、必ずしも地方団体が直接実施する必要のない

　

もの、たとえば各種会館等の施設の運営、し尿、じん芥の収集処理、保育所

　

の経営、学校給食の実施、庁舎の清掃管理等については、各団体の実情に応

　

じ地方団体の十分な管理監督の下に、その民間委託又は間接経営等を積極的

　

に推進するとともに、その他たとえば各種試験研究機関の統廃合等を強力に

　

推進するよう格段の工夫をすべきである。

３

　

地方団体の経費節減合理化の努力と並行して、国においても、補助職員そ

　

の他の国庫補助金の整理、各種試験研究機関の統合等の面でこれに積極的に

　

協力すべきである。なお、国庫補助負担金の交付に関連して、各種の外郭団

　

体が設置され、これに対する地方団体の分担金が増嵩する傾向がみられる
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が、このようなことは厳に排除されるべきである。

　　　

第７

　

その他の事項

　

過密都市、辺地等特殊な環境にある地方団体に対し、それぞれの地域の特性

に応じ必要な財政措置を講ずるためには、なお、大幅な改革を必要とする面が

少なくないが、当面次のような措置を講ずる必要がある。

１

　

過密都市、特に大都市における投資的需要の増嵩に対処するため、地方債

　

の大幅充当、公共下水道事業等にかかる差等補助率の撤廃、道路目的財源の

　

増強等の措置を講ずべきである。

２

　

離島その他の辺地、振興山村等における生活環境施設、産業基盤施設の整

　

備を促進するため、これらの事業に対する国庫補助金の増額、補助率の引上

　

げ、辺地対策事業債の増枠、地方交付税の傾斜的配分の強化等の措置を総合

　

的に講ずべきである。

３

　

大規模な住宅団地が造成される市町村においては街路、公園、小中学校、

　

幼稚園、保育所、上下水道、清掃施設等各種の公共施設の整備が一時に必要

　

となるため、団地造成が当該市町村の町づくり計画に根本的な影響を及ぼす

　

とともに、その負担が財政を著しく圧迫することとなる。したがって、団地

　

計画が町づくり計画に適合したものとして策定されるよう、各省庁および地

　

方団体間の連絡を密接にするとともに、住宅建設事業の施行者が、自ら必要

　

な公共施設を責任をもって造成する態勢を確立すべきである。

-

- 地方公営事業に関する財政措置

（一）地方公営企業

　

地方公営企業については、昭和40年10月に行なわれた地方公営企業制度調

査会の答申に基づき第51通常国会において地方公営企業法の一部が改正され、

地方公営企業の合理的、能率的な運営が行なわれるよう制度全般にわたる改善

をはかるとともに、過去に生じた赤字を計画的に解消するため、財政再建に関

する規定が新たに設けられた。これにより、地方公営企業法を適用している水
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道事業、工業用水道事業（その建設にあたって国から補助金の交付を受けてい

ないものに限る。）軌道事業、自動車運送事業、地方鉄道事業、電気事業、ガ

ス事業および病院事業のうち実質上収支が均衡していないもので、昭和40年

度末において不良債務を有するもの等およびこれに準ずるものについては自治

大臣から財政再建企業としての指定を受けその財政再建計画について承認を得

た場合には、財政再建債の発行およびこれに対する利子補給等の財政援助措置

が講じられることになった。

　

この結果、164の地方公営企業にれら企業の不良債務の合計額は約608億

円である。）から財政再建企業としての指定の申出が行なわれこれら企業につ

いて所定の手続きを経て、その財政の健全化をはかるとともに、ここ数年急速

に増大してきた累積赤字の解消措置が進められることになった。

　

以上のほか、最近、急激に施設の拡充が行なわれている水道事業において、

その財源の大部分が企業債でまかなわれていることに伴い料金コスト中に占め

る支払利息の割合が年々高まってきているので、公営企業金融公庫から貸し出

される水道事業債の利率が昭和41年度以降７分３厘から７分に引き下げられ

た。これにより、水道事業財政における資本費の圧迫がある程度緩和されるも

のとみられる。

（ニ）国民健康保険事業

１

国民健康保険財政の健全化措置

　

（１）世帯主以外の被保険者の療養の給付にかかる一部負担金の割合を50％

から30％に改め、これに伴い市町村の療養諸費に対する国の負担率を25％か

ら40％に改めたこと。

　

（２）これと関連して、財政調整交付金の総額を療養諸費の10％から5％

に改めたこと。

　

（３）昭和41年度になって医療費の伸び率が当初の見込みを上回ることが

明らかとなったので、12月に療養給付費負担金43億円の追加をはじめとする

昭和41年度予算の補正を行なった。補正予算の内容および補正後の予算額は
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つぎのとお･りである。

区 分 賢昌碧現年度分補正

　

靉詣Ｐ

療養給付費負担金

事務費負担金

財政調整交付金

そ

　

合
一
(注)

の

　

他

計

昭和41年度
当初予算額
-

　

億円
1
3
1
7
2

7
0
6
1
5

1
1
1

　
　
　

4

ト
り

　
　
　
　
　

Ｌ

国民健康保険組合分を含む。
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―

　

２

　

国民健康保険税の軽減措置

　

低所得者の国民健康保険税の負担の軽減を図り、減額の対象となる世帯の範

囲を拡大するため、国民健康保険税の減額対象基準額が引き上げられ、所得割

にかかる総所得金額等の合算額が10万円（現行９万円）に当該世帯に属する被

保険者（世帯主を除く）１人について３万円（現行２万５千円）を加算した額

以下の世帯について減額対象とすることとされた。

一
一

一 地方財政運営の概況

（一）一般の状況

　

昭和41年度は、前年から停滞状態を続けた経済情勢に対処するため、国は

従来の均衡財政主義を転換し、大幅な減税を行なう傍ら国債を発行して公共事

業を推進し経済のすみやかな安定成長を図ることとしたが、このような国の財

政施策の転換は、地方財政に極めて重大な影響を及ぼし、歳入においては地方

税および地方交付税の減収を招来し、さらに、歳出においては公共事業費の増

大に伴う地方負担の増加をきたし、地方財政は極めて困難なものとなった。

　

このような地方財政の事態に対処するため、昭和41年度においては（1）地

方交付税率の引上げ、（２）臨時地方特例交付金の交付、（３）特別事業債の

発行の措置がとられ、これらの措置とあいまって地方公共団体においても、国
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の施策に協調する財政運営に努力を傾注している。また年度中途に行なわれた

人事院勧告に基づく給与改定等による人件費の増加、あるいは、台風等による

相次ぐ災害も加っだが、地方交付税および地方債等をもって措置がなされ、一

応破たんのない運営ができる見通しとなった。

　

なお、昭和41年度の公共事業執行については、当面の経済情勢にかんがみ

事業の施行を可及的に早期に実施する施策がとられたが、地方公共団体におい

てもその促進にっとめた結果、政府の目標を上回る成果をあげた。

　

（二）予

　

算

　

規

　

模

　

昭和41年９月末における地方公共団体の普通会計予算総額（都道府県、市

町村（特別区、一部事務組合を含む。）の普通会計予算単純合計額）は、５兆

1,650億（前年同期４兆5,108億円）で、前年同期と比べると6,542億円、14.5

％の増加となっている。

　

これを都道府県および市町村別に分けると、つぎのとおりである。

都
市

区 分

　

道

　

府

　

県

　　

町

　　

村

合

　　　

計

　

予

41年度

-

　

億円

30, 442

21,208

51、650

　

算

40年度

-

　

億円
26, 796

18,312

45, 108

　

額

増減額
-

　

億円
3,646

2,896

6,542

予算額構成比

　

対前年度増減率

　

41
-

　

％
58.9

41.1

100.0

　

40
-

　

％
59.4

40.6

100.0

41

13.6

15.8

14.5

40

11.5

15.2

13.0

　

なお、各年度の予算規模（毎年度９月末）および決算額（予算額と同様に都

道府県、市町村の普通会計決算額の単純合計額）の推移は第48図のとおりで

ある。

（三）歳 入

　

１

　

歳

　

入

　

予

　

算

　

歳入予算の主な内容はつぎのとおりであり、前年度の９月末現計予算と比べ

ると、6,542億円、14.5%の増加を示しているが、前年度の増加率との対比に
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（その１）予

　

算

　

額

(億円)
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Ｃ

　
　
　

０

　
　

０

　
　

０

円

　

０

　
　

０

　
　
　

０

億
o

ｃ
５
　
　
０
　

ぐ

　

５

　
　

４

　
　
　

３

10，

第48図

　

予算額等の推移

37 38
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39 40 41(年庫)

000

　　

-5-|ro≪　　　　　　　　　　　40,

53339,643　　ほ234

　　

|| lp　　30,880

29,ﾆ254

34 3゙66　11,483 23,2e

000

　　

入

　

雲5･92824,723

　　　　

119621U07

　

19,441

ﾌﾞ崔H
譜|

|｜

　

0

　　

35 36　　　37　　　38.　　卵.　　40.(,年度)

円）

　　

圃

　　　　　　　　　　

51,650
000

　　

扇

　　　　　　　

45,108

000

　　　

崖

　　　　　

39,918

　　　　　　　

15.027

　　　

1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

3,232

　　　

|゛。

　　　　　

33,718

　　　　

II,S39

　

2.516

000

　　

入

　

出

　　　　　

29,463

　　　　

9,802

　

20･064

　　　

’

I7.26t

　　　　　　　　

24,150　　　　S,3IO　16.775
15.434　圖

デ

　

白絹膳

。，



おいては、税等の一般財源の伸びが著しく鈍り、歳入構成比が47.3%にとど

まり、それにかわつて地方債が大幅な増加率を示している。

　　　　　　　　

予

　　

算

　　

額
区

　　　

分

　　　　　　

41年度

　

40年度

　

増減額

　　　　　　　

億円

　　

億円

　　

億円
地方税

　

16,489 14,984　1,505

地方譲与税

　　　

558

　　

507

　　　

51

地方交付税

　　

7,387

　

7,101　　　286

小

　　

計

　

24, 434　22, 592　1,842

地

　

方

　

債

　

4,419

　

3,056

　

1,363

そ

　

の

　

他

　

22,797

　

19,460

　

3,337

合

　　

計

　

51,650

　

45,108

　

6,542

予算額構成比

　　

41

　　

40

　　　

％

　　　

％

　

31.9

　

33.2

　　

1.1

　　

1.1

　

14.3

　

15.8

　

47.3

　

50バ

　　

8.6

　　

6.8

　

44. 1　43. 1

100.0

　

100.0

増減額構成比

　　

41

　　

40

　　　

％

　　　

％

　

23.0

　

33.3

　　

0.8

　　

1.４

　　

４.4

　

18.0

　

28.2

　

52.7

　

20.8

　　

7.2

　

51.0

　

40. 1

100.0

　

100.0

箔Ｖ

　

41

-

　　

％

10.0

　

9.9

　

4.0

　

8.４

44.6

17. 1

14.5

度
率
4
0

　　

％

13.0

16.8

15.2

13.8

13.8

12.0

13.0

　

２

　

地方税の収入見込み

　

（１）道

　

府

　

県

　

税

　

昭和41年度の道府県税の収入見込額は8,052億円（前年度7,820億円）で

前年度に比し232億円、3.0％の増であるが、12月末現在の徴収状況はっぎの･

とおりで景気の回復に伴い、収入額は前年同期と比べ17.4%の増となってお

り、また計画額に対して収入額は82.3% (前年同期72. 2%)となっている。

区

画
定
入

計
調
収

分

　　

41年度

凶
叫
助

額
額
額

親雛ご訟

　

億円

8,052

8, 155

6,630

101.3

　

82.3

40年度

　　

億円

7,820

7,041

5,646

　

90.0

　

72.2

増減額

　

億円

　

232

1, 114

　

984

　

11.3

　

10. 1

　　　　

（参考）

　

12月末現在
増減率

　

国

　

税

　

41年度

　

40年度

　

％

　　　　　　　

億円

　　

億円
ご(享轟)３ヅ32で

17.4

　　　　　

24,225　21,766

　

一

　　　　　　　　

一

　　　

－

　

－

　　　　　　

75.8

　　

66.2

　

このうち、法人関係分（道府県民税法人分および事業税法人分）の徴収状況

はつぎのとおりである。
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画
定
入

計
調
収

3
　
Ｒ
　
Ｓ

額
額
額

計画額に(B)/(A)%

対する割合{Qm%

　　

億円

3,628

3,606

3,260

　

99.4

　

89.9

　　

億円

3,794

3, 142

2,791

　

82.8

　

73.6

　

億円

△166

　

464

　

469

16.6

16.3

　　

％

△4.4

　

14.8

　

16.8

　　

－

　　

－

　　　　　　　　

億円

(学轟＼ 8,947

　　

億円

10,357

8, 134　7,313

　　　

一

　　　

一

　

90.9

　　

70.6

　

（２）市

　

町

　

村

　

税

　

昭和41年度の市町村税の収入見込額は7,690億円（前年度7,128億円）で前

年度に比べて562億円、7.9％の増であるが、９月末現在の収入の状況はっぎ

のとおりであって、収入額は4,004億円で計画額に対し52.1%(前年同期49.5

％）前年度に比し13.5%の増加を示している。

　

また、調定額は7,544億円で計画額に対し98.1％（前年同期96.0％）とな

っている。

区 分 41年度

計
調
収

計画額に(B)/(A)%

対する割合(Ｃり/㈲％

徴

　

収

　

率(C)/(B)%

　　

億円

7,690

7,544

4,004

　

98. 1

　

52. 1

　

53. 1

３

　

地方交付税の交付状況

40年度

　　

億円

7, 128

6,846

3,527

　

96.0

　

49.5

　

51.5

増減額

円
2
8
7
1
6

　

6
9
7

　

－

　

一

徳
5
6
4
２
２

１．６

増減率

　

％

7.9

10.2

13.5

　

－

-

　

昭和41年度の地方交付税は、当初7,467億円であづたヵt、国の補正予算に

より306億円が追加され、７,７７３億円となり、前年度(7,432億円)、に比べ341

億円、4.6%の増となっている。

　

このうち普通交付税は7,304億円、特別交付税は469億円となっている。

　

なお、昭和41年度においては、地方財政に対する特例措置によって第２種
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。,i

　　　

区

　　　　　

分

　　

41年度

　

40年度

　

増減額

　

増減率

　

曾轍詣1末雛ぷ

。



特例交付金174億円か道府県の財源不足額に対して普通交付税とあわせて交付

された。

　

地方交付税の算定状況はつぎのとおりである。

区 分 都道府県 市 町 計

特

基

通

　

交

準財政

ぼ 源不足

付
需
団

源超過団

要
体
体

基準財政収入

　

財源不足{。。。。

財

　

源

　

超

財

　

源

　

不

体
体
団
団

過
足

税
額
分
分
額
分
分
額
額

普通交付税額1

第２種特例交付金ｌ

　　

ｎ

別

　

交

　

付

　

税

４

　

地方債の許可状況

11,571

　

8,847

　

2,724

　

7,142

　

4,004

　

3, 138

　　

414

4,843

4,669

　　

174

4,843

　　

197

8,518

6,376

2, 142

5,964

3,741

2,223

　　　

81

2,635

2,635

　　　

－

2,635

　　

２7２

20,089

15,223

　

4,866

13,106

　

7,745

　

5,361

　　

495

　

7,478

　

7,304

　　

174

　

7,478

　　

469

　

昭和41年度の地方債計画は当初6,707億円であったが、151億円の追加（一

般補助事業５億円、災害復旧事業132億円、直轄事業14億円）によって6,858

億円となっており、この計画に対して、昭和42年１月末現在の許可状況はっ

ぎのとおりである。

区

　
　
　
　

リ

　
　

リ

般
公
営
I
K
営
タ

ー
準
公
特
公
特

分 計画額

　

許可額

会

営

　

企

　

企

地
業
事
計

　

企

計

　

業

業
方

　

業

　
　

再 健

債
債
債
債
債
債

　　

億円

1,596

1,034

2,202

　　

626

　　

200

1,200

6,858

－235－

　　

億円
3,547

　

1,030

　

2,492

　　

659

　　

200

(各項目へ)

　

7,928

資

　　

金

政府資金
-

　

億円
3
２
４
５

　

一

4
0
9
1

0
3
9
6

２

3､954

内

　　

訳

公募資金
-

　

億円

　

1､50４
8
8
4
0

2
9
4
0

7
４

　
　

２

3,974

億円

　　　　　　　　

億円

　　　　　　

億円



（四）歳

　　　

出

性質別歳出予算

　

昭和41年９月末現在における現計予算の性質別歳出内訳はっぎのとおりで

ある。

区

人
物
維
扶
補

分

　

件

　

件

持補修

　

助

助

　

費

費
費
費
費
等

普通建設事業費

災害復旧事業費

失業対策事業費

そ

　　

の

　　

他

合

　　　　　

計

　　　

予

41年度

-

　　

億円
17,266

　

3,371

　　

815

　

2,712

　

2,575

16,967

　

1,684

　　

706

　

5,553

51,650

　

算

40年度
-

　

億円

　

額

　

予算額構成比増減額構成比対前年度

増減額

　　

41

　　

40

　　

41

　　

4O
％゛思

15,434

　

1

　

3,035

　　

707

　

2,366

　

2,587

億円

　　

％

832

　

33.4

335

108

346

14,359

　

1,437

　　　

646

　

4,536

45, 108

△11

2,608

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％
34.2

　

28.0

　

42.0

　

H.9

　

16.4

　

6.5

　

6.7

　

5.1

　

5.3

　

1.6

　

1.6

　

1.7

　

1.5

　

5.3

　

5.3

　

5.3

　

8.5

　

5.0

　

5.7

　

△0.2

　

9.8

32.8

　

31.8

　

39.9

　

24.3

　　

247

　

3.3

　

3.2

　

3.8

　

0.6

　　　

60

　

1.4

　

1.4

　

0.9

　

0.5

1,017

　

10.7

　

10.1

　

15.5

　

7.5

6,542 100.0 100.0 100.0 100.0
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H.0

15.3

14.6

△0.4

18.2

17.2

　

9.3

22.5

14.5

　

9.9

12.0

23.0

24.5

　

9.6

　

2.0

　

4.5

　

9.4

13.0

-



統

　

計

凡

表

例

１

　

本表の記号は、つぎによつた。

　　　　　

一

　　

皆

　

無（該当なし）

　　　　　

Ｏ

　　

単位未満

　　　　　

△

　　

負

　　

数

２

　

都道府県決算額と市町村決算額をあわせたものは単純

　

合計額となるので純計額とは合致しない。

３

　

昭和39年度から財務会計制度の改正により歳入、歳

　

出とも科目区分が大幅に改められたので、表中決算額の

　

推移については昭和40年度分および昭和39年度分を昭

　

和38年度の科目区分により、対前年度比較については

　

対前年度増減率において昭和38年度分を改正後の科目

　

区分によりそれぞれ推計して計上している。

４

　

市町村の決算額はとくに注書をしない場合は一部事務

組合と市および町村との相互重複額を控除した額であ

る。

｜

- i

ｂ



第１表

　

地

　

方

　

公

　

共

　　

ｓ

　　

９

　

ﾋﾟ≒

ド

|艶

33

ﾔﾚ

3

ｹ

33

ｹﾞ

3 3J 3 31

　

都

　　

道

　　

府

　　

県

　　　

46
1

　　

46

　　　

46
j

　　

46 46　　　46

　

市

　　　

町

　　　

村

　　

9 868

1　4

776　　3 935　　3 734　　3 629　　3 537

　　

大

　　　

都

　　　

市

　　　　

５

　　　　

５

　　　　

５

　　　　

５

　　　　

５

　　　　

５

　　

都

　　　　　　　

市

　　　

281

　　　

486

　　　

494

　　　

499

　　　

542

　　　

550

　　

f中

　　

都

　　

市

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　

t小

　　

都

　　

市

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　

町

　　　　　　　

材

　　

9 582　　4 285　　3 436　　3 230　　3 082　　2 982

　

計（普通地方公共団体）

　

9 914　　4 822　　3 981　　3 780　　3 675　　3 583

　

特

　　　

別

　　　　

区

　　　　

23

　　　　

23

　　　　

23

　　　　

23

　　　　

23

　　　　

23

　

一部事務組合

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　

1 106

　

十（特別地方公共団体）

　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　

，112j

ljt

　　　　　　　　

2汁

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－4 712

（注）１

　　　

２

　　　

３

　　　

４

大都市とは、大阪市、名古屋市、京都市、横浜市、神戸市および北九州市を

都市とは、大都市以外の市をいい、中都市とは年度末現在における住民登録

ついて同じ)。

昭和28年10月１日は、町村合併促進法が施行された日である。

特別地方公共団体のうち財産区および地方開発事業団は、この表に掲げてい

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

第２表

　

団

その１

　

国勢調査人口および１団体当り面積の推移

体

　　

別

　　　　　　　　　　

昭和25年

　　

昭和30年

　　

昭和35年

　　

昭和40年

　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　

10月１日

　　

10月１日

　　

10月１日

　

1

　

10月１日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（A）

　　　　　

㈲

　　　　　　　　　　　

千人

　　　

％

　　

千人

　　　

％

　　

千人

　　　

％

　　

千人

　　

％

特

　　　

別

　　　

区

　　

5 385　　∂.5　6 969　　7.召　8 310　　∂.タ　8 893　　H

大

　　　

都

　　　

市

　

5 815 7.0　7 233　　∂.j　8 378　　9.0 10 505　加.7

都

　　　　　

市

　

20 013　24.0 36 086　如.4 42 645　45.6＼ 47 521　4H

小

　

計（市部人口）

　

31 213　37.5 50 288　56.3 59 333　9.5 66 919　∂∂.j

町

　

村（郡部人口）51 997　･52.5 38 988　ｓ.7 34 084　鍋.5 31 356　31.9

合

　　　　　

計

　

83 210　100.0 89 276　100.0 93 419　100.0 98 275 100.0

（注）１

　

昭和40年10月１日の人口は、総理府から公表された昭和40年国勢調査報

　　

２

　

１団体当り人口は、人口を各調査日現在の団体数で除したものである。

　　

３

　

１団体当り面積は、面積を各調査日現在の団体数で除したものである。

　　

４

　

昭和35年10月１日の人口は、長野県と岐阜県の境界紛争地域にかかる人口

　　　

まない。
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団 体 数 の

　

推，移

昭

　　　　

昭

　　　　

昭

　　　　

昭

　　　　

昭

　　　　

昭

　　　　　

比

　　　　

較

36. 3.31

1

37. 3.31　38. 3.31

1

39. 3.31140.3.31　41. 3.31

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(Ｂ)

　　

(Ｃ)、(C)-(B)j|×100

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

j

　　　　

％

　　　　

46

　　　　

46

　　　　

46

　　　　

46

　　　　

46

　　　　

46

　　　

0

　　

100.0

　　

3 503　　　3 466　　　3 4371　　3 399　　3 395　　3 372　4　23　　34.2

　　　　　

5

　　　　　

5

　　　　　

5

　　　　　

6

　　　　　

6

　　　　　

6

　　　

0

　　

120.0

　　　　

550

　　　　

551

　　　　

547

　　　　

552

　　　　

554

　　　　

554

　　　

0

　　

197､２

　　　　　

一

　　　　　

－

　　　　

111

　　　　

115

　　　　

121

　　　　

124

　　　

3

　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

436

　　　　

437

　　　　

433

　　　　

430

　

△

　

3

　　　　

－

　　

2 948　　　2 910　　2 885　　2 841　　　2 835　　2 812　.23　　2ﾀ.3

　　

3 549　　　3 512　　3 483　　3 445　　3 441　　　3 418　ム　23　　34.5

　　　　　

23

　　　　

23

　　　　

23

　　　　

23

　　　　

23

　　　　

23

　　　

0

　　

100､0

　　

1 192　　　1 280　　　1 404　　　1 538　　　1 695　　　1 804　　109　　　　－

　　

1 215　　　1 303　　　1 427　　　1 561　　　1 718　　　1 827　　109　　　　－

　　

4 764　　　4 815　　4 910　　　5 006　　5 159　　5 245　　86　　　　－

いう（以下各表について同じ）。

人口10万人以上の市をいい。小都市とは、人口10万人未満の市をいう（以下各表に

，ない。

人

　　

口 の 推

　　

移

　

比

　　　

較

　　　　　

１団体当り人口（人）

　　　　　

１団体当り面積（km2）

告によるものである。

(73)および岡山県児島湾干拓第７区の人口(1 200)を合計には含み、その他には含
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第２表

　

団体別人口の推移（つづき）

その２

　

都道府都別国勢調査人口の状況

゛・″り悶悶ドＶ告

　

?9V引≒

）

♂誤

北

　

海

　

道

　　

4 773 087　　5 039 206　　5 171 800　　1 32 594　　　　2,∂
青

　　　

森

　　　

1 382 523　　1 426 606　　1 416 591　・10015　　　△0.7
岩

　　　

手

　　　

1 427 097　　1 448 517　　1 411 118　△　37 399　　　△2.∂
宮

　　　

城

　　　

1 727 065　　1 743 195　　1 753 126　　　　9 931　　　　0,∂
秋

　　　

田

　　　

1 348 871　　1 335 580　　1 279 835　・55 745　　　△4.2
山

　　　

形

　　

1 353 649　　1 320 664　　1 263 103　△　57 561　　　△　4.4
福

　　　

島

　　

2 095 237　　2 051 137　　1 983 754　△　67 382　　　△3.∂
茨

　　　

城

　　

2 063 944　　2 047 024　　2 056 154　　　9 130　　　　Q.4
栃

　　　

木

　　　

1 544 987　　1 513 624　　1 521 656　　　　8 032　　　　0.5
群

　　　

馬

　　　

1 616 142　　1 578 476　　1 605 584　　　27 108　　　　j.7
埼

　　　

玉

　　

2 260 493　　2 430 871　　3 014 983　　584 112　　　　S4.0
千

　　　

葉

　　

2 205 153　　2 306 010　　2 701 770　　395 760　　　　17.2
東

　　　

京

　　

8 039 214　　9 683 802　10 869 244　1 185 442　　　　12.2
神

　

奈

　

川

　　

2 919 497　　3 443 176　　4 430 743　　987 567　　　　2∂.7
新

　　　

潟

　　

2 473 492　　2 442 037　　2 398 931　・43 106　　　6 j.∂
富

　　　

山

　　　

1 021 121　　1 032 614　　1 025 465　△　7 149　　　△Q.7
石

　　　

川

　　　　

966 187　　　973 418　　　980 499　　　7 081　　　　0.7
福

　　

＃

　　　

752 758　　　752 696　　　750 557　・　2 139　　△0.3
山

　　

梨

　　

807 044　　782 062　　763 194　・18 868　　　2.4
長

　　　

野

　　

2 019 860　　1 981 506　　1 958 007　a　23 499　　　　j.2
岐

　　　

阜

　　　

1’586 334　　1 638 399　　1 700 365　　　61 966　　　　∂.∂
静

　　　

岡

　　

2 650 435　　2 756 271　　2 912 521　　　156 250　　　　5､7
愛

　　　

知

　　

3 769 209　　4 206 313　　4 798 653　　592 340　　　　14､1
三

　　　

重

　　　

1 485 582　　1 485 054　　1 514 467　　　29 413　　　　2.0
滋

　　

賀

　　

853 734　　842 695　　853 385　　10 690　　　U
京

　　　

都

　　

1 933 886　　1 993 403　　2 102 808　　109 405　　　　5.j
大

　　　

阪

　　

4 619 583　　5 504 746　　6 657 189　1 152 443　　　　2い
兵

　　　

庫

　　

3 620 947　　3 908 127　　4 309 944　　401 817　　　　10.3
奈

　　

良

　　

776 861　　781 058　　825 965　　44 907　　　5.7
和

　

歌

　

山

　　　

1 006 819　　1 002 191　　1 026 975　　　24 784　　　　2.5
鳥

　　

取

　　　

614 259　　599 135　　579 853　．19 282　　z、j,2
島

　　

根

　　

929 066　　888 886　　821 620　△67 266　　八1 7.∂
岡

　　　

山

　　

1 689 800　1 668 814　　1 645 135　△　23 679　　　△　Ｕ
広

　　　

島

　　

2 149 044　　2 184 043　　2 28に46　　　97 103　　　　4.4
山

　　　

口

　　　

1 609 839　　1 602 207　　1 543 573　．58 634　　　△j.7
徳

　　

島

　　　

878 109　　847 274　　815 115　△32 159　　△3,∂
香

　　

川

　　　

943 823　　918 867　　900 845　ム　18 022　　i 2.0
愛

　　　

媛

　　

1 540 628　　1500 687　　1 446 384　.54 303　　　△3.∂
高

　　

知

　　　

882 683　　854 595　　812 714　．41 881　　△4.9.
福

　　　

岡

　　

3 859 764　　4 006 679　　3 964 611　ム42 068　11 a H
佐

　　

賀

　　　

973 749　　942 874　　871 885　△70 989　　△7､5
長

　　　

崎

　　

1 747 596　　1 760 421.　1 641 245　a 119 176　　　△□
熊

　　　

本

　　

1 895 663　　1 856 192　　1 770 736　．85 456　　　△Ｕ
大

　　　

分

　　

1 277 199　　1 239 655　　1 187 480　6　52 175　　　△4.2
宮

　　　

崎

　　

1 139 384　　1 134 590　　1 080 692　.53 898　　　A 4.S
鹿

　

児

　

島

　　

2 044 H2　　1 963 104　　1 853 541　n 109 563　　　６Ｕ

合

　　　

計

　　

89 275 529　93 418 501　98 274 961　4 856 460　　　　4.9

(注) １

　

昭和40年10月１日現在の人口は、総理府から公表された昭和40年国勢

　

調査報告によるものである。

２

　

昭和35年10月１日現在の国勢調査人口のうち長野県と岐阜県の境界紛争

地域の人口73人は、それぞれ県の計数から除いている1
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第３表

　

昭和40年度団体別決算額り状況

(単位

　

百万円)

　

Ｅ

　

り

ａ

ｿ

歳

二％が川添才ｎ

は

　　　　　　　　

（Ａ）

　　　　

㈲

　　

！

　

口

　　　

財源（功

　

(0-(か

｜

都道府県

　

2 766 069　2 708 952　　57 117　　35 936　二

市

　　

町

　　

村

　　

1 903 444　1 847 666　　　55 778　　　29 124　　26 654

　

大

　

都

　

市

　　　

296 483　　291 780　　　4 703　　　8 482　　△3 779

　

都

　　　　

市

　　　

883 355　　867 026　　　16 329　　　10 366　　　5 963

　　

中都市

　　

494 975　　483 609　　H 366　　　6 257　　5 109

　　

小都市

　　

388 380　　383 417　　　4 963 4 109　　　　854

　

町

　　　　

村

　　　

567 666　　545 624　　　22 042　　　2 861　　　19181

　

特

　

別

　

区

　　　

119 866　　109 560　　　10 306　　　6 758　　　3 548

　

一部事務組合

　　　

36 074　　　33 676　　　2 398　　　　　657　　　1741

合

　　　　　

計

　　

4 669 513　4 556 618　　112 895　　　65 060　　47 835

（注）市町村および合計は単純合計額である。
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第４表

　

昭和40年度決算規模（単純合計額）の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位百万円･％）

「

　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　

較’

|区

　　　　　

分

　　

昭和40年度

　

昭和39年度

　

m m　（ｕ率詣斟

Ｗ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｊ

　

－

　

歳

　

入

　

総

　

額

　　

4 649 518　　4 053 285　　　596 233　　14.7　　15.0

　

都

　

道

　

府

　

県

　　

2 766 069　　2 434 674　　　331 395　　13.6　　扨.3

　

市町村（純計額）

　　

1 883 449　　1 618 611　　　264 838　　16.4　　n.6

　

単純合計額

　　

1 903 444　　1 632 327　　　271 117　　j∂.∂　　17.7

　　

大

　

都

　

市

　　

296 483　　260 311　　　36 172　　13.9　18.9

　　

都

　　　

市

　　

883 355　　754 988　　128 367　　17.0　j7.∂

　　　

中都市

　　

494 975　　414 720　　80 255　　19.4　21.1

　　　

小都市

　　

388 380　　340 268　　48 112　　14.1　14A

　　

町

　　　

村

　　

567 666　　497 615　　70 051　　14.1　　扨.j

　　

特

　

別

　

区

　　

119 866　　90 748　　29 118　　32.1　　16.9

　　

一部事務組合

　　　　

36 074　　　28 665　　　　7 409　　25.∂　　如.g

　

歳

　

出

　

総

　

額

　　

4 536 623　　3 964 333　　　572 290　　14.4　　15.4

　

都道府県

　　

2 708 952　2 386 781　　322 171　　13.5　　13.9

　

市町村（純計額）

　　

1 827 671　　1 577 552 250 119 15.9　　17.7

　

単純合計額

　　

1 847 666　　1 591 267　　256 399　　拡j　　j∂.6

　　

大

　

都

　

市

　　

291 780　　257 141　　34 639　　13.5　19.0

　　

都

　　　

市

　　

867 026　　744 724　　122 302　　16.4　j∂,2

　　　

中都市

　　

483 609　　407 924　　75 685　j∂.∂　認丿

　　　

小都市

　　

383 417　　336 800 46 617 j3.∂　　jj.ﾀ

　　

町

　　　

村

　　

545 624　　478 952　　66 672　　13.9　jμ

　　

特

　

別

　

区

　　

109 560　　82 767 26 793 32.4　　17.6

　　

一部事務組合

　　　　

33 676　　　27 683　　　　5 993　　2j.∂　　37.5

（注）市町村（純計額）は、一部事務組合と一部事務組合を組織する大都市､都市、

　　

町村および特別区との相互重複額を控除したものである。
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第５表

　

昭和40年度純計決算額の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位 百万円・％）

　　

区

　　　　　　　　

分

　　

卜

゛o゛度

卜

゛394

ﾚ2

（昶り

あ

粟

i

　

歳

　　

入

　　

総

　　

額

　

㈲

　

4 649 518　4 053 285　596 233　皿７　８.0

　

団体間重複額面

　

171 483　142 365　29 118　20.5　H.5

　

都道府県支出金

　

108 381　　88 175　20 206　22.タ　12.2

　

蛮繁馨団体からの分担金ｿﾞ負

　　　

4 410　　　1 919　　2 491　j2ﾀ.∂　△∂.∂

　

専路なならの分担金ヽ負担金ヽ

　　

34 935　　　32657　　2 278　　7.0　　5.4

　

特別区財政調整交・納付金

　　　

19 526　　16 056　　3 470　21.6　四.j

　

軽油引取税交付金

　　

4 231　　3 558　　　673　j∂.タ　55.5

歳

　

入

　

純

　

計

　

額

　

㈲一如

　

4 478 035　3 910 920　567 115　14.5　15.1

歳

　　

出

　　

総

　　

額（C）

　

4 536 623 3 964 333 572 290 14.4　15.4

団体間重複額C功

　

171 483　142 365　29 118　20.5　11.5

　

芸能鄙４業”4

　

108 381　　　88175　　20 206　22.タ　12.2

　

同級他団体に対する負担金等

　　　

4 410　　　1 919　　2 491　129.∂　△６､3

　

靉?監訂諸賢ｏ

　

、‘935

　　

32 657　　2 278　　7.0　　5.４

　

特別区財政調整交・納付金

　　　

19 526　　　16056　　3 470 21.6　jﾀ.j

　

軽油引取税交付金

　　

4 231　　　3 558 673　j∂.タ　35.5

歳

　

出

　

純

　

計

　

額

　

(0-(D) 4 365 140　3 821 ％8　543 172　14. 2　15. 5
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第6ヽ表

　

純 計

　　

決

　　　　　　　　　

ｉｗ額腸管剽ｍ．

ﾄ

ｘｌ譜管ｌｍｌ

昭和31年度

　　　

1 250 979　　　11.3　　　如　　　1 206 205　　　∂.θ　　卯

　　　

32

　　　　　　

1 407 088　　　12.5　　　101　　　l 342 528　　11.3　　101

　　　

33

　　　　　　

1 504･250　　　∂.タ　　　扨∂　　　1455 579　　　∂.4　　j09

31～33平均

　　　

1 387;439　　　　－　　100　　1 334 725　　　　－　　j00

　　　

34

　　　　　　　

1 689,352　　12.3　　　j22 ・　　1 623 883　　11.6　　j22

　　　　　　　　　　　　　

1

　　　　　　　　　　　　

1

　　　

35

　　　　　

2 025 802　　j9.タ　　　146　　l 924 907　　j∂.い　　144

　　　

36

　　　　　

2 511 550　　24.0　　　j∂j ’　2 391 080　　24.2　　j79

　　　

37

　　　　　

2 982 895　　j∂2∂　　2j5 1　　2 887 366　　加.∂　　2妬

　　　

38

　　　　　

3 397 659　　　j3.タ　　24j i　　3 308 833　　14.6　　麗∂

　　　

39

　　　　　

3 910 921　　　15.1　　2∂2　　3 821 968　　拡5　　2叩

　　　

40

　　　　　

4 478 035　　14.5　　∂認　　･4 365 140　　14.2　　∂27
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算

　　

額 の 推

　　

移

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　

国．

　　　　

（一

　　

般

　　

会

　　

計）

　　　

歳

　　　　　　　　　　

入

　　　　　　　　

，歳

　　　　　　　　　　

出

i央ｗｓ図警帽ｍ

　

数

　　

決

　

算

　

額

　

ず

　　　

1 232 514　　　　タ.4　　　　9j　　　　　1 069 205　　　　5.Q　　　　∂9

　　　

1 399
458　　　13.6　　　　103　　　　　1

187 676　　　n.i　　　　9タj

　　　

1 453 747　　　　3.∂　　　　j07　　　　　1 331 562　　　j2. い　　　111

　　　

1 362 040　　　　　－　　　　j00　　　　　1 196 148　　　　　－　　　　jOθ

　　　

1 597 213　　　　9.∂　　　　117　　　　　1 495 040　　　12.3　　　　125

　　　

1 961 025　　　22.∂　　　　j44　　　　　1 743 148　　　妬.∂　　　　14∂

　　　

2 515 932　　　2∂.3　　　　j∂5　　　　　2 063 468　　　j∂.4　　　　j73

　　　

2 947 623　　　17.2　　　　2j∂　　　　　2 556 617　　　2j.タ　　　　2j4

　　　

3 231 214　　　　9.∂　　　　2∂7　　　　　3 044 292　　　jﾀ.j　　　　255

　　　

3 446 768　　　　∂.7　　　　25j　　　　　3 310 969　　　　∂.∂　　　　277

　　　

3 773 097　　　　9.5　　　　277　　　　　3 723 017　　　12.4　　　　311
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第７表

　

昭和40年度

　

黒字赤字

　　　　

７

　　　　

－

　　

’皿-

　

’

　　　　　　　　　　　　　　　

711 1--皿a｜　　ふ　ゝ-　㎜㎜

　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　　

和

　　　　

40

　　　　

年

　

９

　　　

分

　　

’仏
体数cA）

　

歳゛ヽ㈲

l

歳”=1（c）
|高乱

）

ｊ

都

　

道

　

府

　

’県

　　　　　　　

46 ‘　　2 766 069　　2 708 952　　　　57 117

　　

黒

　

字

　

団

　

体

　　　　　　

43

　　

2 264 473　　2 209 330　　　　55 143

　　

赤字団体

　　　　　

3

　　

501 596　　499 622　　，1 974

市

　　　

町

　　　

村

　　　　　

5 199　　　1 903 444　　　1 847 666　　　　55 778

　　

黒

　

字

　

団

　

体

　　　　　

4 754　　　1 506 276　　　1 435 061　　　　71 215

　　

赤

　

字

　

団

　

体

　　　　　　

445

　　　

397 168　　　412 605　　　△15 437

　

大

　

都

　

市

　　　　　

6

　　

296 483　　291 780　　　4 703

　　

黒

　

字

　

団

　

体

　　　　　　　

3

　　　　

123 941　　　　H8 882　　　　5 059

　　

赤

　

字

　

団

　

体

　　　　　　

3

　　　　

172 542 172 898　　　a　　356 1

　

特

　　

別

　　

区

　　　　　

23

　　　

119 866　　109 560　　　10 306

　　

黒字団体

　　　　　

23

　　　

H9 866　　　109 560　　　10 306

　　

赤

　

字

　

団

　

体

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－｀

　　　　　

－

　

都

　　　　

市

　　　　

554

　　

883 355　　867 026　　　16 329

　　

黒字団体

　　　　

421

　　

706 322　　680 328　　　25 994

　　

赤

　

字

　

団

　

体

　　　　　

133

　　　

177 033　　　186 698　　　△9 665

　　

中

　

都

　

市

　　　　

124

　　

494 975　　483 609　　　11 366

　　　

黒字団体

　　　　

101

　　

413 344　　397 156　　　16 188

　　　

赤字団体

　　　　　

23

　　　

81 631　　　86 453　　△4 822

　　

小

　　

都

　　

市

　　　　　

430

　　　　

388 380 383 417 4％3

　　　

黒字団体

　　　　　

320

　　　

292 978　　　283 172　　　9 806

　　　

赤字団体

　　　　　

110

　　　

95 402　　　100 245　　△4 843

　

町

　　　　　　

村

　　　　　

2 812　　　567 666　　　545 624　　　　22 042

　　

黒

　

字

　

団

　

体

　　　　　

2 610　　　523 603　　　496 905　　　　26 698

　　

赤

　

字

　

団

　

体

　　　　　

202

　　　　

44 063　　　　48 719　　　△4 656

　

一部事務組合

　　　　

1 804　　　36 074　　　33 676　　　　2 398

　　

黒

　

字

　

団

　

体

　　　　　

1 697　　　　32 544　　　　29 386　　　　　3 158

　　

赤

　

字

　

団

　

体

　　　　　　

107

　　　　　

3 530　　　　　4 290　　　△　　760

合

　　　　　　　

計

　　　　　

5 245　　4 669 513　　4 556 618　　　112 895

　　

黒字団体

　　　

4 797　3 770 749　y‾ぶi4~391　　126 358

　　

赤

　

字

　

団

　

体

　　　　　

448

　　　

898 764　　　912 227　　　△13 463
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団体別決算収支の状況

(単位

　

百万円)

　　　

度

　　　　　　　　　　　　

昭

　

和

　

39

　

年

　

度

　　　　　

比

　

較

　

増

　

減

屋11蓼鄙一犬回・=

ｿ

Ｖ則実バ1

　　　

35 936　　　21 181　　　　　46　　　　12 738　　　　　　－　　　　8 443

　　　

22 475　　　32 668　　　　　41　　　　25 234　　　　　　2　　　　7 434

　　　

13 461　　△11 487　　　　　　5　　　Q 12 496　　　　△　2　　　　1 009

　　　

29 124　　　26 654　　　　5 113　　　　17 499　　　　　86　　　　9 155

　　　

21 875　　　49 340　　　　4 642　　　　42 223　　　　　112　　　　7 117

　　　　

7 249　　△22 686　　　　　471　　　△24 724　　　　△26　　　　2 038

　　　　

8 482　　a　3 779　　　　　　6　　　△　5 760　　　　　　－　　　　L 981

　　　　

4 543　　　　　516　　　　　　3　　　　　　243　　　　　　－　　　　　273

　　　　

3 939　　a　4 295　　　　　　3　　　△　6 003　　　　　　－　　　　1 708

　　　　

6 758　　　　3 548　　　　　23　　　　　4 118　　　　　　－　　　　ム　570

　　　　

6 758　　　　3 548　　　　　23　　　　　4 118　　　　　　－　　　　△　570

　　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

一

　　　　　　　

一

　　　　　　

一

　　　　　　

一

　　　

10 366　　　　5 963　　　　　554　　　　　2 150　　　　　　－　　　　3 813

　　　　

7 743　　　18 251　　　　　417　　　　14 460　　　　　　4　　　　3 791

　　　　

2 623　　a 12 288　　　　　137　　　△12 310　　　　△　4　　　　　　22

　　　　

6 257　　　　5 109　　　　　121　　　　　I 398　　　　　　3　　　　37□

　　　　

5 284　　　10 904　　　　　89　　　　　7 971　　　　　　12　　　　2 933

　　　　　

973

　　

a

　

5 795　　　　　32　　　ム　6 573　　　　△　9　　　　　778

　　　　

4 109　　　　　854　　　　　433　　　　　　752　　　　△　3　　　　　　102

　　　　

2 459　　　　7 347　　　　　328　　　　　6 489　　　　△　8　　　　　858

　　　　

1 650　　△　6 493　　　　　105　　　△　5 737　　　　　　5　　　　a　756

　　　　

2 861　　　19 181　　　　2 835　　　　16 429　　　　△23　　　　2 752

　　　　

2 377　　　24 321　　　　2 604　　　　21 658　　　　　　6　　　　2 663

　　　　　

484

　　

△

　

5 140　　　　　231　　　△　5 229　　　　△29　　　　　　89

　　　　　

657

　　　　

1 741　　　　1 695　　　　　　562　　　　　109　　　　1 179

　　　　　

455

　　　　

2 703　　　　1 595　　　　　1 744　　　　　102　　　　　959

　　　　　

202

　　

△

　　

962

　　　　　

100

　　　

△

　

1 182　　　　　　7　　　　　220

　　　

65 060　　　47 835　　　　5 159　　　　30 237　　　　　86　　　　17 598

　　　

44 350　　　82 008　　　　4 683　　　　67 457　　　　　H4　　　　14 551

　　　

20 710　　・34 173　　　　　476　　　△37 220　　　　△28　　　　3 0４7
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その１

　

収支額の推移

第8･表実

　

質

　

収

－

　　　　

一一

　　　　　　　　　　

．全

　　　

団

　　

･体

　

丿

　　　　

黒

　　　

宇

　

区

　　

分

　　

総

　　

額

　

都道府県

　

市町村

　　

総

　　　

額

　　　　　　

ザ・

|

尚・尚尚９う

昭和31年度

　

3 955 15 708　　46 11 352 3 909 ，4 356 3 090　77.S 29 956

　　

32

　　　　　

3 789 39 748　　46 28 171 3 743 111577 3 215　∂4.タ49 048

　　

33

　　　　　

3 678 23 952　　46 16 731 3 632 17 221 3 062　∂3.3 36 655

　　

34

　　　　　

3 601 36 962　　46 27 287 3 555　9 675 3 046　∂4.6＼49 685

　　

35

　　　　　

3 565 64 825　　46 46 464 3 519 118361 3 179　∂9.2 74 666

　　

36

　　　　　　

3 535 66 353　　46 44 779 3 489 91 574 3 183　卯,Q 75 183

　　

37

　　　　　

3 506 53 550　　46 37 388 3 460 46 162 3 100　∂∂.469 475

　　

38

　　　　　

3 468 38 6H　　46 24 933 3 422 13 678 3 067　∂∂.465 871

　　

39

　　　　　

3 464 30 237　　46 12 738 3 418 17 499 3 081　∂9.j 67 457

　　

40

　　　　　

3 441 47 835　　46 21 181 3 395 26 654 3 10　ﾀ0.1 82 008

（注）団体数には、一部事務組合を含まない。

その２

　

対前年度増減額の状況

　　　　　　　　　　　

全

　　　　

団

　　　

体＝

　　　　　　　

黒

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　　

~
区

　

分

言

都道府県

　

市

　

町

　

村

　

総

　　

数

　　　　　

細雌。

ぽ六∵よに

乖Ｔ盲斗可石ｉ‾

昭和31年度

　

△836

　　

70 612　　－　　34 960 △836 1　35 652 △143　　20 619

　　

32

　　　

｡166

　　

24 040　　－　　16 819 △166 ’　7 221　　125　　19 092

　　

33

　　　

a 111　△15 796　　－　・11 440 △Ｈ出乃･4 356 △.153-△12 393

　　

34

　　　

公

　

77

　　

13010

　　

－

　　

10 556△　77:　　2 454 △’16　　13 030

　　

35

　　　

ム

　

36

　　

27 863　　－　　19 177 。36 1　　8 686　133　　24 981

　　

36

　　　

△

　

30

　　　

1 528　　－　△　1 685 心　301　　3 213　　4　　　517

　　

37

　　　

・29

　

a12803

　　

－

　

・7 391 ・29:。5 412 △　83　a　5 708

　　

38

　　　

△

　

38

　

。14 939　　－　△12 455 心　381,。2 484 △1 33　△　3 604

　　

39

　　　

△

　

4

　

△

　

8 374　　－　△12 195 心　41　　3 821　1 21　　　1 586

　　

40

　　　

△23

　　

17 598　　－　　8 443 △　231　　9 155　）2　　14 551

rか

　

団体数には，一部事物組合を含まない。

　　　　　

ｉ

　　　　　　

１

第９表財政再建債

　

Ｓ:

　

り

・

　　

［ｎｎｌ市日こr

］

　　

I l__卜むi

　

昭和31年度

　　　

54 140　　29 503　　24 6j7　　　41 123　　18 t00　　24 023

　　　

32

　　　　　　　

48 278　27 351　2Q 927　　3 481　　16 162　20 319

　　　

33

　　　　

39 928　23 691　16 237　　2 643　12 678　15 765

　　　

34

　　　　　

31 074 ・　19 395　　11 67り　　　２↑049　　9 741　　11 308

　　　

35

　　　

1

　　

22 490 I 14 950　　7 640　　　13 922　　6 461　　7 461

　　　

36

　　

‘

　　

13 593 ‘　90り3　　4 '500‘　　　　545　　2 183　　4 362

　　　

37

　　　　　　

9 129 1　･6 578　　2 ;55ト　　　キ142　　　665　‥2 477

　　　

38

　　　

，

　　

6 346 1 5 016　　　1 330　　　　　493　　　　199 1 294

　　　

39

　　　　　　　

5 080 1　　4 378　　　　702　　　　1 788　　　　i01　　　　687

　　　

40

　　　　　　

3 081　　　2 761　　　　320　　　　' 309　　　　　－　　　309-

S

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ilj
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支

　　

の 推

　　

移
(単位 百万円・％）

　　

団

　　　　

体

　　　　　　　　　　　

赤

　　　　

字

　　　　

団

　　　　

体

　

都道府県

　　

市

　

町村

　　　

総

　　　

額

　　　

都道府県

　　

市

　

町

　

村

み和函函皿|は額隔

紀

可

ま

扇‾

｣ぶ萍こ

･

よ

（ｕ=ｕ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

　　

33

　

14 639 3 057　15 317　865　22.7a 14 248　　13△　3 287　852△10 961

　　

41

　

29 622 3 174　19 426　574　15. i A　9 300　　　5△　1 451　　569△　7 849

　　

38

　

18 3141 3 024　18 341　　1　　扨.7△12 703　　　8△　1 583　608△11 120

　　

42

　

28 402 3 004　21 283　　55　15.4△12 723　　　4△　1 115　551△11 608

　　

44

　

46 689 3 135　27 977　386　jQ.∂△　９ ８４１　　　２ム　　225　384a　9616

　　

45

　

44 862 3 138　30 321　　352　10.0△　8 830　　　1△　　83　351△　8 747

　　

44

　

38 302 3 056　31 173　406　11.6△15 925　　　2△　　914　404△15 0H

　　

42

　

30 012 3 025　35 859　401　以.∂△27 260　　　4△　5 079　397a 22 181

　　

41

　

25 234 3 047　42 223　才加.9△37 220　　　5△12 496　371△24 724

　　

43

　

32 668 3 057　49 340　341　　ﾀ.タ△34 173　　　3△11 487　338△22 686
－

(単位

　

百万円)

　

字

　　　

団

　　　

体

　　　　　　　　　

赤

　　　　

字

　　　　

団

　　　　

体

　

都道府

　　　

市

　

町村

　

|

　

総

　　

数

　　

都道府県

　　

市町

　

村

雙竺湊パ

よ

㈱に額団㈱に額

臨宍

･

畏八

･

し

緻）支額

　　

23

　

12 642 △166　　7 977 a 693　49 993　△23　22 318 △670　　27 675

　　　

8

　

14 983　117　　4 109 △291　　4 948　△　8　　1 836 △283　　　3 H2

　

△

　

3△H 308 △150△　1 085　　42 4　3 403　　　3 心　　132　　39　a　3 271

　　　

4

　

10088△

　

20

　　

2 942 ・61 a　　20　△　4　　　468 A　57　△　　488

　　　

2

　

18 287　　131･　　6 694 a 169　　2 882　△　2　　　890△167　　　1 992

　　　

1△

　

1 827　　　3　　2 344 △　34　　1 011　△　1　　　142△　33　　　　869

　

△

　

1△

　

6 560 △　82　　　852　　54△　7 095　　　1 a　　831　　53　a　5 264

　

△

　

2△

　

8 290 △　31　　4 686 a　5 a 11 335　　2 △　4 165 △　7　△　7 L70

　

△

　

1£

　

4 778　　22　　6 364 △　25△　9 960　　　1 ｡7 417 △　26　△　2 543

　　　

2

　　

7 434　　10　　7 117 △　35　　3 047　△　2　　1 009 △　33　　　2 038

等現在高の状況 (単位

　

百万円)

　　　　

交付公債（昭和27年度以前分）

　　　　　　

借替債（昭和31年度発行分）

ｊし＿ニ仁ｎｎｊ市皿IH

I

お

　　

・IPSJtJft市

　

4

　

H

　　　　　

8 367　　　　8 343　　　　　24　　　　　3 650　　　　3 060　　　　　590

　　　　　

8 367　　　　8 343　　　　　24　　　　　3 430　　　　2 846　　　　　584

　　　　　

8 367　　　　8 343　　　　　24　　　　　2 918　　　　2 470　　　　　448

　　　　　

7 677　　　　7 655　　　　　22　　　　　2 343　　　　1 999　　　　　349

　　　　　

7 093　　　　7 073　　　　　20　　　　　1 475　　　　1 316　　　　　　159

　　　　　

6 042　　　　6 024　　　　　L8　　　　　t 006　　　　　886　　　　　　120

　　　　　

5 409　　　　5 392　　　　　17　　　　　　578　　　　　521　　　　　　57

　　　　　

4 639　　　　4 623　　　　　16　　　　　　214　　　　　194　　　　　　20

　　　　　

4 288　　　　4 277‘　　　　11　　　　　　　4　　　　　　－　　　　　　　4

　　　　　

2 770　　　　2 761　　　　　　9　　　　　　　2　　　　　　－　　　　　　2
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その１

　

収支額の推移

第10表’財政再建債等を考慮

　　　　　　　　　　　

全

　　　　

団

　　　　

体

　　　　　　　　　　　

黒

区

　　

分

　　

一総

　　　

額

　　

都道府県

　　

市

　

町

　

村

　　

総

　　　　

額

　　　　　　

ッ嘔ぽ団々水田

|

団㈱はｌ町り可遜ｉ

昭和31年度

　

3 955 △38 43　　46 △18 151 3 909 △20 281 2 686　∂7.　21 675

　　

32

　　　　

3 789 △8 530　　46　　820 3.743△9 350 2 779　δ∂.　35 965

　　

33

　　　　

3 678 △15 977　　46 △6 961 ･3.632△9 016 2 665　72.5　26 424

　　

34

　　　　

3 601　　5 881　　46　7 892 3 555 △2 011 2 725　75.7　37 703

　　

35

　　　　

3 565　42 335　　46　31 614 3 519　10 721 2 944　∂2.　60 829

　　

36

　　　

3 535　52 760　　46　35 686 3 489　17 ,074 3ヽ025　＆.∂　65798

　　

37

　　　

3 506　44 422　　46　30810 3 460･ 13 612 3 0H　∂5.　62 535

　　

38

　　　

3 468　32 265　　46　19 917 3,422 ■12 348 3 018　∂7.Q　61 303

　　

39

　　　

3 454　25 11　　46　8 360 3.418　16 797 3 066　∂∂144 522

　　

40

　　　

3 411　44 754　　46　18 419 3 395　26 335 3 088　∂9.7　7り566

（注）団体数には、一部事務組合を含まない。

その２

　

対前年度増減額の状況

　　

てLノ4

　

Mljりガペえふmmm''リゼ1びU

　　　　　　　

1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

；

　　　　　　　　　　　　　　

全

　　　　　　　　　

団

　　

丿

　

体

　　　　　　　　

jレ

　　

ぼ

　

分

　

‾総

　　　

額

　

都道府県

　

市

　

町

　

村

1

総

　　

額

　　　　　　　　

団体数個支額

|

団体数卜支｡額岬体数|収支額団体数卜･支額

　

'昭和31年度

　

・836

　　

25 543　　－　　10 335△836　　15 208△517　　12 436

　　　

32

　　　

△166

　　

29 902　　－　　18 971 ムL66　　10 931　　93　　14 290

　　　

33

　　　

△111

　

△

　

7 447　　－　△　7 781 △｡111.　　3341△H4　△　9 541

　　　

34

　　　

△

　

77

　　

21 858　　－　　14 853 △　77　　｡7 0C5　　60　　11 279

　　　

35

　　　

△

　

36

　　

36 454　　－　　23 722 △・36　　12 732!　219　　23 126

　　　

36

　　　

△

　

30

　　

10 425　　－　　　4 072 △　う0　　6 353　　81　　　4 969

　　　

37

　　　

△

　

29

　

△

　

8 338　　－　△　4 876 △　29　乙　3 462 ｡14　△　3 263

　　　

38

　　　

心

　

38

　

4 12 157　　－　。10 893 △　38　△　1 254　　7　△　1 232

　　　

39

　　　

4

　

4

　

△

　

7 108　　－　。11 557 △　4　　4 449　　48　1　3 219

j

　　

40 △　23　　19 597　　－　　10 059 △　２3　　　9538　　22　　15 044

(注) 団体数には、一部事務組合を含まない。

第11表

　

単

　

年

　

度

ｉ

　　　　　

区

　　　　　　　　

分

　　　　

－

　　　　

昭

　　

和

　　

40

　　

年

　　

度

！

　　　

‾

　　　　　　　　　　　　

総

　　

額１都道府県！市町村

１

　

里

　

年

　

度

　

収

　

支固

　　　

17 575　　　8 443 9 132
1

　

調

　

整

　

額向十（Ｄ）一如fB）

　　　　

6 641　　　　　3 801 2 840

　

基

　

金

　

積

　

立

　

額（Ｃ）

　　　

14 438　　　　7 728　　　　6 710

　

繰

　　

上

　　

償

　　

還

　　

金

　

C功

　　　　　　

1 007 652　　　　　　　355

1

　

ブ

　

金とりくずし額㈲

　　　　

8 804　　　　　　4579　　　　　4 225

　

実質単年度収支㈲十（Ｂ）

　　　

24 216 12 244　　　　11 972

　　　　　　　　

㎜7■/1

　　

●－
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した場合の収支の推移

(単位 百万円・％）

　

字

　　　

団

　　　

体

　　　　　　　　　

赤

　　　　

宇

　　　　

団

　　　　

体

　

都道府県

　　

市町村

　　

総

　　　　

額

　　

都道府県

　　

市町村

盲和蔽ｉ団四!は=額雙゛≠Ｏｌ=四

よ

四|に額

し

緻半回

　　

12

　

9 088 2 674　12 587 1 269　32. j△60 107　　34ﾋ27 239! 1 2351△32 868

　　

20

　

19 541 2 759　16 424 1 010　26.6△44 495　　26△18 721　　984△25 774

　　

13

　

10 735 2 652　15 689 1 01-3　27.51△42 401　　33△17 6961　98)ム24 705

　　

23

　

18 416 2 702　19 287　876　24.3･△31 822　　23△10 524　853△21 298

　　

33

　

34 675 2 911　26 154　621　17.4△18 494　　13△　3 06l|　608△15 433

　　

43

　

36 473 2 982　29 325　510　14.4△13 038　　　3△　　787　507△12 251

　　

41

　

31 993 2 970　30 542　495　14.1△18 113　　　5△　1 1831　4901△16 930

　　

39

　

25 870 2 979　35 433　450　13､０△29 038　　　7△　5 953! 443乙23 085

　　

3

1

　

22 454 3 028　42 068　398　11.5△39 365　　　8△14 094　39o'a 25 271

　　

4

　

30 263 3 046　49 303　353　加.3△34 812　　4△11 844　34y△2２ 968

(単位

　

百万円)

　

．字一，

　　

団

　　

体

　　　　　　　

赤

　　　

字

　　　

団

　　　

体

・都
い，。，市タｒ

　

n &　　ｌ　ｓ・府・｜市　町T　H

石44(‾iこj‾iF団体数|収支額l団体数i収支額団体数|収支額|団体数|収支額

---

　　

3

　　

7 114 △52o|　　5 322 △319　　13 107 △　3　　3 22l| A 316　　　9 886

　　

i3

　

10 453　　85　　3 837 △259 ；　15612 5　8　　8 518 ム251　　　7 094

　

■

　　

ふ

　　　　　　　　

㎜-

　　　　　　　　

●

　

・

　　　　　　　　

－

　　　　

・－－
△

　

7△

　

8 806△107　△　735　　　3　　2 094　　7　　1 0251△　4　　　1 069

　　

10

　　

7 681　　50　　3 598 △137　　10 579 a　10　　7 172 4 127　　　3 407

　

｀10

　

16 259　209　　6.867△255　　13 328 a　10　　7 463|△245　　　5 865

　　

10

　　

1 798　　71　　3 171 △111　　5 456 △　10　　2 274 △101　　　3 182
△

　

2△

　

4 480 △　12　　1 217 △　15△　5 075　　2　△　396△　17　　a 4 679
△"2‘・6 123‘　9　　4 89･1△　45△10 925　　2　｡4 7701ム　47　　△6 155

△

　

1△

　

3 416　　49　　6 635 △　52△10 327　　　1　△8 141 △　53　　△2 186

　　

4

　　

7 809　　18　　7 235 △　45　　4 553 ム　4　　22501△　４1　　　2 303

収

　

支

　

の

　

状

　

況

(単位

　

百万円)

　　

..昭

　

和

　

＿37

　

年．．度．

　　　　　

増

　　　

減‥

　　

額．

ゴしニ（Ｕｎｊ市田Ｊ･Ｈ

　

Ｓ

　　

Ｓ）ｌｉａｌｉレピピし

　　

△8 374　　a 12 195　　　　3 821　　　　25 949　　　　20 638　　　　5 311

　　　　

1 969　　さ　　638　　　　2 607　　　　　4 672　　　　　4 439　　　　　233

　　　

12 065　　　　6 219　　　　5 846　　　　　2 373　　　　　1 509　　　　　864

　　　　　

865

　　　　　

477

　　　　　

388

　　　　　　

142

　　　　　　

175

　　　　　

△33

　　　

10 961

ブ　　　3

627　　　△　2 157　　　△　2 755　　　　　598

　　

Q 6 405　　a l２ 833　　　　6 ４28　　　　30 621　　　　25 077　　　　5 5４４
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その１

　

種類別による推移

第12表･財･‥政

　

再

　

区

　　　　

分

　　

聯百昌回蟻

り]挙

36

　　　　

□

が挙言jプレよ

づ摯礼上乱

　

几

　

ｙ

第13表

　

歳

　

入

　

欠

　

陥

　

補

　

て

　　　　

当

　

初

　

昭和31

　

昭和32年度

　

昭和33年度

　

昭和34年度

　

昭和35年度
ｇ

　

゛゛ヽ゛雛馳xｕ皿訃ａ暗nl

l

n額競蔀函礪脂

府

　　

県

　　

18 100　18 1001 93816 162 3 28412 878 3 137 9 741 3 280 6 461

市町村

　　

24 238　24 013 3 56420 449 4 69115 758 4 433 H 325 3 857 7 468

　

計

　　　

42 338　42 113 5 50236 611 7 97528 636 7 57021 066 7 13713 929
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建

　　

団

　　

体

　　

数

その２

　

完了予定年度別 (昭和41年４月１日現在)
＝

　　

完了予定年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

49

団体区分゛ヽﾍ

ﾄﾄり

∩
り
45
ﾄ

6

　

りり

i3

り
十

　　

全部適用団体

　　

１

１

　

２

　　

１

　　

１

　　

－

　　

一

　　

一

　　

一

　　

－

　　

－

　　

う

　

づ

用団体

　

５

　

８

　

１ｏ

　

１

　

１

　

４

　

１

　

１

　

－

　

－３１

１

　　　　

計

　　　

・

　

6

　

10

　

11

　　

2

　　

1

　　

4

　　

1

　　

1

　　

－

　　

－

　

36

　　

全部適用団体

　　

４

　　

６

　　

一

　　

一

　　

一

　　

３

　　

－

　　　

１

　　

一

　　

一

　　

14

　　

一部適用団体

　　

１

　　

一

　　

一

　　

一

　　

一

　　

一

　　

一

　　

一

　　

一

　　

一

　　　

１
町村

　　

|

準用団体

　

１５

　　

９

　

Ｈ ７　　５　　８　　２　　２　　－　　１　　６０

　　　　

計

　　　　

20

　

15

　

11

　　

7

　　

5

　

11

　　

2

　　

3

　　

－

　　

1

　

75

　　

全部適用団体

　　

５

　　

８

　　

１

　　

１

　　

－

　　

３

　　

－

　　　

１

　　

－

　　

－

　　

１９

　　

一部適用団体

　　

１

　　

一

　　

一

　　

一

　　

一

　　

－

　　

一

　　

一

　　

－

　　

－

　　　

１

　

十

　

|

準

　

用団体

　

2o

　

17

　

21 81　6　12　　3　　3　　－　　1　91

　　　　

t

　　　　

26

　

25

　

22

　　

9

1

　

6

　

15

　　

3

　　

4

　　

－

　　

1

　

111

ん

　

債

　

償

　

還

　

状

　

況
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(単位

　

百万円)

昭和36年度

　

昭和37年度｣昭和38年度|昭和39年度

　

昭和40年度1

　

昭和41年度

　

｜

i祠疆

よ

同無品聶無臨弔

j

n晦肢椚雖駄賃

-

4 278 2 183 1 518　うと↓ﾆ!　466　1991　　98　101　101　　－　　　－　　　－

§056 4 412 1 936 2 476工581　　678　369　309　　　144　　　165

7 33　6 595 3 454 3 141 1 683 1 458 679　ｱﾌ9　470　309 H　　165

　　　　　　　　

-



第14表財政再建債利子

　

区

　　

分

　　

1昭和31年度|昭和32年度|昭和33年度|昭和34年度|昭和35年度

府

　　　

県

　　　　

289

　　　　

459

　　　　

607

　　　　

397

　　　　

303

市

　

町

　

村

　　　　

214

　　　　

733

　　　　

623

　　　　

486

　　　　

361

　　

計

　　　　　　　

503

　　　　

1 192　， 1 230　　　　　883　　　　664

第15表

　

準用団体に対す

　

区

　　　　　　　

分

　　　

｜

　

聊34年度

　

｜

　

・れ5年・

　

1

　

934度

団

　　　　

体

　　　　

数

　　　　　　　　

86

　　　　　　　

93

　　　　　　

丿20

融資あっせん額

　　　　　

４ 334　　　　　3 875　　　　4 680

第16表昭和40年度歳

　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

40

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　

都道府県

|

市

　

町

　

村

　

純

　

計

　

額１

　

地

　　　

方

　　　

税

　　　　

848 397　3Q, 7　　　701 0241　∂7.2　1 549 421　＆lj

　

地方譲与税

　　　

45 616　j.∂ 4 446　0.2　　　50 062　i.Ji

　

地方交付税

　　

480 649 17.4　262 538i j3.タ　743 187 j呵

　

小

　

計（一般財源）

　　

1 374 662　政7　　968 0081　51.3　2 342 670　52.3

　

分担金及び負担金

　　　　

38 708　j.4　　　20 9351　1.1　　　37 215　0.∂|

　

使用料，手数料

　　　

70 609　2.∂　　56 628　3.0　　127 237　2,∂|

　

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　　　

833 939　30.1　　　255 877　掻∂　1 089 816　24.3＼

　

都道府県支出金

　　　　　　

－

　　

－

　　

101 359　5.4　’゛一　こ　　一

　

財

　

産

　

収

　

入

　　　

37 013　j.3　　63 987　3.4:　101000　2j

　

寄

　　

附

　　

金1

　　

10 567｡0.4　　21 150　i.i＼　　26 847:, 0.6,

　

繰

　　

入

　　

金1

　　

12 505　0.5　　19 057　j.0　　31 562 0.7,

　

繰

　　

越

　　

金

　　　

46 745　j.7　　58 919 3.il　　105 664　2.4＼
1

　

諸

　　　

収

　　　

入

　　　

188 985　∂.∂　　　125 841 ∂ノ　　302 107 671
1地

　　

方

　

債

1

　

150 352　5.4i　　170 586･ ∂.d　　313 917　7j
1

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　

1 984i　oコ　　　21 102|　1.3　　　　　－　　･-|
|

　

歳

　

入

　

合

　

計

　

1

　

2 766 069J 100.0　1 883
H
100.01　4 478 035 100.0!

(注) １

２

「その他」は、都道府県分が特別区財政調整納付金、 市町村分が軽油引取税

国有提供施設等所在市町村助成交付金は、国庫支出金に含めたi，

　　　　　　　　　　　　

－254－



補給金交付状況

(単位

　

百万円)

昭和41年度

　

(見込)

３

　

３

１

　

１

昭和40年度

　　　　　　

3

　　　　　　

２２

　　　　　　

25

昭和39年度昭和38年度昭和37年度昭和36年度

６

　

３

　

９

　
　

４

　

４

２１

8
２

　

0
3

　
　

１

　

66

149

215

３

　

７

　

０

１

　

４

　

６

２

　

２

　

４

る融資あつせんの状況

(単位

　

百万円)

昭和37年度

　

１

　

昭和38年度

　　

昭和39年度

　

｜

　

昭和40年度

　

|昭靉感度｜

　　　

128

　　　　　　　

100

　　　　　　　

97

　　　　　　　

100

　　　　　　

79

　

1

　　　

4 195　1　　　　3 647　1　　　　4 758　1　　　　6 044　　　　5 999　1

入決算額の状況

(単位

　

百万円・％)

較

　

前年度増減率

比

増

　　

減

　　

率
減増

昭和39年度

純

　　

計

　　

額

魏
－
－
－
－
－
．
．
．
．
．

　
　
　

－
－
・

Ｍ
り
に
謡
・
只
衣
信
リ

Ｏ

＜
1

15.1

　

ｔ
・
ｉ
ｌ
一
一

　

■
一

　

響
曲

　

Ｓ
一
一
一
ｉ

　
　

ｌ

ｊ
ｊ
タ
６
９
５
δ
２
’
り
３
４
ｊ
６
９
５

　

７

'
-
^
C
T
l
'
-
H
I
―

Ｃ
v
j
"
―
(
･
―
(
"
-
H

･
-
H
'
-
Ｈ
'
―
I
-
Ｈ
>
I
J
(
C
＼
J

■
―

－
－

　

－
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
・
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

　
　

－
－
－
－

Ｃ
Ｔ
)
　
'
-
iＯ
Ｏ
　
-
-
Ｈ
　
Q
D
　
<
Ｊ
)
Ｉ
^
ｙ
i
　
^
　
Ｃ
Ｍ
　
C
D
　
-
ｓ
　
I
C
　
≫
-
(
　
３

　

一
睡

　

響
Ｉ

　

一
1

　
　

9
1
1
一
一

　

一
一

　
　

一

C
T
i
C
M
-
^
Ｏ
ｄ
―
(
C
M

O
i
'
-
Ｈ
"
S
t
i
C
i
＾
'
-
^
'
5
!
t
(
Ｎ
｡
　
３

ｊ
ｊ
１
－

　

ｊ
ｊ

　

ｊ

　

２
ｊ
２
ｊ
ｊ

　

１
‐

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

Ａ
）
△

‐
‐

　
　
　
　

―
‐

　

‐

７
７
’
ひ
１
‐
３
５
６
一

O
　
■
＾
　
-
Ｈ

*
-
　
O
O
　
t
s
.
　
Ｏ
-

―
f

･
-
1
"
-
Ｈ
<
―

C
M

"
-
Ｈ
"
-
Ｈ

－
＝
‐
‐

　
　

－
＝
‐
－

O
　
e
n
　
e
>
＾
　
O
i
　
o
　
C
M
一

　

５
Ｊ

　

一

　

一
一
一

l
O
　
C
3
^
　
C
N
j
　
-
Ｈ

　
　

３

13.

49.

j0.
j7.

12.
11.

10加

‐
ｉ
‐
‐
１
！
Ｆ
－
－
・
－
…
…

C
V
J
t
-
Ｎ
Ｃ
Ｔ
)
O
t
？
l
W
3
'
^
Ｏ
Ｏ
Ｃ
t
3
C
V
]
(
＾

　

－
－
1
1
1
4

　

一
一

　

Ｉ

　

一
－

'
-
K
O
n
i
C
ｗ
j
O
C
O
t
o
'
＾
O
C
ｓ
.
ａ
ｏ

Ｊ
ｊ
２
ｊ
ｊ

ム

ｊ
ｊ
２
ｊ
５

　

－
－
－
－
－
１
－
－
－
－
－
－
－
－
－

　
　
　

－
－
－
－

Ｃ
Ｍ
Ｏ
*
-
Ｈ
^
o
e
＾

|
c
r
i
-
Ｈ
Ｃ
ｏ
　
７
Ｊ
　
７
　
７

Ｈ
１
０
扨
扨
巧

　

。
。
加
召
扨
Ｍ
忽
９

　

－

　

：
‐
‐
・
‐

　

‐
‐
‐
‐
－
―

ｊ
’
ひ
１
１
４
Ｊ
Ｓ
一
ａ
４
ｊ
４
ｊ
４
一

-
h
C
i
ｑ
.
―
　
-
-
H
e
v
^
Ｑ
Ｏ0
0
0
0
t
ｏ
Ｏ
Ｏ

　

-
-
<
-
＊

C
M

-
H

　
　
　
　
　
　
　
　
　

ｑ

　
　
　
　
　
　
　
　
　

△
△
△
△

　
　

－
－
－
―
■
－

　

－
―
－
－
－
―

’
ひ
１
１
４
Ｊ
Ｓ
一
ａ
４
ｊ
４
ｊ
４

Ｏ
Ｑ
｡
―
　
｡
^
e
v
^
Ｑ
Ｏ

0
0
0
0
t
ｏ
Ｏ
Ｏ

-
-
<
-
＊

C
M

-
H

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

ｑ

‐

　
　
　
　

－
－
－
‐
ｉ
‐
‐
Ｊ
Ｊ
‐

2
8
8
4
6
一
2
0
5
3
1
7

0
5
0
8
2

　

ア
ー
ー
ー
8
6

２
4
2
9
1

　

7
5
7
0
7
5

9
６
７
３
８
８
３

　

４
２

　

２
４
３

４

　

７
３

　

１
６

　
　
　
　
　

３
０

１

　
　

Ｃ
Ｎ

―

<
1

―

16.4

　

14.13.6100.0114567

O
Ｏ
'
^
O
O
'
.
I
^
a
o
t
N
.

|
≪
５
Ｑ
Ｄ
ａ
Ｄ
ｔ
ｏ
Ｏ
Ｏ
＞
I
4
一
　
〇

　

欄

　

－
欄
Ｉ

　

一
一

　

一

　
　

ゆ
畷
一

　

Ｉ
噛

　

I

　
　
　

I

5
j
7
3
0
C
^
J
C
v
a

Ｃ
Ｍ
Ｃ
>
C
5
C
^
l
t
o
U
^
　
　
０

Ｃ
Ｏ

-
Ｈ
　
≫
Ｏ

C
＼
ｉ
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
０

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１
‐

－
‐
―
－
・
－
1
1
1

　

j
i
1

8
9
1
0
"
？
Ｎ
　
t
x
.
３
０
一
８
７
ア
ー
６
０
一

　

１
－

９
２
８
－
０
５
９

　

２
5
4
5
２
5

　
　

2

5
6
9
2
0
２
6

　

2
3
8
6
3
3

　
　

９

9
3
5
9
9
8
6

　

6
9
0
3
7
0

　
　

0

9
4
6
0
2
0
2

　

9
2
3
0
6
1

　
　

1
－

３

　

６
１
－

　

１
９

　
　
　
　

１
２
２

　
　

９

１

　
　

Ｃ
Ｎ

m

交映および特別区財政調整交付金である。
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第17表

　

歳

　

入

　

･決

　

算

　

額

　　　　　　　　　　　　

歳

　　　　

入

　　　　

決

　

．

　

算

　　　　

額

　

40

　　

1

　

39

　　

38

二

　

37

　　

36

　

1

　

35

　　

34

地

　　

方

　　

税

　　

15 494　13 996　12 129　10 567　9 065　7 442　6 109

地方譲与税

　　

501

　　

436

　　

352

　　

308

　　

454

　　

362

　　

327

　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　

1,t

　　　　　　　　　　　　　　　　

!j､へ1
地方交付税

　　

7 432　　6 660　　5 811　　4 874　4 017　3 110　2 591

小計（一般財源）

　

23 427　21 092　18 292　15 749　13 536　10 914　9 027

使用料..手数料

　　

1 272　　1 083　　　　956　　　822　　738　　675 I 612

国庫支出金

　

10 898　　9 267　　8 157　　7 081　5 808　4 771　4 136

繰

　　

入

　　

金

　　　

316

　　　

308

　　　

334

　　　

324「209

　　　

119

　　

’116

繰

　　

越

　　

金

　　

1 057　　1 037　　1 052　　1 260　1 077　　744　　581

地

　　

方

　　

債

　　

3 139　　2 104　　1 584　　1 444　1 150　　960　　788

モ

　　

の

　　

他

　　

4 671　　4 218　　3 602　　3 149　2 598　2 075　1 634

歳入合計

　

44 780　39 109　33 9ｱｱ　29 829 25 116 20 258 16 894

　

.

　　　　　　　　　　　　　

増

　　　

減

　　　

額

　　　

構

　　　

成

　　　

比

　

区

　　　

分

　　　

4o

　

1

　　

39

　　

1

　　

38

　　

1

　　

37

　　

1

　

36

　　　

35

　

1

　

34

地

　　

方

　　

税

　　

26.4

　　

昶.4

　　

37.6

　　

31.9

　　

お.4

　　

即.∂

　　

昶.2

地方譲与税

　　

1.1

　　

j.∂

　　

1.1

　

△3.j

　　

j.タ

　　

j,0

　　

0.1

地方交付税

　　

13.8

　　

扨.5

　　

22.6

　　

j∂.2

　

j∂.7

　

15.4

　

19.0

小計（一般財源）

　　

41.1

　　　

54.5

　　

61.3

　　

47.0

　　

54.0

　　

56.0

　　

55.3

使用料，手数料

　　　

∂.J

　　　

2.7

　　　

3.2

　　　

j.∂

　　

j.3

　　

j.9

　　

2,7

国庫支出金

　　

認.∂

　　

21.6

　　

部.0

　　

27.0

　

21.3

　

j∂.∂

　

34.2

繰

　　

入

　　

金

　　　

0.1

　

・△Q.5

　　　

0.2

　　　

2.4

　　

j.9

　　

0.j

　　

Q.7

繰

　　

越

　　

金

　　　

0.4

　　

△０､３

　　

△5.Q

　　　

3.タ

　　

∂.∂

　　

4.9

　

△7.2

地

　　

方

　　

債

　　　

18.4

　　

10.1

　　　

∂.4

　　　

∂.2

　　

∂.9

　　

5.j

　　

9.1

そ

　　

の

　　

他

　　　

7.9

　　

n.タ

　　

jり.9

　　

11.7

　　

10.7

　　

13.1

　　

5.2

歳

　

入

　

合

　

計

　　

100.0

　　

100｡0

　　

100.0 j　100.0　100.0 100｡0　100.01
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の

　

累

　

年

　

比

　

較

(単位

　

億円・％)

　　　　　　　　　　　　

決

　　　

算

　　　

額

　　　

構

　　　

成

　　　

比
☆

40

　　

139

　　

1

　

38

　

1

　

37

　

1

　

36

　

1

　

35

　

1

　

34

　

峰｀舅

　　

5 070　　34.6　　∂５.∂　　35.7　　35.4　　36.1　　36.7　　36.2　　36.5

　　　

284

　　　

1.1

　　　

1.1

　　　

1.0

　　　

j.0

　　　

j.∂

　　　

j.∂

　　　

j.9

　　

2.j

　　

1 975　　　16.6　　　17.0　　　17.1　　16.4　　16.0　　15.4　　15.3　　14.2

　　

7 329　　52.3　　53.9　　y 53.8　･" 5゙2.8　53.9　' 53.9　　53.4　　52.8

　　　

524

　　　

2.∂

　　　

2.∂

　　　

2.∂
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1 549 421　j20　M7　j79　2Q∂　239　27∂　JO∂　120 1221 122, 117　115　j括　HI
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743 187　131　j5∂　203　24Z　29j　337　37∂　131　j20　j29　121　jjﾀ　115　112

2 342 670　123　149　185　215　250　288　320　123･　12j 124　116　116　115　111

　

127 237　117　j29　μj　j57　j∂2　207　243　jj71　110　j09　HI　j扨　113　H

1 089 816　j2∂　j4∂　j∂0　220　253　2∂∂　33∂　128　月5l j22　j22　H5　114　H

　

31 562　112　114　202　3j2　322　2∂7　30ぜ　113　扨21　777　j55　扨3　ﾀ2　扨2

　

105 664　no　μj　204　2∂9　20Q　j97　200　召0l　j2∂!j45　117　∂4　ﾀ9　j02

　

313 917　9∂　120　j43　j∂o　jﾀ71　2∂2　j幻　9∂!　122＼ 120　j2∂　110　133　j4ﾀ

　

467 170　j20　j52　j90　23j　2∂4　30ﾀ　342　106　j27　j25　121　114　117　Ill

4 478 036　120　146 181115ﾄ45 282ﾄﾞ23ド2ﾔ2o 124 119 114 115 115



その１

　

総 額

第20.表

　

斗 般

　　

財

　　　　　　　　

m

　　

ﾌﾟｙ

　　

ｍ

　　

ｉ

　　

地方iTぶﾋ

:

　　

゛

し

算額）数篇幣肇）ｘＤ［!

　

昭和31～33平均

　

i

　　　

507 015　　　　j叩　　　　－　　　　28 422ト‾ここ1

　

。

　　

610 937　　　　　j加　　j2･j　　　32 6呵| H5

　　　

35

　　　　

1

　　　

744 236　　　　j47　　　2j.∂　　　　36 168　　　1271

　

。

　　

906 475 j9＝　　社∂　　　45 44φ　　160

　　　

37

　　　　

1

　　

1 056 684　　　　20∂　　　扨｡･6　　　　・30 793　　　108･

　　　

38

　　　　　　　

1 212 860　　　　239　　　j4.∂　　　　35 195　　　124

　　　

39

　　　　　　　

1 399 598　　　　27∂　　　15.4　　　　43 629　　　1541

　

。

　　

1 549 421　　　　3Q∂　　　jり､7　　　　　560J2　　176
-

その２

　

都道府県

　　　　　　　　　

地

　　　

方

　　　

税

　　　　　　　

地し方

　

譲

　

与
ヒ

　

ヤｙ目広友鸚ぽ

ﾚ

かず|二入j………

　

昭和31～33平均

　　　　

243 819　　　　100
づブ.＼.　　37

53い　　．ﾇ･.叩･=

　　　

34

　　　　　　　　

302 618　　　j2ﾂ　　巧丿　　jト409　　加j

　　　

35

　　　　　　　　

394 592　　　　扨2　　　30.4　　　　34 948 ・　　　127

　　　

･36

　　　　　　　　

497 725　　　　20j　　　26.1　　　　43 939　　　160

　　　

37

　　　　　　　　

575 595　　　　2S∂　　　15.6　　　／29 201　　　1j卯･

1

　　　

38

　　　　　　

師0 443　　　27D　　14.7　　　33 218

■　　1211

　　　

39

　　　　　　　　　

767 371　　　3j5　　扨,2　　　39 841　　　J必
j

　　

40

　　　　　　

848 397 34S　　　・珀’リ　＼　:45 ?師　　　166

　

その３

　

市

　

町

　

村

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

十

二

　　　　

地

　　　

方

　　　

哀

　　　

プｊ ｊ;･ｓ ４

二

　

二八（て云告富

士

亘（亘）

昭和31～33平均

４
５

　

6
7
8
9
0

3
3
3
3
3
3

　

４

263 196

308 319

349 644

４08 750

481 089

552 ４17

632 ２27

701 0２4

0
7
3
5
3
0
0
δ

Ｏ
ｊ
３
５
８
ｊ
。
″
７
δ

ｊ
ｊ
／

　

ｊ
ｊ
２
２
２

-

260－

　

9.Q

13.4

j∂.タ

俘.7

14.8

14.4

10.9

　

886

1 276

1 220

1 510

1 592

1 977

3 788

４ 446

卯
召
認
知

ｊ
ｊ
ｊ
ｊ

周
回

卿
心

-

一

一

一



税

税

源

　

の

　　　

一

　　

０．８

　　

10.7

　　

25.７

。32.２

　　

皿｡3

　　

24.0

　　

14.７

　　

Q.3

　　

H､3

　　

25.7

ム33 Ji

　　

13､8

　　

19.9

　　

14.5

決

推

　　

移

地

　

方

一

算

　

額

一

197 45２

259 088

310 987

４01 70４

487 459

581 150

665 985

7４3 187

　　

地

　

方

決

　

算

　

額

134 82４

179 307

211 157

２67 7４4

326 ２04

385 606

４32 195

480 649

交
一
指

交
一
指

付
一
数

税

一

　

t
ｓ
.

O

c
s
j

e
n

C
S
]

t
o

t
o

　
　
　

・

　

一

　

一

　

－

　

ｉ

　

一

　

一

　
　

U
O

O

Ｏ
^

"
^

C
J
)

'
＾

-
Ｉ

　
　

ｊ
２
２
２

　

７
ｊ

　

ｊ

―
・
―
―
・
‐
‐
―
－
－

Q
j
8
3
7
7
7
δ

O
e
w
i
o
O
-
T
f
H
Ｃ
Ｔ
i
Ｃ
ｏ
K

ｊ
ｊ
ｊ

　

2
2
2
3
ｊ

付
一
数

1００

133

７
Ｏ
^

C
M

t
o

･
-
≪

C
-
｡

５
９
ｊ
‘
Ｉ
２
５

･
-
H

"
"
-
*

Ｃ
＼
i

C
S
]

e
n

e
n

税

1８ ７

１７ ８

２６.8

21.8

18.2

12.1

11.2

　　　

合

決

　

算

　

額

　

73２ 889

　

902 710

1 091 391

1 353 628

1 57４ 936

1 8２9２05

2 109 ２12

２ 3４２670

決

合

一
算

　

額

　　

406 179

　　

513 33４

　　

640 697

　　

809 ４08

　　

931 000

1 079 267

1 239 407

1 374 66２

(単位

　

百万円・％)

　　　　　

計＿_

１指数個at It

(単位

o
ｃ
ｏ
ｏ
^
i
c
t
ｃ
ｏ
ｃ
ｏ
ｏ

Ｑ
２
ｊ
Ｓ
’
。
！
５
８
２

'
-
H
'
-
ｓ
'
―
(
･
-
h
C
M
C
M
C
＼
j
C
V
2

12.8

20.9

24.0

16.3

16』

15.3

111

百万円・％）

　　

計

指数

０
δ
Ｉ
９
タ
６

　

５
８

０
Ｃ
Ｍ
ｌ
Ｃ
Ｏ
^
C
N
j
t
C
O
S
n

<
―
(
'
-
Ｈ
'
-
Ｈ
'
-
-
(
C
＼
i
C
＼
j
O
0
f
*
3

15.8

24.８

２６.３

１５､０

15.9

14.８

１０.９

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位

　

百万円・％）

税

　　　

ｉ

　　

地

　

方

　

交

　

付

　

税

　　　　　　　

合

　　　　　　　　

計

-一犬一一一

　　

-

|

　　　

｜

鸚ご叢）ｗ額）・隋甘菜４ｗ額ト４端幣菜

--

　　　　　　

-

　　

-

　　　

62 628　　　扨り　　　ム　　326 710　　j卯　　　ツ

　　

13.6

　　　　

79 781　　　　が?7　　　　ﾀ.5　　　　389 376　　　Hﾀ　　　　ﾀ.1

　

a

　

4.4

　　　　

99 830　　　　159

1　　25.0　　　　450

694　　　138　　　15.8

　　

2＆∂

　　　　

133 960　　　　2M 1　　34.2　　　　544 220　　　扨7　　　20.8

　　　　　　　　　　　

』

　　

5.j

　　　

161 255　　　25ド　　20.4　　　643 936　　j97　　18.3

　　

24.1

　　　

195 544　　　312　　21.3　　　749 938　　2釦　　16.5

　　　　　　　　　　　

.

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　

91.6

　　　　

233 790　　　　j73　　　jﾀ.∂　　　　869 805　　　2∂6　　　16.0 ＼

　　

17.4

　　　　

262 538　　　　4四　　　12.3　　　　968 008　　　2ﾀ6

1　　jj.jl

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

― 261 ―

=

- ～ ミ ミ Ｉ

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　　　　　　

。＿’＝ = ＝ = = ＝ ＝

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　　

- = Ｉ

「 ”

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　　　

｀

　

・｀゛’｀

　

・

　

●

　　　　　　　　　　　　　　

ｒ－●″・

　

・｜

ヴー･

　　

=

　　

‥べ

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

｜

１

｜

－

－

ｊ

｜

ｌ

－

｜

－

ｌ

！

｜

1

1

1

！

｜

｜

¶

｜

－

｜

ｌ

－

－

－

－



その１

　

都道府県

第21表昭和40年度

　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

40

　　　　

年

　　　

度

　

ｇ

　　　　

゛

　

卜

認額

　

゛高゛

　

勧高尚剛・構Ｕ

普

　　

通

　　

税

　　　

753 842　　717 068　　　弱.j　　　9U

　

法定普通税

1

　　

753 093　　716 433　　　弱.j　　　91.6

　

道府県民税

　　　

189 585　　175 776　　　92.7　　22.5

　　

個

　

人

　

分

　

l

　　

134 897　　　122 915　　　ﾀ1.1　　　15.7

　　

法

　

人

　

分

　　　

54 688　　　52 861　　　弱.7　　　∂.∂

　

事

　

業

　　

税

　　　

341 304　　329 851　　　卵.∂　　42.2

　　

個

　

人

　

分

　　　

27 146　　　25 284　　　お.j　　　j.2

　　

法

　

人

　

分

　　　

314 158　　304 567　　　97.0　　　39.0

　

不動産取得税

　　　　

44 282　　　41 374　　　眼4　　　5.∂

　

講府Ｖば瓦

　　

43 966　　　　43 966　　　　100.0　　　　　元

　

娯楽施設利用税

　　　　　

9 560　　　　9 483　　　　卯.2　　　　j.2

　

料理飲食等消費税

　　　　　

60 247　　　　55 916　　　　92.8　　　　7j

　

自

　

動

　

車

　

税

　　　　

58 799 54 905　　　　93.4　　　　7.0

　

鉱

　　

区

　　

税

　　　　　　

1013

　　　　　　

825

　　　　

81.4

　　　　

0.j

　

狩猟免許税

　　　　

393

　　　　

393

　　

100.0

　　　

0.j

　

固(JF資産諮

　　　

3 944　　　　　3944　　　　100.0　　　　0,5

　

法定外普通税

　　　　　

749

　　　　　　　

635

　　　　

84.8

　　　　

0,j

目

　　

的

　　

税

　　　

67 205　　　65 217　　　97.0　　　∂.3

　

軽油引取税

　　　

66 878　　　14 890　　　97.0　　　∂.J

　

入

　　

猟

　　

税

　　　　　　

327

　　　　　

327

　　　

100.0

　　　　

0.Q

旧法によ

　

る税

　　　　　

38

　　　　　　　　

15

　　　　

3ﾀ.5

　　　　

0.0

　

合

　　　

計

　　　　

821 085　　782 300　　　95.3　　100.0

(注) １

２

東京都が徴収した市町村税相当額(66 806百万円)を控除し、特別区が徴収し

東京都が徴収した市町村税相当額の税目別内訳は、市町村民税20 198百万円

740百万円、法定外普通税135百万円、入湯税１百万円．都市計画税4 198

－262



地

　

方

　

税

　

の

　

状

　

況

(単位

　

百万円・％)

-

　　　

昭

　　

和

　　

39

　　　

年

　　

度

　　　　　　　

比

　　　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-一

　

ﾘ゛JI％y諜符

ｏ

湊誤認蝋

　　

680 793　　651 042　　95.6　　タj.7　　　66 026　　90.9　　　10.1　　15.6

　　

680 H9　　650 456　　ﾀ5.∂　　91.6　　　65 977　　ﾀ0.∂　　　10.1　　15.6

　　

161 687　　　151 338　　95.6　　21.3　　　24 437　　33.6　　　扨.j　　21.4

　　

107 210　　　98 388　　91.8　　13.9　　　24 526　　33.7　　24.9　　29.8

　　　

54 477　　　52 950　　97.2　　　7.4　　　a　89　△　0.1　a　Q.2　　∂.∂

　　

336 378　　326 656　　タフ.j　　46.0　　　　3 195　　　4.j　　　j.0　　9.∂

　　　

23 931　　　22 231　　ﾀ2.9　　　3.j　　　　3 053　　　4.2　　　13.7　　∂.9

　　

312 447　　304 425　　ﾀ7.4　　42.9　　　　　142　　0.2　　　0.0　　9.タ

　　　

35 201　　　32 878　　93.4　　　j.∂　　　　8 496　　11.8　　25.8　　5ﾀ.∂

　　　

39 811　　　39 811　　100.0　　　7.∂　　　　4 155　　　5.∂　　　10.4　　タ.j

　　　

8 054　　　　7 998　　99.5　　　1.1　　　　1 485　　　2.0　　　18.6　　21.6

　　　

54 190　　　50 344　　92.9　　　7.j　　　　5 572　　　7.7　　　11.1　　j∂.∂

　　　

38 974　　　35 806　　タj.9　　5.j　　　19 044　　26.2　　55.5　　27.2

　　　

1 028　　　　　829　　∂0.7　　　0.j　　　a　　4　△　0.0　△　0.5　△　5.j

　　　　

355

　　　　　

355

　

100.0

　　

0.j

　　　　　

34

　　　

0.0

　　　

10.7

　　

4,j

　　　

4 441　　　　4 441　　100.0　　0.∂　　　a　497　a　0.7　△11.2　a　2.3

　　　　

674

　　　　　

586

　　

87.0

　　

0.j

　　　　　

49

　　

0.j

　　　

∂.4

　　

4.5

　　　

59 676　　　58 598　　9∂.2　　∂.3　　　　6 619　　　9.j　　　11.3　　39.4

　　　

59 371　　　58 293　　9∂.2　　∂.2　　　　6 597　　　9.j　　　11.3　　39.7

　　　　

305

　　　　　

305

　

100.0

　　

0.j

　　　　　

22

　　

0.0

　　　

7.2

　　

2.0

　　　　　

73

　　　　　

20

　

1 27.5　　　Q.0　　　△　　5　a　Q.0　6 25.0　　11.1

　　

740 542　709 660　　95.8　100.0　　　72 640　100.0　　　10.1　　17.2

一一

　　　

一一
た道府県税相当額(709百万円)を加算した税法上の道府県税の収入状況である。

固定資産税40 628百万円、軽自動車税30百万円、たばこ消費税876百万円、電気ガス税

百万円であり、特別区の徴収した道府県税相当額は、全額道府県民税である。
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その２

　

市

　

町

　

村

第21表

　

昭

　

和40年度

　　　　　　　　　　　

ｌ

　

・

　

禾1

　

40

　　　　

年

　　

度

　　

ｉ

　

ノ

　

ニ

　　

゛丿調

(A) (B)額晶

　

法

　

定

　

普

　

通

　

税

　　

783 364　　745 601　　　％.2　　97. S

　　

市

　

町

　

村

　

民

　

税

　　　

324 064　304 648　　　　舅.0　　　　政7

　　　

個人均等割

　　　

12 462　　11 306　　　如.7　　　j,5

　　　

個人所得割

　　

223 789　　208 737　　　紹.3　　27.2

　　　

法

　

人

　

均

　

等

　

割

　　　　　

1 921　　　　1 755　　　　91.4　　　　0･嗣

　　　

法

　

人

　

税

　

割

　　　

85 892　　82 850　　　弱.5　　10.8
＼

　　

固

　

定

　

資

　

産

　

税

　　

312 358　　296 385　　　河‘９　　箆り

　　　

純固定資産税

　　

293 298 277 325　　　　94.6　　　　肪,り

　　　　

土

　　　　

地

　　　

70 147　　65 484　　　蕗4　　　∂.（

　　　　

家

　　　　

屋

　　

128 979　　121 038　　　お.∂　　15.8

　　　　

償

　

却

　

資

　

産

　　　

94 172　　90 803　　　卯.4　　n.8

　　　

交付金，納付金

　　　

19 060　　19 060　　　100.0　　　2.5

　　

軽

　

自

　

動

　

車

　

税

　　　

14 384　　12 516　　　87.0　　　j.リ

　　

市町村たばこ消費税

　　　

73 169 73 169 100.0　　　　9.5

　　

電

　

気

　

ガ

　

ス

　

税

　　　

53 987　　53 ％6　　100.0　　　7.0

　　

鉱

　　　　

産

　　　　

税

　　　　

2 606　　　2 420　　　　ﾀ2.9　　　　0,3

　　

木

　

材

　

引

　

取

　

税

　　　　

2 796　　　2 497　　　　∂9.3　　　　0.3

　

法

　

定

　

外

　

普

　

通

　

税

　　　　　

836

　　　　　　

812

　　　　

ﾀ7.j

　　　　

0.j

　

目

　　　

的

　　　

税

　　　

21 975　　20 696　　　舅.2　　　2.7

　　

入

　　　　

湯

　　　　

税

　　　　　

1 442　　　　13盛　　　　討.Q　　　　0.2

　　

都

　

市

　

計

　

画

　

税

　　　

20 169　　19 012　　　94.3　　　2.5

　　

水

　

利

　

地

　

益

　

税

　　　　　

327

　　　　

302

　　　　

92.4

　　　　

0.0

　　

共

　

同

　

施

　

設

　

税

　　　　　　

37

　　　　　

26

　　　　

70.3

　　　　

U

　

旧

　

法

　

に

　

よ

　

る

　

税

　　　　　　

84

　　　　　

12

　　　　

14.3

　　　　

0.0

　　

合

　　　　　　

計

　　　

806 259　　767 121　　　95j　　100.0

－

(注)東京都が徴収した市町村税相当分(66 806百万円)を加算し、特別区が徴収した
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地方税の状況（つづき）

（単位‘百万円・％）

　　　

昭

　　

和

　　

39

　　

年

　　

度

　　

｜

　　

比

　　　　　　　　　

較

　　　　

｜

九回％り朔ｋ
ｎ
囚０に|雌か

訟

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‘'･

　　　　　　　　　　　

1

　　　

706 252　　670 804　　95.0　　ﾀﾌ.2　　　74 797　　ﾀ∂.∂　　　11.2

1　13.6

　　　

288 556　　271 871　　ﾀ4.2　　39.4　　　32 777　　42.5　　　12.1　　16.0

　　　

11 798　　　10 795　　タj.5　　　1.5　　　　5H　　　Q.∂　　　j.7　　3.1

　　　

190 640　　　177 928　　ﾀj.3　　25.8・　　30 809　　40.0　　　17.3　　20.3

　　　　

2 076　　　　1 924　　ﾀ2.7　　　0.j　　△　　169　ム　0.2　△　∂.∂　　10.6

　　　

84 042　　　81 224　　96.6　　jj.∂　　　　1 626　　2. j　　　2.Q　　9.3

　　　

284 248　　267 841　　ﾀ4.2　　J∂.∂　　　28 544　　37.0　　　扨.7　　12.0 I

　　　

267 025　　250 589　　∂∂.∂　　36.3　　　26 736　　34.7　　　10.7　　12.0

　　　

69 648　　　64 436　　92.5　　ﾀ.3　　　　1 048　　　j.4　　　j.∂　　12.1

　　　

113 421　　　105 500　　93.０×　15.3　　　15 538　　20.1　　　li.7　　11.4

　　　

83 956　　　80 653　　ﾀ∂.j　　U.7　　　10150　　13.2　　　12.9　　12.7

　　　

17 253　　　17 252　100.0　　2,5　　　　1 808　　　2.3　　　10.5　　11.9

　　　

12 237　　　1'0 531　　86.1　　　j.5　　　　1 985　　　2.5　　　j∂.∂　　jﾀ.∂

　　　

65 927　　　65 927　100.0　　ﾀ.7　　　　7 242　　9.j　　　11.0　　22.2

　　　

49 972　　　49 947　jりり.0　　　7.2　　　　4 019　　　j.2　　　∂.Q　　0.1

　　　　

2 582　　　　2 363　　タj.5　　0.J　　　　　57Q.jl　　2.4　　2.0
i

　　　　

2 700　　　1 2 324　　86.1　　　Q.3　　　　　173　　0.2　　　7.4　　∂.∂

　　　　　

819

　　　　　

785

　　

ﾀ5.タ

　　　

0.j

　　　　　

27

　

，θ.0

　　　

3.4

　　

j.∂

　　　

19 562　　　18 331　　93.7　　2.7　　　　2 365　　∂.j　　　12.9　　巧.0

　　　　

1 275　　　　1 197　　93.7　　0.2　　　　　159　　0.2　　　召.3　　16.4

　　　

17 908　　　16 799　　93.∂　　2.4　　　　2 213　　　2.9　　　13.2　　15.3・

　　　　　

342

　　　　　

309

　　

90.4

　　　

り．ｊ

　　

ａ

　　　

７

　

^ 0.0　△　２．３　△　１．0

　　　　　　

37

　　　　　

26

　　

69.7

　　　

0.0

　　　　　　

－

　　　

－

　　　　

－

　　

12』

　　　　　　

□8

　　　　　

18

　　

14.1

　　　

Q.θ

　　

．

　　

6

　　　

0.0

　

△33､3・△25.0

　　　

ｱ26乃1

　　

689 938　100.0　100.0　　ｱ7 183 1　100.0　　11.2　13.6

道府県税相当額(709百万円)を控除した税法上の市町村の収入状況である。
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その１

　

都道府県分

第22表

　

地

　

方税徴

　　　　　　

(単位％)

　　　　　　　　　

現

　

年

　

課

　

税

　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｌ

　

区

　

り

現年度分

　

過年度分

　

滞納繰越分

　

|

　

合

　　　

計

　

昭和32年度

　

１

　　　

96.2

　　　

叩.j

　　　　　

31.1

　　　　　

卯.0

　　　

33

　　　　　　　　

96.7

　

.

　　　　

∂7.2

　　　　　　

36.6

　　　　　　

卯.7

　　　

34

　　　　　　　　

97.0

　

1

　　　　

∂∂.0

　　　　　　

37.1

　　　　　　

92.2

　　　

35

　　　　　　　　

ﾀﾌ.3

　

1

　　　　

9り.4

　　　　　　

42.∂

　　　　　　

討.2

　　　

36

　　　　　　　　

ﾀﾌ.2

　　　　　

92.6

　　　　　　

49.∂

　　　　　　

弱.0

，

　　　

37

　　　　　　　　

ﾀ7.j

　　　　　

92.5

　　　　　　

54.タ

　　　　　　

弱.4
1

　

38

　　　　　

1

　　

97.4 (97、1）　92.2　　　　　　5∂.タ　　　　　　％.δ

　　　　　　　

｜
1

　　　　

39

　　　　　　　　　　　　

97.2

　　　　　　　　　　　

57.5

　　　　　　

弱.∂

　　　

40

　　　　　　　　　　　　

96.8

　　　　　　　　　　　

5i.7

　　　　　　

95.3

（注）昭和39年度から現年度分および過年度分は合わせ現年課税分とされた。なお、

　　　　　　　　　　　　　　

第23表

　

昭和40年度市町村

その１

　

市町村民税所得割税率別市町村数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

40

　　　

年

　　　

区

　　　　　　　

分

　　　　　　

大

　　　

都

　　　

市

　　　　　　　

都

　　　　　　　　　　　　　　　　

団

　

体

　

数

　

｜

　

構

　

成

　

比

　　　

団

　

体

　

数

　

標

　

準

　

税

　

率

　

未

　

満

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　

標

　　

準

　　

税

　　

率

　　　　　　

ノ

　　　　　

100.0

　　　　　　

288

　　　　　　　　　

1.1倍まで

　　　　　　　

ー

　　　　　　　

－

　　　　　　　

７

　

ごｍ

土

な

　　　　　

二

　　　　　　　　

：

　　　　　　　　　

こ

　　　　　　　　

1

1.4倍まで　　　　　　　ー　　　　　　　－　　　　　　　29

　　　　　　　　　

1.5倍まで

　　　　　　　

ー

　

｜

　　　　　　

－

　　　　　　

130

　

不

　　

均

　

一

　

課

　

税

　　　　　

－１

　　　　　

＿

　　　　　

２

ｉ合

　　　　　　　　　

計

　　　　　　

71

　　　　

100.0

　　　　　　

554

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　　　　　　

1

（注）東京都の特別区については、23区を１として大都市に計上している（以上本表
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収

　

率

　

の

　

推

　

移

その２

　

市

　

町

　

村 (単位

　

％)

ｌ

区

　

分

|

現

;

i

ｽﾞUT;

年

1

分

|

滞納繰越分

|

合

　　

-|一

　

二十

　

ソ

　

士

　

士

　

二

　　

34

　　　　　

i

　　

ﾀ5.7

　

1

　　　　

S7.7

　

1

　　　　　

39.6

　

i

　　　　　　

∂9､7

　　

35

　　　　　　　　

ﾀ6.6

　　　　　

∂∂､4

　

1

　　　　　

jり.∂

　　　　　　

91.7

　　

2ﾜ

　

ｉ

　

レ

　

士

　

二

　

二

　　

；

　　　　

白乱）
丿

　　

二

　　　

二

　　

40

　　　　　

1

　　　　　　　

97.5

　　　　　　

1

　　

43.0 I　　虹j

昭和38年度の（

　

）内は、現年課税分の徴収率である。

民税超過課税等の状況

(単位

　

％)

　　　

４

　　　

月

　　　

１

　　　

日

　　　

現

　　　

在

　　

市

　　　　　　　

町

　　　　　　　　

村

　　　　　　　　　　　

計

　　　　　　　　

！

ｊてこ

ｿ

　

団々ｔ

　

ｉ

　

構

　

成

　

比

　　　

団

　

体

　

数

　

｜

　

構成it

　　　　　　

－

　　　　　　　　

11

　　　　　　　

0.J

　　　　　　　　

11

　　　　　　　

0.3

　　　　

52.0

　　　　　　

1,885

　　　　　　

66.6

　　　　　　

2,180　　　　　　64､2

　　　　　

j.2

　　　　　　　　

29

　　　　　　　

j.0

　　　　　　　

36

　　　　　　　

1.1

　　　　　

11.0

　　　　　　　

140

　　　　　　　

4.9

　　　　　　　

201

　　　　　　　

j.タ

　　　　　

∂.7

　　　　　　　

178

　　　　　　　

∂.J

　　　　　　　

215

　　　　　　　

∂.3

　　　　　

5､2

　　　　　　　　

86

　

!

　　　　　　

J.0

　　　　　　　

115

　　　　　　　

3.4

　　　　

23.5

　　　　　　　

503

　　　　　　　

j7.∂

　　　　　　　

633

　　　　　　

j∂.7

　　　　　

り.4

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

2

　　　　　　　

0.j

　　　　

100.0　　　2･ 832 ’　　100. 0　　　3･ 393
1　　100.

0 1

中において同じ。)。
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第23表

　

昭和40年度市町

その2･

　

市町村民税個人均等割税率別市町村数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

40

　　

年

　　

４

　　

月

　

区

　　　　　　　　

分

　　　　　

大

　　

都

　　

市

　　　　

･都

　　　　　　

市

　　

１

　　　　　　　　　　　　　　　

つ元石∩構se it　団４ａﾄli‾石フ

標

　

準

　

税

　

率

　

未

　

満

　　　　　　

l

　　　　

14.3

　　　　　　

2

　　　　　

0丿

標

　　　

準

　　

税

　　

率

　　　　　　　

６

　　　　

砧,7

　　　　

432

　　　　

78.0I

標準税率を超えるもの

　　　　　　

ー

　　　　　

－

　　　　

1H

　　　

20.0 I

不

　

均

　

一

　　

課

　

税

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

9

　　　　

1.6;

合

　　　　　　　　　　

計

　　　　　　　

7

　　　　

100.0

　　　　

554

　　　

100.0

その３

　

市町村民税法人均等割税率別市町村数

　　　　　　　　　　　　　　　　　

始

　

和

　

40

　　

年

　　

４

　　

月

　

区

　　　　　

分

　　

1

　

大

　

都

　

市

　　　

都

　　　　

市

　

｜

　　　　　　　　　　　

「団４（４百

八

･‾団蒜）構れ］

標

　

準

　

税

　

串

　

未

　

満

　　　　　　

l

　　　　

14.3

　　　　　

1

　　　　

0.2

標

　　

準

　　

税

　　

率

　　　　　　

4

　　　　

57.1

　　　　

322

　　　

鼠丿

標準税率をこえるもの

　　　　　　

2

　　　　

2∂.∂

　　　　

226

　　　　　

9.∂

不

　

均

　　

一

　　

課

　　

税

　　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

５

　　　　

り.g

合

　　　　　　　　　　　

計

　　　　　　　

7

　　　　

100.0

　　　　　

554

　　　

100.01

その４

　

市町村民税法人税割税率別市町村数

　

９

　　　　　　

分

　　　　

大

　　

都

昭

市
で］ﾉｽﾞﾉﾚﾌﾟ

　　　　　　

団体数｜構成比i団体数|構成比

孔子兄∃

　

≫゜し

　

球;］

；均

　

‾

　

課ｒ

　　　

フ

　　

100.0

　　

ぷ

　

，0ご
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村民税超過課税等の状況（つづき）

一

一
団体数

　　　

－

２ Ｈ1

　　

720

　　　

1

2 832

-
団体数
一

1 978

853

2 832

　

１
-

　

町
-
団体数
-

　

28

　

1 567

　

1 225

　

－

2 820

日

　　

現
一

一
構成比

　　

－

74.5

25.　Ｓ

100.0

日

　　

現

　　　

村

　

構成比

　

0.0

∂∂.9

30.1

100.0

日

　　

現
-

一
構成比

　　

｣l.O'

　

55､６

　

４３､4

　　　

－

100.0

在

計

団体数
一

　　

3

　

2 549

　　

831

　　

10

　

3 393

在

計

団体数
一

　　

3

　

2 304

　

1081

　　

5

　

3 393

在

計

体数

-

　

２8

1 727

1 6２3

　

3

3 381

構成比

　　

0.1

　

75.1

　

24.５

　　

ｏ､3

100.0

構成比

　　

0.1

　

67.9

　

31.9

　

0.j

100.0

構成比

-

　

0.∂

　

51. １

　

４８､0

　

0.1

　

100.0

７月１日

団体数

　　　

４

２ 58４

　　

806

　　　

6

3 400

構成比

　　

O.I

　

７６､0

　

23.7

　

0．2

100.0

７月１日

団体数

　　

97

２ ２58

1 039

　　　

6

3 400

構成比

　　

２､8

　

66.4

　

30.6

　　

0.2

100.0

昭和39年７月1･日

団体数

-

　　

２

　

1 9２9

　

1 46４

　　

5

　

3 400

－269－

構成比

　　

Q.０

　

５６､8

　

43.1

　　

0．1

100.0

比

(単位

　

％)

一

　

較

増

　

減

△

　

I

△35

5
４
7

2

　
　
　
　
　

ａ

比

増減率

ａ 25.0

△

　

１．５

　　

３．1

　

66.6

ａ

　

０．２

(単位

　

％)

　　　　

較

増

　

減

△

Ａ
‘

　

△

4
6
２
1

9
4
４

ア

増減率

-

a 96.９

　

２．０

　

４､０

a 16.7

△

　

０．２

(単位

　

％)

-

増

　

減

　　

26

A 201

　　

158

△

　

２

△

　

19

　

較
一

増減率

j 300.0

　　　

10.4

　　　

jQ.∂

　

△

　

４.0

　　　

0.5

ぺ

　　　　　　

Ｉ

　　　　　

Ｉ

　　　　　

Ｉ

　　　　　

”

　　　　　　

-

- ~ l

　 　 　 　 　

j

　 　 　 　 　

・

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

’~

- W

- -

．

　 　 　 　

｜

　 　 　 　 　

．

　 　 　 　

｜

'ｌ

　　　　　

ｉ

　　　　　　　　　　

ｌ

　　　　　　

ｌ

　　　　　

ｌ

　　　　

ｌ

　　　　　　

ｌ

~ -

，

　　　　　　　　　

｜

　　　　　

．

　　　　

１

　　　　　　　　　　

１

｜

－

｜

－

－

１

。

｜

｜

－

Ｉ

－

一

一

－

｜

｜

－

－

－

１

－

１

－

｜

！

－

！

！

｜

－

｜

｜



その５

　

固定資産税税率別市町村数

第23表

　

昭和40年度市町村

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

40

　　

年

　　

４

　　

月

　

区

　　　　　　　　

分

　　　　　

大

　　

都

　　

市

　　　　

都

　　　　　　

市

　　　　　　　　　　　　　　

団体数｜構成比

|

団体数１構成比

標

　

準

　

税

　

率

　

未

　

満

　　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

一

標

　　

準

　　

税

　　

率

　　　　　　

ア

　　　　

100.0

　　　　

367

　　　　

9.2

標準税率をこえるもの

　　　　　　

ー

　　　　　

－

　　　　

182

　　　　　

32.9

不

　

均

　　

一

　　

課

　　

税

　　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

5

　　　　

0.9

合

　　　　　　　　　　　

計

　　　　　　　

ア

　　　　

100.0

　　　　　

554

　　　

100.0

1

その１

　

都道府県

第24表昭和40年度法

　　　　　　

(単位百万円)

　

区

　　　　　

分

　　

|晨霖牡－ｍぺＥ卜９ｽﾞｨﾋＨ・ﾄ

　　

十

(財政再建団体)

　

徳

　　

島

　　

県

　　　　

115

　　　　　

一

　　　　　

一

　　　　　

－

　　　　　　

115

(その他の団体)

　

新

　　

潟

　　

県

　　　　　

－

　　　　　

10

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　　

10

　

岐

　　

阜

　　

県

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

17

　　　　　

－

　　　　　

17

　

京

　　

都

　　

府

　　　　

493

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

493

　

小

　　　　　

計

　　　　

493

　　　　　

10 17　　　　　－　　　　　520

合

　　　　

計

　

倒

　　　　

608

　　　　　

10

　　　　　

17

　　　　　

－

　　　　　

635

昭和39年度㈲

　　　　

553

　　　　

10 20　　　　　　3　　　　　586

増

　

減収－㈲

　　　　

55

　　　　

0

　　　

。3

　　　　

△

　

3

　　　　　

49

-
270
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民税超過課税等の状況（つづき）

一

一
団体数

　　　

2

1 957

　　

861

　　　

－

2 820

定外

その２

日 現

　　

在

　

村
一
構成比

　

0.j

69.4

　

５

　

一

郭

100.0

通
町
普
市

計

団体数

　　　

２

2 331

1 043

　　　

5

3 381

構成比

　

０．１

　

６８.9

　

50.9

　　

0．1

100.0

税の状況

村

７月１日

団体数

　　　

1

２ 369

1 025

　　　

5

3 400

構成比

　　

Q.0

　

69.7

　

３０､2

　　

0.j

100.0

(単位

　

％)

　

比

一

増

　

減

　　

1

　

a

　

38

　　

18

　　

0

　

ａ

　

19

較

増減率

　

100.0

ム　Ｉ､６

△

Ｓ

　

一

ｊ

0.6

(単位

　

百万円)

区

　

・

ﾚﾄﾞ回十ﾄﾞﾄﾞﾖ蒜

｢

蒜

商品切手発行税

　　　　

12

　　　　

279

　　　　　

11

　　　　

279 1　　　　0

広

　　

告

　　

税

　　　　　　

7

　　　　

252

　　　　　

ア

　　　　

249

　　　　

0

　　　　

3

文化観光施設税

　　　　　

2

　　　

203

　　　　

3

　　　

136

　　

△

　

1

　　　

67

犬

　　　　　　

税

　　　　

115

　　　　

22

　　　　

104

　　　　

67

　　　

11

　　

△45

立木伐採税

　　　　

４

　　　　　

０

　　　　　　

５

　　　　　　

２

　　

・

　

１

　　

△

　

２

林産物移輸出税

　　　　　

9

　　　　

47 9　　　　510　　△　4

と

　　

畜

　　

税

　　　　　

１

　　　　　

１

　　　　　　

１

　　　　　

０

　　　　

０

　　　　

１

砂利採取税

　　　　

１

　　　

０

　　　

１

　　　　　

１

　　　　　

Ｏ

　　

ａ

　

ｌ

合

　　　　　　

計

　　　　

151

　　　　

804

　　　　

141

　　　　

ｱ85

　　　

10

　　　

1白
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その１

　

道府県税

第25表

　

昭和40年度地方税決

　　　　　　　　　

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　

昭和40年度

　　　

昭和39年度

　　　　

Ｆ

　　

区

　　　　

分

　　

決算額

　

計画額

　

証心決算額

　

計画額

　

Ｌ詣゛゛ｌ

　　　　　　　　　　

㈲

　　　

㈲

　　　

向

　　　

cD》

　　

帥

　　　

哨

　　

(C!)-(F)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

法

　

定

　

普

　

通

　

税

　

716 433 710 973　5 460 650 455 611 933　38 523 △33063･

　

道府県民税

　

175 776 173 460　2 316 151 338 139 776　H 562 △9 246

　　

個

　　　　　

人

　

122 915 116 673　6 242　98 399　86 370　12 018 △5 776

　　

法

　　　　　

人

　

52 861　56 787 △3 926　52 950　53 406 △　455 a 3 470

　

事

　　

業

　　

税

　

329 851 344 848 △14 997 326 656 321 811　4 845 △1984 1.

　　

個

　　　　　

人

　

25 284　22 190　3 094　22 231　19 913　2 318　　776

　　

法

　　　　　

人

　

304 567 322 658 △18 091 304 425 301 898　2 527 △20618

　

不動産取得税

　

41 374　30 431　10 943　32 878　22 773　10 105　　838

　

復府県たばこ消費

　

43 966 44 505 △　539 39 811　40 166 △　355・184

　

娯楽施設利用税

　　

9 483　9 487 △　　4　7 998　7 228　　770△　774i

　

料理飲食等消費税

　

55 916　54 379　1 537　50 344　43 105　7 239 ・5 702!

　

自

　

動

　

車

　

税

　

54 905　48 995　5 910　35 806　30 997　4 809　1 loii

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

4

　

鉱

　　

区

　　

税

　　

825

　　

734

　　

91

　　

829

　　

663

　　

166△

　

75

　

狩猟免許税

　　

393

　　

407△

　

14

　　

355

　　

388 A　33　　19

　

固定資産税（特例）

　　

3 944　3 727　　　217　4 441　　5 026 八　585　　　801

法定外普通税

　　

635

　　

599

　　

36

　　

586

　　

482

　　

104 a　681

旧法による税収入

　　　　

15

　　　

－15

　　　

20

　　　

－

　　　

20 a　　5i

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　

；

目

　　　

的

　　　

税

　

65 217　70 458△5 241　58 598　58 125　　473 △5 7141

　

軽油引取税

　

64 890　70 102 △5 212　58 293　57 784　　509 ・5 721

　

入

　

猟

　

税

　　

327

　

356△

　

29

　　

305

　　

341△

　

36

　　

7

合

　　　　　　　

計

　

ｱ82 300 782 030　　270 709 660 670 540　39 120 △38850

り７９



算額と地方財政計画額との比較

その２

　

市町村民税 (単位

　

百万円)

　　　　　　　　　

昭和40年度

　　　

昭和39年度

　　　　

‾

　　

ｇ

　

９

　

プで

氷

ﾏﾔ瓢馬ご二

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一

１法

　

定

　

普

　

通

　

税

　

745 601 693 084　52 517 670 804 502 252　68 552 a16 035

1

　

市町村民税

　

304 648 279 976 24 672 271 871 228 685 43 186 418 514

1

　　

個人均等割

　

11 306　10 087　1 219 10 795　　9 828 967　　　252

　　

個人所得割

　

208 737 182 850　25 887 177 928 137 693　40 235△14 348

7

　　

法人均等割

　　

1 755　1 628　　127　1 924　1 540　　384乙　257

1

　　

法

　

人

　

税

　

割

　

82 850　85 411 △2 561　81 224 79 624 1 600 △4 161

1

　

固定資産税

　

296 385 268 565 27 820 267 841 743 8H　24 030　3 790

1

　　

純固定資産税

　

277 325 249 660　27 665 250 589 226 668　23 921　3 744

　　　

土

　　　　

地

　

65 484　60 174　5 310　64 436　60003　4 433　　877

　　　

家

　　　　

屋

　

121 038 105 882　15 156 105500　93 110　12 390　2 766

　　　

償却資産

　

90 803　83 604　ア199　80 653　73 555　7 098　　101

1

　　

交付金゜納付金

　　

19 060　18 905　　　155　17 252　17 143　　　109　　　46

1

　

軽自動車税

　

12 516　n 969　　547　10 531　9 088　1 443 △　8％

｜

　

頁町村たばこ消費

　　

73 169　74 176 a 1 007　65 927　66 384 △　457△　550

　

電気ガス税

　

53 966 54 100 △　134 49 947 50 148 △　201　　67

　

鉱

　　

産

　　

税

　　

2 420　2 222　　　198　2 363　2 014　　269△　　71

1

　

木材引取税

　

2 497　2 076　　　421　　2 324　2 042　　　282　　　139
1
！法定外普通税

　　

812

　　　　　　　　　　　　

785
’

　　　　　　　　　　　　　　　

｝

　

738

　　　

86

　　　　　

↑

　

662

　　　

141△

　　

55
卜日法による税

　　　

12

　　　　　　　　　　　　

18
｜

・目

　　　

的

　　　

税

　　

20 696　18 984　　1 712　18 331　16 925　　1 406　　306

1

　

入

　　

湯

　　

税

　　

1 356　　1 254　　　102　　丿97　　975　　222 A　120

1

　

都市計画税

　

19 012　17 406　1 606　16 799　15 618　1 181　　425

　

水利地益税

　　

302

　　

304△

　

2

　　

309

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　

332

　　　　

3

　　　　

1

　

共同施設税

　　　

26

　　　　

20

　　　　

6

　　　

26

　

合

　　　　　

計

　

767 121ﾚ12 806 54 315 689 938 619 839 ｱ0 099 △15 784
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第26表昭和40年度

　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

40

　　　

年

　　

度

　　　

「

　

区

　　　　　　

分

　　

|

　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　　　

計

　

㈲

地方道路譲与税

　　　　　

45 531 1 029　　　　　　46560

特別とん譲与税

　　　　　　

84

　

1

　　　　　　

3 418　　　　　　3502j

　

合

　　　　　　

計

　　　　　　　

45 615　　　　　　4 44ｱ　　　　　50 062

第27表

　

昭和40年度地方道路譲与税にお

　

一一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

あ

　　　　

ん

　　　　

分

　　　

区

　　　　　　　　

分

　　　　

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

道路の延長分

　　

道路の面積分

　　

収

　

入

　

超

　

過

　

団

　

体

|

　　

束

　　　　　

京

　　　　　

都

　　　　　　　　　　

304

　　　　　　　　　

584

1

　　

神

　　

奈

　　　

川

　　　

県

　　　　　　　　　

220

　　　　　　　　　

308

　　

愛

　　　　　

知

　　　　　

県

　　　　　　　　　　

700

　　　　　　　　　

756

　　

大

　　　　　

阪

　　　　　

府

　　　　　　　　　　

244

　　　　　　　　　　　　

319

　　　　

小

　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　

1 468　　　　　　　　　1 967

　　

その他の道府県および大都市

　　　　　　　　　

21 809 21 310

　　　　

総

　　　　　

計

　　　　　　　　

23 277　　　　　　23 277

（注）１

　

地方道路譲与税は，毎年４月１日現在における都道府県および大都市の区域

　　　

都道府県道の延長および面積にあん分して譲与する。この場合，地方道路譲与

　　

２

　

収入超過団体は，前年度の基準財政収入額が基準財政需要額をこえる団体で

　　　

した額の３分の２に相当する額をこえる場合は，当該３分の２に相当する額）
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地方譲与､税の状況

(単位

　

百万円・％)

　　　　

昭

　　

和

　　

39

　　

年

　　

度

　　　　　　　　

比

　　　　　　　

較

都道府県flJ BI
Ｏ

計　cB）　　彫認駕ｉ翫詐凛

　　　

39 766　　　　　　　866　　　　　40 632　　　　　5 928　　　　　　14.e

　　　　　

75

　　　　　　

2 922　　　　　　2 997　　　　　　505　　　　　　拓.タ

　　　

39 841　　　　　　3 788　　　　　43 629　　　　　6 433　　　　　　14.7

ける収入超過団体に対する譲与制限の状況
(単位

　

百万円)

額

　　　　　　　　

控

　

除

　

額

　

|

　

再譲与額

|

錯誤訂正額

　

㈲ｕ

　　　　　

計

　

㈲

　　　　

（Ｂ）

　　　　　　

（ｃ）

　　　

I

　　　

C哺

　　　

㈲一如+ (C)+(D)

　　　　　　　　

888

　　　　　　　

592

　　　　　　　　

－

　　　　　　

10

　　　　　　　

306

　　　　　　　　

528

　　　　　　　

352

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　

176

　　　　　　　

1 456　　　　　　　757　　　　　　　　－　　　　　　－　　　　　　　699

　　　　　　　　

563

　　　　　　　

375

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　

188

　　　　　　　

3 435　　　　　　2 076　　　　　　　　－　　　　　　10　　　　　　1 369

　　　　　　

43 119　　　　　　　　－　　　　　　2 076　　　　　△　４　　　　　４5 191

　　　　　　

46 554　　　　　　2 076　　　　　　2 076　　　　　　　6　　　　　46 560

（大都市を包括する府県にあっては当該大都市を除いた区域）内に存する一般国道および

税の額の２分の１を道路の延長で，他の２分の１を道路の面積であん分する。

あり，控除額は。そのこえる額の10分の２に相当する額にの額があん分によって算定

である。
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第28表昭和40年度地方

　　

区

　　　　　　　　　　

分

　　　　

｜

　

昭

　　　

和

　　　

40

　　　

年

　　　　　　　　　　　　　　　　　

当

　　　　　

初

　　　

補

　　　　

正

国

　　　

税

　　　

三

　　　

税

　

㈲

　　　　　　　

2 413 814　　　　　△173 430

　　

所

　　　　

得

　　　　

税

　　　　　　　　　　　

989 134　　　　　　a　8 963

　　

法

　　　　

人

　　　　

税

　　　　　　　　　　

1 035 721　　　　　　a 139 501

　　

酒

　　　　　　　

税

　　　　　　　　

388 959　　　　・24 966

地

　

方

　

交

　

付

　

税CB）

　　　　　

716 187　　　　　　　－

　　

Ax 29.5 (39年度Ax28. 9)　　　　　　　　712 075　　　　　　　　　－

　　

精

　　　　

算

　　　　

分

　　　　　　　　　　　

4 112　　　　　　　　　－

　　

返

　　　　

還

　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　

Ｏ

　　　　　　　　　

－

借

　　　　

入

　　　　

金（（j》

　　　　　　

12 000　　　　　30 000

借

　　

入

　　

返

　　

済

　　

分

　

剛

　　　　　　　

・15 000　　　　　　　　　－

　　

小

　　　

計

　

CB）十(CS十CD》㈲

　　　　　　　　

713 187　　　　　　　30 000

前年度からの繰越分（Ｆ）

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　

合

　　

計

　

叫十CF）

　　　　　　　

ｱ13 187　　　　　30 000

その１

　

配分状況

第29表昭和40年度地方

　　　　　　　　　

昭

　　　　　

和

　　　　　

40

　　　　　

年

　

区

　　　　　

分

　　　

交

普に付

構

;

比

|

交

特;にy

構

;

比

づ撚

　

白沁E

　

只ド

　

。

;ド三レﾖヨレﾖ

（注）昭和40年４月２日以降、昭和41年３月31日までに合併が行なわれた団体につい

　　

ている。以下第29表において同じ。
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交付税の算定基礎
(単位

　

百万円・％)

度

　　　　　　　　　　　

昭

　

和

　

39

　

年

　

度

　　　　　　　

比

　　　　　　

較

頂‾こ√

　

当

　

お｜最

　　

終（b）

　　

漂順駕口講混

　　　　

2 240 384　　　　2 139 275　　　　2 194 296　　　　　46 088　　　　　　2.j

　　　　　

980 171　　　　　772 258　　　　　839 293　　　　　140 878　　　　　扨.∂

　　　　　

896 220　　　　1 014 996　　　　1 002 982　　　ム106 762　　　　6　10.6

　　　　　

363 993　　　　　352 021　　　　　352 021　　　　　11 972　　　　　　3.j

　　　　　

716 187　　　　　621 413　　　　　637 314　　　　　78 873　　　　　12.4

　　　　　

712 075　　　　　618 250　　　　　634 151　　　　　77 924　　　　　12.3

　　　　　　

4 112　　　　　　3 159　　　　　　3 159　　　　　　　953　　　　　30.2

　　　　　　　　　

0

　　　　　　　　

4

　　　　　　　　

4

　　　

ら

　　　

４

　　　　

△１００.0

　　　　　　

42 000　　　　　　　　－　　　　　15000　　　　　27000　　　　　j∂0.0

　　　　

△15 000　　　　　　　　一　　　　　　　　一　　　△　15000　　　　　　　－

　　　　　

743 187　　　　　621 413　　　　　652 314　　　　　90 873　　　　　j∂.タ

　　　　　　　　　

－

　　　　　

13 671　　　　　13 671　　　△　13 671　　　　a 100.0

　　　　　

ｱ43 187　　　　　635 084　　　　　665 985　　　　　ｱｱ202　　　　　n.6

交付税の交付状況

(単位

　

百万円・％)

　

度

　　　　　　　　　　　　　

昭

　

和

　

39

　

年

　

度

　　　　　　

計

　　　　　　　　　

地

　

方

　

交

　

付

　

税

　　　　

比

　　　　　　　

較

3いt額列構成丿七タゼ額（構丿戎丿七

　

混濁

(0 (C)/(B)X100

　　　

480 650　　　64.7　　　　　432 195　　　64.9　　　　　48 455　　　11.2

　　　

262 537　　　55.3　　　　　233 790　　　35.1　　　　　28 747　　　12.3

　　　　

10 419　　　　j.4　　　　　　9 353　　　　1.4　　　　　1 066　　　11.4

　　　　

85 851　　　11.6　　　　　76 968　　　It.6　　　　　8 883　　　11.5

　　　　

166 267　　　22.3　　　　　147 469　　　22.1　　　　　18 798　　　12.7

　　　　

743 187　　　100.0　　　　　665 985　　　100.0　　　　　77 202　　　11.6

ては、普通交付税は合併前の各々の市町村に、特別交付税は合併後の市町村に区分され
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その２

　

普通交付税算定状況

第29表昭和40年度地方

　　　　　　　　　　　　　

基

　　

準

　　

財

　　

政

　　

需

　　

要

　　

額

区

　　　　　　　　　

分

　　

｜

　　　　　　　　　　　

財源不足団体

　　

財源超過団体

　

｜

　　　

計

道

　　　

府

　　　

県

　　　　

838 828　　　264 164　　に02 992
市

　　　

町

　　　

村

　　　　

562 623　　　196 728　　　759 35口

　　

大

　　

都

　　

市

　　　　

112 950　　　110 254　　　223 204

　　

都

　　　　　

市

　　　　

216 508　　　　78 329　　　294 837

　　

町

　　　　　　　

村

　　　　　

233 165　　　　　8 145　　　　241 310 1

　

合

　　　　　　　

計

　　　　　　

1 401 451　　　　　460892　　　　1862 343

（注）１

　

東京都特別区については、地方交付税法第21条の規定に基づき東京都分を合

　　　　

した。

　　　

２

　

本表の額は、一般算定団体と合併算定替団体と単純に合算したものである。

その３

　

交付、不交付団体の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

40

　　　

年

　　　

度

　

区

　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　

交

　　　　　

付

　

1

　

不

　　

交

　　

付

　

|

　　　　

十

道

　　　

府

　　　

県

　　　　

４２

　　

沢.∂

　　　　

４

　　

∂.7

　　　　

46

　

lOO.O
市

　　　

町

　　　

村

　　　

3 213　　討.7　　　　180　　5.3　　3 393　j叩.0

　　

大

　　

都

　　

市

　　　　　

６

　　

砧.7

　　　　

1

　　

14.3

　　　　

7

　

刮.0

　　

都

　　　　　

市

　　　　

469

　　

討.7

　　　　

85

　　

15.3

　　　

554

　

100.0

　　

町

　　　　　

村

　　　

2 738　　鮎.7　　　　94　　J.3　　2 832　100.0

　

合

　　　　　

計

　　　　

3 255　　94.6　　　　184　　5.4　　3 439　100.0

(注)
１

２

道府県分の不交付団体は。東京都、神奈川県、愛知県および大阪府である。

東京都特別区は、不交付団体として大都市分に含めた(23区をｌ団体として

その４

　

基準財政需要額および基準財政収入額の状況

　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

40

　　　

年

　　

度

　　　　　　

昭

　

和

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

/

　　

区

　　　　

分

　　

基準財政

　

基準財政

　　　　　　　　

基準財政

　　　　　　　　　

需昌額

　

町;額

　

払
尚
混

　

需喬額

　

道

　　

府

　　

県

　　

丿〇2 992　　　675 958　　　　61.3　　　981 644

　

市

　　

町

　　

村

　　　

759 351　　　526 150　　　　∂ﾀ.3　　667 340

　　

大

　

都

　

市

　　　

223 204　　　19ｱﾌ61　　　　∂∂.∂　　197 299

　　

都

　　　

市

　　　

294 837　　237 847　　　　釦.7　　255 271

　　

町

　　　　

村

　　　

241 310　　　90 542　　　　37.5　　214 770

　　

合

　　　　　

計

　　　　

1 862 343　　1 202 108　　　　　64.5　　1 648 984
1
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交付税の交付状況（つづき）

基

　

準

一
財源不足団体

372 990

321 968
102 820

139 913

　

79 235

694 958

財

　

政

　

収

　

入

財源超過団体

302 968

２04 182

　

9４ 941

　

97 93４

　

II 307

507 150

額
一
計

　

675 958

　

5２6 150

　

197 761

　

23Z 8４7

　　

90 542

1 202 108

財源超過額

　

38 804

　　

7 454

△15 313

　

19 606

　　

3 161

　

46 258

(単位

　

百万円)

財源不足額

465
２40

　

10

　

76

153

706

838

655
130

596
9２9

493

普
交付税

通
額

462 189

238 21２

　

9 638

　

75 659

152 915

700 401

算した場合財源超過となるので、単独では財源不足となるが、財源超過団体として算入

(単位

　

％)

　　　　

昭

　　　

和

　　　

39

　　　

年

　　　

度

　　　　　　　　　

比

　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

交

　

付

　

不交付

交

　　　　　

付

　

|

　

不

　　

交

　　

付

　　　　　

十

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

増減数|増減率増減数|増減率

　　　

42

　　

沢.∂

　　　　　

４

　　　

∂.7

　　　

46

　

100.0

　　

0

　

0．0

　　

0

　

り.0

　

3 231　　95. 1　　　　168　　　J.9　3 399　100.0　A 18　△0.δ　　12　7.j

　　　　

6

　　

∂5.7

　　　　　

1

　　

14.3

　　　　

7

　　

100.0

　　

0

　

0．0

　　

0

　

00

　　

475

　　

∂5.9

　　　　

78

　　

14. 1　　　553　100.0　.6　△j.3　　7　∂.0

　

2 750　　96.9　　　　89　　　＆j　2 839　100.0　a12　△0.4　　5　5.∂

　

3 273　　95.0　　　　172　　5.0　3 445　100.0　△18　ム0.5　　12　7.0

いる。)。

(単位

　

百万円・％)

　　

39

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　　

較

　

基準財政

　　　　

、．

　

基準財政需要額

　　

基準財政収入額

　

≒

付

加詰o認諾卜占昌、千引汀賢リヤ

　　　

600 761　　　　61.2　　　　121 348　　　　12.4　　　　75 197　　　　12.5

　　　

456 770　　　　∂∂.j　　　　92 0H　　　　jj.∂　　　　69 380　　　　15.2

　　　

173 959　　　　∂∂.2　　　　25 905　　　　j＆j　　　　23 802　　　　13.7

　　　

202 670　　　　79.4　　　　39 566　　　　15.5　　　　35 177　　　　17.4

　　　

80 141　　　　57.5　　　　26 540　　　　12.4　　　　10 401　　　　13.0

　　

1 057 531　　　　64. 1　　　　213 359　　　　12.9　　　144 5ｱﾌ　　　　13.7

-
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区 分

義務教育費

生活保護費

児童措置費

普通建設事業費

災害復旧事業費

失業対策事業費

委

　　

託

　　

金

　

建設事業費

　

モ

　

の

　

他

財政補給金

老人福祉費

そ

　　

の

　　

他

　

合

　　　

計

第30表

　

昭

　

和

　

40

　

年

　

度

　

国

　　　　　　

昭

都

　

道

　

府

　

県

251 3４6

　

38 698

　

10 443

321 ２84

　

74 435

　

1２ 909

　

20 816

　　

8 236

　

1２ 580

　　　

353

　　

2 284

101 357

833 925

3０. 1

　

4､6

　

j.3

38.5

　

∂.タ

　

1.５

　

２．5

　

j.0

　

l､5

　

Q.0

　

0､3

　

12.3

100.0

和
一
市

40
-
町

　

3 18２

70 8２２

13 935

98 757

　

20 409

　

19 760

　　

4 129

　　　

803

　　

3 3２6

　　

3 518

　　

4 385

　

15 594

254 491

村

年

　

j.3

27.∂

　

５､5

3∂.∂

　

∂.0

　

7.∂

l､6

0.∂

j.∂

　

j

　

j

　

∂

100

４

７

ｊ

０

純

度

一

　

計

254 528

109 520

　

24 378

420 041

　

9４ 844

　

32 669

　

24 945

　

9 034

　

15 906

　

3 871

　

6 669

116 951

1 088 416

（注）上記のほか、国有提供施設等所在市町村助成交付金が、昭和40年度に1 400百
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額

庫

　

支

　

出

　

金

　

の

　

状

　

況

度
額
年3
9
計

和昭
純

23､4

10.0

　

2.2

38､６

　

∂.7

　

3.0

　

2.∂

　

Q.∂

j.5

４

　

δ

　

８

　

０

　

－

　
　

昴

　
　

Ｉ

　
　

Ｉ

０

　

０

　

Ｑ

　

Ｏ

　
　
　
　
　
　
　

ｊ

　

ｏ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

2２1 409

　

93 133

　

20 456

343 13２

　

87 309

　

31 83４

16 985

8 550

8 ４35

２ 341

　　　

－

108 741

925 340

2３.9

10.1

　

2.2

37.1

　

9.4

　

∂.4

　

1.8

　

0.9

　

0．9

　

0.∂

　　

－

jj.∂

100 ０

万円、昭和39年度に1 350百万円ある。

増

比
一
減

33 119

16 387

　

3 9２２

76 909

　

7 535

835

7 960

　　

489

7 ４71

1 530

1４879

163 076
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額

2０､4

10.0

　

2．４

47.2

　

4､6

　

Q.５

　

４､9

　

0.j

４．６

０.９

　　

9

100

ｊ

ｏ

(単位

　

百万円・％)

　

較

増減率
-

　

巧.0

1７.６

１９､２

２２.４

　

８．6

　

2.６

４６.９

　

５.７

８８.６

６５.５

　　

－

13.７

17.6

△

△

1２.９

１５.６

19.2

19.2

　

1-1

　

1.６

　

∂

j4

2Q

摺

/7

13

ｙ

７

４

２

７

６

㎜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　　

｜

　

－－ ｒ「●　Ｉ　Ｌ

J
１

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

．

　 　 　 　 　　　　　　

ｊ

ｊ

｜

１

－

」

－

－

－

一

一

－

」

－

｜

－

－



第31表

　

昭

　

和

　

40

　

年

　

度地

　　　　　　　　　　　　　　　　

計

　　　

画

　　　

額

　　　

許

　　　

可

　　

額

　　　

区

　　　　　　　　

分

　　

ﾚ

ｎ・卜到計郎ｈトsi 1+

　

一

　

一

　

般

　

会

　

計

　

債

　　

１一

　

般

　

補

　

助

　

事

　

業

　

27 300　11100　38 400　23 601　14 594　38 197

1

　

2公営住宅建設事業

　　

9500

　

5500

　

15 000　8 817　5 511　14 328

　　

3災

　

害

　

復

　

旧

　

事

　

業

　

34 100　　　－　34 100　34 086　　　－　34 086

　　

4義務教育施設整備事業

　

29 000　　　－　29 000　28 953　6 030　34 993

　　

5濤果菜校及び大学施設整

　　

2000

　　　

－

　

2000

　

2000

　　

286

　

2 286

　　

6一

　

般

　

単

　

独

　

事

　

業

　　

6 700　5700　12 400　7 793　37 149　44 942

　　

7辺

　

地

　

対

　

策

　

事

　

業

　　

1500

　　　

－

　　

1500

　　

1500

　　　

－

　

150

　　

8直

　　

轄

　　

事

　　

業

　

24 300　8 400　32 700　22 368　8 397　30 765

　　

9嗇町民税臨時減税補てん

　

26 200　　　－　26 200　26 108　　　－　26 108

＝

　

10新産業都市等建設事業

　　

2000

　

2000

　

4000

　

5080

　

1 693　6 773

.

　

11退

　

職

　

手

　

当

　

債

　　　

－

　　

－

　　

－

　　

393

　

19 421　19 814

‘

　　　　　

計

　　　　　　

162 600 32 700 195 300 160 709 93 083 253 792

；

　

二

　

準

　

公

　

営

　

企

　

業

　

債

・

　　

１港

　

湾

　

整

　

備

　

事

　

業

　　

7800

　

3 200　0000　7 454　3 063　10 517
1
j

　

2簡

　

易

　

水

　

道

　

事

　

業

　　

5800

　　　

－

　

5800

　

4 611　　　－　4 611

　　

3と畜場整備事業

　　

600

　　

500

　

1100

　　

591

　　

474

　

1 065

　　

4下

　

水

　

道

　

事

　

業

　

28 000　7500　35 500　25 824　15 203　41 027

　　

5地

　

域

　

開

　

発

　

事

　

業

　　　　

－

　

57 500　57 500　　　－　60 386　60 386

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

うち外債

　　　　　　　　　　

うち外債

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

7 200　　　　　　　　　　7 200
1

　

6公有林整備事業

　　　

－（2 100) (2 100)　　－（2 379) (2 379)

1

　　　　　

－

　　　　　　　　

(2 100) (2 100）　　（2 379) (2 379)
i

　　　　　

計

　　　　　　

42 200 68 700110 900 38 480 79 126 117 606
1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

うち外債

　　　　　　　　　　

うち外債
，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

7 200　　　　　　　　　　　7200
1

　

三

　

公

　

営

　

企

　

業

　

債

　　

１電

　　

気

　　

事

　　

業

　　

9800

　

5 200　15000　8 875　4 192　13 067

　　

2上

　

水

　

道

　

事

　

業

　

50000

　

51500101500

　

50 267　64 549 Ｈ4 816
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61

方

　

債

　

許

　

可

　

状

　

況

窯子回⊇t

３

　

３

　

１

１

　
　
　

２

４

18

５

64

･4

９

13

８

１０

４

　

８

　

１

２

　
　
　

２

希
Ｉ
ｎ
ｌ
Ｊ
。

２

　

１

０

　

５

１

　

５

１

16

７

１

1
4

　

5
7

１

　

3

27

　

１

１６

26

　

6

　

14

12２

５

1 ４

　

４
1

62

２

　

７

１
C
Ｏ

１

２ ０１

７

８

10

８ ０１

定
一
公

７

　

１

１４

１

６

７

都
一
募

1４ 91

13

－283－

市
一
計

５

２

　

１

２１

３ ３１

５

　

７

１

25 71

21

(単位

　

百万円)

市

　　

町

　　

村

　　　

-
ｆｗｌ‰募! f^

８

４

1 ２

　

C
Ｍ

６

　

－

　

―

26

89 1

１

４

ア

14

31

４

13 21

　

２

２0

　

２

１１

-

2 379)

2 379)
14 9ｱﾍﾞ

23

８

　

４

　

２

　

２

　
　
　
　
　
　
　

１

　

C
Ｏ

交付

公債

4 483

6 08ﾘ

　
　
　
　
　
　

－

　
　

‐
―

一

　

3
5

　

一

　
　

一

　
　

一

　
　

一

　
　

一

　
　

６

　
　

６

　
　

１

乙

　

９

　

０

　

７

　

８

　

一

　

９

Ｊ

　

０

　

０

　

７

　

０

　
　
　

２

Ｑ

　

８

　

５

　

３

　

１

　
　
　

０

　
　

９

　

Ｉ

　

Ｉ

　

６

　
　
　

３

　
　

１

　
　
　
　
　

２

109

１

４

Ｏ

　

Ｉ

―

　

―

(2 379)

(2 379)
29 05べ

55



第31表

　

昭

　

和

　

40

　

年

　

度地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一

　　　　　　　　　　　　　

計

　　

画

　　

額

　　

許

　　

可

　　

額

　

区

　　　　　　　　

分

　　

政府資金公

　

募!

　

計

　

政府資金l公募|

　

計

　

３工業用水道事業

　

11 500　23 500 35000　9 246　18 223 27 469

　

4地

　

下

　

鉄

　

事

　

業

　　

14 500　18500　33 000　14 500　22 480　36 980

　

5一

　

般

　

交

　

通

　

事

　

業

　　

2 400　2 100　4 500　2 548　25ﾖ　5 120

　

6その他公営企業

　　

3100

　

6 200　9300　2 597　13 092　15 689

　　　　　

計

　　　　　　

91300107000 198 300 88 033 125 108 213 141

四

　

特

　

別

　

地

　

方

　

債

　

１住

　　

宅

　　

事

　　

業

　　

4 900　　　－　4 900　4 691　　　－　4 691

　

2病

　　

院

　　

事

　　

業

　　

12 700　　　－　12 700　12 692　　730　13 422

　

3厚生福祉施設整備事業

　

10 900　　　－　10900　n 492 214　H 706

　

4清

　　

掃

　　

事

　　

業

　　

13 400　　　－　13 400　13 009　1 565　14 574

　　　　　

計

　　　　　　　　

41 900　　　－　41 900　41 884　2 509　44 393

　　　　　　　　　　　　　　　　

(2 100) (2 100)　　（2 379) (2 379)

　　

合

　　　　　

計

　　

338 000 208 400 546 400 329 106 299 826 628 932

　　　　　　　　　　　　　　　　

うち外債

　　　　　　　　　　

うち外債

五枠

　　

外

　　

債

　　　　

ア200

　　　　　　　　　　

7 200

　

1消防施設整備事業

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　

3 170　3 170

　

2客小企業高度化資金貸付

　　　　　　　　

＿

　　　

＿

　　　

＿

　

3 525　3 525

　

3土地区画整理組合貸付金

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

450

　　

450

　

4母子福祉資金貸付金

　　　

一

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

469

　　

469

　

5
11都高速度交通営団出資　　　　－　　　一　　　一　　　－

500　　50〔〕

　

6消費生活協同組合貸付金

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

12

　　　

1

　

7交通信号機等整備事業

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

500

　　

500!

　

8住宅金融公庫貸付金

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　

12 804　12 804

　

9北方地域引揚者分譲住宅

　　

建設事業

　　　　　　　　　　　　

‾

　　　

‾

　　　

‾

　　　

‾

　　　

15

　　　

15

　　　　　

計

　　　　　　　　

－

　　

－

　　

－

　　

－21 445 21 445

　　　　　　　　　　　　　　　　

（2 100）（2 100）　　　（2 379) (2 379)

　　

総

　　　　　

計

　　

338 000 208 400 546 400 329 106 307 952 637 058

　　　　　　　　　　　

｀

　　　　　

うち外債

　　　　　　　　　　

うち外債

　　　　　　　　　　　　　　　　　

ア200

　　　　　　　　　　　

7 200

（注）１

　

公有林整備事業欄の（

　

）書は、公営企業金融公庫が委託を受けて市町村に

　　

２

　

特別区については、都道府県分、一部事務組合または地方開発事業団につい

　　　

府県が設置するものを除く。）にあっては指定都市分、その他のものにあっては
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方

　

債

　

許

　

可

　

状

　

況（つづき）

都

７
e
ｎ

30 461

3 56e

3 941

26託

10

119

119

道
一
公

４
３

　
　

７
７

１

　
　
　
　
　

I
Ｄ

164

３

府
一
募

10 47

16 1

県
一
計

指

　
　
　

1
1

　
　

1

　
　
　

1

　
　
　
　

2

18
0
8
1
8

　
　

Q
）

5
0
0
0
3

　
　

6

1
5
1
6
5

　
　

５

１
６

　

１
８
７

　
　

３

２

　
　
　
　
　

８

3 9４1

２

　

Ｉ

　

Ｉ

　
　
　
　
　

―

283

３

10

16 1

288 9

定

一
公

一

9
1
２
8

1

　
　
　
　

３

都
一
募

市
一
計

30

―
<

C
O

Ｃ
Ｏ

２
２
９

　
　
　
　
　

『
』

市

―
―

　

『
』

　
　
　
　
　

Ｑ
り

(単位

　

百万円)

町

　　

村

公募

-

２ 45

２
2
9

計

３

１

65

３

　

4
3

43

7
8
1
8

　

3

　
　
　
　
　

1
2
2
3

　
　
　
　
　
　
　
　

ぐ
2

0
6
5
1
j
4

3
1
3
8
（
ｙ
ｌ

　
　

1
6
7
7
6

　
　
　
　
　
　
　
　

３

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

６

　
　
　
　
　
　
　
　

２
６

　
　
　
　
　
　
　
　

Ｃ

3
9
9
0

　

6

2
6
5
4

　

６

９
５

　

４
５

　

5

7
8
0
7

　

６

　
　
　
　
　

１
２

　

６

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

1

8
3
0
7

　

1

2
3
6
8

　

9

5
3
1
5

　

８

１

　
　

２

　

４

　

１

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

1

0
8
0
8

　

4

0
２
9
1

　

６

７

　
　

３
１

　

８

　
　
　
　
　
　
　

１

　

Ｑ
Ｏ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

６

69 112 166

２

　

4 512

(2 379)

　

68 98j

２

交付

公債

21

貸付けるもので、外書としている。

ては、都道府県が設置するものにあっては都道府県分、指定都市が設置するもの（都道

市町村分として区分した。

－285－

5□

480

164

898

855

718

528

333

160

587

891

410

　　

－

198

　

24

　　

一

　　

－

　　

－

168

　　

－

800

523

　

800

　　

－

　

848

　

190

　

748

　

405

　

953

　

685

　

094

　

321

　

1
379)

　

18056

　

340

　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

1 158

　　

15

・513

379)

i 55056

１

　　　　　　　　　

。

　　　

１

　　　　　

ｊ

　　　

。

　　　　

｜

！

｜

１

１

１

｜

一

｜

｜

ミ

Ｍ

・

＝

Ｆ

－

｜

ｌ

》

｝

ン

１

Ｓ

－

ｌ

｜

｝

ｉ

Ｓ

｝

）

）

）

）

？

）

ｌ

－

？

？

）

－

１

－

341

　

－

096

546

880

405

923

569

459

540

566

　

－

　

－

　

－

　

－

　

－

　

－

　

－

　

－

　

－

　

－

566



第32表

　

昭

　

和40年度地

　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　　

和

　　　　

40

　　　　　

年

　

区

　　　　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

１

　

市

　　　

町

　　　

村

　

（発

　

行

　

目

　

的

　

別）

普

　　　　

通

　　　　

債

　　　

76 646　　45. 4　　109 502　　61.2

　

衛

　　　　　

生

　　　　　

債

　　　　　　

－

　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

一

　

農

　

林

　

水

　

産

　

業

　

債

　　　　　　

－

　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

一

　

土

　　　　　

木

　　　　　

債

　　　　　　

－

　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

一

　

教

　　　　　

育

　　　　　

債

　　　　　　

－

　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

－

　

そ

　　　　　

の

　　　　　

他

　　　　　　

－

　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

－

災

　

害

　

復

　

旧

　

債

　　　

21 316　　12.6　　10 765　　∂.0

直

　　

轄

　　

事

　　

業

　　

債

　　　　

27 875　　　j∂.5　　　3355　　　j.∂

交

　　　

付

　　　

公

　　　

債

　　　　

18 345　　　j0.9　　　8 414　　　4.7

枠

　　　　　

外

　　　　　

債

　　　　

10 075　　　∂.0　　　4 842　　　2.7

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　

14 440　　　∂､∂　　42 122　　S.5

　

退

　　

職

　　

手

　　

当

　　

債

　　　　

14 440　　　∂､∂　　　4 808　　　2.7

　

辺

　

地

　

対

　

策

　

事

　

業

　

債

　　　　　　

－

　　　　

－

　　　　

1 466 0.∂

　

市町村民税臨時減税補てん債

　　　　　　

－

　　　　

－

　　　

26 398　　　14､7

　

そ

　　　　　

の

　　　　　

他

　　　　　　

－

　　　　

－

　　　

9 450　　　5.3

　　

合

　　　　　　

計

　　　　

168 697　　100.0　　179 000　　100.0

　　　　　　　　　　　　　　　　　

__

　

（貸

　　　

入

　　　

先

　　　

別）

政

　　

府

　　

資

　　

金

　　　

70 403　　41.7　　118 520　　弱.2

　

資

　

金

　

運

　

用

　

部

　　　

69 431　　41.2　　87 838　　49､1

　

簡

　

易

　

保

　

険

　

局

　　　　

972

　　　

0.5

　　

30 682　　17.1

公営企業金融公庫

　　　

1 230 0.7　　　　3890　　　2､2

市

　　

中

　　

銀

　　

行

　　　

59 583　　お.3　　19 103　　10.7

保険会社その他金融機関

　　　　

9 206　　　5.5　　　8 203 4.∂

交

　　　

付

　　　

公

　　　

債

　　　

18 345 扨.タ　　　　8414 £7

共済組合（恩給組合を含む）

　　　

7 724　　　4.∂　　　9 207　　　5.j

そ

　　　　　　

の

　　　　　　

他

　　　　

2 206　　　　1.3　　　H 663　　　∂､5

　　

合

　　　　　

計

　　

1

　

168 697　100.0　雨000　100.0

（注）１市中銀行とは都市銀行、地方銀行および長期信用銀行をい､う。

　　　

２保険会社その他金融機関とは、保険会社、信託銀行、相互銀行、信用金庫そ
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方

　

債

　

発

　

行

　

状

　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　

度

　　　　　

昭和39年度

　　　　

比

　　　　　　　　　

較

　

純

　　

十

　　

額

　

ﾚ

tl

　

l

　

゛

し

　

ｓ

　

（四乖談『

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一

　　　

186 148　　54.6　　　133 316　　60.6　　　52 832　　43.∂　　Jﾀ.∂　　24.1

　　　　　　

－

　　　

－

　　　

11 580　　5､３　　　　　　－　　　－　　　－　　26.5

　　　　　　

－

　　　

－

　　　　

9 835　　　4.5　　　　　　一　　　－　　　－　　５．１

　　　　　　

－

　　　

－

　　　

50003

　　

22.7

　　　　　　

－

　　　

一

　　　

一

　　

33-３

　　　　　　

－

　　　

－

　　　

41 078　　18.7　　　　　　－　　　－　　　－　　７．１

　　　　　　

－

　　　

－

　　　

20 820　　9．４　　　　　　一　　　－　　　－　　52. 1

　　　

32 081　　　∂.J　　　27 095　　12.3　　　　4 986　　　4.j　　18.4　　3.∂

　　　

31 230　　9.2　　　H 648　　　5.3　　　19 582　　16.2　扨∂.j　a　j.5

　　　

26 759　　7.∂　　　　9 767　　　j.4　　　16 992　　13.3　174.0　104.1

　　　

14 917　　ぜ.4　　　11 691　　　5.3　　　　3 226　　2.7　　27.6　　43.5

　　　

49 541　　M.5　　　26 600　　12.1　　　29 941　　jﾀ.j　　∂∂.5　444.4

　　　

19 248　　5.∂　　　　9 122　　4.2　　　10 125　　∂.4　m.o　161. 1

　　　　

1 466　　Q.5　　　　1 394　　0.∂　　　　　72　　0.j　　　5.2　　4ﾀ.j

　　　

26 398　　7.7　　　14 907　　∂.∂　　　11 491　　　タ.5　　77.1　　　　－

　　　　

2 429　　0.7　　　　11ｱﾌ　　　0.5　　　　1 252　　　j. j　加∂.j　157.0

　　　

340 662　100.0　　220 117　100.0　　120 545　100.0　58.0　34.9

一一一一一一-

　　　

188 923　　55.4　　　143 084　　65.0　　　45 839　　38.0　　52.0　　29.4

　　　

157 269　　46.2　　　100 524　　45.7　　　56 745　　47. 1　　56.4　　3ﾀ.∂

　　　

31 654　　!?.2　　　42 560　　jﾀ.J　　ム10 906　△　タ.1　△25.6　　扨.j

　　　　

5 120　　　j.5　　　　3 691　　　j.7　　　　1 429　　　j.2　　58.7　　66. I

　　　

78 686　　23.1　　　36 316　　16.5　　　42 370　　35.2　116.7　　∂j.∂

　　　

17 409　　5.j　　　　5 233　　2.4　　　12 176　　10.1　252.7　　55.7

　　　

26 759　　7.タ　　　　9 767　　　4.4　　　16 992　　14.1　　174.り　104.1

　　　

16 931　　　5.0　　　12 963　　　5.9　　　　3 968　　　J.2　　30.6　　0.j

　　　　

6 834　　2.Q　　　　9 063　　　4.1　　．2 229　△　j.∂　ム24.2　　52.5

　　　

340 662　100.0　　220 11ア　100.0 1　120 545　100.0　54.8　34.9

の他金銭の貸付を業とするもので、市中銀行以外のものをいう。
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区

使

　

授

高
そ

育
営
電

保
公
発
そ

手

　

法

　

条

　
　
　

学

用
業
等

分

　　

の

　

所

　

使

　

用

住宅使用

水利使用

の
数
基
基

　
　

に
に

　
　

令
例
合

区

づ

づ

く

く

も

も

計

分

料
料
校
他
料
料
料
他
料

の

の

他会計からの繰入金

　　

法適用の公営企業会計

　　

法非適用の公営企業会計

　　

そ

　　　　

の

　　　　

他

基金からの繰入金

　　

積立金とりくずし額

　　

そ

　　　　

の

　　　　

他

財産区からの繰入金

　　

合

　　　　　　　

計

第33表

　

昭和40年度使用料

　　　　　　　

昭

都

　　

道

　　

府

　　

県

51 528

26 135

25 521

　　

614

　　　　

－

　

8 451

　

6 104

10 838

19 081

1２ 646

　

6 435

ｱ0 609

　

75.0

　

37.0

　

3∂.j

　　

0．９

　　　

－

　

12.0

　　

∂.∂

　

15.4

　

27.0

　

17.9

　　

9.1

100.0

和

一

　

市

40

-
町

39 920

　

4 991

　

2 173

　

2 818

　

7 061

1２ 176

15 692･

16 708

　

3 648

13 060

56 628･.

年

一
村
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Ｊ
Ｊ
Ｊ
Ｊ

　

一

　

　
７
Ｊ
Ｊ
ｊ

　

　
０

t
v
^

･
―
(
C
M

C
M

C
M

C
N
a
　
0
0

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

第34表

　

昭

　

和40年度

　　　　　　　

昭

都

　　

道

　　

府

　　

県

5 870

3 52４

1 97２

　　

374

6 635

6 5２5

　　　

110

　　　　

－

12 505

― 288 ―

　

一一一一一一一一一一

4６.9
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15､8
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0.タ

　　　

－

100.0

和
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市

40
-
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2 280
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1

　

2
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２65
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25.４

　

４､Ｉ

４１､9

34.1

　

0.0

　

7．2

　

0.０

２０ ７

　

７､７

-

および手数料の状況

　

度
一
純

　　

計

91 448

31 125

27 69４

　

3 431

　

7 061

20 628

　

6 104

26 530

35 789

　

16

　

19

127

294

４95

237

額

７１､９

２４､5

21.8

　

2.7

　

5.5

　

16.2

　

4．8

　

20.9

　

2∂.j

　

12､8

　

15､3

100.0

度
額
年3
9
計

和昭
純

　

76

　

２5

　

22

　　

2

　　

5

　

17

　　

5

　

２２

　

31

　

1４

　

16

108

781

609

907

70２

523

75４

359

536

４72

596

876

253

繰

　

入

　

金

　

の

　

状

　

況

　

度
一
純

　　

計

10 589

　

4 867

　

4 252

　

1 470

18 783

17 408

　

1

　

2

31

375

190

562

額

　

33 Ｓ

　

15.4

　

13､５

　　

４．６

　

Ｓ９.６

　

５５.2

　　

4．４

　　

∂.タ

100.0

70.9

23.7

21.2

　

2､５

　

５．1

16.4

　

5.０

20.7

２９.1

13.5

　

15.6

100.0

度
額
年3
9
計

和昭
純

8 886

４ ９56

　

3 846

　　　

84

19 ４27

18 024

　

1 ４03

　

2

30

534

847

　

2∂.∂

　

16.1

　

12､5

　　

0.2

　

63､０

　

Ｓ８.５

　　

４､5

　　

8.2

100.0

増

増
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21.2

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増減率

△

17.5

10.8

17-２

１５-７

１７.2

13　4

20.8

釦.j

13.3

15.8

30.6

20.7

20.3

　

＆∂

18.7

57.5

　

5.3

　

9.j

17.7

21.2

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増減率

1７.８

　　

－

　

４.4

98.0

13.4

13.4

15.8

△

j∂.j

　　

－

122.4

　

24.6

　

31.8

　

22. I

　

21.2

Ｉ

　　　　　

Ｉ

，

　　　　　　　　

１

　　　　　

１

　　　　　　

１

-

ｌ

Ｉ

　 　 　 　 　

Ｉ

　 　 　 　 　 　 　 　

・

｜

　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

■

　　　　　　

■

　　　　　　　　

¶

１

｜

｜

！

１

－

｜

１

｜

｜

－

｜

－

－

－

－

｜

－
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第38表昭和40年度社

　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

40

　　

年

　　

度

　　　　　　

ｌ

　

区

　　　　

分

　　　　　　　　　　　

都道府県

　　

市

　

町

　

村

　　

純

　

計

　

額

人

　　　

件

　　　

費

　　　

7 955　　23.5　　19 880　　37.4　　27 835　　お.∂

物

　　　

件

　　　

費

　　　

2 789　　∂,j　　5 567　　10.5　　8 356　　JO.5

扶

　　　

助

　　　

費

　　　

3 816　　11.3　　6 064　　11.4　　9 880　　12.5t

補

　

助

　

費

　

等

　　　

10 127　　29.タ　　5 646　　加.∂　　8 691　　ll.Of

普通建設事業費

　　　

4 197　　12.4　　6 582　　12.4　　9 764　12.4 1

　　

補助事業費

　　　

2 413　　7. j　　2 831　　5.∂　　47％　　∂.Ｄ

　　

単独事業費

　　　

1 784　　5.∂　　3 738　　7.j　　4 968　　∂.い

　　

県営事業負担金

　　　　　

－

　　　

－

　　　　

13

　　

0.0

　　　　

－

　　　

－，

貸

　　

付

　　

金

　　　

4 785 14.1　　　　521　　　j.0　　5232　　6.7

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　

176

　　

0.5

　　

8 849　　16.7　　9 025　　J2.S

　

合

　　　

計

　　　

33 845　100.0　53 109　100.0　78 783　100.0

第39表社 会

　　

福

　　

祉

　　　　　　　　　　　　　　　　　

合

　　　　　　　　　　

計

　　

区

　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　

箇

　

所

　

数

　　

利用者数

　

専任職員数

生活保護施設

　　　　

312
1　　18

323　　　　　　1 838

　　

救

　

護

　

施

　

設

　　　　　

58-|

　　　

3 683　　　　　　　602

　　

更

　　

生

　　

施

　　

設

　　　　　　　

25

　

1

　　　　

1 719　　　　　　　242

　　

宿

　

泊

　

提

　

供

　

施

　

設

　　　　　　　

72

　

:

　　　　

7 490　　　　　　130

　　

医

　

療

　

保

　

護

　

施

　

設

　　　　　　　

3

　　　　　　　

667

　　　　　　

321

　　

授

　　

産

　　

施

　　

設

　　　　　　

154

　　　　　

4 764　　　　　　543
児

　

童

　

福

　

祉

　

施

　

設

　　　　　

8 483　　　　　548 434　　　　　48 635

　　

助

　　

産

　　

施

　　

設

　　　　　　　

271

　　　　　

不

　

明

　　　　　　　

1 108

　　

保

　　　　

育

　　　　

所

　　　　　

6 907　　　　　503 259　　　　　36 617

　　

精神薄弱児施設

　　　　　

78

　　　　　　　

5 815　　　　　　1 665

　　

盲ろうあ児施設

　　　　　

42

　　　　　　　

3 014　　　　　　　657

　　

し体不自由児施設

　　　　　　

40

　　　　　　　

4 160　　　　　2 268

　　

母

　　　

子

　　　

寮

　　　　

487

　　　　

18 634　　　　1 239

　　

精神薄弱児通園施設

　　　　　　

50

　　　　　　　

1 941 487

　　

養

　　

護

　　

施

　　

設

　　　　　　　

88

　　　　　　

5 679　　　　　　1 297

　　

乳

　　　

児

　　　　

院

　　　　　　

40

　　　　　　　

1 000　　　　　　　728

　　

虚

　

弱

　

児

　

施

　

設

　　　　　　　

10

　　　　　　　　

511

　　　　　　　

157

　　

教

　　　　

護

　　　　

院

　　　　　　　

54

　　　　　　

4 313　　　　　　1 213

　　

情緒障害児短期療養施設

　　　　　　　

4

　　　　　　　

108 63

　　

児

　　　　

童

　　　　

館

　　　　　　　

412

　　　　

不

　

明

　　　　　　　　

1 136

　　　　　　　　　　　　　　　　　

r・

　　

a㎜

　

－－－7--7
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L
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会

　

福

　

祉

　

費

　

の

　

状

　

況

昭

　

和

純

一

　

2４

度
額
年3
9
計

637

7 597

7 640

7 566

8 569

4 177

4 39２

　

3 885

10 531

70 425

施

　　

設

増

35.0

j0.∂

j0.∂

10.7

12.2

　

∂.0

　

6．２

　

５．５

　

巧.0

100.0

の 状

　　

況

比
一
減

3 198

　

759

2 ２40

1 1２5

1 195

　

619

　

576

　

１

△１

　

８

347

506

358

額

-

　

３８ ３

　

タ.ｊ

２６.8

13.4

14.3

　

7.j

　

6．９

　　

16-1

△j∂.0

　

100.0

(単位

　

百万円・％)

　　　

較

増減率

13.0

10.0

29-３

１４.９

１３-９

μ.∂

13.1

　

34.7

。14 3

　

11.9

△

29.9

1S　0

72.0

２５-0

　

0.∂

27. i

15.9

・12.4

　　

21.5

　　

22.1

(昭和40年12月31日現在・単位

　

人)

　　　　

都

　　

道

　　

府

　　

県

　　　　　　　　

市

　　　　　

町

　　　　　

村

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一
箇所数

　

｜

　

利用者数

　

1専任職員数

　　

箇所数

　　

利用者数

　

｜

　

専任職員数

　

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一

　　　　

49

　　　　

4 006　　　　　435　　　　　263　　　　14 317　　　　　1 403

　　　　

21

　　　　

1 573　　　　　250　　　　　　37　　　　　2 110　　　　　　352

　　　　　

7

　　　　　

573

　　　　　

85

　　　　　　

18

　　　　　

1 146　　　　　　157

　　　　

12

　　　　

1 591　　　　　22　　　　　　60　　　　　5 899　　　　　　108

　　　　　

1

　　　　　

101

　　　　　

51

　　　　　　　

2

　　　　　　

566

　　　　　　

270

　　　　　

8

　　　　　

168

　　　　　

27

　　　　　

146

　　　　　

4 596　　　　　　516

　　　　

348

　　　

24 278　　　　7 499　　　　8 135　　　　524 156　　　　41 136

　　　　

10

　　

不

　

明

　　　　　

225

　　　　　

261

　　　

不

　

明

　　　　　　　

883

　　　　

34

　　　　

2 286　　　　　217　　　　6 873　　　　500 973　　　　36 400

　　　　

58

　　　　

4 794　　　　1 374　　　　　　20　　　　　1 021　　　　　　291

　　　　

41

　　　　

2 966　　　　　644　　　　　　　1　　　　　　48　　　　　　13

　　　　

39

　　　　

4 135　　　　2 239　　　　　　　1　　　　　　25　　　　　　29

　　　　

31

　　　　

1 953　　　　　103　　　　　456　　　　16 681　　　　　1 136

　　　　

13

　　　　　

653

　　　　　

173

　　　　　　

37

　　　　　

1 288　　　　　　314

　　　　

34

　　　　

2 472　　　　　667　　　　　　54　　　　　3 207　　　　　　630

　　　　

20

　　　　　

608

　　　　　

456

　　　　　　

20

　　　　　　

392

　　　　　　

272

　　　　　

6

　　　　　

356

　　　　　

1 15　　　　　　　4　　　　　　155　　　　　　42

　　　　

50

　　　　

3 993　　　　1 113　　　　　　　4　　　　　　320　　　　　　100

　　　　　

2

　　　　　

62

　　　　　

31

　　　　　　　

2

　　　　　　

46

　　　　　　

32

　　　　

10

　　

不

　

明

　　　　　

142

　　　　　

402

　　　

不

　

明

　　　　　　　

994

－295

’

　　　　　　　　　　　　　

Ｉ

　　　　　

・

　　　　　　

・

　　　　　　

・

㎜

　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｉ

　　　　　　

●

　　　　　　　　

｜

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　

■

　　　　　　

ふ

　　　　　　　　

｜

-
－

ｊ

ｉ

－
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第39表

　

社

　

会

　

福

　

祉

　

．施

　　　　　　　　　　　　　　　　　

合

　　　　　　　

計‥

　　

区

　　　　　　

分

　　　

|

箇

　

所

　

数｜

　

利用者数｜

　

専任職員数’

老

　

人

　

福

　

祉

　

施

　

設

　　　　　　　

570

　　　　　

34 904　　　　　　5 342

　　

養護老人ホーム

　　　　　

514

　　　　

33 422　　　　4 939

　　

特別養護老人ホーム

　　　　　　　

7

　　　　　　

453

　　　　　

H5 ・

　　

軽費老人ホーム

　　　　　

19

　　　　

1 029　　　　　146

　　

老人福祉セソター

　　　　　　

30

　　　

不明

　　　　　　

142
身体障害者更生援護施設

　　　　　　

105

　　　　　

2 398　　　　　　907

　　

肢体不自由者更生施設

　　　　　　　

43

　　　　　

1 595　　　　　　568

　　

失明者更生施設

　　　　　

5

　　　　　

116

　　　　　

22

　　

ろうあ者更生施設

　　　　　　

2

　　　　　　

35H

　　

身体障害者収容授産施設

　　　　　　　

20

　　　　　　　

623 183

　　

補装具製作施設

　　　　　

18

　　　　　

不

　

明

　　　　　　　　　

56

　　

点

　

字

　

図

　

書

　

館

　　　　　　　

16

　　　　　

不

　

明

　　　　　　　　　

49

　　

点

　

字

　

出

　

版

　

施

　

設

　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

一

　　

重度身体障害者

　　

厚

　

生

　

援

　

護

　

施

　

設

　　　　　　　　

1

　　　　　　　　

29

　　　　　　　

18

精神薄弱者援護施設

　　　　　　

29

　　　　

2 086　　　　　545
婦

　

人

　

保

　

護

　

施

　

設

　　　　　　　

53

　　　　　　

1 073　　　　　　　230　，
社会j‰法姦‰よjk

　　　　

428

　　　

11 912　　　1 4o言

　　

生活の扶助を行なう施設

　　　　　　　

1

　　　　　　　

17

　　　　　　　

3

　　

授

　　

産

　　

施

　　

設

　　　　　　　

85

　　　　　　

3 344　　　　　　450

　　

宿

　

泊

　

提

　

供

　

施

　

設

　　　　　　　

57

　　　　　　　

7 815　　　　　　　164

　　

結核回復者後保護施設

　　　　　　　

20

　　　　　　　　

736

　　　　　　　

233

　　

盲

　

人

　

ホ

　

ー

　

ム

　　　　　　　　

13

　　　　　

不

　

明

　　　　　　　　

27

　　

隣

　　　　

保

　　　　

館

　　　　　　

２５２

　　　　

不

　

明

　　　　　　　　

525

(注)

区

１

２

厚生省調による。

「利用者数」は、昭和40年12月31日現在の在所者数で不明の箇所を零とし

第40表

　

昭

　

和

　

40年度

　

児

分

費
費
費
費
費
費
金
他

　
　
　

業
業
業

　
　
　

事
事
事

件
件
助
設
助
独
付
の

　
　
　

建
補
単

　
　
　

通

人
物
扶
普

　
　

貸
そ

合 計

　　　　　　

昭

都道府県

7 002

2 092

11 1２9

　

4 059

　

2 5２2

　

1 537

　

1 713

　

２ 980

28 975

2i.2

　

7.2

38.4

14.0

　

8.7

　　

5.j

　　

5､9

　

10､3

100.0

― 296 ―

和

一

市
-

19

40
－
町

906

989

15 337

　

9 034

　

3 165

　

5 869

　　

２56

　

3 918

53 440

　

年

一

村

-

37.3

　

9.３

２８.7

16.9

　

5.タ

11､0

　

0.5

　

7.j

100.0

度

一

　

純

一

　

26

　

7

26

12

　

5

　

7

　

1

　

4

78

計

908

081

466

233

138

095

942

044

674

額

一
34､2

ﾀ.0

33､6
″
Ｄ
δ
Ｑ
５
ｊ
ｏ

　

ｌ

　

ｌ

　

－

　

－

　

Ｉ

　

Ｉ

５
δ
タ
２
５
０

ｊ

　
　
　
　
　
　
　

ｏ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

Ｅ

　　　　　　　　　　　　

ｒ

　　　　　　　　　　

Ｔ

　　　　　　　　　　　

Ｉ

１

　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　

｜

１

｜
ｉ

Ｓ

－

！



設

　

の

　　

状

　　

況（つづき）

　　　　

都

　　

道

　　

府

　　

県

　　　　　　　　

市

　　　　　

町

　　　　　

村

箇所数｜利用者数

　

|専任職員数

|

　

箇所数

　

｜利用者数

　

１

　

専任職員数

　　　　

58

　　　

6 434　　　　　926　　　　　512　　　　28 470　　　　　4 416

　　　　

39

　　　

5 496　　　　　745　　　　　475　　　　27 926　　　　　4 194

　　　　　

3

　　　　　

232

　　　　　

59

　　　　　　　

4

　　　　　　

221

　　　　　　

56

　　　　

11

　　　　　

706

　　　　　

90

　　　　　　　

8

　　　　　　

323

　　　　　　

56

　　　　　

5

　　

不

　

明

　　　　　　

32

　　　　　　

25

　　　　

不

　

明

　　　　　　　

110

　　　　

95

　　　

2 229　　　　　845　　　　　　10　　　　　　169　　　　　　62

　　　　

43

　　　　

1 595　　　　　568　　　　　　一　　　　　　　一　　　　　　　－

　　　　　

5

　　　　　

116

　　　　　

22

　　　　　　

一

　　　　　　　

一

　　　　　　　

－

　　　　　

2

　　　　　

35

　　　　　

11

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　

13

　　　　　

454

　　　　　

129

　　　　　　　

7

　　　　　　

169

　　　　　　

54

　　　　

18

　　

不

　

明

　　　　　　

56

　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　

13

　　

不

　

明

　　　　　　

41

　　　　　　　

3

　　　

不

　

明

　　　　　　　　

８

　

、

　　　　　

一

　　　　　　

一

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　

1

　　　　　

29

　　　　　

18

　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　

、

　　　　

25

　　　　

1 909　　　　　489　　　　　　　4　　　　　　177　　　　　　56

　　　　

52

　　　　

1 043　　　　　227　　　　　　　1　　　　　　　30　　　　　　　3

　　　　

76

　　　　

4 426　　　　　535　　　　　352　　　　　7 486　　　　　　867　j

　　　　　

一

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　　

1

　　　　　　　

17

　　　　　　　

3

　　　　

38

　　　　

1 338　　　　　196　　　　　　47　　　　　2 006　　　　　　254

　　　　

14

　　　　

2 417　　　　　46　　　　　　43　　　　　5 398　　　　　　H8

　　　　

18

　　　　　

671

　　　　　

213

　　　　　　　

2

　　　　　　

65

　　　　　　

20

　　　　　

3

　　

不

　

明

　　　　　　

3

　　　　　　

10

　　　

不

　

明

　　　　　　　

24

　　　　　

3

　　

不

　

明

　　　　　　

77

　　　　　

249

　　　

不

　

明

　　　　　　　

４４８

　

・

た単純合計である。

童

　

福

　

祉

　

費

　

の

　

状

　

況

度
額
年3
9
計

和昭
純

21 980

　

5 95２

22 97２

10 016

　

４ 453

　

5 563

　

1 623

　

3 300

65 843

増

3３.４

　

タ.Q

34.9

15-２

　

６．８

　

８．４

　

２．５

　

５．０

100.0

　　

比

　　

減

-

　

4 928

　

1 129

　

3 494

　

２ ２17

　　

685

　

1 532

　　

319

　　

7４4

12 831

297

(単位

　

百万円・％)

　　　

較

額

-

　

J∂.4

　

8．8

　

27.2

　

17-3

　

5.3

　

12.0

　

2.5

　

5.∂

100.0

増減率

22.4

19.0

15､2

22」

15.4

27.5

20.0

22.5

19.5

　　

31.0

　　

28- 1

　　

27.4

　　

39.0

　　

50.4

　　

31.0
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28.9
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第41表

　

児童福祉施設

ll‾‾‾‾‾

　　　　　　　　　　　

収

　　　　　　　

容

　　　　　　　　　　　　

昭和34年｜昭和35年

　

昭和36年

　　

助

　　

産

　　

施

　　

設

　　　　　　　

1 306 1 196　　　　　　1 229

　　

乳

　　　　

児

　　　　

院

　　　　　　　

1 564　　　　　　1 532　　　　　　1 450
1

　

芸

　

ｌ育Ｘ

　

雲

　　　　

40昌;

　　　

惣雲

　　　

１沼

　　

精神薄弱児施設

　　　　　

2 904 3 664 4 217

　　

精神薄弱児通園施設

　　　　　　　

630

　　　　　　　　

930

　　　　　　

1 296

　　

叉t

う
亀♂ｘ爵

　　　

図?

　　　

認?

　　　

溜

　　

脳‰几♂ｘ爵

　　　　

謬;

　　　　

疆;

　　　

ぷ

’

　

禁
緒障害
心

j

　

flf
装（世帯数）

　　　　　　

4?μ??

　　

当否

　　

4悶?3

(注) 厚生省社会局施設課調による。

区

------〃-･

　　

分

　
　
　

合

人
扶
そ

件
助
の

計

費
費
他

都
-

　

3
47

　

1
53

道
-

359
948
931
238

昭

県

　

∂．

如.

　

3.

100.

- -

C
Ｏ
　
-
-
H
　
t
o
０

第42表昭和40年度生

和

　

40

　

年

　

度

市
-

　

6
88

　

1
96

町

447

643

４87

577

ｊ
一
一
Ｌ

100.

７
C
D
　
1
０
0

純

一

　

9
136

　

2
148

計

806
591
557
954

第43表

　

被

額

δ
７
７

*
O
　
≫
-
^
　
･
-
S100.0

保

　　　

護

ミ

　　　　　　　　　　　　

被

　　

保

　　

護

　　

実

　　

数

　　　　　

生

　

活

　

扶

　

助

　　　

１

　

９

　

し

　

（ｍ

　

（竹翠不入

　

員）

　

ｌ

　　　

昭和31年度

　　　　　

1 776　　　　　j㈲　　　　jﾀ.7　　　　1 561　　　　　崩

　　　　　

32

　　　　　　　

1 624　　　　　ﾀ7　　　　j7.∂　　　　1 431　　　　　!?7

　　　　　

33

　　　　　　　

1 628　　　　　ﾀ7　　　　n.7　　　　1 438　　　　　97

　　　

31～33平均

　　　　　

1 676　　　　　100　　　　　　－　　　　1 477　　　　　加0

　　　　　

34

　　　　　　　

1 669　　　　　100　　　　j∂.Q　　　　1 470　　　　　j叩

　　　　　

35

　　　　　　　

1 628　　　　　97　　　　17.4　　　　1 425　　　　　卵

　　　　　

36

　　　　　　　

1 643　　　　　9∂　　　　17.4　　　　1 471　　　　　j叩

　　　　　

37

　　　　　　　

1 674　　　　　100　　　　17.6　　　　1 524　　　　　103

　　　　　

38

　　　　　　　

1 745　　　　　j04　　　　j∂.j　　　　1600　　　　　j冊1

　　　　

39

　　　　　　　

1 675　　　　　扨Q　　　　17.5　　　　1 524　　　　　103

li

　　　　　

40

　　　　　　　

1 599　　　　　∂5　　　　16.3　　　　1 438　　　　　部
"---=㎜
（注）厚生省社会局保護課調による。
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の収容定員の推移
(各年10月31日現在・単位

　

人)

-

　　　　　　　　　

定

　　　　　　　　　　　　

員

　

昭

　

和

　

37

　

（昭%V
38　年　　昭　和　39　年）940　年

　　　　　　

1 420　　　　　　　　1 559　　　　　　　　1 731　　　　　　　　2 136

　　　　　　

1 390　　　　　　　　1 4２0　　　　　　　　1 380　　　　　　　　1 317

　　　　　

461 561　　　　　　　４85 367　　　　　　　515 038　　　　　　　546 096

　　　　　　

7 598　　　　　　　　7 5４3　　　　　　　　7 371　　　　　　　　7 070

　　　　　　

4 716　　　　　　　　5 ２87　　　　　　　　5 638　　　　　　　　6 3２6

　　　　　　

1 580　　　　　　　　1 930　　　　　　　　2 130　　　　　　　　2 200

　　　　　　

1 330　　　　　　　　1 305　　　　　　　　1 324　　　　　　　　1 190

　　　　　　

2 ２1４　　　　　　　　2 21４　　　　　　　　1 999　　　　　　　　2 208

　　　　　　　

564

　　　　　　　　　

524

　　　　　　　　　

56４

　　　　　　　　　

564

　　　　　　

3 238　　　　　　　　3 890　　　　　　　　4 075　　　　　　　　4 603

　　　　　　

5 641　　　　　　　　5 671　　　　　　　　5 714　　　　　　　　5 821

　　　　　　　

150

　　　　　　　　　

２00

　　　　　　　　　

２00

　　　　　　　　　

２00

　　　　　

491 402　　　　　516 910　　　　　547 164　　　　　579 ７31

　　　　　

10 383　　　　　　　　10 387　　　　　　　　10 01２　　　　　　　　9 85２

活保護費の状況

者

　　

数 の 推

　　

移

(単位

　

百万円・％)

りヵ月平均

　

単位・千人）

　　

住

　

宅

　

扶

　

助

　　　　　

教

　

育

　

扶

　

助

　　　　　　　

医

　

療

　

扶

　

助

っ二（ｍ

　

ａ

　

人

　

（‾‾ｙ‾

八

入

　

員ｏs

　

ａ

~－

　　　

748

　　　　　

113

　　　　　

543

　　　　　

刀∂

　　　　　　

372

　　　　　　　

9∂

　　　

614

　　　　　

∂2

　　　　　

496

　　　　　

ﾀ7

　　　　　　

365

　　　　　　　

ﾀZ

　　　

629

　　　　　

ﾀﾌ

　　　　　

500

　　　　　

タ7

　　　　　　

389

　　　　　　

扨4

　　　

664

　　　　　

扨Q

　　　　　

513

　　　　　

加0

　　　　　　

375

　　　　　　

扨り

　　　

664

　　　　　

100

　　　　　

510

　　　　　

ﾀﾀ

　　　　　　

433

　　　　　　

115

　　　

656

　　　　　

∂7

　　　　　

496

　　　　　

ﾀﾀ

　　　　　　

460

　　　　　　

j23

　　　

677

　　　　　

扨2

　　　　　

513

　　　　　

j00

　　　　　　

477

　　　　　　

j27

　　　

702

　　　　　

即∂

　　　　　

521

　　　　　

j02

　　　　　　

488

　　　　　　

旧0

　　　

752

　　　　　

j召

　　　　　

525

　　　　　

j02

　　　　　　

543

　　　　　　

j45

　　　

745

　　　　　

112

　　　　　

483

　　　　　

ﾀ4

　　　　　　

590

1

　　　　　　

j57

　　　

728

　　　　　

110

　　　　　

433

　　　　　

∂4

　　　　　　

616

　　　　　　

j64

－299－

昭

　

和

　

39

　

年

　

度

　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　　　　

較

純

　　　

十

　　　

額

　　

｜

増

　　　

減

　　　

額

　　

|増

　

減

　

率|前年度増減率

　　　　

8 338　　　　∂.∂　　　　　　1468　　　　∂.5　　　　j7.∂　　　　31.2

　　　

115 727　　　91.5　　　　　20 864　　　ﾀ2.7　　　　j∂.り　　　　15. 1

　　　　

2 368　　　　j.タ　　　　　　　189　　　　Q.∂　　　　　∂.Q　　　a 21.0

　　　

126 433　　　100.0　　　　　22 521　　　100.0　　　　17.8　　　　15. 1



第44表昭和40年度

｜

　　　　　　　

昭

　　

和

　　

40

　　

年

　　

度

　　　　　　

㎜

　

区

　　　　　

分

　　

|

　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計Ｉ額ス
ー－

　

物

　　

件

　　

費

　　　　

134

　　

12.3

　　　

196

　　

j7.､9

　　　

330

　

16､６

　

扶

　　

助

　　

費

　　　　

208

　　

jﾀ.2

　　　

342

　　

お.j

　　　

550

　

27.7

　

補

　

助

　

費

　

等

　　　　

210

　　

jﾀ.j

　　　

181

　　

j5.タ

　　　

202

　

10.2

　

普通建設事業費

　　　

243

　

22.4

　　　

264

　

23.3

　　　

459

　

23.2

　　

補助事業費

　　　

213

　

皿∂

　　　

212

　

j∂.7

　　　

389

　

j!?.∂

　　

単独事業費

　　　　

30

　　

2.∂

　　　

52

　　

j.∂

　　　

70

　　

3.∂

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　

290

　　

26.7

　　　

152

　　

皿4

　　　

442

　

22.3

　

合

　　　　　

計

　　　　　

1 085　100.0　　　1 135　100.0　　　1 983　100.0

その１

　

適用団体数

第45表

　

災

　

害

　

救

　

助-

　　　　　　

昭和35年度

　

昭和36年度

　

昭和37年度
ｓ

　　　

ゾ

ル（P4に襄

ﾚ

㈲粟噸肖

J

ｲ４Ｐ卸謡

火

　　　　　

災

　　

6

　　　

6

　　

LO

　　

15

　　

16

　　

20

　　

7

　　　

7

　　

7
水害（談翻）1，

　

26

　　

76

　　　

7

　　　

42

　　

492

　　

11

　　　

16

　　

75

震

　　　　　　

災

　　　

１

　　　

１

　　　

１

　　　

一

　　　

一

　　　

－１

　　　

１

　　

７

゛；｜，;ｊｊ£ふぷこ1ｙa

その２

　

昭和40年度の主な被害状況

|

発生年月日

　

1

　　

災

　

害

　

の

　

種

　

類

　　

驚♂‰霖
ﾚA

9

ここ

昭和40年６月20日豪雨による水害（集中豪雨）

　

２県５市町村

　　　　　　

1

　　　

｡－

　　　　　　

7. 15　　　　　//　　　　　（　　//　　）　1県３市町村　　　　　　－　　　－

　　　　　　

7.22

　　　　　

//

　　　　　　

（

　

//

　　

）

　

2県11市町村

　　　　　　

４

　　　

－

　　　　　　

８．６

　　　

台風15号による水害

　　　　

２県70市町村

　　　　　　

21

　　　

－

　　　　　　

9.４

　　

豪雨による水害（集中豪雨）

　

１道１市

　　　　　　　　

－

　　　

－t

　　

9. 10～9. 18　　台風23 ・24号による水害　　16道府県108市町村　　　74　　　　4

　　

41.

　

1.

　

5

　　

高潮による水害

　　　　　　

１

　

１県１市

　　　　　　　　

－

　　　

－

（注）１

　

厚生省社会局施設課調による。

　　

２「その１

　

適用団体数」は延数である。

　　

３「その２

　

昭和40年度の主な被害状況」は被害戸数2 000戸以上のものであ

　　　　　　　　　　　　　　　　　

－300－



災害救助費の状況

度
額
年3
9
計

和昭
純

640

7
7
0
0
0
9
3

0
0
2
6
6
9
7

7
2
5
4

　
　

4
5

1

　
　
　
　
　
　
　
　
　

t
ｏ

　

17､９

　

４７、8

　　

5.8

　

14.6'

　

j2.タ

　　

j.7

　

13.9

100.0

増 減

△

　

310

ａ 1 157

△

　

ａ

　

△

。１

法

　

の

　

適

　

I用

　

状

　

況

５

　

1
1

　

0
7
0

　
　

6
7
1
5
9

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

″
ａ

比

　

額

-

　

j!?.5

　

72.∂

　

0.3

　

3､8

　

4.４

△0.6

　

3.6

100.0

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　

較

増

　

減

　

率

a ４８.４

ふ∂7.∂

a

　

2.j

a 　１Ｌ７

－15､4

　　

16.7

a 11.４

△44.5

前年度増減率

　　

２ IS.　３

１ ３４６.５

　　

５３.3

　　　　　

－

△

　　　

－

　

j0.タ

251.7

　

昭や38年度

　

昭和;39午度

　

I昭和40年度

々ａＰＩ哨

　

襄４ａＰ剔再

　

襄４

　

（Ｐ剔嗇襄

　　

5

　　　　

5

　　　　

5

　　　

12

　　　　

12

　　　　

12

　　　　

6

　　　　

6

　　　　

6

　　

8

　　　　

13

　　　　

68

　　　　

8

　　　　

21

　　　

109

　　　　

9

　　　

22

　　

208

　　

一

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

1

　　　　

2

　　　　

27

　　　

一

　　　

一

　　　

一

　　

１

　　　　

１

　　　　

１

　　　　

一

　　　　

一

　　　　

－

　　　　

1

　　　　

1

　　　　

1

　　

14

　　　

19 1　　ｱ4　　21 35　　　148　　16　　29　　2J5

　

害

　

（人）

　　　　　　　　　　

住

　　

家

　　

の

　　

被

　　

害

　

（戸）

匹全壊半壊l床上浸水|床下浸水|計

　　

6

　　　　

7

　　　　　　

2

　　　　　

15

　　　　

1 360　　　3 560　　　4 937

　　

－

　　　　

－

　　　　　　

1

　　　　　

10

　　　

2 211　　　　4 517　　　6 739

　

516

　　　

520

　　　　　

107

　　　　　

986

　　　

2 569　　　4 676　　　8 338

　

802

　　　

823

　　　

3 257　　　　9 022　　　　　640　　　2 510　　　15 429

　　

5

　　　　

5

　　　　　　

1

　　　　　　

1

　　　　

1 349　　　6 694　　　8 045

　

1 091　　1 169　　　　2 370　　　　7 819　　　30105　　　123 406　　　163 700

　

－

　　　　

－

　　　　　　

3

　　　　　　

8

　　　　　

519

　　　　

1 527　　　　2 057

る．

― 301

・

　　　　　　　　　　　　

ｊ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

ｌ｜

ｉ

！

１

－

－

！

｜

－

－

－



その１

　

日的別内訳

第46表

　

昭

　

和40年

　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

40

　　

年

　　

度

区

　　　　　　

分

　　

|

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計

　　

額

公衆衛生費

　　

56 275　9.0　43 502　2ﾀ.3　95 805　お.タ

結核対策費

　　

37 882　部.タ　11 588　　7.∂　48 245　17.1

保

　

健

　

所

　

費

　　　

19 471　　13.9　　6 069　　4.j　　25 523　　ﾀ.0

清

　　

掃

　　

費

　　

27 019　皿2　87 415　5∂.∂　113･ 093　9,0

　

合

　　　　

計

　　

140 64ｱ　100. 0　148 574　100. 0　282 666　100.0

その２

　

性質別内訳

　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

40

　　

年

　　

度

　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　

額

人

　　

件

　　

費

　　

34 093　24.2　43 070　2ﾀ.0　77 163　27.3

物

　　

件

　　

費

　　

14 488　10.3　23 330　15.7　37 818　13､4

扶

　　　

助

　　　

費

　　　

55 541　　お.5　　7 885　　5.3　　63 426　　認.4

補

　

助

　

費

　

等

　　

16 009　11.4　15 874　10.7　27 678　∂.∂

普通建設事業費

　　　

8 693　　∂.2　　34 956　　25.5　　41 367　　μ.∂

　　

補助事業費

　　

2 415　　j.7　16 044　j0.∂　17 551　　∂.2

　　

単独事業費

　　

6 278　　4,5　　18 816　　12.7　23 816　　∂.4

　　

県営事業負担金

　　　　　

－

　　　

－

　　　　

％

　　　

0.0

　　　　

－

　　　

－

繰

　　　

出

　　　

金

　　　

1 485　　　j.j　　17 666　　1j.タ　　19 151　　6.∂

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

10 338　　7.3　　5 793　　3.9　　16 063　　5.7

　

合

　　　　

計

　　

140 647　100.0　148 574　100.0　282 666　100.0

その３

　

財源内訳

　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

40

　　

年

　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

ｌ

　

純

　　

計

　　

額

　

国庫支出金

　　

50 394　お.∂　11 711　　7.タ　62 105　22.り

　

都道府県支出金

　　　　

－

　　　

－

　　

4 190　　2､8　　　　一　　　一

　

使用料、手数料

　　

6 519　　4.∂　　ロ921　　∂.0　　18 440　　∂.5

　

諮器金、負担金、寄

　　　　

215

　　

0.2

　　　　

831

　　　

0.∂

　　　　

700

　　

0.2

　

地

　　　

方

　　　

債

　　　

2 1H　　j.5　　14 721　　ﾀ.タ　　15 665　　5.5

　

その他特定財源

　　　

4 675　　J.3　　6 295　　4.2　　10 905　　j.!）

　

一般財源等

　　

ｱ6 733　討.∂　98 905　卵.∂　174 851　肛∂

　　

合

　　　　

計

　　

140 647　100.0　148 574　100.0　282 666　100.0
＿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　　　　　　

、

－302－



度

　

衛

　

生

　

費

　

の

　

状

　

況

度
額
年3
9
計

和昭
純

84 561

39 ４４9

２2 710

95 106

241 826

　

55.0

　

16.3

　　

タ.４

　

３９.3

100.0

度
額
年3
9
計

和昭
純

　

66 638

　

22 716

　

49 569

　

22 426

　

36 492

　

17 491

　

19 001

　　　　　

－

　

19 100

　

13 885

241 826

　

27.6

　

13.9

　

20.6

　　

9.3

　

IS. 1

　　

7.2

　　

7.!?

　　　

－

　　

7.タ

　　

５.7

100.0

度
額
年3
9
計

和昭
純

51 331

　

16 136

　　　

682

　

12 026

　

10 ４55

151 196

241 826

2j

増

増

増

２

一

　

７
Ｃ
ｏ

O

'
:
v
^

Ｕ
ｉ
０

　
　
　

一

　

一

　

Ｉ

　

Ｉ

　

Ｉ

　

Ｉ

　
　

δ
０
５
ｊ
２
０

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

δ
０

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

比

減

H ２44

　

8 796

　

2 813

17 987

40 840

比

-

　

減

-

10 525

４ 10２

13 857

5 ２52

４ 875

４

　

60

815

　

－

　

51

　

２ 178

40 840

比

10

減

一

774

2 304

　　

18

3 639

23

40

450

655

840

－303

額

　

27.5

　

２１､５

　

６．９

　

４４ 　1

100.0

額

-

　

25､8

　

10. i

　

33.9

　

12.9

　

U.9

　

0.7

　

7j.∂

　　

－

　

０．1

　

5.j?

100.0

額

　

26.４

　　　

－

　　

５.6

　　

0.j

　　

∂.タ

　　

ｌ、I

　

57.タ

100.0

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増

　

減

　

率

13.3

22.3

12.4

18.9

16.9

11

　

7

7∂

44

22

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増

　

滅

　

率

15.8

12.2

2∂.り

23.4

13.4

　

0.∂

２Ｓ ３

　　

－

　

0.3

15.7

16.9

ｊ

∂

２

３

１

　　

22.4

　　

118

　　

18.２

　　

４５､3

　　

34-８

　　

60.5

　　

17.6

　　　　

－

△

　

８．２

　　

６９.9

　　

22. 1

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増

　

減

　

率

21.0

14.3

　

2.6

30.3

　

4.3

15､6

16.9

０．２

1９､８

２６、Ｉ

３５､3

2Q.タ

31.3

22.1

‘

　　　　　

・

　　　　　　　　

”

　　　　　

Ｊ

㎜

　　　　　　

・

　　　　　　　　

Ｊ

　　　　

ｊ

　　　　　　　　　　　　　　　

・｜

｜

　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　

｜

ｊ

　　　　　

ｊ
-

　 　 　 　 　 　 　 　

． Ｉ

　 　 　 　 　 　

■

　 　　　　　　　

ｊ

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　

｜

・

　　　　　

ｄ

　　　　　　　　　

。

　　　　　　

・

　　　　　　

’

　　　　　

｜

－

＝

－

１

Ｓ

｜

｜

－
！ｊ

１

｜

－
」

１

－

－

－

－

－

｜

｜

！

－



第47表

　

保

　

健

　

衛

　

生

二゛

　

ト

　

゛

　

り

木

゛

　

゛ﾊﾟﾁﾞﾌ≒

　

診

　　　

療

　　　

所

　　　　　　　

2 424　　　　　　585 261　　　　　　93 044

　

隔

　

離

　

病

　

舎

　　　　　　　

1 330　　　　　　519 835　　　　　　176 968

　　

合

　　　　　

計

　　　　　　　　

3 754　　　　　1 105 096　　　　　270 012

第48表昭和40年度公

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

40

　　

年

　　

度

ト

　

区

　　　　　

分

　　

|

　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　

）

　

計

　

ｌ

　　

人

　　　

件

　　　

費

　　　

9 674　　17.2　　11 839　　27.2 ・　21 513　　22.4

　　

物

　　　

件

　　　

費

　　　

5 389　　9.∂　　10 015　　23.0　　15 404　　16.1･

　　

扶

　　

助

　　

費

　　

21 506　お.2　　199　Q.5　21 705　22.6

　　

補

　

助

　

費

　

等

　　　

8 909　　j5.∂　　5 836　　扨.ぜ　　12 348　　12.9

　　

普通建設事業費

　　　

3 678　　∂.5　　5 360　　12.3　　7 529　　7.タ

　　　

補助事業費

　　　

1 456　　2.∂　　1 759　　4.Q　　2 372　　2.5

　　　

単独事業費

　　　

２２２２　　３.∂　　3 516　　∂.j　　5 157　　5.4

　　　

県営事業負担金

　　　　　

－

　　　

－

　　　　

85

　　　

0.2

　　　　

－

　　　

－

　

繰

　　　

出

　　　

金

　　　

1 485　　2.7　　7 232　　16.6　　8 717　　9.j

　

モ

　　　

の

　　　

他

　　　

5 634　　皿0　　3 021　　　7.0　　8 589　　9.0

　　

合

　　　　　

計

　　　　

56 275　100.0　　43 502　100.0　　95 805　100.0
---・

第49表昭和40年度結

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

40

　　

年

　　

度

＿

　　

区

　　　　　　

分

　　

|

　

都

　

道

　

府

　

（市

　

町

　　

お）

　

十

　　

額

　

人

　　

件

　　　

費

　　　　

385

　　

j.0

　　　

333

　　

2.∂

　　　

718

　　

1､5

　

物

　　　

件

　　　

費

　　　　

898

　　

2.4

　　

1 257　　皿∂　　2 155　　4.5

　

扶

　　　

助

　　　

費

　　

34 035　　邱.∂　　7 686　　∂∂.j　　41721　　部.5

　

補

　

助

　

費

　

等

　　　

2 417　　∂.j　　2 236　　皿j　　3 428　　7j‘

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　

147

　　

0.4

　　　　

76

　　

0.7

　　　

223

　　

0.j

　　

合

　　　

計

　　

37 882　100.0　11 588　100.0　48 245　100.0
－

－304 －



施

　

設

　

の

　

状

　

況

(昭和41年３月31日現在)

　　　　　　　　　

専

　

任

　

職

　

員

　

数（人）

　　　　

衛

　

生

　

車

　

両

　

数（台）

　

｜

病床数（床）

　　　　　　　　

医

　　　

師

　

｜

　

そ

　

の

　

他

　　

レントゲン車

　

｜

　

患者輸送車

　　　

10800

　　　　　

1 745　　　　　　7 505　　　　　　　　15　　　　　　　391

　　　

29 ２50　　　　　　130　　　　　　1 930　　　　　　　　10　　　　　　　４54

　　　

40 050　　　　　1 875　　　　　　9 435　　　　　　　25　　　　　　　845

衆衛生費の状況

昭

　

和

純

度
額
年3
9
計

18 996

1４ 099

16 890

10 ２01

　

7 907

　

2 373

　

5 534

　

9

　

6

84

489

979

561

22.５

１６､7

20.0

12.1

　

9.4

　

2.８

　

６､６

　

ＩＫ２

　

∂.j

100.0

核対策費の状況

度
額
年3
9
計

和昭
純

　　　

5２9

　

２ 33２

32 679

　

3 6４2

　　　

267

39 449

　　

1.３

　　

５､９

　

８２､８

　　

９.2

　　

り.∂

100.0

増

増

比

　

減

-

2 517

1 305

４ 815

２ 1４7

△

　

△

ａ

ａ

ａ

△

△

　

1

11

８
１
７

　

一

　

２
０

７

　
　

７

　
　

７
１

Ｃ
Ｏ

C
O

t
Ｎ
.

v
Ｄ

244

比

　

減
-

　

189

　

177

9 04２

　

２14

　

４4

8 796

－305－

額

一

　

22.4

　

11､6

　

42.∂

　

19.1

△

　

3､3

△

　

0.0

△

　

3､3

△

　

６､９

　　

１４.3

　

100.0

　

額

-

　

２､１

△

　

２､０

　

１０２.8

a

　

2.4

△

　

０．5

　

100.0

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増

　

減

　

率

△

△

△

△

13.3

　

9.3

28､5

21.0

　

4.８

　

０､０

　

６．８

　

8.１

２３. 1

13.3

20.0

　

2.3

32-２

６５.3

39.４

２９､５

４４､1

△５０､4

　

扨り.タ

　

11.4

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増

　

減

　

率

　　

35.7

△

　

7.∂

　　

27.7

△

　

５.∂

△18.5

　　

22.3

　　

IS.　8

　　　

J.0

　　

12.1

△jタ.∂

　　

46.7

　　

7.8

-

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｉ

心

　　　　　

ｉ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

　　　　　　

１

・

｜

－

！

！

｜

－

－

｜

！

－

｜

！

－

一

一



第50表

　

昭和40年度結核

ｆ

　　　

区

　　　　　　

分

　　　　　

対

　

象囚人

　

ロ

　　

｜

　

受

　

診
(Ｂ)者

　

数

　　

定

　　

期

　　

分

　　　　　　　　

97 899　　　　　　　　41 347

　　　

使

　　

用

　　

者

　　　　　　　　　　　

26 644　　　　　　　　　　　6 099

　　　

学

　　

校

　　

長

　　　　　　　　

22 494　　　　　　　　18 604

　　　

施

　　　　

の

　

長

　　　　　　　　　　　

1 032　　　　　　　　　　　　731　1

　　　

仁

　

装

　

が

　

店

　　　　　　　　　　　

47 729　　　　　　　　　　　15 913

　　

定

　　　

期

　　　

外

　　　　　　　　　　　

4 659　　　　　　　　　　　1 362

　　　

合

　　　　

計

　　　　　　　　

102 558　　　　　　　　42 709　1

(注)１

　

厚生省公衆衛生局予防

　　

２

　

結核死亡者および死亡

　　　

39年22 858人(23.5人)お

課調による。
率(10万人対比)は､34年32 992人(35.5人)､35年31 959
よび40年22 188人(22.6人)である。

　　　　　　　

第51表

　

結核医療費公費

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

被

　　

用

　　

者

　　　　　　　　　　　　　

総

　　　　

数

　　

区

　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　

本

　　　　　　　　

人

　　　

家

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一

　　　　　　　　　　　

申

　

請

　

合

　

格

　

承

　

認

　

申

　

請|合

　

格|承認

　

申

　

請

　

昭和30年

　　　

1 026　　％5　　617　　357　　336　　97　　178

　　　　　

31

　　　　　　

1 006　　956　　596　　　333　　315　　　68　　180

　　　　　

32

　　　　　　

1 217　　1 165　　　767　　　384　　366　　　80　　2H

　　　　　

33

　　　　　　

1 310　　1 260　　　781　　　384　　368　　　37　　226

　　　　　

34

　　　　　　

1 324　1 283　　　842　　367　　　355　　　36　　228

　　　　　

35

　　　　　　

1 343　1 310　　866　　355　　　346　　　26　　223

　　　　　

36

　　　　　　

1 277　　1 248　　833　　　334　　326　　　17　　205

　　　　　

37

　　　　　　

1 173　1 147　　　791　　　333　　　326　　　16　　193

　　　　　

38

　　　　　　

1 212　1 188　　　792　　363　　　361　　　11　　219

　　　　　

39

　　　　　　

1 248　1 227　　　786　　　3951　　389　　　　6　　235

＿

　　　　　

４0

　　　　　　　

1 220　1 ２01　　　773　　　393　　　388　　　　3　　228

（注）１

　

曼生省公衆衛生局結核予防課調による。

　　

２

　

。格とは、結核予防法第34条の規定による公費負担の基準に合格したもので

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

第52表

　

昭

　

和40年

　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

40

　　

年

　　

度

　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計

　　

額

人

　　　

件

　　　

費

　　

16 179　　β∂.j　　5 161　　砧.0　　21 340　　肱∂
普通建設事業費

　　　

四〇〇

　　

5.∂

　　　

380

　　

δ.∂

　　

1 470　　5.∂
そ

　　　

の

　　　

他

　

1

　　

219

ﾘ

　

皿

り

　　　

528

　　

∂.

j

　　

271

j

　

加.Q

　

合

　　　　　

計

　　　　

19 471　　100.0　　6 069　100.0　　24 523　100.0

－306 －



健康診断の実施状況
(単位

　

千人・％)

受

　　　

診

　　　

率

　　　　

発

　

見

　

者

　

数

　　　　

患

　

者

　

発

　

見

　

率

　　　

(B)/(A)X100

　　　　

1

　　　　　　

助

　　　　　　

｜

　　　

(C)/(B)×100

　　　　　　　　　　　　

42.2

　　　　　　　　　　　　　

60

　　　　　　　　　　　

0.茄

　　　　　　　　　　　　

22.9

　　　　　　　　　　　　　

11

　　　　　　　　　　　

Q.j∂

　　　　　　　　　　　　

82.3

　　　　　　　　　　　　　

11

　　　　　　　　　　　

0.05

　　　　　　　　　　　　

70.9

　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　　　　　　　　　

0.12

　　　　　　　　　　　　

35.5

　　　　　　　　　　　　　

37

　　　　　　　　　　　

0.23

　　　　　　　　　　　　

2ﾀ．２

　　　　　　　　　　　　　　

９

　　　　　　　　　　　

り.∂ﾀ

　　　　　　　　　　　　

41.6

　　　　　　　　　　　　　

69

　　　　　　　　　　　

0.016

人(34.2人)、36年27 916人(29.6人)、37年27 852人(29.3人)、38年23 259人(24.2人)

負担件数等の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位

　

千人)

　　

保

　　

険

　　　　　　　　　　　　　　　　

国民健康保険

　　　　

生活保護

　　　

そ

　

の

　

他

　　　　　

族

合

　

格|承

　

認

　

申

　

請|合

　

格|承

　

認

　

申請|合格|承認

　

申請|合格|承認

　　　

1671

　　　

135

　　　

1４0

　　　

133

　　　

119

　

191

　　

182

　

1２４

　

155

　

147

　

1４２

　　　

169

　　　

135

　　　

165

　　　

157

　　　

141

　　

183

　　

175

　

117

　　

145

　

140

　

135

　　　

200

　　　

173

　　

233

　　　

224

　　

204

　

２3４

　

２２5

　

164

　

155

　

150

　

1４6

　　　

217

　　　

180

　　

２88

　　　

２77

　　

２50

　

２65

　

256

　

177

　　

147

　

1４2

　

137

　　　

218

　　　

19４

　　

343

　　　

333

　　

314

　

27２

　

265

　

188

　

114

　

11２

　

110

　　　

216

　　　

19４

　　

417

　　　

406

　　　

384

　

２68

　

263

　

186

　　

80

　　

79

　　

76

　　　

198

　　　

185

　　

４４8

　　　

４38

　　

４16

　

２48

　

241

　　

173

　　

45

　　

45

　　

4２

　　　

187

　　　

182

　　

４31

　　　

4２２

　　

４15

　

183

　　

180

　

1４8

　　

33

　　

3

　　　

31

　　　

214

　　

２05

　　

４65

　　

457

　　　

447

　　

137

　

134

　

108

　　

２3

　　

23

　　

２1

　　　

２30

　　

２22

　　

482

　　

４75

　　

463

　　

119

　　

117

　　

81

　　

17

　　

1

j

　　

1４

　　　

２24

　　

２19

　　

471

　　　

465

　　

459

　

11２

　

110

　　

81

　　

15

　　

15

　　

1２

あり、承認とは合格したもののうちから公費負担が承認されたものである。

　

保

　

健

　

所

　

費

　

の

　

状

　

況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位

　

百万円・％)

度
額
年3
9
計

和昭
純

18 845

　

1 743

　

２ 122

22 710

　

85.0

　

7.7

　

9､3

100.0

増

△

比
-

　

減

-
２ 495

　

273

　

591

2 813

－307－

額

-

　

88､７

ム

　

乱７

　

２１､0

　

100.0

増

　

減

　

率
-

　

13.2
　

７
ｏ
>

･
-
Ｈ
　
C
Ｍ

12.4

較

1８.　Ｓ

２.5

　

0.∂

16.2

．

　　　　

．’

　　　　　　　　

１

　　　　　

１

　　　　　　

１

　　　　　　

１

｜

　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　

’

　　　　　　　

｜

－

－



第53表昭和40年

　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

40

　　

年

　　

度

　

区

　　　　　　

分

　　

|

　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　

額

人

　　　

件

　　　

費

　　　

7 855　　29. 1　　25 737　　29. 4　　33 592　　2S.7

物

　　　

件

　　　

費

　　　

6 231　　認.j　　11 645　　13.3　　17 876　　jj.∂

補

　

助

　

費

　

等

　　　

4 554　　j∂.∂　　フア38　　∂.タ　　11 716　　10.4

普通建設事業費

　　　

3 791　　14.0　　29 147　　お.4　32 176　2∂.4

　　

補助事業費

　　　

106

　　

Q.4

　

14 058　16.1　l4 100　12､4

　　

単独事業費

　　

3 685　　13.6　　15 089　　17.3　　18 076　w.o

繰

　　

出

　　

金

　　　　

－

　　

－

　

10 434　H.タ　10 434　9.2

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

4 588　　17.0　　2 714　　3.j　　7 299　　∂.5

　

合

　　　　

計

　　　

27 019　100.0　87 415　100.0　113 093　100.0

参考表（１）生活環境施設整備

　　　　　　　　　　　

昭和41年度末現況

　

|

　

昭和46年度末目標

下水道終末処理場

　　　　　　　

6 020千m3/日　　　　　　16 980千㎡/日

　　　　　　　　　　　　　　　

13 480千人　　　　　　　　37730千人

　　　　

。

　　

ぴ駕

　

4 060千人　　　　　　　　12380千人

　　　　

計

　　　　　　　　　　　　　

17 540千人　　　　　　　　50110千人

コミュニティプラント

　　　　　　　　　

110千m8/日

　　　　　　　　

610千m3/日

　　　　　　　　　　　　　　　　

440千人

　　　　　　　　

2 440千人

　　　　　　　　　　

｜

　　　　　　　　　　

｜
し尿処理施設

　　　　　　

49 400 k//日　　　　　　62 200k//日

　　　　　　　　　　

1

　　　　　　

35 035千人　　　　　　　　44110千人

ごみ処理施設

　　　　　

27 686 t/､日　　　　　　61 651t/日

　　　　　　　　　　　　　　　

35 046千人　　　　　　　　78039千人

（注）厚生省衛生局環境整備課資料による。

－308－



度

　

清

　

掃

　

費

　

の

　

状

　

況

度
額
年3
9
計

和昭
純

28 268

15 35２

　

8 507

26 609

13 717

12 892

　

9 612

　

6 758

95 106

　

29.7

　

扨.j

　

8､9

　

2∂.Q

　

14.4

　

13.6

　

10、1

　　

7.2

100.0

増

５ヵ年計画（昭和42～46年度）

比

　

減

5 3２4

2 524

3 209

5 567

　　

383

5 184

　　

82２

　　

541

17 987

額

-

　

29.6

　

14.０

　

１７.８

　

３１､0

　

2､２

　

２８.8

　

4.∂

　

３．0

100.0

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増

　

減

　

率

1８.8

16.4

37.7

20.9

　

2.８

４０.２

　

∂.∂

　

∂.0

18.9

　

26.５

　

２５､８

　

８２.4

　

35､1

　

75.6

　　

∂.5

473-Ｓ

　

２６.8

　

44.3

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

普

　　　

及

　　　

率
５ヵ年度間の事業量

　　　

５ヵ年度間の事業費

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

41年度末

　　

46年度末

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

対総人口

　　　

対総人口

　　　

10 960千㎡/日　　　　　　2 545億円

　　　

24 250千人　　　　　　　　　　　　　　　　　　13.６％　　　　56.0%

　　　　

8 320千人

　　　

32 5ｱo千人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

対要処理人口

　

対要処理人口

　　　　　

500千m3/日

1

　　　　　　　

185億円

　　　　

2000千人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

j∂゛0％

　　　　　

100%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

対要処理人口

　

対要処理人口

　　　

12 800kZ/日　　　　　　　　　340億円　　　　　　　　｜

　　　　

9 075千人　　　　　　　　　　　　　　　　　　79.3%　　　　　100%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

対要処理量

　　

対要処理量

　　　

33 965t/日　　　　　　　　　960億円

　　　

42 993千人
５１､５％　　　　　75％
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その１

　

し尿処理施設

冪54表清 掃

　　　

施

(昭和41年３月31日現在)

　

区

　　　　　　　　　　　　　　　　　

分

　　　

）

　　

１

収

　　　　

集

　　　　

人

　　　　

口

　

（千人）

　　　　　　　　　　　　

56 311

年

　

間

　

総

　

排

　

出

　

量

　

(A) (千k1）　　　　　　　　　　　30 394

年

　　

間

　　

収

　　

集

　　

量

　

（Ｂ）（千kl）

　　　　　　　　　　　

22 336

　　

下水道マンホール投入（千kl）

　　　　　　　　　　

2 009

砦

|

し処消化槽等処理施設（千k1）

　　　　　　　　　

10 237

徨

　

農

　　　

村

　　　

還

　　　

元（千kl）

　　　　　　　　　　　　

1 714

覆|海

　　　

洋

　　　

投

　　　

棄（千kl）

　　　　　　　　　　　

5 175

　　

そ

　　　　　　

の

　　　　　　

他（千kl）

　　　　　　　　　　　　

3 201

自

　　

家

　　

処

　　

理(A)-(B) (0 (千kl）　　　　　　　　　　　8 058

（（j）終末処理施設のある下水道の放流（千kl）

　　　　　　　　　　　

2 197

呂

|

し

　　

尿

　　

浄

　　

化

　　

槽（千kl）

　　　　　　　　　　　

2 300

訳そ

　　　　

の

　　　　

他（千kl）

　　　　　　　　　

3 561

収

　　　

集

　　　

率(B)/(A)×100

　

（％）

　　　　　　　　　　　

73.5

運

　　　

搬

　　　

用

　　　

器

　　　

材

　　

バ

　

キ

　　

ュ

　　

ー

　　

ム

　　

車

　

（台）

　　　　　　　　　　　

H 292

　　

運

　

搬

　

用

　

ト

　

ラ

　

、。

　

ク

　

（台）

　　　　　　　　　　　　　

407

　　

海

　　

洋

　　

投

　　

棄

　　

船

　

（隻）

　　　　　　　　　　　　　　

230

（注）厚生省調による。
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設

その２

の

　　　

状

ごみ処理施設

況

(昭和41年３月31日現在)

収

　　　　

集

　　　　

人

　　　　

ロ（千人）

　　　　　　　　　　　　

60 168

年

　

間

　

排

　

出

　

量

　

収（千t）

　　　　　　　　　

16 250

年

　　

間

　　

収

　　

集

　　

量

　

(B) (千t）　　　　　　　　　　　　13 540

　　

焼

　　　

却

　　　

施

　　　

設（千t）

　　　　　　　　　　　　　

6 167

背

|

高速堆肥化処理施設（千t）

　　　　　　　　　　　

283

徨

　

埋

　　　　　　　　　　　　　

立（千t）

　　　　　　　　　　　　　

6 445
ぶ宍

　　　　　　　　

料（モ１）

　　　　　　　　

・

自

　　　

家

　　　

処

　　　

理(A)-(B) (千t）　　　　　　　　　　　　2 710

収

　　　　

集

　　　　

率(B)/(A)×100

　

（％）

　　　　　　　　　　　　　

83.3

運

　　　

搬

　　　

用

　　　

器

　　　

材

　　

特・

　

殊

　　

運

　　

搬

　　

車

　

（台）

　　　　　　　　　　　　

4 393

　　

運

　

搬

　

用

　

ト

　

ラ

　

ヽ，

　

ク

　

（台）

　　　　　　　　　　　　

5 586

－311－



その１

　

日的別内訳

第55表

　

昭

　

和

　

40年

　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

40

　　

年

　　

度

　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　

村

　　

純

　

計

　

額

失業対策費

　　

23 658　53. 7　45 026　お.∂　68 578　74.∂

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

20 385　　召.j　　3 092　　∂.4　　23 111　　25.2

　

合

　　　　

計

　　　

44 043　100.0　48 118　100.0　91 689　100.0

その２

　

性質別内訳

１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

40

　　

年

　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計

　　

額

　

人

　　　

件

　　　

費

　　　

8 679　　皿7　　2 451　　5.j　　u 130　　12､l

　

失業対策事業費

　　

21 620　49.1　　42 622　∂∂.δ　64 242　70.1

　　　

補助事業費

　　

18 306　む.∂　33 538　69.7　51 845　56.6

　　　

単独事業費

　　

3 314　　7.5　　9 084　　j∂.タ　　12 397　i3.5

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

13 744　　31.2　　3 045　　δ.3　　16 317　　j7.∂

　　

合

　　　　

計

　　　

44 043　100.0　48 118　100.0　91 689　100.0

その３

　

財源内訳

　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

40

　　

年

　　

度
区

　　　　　

分

　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

国庫支出金

　　

13 805　社4　19 360　40.2　33 165　郭.2

都道府県支出金

　　　　

－

　　　

－

　　　

684

　　

j.4

　　　　

－

　　　

－

その他特定財源

　　　

7 059　　16.0　　2 434　　5.j　　9 292　　10.1

一般財源等

　　

23 179　52.6　25 640　認.a　49 232　9.7

　

合

　　　　

計

　　　

44 043　100.0　48 118　100.0　91 689　100.0

－312－



度

　

労

　

働

　

費

　

の

　

状

　

況

－313－

(単位

　

百万円・％)

(単位

　

百万円・％)

(単位

　

百万円・％)

昭

　

和

　

39

　

年

　

度

　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　　

較

純

　　　

計

　　　

額

　　　　

増

　　　

減

　　　

額

　　

）

　

ｓ率柿回四

1

　　　

32 596　　　37.∂　　　　　　　569　　　10.5　　　　　j.7　　　　　　2.7

1j

　　　　　　

＿

　　　

－

　　　　　　

－

　　　

－

　　　　

＿

　　　　

」

　　　　

8 928　　　扨.j　　　　　　　364　　　　∂.7　　　　　4.j　　　　　2∂.j

　　　

44 724　　　5j.∂　　　　　　4 508　　　∂2.∂　　　　lO.l　　　　jQ.∂1

　　　

86 248　　100.0　　　　　　5 441　　　100.0　　　　6.3　　　　9.1

昭

　

和

　

39

　

年

　

度

　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　

較

　　　　

１

純

　　　

十

　　　

額

　　

１

増

　　　

減

　　　

額

　　

）

　

ｓ率戸四回

j

　　　　

9 613　　　11.1　　　　　　1 517　　　27.タ　　　　15.8　　　　9.5

　　　

60 488　　　70.1　　　　　　3 754　　　∂ﾀ.Q　　　　∂.2　　　　6.2

　　　

49 392　　　57.3　　　　　　2 453　　　45.1　　　　　5.0　　　　　5.41

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　

11 096　　　j2.∂　　　　　　1 301　　　23.タ　　　　11.7　　　　10.3

　　　

16 147　　j∂.∂　　　　　170　　　3.j　　　　/./　　　20.∂；

　　　

86 248　　100.0　　　　　5 441　　100.0　　　　6.3　　　　9.1

昭

　

和

　

39

　

年

　

度

　　

｜

　

比｀

　　　　　　　　　　

し_!，

純

　　　

計

　　　

額

　　

ｌ

　　

増

　　　

減

　　　

額

　　

|増

　

減

　

率1前年度増減率!

　　　　

64 364　　　74.6　　　　　　4 214　　　77.4　　　　　∂.5　　　　　　6.9

　　　　

21 884　　　25.4　　　　　　1 227　　　22.6　　　　　5.∂　　　　扨.j

　　　　

86 248　　　100.0　　　　　　5 441　　　100.0　　　　　6.3　　　　　9.1



第56表昭和40年度

　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

40

　　

年

　　

度

　　

区

　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　

都道府県

　

市

　

町

　

村｜純゛計’額

　

人

　　　

件

　　　

費

　　　　

％6

　　

4.j

　　

2 031　　　4.5　　2 997　　4.4

　

失業対策事業費

　　

21 620　91.4　42 622　舅.7 ’ 64 242　9.7

　　　

補助事業費

　　

18 306　77. 4　33 539　74. 5　51 845　75.6

　　　

単独事業費

　　

3 314　　14.0　　9 083　20.2　　12 397　j∂.j

l

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

1 072　　4.5　　　　373　　0.∂　　1 339　　j.ﾀ･

　　

合

　　　　

計

　　　

23 658　100.0　45 026　100.0　68 578　100.0

その１‘目的別内訳

第57表

　

昭和40年度

Ｊ

　　　　　　　　　　　　

昭

　

和

　

40

　　

年

　　

度｀
‥

　

り

　　　　　　

一

一

　　　　　　　　　

都道府県

　

市

　

町

　

村［純

　

計

　

額

　

農

　　

業

　　

費

　　

93 893　3j.∂　60 457　49.5　127 402　討.2

‘

　

畜

　

産

　

業

　

費

　　　

19 606　　∂.∂　　6 379　　5.2 ；　24276　　∂.5

　

農

　　

地

　　

費

　　

94 434　31.7　28 493　2.∂　115ぴ58　釦.タ

　

林

　　

業

　　

費

　　

59 716　20.1　16 454　13.5　69 770　j∂.7

　

水

　

産

　

業

　

費

　　

29 782　10.0　10370　　∂.5　36 348　∂.7

　

合

　　　

計

　　

297 431　100.0　122 153　100.0　3ﾌﾟ2 854　100.0

その２

　

性質別内訳

　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

40

　　

年

　　

度
〉

　

<

．道

　

府

　

（市

　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

　

人

　　

件

　　

費

　　

52 693　n.7　25 482　加.タ　78 175　21.0

　

物

　　　

件

　　　

費

　　　

18 571　　∂.3　　7 448　　∂.j　　26 019　　7.0

！補

　

助

　

費

　

等

　　

31 564　10.6　17 978　14.7　40 025　10.7

i

　

普通建設事業費

　　

177 16ｱ　卵.∂　66 496　54.4　206 700　55､4

1

　

補助事業費

　

149 893　印.4　40 831　お.4　162 973　召.7

　　

単独事業費

　　

25 123　　∂.5　22 354　1∂.J　41 567　1U

　　

国直轄事業負担金

　　　

2 151　　0.7　　　　9　　0.0　　2 160 0.∂

　　

県営事業負担金

　　　　　

－

　　　

－

　　

3 302　　2.7　　　　－　　　－

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

17 436　　5.∂　　4 749　　3.∂　　21 935　　5.タ

し合

　　

計

　

297 431 100.0 122 153 100.0 372 854 100.0

314 ―



失業対策費の状況

度
額
年3
9
計

和昭
純

　

2 673

60 480

49 39２

11 088

　

1 211

64 364

　　

４．2

　

94-0

　

76.7

　

17.３

　　

１．8

100.0

増

農林水産業費の状況

度
額
年3
9
計

和昭
純

115 0□

　

20 366

　

91 580

　

60 673

　

31 7９0

319 420

　

56.0

　　

6．4

　

2∂.7

　

19.0

　　

∂.タ

100.0

度
額
年3
9
計

和昭
純

69 1２8

　

24 539

　

32 711

173 646

133 477

　

38 379

　　

1 790

　　　　　

－

　

19

319

396

420

21.6

　

7．７

扨.２

５４､4

4L8

12. C

　

Q.∂

　

∂.j

100.0

増

増

比

３

２

４

減

-

3２4

76２

453

309

128

214

比

一

　

滅

12 391

　

3 910

23 ４78

　

9 097

　

４ 558

53 434

　

比

　　

減

-

　

9 047

　

1 480

　

7 314

33 054

29 496

　

3 188

　　

370

　　　

－

　

２ 539

53 434

― 315 ―

額

-

　

7.7

　

89.３

　

５８､2

　

31.1

　

＆0

100.0

額

-

　

23.2

　

7.３

　

４４.0

　

17.0

　

8．5

100.0

額

　

j∂.タ

　　

２、8

　

13.７

　

６１､９

　

５５.2

　　

∂.Q

　　

0､７

　　　

－

　　

4.7

100.0

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増

　

減

　

率

12.1

　

∂.2

　

5.0

jj.∂

10.6

　

6.5

　

5.6

　

6．２

　

５．4

10.3

５９.3

　

6.9

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増

　

減

　

率

10.8

19.2

25､６

ＩＳ.Ｏ

１４､3

16.7

1２. 1

14､7

20.7

15.0

18- 1

15.8

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増

　

減

　

率

13.1

　

6．0

22.4

jﾀ.0

22､l

　

8､3

20.７

j∂

16

ｊ

７

　

7.5

　

7.７

２０.　Ｓ

２０､2

18　７

２６､9

　

5．２

12.7

15.8

/ － I I 匹 ･ . - ●

｜

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　　　　

Ｉ

　　　　　　

。

　　　　　　　　

｜

Ｉ

　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　

｜｜

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　

．

　　　　　　　　

｜

．

　　　　

．

　　　　　　　　

．

　　　　

Ｉ

　　　　　　　　　　　　　

Ｉ

－

｜

－

－

－
！

－

－
！

－

｜

！

！

－

－

－

－

－

－

１

１

一

一

－

－



その３

　

財源内訳

第57表

　

昭和40年度農

　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

40

　　

年

　　

度

　

区

　

<

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計

　

額

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　

129 522　　お.j　　3 055　　2.5　132 577　　祗∂

都道府県支出金

　　　　

－

　　　

－

　　

4o 131　　32.タ　　　　ー　　一
諾器金、負担金、寄

　　　

11 967　　　4.0　　7 722　　∂.3　　13 184　　3.5

地

　　　

方

　　　

債

　　　

8 061　　2.7　　5 172　　4.2　　12 823　　3.5

その他特定財源

　　

３６,488　　22.5　　9 783　　∂.0　44 128　11､8

一般財源等

　

111 393　57.5　56 290　妬.j　170 142　i5.6

　

合

　　　

計

　　

297 431　100. 0　122 153　100. 0　372 854　100.0

第58表

　

昭

　

和

　

40年

　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

40

　　

年

　　

度
区

　　　　　

分

　　

1

　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

十

　　

額

人

　　

件

　　

費

　　

27 588　2ﾀ.4　21 843　お.j　49 431　祗∂
物

　　　

件

　　　

費

　　　

8 083　　∂.∂　　4 519　　7.5　　12 602　　ﾀ.9
補

　

助

　

費

　

等

　　

20 597　江タ　11 104　j∂.4　25 214　j9.∂
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60

　　　　　　

51

　　　　　　

57

　　　　　

51

　　　　　

131

　　　　　

129

　　　　　

138

　　　　　

131

　　　　　

139

　　　　　

136

　　　　　　　

2

　　　　　　

4

　　　　　　

12

　　　　　　

18

　　　　　　

２0

　　　　　

20

　　　　　　　

0

　　　　　　

0

　　　　　　

０

　　　　　　

0

　　　　　　

２

　　　　　　

1

　　　　　　　

2

　　　　　　

4

　　　　　　

12

　　　　　　

18

　　　　　　

22

　　　　　

21

　　　　　　

84

　　　　　　

88

　　　　　　

90

　　　　　　

97

　　　　　

10２

　　　　　

105

　　　　　　

49

　　　　　　

45

　　　　　　

60

　　　　　　

5２

　　　　　　

59

　　　　　

5２

　　　　　

133

　　　　　

133

　　　　　

150

　　　　　

149

　　　　　

161

　　　　　

157

　　　　　　

16

　　　　　　

19

　　　　　　

18

　　　　　　

19

　　　　　　

18

　　　　　

21

　　　　　　　

3

　　　　　　

2

　　　　　　

3

　　　　　　

3

　　　　　　

２

　　　　　　

2

　　　　　　

19

　　　　　　

21

　　　　　　

21

　　　　　　

22

　　　　　　

20

　　　　　

23

　　　　　　

31

　　　　　　

30

　　　　　　

33

　　　　　　

33

　　　　　　

30

　　　　　

30

　　　　　　　

7

　　　　　　

6

　　　　　　

４

　　　　　　

４

　　　　　　

5

　　　　　　

3

　　　　　　

38

　　　　　　

36

　　　　　　

37

　　　　　　

37

　　　　　　

35

　　　　　

33

　　　　　　

４7

　　　　　　

４9

　　　　　　

51

　　　　　　

5２

　　　　　　

48

　　　　　

51

　　　　　　

10

　　　　　　

8

　　　　　　

7

　　　　　　

7

　　　　　　

７

　　　　　　

5

　　　　　　

57

　　　　　　

57

　　　　　　

58

　　　　　　

59

　　　　　　

55

　　　　　

56

　　　　　

264

　　　　　

260

　　　　　

２51

　　　　　　

5２

　　　　　

2２5

　　　　　

207

　　　　　　

90

　　　　　　

87

　　　　　　

79

　　　　　　

7

　　　　　　

58

　　　　　

50

　　　　　

354

　　　　　

347

　　　　　

330

　　　　　　

59

　　　　　

283

　　　　　

257

　　　　　

395

　　　　　

397

　　　　　

392

　　　　　

226

　　　　　

375

　　　　　

363

　　　　　

1４9

　　　　　

1４0

　　　　　

146

　　　　　　

6４

　　　　　

124

　　　　　

107

　　　　　

544

　　　　　

537

　　　　　

538

　　　　　

290

　　　　　

499

　　　　　

470
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況
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その１

　

管理者別漁港数

第65表

　

漁

　　

港

　　

施

　　　　

(昭和４２年１月１日現在)

区

　　　　　　　　

分

　　

i第１種漁港|第２種漁港|第３ｔ漁港|第４種漁池|合

　

計

　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｓ

　　　　　

都道府県

　　　　

269

　　　

225

　　　

89

　　　

74

　　　

657
器票漠|市

　

町

　

村

　　　

1 930　183　　　　5　　　　1　　2 118

　　　　　　　

計

　　　　　　

2 199　1　　408　　　　94　　　　74　　2 775

管理者未指定のもの

　　　　　

３１

　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

３

　

合

　　　　　　

計

　　　　　

2 202　，　408　　　－94　　　　　ツ4　　2 778

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

117
（注）水産庁漁港部計画課調による。

参考表（２）漁

　

港

　

整

　

備

　

計

二べ7;百万ﾚこ新玉昌こﾄﾆ ］

；

　

１

　

ニド謡回:ド;;;

　

;Jパニ

北海名

　　

17 500　　16 983 1 572　　　1547 j.ﾘ　18］

合

　　

計

’

　　

100000　　67 994　1　6634 4 737　　　　6.6　　8061

(注) 水産庁漁港部計画課調による。

その１

　

性質別内訳

区 分

費
費
等
費
費

　
　
　

業
業

　
　

費
事
事

件
件

　

設

　
　

助
建
助

　
　
　

通
補

人
物
補
普

貸
そ

合

単独事業費

県営事業負担金

　　

付

　　　

金

　　

の

　　　

他

　　　　　

計

都 道

　

8 478

　

3 998

　

89ｸﾞ9

　

5 438

　

2 037

　

3邨1

　　　

j

　

87 816

　

2 648

117 357

昭

一
府

第66表

　

昭

　

和40年度

　

和

　　　　

40

　　　　　

年

　　　　

度

　

県

-

　

7.2

　

3､4

　

7.7

　

4.6

　

j.7

　

2.9

　　

－

74.8

　

2.3

100.0

-

322－

市 町

6 347

２ 634

9 151

7 693

　　

387

　

7 083

　　

2２3

19 94４

　

４ 231

50 000

　

村

-

　

12.7

　

5.3

　

18､3

　

15.4

　

Q,∂

　

14.2

　

0.4

　

39-９

　

∂.j
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純 計

14

　

6
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2
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設

その２

　

の

　　　

状

漁港施設の整備状況

況

(昭和41年３月31日現在)

　

尚－回回心∴］ご

　

ご１二次

　

こ臨詰⊇し謡説ﾊﾟｺﾞ

　　

２;:

　

言

　

ご

　

詣棄|けい船岸新設改良延長(km)

　　　　

11

　　　　

11 22
＿年量浚

　　

せ

　　

゜

　　

量

　

（千㎡）

　　　

3 1４5 673　　3818

（注）自治省調による。

画

　

の

　

進

　

捗

　

状

　

況

(単位

　

百万円・％)

39年度実績

　

昭和40年度実績

　　

昭和41年度見込

　

うち国費|進捗率'

j

事業費|うち国費|進捗率

1

事業費ﾚうち国費ﾚ進‾捗率

　　

2 311　　　j2.タ　　　5 587　　　3 019　　　21.6　　6 499　　34％　　別.∂

　　

1 550　　　16.4　　　1 953　　　1 853　　　2∂.∂　　2 256　　2 097　　3∂.∂

　　

1 805　　　jﾀ.5　　2H6　　　2 057　　　3j.∂　　2 309　　2 259　　44.8

　　

5 666　　　14.7　　9 656　　6 929　　　24.4　11 064　　7 852　　35.4

商

　

工

　

費

　

の

　

状

　

況

　

額

　

9.0

　

4.Q

扨.∂

　

7.∂

　

j.5

　

6.1

　

64.6

　

j.2

100.0

度
額
年3
9
計

和昭
純

13 146

　

6 61４

16 35２

12 930

　

２ 836

10 09４
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その２

　

財源内訳

第66表

　

昭和40年度商

　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

40

　　

年

　　

度〉

　

・

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　

町

　

れtl純

　

計Ｉ

　

額

１

　

使用料、手数料

　　　

1 521　　　1.3　　　l 114　　2.2　　　2 635 j.∂

　

諮塁金、負担金、寄

　　　　

497

　　　

0.4

　　　　

823

　　　

j.∂

　　　

884

　　

0.5

　

地

　　　

方

　　　

債

　　　

2 647　　2.3　　1 838　　a.7　　4 339　　2.∂

　

諸

　　

収

　　

入

　　

69 495　59.2　20 460　如.タ　89 186　54.2

　

その他特定財源

　　

10 049　　∂.∂　　3 233　　∂.5　　12 763　　7.∂

　

一般財源等

　　

33 148　2∂.2　22 532　45. j　54 702　訟∂

　

合

　　　　

計

　　

117 357　100. 0　50 000　100. 0　164 509　100. 0

その１

　

日的別内訳

第67表

　

昭

　

和

　

40 年 度

　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

40

　　

年

　　

度

　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計

　

額

土木管理費

　　

17 700　　3.0　22 855　　∂.7　40 044　4.4
道路橋りよう費

　　

234 993　　お.∂　114 509　　お.a　338 655　37. B
河川海岸費

　

ロ0 239　j∂.7　14 012　4.j　121 767　13.4
港

　　

湾

　　

費

　　

46 329　　7.∂　27 936　　∂.j　68 250　7.5
都市計画費

　

110 328　j∂.7　107 303　31.2　2H 678　23.3
住

　　

宅

　　　　　

71 206　12.0　57 229　扨.U 127 871　14.1

　

合

　　　　

計

　　

590 795　100.0　343 844　100.0　908 272　100.0

その２

　

性質別内訳

　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

40

　　

年

　　

度

　

区

　

り

都

　

道

　

府

　

県

　

１

　

市

　　

町

　　

村

　

１

　

純

　　

十

　　

額

人

　　

件

　　

費

　　

25 800　　4.j　38 225　乱j　64 025　7.り
物

　　　

件

　　　

費

　　　

3 770　　0､6　　8 332　　2.4　　12 102　　M
維持補修費

　　

24 092　　4. 1　23 131　　∂.7　47 223　ヽｊ.2
普通建設事業費

　　

505 979　砧.∂　258 568　　75.2　739 815　肛５

　

補助事業費

　

360 080　卯.9　123 382　お.∂　483 245　53.2

　

単独事業費

　　

98 573　j∂.ア　110 988　52.5　203 704　22.5

　

国直轄事業負担金

　　　

47 326 ∂.Q　　　5 540　　　j.∂　　52 866　　5.∂

　

県営事業負担金

　　　　　

－

　　　

－

　　

18 658 5.4　　　　　-　　　-I
失業対策事業費

　　　

4 010　　Q.7　　　710　　0.2　　4 720　　Q.5
貸

　　　

付

　　　

金

　　　

17 055　　2.∂　　4 725　　j.4　　21 476　　2.4
そ

　　

の

　　

他

　　

10 089　　j.7　10 153　　3.0　18 911　幻

　

合

　　　

計

　　

590 795　100.0　343 844　100.0　908 272　100.0

- 324 －



工費の状況（つづき）

度
額
年3
9
計

和昭
純

　

2 ４71

　　　

8０5

　　

1 ７７７

　

79 018

　

13 ２97

　

52 676

150 044

　　

j.6

　　

0.5

　　

l､2

　

52.7

　

8､8

　

35.2

100.0

土

　

木

　

費

　

の

　

状

　

況

度
額
年3
9
計

和昭
純

　

4２ 851

299 203

111 777

　

6２ 140

171 830

101 3４8

789 149

　　

５．4

　

37.9

　

14.2

　　

7.タ

　

2j.∂

　

12､8

100.0

度
額
年3
9
計

和昭
純

　

55 ４76

　

10 736

　

４3 614

638 ９２２

398 ２0２

192 6４9

　

48 071

　

4 839

　

19 015

　

16 547

789 149

　

7.0

　

1.４

　

５．５

81.0

50.5
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2
2

2
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465
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その３

　

財源内訳
第67表昭和40年度土

　　　　　　　　　　　　　

昭

　

和

　

40

　　

年

　　

度

　

区

　

<

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　

額

　　　　　　　　　　　

●

　

国庫支出金

　

208 121　お.2　64 552　j∂.∂‥　272 673　昶.0

　

都道府県支出金

　　　　

－

　　　

－

　　

9 054　　2,∂　　　　－　　　一

　

使用料、手数料

　　　

9 338　　j.∂　　10 845　　3.2　20 183　　2.2

　

諮塁金ヽ負担金、寄

　　　

27 387　　　j.∂　　10 994　　3.2　　28 555　　∂.j

　

地

　　

方

　　

債

　　

78 173　j3. 2　44 761　13.0　H9 386　址２

　

その他特定財源

　　

37 012　　∂.3　　40 291　　11.7　　73 364　　∂.j

　

一般財源等

　

230 764　39. j　163 347　47. 5　394 1H　g.4

　　

合

　　　　

計

　　

590 795　100.0　343 844　100.0　908 272　100.0

皿

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　

』

　　　　　

－

第68表昭和40年度道路

　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

40

　　

年

　　

度

　

区

　

り

　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

人

　　　

件

　　　

費

　　　

8 602　　j.7　　10 097　　∂.∂　　18699　　5.5
維持補修費

　　

19 369　∂.2　18 746　妬.4　38 115　n.3
普通建設事業費

　　

204 096　田.タ　80 777　70.5　274 312　∂j.0

　

補助事業費

　

132 697　邱.5　　9 786　　∂.5　142 394　42.1

　

単独事業費

　　

45 298　19.3　60 885　叙2　103 663　釦,∂

　

国直轄事業負担金

　　　

26 101　　U.l　　2 154　　j.9　　28 255　　∂.3

　

県営事業負担金

　　　　　

－

　　　

－

　　

7 952　　∂.9　　　　－　　　－
そ

　　　

の

　　　

他

　　　

2 926　　j.2　　4 889　　4.j　　7 529　　2.2

　

合

　　　

計

　　

234 993　100.0　114 509　100.0　338 655　100.0

第69表

　

道 路

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

道

　　　

区

　　　　　　　　　

分

　　　　

卜

　

・

4

　

要一“劃

　

計.

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

地方道
|
府県道

　　

゜

実延長

　　　　　　　　　

CA）（km）1

　

17 580　　31 822　　87 683　119 505
凶のうち舗装延長

　　　　

（Ｂ）（km）

　　　

8 442　　8 866　　10 562 19 428
㈲のうち改良済延長

　　　

(0 (km)　　10 067　　16 305　　22 760 39 065
㈲のうち自動車交通不能延長(D) (km)　　　　69　　　765　　6 201　　6 966
舗装率

　　　　　

（Ｂ）/（A）×100（％）

　　　

4∂.0

　　　　

27.タ

　　　　

12.0

　　　

16.3

　

//

　

前年同期

　　　　　　　　

（％）

　　　

44.∂

　　　　

22.∂

　　　

10.7

　　　　

13.9
改良率

　　　　　

(d)/(A)×100（％）

　　　

57.3

　　　

51.2

　　　

26.0

　　　　

む.ア

　

//

　

前年同期

　　　　　　　　

（％）

　　　

55.7

　　　

47.∂

　　　

24.3

　　　

30.5
自動車交通不能率

　

剛/㈲×100（％）

　　　　

0.4

　　　　

2.4

　　　　

7.j

　　　　

j.∂

　

//

　　　

前年|司期

　　　　　　　

（％）

　　　

0.･1

　　　　

2.7

　　　　

7.j

　　　

5.タ
昭和40年舗装延長

　　　　　

（km）

　　　

1 373　　　1 551　　　2 097 3 648
度事業量
｛
改良延長

　　　　　　

（km）

　　　

862

　　　　

914

　　　

1 407　　2 321
昭和40年度中新設実延長

　　　

（km）

　　　

145

　　　

351

　　　

1 099　　1 450
昭和40年度中廃止路線延長

　　

（km）

　　　

370

　　　　

1９2

　　　

1 636　　1 828

１

　

自治省調による。
２

　

地方公共団体が管理している道路のみであり､国直轄管理の国道を含まない。
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木費の状況（つづき）

度
額
年3
9
計

和昭
純

224 973

　　　　　

－

　

17 ２71

　

23 584

　

63 376

　

73 886

386 059

789 149

2８.　Ｓ

　　

－

　

２．２

　

3｡()

　

8.０

　

９．４

　

４８-9

100.0

橋

の

り

増

よう費の状況

度
額
年3
9
計

和昭
純

　

16 294

　

35 304

240 834

120 817

　

97 878

　

22 139

　　　　

－

　　

6 771

299 203

市

6
4
4
1
タ
６
９
δ
6
5
2
6
3
／
ｏ

ア
７
７

　
　

-
-

C
N
　
-

１
１
１

　

Ｃ
ｏ
　
"
^
　
０
０
　
"
＾
　
O
　
O

　
　
　
　
　
　
　

C
T
)C
T
j
　
Ｃ
Ｔ
)
　
C
T
)

現

-

　

町

一一

　　

５．4

　

11.８

　

§0.5

　

40.4

　

52.7

　　

7.4

　　　

－

　　

２､3

100.0

増

　

比

　　

減

-

　

47 700

　　　

－

　

2 912

　

4 971

　

56010

△

　　

522

　

8 052

　

119 123

比

減

　

2 405

　

2 811

33 478

21 577

　

5 785

　

6 H6

　　　

－

　　

758

39 452

村

　　　

道

847 057

　

27 548

118 153

367 581

　　　

3.3

　　　

2．7

　　　

13.9

　　　

12-６

　　　

４３.４

　　　

４３.４

　　

４ 62４

　　

6 ２46

　　

8 165

　　

４ 460

計

-

847

　

２7

Ｈ8

367

4
6
8
4

233
722
327
2
3
7
0
δ
4
4
6
2
8
6

C
O

.

.
　
■
　
－
.
　
C
O
　
i
n
　
0
0
　
Ｎ
｡

５
ｅ
ｎ
　
c
ｓ
i
　
-
^
^
i
　
o
o
　
e
n
　
C
Y
>
6
2
1
4

　
　
　
　

j
j
j
‘
４

－327

△

額

-

　

如.0

　　

－

　

2.j

　

4.２

　

４７、０

　

Ｏ､４

　

６.8

100.0

額

-

　

∂.j

　

7．１

　

８４､9

　

54.7

　

14-7

　

15.5

　　

－

　

j.タ

100.0

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増

　

減

　

率

　　　　

21-２

　　　　　　

－

　　　　

j∂.タ

　　

２１､１

　　

88.4

乙

　

0.7

　　

2.1

　　

15.1

15.5

　　

－

j?ﾀ.j

21.７

２２-８

釦.2

俘.∂

19.0

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増

　

減

　

率

jj.∂

　

８.0

13.9

17.9

　

5．9

27.6

　　

－

11.2

13.2

10.6

　

６．9

22.7

２５.　9

19.1

22.0

一
９

　

タ

19.6

(昭和41年３月3旧現在)

合

　　

計

984 318

　

55 592

167 459

374 617

　　　

5.６

　　　

４.9

　　　

17.0

　　　

15.6

　　　

3∂.j

　　　

57.9

　　

9 657

　　

9 ４35

　　

9 783

　　

6 674

主要地方道
(再

　　

掲)

-

　　

31 998

　　　

9 040

　　

16 479

　　　

766

　　　

28､3

　　　

23-２

　　　

５１.　S

　　　

4∂.7
4
7
3
0
4
8

　

・
・
6
2
7
0

2
2
5
9
3
2

　
　

Ｉ

Ｉ

　　　　　　　　　

Ｉ

　　　　　　　　

・

　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

■

　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ｉ

　 　 　 　 　 　 　　　

・

　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　

１

｜

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　

ｄ

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

’

　　　　　　　　　　　　

Ｆ

ｉ

１

｜

ｉ

－

－

｜

－

－

－

｜

！

｜

－

－

｜

！

－

－

！

｜



第70表

　

橋
り よ

　　　　　　　　

｜

　

国

　　　　　　

道

　　　　

レッし

Ｉ

　　　　

区

　　　　　　　

分

　　　

，

　　　　　　　　　

皿

　　　　　　　　

！

　

橋

　　　

数

　

｜

　

延

　　

長（ｍ）

　

橋

　　　

数

一

　

全橋りよう

　　　　　　

國

　　　　　　

15 938　　　　289 179　　　　　28 037

　

ゴ

　　

（８）

　

門;

　

2昌之

　　

ゴ

　

荷

1

制

:

橋

　　　　　　

（Ｃ）

　　　　　　　　　

二

　　

:ニ

　　

ニ

　

永久橋の比率(B)/(A)×100（％）

　　　　　　

9i.3

　　　　　　

96.1

　　　　　　

甜.3

　

岫話鯛‰

　

（％）

　　　　　　　

∂;.2

　　　　　　

9j.:

　　　　　　

?.5

　

。ｎ岨ﾀﾞ尚100㈲

　　　

y:

　　

2J6

　　

謡

　

昭事

　　　　

永久橋

　　　　　　　　　　　

428

　　　　　　　

12 467　　　　　　　698

　

‰
|靉1

台ｓ

　　　　　　

－

　　　　

－

　　　

・

　

ｋ
ａ

　

木：

　　　　　　　　

．
;

　　　　

３

ぶ

　　　　

ぷ

　　

区

　　　　　

分

　　　　

主要地方道

　　　

一般市町村道

　　　　　　　　

橋

　

（ｔ長（

ｿ

ｊＴ町ご‾脳:

　

全橋りよう

　　　　　　

國

　　　　　　

89

　　　

2 707　435 752　　3 235 346

　

公:

　　

（Ｂ）

　　　　　

85

　　　

プ27：コ

　

15二

　

ふ乙

　　　

。

　　　

ｊ

　　

てでに

　

で二

　

永久橋の比率(B)/(A)×100（％）

　　　　

95.5

　　　　　

97.タ

　　　

54.4

　　　　　

44.3

　

岫話鯛‰

　

（％）

　　　

弱.∂

　　　　

％.2

　　　

53.∂

　　　　

征ﾀ

　

(C)/(A)X100㈲

　　

：

　　

：

　

ゴ

　　

j□

　

昭事

　　

．

　

永久橋

　　　　　　　　　　

4

　　　　　

629

　　

5 846 66 507

　

‰靉

ｌ

ｎｌ

　　　　

－

　　

－

　

－

　

－・

j

　

年

　

|

　　　

木

　

橋

　　　　　　　　　　

－

　　　　　

－

　　

1 752　　　　18 496
/?¶白?しと改

　　　　

築

　　　　　　　　　　

－

　　　　　

－

　　

２ 405　　　　25 837

（注）１

　

自治省調による。

　　

２

　

地方公共団体が管理している橋りようのみであり、国直轄管理の橋りようは
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う の

(昭和41年３月31日現在)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

　　　　　　　　

道

　　　　　

府

　　　　　

県

　　　　　

道

　　　　　　　　　　　　　

I
;i‾jy‾‾ji

　　　

一

　

般

　

都

　

道

　

府

　

県

　

道

　　　　　　　　　

計

　　　　　　

‾j

躍‾夏‾臨

]

　

ｓ

　　　

llｘ

　

Ａ(ｏ

　

ｓ

　　　

ｌ）E

　

n≪'

　　　

416 636　　　　　72 725　　　　　905 187　　　　　100 762　　　　1 321 823

　　　

368 099　　　　　56 979　　　　　679 300　　　　　81 747　　　　1 047 3?9

　　　　

8 484　　　　　　　247　　　　　14 9H　　　　　　　329　　　　　23 395
1

　　　

40 053　　　　　15 499　　　　　210 976　　　　　18 686　　　　　251 C29

　　　

30 895　　　　　　9 146　　　　　137 723　　　　　11 250　　　　　168 618 ・

　　　　

∂∂.3

　　　　　　

7∂.3

　　　　　　

75.0

　　　　　　

81.1

　　　　　　　

79.2

　　　　

部.Q

　　　　　

75.2

　　　　　

71.3

　　　　　

73.0

　　　　　

75.8

　　　　　

7.4

　　　　　　

12.6

　　　　　　

15.2

　　　　　　

11.2

　　　　　　

12.8

　　　　　

∂.4

　　　　　　

13.3

　　　　　　

j4.タ

　　　　　　

12.0

　　　　　　

12.9

　　　

19 733　　　　　　1 853　　　　　35 415 2 551　　　　　55 14町

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　　　

46

　　　　　　

7

　　　　　　

386

　　　　　　

11

　　　　　　

432 j

　　　　

1 560　　　　　　　231　　　　　　3 840　　　　　　　2ｱ4　　　　　　5 400

　　　　

7 471　　　　　　　969　　　　　19 546　　　　　　1 261　　　　　27 017 ,･

　　　　

ｌ

ｎ

　　　

１

　

合

　　　　

１

　

ﾋ
12要
(
姦
)

方・

ﾉし_?し）Ｅ(･･･)橋

　

（ｔ

　

JI(・)）

　

iC I m :R(m)

　　

435 841　　3 238 053　　　552 541　　　4 849 055　　　28 126　　419 343

　　

237 233　　1 532 127　　　334 002　　2 857 437　　　24 853　　370 749

　　

10 481　　　　Z3 820　　　　10 838　　　　100 000　　　　　82　　　8 484 ，

　　

188 127　　1 632 106　　　207 701　　　1 891 568　　　3 191　　　40 110 '

　　

66 700　　　521 012　　　　ｱ8 536　　　695 985　　　2 104　　　30 895
1

　　　

54.4

　　　　　

47.3

　　　　　

60.4

　　　　　

58.5

　　　　

∂∂.4

　　　　

∂∂.4

　　　

53.8

　　　　　

44.9

　　　　　

59.3

　　　　　

56.4

　　　　

砧.5

　　　　

部.0

　　　

15.3

　　　　　

16.1

　　　　　

14.2

　　　　　

14.4

　　　　　

7.5

　　　　　

7.4

　　　

15.3

　　　　

17.5

　　　　

14.4

　　　　

15.3

　　　

∂.5

　　　

∂.41

　　　

5 850　　　　67 136　　　　　8 829　　　　134 751　　　　　702　　　20 362

　　　　

159

　　　　

2 959　　　　　　170　　　　　3 391　　　　　　4　　　　　46'

　　　

1 752　　　　18 496 2 033　　　　23 937 43　　　　1 560 1

　　　

2 405　　　　25 83ｱ　　　　　3 822　　　　56 321　　　　　292　　　7 47巾

含まない。
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参考表（３）道路整龍５ヵ年計画（昭和39～43年度）

その１

　

道路整備５ヵ年計画の負担区分の財源 (単位

　

億円)

　　　

区

　　　　　　　　

分

　　　　　

|総

　　

額|国

　　

費|地゛方費|公団等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　

一

　　

般

　　

道

　　

路

　　　　

22 000　　16 148　　5 852　　　　一

事

　　　

有

　　

料

　　

道

　　

路

　　　　

11 000 1 330 554　　　9H6
芙

　　　　　

小

　　　　　

計

　　　　　　

33 000 17 478 6 406 9 116

訳

　　　

地

　　

方

　　

単

　　

独

　　　　　

8000

　　　　

－

　　

8 000　　　　－

　　　　　

合

　　　

計

　　　　　

41 000　17 478　14 406　9 116

　　　　

揮発油税収入

　　　

14 927　　14 927　　　－　　　一

　　　　

石油ガス税収入

　　　　

129

　　　

129

　　　

－

　　　

一

財

　　　

地方道路譲与税収入

　　　　

2 715　　　　－　　2 715　　　－

　　　　

石油ガス譲与税収入

　　　　　

129

　　　　　

129

　　　　

－

源

　　

軽油引取税収入

　　　　

4 106　　　－　　4 106　　　－

　　　

地方債証券収入

　　　　　

27

　　　

27

　　　

－

　　　

一

内

　　　　　　

小

　　　　　

計

　　　　　　　

22 033　　15 083　　　6 950　　　　－

　　　　

国の一般財源等

　　　　

2 395　　2 395　　　－　　　一

訳

　　

地方の一般財源等

　　　　

7 456　　　　　－ 7 456　　　　－

　　　

公団の借入金等

　　　

9 116　　　　　－　　　　－ 9 116

　　　　　

合

　　

、計

　　　　　

41 000　17 478　14 406　9 116

（注）１

　

道路整備５ヵ年計画は、昭和40年１月29日閣議決定された。

　　　

２

　

負担区分および財源内訳は、建設省道路局道路総務課調による。

　　　

３

　

一般道路の地方費には、国直轄事業の分担金1 493億円が含まれている。

その２

　

道路整備５ヵ年計画実施後の道路整備状況見込

　

（単位km・％）

　　　　　　　　　　　　

整

　　

備

　　

状

　　

況

　

区

　　　　　　　　　　　

分

　　　　

1

　　　　　　　　　　　

39年３月末状況

　　

44年３月末状況

　

高

　

速

　

自

　

動

　

車

　

国

　

道

　　　　　　　　　　　

71

　　　　　　　　　　

629

　

都市1
It離　　　　　3ﾑ　　　　1回

　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　　　

31

　　　　　　　　

155

　　　　　　　　　　

改良状況

　　　

舗装状況

　

区

　　　　　　

分

　　　

昭和39年39年３月

　

44年３月

　

39年３月

　

44年3月

　　　　　　　

鰹尚尚

ぬ

　　　　　　　　　

延長(B)/(A)延長(C)I/(A)延長(勁|／倒延長㈲／㈲

一Ｈｓ諸賢・

　

Ｕ記昌ば昌胆沢雪隠認容j

(ly要否誓)賀道逞Gk寥諭夕)87
51920 35323.322 73326.0 7 730 8.815 17717.3

　　　　

計

　　　

147 80850 97334°56320942.826 16617‘ｱ5429136‘7

（注）建設省道路局道路総務課調による。
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その３

　

主要10ヵ国の道路整備状況

　　　　　　　

|
道路延長舗装道延長舗装率人口当り道路延長面積当り道路延長

区

　　　　

分

　　

（km）

　

（km）

　　

（％以

（千ぷト斤人昏ふ昂゜/k゛

ア

　

メ

　

リ

　

カ

　

5 864 546 2 264 213　　33. 6 179 323　　32り　9 363　0,525

フ

　

ラ

　

ソ

　

ス

　

1 429 994　499 998　　お.0　46 520　　昶り　　547　2.614

日

　　　　

本

　

990 708　73 873　　7.5 98 275　10. l＼　　370　2-６７８

オーストラリア

　　

865 677　　135 724　　15.7　10508　　∂2う　7 687　0.126

カ

　　

ナ

　　

ダ

　　

フ85 693　　140 944　　17.9　18 238　　にづ　9 976! り.079

イ

　　

ソ

　　

ド

　　

556 206　121 259　　w.o! 435 512　　j.7　3 046　0. 183

ブ

　

ラ

　

ジ

　

ル

　　

503 358　　16 002　　J.2　70 967　　7.j　8 512　0.05ﾀ

西

　

ド

　

イ

　

ツ

　　

380000

　

242 000　卵.7　53 977　　7.Q　　248　1.532

イ

　

ギ

　

リ

　

ス

　　

321 454　321 454　100.0　52 709　　∂ｽ　　244　1.317

イ

　

タ

　

リ

　

ア

　　

200001

　　

140000

　　

70.0

　

49 877 ■1.0,　　　301　　0.664

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜
(注) １

２

1966年版ＩＲＦ統計資料および建設省調による。

日本欄の数値は、昭和41年３月31日現在のものである。

その４

　

主要10力国の自動車保有状況

　　　　　　　　　　　　　

バス・トラ

　　　

．

　　　　　　

１台当り人口
ｇ

　　

万

乗
（晶）車

ﾄ

≒）

ﾚ

几
）

レ

ロ（千人）卜人/千お

ア

　

メ

　

リ

　

カ

　　　

75 024　　15 038　　90 062　　179 323　　　　2.0

西

　

ド

　

イ

　

ツ

　　　　

9 267　　　　　％0　　　10 227　　　53 977　　　　　5.3

フ

　

ラ

　

ソ

　

ス

　　　　

8800

　　　　

2 070　　　10 870　　　46 520　　　　　4､3

イ

　

ギ

　

リ

　

ス

　　　　

8 102　　　　1 464　　　9 566　　　52 709　　　　　5.5

カ

　　

ナ

　　

ダ

　　　　

5 038　　　　1 297　　　　6 335　　　18 238　　　　　2.９

イ

　

タ

　

リ

　

ア

　　　　

5 042　　　　　642　　　5 684　　　49 877　　　　　∂.∂

オーストラリア

　　　　

2 761　　　　　865　　　3 626　　　10 508　　　　　2.9

日

　　　　　

本

　　　　

1 878　　　　2 966　　　4 844　　　98 275　　　　20.5

プ

　

ラ

　

ジ

　

ル

　　　　　　

780

　　　　　

731

　　　　

1 511　　　70 ％71　　　　47.０

べ

　

♂レ

　

ギ.－

　　　　

1400

　　　　

249

　　　

1 649　　　9 190　　　　5.６

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

（注）1

　

1966年版ＩＲＦ統計資料および建設省調による。

　　

２

　

日本欄の数値は、昭和41年３月31日現在のものである。
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人
維
普

区

そ

　

合

分

第71表

　

昭

　

和

　

40

　

年

　

度

　

昭

　　

和

　　

年

　　

40

　　

度

都

　　

道

　　

府

　　

県

　

1 924

　

1 615

103 874

　

78 905

　

10 356

　

14 613

　　　　

－

　

2 8２6

110 239

　

1､７

　

ｊ．５

ﾀ4.2

71-６

　

９､4

13.２

　

2.
100.

こ
ｏ
ｏ

市

第72表

　

河川施設の整備状況

　

町

-

　

1 150

　

1 339

10 696

3 133

5 633

　　

8

　

1 922

　

827
14 012

　

村

-

　

∂.2

　

9.∂

76.3

22､4

40.2

　

0.0

13.7

　

5､9

100.0

　　　　　　　　　

昭

　

和

　

４つ

　

年

　

度

　

事

　

業

　

量

　

区

　　

り

　　　　　　　　

１級河川

　　

２級河川

　

１

　

合

　　　

計

jl叫§t賢台1で§原

　　　

ぼ回

　　

溜訟

　　　

裴沼

護岸疆賢台と餐沈

　　　

ぼ昌

　　

2n;

　　　

混沼

工

　　

作

　　

物

　

（箇

　　

所）

　　　　　　

758

　　　　　

1 017　　　　　　1 775

（注）自治省調による。

　　　　　

参考表（4）治山治水事業５ヵ年計画

その１

　

治水事業５ヵ年計画（昭和40～44年度） (単位

　

億円)

　　　　　　　　　　　　　　　　

投

　　　　

資

　　　　

総

　　　　

額

．

区

　　　　　　

゛

　

ト

　　　

（・

　　　

（

　　

ff

　

河

　

川

　

改

　

修

　

事

　

業

　　　　　　

2 952　　　　　　2 068　　　　　5 020

　

多目的ダム建設事業

　　　　　

1 308 362　　　　　1 670

　

砂

　　　

防

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　　

320

　　　　　　

1 460　　　　　080

　

建

　

設

　

機

　

械

　

整

　

備

　　　　　　　　

30

1

　　　　　　　

-

1

30

　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　

4 610　　　　　　3 890　　　　　8 500

　

ワｌツ肖ﾌﾚ

ﾀﾞ

ﾉﾚ

／

二

　

ｊ§

（注）１

　

建設省河川局河川計画課調による。

　　

２

　

治水５ヵ年計画は、昭和40年８月27日閣議決定された。

　　

３

　

この５ヵ年計画の進捗状況はつぎのとおりで、計画額8 500億円の34.0%

　　　

である。

　　　　

昭和40年度事業費

　　　

1 364億円

　　　　

昭和41年度事業費見込額1 526億円

― 332 ―

　　　　

費

　

修

　　

費
事

　

業

　

費

　

業

　

費

　

業

　

費
業負担金

　

負担金

　　　　

他

　　　　

計

　　　　

件

　

持

　　

補
通

　

建

　

設
補

　

助

　

事

単

　

独

　

事
国直轄事
県営事業

　　　　

の

-

｜

　　　　　　　　

１

　　　　

１

　　　　　　　　

・

１

　　　　　　　　　　　　　

。

｜

ｊ

－



河川海岸費の状況

純 計

　

3 074

　

2 954

112 305

　

82 026

　

15 658

　

14 621

　　　　

－

　

3 434

121 767

　

額

　

２．５

　

２、5

92.２

６７ ３

１２.9

12.０

　

2.

100.

一
C
Ｏ
０

昭

純

和 39

計

　

2 682

　

2 559

102 782

　

71 330

　

14 753

　

16 699

　　　　

－

　

3 754

in 77ｱ

年 度

額

2.4
2.3
犯

銘
13
μ

タ

∂

２

タ

一
ノ

　

０

　

C
O

　
　

１

増

比

一
減

2
5
3
6
5
8
一

9
9
2
9
0
7

3
3
5
6
9
0

　
　

9
0

　

2

　
　
　

1

　
　
　
　
　
　

△

△

　

320
9 990

(単位

　

百万円・％)

　　　　　

較

額

C
？
)
　
O
　
e
n
　
>
-
Ｈ
　
O
　
０
０
一
２
０

　

－
一
一
一
一
一

　
　

Ｉ
Ｉ

ｊ
４
５
７
タ
り

　

３
０

　
　
　

Ｏ
>
　
O

Ｃ
ｏ
　
　
０

　
　
　
　

ｊ

　
　
　
　

ｌ

　
　
　
　
　
　
　

△

　

△

増減率

14.6

15.4

　

9.3

1S-０

　

６．０

４
一
５
９

　

Ｉ

　
　

Ｓ
欄

２

　

ａ
８

ｊ
△

　

△

10.5

13.4

　

9．2

　

1､０

ず∂.５

２２.８

　　

－

３５.７

　

７.9

その2

　

治山事業5ヵ年計画（昭和40~44年度）

　　

（単位億円･千ha）

j:

　

IH

　　

治

　

乱

八

4i三卜･有三

　　

乱

］

　

事業１

緊

　　　

急

　　　

治

　　　

山

　　　　　　

7

　　　　

j36

　　　　　

43

　　　　　

5

E7

1

/

:

オ

　

Ｅ

　

ﾐJ

　

ミレヅ

≒・／ノ

　

ｊ二五ｺﾞﾑ心

予

　　　　　

備

　　　　　

費

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

150

ツツプヅ

|∧∧

ぷ

／

（注）1.｡林野庁治山課調による。（

　

）内は防潮林である。

　　

２

　

治山５ヵ年計画は、昭和40年８月27日閣議決定された。

　　

３

　

とづ５ヵ年計画の進捗状況はつぎのとおりで、計画額1 670億円の35.9%

　　　

である。

　　　　

昭和40年度事業費

　　　

276億円

　　　　

昭和41年度事業費見込額323≪円

― 333 ―

ｆ

　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　

ｄ．ｉ - ヴ |

ｉ

ｉ

－

ｉ

－

－

｜

－

ｉ

ｌ



人
維
普

区

そ

　

合

分

計

第73表

　

昭

　

和

　

40

　

年

　

度

一一
都

　　

道

　　

府

　

1 360

　　

730

37 012

27 028

　

3 471

　

6 513

　　　　

－

　

7 227

46 329

　

和
一
県

　

2.9

　

j.∂

7ﾀ.タ

Ｓ８ 3

　

7.5

14.1

一
<
ｏ

　

０

　

昂
｀
］

　
　

１

40
-
市

年
一
町

　

１

２３

　

９

　

７

　

２

　

４

　

２

２7

376
340
974
123
022
862
967
246
?36

度

村

O
^
C
S
j
O
o
l
ｓ
.
'
―
(
C
M
O
O
"
"
-
*
^

　

畷
■
■
響
Ｉ
自
Ｉ
Ｉ
Ｉ

^
a
t
―
<
≫
ｒ
)
c
s
j
i
≪
ｃ
:
)
t
^
ｃ
ｏ
０

　
　
　

Ｃ
Ｏ
　
Ｏ
Ｏ
　
C
V
J
　
'
-
i
　
≫
-
Ｈ

O

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

第74表管理者別港湾数

　　　　　　　　　

(昭和41年12月31日現在)

　　

区

　　　　

々

　

|都・皿|市“j‘村は蛮割港皿|小計|モのｔト

　

ｎ

　

特定重要港湾

　　　

6

　　　

6

　　　

3

　　　

－

　　

15

　　　

－

　　

15

　

重

　

要

　

港

　

湾

　　　　

64

　　　

12

　　　　

2

　　　　

1

　　　

79

　　　　

1

　　　

80

1

　

地

　

方

　

港

　

湾

　　　

451

　　　

363

　　　

－

　　　

－

　　

814

　　　

150

　　

964

　　

合

　　　　

計

　　　　

521

　　　

381

　　　　

5

　　　　

1

　　　

908

　　　

151

　　

1 059

(注) １

２

運輸省港湾局管理課調による。

「その他」とは、港湾管理者の未定のものである。

第75表

　

港湾施設の整備状況

　　　　　　　　　　　

(昭和41年３月31日現在)

　

区

　　　　　　　　　　　

分

　　　

|

総

　　

計

|

都

1

府県

　

市町

訳

村

Ｔﾝﾌﾞｼ日卜EレE

　

E

戮
嘩浴訃ﾐﾆ

　　

で

　

こ

　

ﾌ:

　　

浚

　

せ

　

っ

　

量（千㎡）

　　　

２9469　　　　22831　　　　6638

（注）自治省調による。

－334－

　　　　

費

　

修

　　

費
事

　

業

　

費

　

業

　

費

　

業

　

費
業負担金

　

負担金

　　　　

他

　　　　

件

　

持

　　

補
通

　

建

　

設
補

　

助

　

事
単

　

独

　

事
国直轄事
県営事業

　　　　

の

~

　

．

　　　　　　　　　

-

１

　　　　　　　　　　　　　　　　　

゛

　　　　　　　

心

－

－

｜

｜

－



港

　

湾

　

費

　

の

　

状

　

況

純

　　

計

-

2 736
1070
55 228
36 105
9 748
9 375

　　

－
9 216
68 250

額

-

　

4.

　

j.

∂0.

52.

j4.

13.

昭

純

和 39

０

∂

９

タ

∂

７

一
Ｕ
２
O

　

２
0
0

　
　

１

　　

計

-

　

2 422

　　

939

49 343

29 858

10 736

　

8 749

　　

－

9 436
62 140

年 度

額

<
ｙ
i
　
t
ｃ
　
'
^
　
o
　
≪
ｏ
　
'
-
Ｈ
一
2

C
ｒ
ｔ
　
>
-
Ｈ
　
C
T
i
　
Ｏ
Ｄ
　
(
n
.
　
＾
S
i

Ｕ
＾

　
　

Ｎ
.
　
'
＾
　
>
―
I
　
･
-
i

"
-
I

100.0

増

比
－
減

　　

314

　　

131

　

5 885

　

6 247

△･

　

988

　　

626

　　　　

－

△

　

２20

　

6 110

(単位

　

百万円・％)

　　　　　

較

額

　　

５．ｊ

　　

２､２

　

９６､3

　

102.2

△扨.2

　

10.3

　　　

－

Ｊ

　
0

3
0
0

△
１

増減率

△

13.0

14.0

11.9

20.9

　

9､２

　

７．２

一
３
８

　
　

一
一

　

２
９

　

△

11.0

41､4

26.6

２０､2

41　9

32.9

　　

－

39.1

33.3

参考表５

　

港湾整備５ヵ年計画（昭和40～44年度）

　　　　　　　　　　　　　　

ｙ

　　　　　　　　

（単位

　

億円）

　　　　　　　　　　　

投

　　

資

　　

総

　　

額
区

　　　　

分

　　

基本施設

　

機能施設

　　

。

　

’

1

　

お

　　

も

　　

な

　

事

　

業

　　　　　　　　　

整

　

備|整

　

備|

　　

計

外国貿易港湾

　　　

1 513　　　535　　2 048　外貿岸壁157バース等

内国貿易港湾

　　　

1 656　　　320　　1 976　霖峯岸壁110バー゛離島港

産業港湾

　　　

842

　　　　

95

　　　　

937顕詔畝油’゛鋼゜９

船

　

路・避難港

　　　　

181

　　　　

－

　　　

181

　　

1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1
そ

　　

の

　　

他

　　　　

108

　　　　　

－

　　　　

108

　

作本船整備、港湾事業調査

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜
調

　

整

　

項

　

目

　　　　

550

　　　　

50

　　　　

600必要に応じ他の項目に繰入れ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・使用・、

　

小

　　　

計

　　　　

4 850　　　1000　　5 850

地

　

方

　

単

　

独

　　　　

650

　　　　　

－

　　　　

650

　

合

　　　

計

　　　　

5 500　　1 000　　6 500

（注）ｌ

　

運輸省港湾局計画課調による。

　　

２

　

港湾整備５ヵ年計画は、昭和40年８月27日閣議決定された。

　　

３

　

この５ヵ年計画の進捗状況はつぎのとおりで、計画額5 850億円の35.8%

　　　

である。

　　　　

昭和40年度事業費決算額665億円

　　　　

昭和41年度事業費見込額769億円
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区

　
　
　

助

　

独
’

　

∴

：

人

　

維

　

普

件

　

補

　

設

事

　

事

事

修

業
Ｊ
業
業
一

分

,/
国直轄事業負担金

　

ﾉ県

を

　

合

営事業負担金

　　

の

　　　　　

他

　　　　　　

計

第76表

　

昭．和‘へ40 ’年度

　

昭

　

和

　

40

　

年

　

度

都

　　

道

　　

府

2 376

　　

４26

103

　

80

　

22

－－ J ●

　　

４

－

　

・
110

113

617

496

-

413

328

県

　

２､1

　

0．４

認･ﾀ･

７３､1

ヽ20.4＼

　

－ ---

　　

－

　

４､0

100.0

市

一一

第77表都市計画の状一況

その１

　

都市計画法適用市町村数

町

　

6 560

　　

719

92 536

も２ 84F

２5 597

　　

･一一

ｊ99

　

｀NI

'ヤ3 599

　

ゝヽ･.‥/

　　

7 488

107 303

　

村

”で･77~

　

６､1

　

0.７

８６.2

58､6

　　

23.∂

皿●w･w－

I

　

0､５

　

3､3

　

7.0

100.0

(昭和41年１月１日現在)

　

区･

　　　　　

分

　　　

市

　

町

　

村

　

数

　

｜

　

法

　

適

　

用

　

数

　

｜指

　　

定

　

率

　　　　　　

市

　　　　　　　　　　　　　

561

　　　　　　　　

561

　　　　　　

、100.0

町

　　　　　　

、.村

　　　　　　

2 814　　　　　　　814 2∂.9

　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　

3 375　　　　　　　1 375　　　　　　　40.7

(注) １

２

建設省都市局都市計画課調による。

東京区部は１市として計上。

　

’
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都市計画費の状況

純

　　

計

　　

額

　　　

8 936

　　　

1 145

へ189 95ご

　　

143 409

８

　

９

　

一

４

　

９

０

　

４

６４

'-一一l-t-64t

　

211 678

　

４．２

　

０．∂

∂ﾀ.7

67.7

２１､８

　

ｏ､２

　　

－

100.0

昭

‾純

和
‾きり

計

　　

7 ４64

　　　

802

154 ４88

111 ４2２

１

　

５

　

一

８

　

８

７

　

２

２４

－-一一一一９･･０7６

　　　

171 830

年 度i

須

４．３

　

0

∂9

５

９

64.8

24.タ

　

０．２

　　　

一

一一5.3

100.0

---･----

　

．¶ａ･ａ

　　　

－

　　　　

・
その21都市計画地域地区指定状況

'増

比
一
減

　

1 472

　　　

343

35 468

３１

　

３

,-２

39

987

267

２１４

　

－

848

(単位

　

百万円・％)

　　　　　

較

　

額

　

3.7

　

0．９

８９.０

∂0.3

　

8．２

　

り．５

　　

－

　

６．４

100 ０

増減率

扨

42

2J

2∂

　

7

Z5

.２8

23

７

∂

０

７

∂

ｊ

－

３

２

12.2

69.6

27.2

２５.6

3j.∂

　

∂.Q

20

26

(昭和41年３月31日現在)

∂

．

３

ブノ

　

゛瞬Ｏ゛竺

　

し
一一一

二:全休ﾌﾟ堅迎ま

円託戦三くしに丁二

　

ごオレト二銚言ﾚﾚﾌﾟｽﾞ

,途,

　

事務所地区

　　

2

　　　

50

　

蕭

　

I美,観

　

地

　

区

　　　

4

　　　　

420

　

観i光

　

地

　

区

　　　

1

　　　　

60

　

‘I

　

|

　

緑）地域

　

20

　

33 290

卜丿誉地区　185　124

800

⑤な八卦不

卜

Z;1ﾂｽﾞi

-

ly

-

:。m Mi ＼K 2じｽﾞ|-12とでS

（注）建設省都市局都市計画課調による。
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その３ 都市人口１人当り公園面積 (単位

　

ｍり

に

　

1

　

:ト

0.63 - a三ﾝｸﾞ　ｏＪﾐｙ

　

横

　　　

浜

　　　

市

　　　　　　　

1.31

　　

ワ

　

シ

　

ソ

　

ト

　

ン

　　　　　　　

45.2

　

名

　　

古

　

屋

　

市

　　　　　　　

2.66

　　

シ

　　　

カ

　　　

ゴ

　　　　　　　

7.9

　

京

　　　

都

　　　

市

　　　　　　　

1.19　　p　　ｙ　　ド　　ｙ　　　　　　　9.2

　

大

　　　

阪

　　　

市

　　　　　　　

1.10

　　

パ

　　　　　　　　

リ

　　　　　　　　

8.9

　

神

　　　

戸

　　　

市

　　　　　　　

2.70

　　

ウ

　　

ィ

　　

ー

　　

ン

　　　　　　　

26.7

　

仙

　　　

台

　　　

市

　　　　　　　

2.94

　　

モ

　　

ス

　　

ク

　　

ワ

　　　　　　　

10.9

　

福

　　　

岡

　　　

市

　　　　　　　

2.20

(注) 建設省都市局都市計画課調による。

その４

　

都市計画事業の状況

　

区

　　　　　　　　　　　

分

　　　

昭和41年3月31日現在

　

進捗率認昭和40年度

　　　　　　　　　

計

　

画

　

㈲

　

実施済（Ｂ）

　

（％）

　

事業量

昌ご∴;おドニド驚

　

二回

街路新設改良延長（km）

　　　

27 705 8 180　　　　29､５，　　878。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜
:∴:∴:（ご

　

二

　

ご

　

::Jシ

　

二

言Ｔ:Ｔ:ニｌニドニ

　

ニレニ

墓

　　

地

　　

面

　　

積（千㎡）

　　

24 430　　　9 025　　　政ﾀ 991

（注）自治省調による。
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参考表６

　

道路整備５ヵ年計画中の街路事業
(単位

　

億円)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

投

　　　

資

　　　

総

　　　

額

　

区

　　　　　　　　　

分

　　

し

　

ｓ）ｈう）

　

ｓ

　

計

一

　　　

般

　　　

国

　　　

道

　　　　

1 079　　　　　15　　　　　88　　　　1 182 ，

主

　

要

　　

地

　　

方

　　

道

　　　　

1 279 67　　　　　142　　　　1 488

そ

　

の

　

他

　

の

　

地

　

方

　

道

　　　　

2 148　　　　163　　　　509　　　2 820

　

小

　　　　　　　　　

計

　　　　　

4 506　　　　　245　　　　　739　　　5 490

道

　

路

　　

の

　　

調

　　

査‾‾‾‾‾・‾'I

　

合

　　

．

／／／

よ

（注）１

　

建設省道路局道路総務課調による。

　　

２

　

道路整備５ヵ年計画は、昭和40年１月29日閣議決定された。

　　

３

　

この計画中街路事業の進捗状況はつぎのとおりで、計画額5500億円の

　　

64.2%である。

　　　　

昭和39年度事業費

　　　

1 083億円

　　　　

昭和40年度事業費見込額1 231億円

　　　　

昭和41年度事業費見込額1 216億円
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人
維
普

貸
そ

区

合

件
補
設

　
　
　

建

　

持

付
の

事
事
業

分

計

第78表

　

昭

　

和

　

40

　

年

　

度

　　　　　　　　

-

　

昭

　　

和

　　

40

　　

年

　　

度

都

　　

道

　　

府

　　

県

　

1

　

1

53

40

12

11

　

2

71

,850

828

045

096

949

　　

－

579

904｡

206

　

2.６

　

２．6

　

74.5

　

56.3

　

18.2

　　　

－

　

16-2

　　

4.j

100.0

市

第79表

　

公

　

営

町

　

2 966

1 713

47 919

38 170

　

9 727

　　　

22

　

1 379

　

3 ２52

57 229

住

村

e
v
j

o

^
Ｏ

e
*
i

　

83､7

　

66.7

　

17.0

　

0.0

　

2.4

　

5､7

100.0

宅

　

区

　　　　　　　　

分

　　　　

１

　　

公

　　　　

ぎ

　

1

　　

2

住

　　　　

宅

　

種

回回にべ

　　　

翼

　　　

二

（注）自治省調による。

参考表（7）公営住宅建

　　　　

第

　　　　

１

　　　　

期

　　　　

第

　　　　

２

　　　　

期

区

　

ｿ

（昭和27～29年度）

　　　　

（昭和3o～32年度）

　　　　

計

　

画

　

実

　

績|進捗率

　

計

　

画|実

　

績

　

進捗,率

第

　

１

　

種

　

135000

　

99 051　　73.4　100000　80 190　　80.2

第

　

２

　

種

1

　

45000

1

　

24％

］

　　

55.5

　

55000

　

62 005　112.7

　

計

　　　

180 000　124 020　　68.6　155 000　142 195　　9□

（注）１

　

建設省住宅局計画課調による。

　　

２

　

過年災および予備費補正予算支出当年災の災害公営住宅を含まない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　

一即O－

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　

-

Ｌ

　　　　

Ｅ

　　　　　

四|

-

－

ｉ

－

｜

－

－

！



住

　

宅

　

費

　

の

　

状

　

況

純

　　

計

　　

額

　

4 816

　

3 541

100 774

78 25２

22 522

　

1２

　

5

127

ﾌｱ8

969

878

　

3.7

　

2.∂

78.８

61.2

17.６

一
〇

　
　

０

　
　

ｊ

　

4.7

100.0

昭

純

和 39

計

4 139

3 048

80 405

63 034

17 371

　

9 225

　

４ 531

101 348

年

等

　

の

　

設

　

置

　

状

　

況

度

額

　

４、I

　

3.0

79.5

62.2

ｊ

　

一

ｊ

　

タ.j

　

4、5

100.0

増

比
一
減

　　

677

　　

４93

20 369

15 218

　

5 151

　

3

　

1

26

553

４38

530

(単位

　

百万円・％)

　　　　　

較

額

　

２．５

　

１．９

７６.8

57.4

19 ４

　

13 ４

　

５．4

100.0

増減率

1６.4

16.2

２５.3

24.1

2ﾀ.7

58.5

31 7

26.2

10

j∂

扨

j∂

　

7

４

タ

２

∂

∂

一

　

　

２

　

卯

ゐﾀ.7

　

16.9

(昭和41年３月31日現在・単位

　

戸)

　

改

　

良

　

住

　

宅

　　　

その他の賃貸住宅

　　

合

　　　　　　　

計

＼＼＼＼j∧＼|……⊃＼……IJ111

設

　

３

　

ヵ

　

年

　

計

　

画

(単位

　

戸 ％）

　

第

　　　

３

　　　

期

　

１

　

第

　　　

４

　　　

期

　　　

第

　　　　

５

　　　　

期

　

－(昭和337ｙ箭.善渡).､＿

　

_.(昭言脆-ﾘ8年度レ_‥.二昭JP 39―か年度)　｜

ﾕﾂ）剛皿回≒（実回心率卜回‰ノ訪問

67000

　

61 637　90.2　66000　64 984　∂∂.5　80000　78 071　　97.6

90000

1

82 3ｱﾌ　ﾀj.5

1105000　96

298　幻.7　120000　118 053

1　卵.j

157 000 144 014 1　91.711ｱ1 000 161 282　94.3　200 000　196 124
1　98､

1
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参考表（8）住宅建設５ヵ年計画（昭和41～

-

　　　　　　　　　　

資

　　　　　　

金

　　　　　　

区

　

区

　　　　

分

　　

総

　

戸

　

数

　　　　　　　

公

　　　　　　

的

　　　　　　　

資

　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

　　　　　　　　

(
註
良
否
宅
賃含否)|

　

公庫

　　

公団

　

|その他

北

　

海

　　

道

　　　　　

320

　　　　　　　　　　

38

　　　　　　　　

57

　　　　

28

東

　　　　　

北

　　　　　

520

　　　　　　　　　　

38

　　　　　　　　

110

　　　　

31

で

　　　

之

　　

雪

　　　　

イ

　　　　

5:;

　　

14:

ま

　　　　　

ま

　　　　　

ぷ

　　　　　　　　

ぷ

　　　　　　　　

二

　　　

ぶ2

；

　

；

　

二

　　

?2

　　

こ

　

71

≒

　　

ノ

　　　　

よ

　　　　　　

ぷ

　　　　　

心

　　

ぷ

（注）住宅建設５ヵ年計画は、昭和41年７月29日閣議決定された。

その１

　

性質別内訳

第80表

　

昭

　

和

　

40

　

年

　

度

回
○ﾄﾞて≒

その２

　

財源内訳

区

　　　　　　　　

分

　　　　

昭

　

和

　

40

　

年

　

度

　

|

　

昭

　

和

　

39

　

年

　

度

　　　　　　　　　　　　　

純

　　　

計

　　　

額

　　　

純

　　　

計

　　　

額

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　　　　　　　　　　

5 962 5 520
使

　

用

　

料、手

　

数

　

料

　　　　　　　　　　　

5 324　　　　　　　　　4 127
諸

　　　　

収

　　　　

入

　　　　　　　　　　　　　

730

　　　　　　　　　　　

720
その他特定財源

　　　　　　　　

4 636 3 251
一

　

般

　

財

　

源

　

等

　　　　　　　　

166 046　　　　　　　145 767

　

合

　　　　　

計

　　　　　　　　　

182 698　　　　　　　159 385
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45年度）に基づく地方住宅建設５ヵ年計画

金

計

123

179

884

　

46

4
0
0
2
2
0

7
5

　

4
8
5
3

2

　

4

　

1

　
　

2
4

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

<
Ｎ

分

調整分

270

270

民

　　

間

4 000

持

警

　

察

　

費

　

の

　

状

　

況

増

　

２１

　　

１

△

23

比

236

431

　

４6

572

120

313

減

所

　　

有

額

一

　

９１､１

　

∂.j

ａ
O
　
C
V
J
　
O

100

2
1
0
　
"
Ｏ
０

― 343

家

　　

130

　　

370

1 190

0
0
0
0
0
0
0

9
8

　

４
１

　

４
０
５

　
　

３

　

4
２
1
４
3

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

Ｑ
Ｑ

借

(単位・千戸)

関

　　

係

　　

区

　　

分

家

160

110

0
0
0
0
0

9
4

　

6
7
1

0

　
　

2

　

6
1

1
‐
・

　　　

60

　　

200

2 700

増

　　

減

　　

率

a

1６ 4

　

9.4

　

j.タ

　

５．2

10.3

14.6

給与住宅

3
0
4
0190

0
0
0

1
0
4

　
　

１

　

１

6
0
２
0

　

60

650

(単位

　

百万円・％)

　

較

1８. !

　

５．0

16.2

Z7.2

　

6．5

17.7

(単位

　

百万円・％)

　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

較

増

　　　　　　

減

　　　　　　

額

　　

う･ｓ

　

率

　

鴎

　

姦

　

粟

　　　　　

442

　　　　　　　　　

j.9

　　　　　　　　　

∂.0

　　　　　　　

朋.5

　　　　

1 197　　　　　　　　　5.2　　　　　　　　29.0　　　　　　心　J.0

　　　　

．ﾑ2

　　　　

2:2

　　　　

お

　　　

jj

　　　　

20 279　　　　　　　∂7.01　　　　　　j∂.91　　　　　　j∂.2

　　　　

23 313　　　　　100.0　　　　　　14.6　　　　　17.7

ｄ

　　　　　　　　　　　

ｉ

　　　　　　　　　　　

ｌ

ｊ

　　　　　　　　　　　

・

　　　

・

　　　　　　

｜

．

　　　　

¶

　　　　　　　　

．

　　　　　　　　

．

　　　　　　　

｜

←

ｌ

ｌ

ｉ

－

｜

－

ｉ

－

一

一

－

ｉ

－

ｉ

－

｜

｜



第81表，警

　

察

　

職

　

員

　　　　　　　

ljj-叫●-㎜-

　

-.r■jJ･-四･Wj･--●

区‥→

l

。

j7T7;W‘脊T゛゛こ|譜

J
jj;年

器三……劉十]ｉﾑ

　　

29

　　　　　　　　　　　

270

　　　　　　　

－

　　　　　　

270

　　　　

125 725

　　

E

　

ミ

　

]レヨ

　　

ミ

　

ヰ

　

]トヨ

く＼卜]

‥

EEIIと五1

(注) １

２

昭和33～35年は５月１日現在、昭和36～39年は５月31日現在。昭和40、41年

地方警務官は警察庁調、その他は自治省調による。、

第82表‥刑法犯 年次主

　　　　　　　　　　　　

j･･----

　

･-･･㎜a=--¶¬l←-W㎜■'皿秤--

　　

㎜辱

　

r〃皿■･.-

　

.J･--a4-

　

区

　

･-

　　

一一分

　

|

　

竺と三゛ﾔ
Ｊｕａ

Ｔ

ｌｎＥ

ﾄ

ｎｲｔ

　　　　　　　　

件

　　

数|指

　

数

一

　　　　

-
｜

　

昭和31年

　　

1 410 411　　　100.0　　　2 617　　　3 749　　　1 607

　　　　

32

　　　　

1 426 029　　　　101.0　　　　2 524　　　　4 121　　　　1 520

　　　　

33

　　　　

1 440 259　　　　102.1　　　　2 683　　　　5 988　　　　1 720

　　

‾‘'‾‾‾34"‘

　　

｀"‾'コ"4B3"25B~r

　　

-105.2｀‘"･２一一683｀"'

　　

6 140　　　　t 662

　　　　

35

　　　　

1 495 888　　　　106.1　　　　2 648　　　　6 342　　　　1 743

　　　　

36

　　　　

1 530 464　　　　108.5　　　　2 619　　　　6 487　　　　1｡ 757

　　

.‥.37

　　　　

1 522 480　　　　107.9　　　　2 348　　　　6 125　　　　1 567

　　　　　　　　

U--=･〒=･･r■･

　　　

r■

　

ria-･皿

　　

-=r-¶¶S-〒¶-

　　　

rf

　

a

　　　　

･･JJ

　　　　

38

　　　　

1 557 803　　　　110.5　　　　2 283　　　　6 239　　　　1 493

1

　　　　

39

　　　　

1 609 741　　　　114.1　　　　2 366　　　　6 857　　　　1 597

1

　　　　

40

　　　　

1 602 430　　　　113.6　　　　2 288　　　　6 648　　　　1 457

(注)
１

２

警察庁刑事局調であり、歴年で調査したものである。

14歳未満の件数は除いてある。
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数 の 推 移
(単位・

W ●J■¶W9¶讐〃-

人）

察職員または地方警察職員

　　　　　　　　

合

　　　　　　　　　　　　　　　

計

　　　　

ｉ

ｏ職（

　　

ル

　　

ペ

察ｔﾚ事ｓａ（………f－ －”！

　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　

65 462　　　　　5 7％　　　　　　71 258
1

　　

15000

　　　　

110 000　　　125 000　　　　31 955　　　　156 95y

　　

19 244　　　　144 969　　　125 995　　　　19 244　　　　145 239 ・

　　

19 085　　　　141 025　　　122 200　　　　19 085　　　　141 285

1

　　

19 956　　　　143 939　　　124 243　　　　19 956　　　　144 199

　　

19 529　　　　146 345　　　127 076　　　　19 529　　　　146 605

1

　　

二

　

詔

　

ご

　

二

　

詔

　　

21 476　　　　158 703　　　137 527　　　　21 476　　　　159 003

　　

ニ

　

コ;

　

二

　

謡

　

ニ

　　

22 571--一一　　172 891　　　150 640　　　　2２ 571　　　　173 211

は４月１日現在の職員数である。

要罪種別発生の状況

強盗社数

　

|

窃盗件数

　　

暴,行件数

　　

傷害件数

　　

脅迫件数

　　

恐喝件数

　　　

’5 285　　1‘007 649　　　　36 039　　　66 883　一一 ‥7 181　　　27 736

　　　　

5 029　　1 005 101　　　　38 038　　　70 023　　　　6 964　　　28 269

　　　　

5 442　　　990 602　　　　45 787　　　73 985　　　　8 088　　　38 684

　　　　

5 192　　1‾ぴ27 992　　　　46 794　　　73 014 －　　　7 354　　　41 599

　　　　

5 198　　1 038 418　　　　44 250　　　68 304　　　　6 717　　　41 060

　　　　

4 491　　1 051 874　　　　45 650　　　68 321　　　　6 807　　　45 306

　　　　

4 142　　1 055 23Z　　　　43 167　　　63 918　　　　5 966　　　45 034

　　　　

4 021　　1 066 044　　　　44 687　　　59 730　　　　6 339　　　42 032

　　　　

3 926　　1 057 531　　　　46 965　　　61 282　　　　6 995　　　40 892

　　　　

3 886　　1 027 403　　　　44 103　　　58 702　　　　6 176　　　35 287

　　　

＝〒･--･警

　

－W-皿■a←¬y■-r--W〒-----一一-一一　　-　-　-W一一一rlyi-■■一皿¶一匹-a.=－■－=･･
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第83表

　

交通事故等発生の状況

区

　　　

々
ＩＰ諮警帑厚l交

　

通

　

事

　

故

　

件

　

数

　

昭

　

和

　

25

　

年

　　　　　　　　　　　　　

8 618　　　　　　　　　　33 212

　　　　　　　

29

　　　　　　　　　　　　　　　

36 072　　　　　　　　　　　93 869

　　　　　　　

31

　　　　　　　　　　　　　　　　

56 339　　　　　　　　　　122 691

　　　　　　　

32

　　　　　　　　　　　　　　　

71 600　　　　　　　　　　146 833

　　　　　　　

33

　　　　　　　　　　　　　　　

86 329　　　　　　　　　　168 799

　　　　　　　

34

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

100 466　　　　　　(371 763) 201 292

　　　　　　　

35

　　　　　　　　　　　　　　　

117 071　　　　　　　　　　449 917

　　　　　　　

36

　　　　　　　　　　　　　　　

1２9 5４9　　　　　　　　　　493 693

　　　　　　　

37

　　　　　　　　　　　　　　　

137 696　　　　　　　　　　479 825

　　　　　　　

38

　　　　　　　　　　　　　　　

180 3２7　　　　　　　　　　531 966

　　　　　　　

39

　　　　　　　　　　　　　　　

２24 383　　　　　　　　　　557 183

　　　　　　　

40

　　　　　　　　　　　　　　　

２58 805　　　　　　　　　　567 286

（注）１

　

警察庁調であり、歴年で調査したものである。

　　

２「業務上等過失致死傷害罪発生件数」の昭和31年以降の件数にはL4歳未満の

　　　

者の件数を除いてある。

　　

３「交通事故件数」の昭和35～36年には軽微な事故を含んでいる。

　　　　

なお、昭和34年の（

　　

）数は東京都と大阪府の軽微な事故を含んだ件数で

　　　

ある。

その１

　

性質別内訳
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第84表

　

昭

　

和

　

40

　

年

　

度

　　

区

　　　　　　　　　

分

　　

｜

　　

昭

　　

和

　　

４０

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　

゛都

　

道

　

府

　

県ｌ

　

市

　　

町

　　

村

　

人

　　　　　

件

　　　　　

費

　　　　　　

9 783　　お.∂　　　　　33 626　　弱,３

　

物

　　　　　

件

　　　　　

費

　　　　　　　

646

　　

5.5

　　　　　

7 755　　招,∂

　

普

　

通

　

建

　

設

　

事

　

業

　

費

　　　　　　　

988

　　　

∂.4

　　　　　

9 45S　　扨.タ

　

そ

　　　　　

の

　　　　　

他

　　　　　　　

288

　　

2.5

　　　　　

4 963　　∂,9

j

　

合

　　　　　　　

計

　　　　　

11 705　100.0　　　55 799　100,0



消

　

防

　

費

　

の

　

状

　

況

純

　　

計

　　

額

43 409

　

8 401

10 443

　

4

66

5４3

796

　

６５.0

　

12.6

　

15.6

　

∂.∂

100.0

昭

純

和 39

計

37 233

　

7 397

　

9 3２0

　

４000

57 950

年 度

額

　

64.2

　

j2.∂

　

16.1

　

6､9

100.0

－347－

増

比

　

減

6 176

1 004

1 1２3

　

5４3

8 846

(単位

　

百万円・％)

　　　　　

較

　

69 ８

　

１１、３

　

１２.７

　　

６．2

100.0

増減率

16.6

13.6

12.0

13.6

15.3

加

　

９

　

タ

5j

18

Ｊ

Ｑ

２

∂

５

-

｜

｜

ｊ｜

ｉ

！

！



その２

　

財源内訳

第84表

　

昭

　

40

　

和

　

年

　

度

第85表

　

消防職員数の推移

　　　　　　　　

(単位人)

区

　　　　　

分

　

|

　

消

　

防

　

職

　

員

　

数

昭

　

和

　

８

　

年

　　　　　　　　　　

3 702

　　　　　　

22

　　　　　　　　　　　　

21 683

　　　　　　

30

　　　　　　　　　　　　

31 194

　　　　　　

33

　　　　　　　　　　　　

34 771

　　　　　　

34

　　　　　　　　　　　　

36 222

　

‾‘" 35” ’　‾’　　　　　　　137 763

　　　

’‘‾

　

36｀”

　　　　　　　　　　

39 012

　　　　　　

371

　　　　　　　　　　　　

41 987

　　　　　　

38

　　　　　　　　　　　　

44 152

　　　　　　

39

　　　　　　　　　　　　

46 499

　　　　　　

40

　　　　　　　　　　　　

48 931

　　　　　　

41

　　　　　　　　　　　　　

51 649

1

（注）１

　

自治省調による。

　　　　　　　　　　　　　　　

㎜■

　　　

㎜

　

㎜㎜

　　

２

　

昭和33～35年は５月１日現在、昭和36～39年は５月3旧現在、昭和40, 41年

　　　

は４月１日現在の職員数である。
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区

　　　　　　　　　

分

　　

｜

　　

昭

　　

和

　　

40

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　

都

　　

道

　　

府

　　

県

　　

市

　　　

町

　　　

村

国

　　

庫

　　

支

　　

出

　　

金

　　　　　　　　　

11

　　　

0.j

　　　　　　　

1 129 2.0

地

　　　　　

方

　　　　　

債

　　　　　　　

370

　　

3.2

　　　　　

2 768　　5.Q

そ

　

の

　

他

　

特

　

定

　

財

　

源

　　　　　　　　

76

　　　

Q.∂

　　　　　

3 880　　7.0

一

　

般

　

財

　

源

　

等

　　　　

11 248　卯.j　　　　48 022　部.0

　

合

　　　　　　　

計

　　　　　

11 705　100.0　　　　55 799　100.0



消

　

防

　

費

　

の

　

状

　

況

純

　　

計

1 140

2 918

3 710

59 028

66 796

額

　　

１．7

　　

4.4

　　

5．5

　

88.4

100.0

昭

純

度

　

額

年3
9

　

計

和

　　

7４1

　

２ 748

　

3 262

51 199

57 950

　　

j.3

　　

j.7

　　

5．６

　

８８ 4

100.0

増

７

８

比
一
減

９

　

０

　

８

　

９

９

　

７

　

４

　

２

３

　

１

　

４

　

８

846

(単位

　

百万円・％)

額

L
Ｏ

C
l

-
H

j
‘

　

ｊ

　

５

　

88.5

100.0

第86表火災発生の状況

　　　

較

増減率｜

5３ ８

　

６.2

13-7

15.3

15.3

　

3.2

21.6

43.５

１７.4

18.5

(単位 百万円一人）

　　　　　　　　　　　

総出火件数

　　

総損害額

　　

死傷者数
区

　　　　

分

　　

件

　

数|指数

!

金

　

額し旨数

　

人

　

員|指数

昭和31年

　　　

33 312

1　100　　37

128　　100　　　8 151　　100

　　　　

32

　　　　　　

34 650　　　104　　　26 251　　　71　　　　7 939　　　97

　　　　

33

　　　　　　

36 178　　　109　　　21 750　　　95　　　　8 167　　　100

　　　　

34

　　　　　　

36 913　　　1H　　　20 803　　　65　　　　8 592　　105

　　　　

35

　　　　　　

43 6ｱ9 1　　131　　　24 434　　　66　　　　8 893　　　109

　　　　

36

　　　　　　

47 106 j　　141　　　43 020　　　116　・　　9 580　　　118

　　　　

3ｱ

　　　　　　

49 644

1　　149　　　40

200　　　108　　　　9 47L　　　116

　　　　

38

　　　

1

　　

50 478　　152 i　　39 021　　　105 1　　　9 475　　　116

　　　　

39

　　　

1

　　

49 020　　147　　52 909　　　143　　　10085　　　124

1

　　　　

40

　　　　

1

　

54 15ﾔ　163　　51 2T　138　　1o 27ﾔ　1ド

（注）消防庁調により、歴年で調査したものである。
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第87表消防施設の状況

　　　　　　　　　　　　

41.5.31現在

　

40.5.31現在

　

比

　　　　　

較

　

区

　　　　　　　　　

分

　　

1

。置

　

数

　

設

　

置

　

．

‰

土ぶｰ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

~

消防ポンプ自動車

　　　

16 586　　　16 221　　365　　2.3

はしご付消防ポンプ自動車

　　　　　　

151

　　　　　　　

124

　　　　　

27

　　　

2j.∂

手

　

引

　

動

　

カ

　

ポ

　

ソ

　

プ

　　　　　

8 796　　　　10 225　△1 429　△址０

小

　

型

　

動

　

カ

　

ポ

　

ソ

　

プ

　　　　　

51 862　　　　50 190　　　1 672　　　3.3

腕

　　

用

　　

ポ

　　

ソ

　　

プ

　　　　　

35％

　　　　　

4 468　a　872　ム皿５

化

　　　　　

学

　　　　　

車

　　　　　　

153

　　　　　　

79

　　　　

74

　　

伺.7

消

　　　　　

防

　　　　　

艇

　　　　　　

33

　　　　　　

33

　　　　

0

　　　　

Q

無

　　　　

線

　　　　

車

　　　　　

120

　　　　　

131

　

△

　

11

　

△∂.4

救

　　　　　

急

　　　　　

車

　　　　　　

571

　　　　　

469

　　　

102

　　

註７

そ

　

の

　

他

　

の

　

消

　

防

　

車

　　　　　

1 142 1075　　　　67　　　∂.2

ホ

　　　

ー

　　　

ス

　

（本）

　　　　

933 175 902 878　　30 297　　　J.4

ホース（腕用ポンプ用・本）

　　　　

15 148　　　　18 418　△3 270　△j7.∂

消

　　　　

火

　　　

栓

　　　

564 839　　518 065　46 774　　9.0

貯

　　　

水

　　　

そ

　　　

う

　　　　

165 852　　　　161 029　　4 823　　　3.Q

　　　　　

固

　　

定

　　

局

　　　　　　

806

　　　　　　

758

　　　　

48

　　　

∂.j
消防用無線｛

　　　　　

移

　　

動

　　

局

　　　　　

4 145　　　　4 061　　　　84　　　2.j

火

　

災

　

報

　

知

　

発

　

信

　

機

　　　　

18 005 17 507　　　　498　　　　2,∂

（注）消防庁教養課調による。
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第88表

　

水防管理団体の状況

　　　　　　　　　　　

(昭和40年４月１日現在)

　

区

　　　　　　　

分

　　

団体数

　　　　

水

　

防

　

団

　

員

　

数

　　

＿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

専

　

（ブ

　

（

　

計

市

　　　　　

町

　　　　　

村

　　　　

3oﾌｧ

　　　

15 995 1 215 406　1 231 401

　　

指

　

定

　

管

　

理

　

団

　

体

　　　　

1 328　　　10 859　　615 774　　　626633

　　

一

　

般

　

管

　

理

　

団

　

体

　　　　

1 749　　　5 136　　599 632　　604 768

水防事務組合・水防予防組合

　　　　　

107

　　　

16 712　　　61 241　　　77 953

　　

指

　

定

　

管

　

理

　

団

　

体

　　　　　

87

　　　

16 638　　　54 065　　　70703

　　

一

　

般

　

管

　

理

　

団

　

体

　　　　　

20

　　　　　

74

　　　

7 176　　　7 250

　

合

　　　　　　　　　

計

　　　　　

3 184　　　32 707　1 276 647　1 309 354

（注）１

　

建設省河川局治水課調による。

　　

２

　

指定管理団体とは、水防上公共の安全に重大な関係があるものとして、水防

　　　

法により都道府県知事が指定したものである。
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参考表（9）消防施設整

　　　　　　　　　　　　　

昭

　

和

　

36

　

年

　

度

　

｜

　

昭

　

和

　

37

　

年

　

度

　

・

　

区

　　　　　　　　　

分

　　　

ａ

　

:ｍ=）

　

あ

　

（ｊ‾∇（iれこjｙ

消防ポンプ自動車

　　　

612

　　

338 940　　685　　369 272

三輪ポンプ自動車

　　　　

8

　　　

3 140　　　9　　　3800

手

　

引

　

動

　

カ

　

ポ

　

ソ

　

プ

　　　　　

8

　　　　　

1 550　　　　　5　　　　10101

小

　

型

　

動

　

カ

　

ポ

　

ソ

　

プ

　　　

1 571　　　　123 661　　　1 601　　　126 238 1

火四回{：

　

１

　

：

　　

勺

　　

５二

　

11j

　　

2 2；

四朝皿{ｽﾞ

　　

１

　　

ニ

　　

。謡

　

二

　

二；

防

　　

火

　　

水

　　

そ

　　

う

　　　

1805

　　　　

149 657　　　1 840　　　150 122

　　　　　

計

　　　　　　　　　

－

　　　

645 308　　　－　　676 287

科

　　

学

　　

消

　　

防

　　

力

　

｜

　　

は

　　

し

　　

ご

　　

車

　　

化

　　　　

学

　　　　

車

　　

救

　　　　

急

　　　　

車

　　　　　

計

(注) 消防庁総務課調による。
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備費補助金にるよ整備状況

(単位

　

千円)

　

昭

　

和

　

38

　

年

　

度

　　　　

昭

　

和

　

39

　

年

　

度

　　　　

昭

　

和

　

40

　

年

　

度

数

　

量|補

　

助

　

金

　

|

数

　

量|

　

補

　

助

　

金

　

数

　

量|

　

補

　

助

　

金

　　

703

　　　　　

396 581
1　　　657　　　　　385

669　　　　634　　　　385 750

　　　

1

　　　　　　　

410

　　　　　

－

　　　　　　　　

一

　　　　　

一

　　　　　　　　

－

　　　

1

　　　　　　　

190

　　　　　

2

　　　　　　　

380

　　　　　

1

　　　　　　　

220

　

1 575　　　　　125 022　　　1 570　　　　　126 465　　　1 208　　　　134 505

　　　

50

　　　　　　

1000

　　　　

126

　　　　　　

2 520　　　　112　　　　　2 240

　　　

1

　　　　　　　

200

　　　　　

2

　　　　　　　

400

　　　　　

2

　　　　　　　

400

　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　

一

　　　　　　　　

－

　　　　　

2

　　　　　　　

500

　　

206

　　　　　

23 833　　　　274　　　　　30 545　　　　414　　　　　45 825

　

1 728　　　　　146 313　　　1 420　　　　　143 820　　　1 285　　　　160 066

　　　

－

　　　　

693 549　　　　－　　　　689 799　　　　-　　　ｱ29 906

　　　　

l

　　　

l

　　　　

i

　　　　

l

　　　　　　　　

・

　　

94 277

　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　　　　　　　　　

i

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

66

　　　　

106 400

　　　　

｜

　　

｜

　　　　　

。

　

23 100

　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　

｜

　　

｜

　　　　　　　

223 7ｱﾌ

　　　　　　　　　　　　

ｉ
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度

　　

村

一一

　　

ﾀ.∂

　　

1.4

　　

j.∂

　　

1､9

　　

12､2

　　

∂.ｊ

　　

６６､7

　

100.0

　

村

-

28.9

j∂.j

　

2．７

　

６．6

42､9

24.3

17､9

　

0､７

　

り.∂

100.0

　

村

~
58,5

24.0

　

6､5

　

7.4

　

jj.り

　

12.6

100 0

その１

　

日的別内訳

　

区

小
中
高
社
保
そ

等
会
健

学
学

学
教
体
の

校
校

校
育
育

　

合

その２

　

性質別内訳

　

区

人
物
維
扶
普

そ

　

合

持

　
　
　

助
事

　
　

丿

　
　
　
　
　

事
事
業

件
件
補
補
設

　
　

・
―
の

その３

　

財源内訳

　

区

　

府
粍
負

　

他

ｆ
’

　
　
　
　

一

ブ
ニ

　

・

国
都
使
分
地
そ

一

　

合

般

修

分

計

分

費
業
業
業
担

出

　

ミ
老

　
　
　

源

　

支
手
£

　

定

支
県

　

担
方
特
財

計

分

計

費
費
費
費
費
他

費
費
費
等
費
費
費
金
他

金
金
料
金
債
源
等

第89表

　

昭

　

和

　

40

　

年

　

度

昭

　　

和

　　

４0

都

　　

道

　　

府

　　

県

304 ４5２

193 6２0

196 517

　

7 666
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'
Ｏ
Ｌ
ｏ

Ｑ

　

０

　

０

　

Ｑ

　

タ

　

９

　

９

　

９

　

９

　

９

ｊ

　

ｊ

　

ｊ

　

ｊ

　　

－

　

7.5

12.9

(各年５月１日現在)

―
り 学級当

教員数

　

(Ａ)

㎜■■･J

　

(Ｃ)

-

　　　

ﾉ

　

1.20

　

1.19

　

1.20

　

1 21

　

1.21

　

r .２２

　

1.22

1.23

1､２４

1.25

―
り 学級当

児童数

　

(Ｂ)
－一一

　

(Ｃ)

44.4

44､4

43.７

42

41

２

ｊ

3９ 6

57.7

36.0

35.1

34.４

・

　　　　　　

’

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・１

一一

　　　　

一一

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　

. - j - 1 ｀ 一 ¬
"

＝

－

＝
ｉ

－

－

「

1

1

1

－

｜

｜

－

！

¬

』

－

－

ｌ

－

一

！

｜

｜

｜



　

その２

　

中学校

-I･=一･〃==一一一一--〃'--'

　　　　　　　　　　　　　

｜

第93表

　

教

　　

員

　　

数

　

等

=i四一一一一一一一皿Ji¬･‾‾’‾‾’‾’

　　　　　　

-a㎜〃=

　　　　　　　　　　　　　　　　　

べ

　　　　　　

｜

　　　　　　

教

　　　　　　　

員

　　　　　　　

数

　　　　　　

ごﾐｰ＝ﾐｰ＝ﾐ‾＝==
又

　　　　　

分

　

’

　　　

本

　　　　　　　　

務

　　　

｜

　　　　

兼

　　　　　　　

務

　　　　　　

一一一一

　　　

-

　　

-~-

　　　　　　　

数

　　　

値

　

㈲

　

｜

　

指

　　

数

　　

数

　　　　　

値

　

｜

　

指

　　

数

　　　　　　　　　　　　　

____＿_
一一一一一一一一一

　　　　　　

一一一一一一

召和32年

　　　　

18ｱﾌ3町

　　　

扨叫

　　　　

29％

　　　　

j00

　　　

33

　　　　　　

179 60引　　　郊I　　　　2 897　　　　　ﾀ7

　　　

34

　　　　　　　　

180 897　　　　　9∂　　　　　　　3 128　　　　j㈲

　　　

36

　　　　　　　　

222 554 119
I　　　　　　3

802　　　　j27

　　　

37

　　　　　　　　

236 736　　　　　j2∂　　　　　　　4 173　　　　　jお

　　　

38

　　　

1

　　　　　

236 294　　　　　j2∂　　　　　　　3 635　　　　　121

　　　

39

　　　

i

　　　　　　

232 513 ， j24　　　　　　　3 776　　　　　j26

　　　

40

　　　

1

　　　　　

229 035　　　　　j22　　　　　　　3 092　　　　　j邱

　　　

41

　　　

1

　　　　　

225 410　　　　　120　　　　　　　3 515　　　　　117

その３

　

高等学校

　　　　　　　　　　

｜

　　　　

教

　　　　　

員

　　　　　

数

　　　　　

生

　　

徒

　　

数

区

　　　　

分

　　

本

　　　　　　

務

　　

兼

　　　　　　

務

　　　　　　　　　　　　　　　

一一一一一－一

　　　　　　　　　　　　

数

　　

値

　

ﾚ

旨

　

数

　　　　　　　　　　　　

数

　　

値

　

1指

　

数

　

数

　　

値

　

|指

　

数

　　　　　　　　　　　　　　　　　

人

　　　　　　　　　　

人

　　　　　　　　　

千人
昭

　

和

　

32

　

年

　　　

94 579 辺り　　　10 883　　　辺り　　　　2 186 100

　　　　　

33

　　　　　

96 650　　　加2　　　11 258　　　辺3　　　　2 242　　103

　　　　　

34

　　　　　

98 904　　　辺5　　　11 739　　　jO∂　　　　2299　　扨5

　　　　　

35

　　　　　

100 875　　　107　　　11 886　　　j09　　　　2 301　　105

　　　　　

36

　　　　　

102 943　　　辺ﾀ　　　11 306　　　j04　　　　2 236　　102

　　　　　

37

　　　　　

107 853　　　114　　　10 947　　　辺j　　　　2 324　　j卯

　　　　　

38

　　　　　

121 240　　　j2∂　　　12 100　　　召j　　　　2 683　　j23

　　　　　

39

　　　　　

134 257　　　な2　　　12 991　　　jj∂　　　　3 104　　j42

　　　　　

40

　　　　　

143 916　　　82　　　14001　　　j29　　　　3 397　　j弱

　　　　　

41

　　　

1４6584
1
j55　　　14 408　　　132　　　　3 385　　j55

（注）１

　

文部省「学校基本調査」による。

　　

２

　

小学校および中学校の指数は、「公立義務教育諸学校の学級編成および教職

　　　

としたものである。

　　

３

　

入学率は、国立、公立および私立の全体の率で、当該年度の高等学校入学者
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昭
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の

　　

推

　　

移

　

（つ

　

づ

　

き）

生 徒

数

　

値（Ｂ）

5 50４

5 004

４ 969

5 657

6 643

7 031

6 691

6 232

5 7４0

5 356

数

本

学

値

2 ４31

2 472

2 ４99

2 51４

2 543

2 619

2 791

２ 841

2 87４

2 889

数

指

指

数

Ｏ
ｊ
Ｑ
Ｊ
ｊ
８
２

０

Ｏ
^

C
T
)

O

C
S
i

C
S
i

C
Ｍ

ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ

113

1０４

　

97

校

一

　

数

O
t
N
i
C
O
C
i
＾
L
O
C
o
L
n
K
O
o
C
T
)

0
0
0
0
0
0
'
-
^
'
^
H
'
-
Ｈ
'
―
I

ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
７
ｊ

学

校

級

数

　　

値（Ｃ）

分

119 688

Ｈ2 788

113 554

126 511

1４4 810

154 539

152 550

1４7 381

140 311

13４ 877

数

　

値

-

　　

！

1 193

1 322

1 099

1 044

４

　

5
8
9
9

　

１

８

　

1
5
0
5
2

9
9
8
8
7
7

数

指

指

数

数

0
4
5
6
j
タ
7
3
7

0
0
^
C
T
l
O
C
N
j
C
N
j
C
M
C
M
'
-
Ｈ

'
―
(

>
-
*
(

-
-
Ｈ

･
―
(

f
―
I

･
―
(

-
Ｈ

113

校
一

　

数
-

j叩

Ill
２
７

　

２
Ｚ

　

２
ａ
４
０

ｃ
r
i
a
D
C
D
l
N
.
l
x
^
C
i
t
o
(
Ｏ

(各年５月１日現在)･

頴
香
Ｉ
り

　　　

人

1.57

１.59

1.59

1、５６

1.54

1.53

1.55

j.5∂

1.63

1.67

１学級当

り生徒数

　

(Ｂ)

　

-

　

(Ｃ)

46.0

44.0

43･.8

44.7

45.9

45.５

４Ｓ.９

４２.３

４０､9

39.7

(各年５月１日現在)

入学率

S2.6

55.7

5∂.∂

59.９

６６.３

64.8

６７.９

６８.5

70.り

７４.1

うち公立

入学率

　　　

％

j∂.j

4θ.ｊ

39.4

42.4

49.1

43･.5

44.7

47.5

46.7

50.6

員定数の標準に関する法律（昭和33年･法律第116号）」の施行の前年（昭和32年）を100:

数を前年度の中学校卒業者で除して得た率である。
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その１

　

義務教育学校施設

第94表

　

教

　　　

育

　　　

施

　　　　　

(昭和41年５月１日現在)

　　　　

区

　　　　　　　　　　　　

分

　　　　

|小学

　

校|中学校

学

　　　　　

校

　　　　　

数

　　　　　　

倒

　

（校）

　　　

25 45ｱ　　　11 159

　　

本

　　　　

校

　　　　

数

　　　　　　　　　

（校）

　　　

22 368　　　10 702

　　

分

　　　　

校

　　　　

数

　　　　　　　　　

（校）

　　　　

3 089　　　　　457

学

　　　　　

級

　　　　　

数

　　　　　

（Ｂ）

　

（級）

　　　

275 543　　　134 877

校

　　　

舎

　　　

面

　　　

積

　　　　　

（Ｃ）（千m2）

　　　

47 749　　　27 704

　　

木

　　　　　　　　　　

造

　　　　　　　　

（千m2）

　　　

35 717　　　　18 616

　　

非

　　　　

木

　　　　

造

　　　　　　

ぐＤ）（千m2）

　　　　

12 032　　　　9 088

講

　　　

堂・屋内運動場面積

　　　　　　

㈲）（千m2）

　　　　

7 024　　　　4 694

危

　

険

　

校

　

舎

　

面

　

積

　　　　　　

(F) (千m2）　　　　7 172　　　　1 596

学校校舎不足面積

　　　　　　

（千m2）

　　　

2 708　　　2 305

児

　　

童

　　

生

　　

徒

　　

数

　　　　　　

㈲（千人）

　　　　　

9 486　　　　5 356

教

　　　　　

員

　　　　　

数

　　　　　　

佃（千人）

　　　　　　

345

　　　　　

229

非

　

木

　

造

　

構

　

造

　

比

　

率

　

(D)/(C)×100

　

（％）

　　　　　

25.2

　　　　

32.8

危

　

険

　

校

　

舎

　

比

　

率

　　　　

(F)/(C) (%)　　　　　15.0　　　　　5.8

児童生徒１人当り校舎面積

　　　

（Ｃ）/（Ｇ）（m2）

　　　　　

503

　　　　

5.17

児童生徒１人当り講堂・屋内運動場面積ぐＥ）/朗（m2）

　　　　　

0.74

　　　　

0.88

1校当り児童生徒数

　　　

{G)/(A) (人）　　　　　373　　　　　480

1学級当り児童生徒数

　　　　

㈲/（Ｂ）（人）

　　　　

34.4

　　　　

39.7

教員１人当り児童生徒数

　　　　

㈲/佃

　

（人）

　　　　　

27.5

　　　　

23.4

　　　　　　　　　

土地取得面積

　　　　

（千m2）

　　　　

4 727　　　　4 709

昭和40年度事業量

1

建物新増築面積

　　　　

（千m2）

　　　　　

1 172　　　　1 131

　　　　　　　　　

建物改築面積

　　　　

（千m2）

　　　　　

1 106　　　　　　368

― 362 ―
一



　

設

モの２

　　

の

　　　

状

　　　

況

高等学校施設

　　　

(昭和41年５月１日現在)

　

区

　　　　　　　　

分

　　

1高等学校

学

　

校

　

数

　

㈲

　

（校）

　　

3 610

　

本

　

校

　

数

　　　

（校）

　　

2 889

　

分

　

校

　

数

　　　　

（校）

　　　　

721

校舎面積(B) (千m2）　16 987

　

木

　　　

造

　　

（千m2）

　　

8 584

　

非

　

木

　

造（Ｃ）（千m2）

　　

8 403

危険校舎面積(D) (千m2）　　　1 238

生

　

徒

　

数

　

㈲（千人）

　　

3 385

　

全

　

日

　

制

　　

（千人）

　　

2 909

　

定

　

時

　

制

　　

（千人）

　　　

472

　

専

　

攻

　

科

　　

（千人）

　　　　

２

　

別

　　　

科

　　

（千人）

　　　　

２

教

　

員

　

数

　

㈲（千人）

　　　　

161

非木造構造比率

　　　

(C)/(B)×100

　

（％）

　　　　

49.5

危険校舎比率

　　　

CD)/(B)×100

　

（％）

　　　　

7.3

生徒１人当り校舎面積

　　　　　

(B)/(E)

　

（㎡）

　　　

5.02

1校当り生徒数（Ｅ）/（A）（人）

　　　　

938

教員１人当り生徒数

　　　　　

叫/剛

　

（人）

　　　

21.0

　　　　　　

4ツヅ

　

4 643

野箭

ﾘ

Ｐ竹筒

　

1 241

　　　　　　

oツ問

　

343

その３

　

幼稚園施設

　　　　　　

(昭和41年５月１日現在)

　

区

　　　　　　　

分

　　

i幼稚園

　　　　　　　　　　　

一

幼稚園数(A) (校）　　３ ３Ｈ

　

本

　

園

　

数

　　　　

（校）

　　　

3 18ｱ

　

分

　

園

　

数

　　　　

（校）

　　　　

124

学

　

級

　

数（Ｂ）

　

（級）

　　　

9 531

園舎面積（Ｃ）（千m2）

　　

1 142

　

木

　　　

造

　　

（千m2）

　　　　

998

　

非

　

木

　

造

　

剛（千m2）

　　　　

144

危険園舎面積

　

㈲（千m2）

　　　　

H1

園舎不足面積

　　

（千m2）

　　　　

213

幼

　

児

　

数(F) (千人）　　　315

教

　

員

　

数

　

圓（千人）

　　　　　

14

非木造構造比率

　　　

(D)/(C)×100

　

（％）

　　　

12.6

危険園舎比率

　　　

㈲/（Ｃ）×100

　

（％）

　　　　

9.7

幼児１人当り園舎面積

　　　　　

（Ｃ）/（Ｆ）（m2）

　　　

3.6

1園当り幼児数

　　　　　

(F)/(A)

　

（人）

　　　

95.1

1学級当り幼児数

　　　　　

(F)/(B) (人）　　　33. 1

教員１人当り幼児数

　　　　　

(F)/(G)

　

（人）

　　　

22.5

（注）１

　

文部省「学校基本調査」および管理局施設部助成課調による。

　　

２「昭和40年度事業量」は、昭和40年５月２日以降昭和41年５月１日までの事

　　　

業量である。
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その１

　

各国における義務教育の就学率

参考表（10）各国における

　

国

　　　　

名

　　

1

　

年

　　

度

　

l

　

就

　

学

　

年

　

度

　

1

　

就学年令

　

1

　

就学率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

年

　　　　　　　　　　　　

％

日

　　　　　　　

本i

　　

1963

　　　

9

　　　　　　　　　　

6～15

　　　　

泗.9

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

アノリカ合衆国

　　　

1％3

　　　

9（州により異る）

　　

7～16

　　　　

叙４

イ

　　

ギ

　　

リ

　　

ス

　　　

1％3

　　　

10

　　　　　　　　

1

　　

5～15

　　　　

卯.7

西

　　

ド

　　

イ

　　

ッ

　　　

1％1

　　　　

9（邦により異る）

1

　　

6～15

　　　　

泗.7

フ

　　

ラ

　　

ソ

　　

ス

　　　

1961

　　　　

8

　　　　　　　　　　　

6～14

　　　　

弱.0

イ

　　　

ッ

　　　

ド

　　　

1％1

　　　　

5（州により異る）

1

　　

6～11

　　　　　

62.1

セ

　　

イ

　　

ロ

　　

ン

　　　

1％1

　　　　

8

　　　　　　　　　　　

5～13

　　　　

卯.δ

ビ

　　　

ル

　　　

マ

　　　

1962

　　

1

　

4

　　　　　　　　　　　

6～10

　

1

　　　

72.5

インドネシア

　　

1％1

　　　

6

　　　　　　　　　

6～12

　　　　

75.タ

タ

　　　　　　　　

イ

　　　

1％0

　　　　

7

　　　　　　　　　　　

7～14

　　　　

紹.2

韓

　　　　　　　

国

　　　

1％o

　　

l

　

6

　　　　　　　　　　　

6～１２

　　　　

９.j

（注）１

　

文部省「わが国の教育水準」､「日本の成長と教育」、UNESCO “International

　　

2

　

中等学校の生徒数のうち、スペイン、セイロンは1％２年度、ブラジルは1963

区

　
　

通
補
単
県

人
物
普

そ

　

合

第95表

　

昭

　

和

　

40

　

年

　

度

件
件
設

　
　
　

助
独

　
　

建

営事

　

の

事
事
業

分

費
費
費
費
費
金
他

　
　
　

こ
ヽ

　
　
　

担

　
　
　

梁
業
業

　
　
　

一
・
’

　
　
　
　
　

負

　
　
　

事

計

昭

　　

和

　　

４0

都

　　

道

　　

府

　　

県

2 061

1 340

3 345

　　

４6２

２ 883

　　

920

7 666

－364－

2６.9

17.5

43.６

　

６．０

δ

　

一

７３

　

12.0.

100.0

市

　

年

一

　

町
-

10 292

5 096

6 291

２ 422

3 799

　　

70

3 456

25 135

度

一

　

村

一

　

如.タ

　

20.3

　

25.0

　

9.6

　

15､1

　

0.3

　

13.8

　

100.0

Ｉ

　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｉ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

。

　　

”
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義務

その２

教育等の状況

各国における初等・中等学校の教員１人当り生徒数

　

国

　　　　　

名

　　

1

　

年

　　

度

　

!

　

初

　

等

　

学

　

校

　

i

　

中

　

等

　

学

　

校

日

　　　　　

本｜

　

1964

　　

1

　　　　　　　　　　

29人1

　　　　　　　　　　

24人

アｙリカ合衆国

I

　　

1963

　　　　　　　　　　

27

　　　　　　　　　

12

イ

　　

ギ

　　

リ

　　

ス

　　　

1％3

　　

1

　　　　　　　　　　

24

　

1

　　　　　　　　　　

18

西

　　

ド

　　

イ

　　

ツ

　

1

　　

1964

　　

1

　　　　　　　　　　

28

　　　　　　　　　　　

16

フ

　　

ラ

　　

ン

　　

ス

　　　

1963

　　　　　　　　　　　　

24

　　　　　　　　　　　

14

ソ

　　　　　　　

連

　　　

1963

　　　　　　　　　　　

27

　

，

　　　　　　　　

17

オ

　　

ラ

　　

ン

　　

ダ

　　　

1963

　　　　　　　　　　　　

32

　

1

　　　　　　　　　　

20

イ
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Yearbook of Education Vol. XXVII. 1965”による。

年度、イタリア、ノルウェーは1％4年度の数字である。
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』・
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57 726　15 874 73 6001　　　-1　11 420　508　1 1 928　　-1　3 992　　-1　5Q. 2

293 479　74 719368 198　　　-1 179 21823 249 202 467　　- 54 298　　-I　36､６

た額であり、「当該金融機関の貸付額」欄は、預託を受けた金融機関が、昭和40年度

　　　　　　　　　　　　　　　

■

　　　　　　　　　　　　　　　　　

■

　　

・㎜

　

■■㎜･

　　　

■■･■a
ある。

る。
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3 756　　4.5　　　　3 922　　5.j　　a　　166　a　2.j　△　j.2　a 47.0
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1　100.0 1　　77
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公

　

債
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の

　

状

　

況

純

　　

計

　　

額
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純
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地方債償還額の状況
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債

　

債

　

債

固定資産税減収補てん債

市町村民税臨時減税補て

借

　　　　　

替

交

　　　

付

　　　

公

枠

　　　　　

外

都

　

道

　

府

　

県

　

貸

　

付

　

合

債

　

債

　

債

　

債

　

金

ん

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

計

第120表昭和40年度

昭

　　

和

都

　　

道

　　

府

　　

県

314 567

138 095

　

89 638

　

２7 77４

　　

4 ４95

　

3 221

　

1４ 723

　

36 621

156 680

79 573

16 300

22 57２

62

-

688

　

18030

　　　　

－

670 410

― 406 ―

4６.9

20.6

13.4

　

4.j

　

0．７

　

Ｏ､５

　

２、２

　

５.４

２３　４

11.9

２．４

3､4

-

９。3

2.７

　

－

100.0

　

40
-

市

年

一
町

464 396

　

54 763

　

90 939

　

32 ２91

186 669

36 736

2４ 180

38 818

61 655

　

4 449

11 460

　

9 167

14 633

　　

347

　

8 618

　　　

56

度

村

∂∂.5

　

∂j

13､4

　

!1.∂

27.5

　

5.4

　

3.∂

5.７

∂.j

0.7

j.7

j.3

2､2

0.0

1､3

0.0

い
一
卵

12
9
6
。

2２

２3

16

956

２89

810

678 134

　

3.4

　

3.4

　

2､5

100.0

’

　　　　　　　

・

　　　　

●

　　　　　　　　

１

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　

：

　　　　　　　　　　

ｌ

　　　　

ｌ
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｜

　　　　　　　　　　　　　

．

１

－

－

－
Ｌ
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－

－
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地方債現在高の状況

純

　　

計

　　

額

778 963

192 858

180 577

　

60 065

■■一

191 164

　

39 957

　

38 903

　

75 439

218 335

　　

4 449

　

91 033

９ 167

30 933

　　

347

31 190

　　　

56

40 296

　　　　

2

85 6４4

　

41 319

　

16 810

1 348 544

5７ a

14.3

扨.4

　

4．４

１４､2

　

＆Q

　

２、９

　

５．６

16.2

　

０．３

　

∂．∂

　

０.７

　

２．３

　

０．０

　

２．∂

　

０．Q

　

3.0

　

0．０

６．３

＆j

1．２

100.0

昭

純

和 39

計

629 828

159 009

1４5 937

　

４8 ４9４

165 ４36

　

28 028

　

26 168

　

56 756

205 583

3 156

61 510

6 796

3２ 825

　　　

807

13 380

14

222

934

　　　　

４

68 384

32 087

11 750

1 081 266

年 度

額

5８ 3

14.７

13.5

　

4.5

15 ３

　

２．6

　

2.4

５．３

Ｑ

　

３

　

７

　

６

　

一

　
　

一

　
　

Ｉ

　
　

Ｉ

タ

　

０

　

５

　

０

ｊ

３．０

０．ｊ

ｊ．２

０．Ｑ

１、４

Ｑ．０

６､３

３､0

1.1

100.0

増

心

△

a

△

― 407 ―

比
一
減

149 135

33 849

34 6４0

11 571

25 728

11 9２9

1２ 735

18 683

1２ 752

　

1 293

29 523

　

2 371

　

1 892

　　

４60

17 810

　　

166

25 362

　　　　

2

17 ２60

　

9 232

　

5 060

267 278

(単位

　

百万円・％)

　　　　　

較

額

55.∂

12　７

13 0

　

4.3

　

9､6

　

j.5

　

4．８

６．９

　　

４、8

　　

0.5

　　

11.0

　　

０､9

a

　

0.7

△

　

０．２

　　

∂．７

ａ

　

０．ｊ

　　

９．５

△

　

０．０

∂.5

3.4

j.9

100.0

増減率

2３.7

21.3

23.7

25.9

１５､６

４２､6

a

4∂.７

32.9

　

6.2

41.0

48.0

34-9

　

5.∂

6 57.0

　

133.1

a 74.8

　

１６９.8

△50.0

　　

25.2

　　

28 8

　　

43.1

24.7

jﾀ.5

　　

－

　　

－

-

　　　　

－

　　

4.9

　　

72.2

　　

20 3

　　

37.5

△

　

4.2

へ40.4

　

jタj.∂

a 98、1

　　

2、3

　　

23.0

　　

７５.５

16.5

・

　　　　

ｌ

　　　　　　　　

１

　　　　

●

　　　　　　　

”

■

　　　　

■

　　　　　　　　　　　　　

Ｉ

　　　　　　　

・

　　　　

・

　　　　　　　　　　　

｜

Ｉ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｉ

－

－
し

ー

Ｌ

－

－

－

｜

－

－

－

｜

－

－
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その２

　

利率別内訳

第120表

　

昭和40年度地

区

　　　　　　　　　　　　

分

　　　

ｉ

　　　

都

　　　

道

　　　

府

　　　

県

６

　

分

　

３

　

厘

　

以

　

下

　　　　　　　　　

179 420　　　　部．７

６

　

分

　

５

　

厘

　

以

　

下

　　　　　　　　　

336 470　　　　50.2

7

　

分

　

６

　

厘

　

以

　

下

　　　　　　　　　

142 082　　　　21.2

8

　　

分

　　　

未

　　　

満

　　　　　　　　　

11 303　　　　j.7

8

　　　

分

　　　　

以

　　　　

上

　　　　　　　　　　　　

1 135　　　　　0.2

9

　　　

分

　　　　

以

　　　　

上

　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　

一

　　

合

　　　　　　　

計

　　　　　　　　　

670 410　　　100.0

その３

　

借入先別内訳

　

区

　　　　　　　　

分

政

公

市

資

府

　

金

簡

　

易

営

資

用

　

険

運

　

保

企業金

中

　

融

銀

公

金

　

部

　

局

　

庫

　

行

保険会社その他金融機関

交

　　　

付

　　　

公

　　　

債

市

　　

場

　　

公

　　

募

　　

債

共済組合（恩給組合を含む｡）

そ

　　　　　

の

　　　　　

他

　

合

　　　　　　　　　

計

昭

　　

和

都

　　

道

　　

府

　　

県

452 9４9

301 486

151 ４63

　

2 388

101710

　

12 419

　

62 687

　

8 58２

２2 427

　

7 ２48

670 410

－408

6７.ｆｉ

４５-0

22.6

　

0.4

15.2

　

1､８

　

タ．3

　

I､3

　

3.3

　

1.1

100.0

　

40

市

年

町

501 792

334 788

167 004

　

11 8２2

61 646

15 815

２２ 956
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32
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678 134

度

　

村

-
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四.4
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j.ア
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4､9
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方債現在高の状況（つづき）

市 町

167 941

379 828

108 223

15030

　

6 833

　　

279

678 134

純

　　

計

　　

額

954 741

636 274

318 467

　

14 210

163 356

28 234

85 643

18 665

43

40

526

169

1 348 544

7０.8

i7.2

23 6

　

1､1

12.1

2､1

6．３

１．４

３．2

3.0

100.0

昭

純

和 39

計

819 5２5

516 734

30２ 791

　

9 28４

93 09２

13 ２88

68 384

18 395

２7 664

３１ 634

1 081 266

2４-8

56.0

16.０

２．２

ｊ．0

0.０

100.0

年 度

額

7５.8

47.8

28､０

０．９

＆∂

ｊ．2

6.3

ｊ．７

２．6

2.9

100.0

－409－

合

増

比

　

減

135 216

119 540

　

15 676

　

4 9２6

　

70 264

14

17

946

259

　　

２70

15 862

　

8 535

267 278

(単位

　

百万円・％)

　　　　　

計

347 361

716 ２98

250 305

　

26 333

7 968

　　

279

1 348 544

2５.８

５３.1

j∂.∂

１．９

０．∂

０．０

100.0

(単位

　

百万円・％)

　　　　　

較

額

50.6

U.7

　

5.タ

　

j.∂

26.3

５．６

６.５

0.1

５．9

3.2

100.0

増減率

妬

23

５

ｊ

　　

５．２
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1．5

57.3
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24.7

△

｜

「
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10.4
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4∂.5
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1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

１

J

1

1

1

1
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ｊ
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｜
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第121表地 方

　　

債

　　　　　　　　　　　　　　　　

総

　　　　　　　　　　　　　　　

数

　　　

~

　　

ｓ

　　

゛

・ｔ高
ｌｍ

　

ａﾘl蟹添

)
特数百

ｿﾞﾝ

　　

昭和31年度

　　

575 700　　　－　　　　－　　　47.∂　　42 526

；

　　　　　

32

　　　　　　　

599 481　　　　　－　　　　4.j　　　　44.6　　　50 552

　　　　　　

33

　　　　　　　

620 528　　　　　－　　　　3.5　　　　42.6　　　61 163

　　　　

31～33平均

　　　

598 570　　　100　　　　　－　　　　　－　　　51 414

　　　　　　　　　　

■

　　　　　　　　　　　

■

　　　　　

■

　

¶

　　　

-

　

-･

　　　　　

|･4

i

　　　　　

34

　　　　　　　

.652 503　　　　j如　　　　5.3　　　　∂∂.∂　　　75 906

　　　　　　

35

　　　　　　　

697 294　　　　j妬　　　　∂.9　　　　36.2　　　75 499

　　　　　　

36

　　　　　　

738 668　　　12n　　　5.9　　　30.9　　71 665

　　　　　　

37

　　　　　　　

825 594　　　　jj∂　　　　jj.∂　　　　2∂.∂　　　69397

　　　　　　

38

　　　　　　　

916 871　　　　巧j　　　　11.1　　　　27.7　　　65 682

　　　　　　

39

　　　　　　

1 081 266　　　　j∂j　　　　17.9　　　　2∂.3　　　68 384

　　　　　　

40

　　　　　　

1 348 544　　　　225　　　　24.7　　　　50.9　　　85 643

― 410 ―



現

　

在

　

高

　

の

　

推

　

移
(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　

内

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

訳

　　

付

　　　

公

　　　

債

　　　　　　　　

交

　　

付

　　

公

　　

債

　　

以

　　

外

　　　　　　

対前年度

　

歳出総額に

|

　　　　

宍
|

　　　　　

|対前年度|歳出総額に
指

　

数

　

増減率

　

対する割合

　

現

　

在

　

９

　

指

　

数

　

増減率

　

対する割合

　　　　

－

　　　　

－

　　　　　

3.∂

　　

533 174　　　　　一　　　　　－　　　　４４.2

　　　　

－

　　　

18.9

　　　　　

J.∂

　　

548 929　　　　　－　　　　3.0　　　　40.8

　　　　

－

　　　

21.0

　　　　　

4.2

　　

559 365　　　　　－　　　　j.タ　　　　38.4

　　　

扨り

　　　　　

ー

　　　　　　

－

　　

547 156　　　　j00　　　　　一　　　　　　一

　　　

150

　　　

2i.4

　　　　　

j.5

　　　

576 597　　　　扨∂　　　　3.2　　　　34.3

　　　

j47

　

△

　

0.5

　　　　　

j?.タ

　　　

621 795　　　　114　　　　7.∂　　　　52.3

　　　

jむ

　

△

　

5.j

　　　　　

3.0

　　　

967 003　　　　j22　　　　7.2　　　　27.タ

　　　

jお

　

ム

　

j.2

　　　　　

2.4

　　　

756 197　　　　B∂　　　　扨.j　　　　26.2

　　　

128

　

△

　

５.4

　　　　　

2.Q

　　　

851 189　　　　j5∂　　　　12.6　　　　25.7

　　　

jお

　　　　

4.j

　　　　　

j.∂

　

1 012 882　　　　j∂5　　　　jﾀ.0　　　　26.5

　　　

妬7

　　　

25.2

　　　　　

2.0

　　

1 262 901　　　　231　　　　24.7　　　　28.9
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その１

　

総

　　

括

第122表昭和.40年一度

　

区

　　　　　　　　

，
分

　　

1

　

4

　　　　

月

　

1

　

5

　　　　

月

　

1

　

6

　　　　

月

　

歳

　　　　　　　

入

　

269 325　76.5　198 562 72.5　379 482 卯.5

　　　

地

　　

方

　　

税

　

51 376　址∂　131 215 j7.タ　124 966 四.∂

収

　　　

笑嘉白ly貰税および地

　　

167 440　47.4　　　　221　0.j　　167 666　如.0

　

|

　

国庫支出金

　

27 907　7.タ　38 088 13.9　52 493 12.5

　　　

都道府県支出金

　　　

123

　　

－

　　　

452

　

0.2 681　　り.2

　　　

そ

　　

の

　　

他

　

22 4Z9　∂.4　28 586 扨.4　33 676　∂.0

入暫詰詰鴛燃お

　

H 643　　J.3　　10 863　4.Q　　8 516　2.0

　

|

一

　

時

　

借

　

入

　

金

　　

72 179　加.4　　64 493　お.5　　31 385　7.5

　　

合

　　　　　

計

　　

353 147 100.0　273 918 100.0　419 383 100.0

　

歳

　　　　　　

出

　

226 302　91.6　208 124 郎.4　339 315 阻Ｑり暫彩雲能4戸

　

・451

　　

5.5

　　

9 322　∂.∂　　13 578　3.4

（ｏ入金返済金

　　

7 261　　2.タ　41 634　妬.Q　41 983　10.6

　　

合

　　　　　

計

　　

247 014 100.0　259 080 100.0　394 876 100.0

　

区

　　　　　　　　

分

　　

1

　

4

　　　　

月

　

1

　

5

　　　　

月

　

1

　

6

　　　　

月

　　　

歳

　　　　　　　

入

　　　　　　　

5.9

　　　　　　　

4.3

　　　　　　　

∂.a

　　　　

地

　　

方

　　

税

　　　　　　　

∂.a

　　　　　　　

∂.5

　　　　　　　

∂.j

　

お

　

侃錨尉け

　　　

21.1

　　　　　　　

0.0

　　　　　　

21.1

　　

|

　

国庫支出金

　　　　　

2.6

　　　　　

3.5

　　　　　

4,∂
各

　　　　　

都道府県支出金

　　　　　　

0.j

　　　　　　　

0.4

　　　　　　

Q.7

月

　　　　

そ

　　

の

　　

他

　　　　　　

2.2

　　　　　　

2.∂

　　　　　　

＆2

　

|

　　

歳十現金貸付金回収
別

　

入

　

金または他会計借入

　　　　　　

∂.4

　　　　　　　

7.∂

　　　　　　

∂'2

押

時借入金借入額

　　　　　

11.2

　　　　　　

10.0

　　　　　　

4.9

成

　　　　

合

　　　　　

計

　　　　　　　　

6.6

　　　　　　　

5.1

　　　　　　　

7.8

　　　

歳

　　　　　　　

出

　　　　　　

5.Q

　　　　　　　

4.∂

　　　　　　

7.5
比

　

支

才歳計現金貸付金また

　　　

は他会計借入金返済

　　　　　　

∂.∂

　　　　　　　　　

∂.∂

　　　　　　　　

9.7

　

|

　　

金等

　

出[一時借入金返済額

　　　　　　

1.1

　　　　　　

∂.4

　　　　　　

∂.5

　　　

合

　　　　

計

　　　　　　　　　

4.6

　　　　　　　

4.9

　　　　　　　

7.4
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資

　

金

　

収

　

支

　

の

　

状

　

況

(単位

　

百万円・％)

７

　　　　

月

　

1

　

8

　　　　

月

　

1

　

9

　　　　

月

　

|

　

10

　　　　　

り

１１

　　　　　

月

200 484　77.4　283 623　84.0　389 202　ﾀ0.j　211 303　76.4　433 269　91.6

112 177　43.3　132 045　39.1　116 182　27.0　94 089　34.0　　151 480　32 I

　　

691

　

0.2

　　

14 022　4.2　164 270　58.2　　6 384　2.3　162 834　34.4

　

50 139　jタ.4　75 616　22.4　62 803　14.6　55 000　19.9　　70 691　皿.9

　

1 741　0.7　　2 470　0.7　　2 656　0.∂　　3 343　0.2　　　4 743　j.0

　

35 736　ja.∂　59 470　刀.∂　43 291　10.0　52 487　四.Q　　43 521　　9.2

　

8 673　3.3　　5 586　j.7　　7 332　j.7　　6 879　2.5　　6 781　　j.4

　

49 808　19.3　48 586　M.3　33 782　7.タ　58 225　21.1　　32 895　7.0

258 965 100.0　33ｱﾌ95 100.0　430 316 100.0　276 407 100.0　472 945 100.0

256 063　∂j.7　293 029　∂5.6　286 418　∂j.0　279 769　∂∂.2　295 164　85.6

　

8 590　2．8　　8 960　2.∂　　12 877　3.∂　　5 660　j.7　　　7 799　2.3

　

37 799　12.5　40 570　jj.∂　54 631　15.4　39 289　12.1　　41 754　12.1

302 452 100.0　342･559 100.0　353 926 100.0　324 718 100.0　344 717 100.0
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541 379 お.j　　236 189 ∂7.3　　254 288

　　　

地

　　

方

　　

税

　　

195 217 釦.0　　103 582 J∂.∂　　113 033

収

　　　

笑ja白万万祉税および地

　　　　

15 362　2.4　　　29 905　11.0　　　19 113

　

|

　

国庫支出金

　　

213 292 お.7　　56 238 加.∂　　63 028

　　　

都道府県支出金

　　　

19 350　2.タ　　　2 478　0.9　　　5 132

　　　

そ

　　

の

　　

他

　　

98 158 巧.j　　43 986 妬.3　　53 982
入暫稚詣尨燃お

　　

11050

　

j.7

　　　　

5 273　j.9　　　　9 937

　

|

一

　

時

　

借

　

入

　

金

　　　　

99 379　瓦.2　　　29 203　皿∂　　　51 069

　　

合

　　　　　

計

　　　

651 808 100.0　　270 665 100.0　　315 294

　

歳

　　　　　　　

出

　　

709 169 認.a　　213 659 7∂.j　　293 202り聯難鎔汗

　

12 741　　j.7　　　　5 761　　2.j　　　　6 690

出［‾時借入金返済金

　　　

38 384　5.Q　　　54 312　jﾀ.∂　　　52 814

　　

合

　　　　　

計

　　　

ｱ60 2ﾂﾞ100.0　　273 732 100.0　　352 706

　

区=

　　　

0

12

　　　　　　　

月

　

1

　

1

　　　　　　

月

　

1

　

2

　　　

歳

　　　　　　　

入

　　　　　　　

jj.タ

　　　　　　　　

５.2

　　　　

地

　　

方

　　

税

　　　　　　　

12.6

　　　　　　　　

δ.7

　

収‘

　

侃詣勁け

　　　

j.タ

　　　　　　　　

3.∂

　　

|

　　

国庫支出金

　　　　　　

19.6

　　　　　　

5.2
各

　　　　　

都道府県支出金

　　　　　　　

19.1

　　　　　　　　

2.4

万

歳
よｎｕ濃

　　　

9.5

　　　　　　　　

4.J

別

　

入

　

念または他会計借入

　　　　　　　

∂.o

　　　　　　　　

j.∂

構

　　

|

一時借入金借入額

　　　　　　　

15.4

　　　　　　　　　　

4.5

成

　　　　

合

　　　　　

計

　　　　　　　　　

12.2

　　　　　　　　

5.1

J七万訟心ゆ４昆

　　　　

15.6

　　　　　　　　

4.7

　

|

　

溢会’４ｏ

　　　　　

¨

　　　　　

¨

　

出［一時借入金返済額

　　　　　　　

５.∂

　　　　　　　　　　

∂.4

　　　

合

　　　　　

計

　　　　　　　　　

14.3

　　　　　　　　

5.1

414 ―



資金収支の状況（つづき）
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資金収支の状況（つづき）
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14 804　∂.タ　25 627　j2.タ　34 397　16.8　22 418　jj.タ　　24 403　12.1
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Ｉ

　　　　　　

Ｉ

　　　

Ｉ

　　　　　　

。

1

1

1

1

・

ｉ

１

！

１

１

）

Ｆ

Ｓ

－

－

！

－

－

！

－

－

Ｓ

！

１

１

Ｓ

１

－

一

生

－

！

－

－

｜

Ｓ

｝

１

－

－

ｌ

－

｜

；

１

－

－

！

－

－

！

－

・

｜



資金収支の状況（つづき）

― 419一

(単位

　

百万円・％)

月

　

1

　

3

　　　　　　　　

月

　

|

　

出

　

納

　

整

　

理

　

期

　

|

　　

合

　　　　　　

計

73.1

　　　　

239 110　　80.4　　　　274 104　　ﾀQ.7　　　　1 844 515　　∂り.4

40.3

　　　　

59 623　　20.1　　　　36 211　　12.0　　　　　701 024　　30.6

　

0.9

　　　　

24 133　　　∂.j　　　　　1 122　　0.4　　　　　266 984　　11.6

　

∂.5

　　　　

43 494　　14.6　　　　52 005　　17.2　　　　　254 491　　11.1

　

3.∂

　　　　

10 190　　　3.4　　　　48 006　　j5.タ　　　　　101 359　　　j.4

　

19.6

　　　　

101 670　　34.2　　　　136 769　　45.2　　　　　520 668　　22.7

　

4.2

　　　　

12 710　　　j.2　　　　28 070　　タ.j　　　　　98 038　　　4.j

　

22.7

　　　　

45 760　　15､4　　　　　　　－　　　－　　　　　350 921　　75.5

100.0

　　　　

297 579　100.0　　　　302 184　100.0　　　　2 293 485　100.0

　

27.5

　　　　　

198 775　　71.7　　　　274 999　　75.1　　　　1 827 970　　80.2

　

2.7

　　　　　

12 086　　　j.4　　　　17 279　　　j.7　　　　　　　99848 4.4

　

79.S　　　66 093　23.9　　　74000　加.2　　　　350 921　　錨.4

100.0

　　　

2ｱ6 954　100.0　　　366 2ｱ8　100.0　　　2 278 739　100.0

月

　

1

　

3

　　　　　　　　

月

　

|

　

出

　

納

　

整

　

理

　

期

　

1

　　

合

　　　　　　

計

肪.5

　　　

385 629　　ﾀ2.4　　　　268 579　　99.0　　　　2 720 011　　∂ﾀ.Q

32.4

　　　　

72 212　　17.3　　　　56 013　　20.6　　　　　848 397　　27.∂

10.0

　　　　

20 086　　　4.∂　　　　　　　－　　　　－　　　　　526265　　17.2

2∂.∂

　　　　

162 090　　3∂.9　　　　65 784　　24.3　　　　　834 179　　27.5

巧.j

　　　　

131 241　　3j. 4　　　　146 784　　54.1　　　　　511 170　　妬.7

　

2.j

　　　　　

2 436　　　0.∂　　　　　2 604　　　j.0　　　　　40 325　　　1.3

　

11.1

　　　　

29 381　　　7.0　　　　　　　　　　　　　　　　　295 222　　タ.7

100.0

　　　　

417 446　　100.0　　　　271 183　100.0　　　　3 055 558　100.0

　

∂7.5

　　　　

298 832　　85.9　　　　363 998　　ﾀ∂.∂　　　　2 708 848　　邱.Q

　

j.3

　　　　　

5 088　　　j.5　　　　　　788　　　0.2　　　　　40 852　　　1.3

　

11.2＼

　　　　

43 712　　12.6　　　　11 925　　　J.2　　　　　295 222　　　タ.7

100.01

　　　

347 632　　100.0　　　　375 711　　100.0　　　　3 044 922　　100.01



その２

　

都道府県

第122表昭和40年度

　

区

　　　　　　　

分

　

ト

　

月卜

　

月卜

　

月
ﾚ

　

月
ﾚ

　

月
ﾚ

　

月

　　　　

歳

　　　　　　

入

　　

5.∂

　　

4.2

　　

9,j

　　

3.∂

　　

5.8　　8．９

　　　　　

地

　　

方

　　

税

　　

j,7

　　

∂.∂

　　

ﾀ.∂

　　

５,3

　　

∂.2

　　

7.9

　　

収

　

侃錨胆汁

　

21.1

　　　　

－

　　

21.1

　　　　

－

　　

2.2

　　

20.8

　　　

j

　　

国庫支出金

　　

2.∂

　　

J.5

　　

5.5

　　

j.4

　　

7.5

　　

5.5

各

　　　　

そ

　　

の

　　

他

　　

2,j

　　

2.4

　　

2.∂

　　

3.3

　　

3.0

　　

3.∂

　　　　

歳計現金貸付金回収
月

　

入

　

念または他会計借入

　　　

7.j

　　

4.∂

　　

ﾀ.3

　　

12.1

　　

4.7

　　

9.7

別

|

　

|

一時借入金

　

入額

　　

7.3

　　

13.7

　　

5.2

　　

∂.∂

　　

10.9

　　

j.∂

構

　　　　

合

　　　　　

計

　　　　

6.0

　　

5.1

　　　

9.0

　　

4.2

　　

6.3

　　

8.5

　　　

歳

　　　　　　　

出

　　　

5.J

　　

4.3

　　

7.タ

　　

５.5

　　

∂.3

　　

∂.j
成

　

支才歳計現金貸付金また

比

　　　

ぼ弩会計借入金返済

　　　

4.∂

　　

j.2

　　

13.7

　　

∂.2

　　

∂.j

　　

17.0

　

|

出

生
‾時借入金返済額

　　　

0.∂

　　

ﾀ.9

　　　

9.0

　　　

5.0

　　

∂.7

　　

11.7

　　　　

合

　　　　　

計

　　　　

4.8

　　

4.8

　　　

8.1

　　　

5.5

　　　

6.5

　　

6.7

その３

　

市町村

　

区

　　　　　　　

分

　

卜

　

月卜

　

月ﾄ

　

月
ﾚ

　

月ﾄ

　

月19

　

月

　　　　

歳

　　　　　　　

入

　　

∂.0

　　

4.∂

　　

∂.∂

　　

5.5

　　

∂.7

　　

∂.0

　　　　　

地

　　

方

　　

税

　　

5,2

　　

∂.3

　　

∂.0

　　

∂.∂

　　

∂.∂

　　

7.0

　　

む

　

侃詣勁け

　

21.1

　　　

0.j

　　

21.2

　　　

0.3

　　

0.∂

　　

20.5

　　　

1

　　

国庫支出金

　　

2.5

　　

3.∂

　　

2.5

　　

5.2

　　

5.0

　　

∂.５

　　　　　

都道府県支出金

　　　

0.1

　　

0.4

　　

Q.7

　　

j.7

　　

2.4

　　

2.∂

各

　　　　　

そ

　　

の

　　

他

　　　

2.J

　　

3.j

　　

3.8

　　

3.∂

　　

∂.5

　　

4.∂

　　　　

歳計現金貸付金回収
月

|

　　

金または他会十借入

　　　

∂.∂

　　

9.j

　　　

4.タ

　　

3.9

　　

3.∂

　　

∂.5

別

　

ｻ

き時借χ金借χ額

　　

14.4

　　

∂.タ

　　　

4.∂

　　　

∂.9

　　　

J.∂

　　

5.δ

構

　　　

合

　　　　

計

　　　

7.4

　　

5.1

　　

6.4

　　

5.6

　　

6.3

　　

7.4

成

　　

歳

　　　　　　

出

　　

4.5

　　

5.0

　　

∂.∂

　　

5.タ

　　

∂.7

　　

∂.7

　　

支

　

歳計現金貸付金また
比

　　

↑

は他会計借入金返済

　　

11.6

　　

∂,∂

　　

∂.o

　　

5.2

　　

5.∂

　　

5.タ

　　　

，金等

　

|

．ぐ一N

　

入金返済額

　　

j.∂

　　

3.∂

　　

4.j

　　

∂.∂

　　

4.2

　　

5.∂

　　

出

　　

合

　　　　　

計

　　　　

4.4

　　

4.9

　　　

6.5

　　

6.0

　　　

6.3

　　

6.5

－420



資金収支の状況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

10

　

月

ﾚ

1

　

月

ﾚ

2

　

月
卜

　

月

ﾚ

　

月
ﾚ

　

月
|

　

出納整理期

　

|

　

合

　　　

計

　　

4.5

　　

10.1

　　

12.6

　　　

5.3

　　　

5.7

　　

μ.2

　　　　　　

ﾀ.9

　　　　　

100. C

　　

5.∂

　　

11.1

　　

13.0

　　　

∂.∂

　　　

∂.∂

　　

∂.5

　　　　　　

∂.∂

　　　　　

100.0

　　

0.2

　　

20.∂

　　　

2.∂

　　　

J.∂

　　

J.4

　　

3.∂

　　　　　　　

－

　　　　　

100.0

　　

5.2

　　

∂.5

　　

20.3

　　　

5.5

　　　

∂.2

　　

19.4

　　　　　　

7.9

　　　　　

扨0.0

　　

5.4

　　

3.5

　　　

9.7

　　　

j.3

　　　

5.3

　　

25.7

　　　　　

2∂.7

　　　　　

100.0

　　

5.∂

　　

10.5

　　　

9.3

　　　

J.∂

　　

10.4

　　

∂.0

　　　　　　

∂.5

　　　　　

100.0

　

10.4

　　

j.∂

　　

14.7

　　　

3.1

　　　

∂.∂

　　

10.0

　　　　　　　

－

　　　　　

１００.0

　　

5.0

　　

9.6

　　

12.8

　　

5.1

　　

5.8

　　

13.7

　　　　　

8.9

　　　　　

100.0

　　

∂.j

　　

∂.j

　　

16.5

　　　

j.∂

　　

∂.j

　　

11.0

　　　　　

13.4

　　　　　

100.0

　　

j.7

　　

5.S

　　

13.5

　　　

5.J

　　

δ.4

　　

12.5

　　　　　　

j.タ

　　　　　

100.0

　　

7.∂

　　

∂.J

　　　

4.j

　　　

∂.5

　　

7.5

　　

jj.∂

　　　　　　

j.0

　　　　　

100.0

　　

6.2

　　

6.6

　　

15.3

　　　

5.1

　　　

6.5

　　

11.4

　　　　　

12.4

　　　　　

100.0

lo月
ﾚ

1

　

月
]
12

　

月

　

１

　

月

ﾚ

　

月
卜

　

月
|

　

出納整理期

　

ト

　

j

　　

4.9

　　　

∂.5

　　

10.7

　　　

5.0

　　

5.j

　　

13.0

　　　　　

M.9

　　　　　

如り.0

　　

6.4

　　

∂.j

　　

12:1

　　　

6.∂

　　　

7.9

　　

∂.5

　　　　　　

5.2

　　　　　

100.0

　　

2.j

　　

20.1

　　　

0.j

　　　

3.∂

　　

0.j

　　

ﾀ.Q

　　　　　　

0.4

　　　　　

100.0

　　

4.7

　　　

∂.∂

　　

17.3

　　

3.タ

　　　

4.∂

　　

17.1

　　　　　

20.4

　　　　　

100.0

　　

J.∂

　　　

4.7

　　

19.1

　　　

2.4

　　

5.j

　　

10.1

　　　　　

47.4

　　　　　

100.0

　　

j.7

　　　

4.9

　　　

ﾀ.4

　　　

4.2

　　

5.j

　　

jﾀ.5

　　　　　

26.3

　　　　　

100.0

　　

4.∂

　　　

2.∂

　　　

7.5

　　　

∂.∂

　　

5.9

　　

13.0

　　　　　

2∂.∂

　　　　　

100.0

　　

7.∂

　　　

5.∂

　　

16.C

　　5.7　　　∂.9　　13.0　　　　　　　－　　　　　100.0　　

5.3

　　

7.8

　　

11.4

　　

5.1

　　

6.0

　　

13.0

　　　　　

13.2

　　　　　

100.0

　　

∂.∂

　　　

∂.∂

　　

14.4

　　

4.∂

　　

∂.∂

　　

扨.タ

　　　　　

巧.0

　　　　　

100.0

　　

5.0

　　　

5.5

　　　

7.3

　　

j.δ

　　　

4.j

　　

12.1

　　　　　

77.5

　　　　　

100.0

　　

4.∂

　　　

4.9

　　　

7.2

　　　

∂.J

　　

∂.7

　　

j∂.∂

　　　　　

21.1

　　　　　

100.0

　　

6.0

　　　

6.3

　　

13.0

　　　

5.1

　　　

6.8

　　

12.1

　　　　　　

16.1

　　　　　

100.0

－421



第123表

　

昭和40年度純計決算

　　

区

　　　　　　　　　　　

分

　　　

純十

二

額｜十画額｜差

入

引

ド

．

≒

　

；

　

八二

　

二二

　

二

　　　

目

　　　　　

的

　　　　　

税

　　　　　

85 913　　　　　89 442　　△　　3 529

　

地

　　

方

　　

譲

　　

与

　　

税

　　　　　

50 062　　　　　52 845　　△　　2 783

　

地

　

方

　

交

　

付

　

税

　　　

743 187　　　713 187　　　30000

　　　

小

　　　　　　　　

計

　　　　　　

2 342 670　　　2 260 868　　　　81 802

　

国

　　

庫

　　

支

　　

出

　　

金

　　　　

1 089 816　　　　991 066　　　　　98 750

　　

義務教育費国庫負担金

　　　　

254 528　　　　232 733　　　　21 795

　　

その他普通補助負担金

　　　　

277 297　　　　285 773　　△ 8 476

　　

公共事業費補助負担金

　　　　

523 922　　　　437 165　　　　86 757

　　

四声鸚l

　　　

二

　　　

］レ

　

Ｔ

　

地

　　　　

方

　　　　

債

　　　

313 917　　　163 000　　　150 917

　

使

　

用

　

料、

　

手

　

数

　

料

　　　　　

127 237　　　　70 452　　　　56 785

　

諸

　　

収

　　

入

　　

等

　　　　

604 395　　　126 763　　　477 632

　

歳

　　　

入

　　　

合

　　　

計

　　　　

4 478 035　　　3 612 149　　　　865 886

－422－



額と地方財政計画額との比較

(単位

　

百万円)

　

ｇ

　　　　

゛

し

十

二

額卜画（

√

　

ﾘ|

給

　

与

　

関

　　

係

　

経

　

費

　　　　

I 602 453　　　1 307 230 295 223

一

　

般

　

行

　

政

　

経

　

費

　　　　

1006 614　　　　742 073　　　　264 541

公

　　　　

債

　　　　

費

　　　

153 866　　　133 486　　　20 380

維

　　

持

　　

補

　　

修

　　

費

　　　　　

69 292 90 168　　乙　　20876

投

　　

資

　　

的

　　

経

　　

費

　　　　

1 532 915　　　1 311 352　　　　221 563

　

直轄事業負担金

　　　　

57 634　　　53 879　　　3 755

　

普通建設事業費

　　

1 263 960 1 112 544　　　　151 416

　　　

補

　　　　　　

助

　　　

692 116　　　628 097　　　164 019

　　　

単

　　　　　　

独

　　　

471 844　　　484 447　　△　12 603

　

災害復旧事業費

　　　

141 882　　　93 419　　　48 463

　　　

補

　　　　　　

助

　　　

123 149　　　79 778　　　43 371

　　　

単

　　　　　　　　

独

　　　　　

18 733　　　　　13641　　　　　5 092

　

失業対策事業費

　　　

69 439　　　51 510　　　17 929

対談漑対質鋸に

　　　

－

　　

27 840　　a　27 840

歳

　　　

出

　　　

合

　　　

計

　　　　

4 365 140　　　3 612 149　　　　752 991

－423－



第124表地方財政と

　　　　　　　　　　

国民総支出

　

歳

　

出

　

総

　

額

　

（注）１

　

国民総支出は、経済企画庁の推計による。（昭和10年、昭和16年は歴年分）

　　

２

　

国の歳出額は、昭和40年度については、一般会計と、交付税譲与税配付金、

　　　

特別会計の７会計の純計決算額であり、昭和39年度以前においても一般会計と

　　　

算額である。

　　

３「国から地方に対する支出」は、地方交付税（地方分与税、地方財政平衡交

　　　

供施設等所在市町村交付金を含む。）の合算額であり、地方の歳入決算額によ

　　　

４「地方から国に対する支出」は、地方財政法第17条の２の規定による地方公

　　　

よび国に対する交付公債の元利償還額の合算額）である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一424―



国の財政の累年比較

歳

一
国

ソ

９

　
　

０

１

　
　

７

5 985

6 732

8 89２

7 203

8 390

　

9 658

11 366

14 183

17 068

18 161

20 052

出 純

　　　

計

指数

1００

11６

j∂4

1５８

1９７

237

252

２７8

-
(C卜㈲

-

12 036

13 388

14 517

１３ ３１３

16 1Z5

18 973

23 530

28 428

32 560

37 598

42 959

方

一

指数

扨0

1２1

1４3

j77

21４

24５

２82

323

　　

額

一
合

一
㈲十(Ｇ)
佃

Ｏ

　
　

１

４

　
　

０

　
　
　
　

－

18 021

20 1２0

23 ４09

20 516

２4 565

２8 631

3４ 896

42 6Ｈ

49 628

55 759

63 Oil

計

一

指数

　

－

100

12０

召0

j70

２０8

242

272

3０７

純計構成比

(単位

　

億円・％)

国民総支出に対

する比率

㈲
一
収

－
㈲
面

－
㈲
面

47.5

6９ ３

53.2

33.５

38.0

３５､l

34.2

33､7

32.6

55.3

34.４

３２.6

3j.∂

52.５

50.7

66.8

６６、５

62.0

64､9

Bｓ.ａ

66.3

67.4

６６.７

65.６

67.4

68.2

]1.４

15.6

６．０

∂．Ｑ

７、７

６､６

６．3

6.0

5.9

∂.7

６．９

６．４

６．４

躾
収

－剛
一
収

1２.６

６．９

1２-２

１２-０

12.6

12.3

12.1

11.8

12-2

13 4

13.2

13.2

13.７

2９ ０

2２.５

18､2

j∂.0

20.5

j∂.∂

18.４

j7.∂

18.1

20.1

20.1

19.6

20.1

国有林野事業(治山勘定のみ)、特定土地改良工事、港湾整備道路整備および治水の６

これらの特別会計に相当する特別会計がある場合には、それらの特別会計との純計決

付金および臨時地方財政特別交付金を含む｡）、地方譲与税および国庫支出金（国有提

つている。

共団体の負担金（地方の歳出決算額中国直轄事業負担金にかかる国への現金納付額お
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第125表

　

国

　

民

　

総

　

生

　　　　　　　　　　

昭和35

　

昭和36

　

昭和37

　

昭和38

　

昭和39

　

昭和40

　

区

　　　　　　

分

　　

年度年度年度年度年度年度

　　　　　　　　　　　

（A）

　

（Ｂ）

　

（（ヵ

　　

（Ｄ）

　　

㈲

　

|

　

剛

　　　　　　　

一一

国

　　

民

　　

所

　　

得

　

130 091 154 139 172 150 199 808 225 801 250668

資

　

本

　

減

　

耗

　

引

　

当

　

17 387 22.091　25 084 29 697 37 016 41 095

間

　　　

接

　　　

税

　

14 099　17 017　17 784 20 148 23 234 24 291

（控除）経

　

常

　

補

　

助

　

金

　　　

355

　　　

659

　　　

756

　　　

949

　

1 330　1 583

統

　

計

　

上

　

の

　

不

　

突

　

合

　

乙

　

753

　　

489・2 364 △1 440△　649　1 022

合

　　　　

計（国民総生産）160 469 193 0ｱﾌ 211 897 247 262げ84 0ｱ1 313 448

個

　

人

　

消

　

費

　

支

　

出

　

87 740 101 996 117 766 136 150 155 103 175 340

政府の財貨サービス経常購入

　　

13 975　16 256　19 312　23 203　26 847　30 861

国内総固定資本形成

　

51 245　67 853　72 560　81 013 92 234 97 842

在

　　

庫

　　

品

　　

増

　　

加

　　

7 395　10 537　2 190　10 552　9 490　5 287

輸出と海外からの所得

　

18 012 19 048　21 743　24 396　30 878　36 824

（控除）輸入と海外への所得

　　

17 899　22 614　21 674　28 052　30 480　32 706

合

　　　　

計（国民総支出）160 469 193 077 211 897 247 262 284 071 313 448

（注）経済企画庁推計による。
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産

　

と

　

総

　

支

　

出

　

勘

　

定

(単位

　

億円・％)

　　　

対

　　

前

　　

年

　　

度

　　

比

　　　　　　　

構

　　　　　

成

　　　　　

比

　

則則剖則潔

]

○りり☆回
j

l

　

118､５×　111.7

　

116.1

　

113.0

　

lU.Oi

　

∂j､j

　

79.∂8

丿

　

∂0.∂

　

79.5

　

∂0.0

　

127.1

　

113.5

　

118.4

　

124.6

　

111.0

　

10.8

　

11.4

　

jj.∂

　

12.0

　

jJ.

J

　

13.1

　

j2ひ.7

　

104.5

　

113.3

　

115.3

　

104.6

　　

∂.∂

　　

∂.∂

　　

∂.4

　　

∂.j

　　

∂.2

　　

7.7

　

j∂5.5

　

114.7

　

125.6

　

140.1

　

jjﾀ.0

　　

0.2

　　

0.∂

　　

0.4

　　

0.4

　　

0.5

　　

0.5

　　　

－

　　　

－

　　　

－、

　　

－

　　　

－

　

△り.5

　　

Q.3

　

△１．１

　

△0.∂

　

^0.2

　

△0.3

　

120.3

　

109.7

　

116.7

　

114.9

　

110.3

　

100.0

　

100.0

　

100.0

　

100.0

　

100.0

　

100.0

　

116.2

　

115.5

　

us.6

　

113.タ

　

113.0

　

54

ｿﾞ
52.∂　55.6　55.1　54.6　55.9

　

116.3

　

jj∂.∂

　

120.1

　

115.7

　

jμ.

｣

　

∂.7

　　

＆

J

　　

ﾀ.j

　　

ﾀ.

J

　　

ﾀ.51

　　

ﾀ.∂

　

132.4

　

108.9

　

in.7

　

113.∂

　

106.1

　

31.9

　

35.1

　

34.2

　

J2.∂

　

32.5

　

31.2

　

142.5

　

20.∂

　

j肩.∂

　

∂9.9

　

55.7

　　

j.∂

　　

5.5

　　

j.0

　　

4.3

　　

J.3

　　

j.7

　

105.8

　

114.1

　

112.2

　

126.6

　

119.3

　

11.2

　　

ﾀ.9

　

10.3

　　

ﾀ.∂

　

扨.9

　

11.7

　

126.3

　

ﾀ5.∂

　

129.4

　

108.7

　

107.3

　

11.2

　

11.7

　

10.2

　

11.3

　

10.7

　

扨.4

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　

120.3

　

109.7

　

116.7

　

114.9

　

110.3

　

100.0

　

100.0

　

100.0

　

100.0

　

100.0

　

100.0
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第126表

　

国 民

　　　　　　　　　　　

昭和35

　

昭和36

　

昭和37

　

昭和38

　

昭和39

　

昭和40

　

区

　　　　　　　　　

分

　　

年

　

度

　

年

　

度

　

年

　

度

　

年

　

度

　

年

　

度

　

年

　

度

　　　　　　　　　　　　

㈲

　　

（B）

　　

助

　　

（D》

　　

㈲

　　　

帥

個

　

人

　

消

　

費

　

支

　

出

　

8ｧﾌ40
ﾚ
01 996 117 766 136 156 155 103 175 340

　

家

　

計

　

消

　

費支出

　

85 912 99 848 115 387 133 400151 459 m 1％

　　　

飲

　　

食

　　

費

　

38053 42 302 47 524 53 410 59 951 67 319

　　　

被

　　

服

　　

費

　

11 739 13 831　15 890 17 918 19 556 21 369

　　　

光

　　　

熱

　　　

費

　　

3 499　3 894　4 487　4 937　5 439　6 171

　　　

住

　　

居

　　

費

　

13 018　16 281　18 591　21 785 24 861 28 239

　

民間非営利団体の消費支出

　　

1 587　1 889　2 097　2 419　3 276　3 722

（注）経済企画庁推計による。
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総 支 出

(単位

　

億円・％)

　　

対

　　

前

　　

年

　　

度

　　

比

　　

１

　　　　

構

　　　　　

成

　　　　　

比

才几千引（瀋）り（りり

㈲

ト

　

Ｊ.2 115.5 m.6　2ｲｍ.，　54.7　52.8乱二〉よ‾二

　

丿扨’2

　

115.

ﾘ

　

jM’

l

　

113.5 113.01　55.5　51.7　54.5　54.0　55.3　54.6

　

111.2

　

112.3 112.4.　112.2　jj21 23.7　2j.ﾀ　22.4　　言21.1　21.5

　

w.∂

　

114.ﾀ

　

召2.∂

　

ミフ

〉

に

　

7°3

　

1

　

7゛5

　

/

　

6.∂

　　

δ.∂

　

111.3

　

115.2･

　

110.0

　

110.2

　

113.ぷ

　　

2.2.

　　

2.り

　　

2.j

　　

2.Q

　　

j.∂

　　

2.り

　

125.1

　

114.2

　

117.2

!

　

114.1

!

　

113.6

　　

∂.j

　　

8.4＼

　　

∂.∂

　　

∂.

ﾘ

　　

∂.∂

　　

ﾀ.0

　

119.1　111.０

ﾄ

j

］

135.4 113.6回］つつo2

　

107.2

　

jOﾀ.2，117.２･

　

111.1･-,　114.６＼　　i.２　　0.1　　0.1＼　　0.j　　り.j　　0.j

　

皿に

ｺﾞ

２

］

ｍ◇ヤ

　

］

　

丿

　

り

　

］

　

9.5

　　

ﾀ.∂

　

133.7

　

％.4

　

122.5

　

Ul.l:

　

101.4＼

　

56.5!

　

如.δ

　

お.J

　

57.0

　

お.∂

　

J2.ﾀ

　

132.4

　

jo∂.ﾀ

!

　

111.7

　

HJ.∂1

　

106.1

　

31.9

　

35.1

　

34.2

　　

32.8 32.5　31.2

　

131.4 100.1 111.0節丿100.9' 24.0･　　2∂.21　2J.J　22.7　　22.∂１　２０.9

　

135.4

　

127.0,

　

113.1

　

μ汐.

J

　

118.5,

　　

∂｡o

1

　　

ﾀ.

J

　

扨

づ

　

拓.1

　　

コ

扨.3

　

142.5

　

20.8

し

む.a

　

9

/

　

5

パ

　

Ｈ

　

ド

　

ム

　

ム

　

j.3

　　

j.7

　

151.ﾀ

　

21.8

　

470.7

　　

別

べ

　

お

j

　

4.4,

　　

5.5

　　

j

う

　

j‘j

　

3ｲ1.4

　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

」

159.2

　　

0.2

1

　　

0.j

!

　

乙0.j

　

乙ｴ0.2

　　

0.21 0.3

　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

」

　　

－

　　

0.j

　　

j.∂

　　

0.0.△j.5

　　

0.j

　　

1.3

105.8　114.1

　

112.21

　

126.6

　

119.3

　

11.2

　　

9.ﾀ

　

j0.

ﾘ

　　

ﾀ.

?

　

辺.9

　

11.7

126.3

　

95.8

　

j2ﾀ.ぜ

　

j叩丿

　

10V.3

　

召.2

　

11.7

　

10.2･

　

11.3:

　

10.71 10.4i

120.3 109.7 116.7 114ｲ110.3 100.01 100.0 100.0 100.0 100.0 100.01
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第127表国民所得に

　　　　　　　　　　　

分配国民所得

　　　　　　　　

租

　　　

税

　　　

負

　

区

　　　

分

　　　

い

り⊇

。

ヰ⊇ﾄ

。り⊇

昭和10年度

　　　　

144

　　

－ 12　　－　　　　　　　7　　－

　　　　

16

　　　　　　　　　

358

　　

－

　　　　　　

49

　　

－

　　　　　　　

9

　　

－

　　　　

31

　　　　　　　　

79 889　　－　　　　10 868　　－　　　　　4 499　　－

　　　　

32

　　　　　　　　

91 346　　－　　　　12 018　　－　　　　　5 272　　－

　　　　

33

　　　　　　　　

94 235　　－　　　　11 908　　－　　　　　5 440　　－

31～33平均

　　　　

88 490　J00　　　H 598　100　　　　5 C･ｱO　扨0

　　　　

34

　　　　　　　

107 498　121　　　　13 724　jj∂　　　　　6 110　121

　　　　

35

　　　　　　　

130 091　　μ7　　　　18 015　j55　　　　　7 442　j47

　　　　

36

　　　　　　　

154 139　174　　　　22 277　扨2　　　　　9 065　j7ﾀ

　　　　

37

　　　　　　　

172 150　j∂5　　　　23 907　2り∂　　　　10 567　2卵

　　　　

38

　　　　　　　

199 808　22∂　　　　27 317　23∂　　　　12 128　2お

　　　　

39

　　　　　　　

225 801　　255　　　　31 592　272 1　　　　13 996　27∂

　　　　

40

　　　　　　　

250 668　2∂3　　　　32 796　2∂3　　　　15 494　3卯

（注）１

　

国税は、租税（一般会計分ならびに交付税及び譲与税配付金特別会計分）お

　　

２

　

租税の限界負担率（租税の増分の国民所得の増分に対する割合

　

％）

38年度

　　　

18.0

39年度

　　　

23.6

40年度

　　　

10.9

；

　

租税の国民所得

38年度

　　　

0.89

39年度

　　　

1.20

40年度

　　　

0.54

国税のみについては

　

12.3

国税のみについては

　

16.4

国税のみについては

　

４.8

３

　

租税の国民所得に対する弾性値（租税の増減率の国民所得の増減率に対する

　　　　

国税のみについては

　

0.89

　　　　

国税のみについては

　

1.21

　　　　

国税のみについては

　

0.35
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対する租税負担率

-

一
道府県税
-

1 851

2 302

２ ２７４

2 14２

2 639

3 ４89

4 ４42

5 ２26

6 054

7 097

7 823

　　

訳

市町村税

　　　　　

４

　　　　　

９

2 6４8

2 970

3 166

2 928

3 ４71

3 953

4 623

5 341

6 074

6 899

7 671

額

計

19

58

15 367

17 290

17 348

16 668

19 834

25 457

31 3４２

3４ ４7４

39 4４5

45 588

48 290

指数

-

扨0

11９

1５3

1８８

2０7

2J7

２７4

290

国税

８．３

1３-７

13.6

1３ ２

12.6

13.1

12.8

13.9

μ.j

13.９

1３-7

14.0

13.1

(単位

　

億円・％)

租

　

税

　

負

　

担

　

率

４．９

２．ｊ

５．6

5.∂

５．8

5.7

5.7

５．７

５､９

∂．ｊ

６．０

６.2

６、２

内

　　

訳

２。1

0.∂

2､3

2.5

2.4

2．4

2.5

２．7

2.9

＆０

３．０

３､1

3．ｊ

2.8

1、９

3.3

∂.3

3.4

３．ｊ

Ｊ．２

３．０

３.０

3.1

３．0

3.1

3.1

計

1３.2

16.２

19.2

jﾀ.Q

18.4

18.8

18.5

19.６

20.3

20.0

!9､７

２０.2

jタ.J

よび印紙収入のほか、専売納付金を含む。

　　

地方税のみについては

　　

地方税のみについては

　　

地方税のみについては

割合）

　　

地方税のみについては

　　

地方税のみについては

　　

地方税のみについては

５．６

７.2

6.0

0.96

1. 14

0.97

－431－
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Ｌ
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区

　　

分

昭和10年度

　　

16

３１

２

　
　

３

３

　
　

３

31～33平均

４

　
　

５

　
　

６

　
　

７

　
　

３

　
　

９

　
　

０

３

　
　

３

　
　

３

　
　

３

　
　

３

　
　

３

　
　

４

(注)
１

２

(A)

Ｑ
／

　
　

８

１

　
　

５

15 367

17 290

17 3４8

16 668

19 83４

25 457

31 3４2

34 474

39 445

４5 588

48 ２90

　

租

一

国

　

税

　

(Ｂ)

-

　

12

　

４9

10 868

12 018

11 908

H 598

13 724

18 015

22 ２77

23 907

27 317

31 59２

32 796

税

一
地

３

２

1 851

2 302

2 274

2 142

2 639

3･４89

4 44２

5 226

6 054

7 097

7 823

内

一

方

第128表租

　

税

　

の

　

実

訳
一
旦

砧

４

７

2 648

2 970

3 166

2 928

3 471

3 953

4 6２3

5 341

6 07４

6 8９9

7 671

７

９

4 499

5 ２7２

5 ４40

5070

6 110

７ ４４２

9 065

10 567

1２ 128

13 996

１５ ４９４

国から地方への交什

地

　

方

交付税

　　　

－

　　　

４

1 652

2 03２

２ ２40

1 975

２ 598

3 110

4 017

4 875

５ ８１２

6 660

７ ４３２

地

　

方

譲与税

-

　

－

　

－

235

293

3２4

２84

3２7

362

45４

308

352

436

501

国

　

庫

支出金

３

６

2 951

３ ２１４

3 502

3 222

4 136

４ 771

5 808

7 081

8 157

9 267

10 898

国税は、租税（一般会計分ならびに交付税及び譲与税配付金特別会計分）お

地方から国への負担額は、国直轄事業負担金にかかる国への現金納付額おJこ
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質

　

的

　

分

　

配

　

状

　

況
(単位

　

億円・％)

　

額

　　

地方から

　

実質的配分

丁国への負

　　　

●

　

卜

　

方

　

構

　　　　　

成

　　　　　

比

　　

；こ≒二回＋(柵川削則牡aj

　　　

3

　　　　　

0

　　　　　

9

　　　　

10

　

63.2

　

巧.∂

　

21.0

　

J∂.∂

　

47.4

　

52.6

　　　

10

　　　　　

0

　　　　

39

　　　　

19

　

84.5

　

3.j

　

12.1

　

15.5

　

67.2

　

32.∂

　　

4 838　　　　25　　6 055　　9 3L2　70.7り2.j　17.2　29.5　39.4　印.∂

　　

5 539　　　　37　　　6 516　　10 774　∂ﾀ.5　8.3　17.2　30.5　37.7　62.3

　　

6 066　　　　39　　　5 881　　11 467　∂∂.6　8.j　j∂.3　31.4　33.タ　66.1

　　

5 481　　　　34　　　6 151　　10 517　∂ﾀ.∂　12.8　17.6　30.4　56.3　63.1

　　

7061

　　　　

64

　　　

6 727　　13 107　∂ﾀ.2　招.3　17.5　30.8　JJ.タ　66.1

　　

8 243　　　　276　　10 048　　15 409　7り.∂　召.7　15.5　2ﾀ.2　3ﾀ.5　60.5

　

10 279　　　　381　　12 379　　18 963　71.1　召.2　皿.7　2＆∂　3ﾀ.5　6り.5

　　　　　　　　　

1

　

12 264　　　　446　　12 089　　22 385　89. i?　15.2　15.5　30.7　35.1　64.9

　

14 321　　　　528　　13 524　　25 921　∂ﾀ.3　15.3　15.4　50.7　34.3　65.7

　

16 363　　　　622　　15 851　　29 737　69.5　巧.∂　15.1　30.7　Jj.∂　65.2

　

18 831　　　　692　　14 657　　33 633　67.9　拓.2　15.9　32.1　30.4　69.6

よび印紙収入のほか専売益金を含む。

び国に対する交付公債の元利償還額の合計である。
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第129表地方財政財

ﾌﾟし

会

　

ニ

　

プ

　

？

　

ダ

　

プ

　

ｊ

非

　　　　　　　　　　　　

⊇

　

エノ

　

方

　　　　

サ

　　

ス購

　　　　

１

　　　　　

１

　　　　　　

□１

　

本

　　

資

　　

形

　　

成

　　　

5 410　　7 497　　9 625　　10 069　　11 964j

(注) １

　

経済企画庁推計による。

２

　

普通会計歳出額（地方公共団体の純計額）からの控除は、地方公共団体が最

　

等）について行なってある。

第130表政府の財貨サ

　　　　　　　　　　　　

昭和35

　

昭和36 ! 昭和3ｱ　昭和38　昭和39

　

区

　　　　　　　

分

　　

年

　　

度

　

年

　　

度！年

　　

度

　

年

　　

度

　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　

（A）

　　　

（Ｂ）

　

1

　

（ｃ）

　　　

cD）

　　　

c吻

政府の財貨サービス購入

　　

27 128　　33 425　　41 1J　47 680　　54 777

　

中

　　　　　　　

央

　　

13 7291　16 580　2o 22ﾖ　23 668　26 564

　　　

経

　

常

　

購

　

入

　　　

5 986　　6 903　　8003　　9 259　　10 599

　　　

資

　

本

　

形

　

成

　　　

7 744　　9 672　　12 226　　14 408　　15 966

　

地

　　　　　　　

方

　　

13 399　16 845　20 934　24 012　28 212

　　　

経

　

常

　

購

　

入

　　　

7 989　　9 347　　11 309　　13 943　　16 248･

　　　

資

　

本

　

形

　

成

　　　

5 410　　7 497　　9 625　　10 069　　11 964一

国

　

民

　

総

　

支

　

出

　　

160 469　193 0ｱｱ　211 897　247 262　284 071

（注）経済企画庁推計による。
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貨サービス購入額

昭和40

年

　　

度

　

(F)

26 146
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7
7
0
＼

t
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Ｉ
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３
３
２

　

８
３

　
　
　
　

｛
ｊ

　

Ｉ
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剛
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－
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収
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５
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■
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ｏ

ｊ
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Ｃ
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V
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－
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－
剛
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ヨ

５
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終需要者として購入したものといえない支出額（中央財政との重複、扶助費、公債費

－ビス購入と国民総支出
(単位

　

億円・％)

昭和則

　　

対

　

前

　

年

　

度

　

比

　

｜

　　

構

　　　

成

　　　

比

几呵引剛町冊ドドドソトトト

　

64 185臨言Ｊ.ハn8ﾚｎ.ﾀﾚﾌ.2 9.ﾀ》麗卜石7乱ｇ.J≒,.5

　

31 854 120.8^122.り117.0 112.2 jjﾀ.ﾀ　∂.1　∂.∂|　ﾀ.5　ﾀ.∂|　ﾀ.?　扨.2

　

12 144 115.4'115.9』゛ﾔ“'ｏ°“　昂　回　”　呵　J.∂　j.ﾀ

　

19 7011124.ﾀ126.∃117.∂UOM 123.4'　4.∂　5.0]　j.7　5.∂　5.∂　∂.j

　

32 3401125.∃124.3＼114.7　117.ぶ114.6　回　∂.7　ﾀ.9　　回ﾀ.9　W.3

　

18 716 117.0 121.0･123.3 116.5 115.2　5.Q　4.∂　5.J　5.∂　5.7　∂.0

　

13 624 j3∂.6j2∂.i＼104.61118.∂j召.ﾀ　3.31　3.ﾀ　j.∂　4.7　j.2　4.j

　

313 448 120.3 109.7 116.7 1U.9 110.3 100.0ﾄ0 01 100.0ﾘ00‘Oﾄﾞ00'OﾄO'0
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第131表

　

地

　

方

　

公

　

営

１

区

　　　　　　　　　　

分

　　　　　　

昭

　　　

和

　　

４０

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　

法適用企業i法非適用企業|合

　　　

計

　

上

　　

水

　　

道

　　

事

　　

業

　　　　　　　

483

　　　　　　　

777

　　　　　　

1 260

　

簡

　

易

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　　　　

23

　　　　　　

1 977　　　　　　2 000

　

工

　

業

　

用

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　　　　

52

　　　　　　　

20

　　　　　　　

72

　

交

　　　

通

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　　

90

　　　　　　　

84

　　　　　　　

174

　　　

バ

　　　　　　　　　　

ス

　　　　　　　　

45

　　　　　　　　

6

　　　　　　　

51

　　　

路

　　

面

　　

電

　　

車

　　　　　　　　

13

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

13

　　　

地

　　　　

下

　　　　

鉄

　　　　　　　　

３

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

３

　　　

ト

　

ロ

　

リ

　

ー

　

バ

　

ス

　　　　　　　　　

４

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

４

　　　

モ

　　

ノ

　　

レ

　

ー

　

ル

　　　　　　　　

２

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

２

　　　

索

　　　　　　　　　　

道

　　　　　　　　

11

　　　　　　　　　

20

　　　　　　　

31

　　　

占記以外の軌道ヽ地方鉄

　　　　　　　　

５

　　　　　　　　

４

　　　　　　　　

９

　　　

道

　　　

船

　　　　　　　　　

舶

　　　　　　　　

7

　　　　　　　

54

　　　　　　　

61

　

電

　　　

気

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　　

34

　　　　　　　　

9

　　　　　　　

43

　

ガ

　　　

ス

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　

60

　　　　　　　　　

11

　　　　　　　　　

71

　

病

　　　

院

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　

340

　　　　　　　

456

　　　　　　　

796

　

公

　

共

　

下

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　　　

25

　　　　　　　　　

153

　　　　　　　　

178

　

そ

　　

の

　　

他

　　

事

　　

業

　　　　　　　

153

　　　　　　　

1 208　　　　　　1 361

　　

合

　　　　　　　　　

計

　　　　　　　

1 260　　　　　　4 695　　　　　　5 955

参考表(11)法適用企

・ｉ用企・ａ

　

１

　

千

　

り

　

。,二二]ﾆﾚΞ〕
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企

　

業

　

の

　

事

　

業

　

数

　　　　　

昭

　　　

和

　　　

39

　　　

年

　　　

度

　　　　　　　　

増

　　　　　　

減

ｌｉﾀ目ｲk判おり１１１=引合

　　　　

-|

〕

よｊｍ企剔り朗d

　　　　　　　　

459

1　　　　　　750　　　　　　1

209　　　　　　　24　　　　　　　2ｱ

　　　　　　　　　

20

　　　　　　

1 976　　　　　　1 296　　　　　　　3　　　　　　　1

　　　　　　　　　

46

　　　　　　　　

19

　　　　　　　　

65

　　　　　　　

6

　　　　　　　

1

　　　　　　　　　

92

　　　　　　　　

79

　　　　　　　

171

　　　　　

二

　

2

　　　　　　　

5

　　　　　　　　　

47

　　　　　　　　

6

　　　　　　　　

53

　　　　　

-.

　

2

　　　　　　　

0

　　　　　　　　　

15

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

15

　　　　　

乙

　

２

　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

3

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

3

　　　　　　　

0

　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

４

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

4

　　　　　　　

0

　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

1

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

1

　　　　　　　　

1

　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

11

　　　　　　　　

16

　　　　　　　　

27

　　　　　　　

0

　　　　　　　

4

　　　　　　　　　　

5

　　　　　　　　

4

　　　　　　　　

9

　　　　　　　

0

　　　　　　　

0

　　　　　　　　　　

6

　　　　　　　　

53

　　　　　　　　

59

　　　　　　　

1

　　　　　　　　

1

　　　　　　　　　

34

　　　　　　　　　

H

　　　　　　　　　

45

　　　　　　　　　

O

　　　　　

a

　　

2

　　　　　　　　　

55

　　　　　　　　　

15

　　　　　　　　　

70

　　　　　　　　　

5

　　　　　

△

　

4

　　　　　　　　

313

　　　　　　　　　

480

　　　　　　　　　

793

　　　　　　　　

27

　　　　　

△

　

２4

　　　　　　　　　

21

　　　　　　　　　

15２

　　　　　　　　　

173

　　　　　　　　　

4

　　　　　　　

1

　　　　　　　　　

131

　　　　　　

1 1４5　　　　　　1 276 ２2　　　　　　　63

　　　　　　　

1 171 4 627 5 798 89　　　　　　　68

業

　

数

　

の

　

増

　

加

　

傾

　

向

　　　

33

　

1

　

34

　　

1

　　

35

　　

1

　　

36

　　

1

　　

37

　　

1

　　

38

　　

1

　　

39

　　

1

　　

40ﾉ]ｽ〕35/36/3し〕三万ﾌﾞ

ﾂ

ﾌﾞ

ﾂ
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第132表地

　

方

　

公

　

営

　

区

　　　　　　　　　　

分

　　

！

　　

一

　

般

　

職

　

員

　　

ｌ

　　

臨

　

時

　

職

　

員

地

　

方

　

公

　

営

　

企

　

業

　　　　　　　　　

259 853　　　　　　　　　　9 959

　

上

　　

水

　　

道

　　

事

　　

業

　　　　　　　　　　

52 872　　　　　　　　　　1 451

　

簡

　

易

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　　　　　　

3 388　　　　　　　　　　385

　

工業用水道事業

　　　　　　　　

2 513　　　　　　　　72

　

交

　　

通

　　

事

　　

業

　　　　　　　　

74 504　　　　　　　　423

　

電

　　

気

　　

事

　　

業

　　　　　　　　　　

3 974　　　　　　　　　　235

　

ガ

　　　

ス

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　　　　　

1 661　　　　　　　　　　　101

　

病

　　

院

　　　

事

　　

業

　　　　　　　　　　

95 454　　　　　　　　　　4 836

　

公共下水道事業

　　　　　　　

10 256　　　　　　　415

　

そ

　　

の

　　

他

　　

事

　　

業

　　　　　　　　　　

15 231　　　　　　　　　　2 041

収

　　　

益

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　　　　　

2 064　　　　　　　　　　　77

国民健康保険事業

　　　　　　　

42 379　　　　　　　　788

公

　

益

　

質

　

屋

　

事

　

業

　　　　　　　　　　　

511

　　　　　　　　　　　　　　

51

農

　

業

　

共

　

済

　

事

　

業

　　　　　　　　　　

3 715 29

　

合

　　　　　　　

計

　　　　　　　

308 522　　　　　　　10 904

（注）地方公営企業は昭和4L年３月31日現在、その他の事業は昭和41年４月１日現在

第133表昭和40年度地

　　　　

昭

　

和

　

40

　　

年

　

度

　

㈲

　　　　

昭

　　

和
ｇ

　　　　

゛

ト

　

入ト

　

出）

　

ﾉ

‾て‾Ｔ

白玉⑤∩□誹白畷

行殆ジ］

　　

２

　

噸

合

　　　　　　　　

計

　　　

1 738 459　1 738 836　　　　　3ｱｱ　1 413 553

― 438 ―



事

　

業

　

の

　

職

　

員

　

数

合

の職員数である。

計

　

ｉ

　

前年度末職員数

269 812

　

54 323

　　

3 773

　　

2 585

　

74 927

　　

４ ２09

　　

1 76２

100 290

　

10 671

　

17 272

　　

2 1４1

　

43 167

　　　　

56２

　　

3 744

319 426

方公営事業決算の状況

260 502

　

52 768

　　

3 860

　　

2 440

　

7４ 313

　　

４ 168

　　

1 703

　

95 905

　　

9 690

　

15 655

　　

2 208

　

４7 384

　　　

66２

　　

3 ４39

314 195

増

(単位

　

人)

　　　

減

△

■
Ｊ

<
]

-
Ｊ

9 310

1 5S5

　　

87

　

145

４
L
9
5
1
7
【
／

1

　

4
5
8
8
ｔ
６

６

　
　
　
　

３
９
６

　
　
　
　
　
　
　
　

４

　
　

１

4 217

　

10D

　

305

5 231

(単に

　

百万円)

　　

39

　　

年

　　

度

　

（Ｂ）

　　　　　　

増

　　　　　　　

減

　　　　

収一（B）

--

　　　　

一一一一一一一一一一

　　

一一一

　

支

　　

出！差

　　　

引

1

収

　　　

ｸﾚ支

　　　

出，差

　　　

引

　　　　　　

；

　　　　　

｜

　　　　　

｜

　　　

895 54り　　乙16 92ヤ 147 294 ・　　　　154 738　　　　乙　7 444

　　　

688 358　　　乙　22 16割　　　　135 63S　　　　　139 924 ，　　乙　4 289

　　　

207 184　　　　　　5 245 ｡　　　　　11 659　　　　　14 814　　　　L　3 155

　　　

335 054　　　　　　7 292 ･　　　　166 968　　　　　103 393 1　　　　　3 575

　　　

190 280　　　乙　6 556 '　　　　　67 459　　　　　48 715
1 18 744

　　　

2 913　　　　　　　142
！
乙　　321　　　　285

11
△　　　36

　　　

5 065　　　　　　　745　　　　　3 560　　　　　　3 421
1　　　　　　　85

　　

1 428 854　　　乙　15 30n　　　　324 906　　　　309 982　　　　　14 924

　　　　　　　　　　　　　

｡

　　　　　　　　　　　　

1
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ｌ

｜

｜

｜
｜

｜

｜

1

1

1

1

1
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その１

　

収益および費用の状況

第134表

　

昭和40年度法

　

区

　　　　　　　　　

分

　　

|水道事業lj1業用水妥|交通事業|電気事業

総

　　　

収

　　　

益

　　

114 530　　10 811　　83 962　　20 676

　

（営

　　

業

　　

収

　　

益）

　　　

100 342　　　　8 237　　　77 461　　　19 838

　

う

　

料

　

金

　

収

　

入

　　　　

97 722　　　7 729　　　74 229 19 704

　　

U

　

ち

　

国

　

県

　

補

　

助

　

金

　　　　　　

44

　　　　　

183

　　　　　

160

　　　　　

－

総

　　　

費

　　　

用

　　

117 419　　10 928　　102 201　　19 010

　

う

　

職

　

員

　

給

　

与

　

費

　　　　

36 694　　　　1 073　　　63 248　　　2 362

　　

|

減

　

価

　

償

　

却

　

費

　　　　

15 894　　　　1 835　　　　9 756　　　5 017

　

ち

　

支

　

払

　

利

　

息

　　　　

26 598　　　4 194　　　9 260　　　9 151

当

　

年

　

度

　

純

　

損

　

益

　　

△

　　

2 889　△　　　117　△　18 239　　　　1 666

　

当年度純利益

　

(380)5 859　(27)602　(23)299 (31)1 931

　

当年度純損失(122)△8 748 (18)△649　(69)△18 539 (3)　△264

累

　　

積

　　

欠

　　

損

　　

金

　　　　

21 169　　　　1 875　　　61 305　　　　438

累積欠損金比率

　　　

21.1

　　　

3.ざ

　　　

7ﾀ.j

　　　

2.2

不

　

良

　　

債

　

務

　

額

　　　　

23 981　　　　1 188　　　58 144　　　　246

不

　

良

　

債

　

務

　

比

　

率

　　　　　

２.9

　　　　

μ.∂

　　　　

75.1

　　　　　

j.2

総収益対総費用比率

　　　　

卯.5

　　　

四.∂

　　　

82.2

　　　

jO∂.∂

赤字事業数比率

　　　

24.3

　　　　　

40.0

　　　　

75.0

　　　　　

＆∂

（注）１

　　　

２

（

　

）は事業数を示す。

水道事業には、簡易水道事業を含めてある。

その２

　

費用の性質別構成および対営業収益比率の状況

（注）１

　　　

２

職員給与費とは、基本給、手当、賃金、退職給与金及び法定福利費をいう。

ガス事業は、製造原価により作成しているので「そのｌ収益および費用の状
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１

　

水

　

道

　

事

　

業

　

工業用水道事業

　

交

　

通

　

事

　

業

　

電

　

気

　

事

　

業

　

ガス

白

゛
引付苔・y賢麗

i・ ゛ﾔ麟ﾄﾞｲ針麟亘

　　　　

一一一一-

　

---一

雪員ね36 694 31.3 33.ムo］　9.81 13.0
63 248ふ.ムj.7 2 362　2.411.91 015

錦価箭15 894 13.5に4ﾒ1 835 16.8 22.3　9 756 ﾀ.5 12.6 5 017 2∂.む5.∂　703

吝払利26 598 22.7 24.3 4 194j∂.J 50.9　9 260　9,j 12.0 9 151 J∂.jし∂.j　482

その他79 186 52.5 即.∂3 826 55.0 46.5 19 937四.5 25.6 2 480 13.112.5-2 965

　

‾|‘117419100.0107.110ｲ10ｿﾞ132ﾒ102 201100う31.919 0ﾂﾞ0010ｸﾞﾄﾞ5 165



適用企業決算の状況

ガス事業

5 204

4 235

4 018

　　

19

(39)

(20)

5 068

1 015

　　

703

　　

482

　　

136

　　

239

　

△103

　

343

　

8．1

　

624

　

μ.7

102.7

　

55.7

病院事業体共下水道事業

　　　

103 103

　　　　

96 523

　　　　

94 246

　　　　　

5 039

　　　　　　　

38

　　　

101 444

　　　　

48 548

　　　　　

4 213

　　　　　

3800

　　　　　

1 659

(256) 3 796

　

(85)△2 137

　　　　　

5 532

　　　　　　

5.7

　　　　　

9 567

　　　　　　

9．9

　　　　　

101､6

　　　　　

24.7

況」の同事業の総費用と合致しない。

　　　　

18 188

　　　　

11 373

　　　　　

8 079

　　　　　

6 484

　　　　　　　

20

　　　　

18 898

　　　　　

3 809

　　　　　

3 621

　　　　　

5 932

△

　　　　

710

　

(17)

　

316

　　

（7）△1 027

　　　　　

2 799

　　　　　　

52.0

　　　　　

２ ３４８

　　　　　　

２６.8

　　　　　　

96.2

　　　　　　

2∂.0
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(単位

その他事業Ｊ

　　　

46 300

　　　

43 583

　　　

41 522

　　　　　

751

　　　　　

185

　　　

41 101

　　　　

3 792

　　　　

1 531

　　　　

2 967

　　　　

5 199

(107) 5 925

　

（40）△7％

　　　　

1 381

　　　　　

＆2

　　　　

1002

　　　　　

2.j

　　　　

II2､5

　　　　　

27.2

百万円・％)

~

　

計

~

　　

402 774

　　

370 926

　　

347 249

　　

19 083

　　　

630

　　

416 069

　　

160 546

　　

42 570

　　

62 384

△

　　

13 295

(880) 18 972

(364)△32 267

　　

94 846

　　　

26.4

　　

97 103

　　　

27.０

　　　

９６.８

　　　

２９.３

(単位

　

百万円・％)

｜

ｉ

ｉ

ｉ

｜

事業

　　

|
病

　

院

　

事

　

業
|公共下水道事業

　

その他事業

　　　　

計

囃ドゲ訃硝子石囃ドゲ麗

19.7
し

4.0 48 548 47.9＼50.5 3 809し0.2＼33.5: 3 788 ∂.j∂. 5160 541 38.6. 43.3

13.6 16.6　4 2L3　4.2　j.で3 621｣19.2 31.81 1 5281　J.ﾘj.y42570扨.]月.5

9.J 11.3　3800　3.]∂.ﾀ5 932 31.4 52.2 2 965: 7.ﾀﾞ∂.∂62 384 15.0. 16.∂

s
J
. 70.り44 883 44.2 46.5 5 536 2ﾀ２蔀う8 28卜□75.2.150 671 おり4H

100.0

ﾄﾞ

ﾂﾞ101 444 100. 0ﾄﾞ)ﾊﾟ18 8づ100 0ﾄﾞり41 097100÷り416 166 100.0112.2

Ｉ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｓ

－

ｊ

Ｊ

｜

」

｜

1

1

1

1

1

」

1

1

1

1

－

－



その３ 資本的収支の状況

第134表

　

昭和40年度法適用

　

区

　　　　　　　　　

分

　　

j水道事業

　

jV列交通事業

　

|-

一

肖/∵ふぐjズフ
（
こ］レズ

　

1E

　　　　　

-、
110 642　　　20523　　　46593　　　H787

　

他

　

会

　

計

　

出

　

資

　

金

　　　　

747

　　　　

174

　　　　

201

　　　　　

－

　

他

　

会

　

計

　

借

　

入

　

金

　　　　

866

　　　　

750

　　　　

754

　　　　

31

　

他

　

会

　

計

　

補

　

助

　

金

　　　　　

222

　　　　

1049

　　　　　

53

　　　　　

1

　

国

　

県

　

補

　

助

　

金

　　　　　

754

　　　

6 665　　　　　37　　　1394

（注）１（

　

）内書は、借換債である。

　　

２「資本的収入額が資本的資出額に不足する額」の算出は、資本的収入額のう

　　　

場合の額のみを集計したものである。
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企業決算の状況(つづき)

(単位

　

百万円・％)

ガス事業

　

病院事業|怠j≒JF素!その他事業|

　

計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　

1 365　　　　　13 385　　　　　49 705 I　　　　119 979　　　　　399 050

　　　　

（-）

　　　　　　　

(206)

　　　

(868ﾊﾞ

　　　　

(517)

　　

(15 015)

　　　

1 058 7 844　　　　　31 919 1　　　　51 086　　　　　281 452

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　　　

21

　　　　　　

3 224　　　　　　5 509 I　　　　　　514　　　　　10 390

　　　　

132

　　　　　　　

815

　　　　　　　

139
1　　　　　6

360　　　　　　9 84ｱ

　　　　　

31

　　　　　　

588

　　　　　　

1 289　　　　　　702　　　　　　3 907

　　　　　

一

1

　　　　　　

630

　　　　　　

7 361

1　　　　　　533　　　　　17

365

　　　　

151
1　　　　　　284　　　　　　3

488
1　　　　　60 793　　　　　76 089

　　　　　

57
1　　　　　　657　　　　　　2

089
1　　　　　7

412　　　　　34 946

　　　

1 308 1　　　　12 727　　　　　47 615 1　　　　112 569　　　　　364 103

　　　

2 337　　　　17 588　　　　　52 999

1　　　　134

173　　　　　457 201

　　　　　　

・

　　　　　　　

1

　　　

1 761 i　　　　14 36ｱ　　　　　48 98ト　　　　　90 459　　　　　　360347

　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　

！

　　　　

504 I　　　　　I 907　　　　　　2 698 1　　　　　20 362　　　　　63 909

　　　　　　

‘

　　　　　　　　　　　

1

　　　　　

721

　　　　　

1 314　　　　　　1 320　　　　　23 352　　　　　32 945

　　　　　　

l

　　　　　　　　

！

　　　

1 038 1　　　　　5 116　　　　　　5 42町　　　　25 126　　　　　97 723

　　　　

661

1　　　　　3

841
1　　　　　4

459

1　　　　　19
811　　　　　69 567

　　　　

3ｱﾌ

1

　　　　　

1 274　　　　　　　968　　　　　　5 318　　　　　28 156

　　　　　　

｜

　　　　　　

i

　　　　

16.1

　　　　　　

7.2

　　　　　　　

7.∂

　　　　　　　

j.0

　　　　　　　

∂.2

　　　　　　

l

　　　　　　　　　　　　

l

ち「翌年度へ繰り越される支出の財源充当額」を控除した額が、資本的支出に不足する

― 443 ―



その４資産負債および資本に関する調

第134表

　

昭和40年度法適用

　

区

　　　　　　　　　

分

　　

|
水道事業

　

ﾄkV到交通事業

　

|電気事業

資

　　

産

　　

総

　　

額

　　

703 10ｱ　　164 981　　223 426　　195 617

　

固

　　

定

　　

資

　　

産

　　

658 630　　152 866　　212 396　　182 295

　

土

　　

地

　　

造

　　

成

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

一

　

宅

　　

地

　　

造

　　

成

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　

流

　　

動

　　

資

　　

産

　　

43 397　　11 959　　10 015　　13 306

　

繰

　　　

延

　　　

勘

　　　

定

　　　　

1079

　　　　　

155

　　　　

1 014　　　　　14

負

　　　　　　　　

債

　　

58 238　　12 838　　59 761　　12 038

　

固

　　

定

　　　

負

　　

債

　　　　

9 608　　　4 654　　　2 880　　　7 246

　

流

　　

動

　　

負

　　

債

　　　

48 629　　　8 184　　　56 880　　　4 791

資

　　　　　　　　

本

　　

644 868　　152 142　　163 666　　183 578

　

自

　　

己

　

資

　

本

　

金

　　　

171 163　　　9 518　　　52 456　　　17 926

　

借

　

入

　

資

　

本

　

金

　　

449 124　　104 536　　163 123　　158 887

　

資

　

本

　

剰

　

余

　

金

　　　

37 940　　　39 199　　　9 260　　　3 558

　

利

　

益

　

剰

　

余

　

金

　

△

　

13 359　乙　　1 111　△　　61174 3 206

自己資本構成比率

　　　

27.∂

　　　

2∂.9

　　　

0.2

　　　

12.6

ｙＴで木言

　

鸞

　

ご

　

ヅ

　

舅

余業債償還額対減価償却額比

　　　　

∂∂.4

　　　　

j∂3.3

　　　　

57.タ

　　　　

102.4

温念念
it*対する企業債元利

　　　　

召.j

　　　　

43.5

　　　　　

7.∂

　　　　

26.1

不

　　

良

　　

債

　　

務

　　

額

　　　

23 981 1 188　　　58 144　　　　　246

不

　

良

　

債

　

務

　

比

　

率

　　　　

３.9

　　　　

j4.∂

　　　　

75.1

　　　　　

j.2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

－444－



企業決算の状況(つづき)

(単位

　

百万円・％)

ガス事業

　　

病院事業

　

|公共下水道事りその他事業

　

|

　

・

　　　　

10 846　　　　　125 384　　　　　241 313　　　　　537 954　　　　2 202 628

　　　　

9 695　　　　　100 984　　　　　221 847　　　　　104 306　　　　1 643 019

　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　

319 572　　　　　319 572

　　　　　　　

一

　　　　　　　　

一

　　　　　　　　

－

　　　　　

63 730　　　　　63 730

　　　　　

1 130　　　　　24 305　　　　　19 444　　　　　50 174　　　　　173 730

　　　　　　　

20

　　　　　　　

94

　　　　　　　　

2L

　　　　　　　

180

　　　　　　

2 577

　　　　　

1 757　　　　　29 427　　　　　19 164　　　　　236 839　　　　　420 062

　　　　　　

307

　　　　　　

3 032　　　　　　　663　　　　　03 916　　　　　202 306

　　　　

1 449　　　　　26 395　　　　　18 501　　　　　52 927　　　　　217 756

　　　　

9 087　　　　　95 955　　　　　222 148　　　　　311 122　　　　1 782 566

　　　　

1 585　　　　　42 9s5　　　　　82 380

1　　　　　93

322　　　　　471 305

　　　　

7 109　　　　　47 692　　　　　113 709　　　　　202 194　　　　1 246 374

　　　　　　

345

　　　　　　

6 399　　　　　28 476　　　　　　8 598　　　　　133 775

　　　　　　　

46

　　　

△

　　

1 091　　　△　　2 417　　　　　　7 012　　　乙　68 888

　　　　　

18.2

　　　　　　

3∂.5

　　　　　　

44.9

　　　　　　

20.2

　　　　　　

24.3

　　　　

扨＆2

　　　　　　

102.0

　　　　　　

99.6

　　　　　　

21.5

　　　　　　

∂2.2

　　　　　

7∂.Q

　　　　　　

ﾀ2.j

　　　　　　

105. 1　　　　　　ﾀy.∂　　　　　　ｱﾀ.∂

　　　　　

71.7

　　　　　　

40.4

　　　　　　

5り.5

　　　　　

7 332.4　　　　150.1

　　　　　

12.5

　　　　　　　

j.∂

　　　　　　

22.6

　　　　　　

4ﾀ.0

　　　　　　

j∂.4

　　　　　　

624

　　　　　　

9 567　　　　　　2 348　　　　　　1 002　　　　　97 103

　　　　　

14.7

　　　　　　　

∂.9

　　　　　　

2S.8

　　　　　　　

2.3

　　　　　　

27.0

－445－



第135表法適用企業の

べ～-,一一ぺ

　

年度

　

へ

　　　　　

゛……

　　　

i

　　　

35

　　　

1

　　　

36
事業＼

　　　

項

　

目｀‾｀‾｀一犬.，
--

　

水

　　

純

　　　　

利

　　　　

益

　　　　

(143)

　

4 132 (243)　5 315

　

｀首

　　

純

　　　　

損

　　　　

失

　　　　　

(21)

　　　

87

　　　　　　　

(74)

　　

824

　

呈

　　

累

　

積

　

欠

　

損

　

金

　　　　　　　　　　

1 213 2 093

　

ｽ1

　

1

赤字事業数の

　

ｕ合

　　　　　　　　　

j2.∂

　　　　　　　　

江ｏ

　

‾‾

　

累積欠損金比率

　　　　　　　　

2.∂

　　　　　　　

3.6

　

工水

　

純

　　　　

利

　　　　

益

　　　　　

(15)

　　　

224

　　　　　　　

(14)

　

397

　　

道

　

純

　　　　

損

　　　　

失

　　　　　　

（４）

　　　

39

　　　　　　　

（7）

　　

165

　

業恐

　

累

　

積

　

欠

　

損

　

金

　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

723

　

用
事

　

|

赤字事業数の

　

1j合

　　　　　　　　

20.0

　　　　　　　

25.9

　　

業

　

累積欠損金比率

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

2∂.3

　

ヵ

　　

純

　　　　

利

　　　　

益

　　　　　

(21)

　

1 283 1　　　　(24)　　　683

　

逼

　　

純

　　　

損

　　　　

失

　　　　　

(48)

　

2 547 （60）　6007

　

事

　　

累

　

積

　

欠

　

損

　

金

　　　　　　　　　

3 959　　　　　　　　9 197

　

毫

　

|

赤字事業数のｕ合

　　　　　　　

69.6 !　　　　　　7口

　

｀’゛

　

累積欠損金比率

　　　　　　　

∂.叫

　　　　　　

16.5

　

f，

　

純

　　　

利

　　　　

益

　　　　　

(28)

　

1 259 (29)　1 714

　

気

　　

純

　　　　

損

　　　　

失

　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　

（2）

　　　

51

　

事

　　

累

　

積

　

欠

　

損

　

金

　　　　　　　　　　　　

H

　　　　　　　　　　　

61

　

業

　

|

赤字事業数の

　

ll合

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

δ.5

　

‾’

　

累積欠損金比率

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

0.4

　

が

　　

純

　　　　

利

　　　

益

　　　　　

(13)

　　

126

　　　　　　　

（20）

　　

153

　

ス

　　

純

　　　

損

　　　　

失

　　　　　

(14)

　　

54 ，　　(18)　　　59

　

事

　　

累

　

積

　

欠

　

損

　

金

　　　　　　　　　　　

144 1 186

　

ﾐ4a

　

l

赤字事業数の割合

　　　　　　　　

召.7 ・　　　　　　　47.3

　

’‾

　

累積欠損金比率

　　　　　　　　

7.7 I　　　　　　　7.∂

　

病

　　

純

　　　　

利

　　　　

益

　　　　　

（20）

　　　

70

　　　　　　　

(38)

　　

206

　

回

　　

純

　　　

損

　　　　

失

　　　　

(29)

　　

30ｱ

　　　　　　　

(29)

　　

329

　

宋

　

累

　

積

　

欠

　

損

　

金

　　　　　　　

500

　　　　　　　　　　

688

　

ﾐE

　

赤字事業数の割合

　　　　　　　　

59.2

　　　　　　　

お.3

　

‘゛

　

累積欠損金比率

　　　　　　　　

7.3

　　　　　　　　　　

∂.5

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　

八省

　

純

　　　　

利

　　　　

益

　　　　　

（7）

　　

ロ31

　　　　

（8）

　　

235

　

Jに｀

　

純

　　　

損

　　　　

失

　　　　　

（4）

　　

106

　　　　　　　

㈲

　　

221

　

♀事

　

累

　

積

　

欠

　

損

　

金

　　　　　　　　　　

278

　　　　　　　　　　

4％

　

水業

　

赤字事業数の割合

　　　　　　　　

お.3

　　　　　　　

昶.θ

　　

‾

　

累積欠損金比率

　　　　　　　　

∂.∂

　　　　　　　　　　　　

12.7

　

そ事

　

純

　　　　

利

　　　　

益

　　　　　

(19)

　　　

464

　　　　　　　

(35)

　　

733

　　

‾

　　

純

　　　　

損

　　　　

失

　　　　　

（6）

　　　

51

　　　　　　　　

（9）

　　　

65

　

の

　　

累

　

積

　

欠

　

損

　

金

　　　　　　　　　　　

23

　　　　　　　　　　　　　

57

　

他業

　

赤字事業数の割合

　　　　　　　　

24.0

　　　　　　　

2り.5

　

也

　　

累積欠損金比率

　　　　　　　　

0.4

　　　　　　　

Q.∂

　　　

純

　　　　

利

　　　　

益

　　　　

(272)

　

7 671 (416)　9 436

　　　

純

　　　　

損

　　　　

失

　　　　

(126)

　

3 191 (207)　7 721

　

計

　　

累

　

積

　

欠

　

損

　

金

　　　　　　　　　　

1 628　　　　　　　　　13 501

　　　

赤字事業数の割合

　　　　　　　　

31.3

　　　　　　　

お.2

　　　

累積欠損金比率

　　　　　　　　

j.タ

　　　　　　　

∂.∂

（注）（

　　

）は事業数を示す。ただし建設中の事業を含まない。

― 446



事業別累年決算の状況

(単位

　

百万円・％)

　　　

3ｱ

　　　　

1

　　　　　

38

　　　　　

1

　　　　　

39

　　　　　

1

4C）

(287)

　

3 422 (296)　3 596 (314)　4 215 （380）　5 859
(133)

　

2 113 (143)　3 450 (163)　7 950 (122)　8 748

　　　　　

4 038　　　　　　　　6 463　　　　　　　　13 730　　　　　　　21 169

　　　　　　

31.7

　　　　　　　　　

32.6

　　　　　　　　　

34.1

　　　　　　　　　

24.3

　　　　　　　

∂.0

　　　　　　　　　

∂.2

　　　　　　　　　

15.2

　　　　　　　　

21.1

　

(15)

　　

240

　　　　　

(19)

　　

544

　　　　　

(25)

　　

454

　　　　　

(27)

　　

602

　

（8）

　　

276

　　　　　　

（9）

　

301

　　　

(13)

　　

626

　　　　　

（圀

　　

649

　　　　　　　

538

　　　　　　　　　

ｱ01

　　　　　　　　

1 317　　　　　　　　1 875

　　　　　　

24.7

　　　　　　　　　

32.1

　　　　　　　　　

3!/.2

　　　　　　　　　

4り.0

　　　　　　

20.り

　　　　　　　　　

17.7

　　　　　　　　　

24.0

　　　　　　　　

23.4

　

(25)

　　

□6

　　　　　

(24)

　　

356

　　　　　

(26)

　　

281

　　　　　

(23)

　　

299

　

(65)

　

8 308　　　　　㈲）　13 133 (67)　17 754　　　　　(69)　18 539

　　　　　

17 524　　　　　　　　25 749　　　　　　　43 769　　　　　　　61 305

　　　　　　

72.2

　　　　　　　　　

73.3

　　　　　　　　　

72.り

　　　　　　　　　

7.5.0

　　　　　　

28.9

　　　　　　　　　

3ﾀ.j

　　　　　　　　　

62.9

　　　　　　　　　

7ﾀ.j

　

(32)

　

1 548 (34)　2 013　　　　　(31)　1 939 (31)　1 931

　

（1）

　　　

25

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　

（3）

　　

138

　　　　　　

（1）

　　

264

　　　　　　　

102

　　　　　　　　　　

46

　　　　　　　　　　

86

　　　　　　　　　

438

　　　　　　　

J.0

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

∂.∂

　　　　　　　　　

∂.∂

　　　　　　　

0.7

　　　　　　　　　

1.3

　　　　　　　　　

j.5

　　　　　　　　　

2.2

　

(25)

　　

200

　　　　　

(32)

　　

172

　　　　　

(35)

　　

219

　　　　　

(39)

　

239

　

（17）

　　　

43

　　　　　

(16)

　　　

42

　　　　　

(20)

　　　

90

　　　　　

(20)

　　

103

　　　　　　　

233

　　　　　　　　　

226

　　　　　　　　　

283

　　　　　　　　　

343

　　　　　　

40.4

　　　　　　　　　

53.5

　　　　　　　　　

35.4

　　　　　　　　

35.7

　　　　　　　

8.3

　　　　　　　　　

7.3

　　　　　　　　　

7.タ

　　　　　　　　　

∂.j

　

(63)

　　

330

　　　　　

(99)

　　

633

　　　　　

(216)

　

2 585 (256)　3 796

　

(52)

　　

657

　　　　　

(66)

　　

933

　　　　　

(97)

　

1 683 (85)　2 137

　　　　　

1 543　　　　　　　　2 621　　　　　　　　4 157　　　　　　　　5 532

　　　　　　

45.2

　　　　　　　　　

40.0

　　　　　　　　　

j?j.0

　　　　　　　　

24.7

　　　　　　　

＆j

　　　　　　　　　

∂.2

　　　　　　　　　

5.3

　　　　　　　　　

5.7

　

（9）

　　

5

　　　　

（9）

　　

６

　　　

(13)

　　　

28

　　　　　

(17)

　　

316

　

（8）

　　

383

　　　　　　

（9）

　　

883

　　　　　　

（8）

　

1 334 （7）　1 027

　　　　　　　

875

　　　　　　　　

1 503　　　　　　　　1 959　　　　　　　2 799

　　　　　　

47.1

　　　　　　　　　

50.5

　　　　　　　　　

j∂.j’

　　　　　　　

2∂.り

　　　　　　

四.9

　　　　　　　　　

2∂’2

　　　　　　　　　

24.6

　　　　　　　　　

32.0

　

(45)

　

1 502　　　　　(60)　1 793 (92)　4 955
(107)　5 925

　

（17）

　　

!15

　　　　　

(23)

　　

123

　　　　　

(24)

　　

３２４

　　　　　

(40)

　　

796

　　　　　　　

177

　　　　　　　　　

2s9

　　　　　　　　　

518

　　　　　　　　

1 381

　　　　　　

27.4

　　　　　　　　　

27.7

　　　　　　　　　

20.7

　　　　　　　　　

27.2

　　　　　　　

j.7

　　　　　　　　

2.0

　　　　　　　　

1.5 ＼　　　　　　　J.2

に01）

　

7 363 (573)　9 113 (752) 14 67い　(880)
78 972

(301)

　

11 920 (332)　18 865 (395) 29 899
i　(364) 32 267

　　　　

25 030　　　　　　　　37 568　　　　　　　　65 869
1　　　　　　　94 846

　　　　　　

37.5

　　　　　　　　　

56.7

　　　　　　　　　

34.4

　　　　　　　　　

2ﾀ.J

　　　　　　

13.8

　　　　　　　　　

17.2

　　　　　　　　　

21.4!

　　　　　　　　

26.4

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-
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第136表

　

昭和40年度法

　

区

　　　　　　　　　

分

　　

i

上お事

（jJ轟渠）通事Ｏ気事づ

総

　　　

収

　　　

益

　　　

収

　　　　

12 217　　　　　88　　　　1 1％1　　　　　801

　　

（営

　

業

　

収

　

益）

　　　　　

H 143　　　　　74 940　　　75!

う

　

料

　　

金

　　

収

　　

入

　　　　

9 246　　　　　72 9ぶ　　　　り

も

｛

他

　

会

　

計

　

繰

　

入

　

金

　　　　　

775

　　　　　

13

　　　　　

193

　　　　　

5･

総

　　

費

　　

用

　

（Ｂ）

　　

10 330　　　72　　　978　　　6j

う

　

職

　

員

　

給

　

与

　

費

　　　　

3030

　　　　　

11　　　　　5661　　　　　2511

ち

｛

支

　　

払

　　

利

　　

息

　　　　

2 917　　　　　38 56　　　　　　12･

収

　

支

　

差

　

引〔収－（Ｂ）〕（C）

　　　　

1 887 16　　　　　　218　　　　　18

資

　

本

　

的

　

収

　

入（功

　　　　

14 775　　　　4 919　　　　　3H　　　1 548

　　

地

　　　　

方

　　　　

債

　　　　

11 659　　　　4 041　　　　　303　　　　1 503

　　

他

　

会

　

計

　

借

　

入

　

金

　　　　　　

147

　　　　　

114

　　　　　　

2

1

　　　　　

則

．
ﾂﾉLﾂじこ１

　　

二

　

よ

　　

ぷ

　

1 554

　　

建

　

設

　

改

　

良

　

費

　　　　

14 723　　　　4 643　　　　　448　　　　1 534

　　

地

　

方

　

債

　

償

　

還

　

金

　　　　　

1 321　　　　　63 61　　　　　　　14

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

４

でｔｙ“Ｕ几よ

　

．

よ

　　　

，ﾐj

　

パフ

　

バ:

収支再差引〔（ｃ）十（F）〕ゆ

　　　　

392

　　　　

86

　　　　

7

　　　　

12

積

　　　

立

　　　

金

　　　

佃

　　　　　　

142

　　　　　　

－

　　　　　

14
1

繰

　　　

越

　　

金

　　

（I）

　　　　

955

　　　　　

96

　　　　　

21

　　　　　

2

前年度繰上充用金（J）

　　　

1 834 10　　　　　　312　　　　　121

形成収支〔（Ｇ卜佃十（I）－（J）〕匍

　　

乙

　　

630

　　　　　　

172

　　　

乙

　

298

　　　

△

　　

0

翌年度へ繰り越すべき財源（L）

　　　　

316

　　　　

114

　　　　　　　

10

　　　　　

101

実

　

質

　

収

　

支

　

(3K)-(L)

　　

゜

　

9461

　　　　　

57

　　　

°308

　　　

°

　

叫

　　　

黒

　　　　

字

　　　　　

(564) 1 085! (17)　　　75　(52)　　19　　（6）　4

　　　

赤

　　　　

字

　　　　　

（213）2031

1

　

（3）

　　　

18

　

(32)

　

327

　　

（3）

　　

14

赤

　

字

　

事

　

業

　

数

　

割

　

合

　　　　　

27.４，

　　　

15.0

　　　　

3∂.1N　　　　33.3

収

　

益

　

的

　

収

　

支

　

比

　

率

　　　　

j㈲j

　　　　

G.9

　　　　

115.1

　　　　

106.8

赤

　　　

字

　　　

比

　　　

率

　　　　　

15.7

　　　　

24.1

　　　　

討．

　　　　

18.7

　　　　　　　　　　　　　　　

__．

　　

Ｉ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｓ
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非適用企業決算の状況

(単位

　

百万円・％)

　

ガス事業
|
病

　

院

　

事

　

業
1
公共下水道事業

|
その他事業

|

　　　

十

二

　　　　　

38 507　　　　　　4 750　　　　　46 46り　　　　　103 559

　　　　　　

218

　　　　　

36 279　　　　　　1 851　　　　　42 386　　　　　92 966

　　　　　　

18

1

　　　　　

35 791　　　　　　1 690　　　　　37 893　　　　　85 860

　　　　　　　

4

　　　　　　

1 746　　　　　2 747　　　　　2 175!　　　　　7 658

　　　　　　

219

　　　　　

37 112　　　　　　4 808　　　　　20 818i　　　　　74 399

　　　　　　　

37

　　　　　　

17 342　　　　　　1 499　　　　　　4 984!　　　　　27 494

　　　　　　　

3ｱ

　　　　　　　

861

　　　　　　

1 802　　　　　　6 578!　　　　　12 301

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　　　　　

34

　　　　　　

1 395　　　　　ム　　58　　　　　25 650|　　　　　29 160

　　　　　　

233

　　　　　　

6 291　　　　　27 351　　　　　65 018　　　　　120 529

　　　　　　

204

　　　　　　

3 992　　　　　　9 913　　　　　401921　　　　　71 807

　　　　　　　

2

　　　　　　　　

12

　　　　　　　　

4

　　　　　　　

579

　　　　　　　

871

　　　　　　　

」

　　　　　　　

320

　　　　　　

6 976　　　　　　3 538　　　　　11 795

　　　　　　

306
1

　　　　　

7 310　　　　　27 237　　　　　89 4681　　　　147 599

　　　　　　

292

　　　　　　

6 546　　　　　26 292　　　　　71 471　　　　　125 949

　　　　　　　

13

　　　　　　

491

　　　　　　

769

　　　　　

11 866　　　　14 598

　　　　　　　

1

　　　　　　　

70

　　　　　　　　

－

　　　　　　

4 0251　　　　　　4 201

　　　　

こ

　

73
!

　　　　

2

　

1 019　　　　　　　H4　　　　△24 450　　　　ふ27 070

　　　　

ふ

　

391

　　　　　　　

376

　　　　　　　　

56

　　　　　　

12001

　　　　　　

2 090

　　　　　　　

-1

　　　　　　　　

268

　　　　　　　　

6 216　　　　　　　648

　　　　　　　

1

y

　　　　　　

1 238　　　　　　　536　　　　　12 0011　　　　　14 866

　　　　　　　

151

　　　　　　

1 215　　　　　　　309　　　　　　75ぷ11 227

　　　　

°3
ﾉ

|

　　　　　　

131

　　　　　　　

2ｱﾌ

　　　　　　　

5 4651 5 081

　　　　　　　

－

　　　　　　　

38ｱ

　　　　　　　

520

　　　　　

10 018;　　　　　　11812

　　　　

さ

　

刈

　　

・

　

256

　　　　　　

2

　

243

　　　　

・4 988　　　　△　6 731

　　　

（5）

　

24' (346)　1 369 (136)　　217　（2 698) 5 030, (3 824) ア824

　　　

（6）

　

61j (154)　1 625 (17)　　460　　　（487）100ぷ(915) 14 555

　　　　　　

54.5

　　　　　　　　

釦.∂

　　　　　　

11.1

　　　　　　

j5ｿ

　　　　　　

19.3

　　　　　

巧2.ぶ

　　　　　　

102.4

　　　　　　

∂5.2

　　　　　　

142.i 116.4

　　　　　　

28-6

　　　　　　　

4.5

　　　　　　

2j.タ

　　　　　　

23.6

　　　　　　

15.7
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その１

　

収支の状況

　

１

　

事業勘定

第137表

　

昭和40年度国民健

一一

　　　　　　　　

昭

　　　　

和

　　　　

40

　　　　

年

　　　

’度

　

区

　　　　

分

　　　　　　　　　

質収支

　　　

財

　

政

　

措

　

置

　

額

　　　

再差引収

　　　　　　

９４゛実（゛）

　

ぶ

牡ｓ入・（小目・（

球万

九
）

Ｉ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

__

　

全市町村゜

　

3 385　11 9971　4 921　6 o牡　　294J　1臨

　

黒字団体

　　　

2 6301　14 416　　　266j　　1 2僻　　　243　13 110

　

赤字団体

　　　

755

　

乙

　

２叫

　

4 655　　　4 742　　　　511　ム11 765

　

大

　　

都

　　

市

　　　　　

６

　

ム

　

2 307i　　　162ﾄ　　2 21J　　　　－ △　4 684

　

黒字団体

　　　　

-

l

　

-|

　

-|

　

回

　

-

|

　

－

　

赤字団体

　　　　

６

　

°2 307　　　162　　2 215　　　‾ △　4 684

　

都

　　　　　

市

　　　　

553'

　　

6 057　　　425　　2 28ぶ　　　106　　3 454

　

黒字団体

1

　　

4oぺ

　

6 368　　白　　631　　　861　5 661

　

赤字団体

　　　

1勺“

　

311

　　　

2鰯

　　

1 65l! 20　・2 207

；町

　　　　　

村

　　　

2 800　　7 96ぐ　　　182'　　1 519　　　　188　　6 453

　

黒字団体

　　

2 222　　8 018　　　　　1面　　　　6501　　　　15ア　　ア419

　

赤字団体

　　　

578 L.　9　　　76　　8691　　　311△　　％61

J一部事務組合

　　　　　

31

　　　

361

　　　　

0

　　　　

61

　　　　

01

　　　

301

　

黒字団体

|

　　

，I

　　

。’

　

，1

　　

-

　　

-1

　　

30

　

赤字団体

　　　　

リ

　　　

61

　　　

¬

　　　

61

　　　

°l

　　　

o

　

特

　　

別

　　

区

　　　　　

遜

　　　

245

　　

4 152　　　　1　　　　ご　乙　3 908

　

黒字団体

|

　　　

-I

　　　

-

1

　　　

-

|

　　　

－

　　　

り

　　　

ー

　

赤字団体1

　　　

231

　　

245

　　

4 1門　　　１、　_土二二こご

２

　

直診勘定

　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

40

　　　

年

　　

度

　　　　　　　　　

昭

　

ｇ

　　

９

　

団ロり?l響り自分何回毎回⊇‾⊇］

　

全

　

市

　

町

　

村

　　　　　

1015

　　　

乙

　

281,

　　　　

9071

　　

ム

　

１厩元1 086
ゴパ

①

　

ヨ

　

よ

　

よ∩詣|

　

ご･

都

　　　　　

市

　　　　　　

186

　　　

△

　

151

　　　　　　

193て344 197

　

昌rtr

　

ぷ
|

　

ﾊﾟﾂ|

　

ぶ∧よ

　

j?

　

町

　　　　　

村1

　　　　　

82ｱ

　　　

△

　

131

　　　　　

712

　　

ムつ431

　　　　　

8蔀，
づＵ馴

　

ヨ

　

］

　

ぶ
∩］

　

沿

　

一部事務組合

　　　　　　

２･

　　　　　

ｏ

　　　　　

ｏ

　　

ム

　　

o･

　　　　　

2

　

且m #　　Ｕ　ｎ　　レ　§!　　１

― 450



康保険事業決算の状況

(単位

　

百万円)

　　　　

昭

　　

和

　

39

　

年

　

度__･。___

　　

比

　　　　　　

較

呂

1
実聚
ﾔ諮詐諮ごJぐに斗り

実尚

卜

班

_＿

　　　　　　

助額(b) (c) (d)　－（ｃ）十（d）

3 408　a　7 509　2 943　8 436!　　345!　乙18這二J　　19 50S二√j嘉

　

1 1791　　2 1261　　　601　　288　　　165!　　　L 943 1 451　　12 290　　11 167

　

2 229　△　9 635　2 883　8 1481　　180]　ム20 486ﾚ1 4741　　7 216　　8 721

　　

6乙3 247　　贈　25ﾖ　　」。5 95a二･‾‾二⊇ 1 27

　　

ﾔ

，巧

　

☆二回

　

ﾆﾄﾞヱ|

　

ﾆ1

　

岫

|

　

ぶ

1

　

553

　

｡3 345|　　326’ 3 586i　　126ﾄ。7 131　　」　　94021　　10 585

　　

136

1

　　　

642

　　　

281

　　　

103

　　　

48

　　　　

559

1

270

　　

5 726　　510
4-17

　

° 3 987　　298　3 4831　　　78ﾚ“　7 690U　2701　　3 676 5 483

: 2 823　△　　751　　　1長　22辿　　219。2 95£こ‾こ　　　8 717　　9 411

　

1 042　　　1 4831　　　321　　185　　　11y　　l 383 1 180　　6 53j 6 036

　

1 7811　° 2 234　　　102i　2 107j　　;;　°434ｿ1201　　　2 182　　3 375

‾3．

　

3

　　

oi二

　　

〇し

　　

ｼ‾二!

　　

39

　　　　

37

　　　

1

　　　　　

1

1

　　　

0

　　　

⊃

　　　

－

　　　　　

1

1

　　

11

　　　　

29

1

29

　　　

パ

　

xl

　

l

　

ミレレ

　

リレ

　

于とl

　

≒

　　

231

　

ム

　　

163

　

2 324'　　　2’　　＿　ム　2 4891　　∠ 408　乙　1 419

　　

斗
1謡

レ

パ

　

に

ﾄ

函丿

_

ノ□

土づ

(単位

　

百万円)

　

和

　　　

39

　　　　

年

　　　

度

　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　

較

-一一一一
実緊りｏザ額卜にヤ

レ

ル

　

（実質収支|再差引収支

　　　　

－

　　　　　　　

－

　

づ劉

　

ズレ言

　

‥ﾑi

　

ﾊﾞﾂi

　　

回

　

乙

　

851

　　　　

10081

　　

△

　

1 859　　　　乙　761　　　　乙　871　　　　　　25

　

づ1

　

2で;卜測

　

＾リ

　

ｌ

　

?ｽ

　

回賢二二七ここら仁ごづ二∧一専

　

二回

　

8器○ｍ

　

゜6j

　

づ1

　

;2

　

64

　

391づ二

　　

11

　　　　　　

リ

　　　　　　

sl

　　　　　　

リ

　　　　

∩

　　　　

こ

　　

§

　　

０，

　　　　　

0

　　　　　　

01

　　　　　　

0

　　　　

乙

　　

〇

　　　　

△

　　

０
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その２

　

歳入歳出内訳

　

１

　

事業勘定（歳入）

第137表

　

昭和40年度国民健

　　

区

　　　　　　　　　

分

　　　

|

　

昭和40年度

　

|

　

昭和39年度

　

|

　

増

　

減額

保

　　　

険

　　　

税

　　　

（料）

　　　　　

83 152　　　　62 299　　　　20 853

一

　　

部

　　

負

　　

担

　　

金

　　　　　　

183

　　　　　　　

192

　　　

zx

　　

9

国

　　

庫

　　

支

　　

出

　　

金

　　　

139 567　　　88 885　　　50 682

　　

事

　

務

　

費

　

負

　

担

　

金

　　　　　　

8 798　　　　　6 527　　　　2 271

　　

療養給付費負担金

　　　

87 290 58 345　　　　28 945

　　

財

　

政

　

調

　

整

　

交

　

付

　

金

　　　　　

29 576　　　　20 337　　　　　9 239

　　

療養給付改善特別補助金

　　　　　

7 297　　　　1 506　　　　5 791

　　

特別療養給付費補助金

　　　　　

1 459 1 136　　　　　　323

　　

臨時財政調整補助金

　　　　

3 986　　　　　一　　　　3 986

　　

保

　

健

　

婦

　

補

　

助

　

金

　　　　　　　

688

　　　　　　　

617

　　　　　　

71

　　

そ

　

の

　

他

　

の

　

補

　

助

　

金

　　　　　　　

473

　　　　　　

417

　　　　　　

56

都

　

道

　

府

　

県

　

支

　

出

　

金

　　　　　　

5 019 3 048　　　　　1 971

　　

財源補てん的なもの

　　　　

4 921　　　　2 943　　　　1 978

　　

そ

　

の

　

他

　

の

　

も

　

の

　　　　　　　

98

　　　　　　　

105

　　　　

さ

　　

７

他

　　

会

　　

計

　

繰

　

入

　

金

　　　　　　

6 952　　　　　8 917　　　A 1 965

　　

財源補てん的なもの

　　　　

6 025 8 436　　　　△2 411

　　

そ

　

の

　

他

　

の

　

も

　

の

　　　　　　

927

　　　　　　　

481

　　　　　　

446

基

　　

金

　　

繰

　　

入

　　

金

　　　　　　

312

　　　　　　

1 171　　　　△　859

繰

　　　　　　

越

　　　　　　

金

　　　　　　

2 586　　　　　5 889　　　2 3 303

そ

　　

の

　　

他

　

の

　

収

　

入

　　　　　

1 578 1 864　　　　△　286

歳

　　

入

　　

合

　　　

計

　　　

239 349　　172 265　　　67 084

－452



康保険事業決算の状況(つづき)

(単位

　

百万円・％)

　　

決算額構成比

　　　

増減額構成比

　　　

増

　　

減

　　

率

40年

　

度

　

1
39　年　度140年　度　1 39 年度　140年度　！ 39 年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

L

　　　　　

34.7

　　　　　

56.2

　　　　　

31.1

　　　　

38.8

　　　　

33.5

　　　　

22.8

　　　　　

0.j

　　　　　

0.j

　　　

△（λ0

　　

ム

　

Q.0

1

　

さ

　

j.7

　　

△

　

5.0

　　　　　

5∂.J

　　　　　

51.6

　　　　　

75.5

　　　　

56.8

　　　　

57.0

　　　　

23.6

　　　　　

3.7

　　　　　　

3.∂

　　　　　　

∂.J

　　　　　

2.2 1　　　34.8！　　　11.2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

4

　　　　　

36. S　　　　　33.9　　　　　43.1　　　　J0.タ!　　　4ﾀ.∂　　　　j∂.∂

　　　　　

12.3

　　　　　

11.8

　　　　　

13.8

　　　　

14.4
1　　　45.4　　　　26.9

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

！

　　　　　

3.0

　　　　　　

り.9

　　　　　　

8.∂

　　　　　

5.りi

　　　

384.5

　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

！

　　　　　

0.6

　　　　　　

0.7

　　　　　　

0.5

　　　　　

∂.∂1

　　　

2∂.4

　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　　　

１．７

　　　　　　　

－

　　　　　　

5.∂

　　　　　　

一ｉ

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｉ

　　　　　

り.3

　　　　　

0.3

　　　　　

0.j

　　　　

0.5 I　　　H.5　　　14.9

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　　

0.2

　　　　　

0.2

　　　　　

0,j

　　　　

Q.2 i　　　註j　　　M.∂

　　　　　

2.j

　　　　　　

j.∂

　　　　　　

2.9

　　　　　

j.3

1　　　64.7　　　　14.2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

；

　　　　　

2.j

　　　　　　

j.7

　　　　　　

2.9

　　　　　

0.タ|

　　　

67.2 ×　　　10.2

　　　　　

0.0

　　　　　

0.1

　　　

△

　

0.0

　　　　

0.4

　

△

　

∂.7

　　　　

－

　　　　　

2.タ

　　　　　　

5.２

　　　　

△

　　

2.9

　　　　

7.7 I　　△.22.0　　　　34.5

　　　　　

2.5

　　　　　　

4.9

　　　　

△

　

J.∂

　　　　　

6.j

l

　　

△

　

2∂.∂

　　　　

27.3

　　　　　

0.4

　　　　　　

0.3

　　　　　　

り.7

　　　　　

1.6

　　　

92.7

　　　　　

－

　　　　　

0.j

　　　　　　

0.7

　　　　

ム

　

j.3

　　　　　

1.8

　　

△

　

73.4

　　　　

∂＆3

　　　　　

j.7

　　　　　　

3.j

　　　　

2

　

j.9

　　

ユ

　

S.2 j　　△　56.1　　△　29.3

　　　　　

Q.7

　　　　　　

j.0

　　　　

a

　

り.4

　　　　　

j.∂

　　

△

　

15.3

　　　　

3∂.9

　　　　

100.0

　　　　　

100.0

　　　　　

100.0

　　　　

100.0

1　　　38.9　　　　20.9

― 453 ―



その２

　

歳入歳出内訳（つづき）

　

１

　

事業勘定（歳出）

第137表

　

昭和40年度国民健康

　　

区

　　　　　　　　

分

　　

1

昭和40年

|

昭和39年

1

増減額

-

　

総

　　　　　　

務

　　　　　　

費

　　　　　

17 6つ7　　　　14 045　　　　　3 562

　　

人

　　　　

件

　　　　　

費

　　　　　

12 872　　　　　11 576　　　　　1 296

　　

そ

　　　　　

の

　　　　　

他

　　　　　

4 735　　　　　2 469　　　　2 266

　

保

　　

険

　　

給

　　

付

　　

費

　　　

194 091　　　154 023　　　40 068

　　

療

　　

養

　　

諸

　　

費

　　　

190 928　　150 942　　　39 986

　　

そ

　　　　　

の

　　　　　

他

　　　　　

3 163　　　　3 081　　　　　　82

　

保

　　

健

　　

施

　　

設

　　

費

　　　　　

4 323　　　　3 902 421

　

繰

　　　　　　

出

　　　　　　

金

　　　　　　

399

　　　　　

456

　　　

a57

　　

財源補てん的なもの

　　　　　

294

　　　　

345

　　　

乙51

　　

そ

　

の

　

他

　

の

　

も

　

の

　　　　　　　

105 ， 111　　　　　△　　6

　

基

　　

金

　　

積

　　

立

　　

金

　　　　　　　

59∩

　　　　　

321

　　　　　　　

270

　

公

　　　　　

債

　　　　　　

費

　　　　　　

221

　　　　　

242

　　　

・

　

21

　　

元

　　

利

　　

償

　　

還

　　

金

　　　　　　　

49

　　　　　　　　

55

　　　　

△

　　

6

　　

一

　

時

　

借

　

入

　

金

　

利

　

子

　　　　　　

172

1

187　　　　△　　15

　

前

　

年

　

度

　

繰

　

上

　

充

　

用

　

金

　　　　　　

9 059　　　　　　2648 6 411

　

そ

　　

の

　

他

　

の

　

支

　

出

　　　　　　

692

　　　　　　

3 025　　　　△2 333

　

歳

　　　

出

　　　

合

　　　

計

　　　

226 983　　　178 662　　　48 321

２

　

直診勘定（歳入）

　　

区

　　　　　　　　　　

分

　　

lj

昭和40年度

　

|

　

昭39和年度

　

|

　

増

　

減

　

額

診

　　　　

療

　　　　

収

　　　　

入

　　　　　　

9 241　　　　　9 064　　　　　　177
国

　　

庫

　　

支

　　

摺

　　

金

　　　　　　

240

　　　　　

173

　　　　　

6ｱ
都

　

道

　

府

　

県

　

支

　

出

　

金

　

・

　　　　　　

38

　　　　　　

45

　　　　

△

　　

7
他

　　

会

　　

計

　　

繰

　　

入

　　

金

　　

、

　　　

1000

　　　　　

1 128　　　　△ 128

　　

普通会計からのもの

　　　　　

678

　　　　　　　

741

　　　　

△

　

63

　　

事業勘定からのもの

　　　　　

305

　　　　　　　

356

　　　　

a51

　　

その他の会計からのもの

　　　　　　　

17

　　　　　　

31

　　　　

ム

　　

14
基

　　

金

　　

繰

　　

入

　　

金

　　　　　　　

36

　　　　　　　　

21

　　　　　　　　

15
繰

　　　　　

越

　　　　　

金

　　　　　　

698

　　　　　

521

　　　　　

177
地

　　　　　　

方

　　　　　　

債

　　　　　　

312

　　　　　

216

　　　　　　　　

％
そ

　　

の

　　

他

　　

の

　

収

　

入

　　　　　　

269

　　　　　　　

291

　　　　

△

　

22

歳

　　　

入

　　　

合

　　　

計

　　　　

11 834　　　11 459　　　　375
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保険事業決算の状況（つづき）

決算額構成比

　

｜

40年度

-

　　　

７．8

　　　

5.7

　　　

2．１

　　

85.5

　　

即.j

　　　

1．4

　　　

j.9

　　　

0．2

　　　

0.2

　　　

0.り

　　　

０．２

　　　

り.j

　　　

O.Q

　　　

0．1

　　　

4.0

　　　

0.3

　　

100.0

39年度

　　　　　

７．９

　　　　　

６．Ｊ

　　　　　

1.4

　　　　

∂∂．２

　　　　

８-<.Ｓ

　　　　　

ｊ．７

　　　　　

２．２

　　　　　

０．２

　　　　　

０．２

　　　　　

０．０

　　　　　

０．２

　　　　　

０．ｊ

　　　　　

０．０

　　　　　

Ｇ．１

　　　　　

１．５

　　　　　

ｊ．7

　　　

100.0

決算額構成比
__

40年度

　

i

　

39年度

　

78.1

　

2.0

　

0.3

　

8、5

　

5.7

　

2．６

　

０．2

　

0.J

　

5．９

　

２．6

　

2.j

100.0

c
ｈ
'
-
'
O
c
r
i
t
o
c
^
-
i
O
O
*
＾
'
-
-
*
０
0

7

100

増減額構成比

40年度

　

i

　

;59年度

　

｜

」
心
乙

乙

乙

　

７．４：

　

２．７

　

4.7！

８２　９.

82.8

　

り.1

　

0.9

　

０．１

　

0.1

　

0.0

　

り．５Ｉ

　

Ｑ．（

　

0.0

　

G.O

13.2！

乙

　

4.8

　

100.0

　

３．５

　

Ｉ、９

　

１．6

92.６

し
△

乙

△

"
―
'
l
O
O
^
C
T
i
O
O
C
r
t
O
-
Ｈ
-
H
C
O
O

引
ｊ
ｊ
Ｑ
り
0
0
0
0
0
り
】
ｊ

ｊ

５
ｊ
９

一
Ｏ
　
-
Ｈ
　
c
v
j
　
C
j
'
Ｏ
　
Ｏ
^

l
Ｏ

０

100.0

増減額構成比

4つ年度
-

　

47.2

　

17.9

乙　1.9

^ Ｓ４Ａ

乙16.8

L.　13.６

,_

　

3.7

　　

4．0

　

47.2

　

25.6

乙

　

５.9

　

100.0

39年度

　　　　

88.５

　　　　

４．８

　　　　

０．５

　　

ム

　

５．∂

　　　　

３．７

　　

△10.2
タ
ー
６
Ｑ
２

Ｏ
　
O
-
Ｑ
Ｄ
　
<
£
!
　
=
1
0

　
　
　
　
　

△

100.0

－455－

(単位

　

百万円・％)

増
-
40年度

　　

25.4

　　

1K2

　　

14.2

　　

26.0

　　

26.5

　　　

2.7

　　

10.８

こ12.5

L 　̂14.8

乙

　

5.4

　　

84.1

　　

∂.7

乙10.9

乙　８．０

　

１４２、1

　　

77.1

　　

27.0

－
－
－

39

　

率

年度

ｊ
７
ｊ

お
3j
31

2
0
0
4

５

　　　　

23.6

　　　　

11.8

　　　

a 35.4

　　　

乙51.1

　　　　　　

一

　　　

乙29.∂

　　　　　

０．４

　　　

A 50.5

　　　　

43.8

(14.8)７２.1

　　　　

14.4

　　　　

28.6

(単に

　

百万円・％)

増
-

40年度

減

　　

２．0

　

J∂.7

乙

　

０．２

ム11.3

し

　

∂.5

乙Ｕ_2

乙そ15.2

　

71.4

　

34.0

　

44.4

乙

　

７．∂

　　

３．３

　　

Ｊ

　　

守･
-

39年度

　　　

四.り

　　　

84.0

　　　

25.０

　　

△

　

7.5

　　　

8．８

　　

△31.9

　　　

93.８

　　　

４０､0

　　　

36.7

　　　

∂3.1

　　　

IS 2

　　　

16.6

ｉ

ｌ

ｌ

ｌ

ｉ

｜

　　　　　　　

Ｉ

　　　　　　　

Ｉ

Ｉ

　　　　　　　

』

　　　　　　　　

１

--一一

　　

一一一一

　　

一一．

　　　　

一一

-

　 　 　

一 一 一

　 　 　 　 　 　 　

-

１

｜

ｊ

ｊ

ｌ

ｌ

ｌ

ｉ

！

｜

ｌ

１

！

｜

｜

｜

｜

Ｌ

｜

｜

｜

1

1

1



その２

　

歳入歳出内訳（つづき）

　

２

　

直診勘定（歳出）

第137表

　

昭和40年度国民健康

　　

区

　　　　　　　　　

分

　　

|

　

昭和40年度

　

!

　

昭和39年度

　

|

増減額

総

　　　　　　

務

　　　　　　

費

　　　　　　

6 081　　　　　5 950　　　　　131

医

　　　　　　

業

　　　　　　

費

　　　　　

3 877　　　　3 837　　　　　　40

施

　　

設

　　

整

　　

備

　　

費

　　　　　　

859

　　　　　　　

608

　　　　　

251

繰

　　　　　　

出

　　　　　

金

　　　　　　　

87

　　　　　　　　

68

　　　　　　

19

　　

普通会計に対するもの

　　　　　　

28

　　　　　

15 13

　　

事業勘定に対するもの

　　　　　　

50

　　　　　　　　

43

　　　　　　

7

　　

その他の会計に対するもの

　　　　　　　

9

　　　　　　

10

　　　　

ム

　

１

基

　　

金

　　

積

　　

立

　　

金

　　　　　　　　

58

　　　　　　　　

36

　　　　　　　

22
公

　　　　　　

債

　　　　　　

費

　　　　　　　

146

　　　　　　

149

　　　　

△

　　

3

　　

元

　　

利

　　

償

　　

還

　　

金

　　　　　　　

96

　　　　　　　　

98

　　　　

△

　

2

　　

一

　

時

　

借

　

入

　

金

　

利

　

子

　　　　　　　

50

　　　　　　

51

　　　　

△

　　

1
前

　

度

　

年

　

繰

　

上

　

充

　

用

　

金

　　　　　　　

825

　　　　　　　

882

　　　　

△

　

57 1
モ

　　

の

　　

他

　　

の

　　

支

　　

出

　　　　　　　

79

　　　　　　

88

　　　　

△

　　

9

歳

　　　

出

　　　

合

　　　

計

　　　　

12 012　　　11 618　　　　394

その１

　

収支状況

第138表昭40和年度

　　　　　　

｜

　　　　　　

昭

　　　　

和

　　　　

40

ピ

　　

Ｏ

ｏ
り幣り幣りお1

づ▽パ

　　　

レビ

　

三万

　　

回

　

大

川回叉

　

］滋ニヤ回

ト

　

レズ

　　

EレF

　　　　　　

サ

　　　

特

　　　

特

　　　

半

　

≒

　

よＡﾌｽﾞ

　　　　　

］

　　

三

　　

三

　　　

三

回

レ∩

　

レ呂ドレ説

　　

赤

　　

字

　　

団

　　

体

　　　　　　　

1

　　　　　

92

　　　　　

101

　　

ふ

　　

９

－456 -



保険事業決算の状況（つづき）

01に

　

百万円・％）

　

決算額構成比

　　　

増減額構成比

　

１

　

増

　　

減

　　

率

　　　　　　　　　　

1

　　

_

　　

＿_

40年度

　

1

　

39年度

　

1

　

40年度

　

1

　

39年度

　

1

　

40年度

　

1
39年度1

　　

50.6 i　　　　51.2　　　　お.ｙ　　　卵.5　　　　　2.パ　　　j5.バ

　　

お.J

　　　　

お.o

　　　　

皿白

　　　

42.5

　　　　　

j,叫

　　　

圃.り

　　　

7.2

1

　　　　　

5.2

　　　　　

63.7

　　　　　

ﾀ.3

　　　　　

41.3

　　　　

26.7

　　　

0.7 1　　　　0.∂　　　　貳∂i　　　　3.0　　　　27.9 ^　　　　161.5

　　　

0.2

　　　　　

0.j

　　　　　

j.3！

　　　　　

0.5

　　　　　

∂6.7

　　　

∂7.5

　　　

0.4

　　　　　

0.4

　　　　　

1.8

　　　

j.∂

　　　　

妬.3

　　　

jJ∂.タ

　　　

0.j

　　　　　

0.j

　　　

a

　

0.5

　　　　

0.7

　　　

乙辺.0

　　　　　

－

　　　

0.5

1

　　　　　

0.3

　　　　　

5.6

　　　　　

0.5

　　　　　

剛.j

　　　　

2貳j

　　　

1.2 :　　　　j.3　　　△0.8　　　2.j　　　乙2.0 !　　　24.2

　　　

0.召1

　　　　　

0.タ

　　　　

・0.5

　　　　

j.7

　　　　

乙

　

2.0 I　　　30.7

　　　

0.4

　　　

0.4

　　　

乙Q.31

　　　　

0.y

　　　

乙2.0
1　　　13.3

　　　

6.9

　　　　　

7.6

　　　

△14.5 ＼　　　　j.∂　　　乙　6.5　　　　2.∂

　　　

0.∂
1

　　　　　

0.∂

　　　　

・2.2 '　　　A 17.5　　　　IS 10.2　　　乙7J.jl

　　

100. Cﾊﾞ　　　100.0
1　　　100.0　　　　100.0　　　　　3.り　　　13.4

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｰ

収益事業決算の状況

年

11

11

器
一
一
一
ぶ
芒
ｏ
ｏ
一
器
一
％
％

繰

度
一

入金
収

9
4
9
4
一
2
6
2
6
一
一
一
一
3
3
3
3
一
一
一
一
9
3
9
3
一
2
0
2
0
一

　
　
　

―
－

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

２
２

繰出金

　

(Ｃ)

-

　

15 9２0

　

15 920

34 928

34 928

　　　　

－

　

2 547

　

2 547

　　　　

－

22 175

22 175

　　　　

－

　　　

117

　　　

H7

　　　　

－

10 089

10 089

50

50

848

848

認靖
叩

再
㈲
十

18 817

18 817

42 382

42 391

△

　　

9

　

3 661

　

3 661

　　　　

－

27 586

27 586

　　　　

－

　　　

152

　　　

152

　　　　

－

10 983

10 992

△

　　

9

61 199

61 208

△

　　

9

－
‐
－

昭和39年度

再

　

差

　

引

　　

佃

14 ６５２

(単位

　

百万円)

‐
‐
－
－
－
‐
・

　
凹
　
２
　
釦

2 94５

21 44６

ａ

5 75∂

44 872

比較増減

再

　

差

　

引

佃一如

一

　

丿扨5

12 1６2

7拓

6j如

79

5 227

1６ 32７

― 457 ―

１

　　　　　　

１

　　　　　　

１

１
＝

｜

－

１

１

－

－

｜

－

－

－

－

－
！

－

－

－

｜

　　　　　　

｜

　　　　　　　　

１

　　　　　　

１

　　　　　　　

１



その２

　

歳入歳出内訳

第138表

　

昭和40年度収'益

　

区

　　　　　　　　

分

　　

1

　

競

　

馬

　

事

　

業

　

|

　

競

　

輪

　

事

　

業

　

入

　　　

場

　　　

料

　　　　　　　　　　　

521

　　　　　　　　

1 051y

ﾘ

?

ｽﾐﾆﾑ万

゛loﾂﾞ

　

2回

入

　

繰

　　　　

越

　　　　

金

　　　　　　　　　　　　

1 795　　　　　　　　　4 046

　

レ

レレ，づ

　

已

.,一
才
交

　　　　

付

　　　　

金

　　　　　　　　　　　　

1 525　　　　　　　　　9 368
そ講説（ｃ）

　

づ

　

回

（

しし岫絨

　　

≒

　　

回

付

1

．

ﾉﾚ

（I

二乱

一回

　　　　　　

ｙEﾐ

　　　　　

乱ﾖ

その１

　

収支状況

第139表

　

昭和40年度公

｜

　　　　

｜

　　　

昭

　　　　

和

　　　　

40

∩

　　　　

ﾄ
¨叫行万幣］じ貪

　

づ

　

ずつ

　

崔

　

|

　　　　

言

　　　　

ご1万万

　　　　

nﾐ

　　　　

１

　

≒

　

事

　

目|

　

貫

　　　　

回

　　　

礁

　　　

１

　　

バ

ト

い谷

　

目|

　

ハ

　　　

1回

　　　

ヰ

　　　

ヅ

　　

パ

特

　　　　

別

　　　　

区

　

i

　　　　

21

　　　　

7c9

　　　　

6ﾌ3

　　　　　

36
7呂卜丿三玉ｊ

　

に

　　

｜

　　

リ

　　　　

ヱ

　　　　

図で

　　　　

1昌

　　　

ノlj

- 458
-



事業決算の状況（つづき）

(単位

　

百万円)

姦ｖｊ列琵jに釘ぶトに事し

　　　　

tl･

　　　　

1

　　　　　　　

208

　　　　　　　　　　

318

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

2 098!

　　　　　

26 898　　　　　83 116　　　　　　　－　　　　　　　430 878

　　　　　　　　

H

I

　　　　　　　

12

　　　　　　　　

－・ 220!

　　　　　　　　

1日

　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　

j

　

136!

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

12

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　

841

　　　　　　　

466

　　　　　　　

1 185　　　　　　　　　3　　　　　　　　　　7 495:

　　　　　　　

269

　　　　　　　

1 332　　　　　　　2 527　　　　　　　　　　8 623

　　　　　

27 852　　　　　　85 936　　　　　　2 530　　　　　　　　449 316:

　　　　　

22 713　　　　　　70 599　　　　　　　　　　　パ　　　　　　362 59j

　　　　　　

1 293　　　　　　　3 456　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　15 642;

　　　　　　

2 848 8 521　　　　　　　2 478 i　　　　　　　　　!s0848

　　　　　　

2 848　　　　　　　8 056　　　　　　　2 478　　　　　　　　　　50 36＆

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

465

　　　　　　　　　

－
1　　　　　　　　　　482

　　　　　　　

254

　　　　　　　

1 487　　　　　　　　　○　　　　　　　　　　･9 361

　　　　　

27 108　　　　　　84 063　　　　　　　2 485 1　　　　　　　　438 447'

　　　　　　　

744

　　　　　　　

1 900　　　　　　　　　45 1　　　　　　　　　10 867

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

70

　　　　　　　　　

－1

　　　　　　　　　　

296

　　　　　　　　

H

　　　　　　　　　

12 ＿1　　　　　　　　　　　220

　　　　　　

2 848　　　　　　　8 5２1　　　　　　　2 ４78
1　　　　　　　　　50

848

　　　　　　

3 581　　　　　　10 339　　　　　　　２ 523 1　　　　　　　　61 199

益質屋事業決算の状況

翌年

越すべき

　　

(Ｆ)

年

　

度

一一

繰入金

　

(Ａ)

０
０
一

　

５
’
4
1
2
2
一

　

Ｔ
一
一

　

７
６
１

９
９
一

　

2
3
9
8
4
4
0
1
9
0
″
7
2

3
3

　

9
3
5
２

　

2
5
1
3
0
8
2

　
　
　
　

１

　

１

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

３

　

２

(単位

　

百万円)

繰出金

　

(Ｃ)

　　　

11

　　　

11

6
4
2
7
3
4
0
0
一

　

4
8
6

6
5
1
1
1

　
　
　
　
　

９
７
１

言諜
叩

再
㈲
十

△
△

乙

△

　

ａ

£

　

△

　

２

459－

６
６
一

　

3
7
0
7
0
3
4
6
0
6
7

2
2

　
　

８
８
７

　
　

３
２
１

　

２
１
９

　
　
　
　
　
　

１

　
　
　
　
　
　
　
　

１

213

昭和39年度

―芦
７
差
佃

再

△

さ

ユ

ム

－
－
－
―
―
■
１
ｒ
！
１
１
－
－

　
　

５

　
　

２

∂j

μ

７

82

比較増減

再

　

差

　

引

　

㈲一如

こ

.1

J

‐
‐
Ｉ
Ｉ

△

ぶ

ｊ

四

７

７

34

－
・
―
’

｜

Ｉ

！

｜

｜
｜

｜

一一一一一一一

　　

一一一一一一一一一一一一一一一一

ミ

｜

｜

１

！

1

1

1

－

１

－

－

－

－

－

｜

－



その２

　

歳入歳出内訳

第139表

　

昭和40年度公益質

じ

営

　　

収

　　

］

　　

ﾄ

゛と）

　　

三

　

゛

　

E

，
判Ｕ:

　

，

］j

づ∧レレ

　

1

11

　

モ

　

1

ﾖ

出|一時借入金利子

　　　　　　　　

－

　　　　　

２

　　　　　

０
し言ニ;

　

ズ1ｽﾞ

　

2ﾐ

ﾖ1．ノ
ト

ムEJ

　　　

。
XX

　　

/E

　　　

ワ

その

　

１収支状況

第140表昭和40年度農

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　　　　

和

　　　　　　

40

　

g

　　　

゛

　

ﾄ

¨

ﾔ
笛
ﾔｵｿE訟鞘謐

大

　　　　

都

　　　　

市

　　　　　

3

　　　　

65

　　　　

62

　　　　　

3

　　　　

0

　

黒

　　

字

　　

団

　　

体

　　　　　　

１

　　　　　

９

　　　　　

７

　　　　　

２

　　　　

０

　

赤

　　

字

　　

団

　　

体

　　　　　

2

　　　　

56

　　　　　

55

　　　　　

1

　　　　　

－

都

　　　　　　　　　

市

　　　　

123

　　

3 222　　2 944　　　278　　　　40

　

黒

　　

字

　　

団

　　

体

　　　　　

78

　　

2 019　　　1 788　　　231　　　　30

　

赤

　　

字

　　

団

　　

体

　　　　　

45

　　　

1 203　　　1 156　　　　47　　　　10

町

　　　　　　　　　

村

　　　　

7％

　　

6 029　　5 480　　　549　　　　68

　

黒

　　

字

　　

団

　　

体

　　　　

407

　　

3 631　　3 188　　　443　　　　40

　

赤

　　

字

　　

団

　　

体

　　　　

389

　　

2 398　　2 292　　　106　　　　28

合

　　　　　　　　　

計

　　　　

922

　　

9 316　　8 486　　　　830　　　108

　

黒

　　

字

　　

団

　　

体

　　　　

486

　　

5 659　　4 983　　　　676　　　　70

　

赤

　　

字

　　

団

　　

体

　　　　

４36

　　

3 657　　3 503　　　　154　　　　38

－460－



年

屋事業決算の状況（つづき）

特別

△

区

度

計

２－３
０
２
一

１
５
３

v
Ｏ

　

(
Ｎ

-

４
？

　

5
0
6
0
一
〇
２

１
０

　

８
１
６

　
　
　

１

　

７

　
　
　

５

３

　

６
】
0
0
４

7

　

３

　

５

　

１

６ ２

168
9
9
9
9
4

　

8
4

0
7

　

６
３

　

7
5

3
1

　
　

７

　

４

833

4
5
2
2
8

　

６

９
８

　

８
２

　

０

　
　
　
　

６

　

１

７

3
0
9
ぷ

昭和39年度

決

　

算

　

額
-

　

2 450

３

6
２
４
3
5

9
5
1
４
5

2
２

　
　

０

2
2
3
2
４
1
9

9
6
0
9
9

　

６

４

　

１

　
　

２

2 913

2
0
6
2
2

4
2
9
9
8

1

　

２

　
　
　
　
　

ａ

業共済事業決算の状況

年

尹合金

０
０
０

　

３
９
４

　

９
３
６

　

２
２
０

　
　
　
　

５
３
１

　

３
９
４
（
ｙ
３
６

　
　
　
　
　
　
　
　

１

　
　
　

１
１

４
１
３

－

　

―

０
６
４

　

ら
ら
０

　

0
3
7

8
1
6

　

４
６
８

　

４
８
５

　
　
　
　

２

　

１

　

３

　

２

度

増

-

△
△

　

C

＜

<
J
＜
　
△

△

比

　

減

282

3
3
5
6
1

　

4
8
0
２
9
1
3
5

1
7

　

２
２

　

１

　

７

　
　
　

１
８

　
　
　
　

３

　
　
　

２

　
　
　
　

２

6
3
3
2
4

3
1
1

　

3

△
△

　
　

△

金収
如
未－金出

仰
繰

一

一

一

Ｉ
Ｉ

５
５
一

　

６
３
３

　

１
８
３

　
　
　
　

Ｉ
Ｉ

　
　
　

Ｃ
Ｎ
　
―

５
９
６

　

８
３
５

　

4
3
1

8
4
3

　

２
０
２

　

１
５
６

　
　
　
　

２
１
１

　

３
１
１

- 461

几

-

　

額

-

　

∂7.７

６　４．0

　

22.7

Ｊ
Ｊ

　
０

-
H
0
0
0
0

　

乙
１

　　

５．０

　　

２．∂

　　

94､６

ａ

　

Ｑ.7

　　

3．２

△

　

Q.4

△

　

4.5

　

100.0

金

０
０
一

　

４
６
８

　

９
３
６

　

３
９
４

　
　
　
　

０
５
４

　

２
７
５

　

３
２
０

　
　
　
　

１

　
　
　

２

　

１
１

　

３
１
２

一

　

一

　

一

-

-

(単位

　

百万円・％)

　　　　　

較

増減率
-

　

△U.5

　

4．4
a 29.0
△55.7

　　

δ0.

△10.

△

　

2.

△12.

△j2.

　　

2.

△

　

タ．

　

100.

８
９
ｊ

　
　

ａ

５
５

∂

タ

∂

２

t
ｏ
　
o
　
0
０
8

･
＊
　
o

5
弱

△
△

　

４．４

　

２．２

４１.Ｓ

ム19.4

　

17.0

a l6､6

A 22.2
△20.4

o 16.7

△

　

0.２

０
２
２

　

１
４
３

－

　

１

　

９
４
５

　
　
　
　
　
　
　
　

ｌ

＜
1

<
1

Ｏ

Ｑ

1□

287

L76

　　　

192

　　　

433

a

　

241

A 20.

　

１５５.

へ

　

６．

一
■
<
I
i
　
≪
)
　
O
一

Ｊ

　
4

S
1
5

△
△

△57.2

△35.5

　

17.０

　

妬2.タ

　

256.５

(単位

　

百万円)

昭和39
年

　

度

再差引

　

(Ｌ)

　　　

j

7j

12５

197

比

　

較

増

　

減

再差引

(K)-(L)

-

△

　

11

△

加

Ｍ

５

１

　　　　　

１

　　　　　　

ｌ

　　　　　

ｌ

　　　　　

・

　　　　　

’

-

　　　　　

１

　　　　　

１

　　　　　　

１

　　　　　

１

　　　　　

１｀””’ｌ

　　　　

ｉ

．

　　　　

。

　　　　　

Ｉ －ｒ- _χｚ．-･１ １

１

　　　　

１

　　　　　

１

ｒ

　　　　　　

ｌ

　　　　　　　

１

　　　　　　

”

・

－
ｊ

－

－

－

！

－

｜

」

－

－

－

－

－

｜

！

－

｜

－

！

！

－

１

ｊ

ｌ

１



その２

　

歳入歳出内訳

第140表ﾌﾞ昭和40年度農業共

－

　　　

区
ﾚ

　　　　　　　　

分

　　　　　　　

｀’‾

　

昭丿

　

和

　　

40

　　

年｀

　　　　　　　　

‾’

　　　　　　　

‾

　　

大’都

　

市

　

｜

　

都

　　　

市

　

｜

　

町

　　　

村

　

共

　　

済

　　

勘

　

定

　

収

　

入

　　　　　　　

34

　　　　　

2 313　　　　　4 040

　　　

共済掛金及び交付金

　　　　　　

12

　　　　　　

665 1 412

　　　

保険金及び診療補てん金

　　　　　　

20

　　　　

1 447 2 252

　　　

連

　

合

　

会

　

無

　

事

　

戻

　

金

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

６

　　　　　　　

９

　　　

繰

　　　　　

入

　　　　　

金

　　　　　　　　

0

　　　　　　　

17

　　　　　　

32

　　　

そ

　　　　　

の

　　　　　

他

　　　　　　　　

2

　　　　　　

178

　　　　　　

335

；

　

業

　　

務

　　

勘

　

定

　

収

　

入

　　　　　　　

31

　　　　　　

909

　　　　　

1 989

’

　　

賦

　　　　　

課

　　　　　

金

　　　　　　　

3

　　　　　　

241 489

，

　　

都

　

道

　

府

　

県

　

支

　

出

　

金

　　　　　　　

14

　　　　　　

497 1 023

1

　　　

繰

　　　　

入

　　　　

金

　　　　　　　

13

　　　　　　

63

　　　　　

214

・

　　　　

そ

　　　　　

の

　　　　　

他

　　　　　　　　

1

　　　　　　

108

　　　　　　

263

　

歳

　　　

入

　　　　

合

　　　

計

　　　　　　　

65

　　　　　

3 222　　　　6 029

　

共

　　

済

　　

勘

　

定

　

支

　

出

　　　　　　

31

　　　　

2 H3 3 660

j

　　

保険料及び技術料

　　　　　

5

　　　　

197 404

　　　

共

　　　　　

済

　　　　　

金

　　　　　　　

26

　　　　　

1 835　　　　　3 074

　　　

：

　　

事

出

戻

　　

：

　　　　　

：

　　　　

で

　　　　

2;

　　　

そ

　　　　　

の

　　　　　

他

　　　　　　　

－

　　　　　　

65

　　　　　　

156

　

業

　　

務

　　

勘

　

定

　

支

　

出

　　　　　　　

31

　　　　　　　

831

　　　　　

1 820

　　　

総

　

務

　

及

　

び

　

業

　

務

　

費

　　　　　　　

30

　　　　　　　

733

　　　　　

1 589

　　　

誉

　

合

　

会

　

支

　

出

　

金

　　　　　　　　

1

　　　　　　　　

61

　　　　　　

124

　　　

繰

　　　　

出

　　　

丿

　

金

　　　　　　　

－

　　　　　　

4

　　　　　　

14

　　　

モ

　　　

「の

　　　　　

他

　　　　　　　　

0

　　　　　　

33

　　　　　　

93

　

歳

　

‥

　

出

　　　　

合

　　　　

計

　

1

_

　　　　　

621

　　　　

2 944こご?

― 462



済事業決算の状況（つづき）

度

　

計

昭和39年度

決

　

算

　

額

6 387

2 089

3 719

　　

15

　　

49

　　

515

2 929

　

733

1 534

０

　

２

　

６

９

　

７

　

１

Ｃ
Ｎ

C
O

Ｃ
Ｏ

　
　
　
　
　
　
　

９

5 804

　

606

５

　

９

　

３

　

１

　

２

　

２

Ｃ
Ｏ

Ｃ
Ｏ

C
Ｎ
　
6
8
　
3
5

４

　
　
　
　
　
　
　
　

２

　

２

６

　

８

　

６

　

６

０
０

t
―

C
M

０
０

１

　
　
　

１
‐

　

４

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

ａ
ｏ

3 653

1 583

1 821

C
Ｏ

L
o

―
.

r
-
v
.

-
^

O
O

C
O

O
N

l
O

C
D

　
　
　
　
　
　
　

－

　

１

　

５

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

２

１
10４

８

　

１

　

０

２

　

４

　

１

２

　

２

　

８

　
　
　
　
　
　
　

５

３

２

071

517

348

増

2 73４

　　

506

1 898

８

　

４

　

４

　

２

　

９

　

０

　

２

　

１

　

６

　
　
　

１

　

２

　

７

　

４

　

３

　

６

　

３

　

０

　
　
　
　
　
　
　

３

　

７

　

－

　

４

　
　
　

１

　

５

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

Ｑ
Ｊ

△

２

２

733

　

89

587

９

　

１

　

９

　

８

　

９

　

８

　

３

　

８

　

１

１

　
　
　

３

　

８

　

９

　

３

　

１

　

３

　

２

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

６

　

５

　
　
　
　
　
　
　
　

４

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

ｑ
）

　
　
　
　

Ａ
］

０

　

４

　

２

　

４

　

３

　

８

　

５

　

８

　

５

２

　
　
　

８

　

９

　

５

　

４

　
　
　

８

　

６

　
　
　
　
　
　
　

１

　

９

　

７

　

１

　
　
　
　
　

０

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

　

１

　
　
　
　
　
　
　
　
　

５

比
一
減

△

額

7∂.Q

14.4

５４.1

　

0.2

　

0.4

　

9．３

　

２２.０

　

４、２

　

１２.3

　　

1．8

　　

S.7

100.０

　

80.0

　　

2．６

7Ｓ.ｆｉ

　

０.∂

　

0.0

　

1．2

20.0

　

17.5

　　

1．1

　　

0.J

　　

It

100.0

( 単 位

　

百 万 円

・

％ )

　 　 　 　

■

　

㎜ ¶ r

　

- = = . ■ ㎜

　 　 　 　 　

較

増

　

減

　

率

　　

74.8

　　

32.０

　　

104.2

△

　

34.8

　

40.０

169.6

　

35.8

　

25.5

　

38.9

　

27.2

　　

５４.4

　　

60.5

　　

∂ﾀ.Q

　　

17.2

　　

110.2

　　

ﾀ5.Q

a　25､０

　　

２１.4

　　

ぶぜ.5

　

34.2

　

25.7

260.0

　

43 2

　

67.5

前年度増減率

乙

　

j.3

59.６

a

　

50.7

　　

666.7

　　　

34.６

　　

２６０.4

　　　

33.8

　　　

29.5

　　　

51.2

　　　

2∂.j

ａ 4.7

9.3

a

　

14.4

△

　

32.7

△

　

12.5

300.0

300.0

3８.9

3ﾀ.∂

39.6

23.3

66.7

87.２

　

１．０

― 463 ―

㎜

　　　　　　　　　

■

　　　　　　　　　　　　　

■

　　　　　　

Ｉ

　　　　　　　　

｜

１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

■

－

ト

ー

－

－

－

｜「

Ｌ

－-

　　　　　

｜

　　　　　　　　　

｜

　　　　　　

｜

　　　　　　

・

　　　　　　

’



第141表

　

昭和40年度企業債等の状況
(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　

昭和40年度

　　

昭和40年度償還額

　　

昭和40年度･

　

ｇ

　　　　　

９

　

１

１む額

し

　

・）

　

パ

　

十

　

|

末ｕ岬

地方公営企業

　　

355 120　78 548　68 0H　146 559 1 484 402

　

法

　

適

　

用

　

企

　

業

　　

279 170　　63 910　　56 648　　120 558 1 215 733

　　

水

　

道

　

事

　

業

　

no 933　17 793　24 886　42 679　439 646。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

i

　　

工業用水道事業

　　

20 663　　4 031　　4 124　　8 155　105 909;

　　

交

　　

通

　　

事

　　

業

　　　

46 653　　H 076　　6 742　　17 818　163 279i;

　　

電

　　

気

　　

事

　　

業

　　　

12 476　　5 541　　9 151　　14 692　158 8301

　　

ガ

　　

ス

　　

事

　　

業

　　　

1 058　　　　504　　　　419　　　　923　　6 835F

　　

病

　　

院

　　

事

　　

業

　　　

7 959　　　1 907　　　2 736　　4 643　　46 17j

　　

公共下水道事業

　　

31 942　　2 698　　5 851　　8 549　114 67M

　　

そ

　

の

　

他の事業

　　

47 486　20 360　　2 739　23 099　180 392

　

法非適用企業

　　

75 950　14 638　1 1 363　26 001　268 669

　　

水

　　

道

　　

事

　　

業

　　　

11 659　　　1 321　　　2 704　　4 025　　52 342･

　　

工業用水道事業

　　

4 042　　　　　63　　　　38　　　　101　　　9 384

　　

交

　　

通

　　

事

　　

業

　　　　

304

　　　　

61

　　　　

43

　　　

104

　　　

784

　　

電

　　

気

　　

事

　　

業

　　　

1 504　　　　14　　　　11　　　　25　　3 364

　　

ガ

　　

ス

　　

事

　　

業

　　　　

204

　　　　

13

　　　　

32

　　　　

45

　　　

606･

　　

病

　　

院

　　

事

　　

業

　　　

3 992　　　491　　　　687　　　1 178　　14 7!6

　　

公共下水道事業

　　

10 643　　　769　　1 731　　2 500　39 296

　　

そ

　

の他の事業

　　

43 602　11 906　　6 117　18 023　148 1］

国民健康保険事業

　　　

203

　　　　　

100

　　　　

42

　　　　　

142

　　　　

831

公

　

益

　

質

　

屋!

　

事

　

業

　　　　　

9

　　　　

65

　　　　

15

　　　　

80

　　　　

184

　　

合

　　　　　　

計

　　　　

355 332　　78 ｱ13　　68 068　146 781 1 485 41j

― 464



第142表

　

公営企業金融公庫の貸付状況
(単位

　

百万円)

　

区

　　　　

分

　

|昭和40年度1

　　　　

内

　　　　　　　　　　　

訳

　　　　　

貸

　　

付

　　　　　　　　

貸付額都１゛県1

　

1

　

卜

　

村ぶｏ賛累jtｇ

上水道事業

　　

23 284　　2 184　　17 H8　　2 847 1 135　　73 993

　

工業用水道事業

　　　

6 578　　　4 918 1 570　　　　　－　　　　90　　26 439

　

交

　

通

　

事

　

業

　　　

748

　　　　

44

　　　

649

　　　　

55

　　　　

－

　　

6 136

　

電

　

気

　

事

　

業

　　

4 522　　4 147　　　365　　　　10　　　　－　　35 996

　

ガ

　

ス

　

事

　

業

　　　　

644

　　　　

187

　　　

316

　　　　

126

　　　　

15

　　

4 223

　

港湾整備事業

　　　

1 408　　　978　　　117　　　　33　　　280　　14 396

　

病

　

院

　

事

　

業

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　

1 821

　

市

　

場

　

事

　

業

　　　　

620

　　　　

85

　　　

525

　　　　　

5

　　　　

5

　　

2 538

　

と畜場事業

　　　

467

　　　　

－

　　　

370

　　　

51

　　　

46

　　

2 381

　

観光施設事業

　　　

1 198　　　685　　　257　　　256　　　　－　　3 980

　　　　　

臨海

　　　

6 394　　3 799　　　1009　　　272　　1 314　　15 011

　

詣架粟
|

内陸

　　

2 369　　　738　　1 242　　　　86　　　303　　3 702

　　　　　

宅地

　　　

2 835　　　　50　　2 407　　　378　　　　－　　11 339

　

公共下水道事業

　　　

1 502　　　　－　　1 483　　　　－　　　　19　　7007

　

公有林整備事業

　　　

2 224　　　　－　　　491　　　1 724　　　　9　　6 991

　

貸付額合計

　　

54 793　　17 815　27 919　　5 843　　3 216　　　－

　

貸付累計額

　　　　　　

85 891　98 584　16 860　14 618　215 953

－465



－そのｰ↓

　

歳

　

出

←

　　　　

区

給

給

　

恩

与

　

関

　

係

　

経

与

　

給
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般
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経

　

国庫補助を伴うも

費
費
、
費
費

　

の

国庫補助を伴わないもの

債
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的

　
　

持

　

資
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維

　

投

修

　

経
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轄
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担

国庫補助負担金を伴う

　

公

　

共

　

事

　　

業

費

　

費

　

費

　

金

　

の

　

費

　　

普通建設事業費

　　

災害復旧事業費

　

失業対策事業費

国庫補助負担金を伴わないも
の

　

普通建設事業費

　

災害復旧事業費

地方交付税の不交付団体におけ
る平均水準をこえる必要経費

歳

　　　

出

　　　

合

　　

計

第143表昭和41年度

昭和41年度計画額

1４ 679

14 354

　　

325

　

8 275

　

4 771

　

3 504

　

1 476

　

1 013

15 728

　　

610

　

9 368

　

8 839

　

7 773

　

1 066
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5 750
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（注）昭和40年度欄の（

　　

）書は組替前のものである
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地

　

方

　

’財’政

　

･計

　

画

度計画額

3６､2

35.4

　

Q.∂

20.5

11.4

９．ｊ

３．7

2.５

56.5

　

j.5

21.0

jﾀ.∂

17.4

　

2.2

　

j.4

jJ.∂

13.4

　

0．4

　

0.∂

100.0

増

　

比

一

減
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１

　

６

　

２

　

４

　

８

　

１

８

　

２

　

８

　

６

　

１
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５

　
　
　

８
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１

　　

Ill

２ 587

　　

71
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４
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△
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ｊ

■
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C
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j.4
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0.2
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率
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較

前年度増減率
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方

地

　

普

　

目

　

地

地

石

特

方

油

別

地

　

方

　

庫

時臨

　

地

　

国

道

ガ

と

方

路

ス

分

　

与

論

　

与

譲

　

与

税

　

税

　

税

　

税

　

税

税

ん

　

譲

　

与

　

税

特例交付金

交

　

支

義務教育職員給与費国庫負担
金

その他の普通補助負担金

公共事業費補助負担金

　

普通建設事業費補助負担金

　

災害復旧事業費補助負担金

失業対策事業費補助負担金

国有提供施設等所在市町村助
成交付金

地

使

雑

用

　

料

歳

　　

入

　

方

及

　

収

　　　　

債

び手数料

　　　　

入

合

　　

計

第143表昭和41年準

昭和41年度計画額

15

14

7４1

760

１

　

７

　

３

　

６

　

８

　

４

　

７

８

　

６

　

－

　

１

　

３

　

１

　

６

９

　

５

　

５

　
　
　
　
　

４

　

４

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

７

Ｈ

　

２

　

３

　

５

　

４

２

958

572

348

672

833

839

351

　

15

895

８１７

1 489

41 348

（注）昭和40年度欄の（

　　

）書は組替前のものである。

－468－

J∂.j

S5.7

　

2．4

　

j.4

　

j.3

Ｏ

　

ｊ

０

　

０

　

1.0

j∂.0

2∂.9

　

6．２

　

８．1

j∂.∂

11.7

2.1

Q.∂

０．0

7.Q

2.0

3､６

100.0

昭和40年

14 948

14 054

8
9
4
5
2
8485

４

　

3
9

　

7 132

　

9 910

　

2 327

(2 858)

　

2 850
(4 371)

　

4 379
(3 753)

　

3 761

　　

618

4
0

　

1
4
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1 268

36 121
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一
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地方財政計画（つづき）

度計画額

４１､４

３８､９

2.5

j.5

j.4

0.0

0.j

19.7

27.4

　

∂.5

　

7.タ

12.1

10.4

　

1.7

　

Q.タ

４、５

２．0

3.５

100.0

増

３

　

６

　

７

　

９

　

８

　

２

９

　

０

　

８

　

３

　

２

　

１

７

　

７

△

２

　　

1

414

335
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５

　

８

　

３

４

　

９

　

９

２

　

４

　

２

　
　
　
　
　
　
　

Ｉ

1 072

　

221

　　

□

　　　

１

１ ２６５

１１２

221

5 227

　

比

一
減 額

1５.2

13. S

　

j.7

0.7

0.5

0.2

　

７．Ｓ

　

６.4

3ﾀ.2

　

j.7

　

9．5

24.7

20.5

　

4．2

　

0.3

24.2

　

2.j

　

4.3

100.0

469

(単位

　

億円・％)

較

増

　

減

　

率

~

△

　　

５．０

　　

ﾀ.7

　　

7.4

　　

5．8

300.0

　　

2.∂

　

4.7

20.7

10.5

17、5

29.５

28.5

35.8

　

j.2

　

7、1

77.6

IS-９

17.4

14.5

前年度増減率

15.8

IS-ｆｉ

１９.２

１６.8

14.７

　　

－

34.Ｓ

　　

－

12.3

IS　3

14.6

18. t

14.９

１７. 1

　

3.2

　

4.3

　　

－

２５-0

11.0

11､０

15.1

Ｉ

　　　　　　　　

Ｉ

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　

１

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●
－

－
－

－

－

－

＝

－

－



驀144表昭和41.年度

その１

　

道府県税

-

分 昭和41年度見込額 昭･和･!O年

普

　　　　

通

　

道

　

府

　

県

　

民

　　

個

　

人

　

均

　

等

　　

法

　

人

　

均

　

等

　　

所

　　　

得

　　

法

　　

人

　

税

　

事

　　　

業

　　

個

　

人

　

事

　

業

　　

法

　

人

　

事

　

業

税

税

割

割

割

　

割

　

税

　

税

税

不動産取得税

道府県たばこ消費税

娯楽施設利用税

料理飲食等消費税

自

　　

動

　　

車

　　

税

鉱

　　　

区

　　　

税

狩

　

猟

　

免

　

許

　

税

法定外普通税

固定資産税(特例分)

目 的

引

　

猟

油軽

　

入

　
　

合

取

税

税

税

計

731 026

181 875

　

2 972

　　　

531

126 043

　

52 32９

333 075

　

23 136

309 939

　

33 326

　

49 497

　

Ｈ 680

　

56 229

59 56４

９

　

８

　

９

　

４

６

　

０

　

３

　

６

６

　

４

　

６

　

０

　
　
　
　
　
　
　
　
　

４

74

73

138

807

331

805 164

－470－

90.8

22.６

　

０､４

　

０．１

１５､６

　

∂.5

41.4

　

2、９

３８、５

　

久j

　

6．1

　

j.4

７、0

7.4

0.j

0.j

0．1

0.5

９､２

９､2

0.0

100.0

ｱ11 572

173 460

　

2 892

　　　

506

113 781

　

56 281

344 848

22 190

322 658

　

30 431

　

44 505

　

9 487

54 379

48 995

7
3
4
一
一
？

　　

599

3 727

70

70

458

102

356

ｱ82 030

Ｉ

　　　　　　　　　　　　　　　

Ｉ

　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　

Ｉ

｜

－－

ｌ

－

｜

一

一

；

　　　　　　　　　

Ｉ

　　　　　　　　　　

｜

　　　　　　　　　　

｜



地方税一収入見込状況

度見込額

91.0

22.2

　

0．４

　

０、1

14.5

　

7.2

44.1

　

2､8

41.3

　

3､９

　

５．７

　

１．１

　

７．０

　

∂．３

　

０．１

　

０．０

　

０．１

　

０．５

タ.0

9.0

0.0

100.0

増

比

19 45４

　

8 ４15

０

　

５

　

２

８

　

２

　

６

　
　
　
　
　
　
　

２

　
　
　
　
　
　
　

２

　
　
　
　
　
　
　

－

△

　

３ ９５２

・Ｈ ７７３

　　　

9４6

a 12 719

　　

2 895

　　

4 992

　

２

　

１

１０

193

850

569

５

　

１

　

０

　

７

　
　

０

６

　
　
　

４

　

３

　
　

８

　
　
　
　
　
　
　
　
　

３

　
　

６

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

３

ａ

　　

3 705

ａ

　　

25

　　

23 134

減

－471－

額

肘．ｊ

36.4

　　

０．３

　　

０．1

　　

53.0

△17.0

△５０.９

　　

４．１

△55.0

　　

12-S

　　

21.S

　　

9.5

　　

8､0

　　

i5.7

△ ０．ｊ

０．Ｑ

０．２

ｊ．５

　　

j5.タ

　　

ｊ∂。０

。０．１

100.0

(単位

　

百万円･,％)

　　

較

　　

増

　　

減

　　

率

　　　　　　　　　

■2.7

　　　　　　　　　

4．９

△

Ｑ

　

2.∂

　

4.タ

10.8

　

7.Q

　

3．４

　　

4.j

。3.タ

　　

９、5

　　

11、２

　　

２３. I

　　

3、4

　　

21.6

ａ

　

∂.タ

　　

０．２

　　

∂.7

　　

9.ひ

　　

５．２

　　

５．３

△

　

７．Ｑ

　　　

３．０

１

　　　　　　　　　　　　　

¶

　　　　　　　　　　　

’

　　　　　　　　　

=

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｉ

　　　　　　　　　　　

Ｉ

１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

１

－

－

」

－

－

｜

一

一



その２

　

市町村税

　

区

普

　　　　

通

　

市

　

町

　

村

　

民

個

法

　

所

　

法

固

　

純

交

　

納

　

人

　

均

　

等

　

人

　

均

　

等

　　　

得

　　

人

　

税

定

　

資

　

産

分

税

税

割

割

割

　

割

　

税

固定資産税

　
　
　
　

却

土

　

家

　

償

軽

　

自

　

動

　

車

　

税

市町村たばこ消費税

電

　

気

　

ガ

　

ス

　

税

鉱

　　　

産

　　　

税

木

　

材

　

引

　

取

　

税

法定外普通税および旧
法による税

目

　

入

　

都

　

市

的

　

湯

計

　

画

税

　

税

　

税

水利地益税および共同
施設利用税

合

　　　　　　　

計

第144表

　

昭和41年度地方

昭和41年度見込額

744 995

287 963

　

10β75

　　

1 777

195 503

　

80008

２98 573

275 754

　

67 84２

119 166

88 746

　

2 813

20 006

13 136

82 ４96

57 682

　

２ ２32

2 103

　

810

24 001

　

1 283

２2 392

　　

326

768 996

－472－

9６、9

37.4

　

j.4

　

0.2

25､4

10.4

38､９

35.9

　

８、9

15.5

11.5

　

０,４

　

２．∂

　

ｊ．７

10.7

　

７．５

ｏ､3

0.j

0.j

３、Ｉ

Ｏ､2

2.9

り.Q

100.0

昭和40年

693 822

279 976

　

10 087

　

1 628

182 850

　

85 4Ｈ

268 565

249 660

60 174

105 882

83 604

　

2 335

16 570

11 969

74 176

54 100

　

２ 222

　

2 076

　　

738

18 984

1 254

17 406

　

324

ｱ12 806

　　　

地

　　　

屋

資

　

産

　　　

金

　　　

金

・

　　　　　　　　　

｜

　　　　　　　　　

｜

－

　　　　　　　　　　　　　　

４

　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　

１

－

！

－

－

－

｜

－

－

｜

！



税収入見込状況（つづき）

度見込額

S7.S

３９､3

　

j.4

　

Q.2

25.7

12.0

37.7

35､I

　

∂.5

14.9

11.7

　

0.3

　

2.3

　

1､７

10.4

　

7.5

　

0．3

　

0.∂

　

０．１

２．７

０．２

２、５

０．Ｑ

100.0

増

比

５１

　

７

ａ

12

　

5

30

173

987

588

149

653

４03

008

26 09４

　

7 668

13 28４

　

5 142

　　

４78

3 436

1 167

8 3２0

3 58２

０

　

７

　

２

　
　

７

　

９

１

　

２

　

７

　
　

１

　

２

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

０

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

５

４ 986

　　

２

56 190

減 額

ａ

91.0

14､2

　

j.0

　

0.j

22.５

　

タ.∂

53.4

46.4

13.6

23.６

　

∂.2

　

0．９

　

∂.j

　

2．1

14.8

　

６、４

　

０．0

　

0.0

ｊ

　
　

Ｑ

Ｏ

　
　

タ

0.j

8．9

0.Q

100.0

(単位

　

百万円・％)

　　

較

　

増

　　

減

　　

率

　　　　　　　　　

7.4

　　　　　　　　　

2．９

　　　

５．∂

　　　

９．２

　　　

６、９

△

　

６．３

　　

Ｈ．2

　　

10.　S

　　

12.7

　　

12.5

　　

6．2

　　

20.5

　　

２０.７

　　

９．8

　　

11.2

６．6

0.5

1.3

９．８

26.4

　

2．3

28.6

　

0.∂

7.9

― 473 ―

ｉ

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

＝

｜

｜

－
」

－

－

－
！

－

１

　　　　　　　　　　　

¶

　　　　　　　　　　

「



第145表昭和.41年度旭，

　　　　

区

　　　　　　　　　　　　　　　　　

分

　　　　

|

　

，

昭和41年度見込額
|

　

地

　　

方

　　

道

　　

路

　　

譲

　　

与

　　

税

　　　　　　　　　

51 295

　　

石

　　

油

　　　

ガ

　　　

ス

　　

譲

　　

与

　　

税

　　　　　　　　　　　　　

1 565

　　

特

　　

別

　　　

と

　　　

ん

　　

譲

　　

与

　　

税

　　　　　　　　　　　　　

3 799

　　　　　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

56 659

第146表

　

昭和41年度地

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

41

　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　　　　　

分

　　

し

　

わ（川ね

　　

ｍ）

　

終（b）

　　

所

　　　　

得

　　　　

税

　　　　

1 043 985　　　　　　8 027　　　　1 052 012

　

冒

丿

法

　　　　

人

　　　　

税

　　　　　

894 728　　　　　101 076　　　　995 804

　

員|酒

　　　　　　　　　

税

　　　　　

406 850　　　　　△7 069　　　　　399 781

、

　　　　　　　

計

　　　　

㈲

　　　　

2 345 563　　　　　102 034　　　2 447 597

1

　　　　

法定繰入率% (B)　　　　52.0　　　　　52.0　　　　32.0

　　

（Ａ）×剛

　　　　　　　　　　　　　

750 580　　　　　32 651　　　　783 231

　　

精

　　　　

算

　　　　

分

　　　　　　　

90

　　　　　　　　

－90

］

還

　　　　

分

　　　　　　　　

２

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

２

ｉ方

　　　　　　

計

　　　　　

（Ｃ）

　　　　

750 672　　　　　32 651: 783 323

　

交

　　

借

　　　

入

　　　

金（功

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　

付

　

税

　

借入金返済分㈲

　　　　

4,000

　　　　

2000，

　　　　　　　

6 000

　　

一般会計負担分

　

剛

　　　　　　

，－

　　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　

店
十剛ぺＥ）十ふ）計（Ｇ）

　　　　

746, 672　　　　　30 651　　　　　777 323

　　

|

繰

　　　　　　　

分

　

如

　　　　　　　

Ｉ

　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－
レ

総

　

（Ｇ）十岫

　　

十

　

1

　　　

746 6ｱ2　　　　30 651
1

777 323

― 474 ―



方譲与税収入現込･状沈

(単位

　

百万円・％)

二でﾌﾞ〇年度見込額

　　

｜

　

増

　

；

　

額

　

１

　

。

　

；

　

率

　　　　　　　　

48 512　　　　　　　　　　　2 783　　　　　　　　　　　　5.7

　　　　　　　　　　

394

　　　　　　　　　　　

1 171　　　　　　　　　　　2ﾀ7.2

　　　　　　　　

3 939　　　　　　　　　　　A　140　　　　　　　　　　　　3．6

　　　　　　　　

52 845　　　　　　　　　　　3.814　　　　　　　　　　　　7.2

方交付税の算定基礎

(単位

　

百万円・％)

　

昭

　　

和

　　

40

　　

年

　　

度

　　　　　　

比

　　　　　　　　　　

較

当

　　　　　

初

　

｜

　

最

　　　　

終（c）

　

増減額(b)-(c) (d)増減率（d）/（c）×100

　　　　　

989 134　　　　　　　980 171　　　　　　　　71 841　　　　　　　　　7.3

　　　　

1 035 721　　　　　　　896 220　　　　　　　99 584　　　　　　　　　U.l

　　　　　　

388 959　　　　　　　363 993　　　　　　　35 788　　　　　　　　　タ.∂

　　　　

2 413 814　　　　　　2 240 384　　　　　　　207 213　　　　　　　　　9.2

　　　　　　　　

2ﾀ.5

　　　　　　　　　

2ﾀ.5

　　　　　　　　　

2.5

　　　　　　　　　

∂.5

　　　　　

712 075　　　　　　　660 913　　　　　　　122 318　　　　　　　　　j∂.5

　　　　　　　

4 112　　　　　　　　4 112　　　　　　△　4 022　　　　　　　乙　ﾀ7.∂

　　　　　　　　　

一

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

2

　　　　　　　　　　

－

　　　　　

716 187　　　　　　　655 025　　　　　、　118 298　　　　　　　　　17､８

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　

30000

　　　　　　

a30000

　　　　　　　

ム100.0

　　　　　　　

3000

　　　　　　　　

3000

　　　　　　　　

3000

　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　

51 162　　　　’ a 51 162　　　　　　　△100.0

　　　　　

713 187　　　　　　　743 187　　　　　’　34 136　　　　　　　　　4.∂

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

一

　　　　　　　　　　

一

　　　　　　　　　　

－

　　　　　

713 189
1　　　　　743

18ｱ!　　　　　34 136
1　　　　　　　4.6

－475



第147表

　

昭

　

和

　

41

　

年

　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭和41年度当初計画

　　　　

追

　　

加

　　

計

　　

区

　　　　　　　　

分

　　　

・nl回ｎトI

L

（目映

一

　　

般

　　

会

　　

計

　　

債

　　　

1 445　　1 402　　　　43　　　151　　　151

　

一

　

般

　

補

　

助

　

事

　

業

　　　　

250

　　　

250

　　　　　　　　　　　

5

　　　　

5

　

公営住宅建設事業

　　　

1H

　　　　

H1

　

災

　

害

　

復

　

旧

　

事

　

業

　　　　

225

　　　

225

　　　　　　　

132

　　　

132

　

義務教育施設整備事業

　　　　

311

　　　　

311

　

一

　

般

　

単

　

独

　

事

　

業

　　　　

145

　　　　

122

　　　　

23

　

辺

　

地

　

対

　

策

　

事

　

業

　　　　　

20

　　　　

20

　

直

　　

轄

　　

事

　　

業

　　　　

140

　　　

140

　　　　　　　　　　　

14

　　　　

14

　

市町村民税臨時減税補てん

　　　　

203

　　　

203

　

債

　

新産業都市等建設事業

　　　　

40

　　　

20

　　　　

20

　

高等学校および大学施設整

　

備事業

準

　

ふ

　

゛

　

ふ

　

業

　

債

　　　

(26)

　　　　　　　

(25)

　　　

μ

　

呂

　

1E

　

－ 1 034　　　322　　　712

　

港

　

湾

　

整

　

備

　

事

　

業

　　　　

143

　　　　

102

　　　　

41

　

と畜場整備事業

　　　

11

　　　　　

5

　　　　

6

　

下

　　

水

　　

道

　　

事

　　

業

　　　　

310

　　　

215

　　　　

95

　

地

　

域

　

開

　

発

　

事

　

業

　　　　

570

　　　　　　　　　　

570

　

公有林整備事業

　　

(26)

　　　　

(25)

公

　　

営

　　

企

　　

業

　　

債

　　　

2 202　　1 011　　1 191

　

電

　　

気

　　

事

　　

業

　　　　

135

　　　

77

　　　　

58

　

上

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　

1 220 612　　　608

　

工業用水道事業

　　　

280

　　

95

　　　

185

　

地

　

下

　

鉄

　

事

　

業

　　　　

400

　　　　

179

　　　

221

　

一

　

般

　

交

　

通

　

事

　

業

　　　　　

50

　　　　

25

　　　　

25

　

その他の公営企業

　　　

117

　　　　

23

　　　　

94

特

　　

別

　　

地

　　

方

　　

債

　　　　

626

　　　　

626

　

住

　　　

宅

　　　

事

　　　

業

　　　　　

55

　　　　

55

　

病

　　　

院

　　　

事

　　　

業

　　　　

145

　　　　

145

　

厚生福祉施設整備事業

　　　　

144

　　　　

144

　

清

　　

掃

　　

事

　　

業

　　　　

120

　　　　

120

　

簡

　

易

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　

47

　　　　

47

　

棄水道終末処理施設整備事

　　　　

115

　　　

115

　

合

　　　　　　　　

計

　　　　

(26)

　　　　　

(26)

　　　　　　　　　　　

“

　　　　　

5 307　　3 361　　1 946

公

　

営

　

企

　

業

　

再

　

建

　

債

　　　　

200

　　　　　　　　　　

200

特

　　

別

　　

事

　　

業

　　

債

　　　

1200

　　　　

500

　　　

700

　

・

　　　　　　　　　　

計
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‾‾ｉ
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事

　　

業

　　

税

　　

333 075　　344 848 △H 773 ・3.4　　338 311

　

う

　

ち法人分I 309 939　　322 658 △12719 △3.タ　　307 445

道府県たばこ消費税

　　　

49 497　　　44 505　　4 992　　11.2　　　36431

軽

　

油

　

引

　

取

　

税

　　　

73 807　　　70 102　　3 705　　5.3　　　60 566

モ

　　

の

　　

他

　　

166 910　　149 115　17 795　U. 9　　176 980

　　　　

計

　　　　　　

805 164　　782 030　23 134　　3.0　　815 466

その２市町村税

　　　　　　　　　　　　　

計

　　　　

画

　　　　

額

　　　　　　　　　　

調
ｇ

　　　　

９

　

し

尚年（ｎ碑剛増mm＼mm率

し

盲7脊）

市

　

町

　

村

　

民

　

税

　　　

287 963　　279 976　　7 987　　2.タ　　303 932

　

個人均等割

　　　

10 675　　10087　　588　　5.∂　　12 290

　

法

　

人

　

均

　

等

　

割

　　　　

1 777　　　　1628　　　149　　9.2　　　　1507

　

所

　　

得

　　

割

　　

195 503　　182 850　12 653　　∂.9　　238 832

　

法

　

人

　

税

　

割

　　　

80008

　　　

85 411　a 5 403　△　∂.3　　　51303

固

　

定

　

資

　

産

　

税

　　

298 573　　268 565　30008　11.2　　340 348

市町村たばこ消費税

　　　

82 4％　　　74 176　　8 320　　11.2　　　37 988

電

　

気

　

ガ

　

ス

　

税

　　　

57 682　　　54 100　　3 582　　6.∂　　　27 165

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

42 282　　　35 989　　6 293　　17.5　　　44 933

　　　　

計

　　　　　　

768 996　　Z12 806 1 56 190　　7.9　　754 366

－480－



地方税の徴収状況

(各年12月末現在 単位 百万円・％）
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額

昭和40年度|増
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額|

　

増減率

　　

177 255　　　25 923　　14.6　　　131 089　　　112 593　　　18 496　　　妬.4

　　　

46 357　　　　6 766　　14.6　　　48 075　　　41 290　　　　6 785　　　拓.4

　　

294 597　　　43 714　　j4.∂　　303 306　　259 694　　　43 612　　　妬.∂

　　

267 816　　　39 629　　j4.∂　　277 945　　237 803　　　40 142　　　妬.タ

　　　

33 123　　　　3 308　　10.0　　　35 803　　　32 562　　　　3 241　　　10.0

　　　

49 944　　　10 622　　21.3　　　46 865　　　38 582　　　　8 283　　　21.5

　　

149 226　　　27 754　　j∂.∂　　　145973　　　121 154　　　24 819　　　20.5

　　

704 145　　111 321　　15.8　　663 036　　564 585　　98 451　　17.4
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増減率

　　

280 256　　　23 676　　∂.4　　　132 915　　　118 711　　　14 204　　　12.0

　　　

11 999　　　　　291　　　2.4　　　　4 736　　　　4 519　　　　　217　　　　j.∂

　　　　

2 059　　.　552　△26.8　　　　1 021　　　　1071　　　△　　50　　△　4.7

　　

219 041　　　19 791　　　9.0　　　83 822　　　75 075　　　　8 747　　　月.7

　　　

47 157　　　　4 146　　∂.∂　　　43 336　　　38 046　　　　5 290　　　招.タ

　　

306 960　　　33 388　　j0.タ　　　176 659　　　153 736　　　22 923　　　皿.タ

　　　

34 827　　　　3 161　　　タ.j　　　36 671　　　33 408　　　　3 263　　　　9.∂

　　　

24 722　　　　2 443　　9.9　　　26 357　　　23 814　　　　2 543　　　10.7

　　　

37 829　　　　7 104　　j∂.∂　　　27 787　　　23 072　　　　4 715　　　20.4

　　

684 594　　　69 772　　10.2　　400 389　　352 741　　　47 648　　　13.5
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（注）１

　

本表の額は、市町村分については一般算定団体と合併算定替団体とを単純に

　　

２

　

普通交付税額の欄中（

　

）は、当初算定において決定された第２種特例交付

　　

３

　

東京都特別区については、地方交付税法第21条（都等の特例）規定のに基づ

　　　

超過団体として算入してある。
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普通交付税の算定状況
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計
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額|構

　

成

　

比

　　　

313 752　　　　741 199　　　41 352　　　484 281
（臨雪　　64.8

　　　

222 337　　　　596 377　　　　8 093　　　263 508　　263 508　　　　35.2

　　　

103 514　　　　216 859　　・16 327　　　　10 297　　　10 297　　　　　7.j

　　　

107 654　　　　275 561　　　21 479　　　85 556　　　85 556　　　　刀.4

　　　　

11 169　　　　103 957　　　　2 941　　　167 655　　　167 655　　　　22.4

　　　

536 089　　　1 310 576　　　49 445　　　747 789 （ル１ふ　　　100.0

合算したものである。

金で内書である。

き、東京都分と合算した場合、財源超過となるので、単独では財源不足となるが財源

地方交付税の交付状況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　

昭

　　

和

　　

40

　　

年

　　

度

　　　　　　　　

比

　　　　　　　　

較

普通交付税

　

｜

　

特別交付税

　

｜

　　　　

十

　　　

|

　

増

　

減

　

額

　

１

　

増

　

減

　

率

　　　

462 189　　　　　18 461　　　　　480 650　　　　　23 365　　　　　　　4.タ

　　　

238 212　　　　24 325　　　　　262 537　　　　　28 175　　　　　　扨.7

　　　　

9 638　　　　　　781　　　　　　10 419　　　　　　　742　　　　　　　7.j

　　　

75 659　　　　　10 192　　　　　　85 851　　　　　H 282　　　　　　13. 1

　　　

152 915　　　　　13 352　　　　　166 267　　　　　16 151　　　　　　　9.7

　　　

700 401　　　42 786　　　　743 187　　　　51 540　　　　　6.9

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－
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第153表昭和41年度

　　　　　　　　　　　　　　　

計

　　　　　　　

画

　　　　　　　

額

　

ｓ

　　　　

゛

|

・

　　

額）面資（な

　　

ｌ

一

　　

般

　　

会

　　

計

　　

債

　　　　　

159 600　　　　　155 300　　　　　4 300

　

一般補助事業

　　　

25 500　　　25 500　　　　－

　

公営住宅建設事業

　　　　

11 100 11 100　　　　　　　－

　

災

　

害

　

復

　

旧

　

事業

　　　　

35 700　　　　35 700　　　　　－

　

義務教育施設整備事業

　　　　　

31 100　　　　31 100　　　　　　－

　

一

　

般

　

単

　

独

　

事

　

業

　　　　　　

14 500　　　　　12 200　　　　　2 300

　

辺

　

地

　

対

　

策

　

事

　

業

　　　　　　

2000

　　　　　　

2000

　　　　　　　

－

　

直

　　

轄

　　

事

　　

業

　　　　

15 400　　　　15 400　　　　　　－

　

嗇町村民税臨時減税補てん

　　　　　　

20 300　　　　　20300　　　　　　　－

　

新産業都市等建設事業

　　　　　　

4 000　　　　　2000　　　　　2000

　

退

　　

職

　

手

　　

当

　　

債

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　

㎜

　　　

■

　　

■■

　　　　

－

　

S･
準

　

公

　

営

　

企

　

業

　

債

　　　　

103 400　　　32 200　　　71 200

　

港

　

湾

　

整

　

備

　

事

　

業

　　　　　

14 300　　　　　10200　　　　　4 100

　

と畜場整備事業

　　　　

1100

　　　　

500

　　　　

600

　

下

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　　

31000

　　　　　

21 500　　　　　9 500

　

地

　

域

　

開

　

発

　

事業

　　　　

57 000　　　　　　　　　　57000

　

公有林整備事業

　　　

(2 600)　　　　　－　　　（2 600)

公

　

営

　

企

　

業

　

債

　　　

220 200　　　101 100　　　119 100

　

電

　　

気

　　

事

　　

業

　　　　　　

13 500　　　　　　7700　　　　　5800

　

上

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　

122 000　　　61 200　　　60 800

　

工業用水道事業

　　　　

28 000　　　　9 500　　　18 500

　

地

　

下

　

鉄

　

事

　

業

　　　　

40000

　　　　

17900

　　　

22 100

　

一

　

般

　

交”通‾事’‾業……

　

’‘-一一5000

　　　　　

2 500"　　　　2 500

　

その他の公営企業

　　　　

11 700　　　　　　　2300　　　　　　　9400

特

　

別

　

地

　

方

　

債

　　　　

62 600　　　　62 600　　　　　－

　

住

　　

宅

　　

事

　　

業

　　　　　　

5500

　　　　　　

5 500　　　　　　　－

　

病

　　

院

　　

事

　　

業

　　　　

14 500 14 500　　　　　　　　－

　

厚生福祉施･設整備事業

　　　　　

14 400　　　　　　　14400　　　　　　　　－

　

清

　　

掃

　　

事

　　

業

　　　　　

12000

　　　　　　　

12000

　　　　　　　

－

　

簡

　

易

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　　　

4 700　　　　　　4 700　　　　　　　　－

　

素水道終末処理施設整備事

　　　　　　

11 500　　　　　11500　　　　　　　　－

　

合

　　　　　　　　　

計

　　　　　　

545 800 351 200　　　　　194 600

公営企業再建債

　　　　

20000

　　　　　　　　　　　　　　　　　

20000

特

　

．別

　

‥事

　

．業‥.＿._債‥‥‥‥

　　

120000

　　　　　　

50000

　　　　　

70000

　　　　　　　　　　　　　　　　

”

　　　　

’-’ノ

　　

la

　　　　　　　　

lふ

　

総

　　　　　　　

計

　　　　

685 800　　　401 200　　　284 600

１

２

計画額には、修正分15億円を含む。
特別事業債は、一般会計債へ1 182億円(政府500、公募682)、準公営企業
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地

　

方

　

債

　

許

　

可

　

状

　

況

総

許

額

　　

354 719

　　

136 200

　　　

26 600

　　　

39 646

　　　

3Z 569

　　　

72 045

　　　　

2000

一般補助へ

　　　

20 259

　　　　　

４00

　　　

２0000

10２

　

11

　

1

　

39

　

50

2４9

　

1２

135

　

２2

　

52

　　

5

　

21

965

582

19ｱ

400

786

　　

－

186

122

330

780

２00

550

204

　　

65 922

　　　

5 101

　　

15 021

　　

14 468

　　

14 879

　　　

4 088

　　

12 365

　

772 792

　　

20000

各項目へ

ｱ92 792

　　　　

可

政府資金

　　　　　　

204 314

　　　　　　　

75 200

　　　　　　　

17000

　　　　　　　

39 646

　　　　　　　

37 569

　　　　　　　

12 240

　　　　　　　

2000

　　　　　　　

20 259

　　　　　　　　　

400

　　　　　　　　　　

－

30 190

　

8 190

　　

500

21 500

　　　

－

　　　

－

99

　

7

61

　

8

17

2

2

446
143

２00

473

900

500

230

61 486

　

5 101

15 021

14 468

12 698

　

4 088

10110

395 ４36

395 436

債へ18億円(公募)充当している。

485

(昭和42年１月末現在、単位

　

百万円)

公

額

　

募

-

150 405

61000

　

9 600

　　

－

　　

－
59 805

一

　

一

20

72

　

3

17

50

149

　

4

　

74

　

14

　

34

　

3

　

18

　

4

　

－

000

775

392

697

900

786

　　

－

7４0

979

130

307

300

050

974

436

一
一
一
８
１
一

　
　
　

―

　　

2 255

377 356

　

20000

　　　　

－

397 356

交

　

付

　

公

　

債

３7

　

ア

30

500

一

　

一

　

一

500

000
一

　

一

-

-

6
8
9
0
臨
一
7
8
一

５
８

　

3
3

1
9

　
　
　

1
8

2 677

一

　

一

　

】

2 100

　　

－

　

577

1 960

　　　

－

　　　

－

　

212

　　　

－

　　　

－

T 748

61 705

　　　

－

61 705

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

¶

－
ｊ

－

－

－

－

」

－

１

－



第154表

　

公共事業にかかる

　　　　　　　　　　　　

昭

　

和

　

40

　

年

　

度（A）

_

ｇ

　　　　　　　

゛

　　　　

霖嶺詣劉ｍｔ事利

　　

It

　　　　

補

　　

助

　　

事

　　

業

　　　

15 103　　　　　o　　　15 103

　

府

　　

県

　　

直

　　

轄

　　

事

　　

業

　　　

12 558 0　　　12 558

　　　　　　

計

　　　　　　　

27 661　　　　　0　　27 661

　　　　　　　　　　　　　　　　　

一

　　　　

補

　　

助

　　

事

　　

業

　　　　　　

－

　　　　　　

37

　　　　　　

37

市町村

　

直

　　

轄

　　

事

　　

業

　　　　　

－

　　　　　

０

　　　　　

０

　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　

37

　　　　　　

37

　　　　

補

　

助

　

事

　

業

　　　

15 103　　　　37　　15 140

合

　

計

　

直

　

轄

　

事

　

業

　　　

12 558　　　　　0　　　12 558

　　　　　　

計

　　　　　　　

27 661　　　　37　　　27 698
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国庫負担の引上額の状況

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　

昭

　

和

　

41

　

年

　

度（見込）（Ｂ）

　　　　　

差

　　　　　　

引

　

(B)-(A)

認諾添削lロ=事利

　　

お

　　

l

U添劉ｍ定事列

　　

十

　　

18 113　　　　　　0　　　　18 113　　　　3010　　　　　　0　　　　3010

　　

12 753　　　　　　0　　　　12 753　　　　　195　　　　　　0　　　　　195

　　

30 866　　　　　　0　　　　30 866　　　　3 205　　　　　　0　　　　3 205

　　　　　

－

　　　　　　

30

　　　　　　

30

　　　　　　

－

　　　　　

△7

　　　　　

△7

　　　　　

－

　　　　　　

0

　　　　　　

0

　　　　　　

－

　　　　　　

0

　　　　　　

0

　　　　　

－

　　　　　　

30

　　　　　　

30

　　　　　　

－

　　　　　

ａ７

　　　　　

ａア

　　

18 113　　　　　　30　　　　18 143　　　　3010　　　　　△7　　　　3 003

　　

12 753　　　　　0　　　12 753　　　　195　　　　　0　　　　195

　　

30 866　　　　　30　　　30 896　　　　3 205　　　　　ムア　　　3 198

第155表

　

昭和40年度における新産業都市等に対する

　　　　　

国の財政援助の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位百万円)

　　　　　　　　　　

新産工特例別措置

　　　　　

産炭地域特別措置

　

区

　　　

分

　

丿

地方債|利子補給額|嵩上額地方債|利子補給額i嵩上額

道

　　

府

　　

県

　　

5 659　　　　118　　　　－　　1 153　　　　26

4‾

市

　　

町

　　

村

　　　　

－

　　　　　

－

　　　

1 575　　　　　－　　　　　－　　　　536

（注）利子補給額および嵩上額は、それぞれ見込額である。
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その１

　

国民総生産等

第155表

　

主要経済指標および

｜｜

　

大汗

国民総生産

　　

98 924　　112 065　　115 182　108 723　133 772

国

　

民

　

所

　

得

　　

79 889　　91 346　　94 235　88 490　107 498

温府財羨サービ嘉

　　　

16 309　　　18 540　　　20 547　　18 465　　23 197

品次席g鸚

　

8 058　　　　9 476　　　10 342　　9 292　　　11 318

回摩紐y既よ諧雰

　

23 804　28 744　22 730 25 092　32 041

上のうち企業設備

　　　

14 862　　　19 045　　　17 095　17000　　22 209

?4jlﾑ昌売声昆

　　　

57.5

　　　

∂7.タ

　　　

66.7

　　

64.0

　　

∂0.j

消費者物価指数
昭35=100

　

暦年

　　　　

幻.0

　　　　

％,タ

　　　　

％.5

　　

討.∂

　　　

％.5
(全

　

都

　

市)

　　　　

s、31年度

　

32年度

　

33年度

　

麗^旱づ34年度

　

¨｀:

　　

几蔽乖ぷ扇乖謡‾皺か腿

十

･ず

れ

函生辰

　

国

　

民

　

総

　

生

　

産

　

12.6

　　

9j

　

紹.j

　

7卵

　

2.∂

　

/叱

　　

jQり.Q

　

諮.j

　

13

　

国

　

民

　

所

　

得

　

皿２

　　

卯

　

皿J

　

7G

　

j.2

　

/07

　　

100.0

　

14.1

　

j22

　

P珊ヤー‰

　

り.タ

　　

∂∂

　

紹.7

　　

扨0

　

加.∂

　

Ill

　　

100.0

　

12.9

　

j河

　

品次諜4鸚

　

∂.4

　　

∂7

　

17.6

　

拓2

　

ﾀ.j

　　

Ill

　　

100.0

　

9.4

　

j22

　

回付Ｖ副f 56.0　　％　20.∂　1151^20.9　　ﾀj　100.0　む.0　j2∂

　

上のうち企業設備

　

57.4

　　

∂7

　

28.1

　　

月2△珀.2

　

加丿

　　

100.0

　

2ﾀ.タ

　

諮丿

　

鉱工業生産指数

　

22.5

　

卯

　

j∂.j

　

j肪△j.∂

　

扨j

　　

100.り

　

20.1

　

jお

　

消

　

者物価指数

　　

0.∂

　　

卵

　　

＆ｊ

　

iOi A 0.4　如丿　　如Ｑ．０　ｊ．０]

　

-･･　¶･･　－　．．．　　　　　-･　　　　　　　國・　　　　　　　　　　■JJ-
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地方財政計画等の推移

(単位

　

億円・％)

　

35年度

ﾄ

6年度

ﾚ

ﾌ年度

ﾄ

8年度

1

　

39年度

　

1

　

40年度

　

！

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　

160 469　　193 077　　2H 897　　247 262　　　284 071　　　313 44ド

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

！

　　

130 091　　　154 139　　　172 150　　　199 808　　　　225 801　　　　250 668

　　　

27 128　　　33 425　　　41 163　　　47 680　　　　54 777　　　　64 185

1

　　　

13 399　　　16 845　　　20 934　　　24 012　　　　28 212　　　　32 340

　　　

45 487　　　61 221　　　52 899　　　67 089　　　　73 793　　　　69 805 !

　　　

32 315　　　42 317　　　41 053　　　43 887　　　　50 1C6　　　　48 121

　　　

100.0

　　　　

119.4

　　　　

129.3

　　　　

142.3

　　　　　

妬∂.∂

　　　　　

174.5

　　　

wo.o

　　　　

105.3

　　　　

112.5

　　　　

121.0

　　　　　

125.6

　　　　　

135.2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一

　

35年度

　

36年度

　

37年度

　

38年度

　　

39年度‾･二，い∩
二万

･

こ

･

ﾚ

可函蒜憚え

ﾆﾊﾞ↓」

皿柏

尚

皺率し恍

　

20.0

　

14^

　

20.5'

　

178

　

ﾀ.7

!

　

zﾀ5

l

　

16.Ti

　　

227

　　

M.9

　　

2引

　　

10. c?　　］

　

2j.

ﾘ

　

jず

ﾘ

　

18.5

　

j74

1

　

jj.

」

　

扨5

　

16.1

　　

22∂

　

13.0

　　

255

　

11.0

　　

認

y

　

妬.ｙ

　

147

　

23.i　j∂j　2j?.2　223　j5.∂　25∂　μ.1　2ﾀﾌ　17.2　　j姻l

　

18.4

　

144. 25.7　j∂j　24.3　225　皿.7　25∂ 17.5･　304･　14.6　　即ぷ

　

42.り

　

7∂j

　

34.6

　

2ぜ4△13.6

　

2召

　

2∂.a

　

267

　

10.0

　　

2ﾀ

　　

△5.j

　　

27

j

　

45.5

　

四∂

　

31.0

　

24

］

△3.0

　

242

　

∂.∂

　

25∂

　

μ.2

　　

2ﾀ5

　

△4.Q

　　

2j

y

　

2j.∂

　

拓∂

　

四.4

　

j∂7

　

∂.∂

　

202

　

拓.j

　

222

　

17.2

　　

2∂j

　　

4.∂

　　

275

　　

3.∂

　

扨∂

　

5.3

　

Ill

　

∂.∂

　

jjﾀ

　

ｱ.∂

　

j2∂

　　

3.∂

　　

133

　　

7.6 143
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その２

　

予算および地方財政計画

第155表

　

主要経済指標および地方

　

区

　　　　　

分

　

1
31 年度1 32 年度1 33 年度　誕う23昌　34年度

ミ

国の一般会計

　

1 034 923　1 137 465　1 312 131　1 161 506　1 419 248

財政投融資計画

　　

259 200　　409 100　　399 500　　355 933　　519 800

地方財政計画

　

1 045 670　1 147 115　1 237 173　1 143 319　1 334 107

　　

給

　

与

　

費

　　

402 901　443 566　473 261　436 576　515 009

　

り

．資的経費

　　

277 418　299 879　　330 087　302 461　　374 468

　

り

晨お事n

　

185 434　　212 254　　243 286　　213 658　　281 417

　

地方債計画

　　

113000

　

107000

　

100000

　

106 667　110000

　

区

　　　　　

分

　　　

31年度

　

32年度

　

33年度

　

爵万‾て石‾

　　　　　　　

し

㈱皿

ﾚ

甑率皿

|

回率加

除

　

ｎ

ﾚ

亘涵‾

国の一般会計

　

2.j

　

∂ﾀ

　

ﾀ.∂

　

卵

　

址
い
j諮

　　　

100

　

∂.2 j22

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

i

財政投融資計画

　

△3.2

　　

7∂

　

57.8

　

jj5△2.則112

　　　

100

　

30.I　j召

地方財政計画

　

j.7

　

92

　

ﾀ.7

　

珀∂

　

7.丿丿卵

　　　

扨0

　

7.∂H7

　　

給

　　

与

　　

費

　

j.2

　　

92

　

如.j

　

拓2

　

∂.7

　

.肥日

　　　　

扨0

　　

∂.S 118
ド
l

a資的経費

　

△1.4

　

ﾀ2

　

∂.j

　

卯

　

珀.j

　

109

　　　

扨o

　

D.4

　

j24

　

ち

　

ぷな建設事業費

　　

－

　　

∂7

　

M.5

　

ﾀﾀ

　

μ.∂

　

114

　　　　

扨o

　

15.7

　

招2
|

地

　

方

　

債

　

十

　

画

　

△j.2

　

jQ∂△5.3

　

扨Qム∂.5

　

討

　　　　

丿叩

　

20.0

　

103

（注）地方債計画欄のＣ

　

Ｄま、特別地方債を含めたものである。また、（

　

）は、公
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財政計画等の推移（つ.づき）

(単位

　

百万円・％)

　

35年度

　

36年度

　

37年度
1

38 年度　1　39年度　1　40年度

　　

1 569 675　　1 952 776　2 426 801　　2 850008　　　3 255 438　　　3 658 080

　　

594 100　　　729 200　　　859 600　　1 109 700　　　1 340 200　　　1 620 600

　　

1 538 155　　1 912 672　2 285 073　　2 633 593　　　3 136 127　　　3 612 149

　　

575 485　　　695 678　　　817 351　　　959 845　　　1 095 339　　　1 277 289

　　

473 648　　　624 720　　　794 430　　　914 302　　　1 149 779　　　1 311 352

　　

343 337　　　508 749　　　636 448　　　784 641　　　1 010830　　　1 165 596

　　

055 500))　（200000》　C245 ooo》((315 ooo》　((398 4001)　((484 900))

　　　

150000

　　　

186000

　　　

227 500　　　295 000　　　　373 200　　　　443 000

　　　　

(350)

　　

㈲o）

　

(1 200)　（1500）　（1700）　（2100）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

--一一一一一一一一

　

35年度

　

36年度

　

37年度

　

38年度

　　

39年度

　　

40年度

聶雨謡‾皺申H

J

皺却ゆ

ﾚ

和廠‾凹乖ぽ
|回
乖聶‾

　

扨.∂

　

諮5

　

24.4

　

諮∂

　

24.3

　

20∂

　

17.4

　

2j5

　

μ.2

　　

2∂O

　

12.4

　　

315

　

μ.j

　

扨7

　

22.7

　

2Q5

　

17.9

　

242

　

2ﾀ.j

　

3j2

　

20.8

　　

377

　

20.タ

　　

455

　

15.3

　

135

　

24.3

　

妬7

　

19.5

　

2（瓦

　

11.7

　

招2

　

20.タ

　

j5ﾀ

　

17.5

　

j∂7

　

17.1

　

2四

　

14.5

　　

25j

　　

16.6

　　

2∂3

　

26.5

　

j57

　

31.9

　

207

　

27.2

　

2∂3

　

15.1

　

j02

　

25.∂

　　

j∂O

　

14.1

　　

433

　

22.0

　

妬j

　

4∂.2

　

23∂

　

25.1

　

2∂∂

　

23.5

　

J∂∂

　

２∂.∂

　　

J73

　

15.3

　　

5衣

りj.郷り46m8.61)＼ U∂∂■m22.5Ti＼1230累加.り1295》126.5}り73）《21.7))＼ 1455))

　

36.4

　

Ml

　

24.り

　

j74

　

22.3

　

213

　

2ﾀ.7

　

277

　

26.5

　　

350

　

j∂.7

　　

4諮

有林整備事業債で、公営企業金融公庫から貸し付けるものであって、外書きである。
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その３

　

決

　

算

第155表

　

主要経済指標および地方

．ぺ

　

区

　　

分

　

31年度

1

32年度

　

33年度
I 31~33ヵ;1

34 年度

　　　　

‥……

　

｜

国の一般会計歳入

　　

1 232 514　　1 399 858　　1 453 747 1 362 040　　1 597 213

国の一般会計歳出

　　

1 069 205　　1 187 676　　1 331 562 丿96 148　　1 495 040

普通会計歳入

　　

1 250 979　1 407 888　1 504 250 1 387 439　1 689 352

普通会計歳出

　　

1 206 069　1 342 528　1 455 579 1 334 725　1 623 883

地

　　

方

　　

税

　　

449 924　　527 190　　543 932　507 015　　610 937

一

　

般

　

財

　

源

　　

638 603　　759 683　　800380　732 889　　902 710

義務的経費

　　

599 053　　652 9％　　701 784　651 277　　767 024

　

人

　

件

　

費

　　

477 625　　561 028　　551 077　514 910　　601 021

投資的経費

　　

330 283　　398 470　　440 405　391 719　　520 484

　

普通建設事業費

　　　

244 641　　　306 558　　　343 247　298 149　　　377 874

罵合地方との歳出

　　

1 802 013　2 Oil 974　2 340 822 2 072 998　2 457 1励

　

灰

　　　　　　

31年度

　

32年度

　

33年度

　

麗ず看

　

34年度

　

区≒言
言剽尚こ行臨諭

国の一般会計歳入

　　

ﾀ.4

　　

ﾀj

　

址∂

　

103

　

J.∂

　

扨7

　　

拓Q

　　

ﾀ.∂

　

117

国の一般会計歳出

　　

5.0

　　

∂∂

　

11.1

　　

g

　

12.1

　

Ill

　　

j叩

　　

12.3

　

jお

普通会計歳入

　

皿３

　

卯

　

12.5

　

j02

　

∂.タ

　

加∂

　　

加O

　

12.3

　

j22

普通会計歳出

　

∂.0

　

知

　

11.3

　

拓j

　

∂.4

　

j四

　　

扨G

　

11.6

　

j22

地

　　

方

　　

税

　

j7.タ

　　

邱

　

17.2

　

j04

　

J.2

　

珀7

　　

拓O

　　

12.3

　

121

一

　

般

　

財

　

源

　

召.∂

　　

お

　

皿０

　

拓4

　

5.j

　

j卯

　　

扨O

　　

j2,∂

　

j3

義務的経費

　

∂.0

　

認

　

ﾀ.Q

　

拓0

　

7.５

　

如∂

　　

以）

　

ﾀ.3

　

jj∂

　

人

　　

件

　　

費

　　

4.タ

　　

認

　

∂.0

　

扨0

　

∂.∂

　

拓7

　　

放）

　

9.j

　

117

投資的経費

　

5.∂

　

∂j 20.6　扨2 12.0　114　　扨Q　妬.∂　jお

　

普通建設事業費

　

皿a

　　

∂2

　

3.∂

　

加了

　

皿O

　

115

　　

拙）

　

加.j

　

j27

罵合地方との歳出

　　

5.5

　　

∂7

　

11.7

　　

ﾀ7

　

妬.∂

　

113

　　　

j00

　　

5.Q

　

jj∂
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財政計画等の推移（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　

35年度
1
36年度

1

37年度

1

38年度

1

　

39年度

　

1

　

40年度

　　

1 961 025　2 515 932　　2 947 623　　3 231 214　　　3 446 769　　　3 773 097

　　

1 743 148　2 063 468　　2 556 617　　3 044 292　　　3 310 969　　　3 723 017

　　

2 025 802　2 5H 550　2 982 859　　3 397 659　　　3 910 921　　　4 478 036

　　

1 924 907　　2 391 080　2 887 366　　3 308 833　　　3 821 968　　　4 365 140

　　　

744 236　　　906 475　　1 056 684　　1 212 860　　　1 399 598　　　1 549 421

　　

1 091 391　　1 353 628　　1 574 936　　1 829 205　　　2 109 212　　　2 342 670

　　　

879 153　　1 053 701　　1 235 519　　1 494 538　　　1 732 327　　　2 001 146

　　　

704 586　　　832 604　　　996 891　　1 196 932　　　1 394 003　　　1 602 453

　　　

640 451　　　836 108　　1 068003　　1 159 894　　　1 343 724　　　1 532 915

　　　

477 005　　　651 281　　　867 973　　　969 995　　　1 149 499　　　1 318 987

　　

2 863 233　3 489 242　4 261 125　　4 962 845　　　5 575 782　　　6 301 206

　

35年度

　

36年度

　

37年度138年度1

　

39年度

　　

40年度⊇昌昌あに⊇二剽石仏苛こ

　

22.8

　

jj4

!

　

2∂.3

　

j∂5

　

17.2

　

2扨

　

∂.∂

　

2J7

　　

∂.
1

　

253

　　

ﾀ.5

　　

277

　

妬.∂

　

jず∂

!

　

j∂.j

　

j73

　

23.タ

　

2皿

　

jﾀ.j

　

255

　　

∂.∂

　　

277

　

12.4

　　

J召

　

扨.タ

　

Ｍ∂

1

　

24.0

　

j∂j

　

j∂.∂

　

2巧

　

j3.タ

　

245

　

15.1

　　

2∂2

　

14.5

　　

32j

　

j∂.5

　

皿

ﾖ

　

2i.2

　

j71

　

20.8

　

2妬

　

Ｍ.∂

　

248＼

　

巧.5

　　

2∂∂

　

皿.2

　　

j27

　

21.8

　

147

　

2j.∂

　

j門

　

四.∂

　

即∂

　

皿.∂

　

2ﾊﾞ

　

巧.j･

　　

27∂

　

扨.7

　　

3Q∂

　

2

]

　

こ

2H

　

ｓムに2B

　

拓.7

　　

ぶ

　

５.

J

　

2a∂

　

n.i

　　

320

　

14.6

　

B5

1

　

四.9

　

妬2

l

　

17.3 四QI　21､01　22∂ 巧.J　2∂6　15.5　　J07

　

17.2

　

27

1

　

j∂.2

　

拓2

!

　

四.7

　

四4

1

　

20.1

　

2J2

　

拓.

J

　　

27

ﾘ

　

Ｂ.0

　　

311

　

23.0

　

扨

J

　

お.5

　

2詔

1

　

27.7

　

2

J

　

∂.∂ 2∂∂　　15.8,　　343　皿.j　　∂ﾀj

　

26.2

　

彷Q

　

56.51

　

2j∂

　

35.5

　

2∂j

　

jj.∂

　

J25

　

j∂.５，　３８６･

　

14.7

　　

j42

　

妬.5

　

jJ∂i

　

2j.タ

　

妬a

　

22.1

　

20∂

　

妬.5

　

2jﾀ

　

12.4

　　

2∂

ﾘ

　

13.0

　　

304
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その･4

　

租税（決算）

第155表

　

主要経済指標および地方

　

区

　　

か

ト
ヤｉ
ﾄ４ｔ

　

・年（麗ず牡，ゆｉ

租

　　　　　　

税

　　

1 536 698　　1 728 ％5　　1 734 750 1 666 804　　1 983 309

　

国

　　　　　

税

　　

1 086 774　　1 201 775　　丿90 818 1 159 789　　1 372 372

　　

准Ａ・

　　

259 808　　　364 066　　　308 320　310 731　　　390 552

　

地

　

方

　

税

　　

449 924　　527 190　　543 932　507 015　　610 937

　　

道府県税

　　

185 116　　230 195　　227 382　214 231　　263 862

　　　

よ貰1事業税

　　　

79 197　　　108 422　　　97 337　　94 985　　　121 730

　　

市町村税

　　

264 808　　296 995　　316 550　292 784　　347 075

ここ-

　

l___-_･－

　　　　　　　　　　　　　　　

皿-ふ=て_

　

ｙ

　　

４

ﾋ1年度ﾚﾊﾟﾚ．‾しバ‾目よヱﾀLﾋ4年度

　

区

　　　　

ﾀj

　

j,Ｓ率ln増おln

l

・Ｕﾄ作「石‾‾iぷ函4‾‾逼‾

租

　　　　　　

税

　

扨.∂

　　

∂2

　

12.5

　

扨
J

　

o.j?

　

j侃

　　

扨Q

　　

召.3

　

jj∂

　

国

　　　　

税

　

妬.o

　

河

　

扨.∂

　

7肘

ﾚ

り.タ

　

j9

　　

拓o

　

巧.2

　

7j∂

　　

う念

　

人

　

税

　

35.2

　　

∂4

　

如.j

　　

jj7

ﾚ

拐.に

　　　

拓Q

　　

26.7

　

j26

　

地

　　

方

　

税

　

17.9

　　

邱

　

17.2

　

j屏

　

3.2

　

扨7

　　

j卯

　　

12.S＼　121

　　

道府県税

　

25.タ

　

86 24.4　扨日しj.2　j叱l　　j卯　16.0　j23

　　　

よ欠事業税

　

お.j

　　

お

　

あ

］

　

ｍﾄﾛ，肖

　　

7。

　

2

ｺﾞ

　

ａ

　　

市町村税

　

紹.o

　

90 12.2　珀1　∂.∂　108　　j叩　　ﾀ.∂　j四
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財政計画等の推移（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　

3s年度i 36年度　137年度1 38年度1　39年度　1　40年度

一一

　

2 545 700=　3 134 203　　3 447 381　　3 944 584　　　4 558 844　　　4 829 072

　

1 801 464　2 22ｱﾌ28　　2 390 697　　2 731 724　　　3 159 246　　　3 279 651

　　

573 353　　　714 265　　　Z80 374　　　862 914　　　　975 389　　　　927 120

　　

744 236　　　906 475　　1 056 684　　1 212 860　　　1 399 598　　　1 549 421

　　

348 948　　　444 178　　　522 585　　　605 443　　　　709 660　　　　782 300

　　

173 524　　　221 538　　248 185　　　277 091　　　　304 425　　　　304 568

　　　　　　　　　　

1

　　

395 288　　　462 291　　534 099　　　607 417　　　　689 938　　　　767 121

　　　　　　　　　　

-

　　　　　　　　　　　　　　

一一一一一一一一一一一

　

35年度136年度

　

37年度138年度

　　

39年度

　

1

　

40年度

増減率|指数l増減率|指数

|

増減率ﾄﾞ旨数!増減率|指数増減率l指数1増減率ﾄj‾‾iご

ｰ

　　　

---

　

-

　

］
Ｂ∂

　

23.1

　　

j∂∂

　

10.0

　

凹7

　

M.4

　

2J7

　

8.∂

汀二　290

　

31.3

　

B

1

　

23.7

　

四2

　

7.3

　

207

　

皿.

J

　

2＆

　

妬.∂

　

招5･

　

24.6

　

230

　

∂.j

　

25j

　

加.∂

　

27∂

　

Ｂ.0

　　

3皿ａ

　

ｙ．タ

　　

29∂

　

21.8

　

μ

]

2j.∂

　

j7ﾀ

　

妬.∂

　

20∂

　

14.8

　

2J9

　

8.4

　　

27

1

　

jり.7

　　

30∂

　

32.2

　

彷j･

　

27.S

　

2り7

　

17.7

　

2∂9

　

15.9

!

　

2∂J

　

17.2

　　

331

　　

扨.2

　　

J∂5

　

ぜ2.

]

　

認3

1

　

27.7

　

23J

　

12.0

　

2∂j

　

11.6

　

2∂2

　　

ﾀ.9

　　

32Q

　　

Q.0

　　

∂2j

＿
紹'ﾀi

　

認

宍

　

j7‘0

　　

巧∂

　

巧.5

　

妬丿

　

招.7

　

2り7

　　

j叩

　

ﾄﾞ
11.2

　　

2∂2
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